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本書における主な用語の意義等は次のとおりである。

　　　　　　　

。

　

１｢決算額｣とは。特にことわりのない限り、普通会計に係る地方財政純計における

　

額である。

　

２｢地方財政純計額｣。｢純計決算額｣又は｢純計｣とはヽ都道府県決算額と市町村決算

　

額の単純合計額から地方公共団体相互間における重複額を控除した額である。した

　

がってヽ都道府県決算額と市町村決算額の合計額は地方財政純計額に一致しないこ

　

とがある。

　

３｢普通会計｣とは、地方公共団体における公営事業会計以外の会計をいう。

　

４｢地方公営事業会計｣とは、地方公共団体の経営す､る公営企業、国民健康保険事

　

業、収益事業、公益質屋事業、農業共済事業、交通災害共済事業及び公立大学附属

　

病院事業に係る会計の総称である。

　

５｢市町村決算額｣と｡は、大都市、都市。町村、特別区及び一部事務組合における決

　

算額の単純合計額から、一部事務組合と一部事務組合を組織する市町村との間の相

　

互重複額を控除したものである。

　

６｢大都市｣とは、大阪市、名古屋市、京都市、横浜市、神戸市、北九州市、札幌

　

市、川崎市及び福岡市をいう。

　

７｢都市｣とは、大都市以外の市をいい、｢中都市｣とは、都市のうち昭和49年３月

　

31日現在の行政区域における昭和45年国勢調査人口10万人以上の市をいい、｢小

　

都市｣とは、人口10万人未満の市をいう。

　

８｢一部事務組合｣とは、特にことわりのない限り普通会計に係るものである。

　

９｢財政力指数｣とは、普通交付税の算定に用いた基準財政収入額を基準財政需要額

　

で除して得た数値で、昭和46年度、47年度｡48年度に係る数値の単純平均値であ

　

る。

10｢一般財源｣とは、地方税、地方譲与税及び地方交付税の合計額をいう(昭和41年

　

度にあっては臨時地方特例交付金、42年度にあっては臨時地方財政交付金が含ま

　

れる。)。

　　

なお、市町村においては、これらのほか、都道府県から市町村が交付を受ける軽

　

油引取税交付金(大都市のみ)、娯楽施設利用税交付金。自動車取得税交付金を更に

　

加えた額をいうが、これらの交付金は。地方財政の純計額においては、都道府県と

　

市町村との間の重複額として控除される。

11｢一般財源等｡｣とは、前記10に掲げる一般財源のほかに、その使途が制約されて

　

いない一般財源以外の収入を合算したものをいう。

12

　

各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものである。したがっ

　

て、その内訳は合計と一致しない場合がある。

　　

なお、各項目の詳細な計数は｢資料編｣に集録してある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ぐ６)
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昭和40年代前半までの我が国経済の高度成長は、一方では所得水準の向

上、消費生活の多様化等国民生活の向上をもたらしたが、他方、成長の過程

において環境破壊、過疎過密、物価の高騰等の諸問題が生じ、社会資本の立

ち遅れと相まって、数多くの歪みと不均衡が現出している。このような社会

経済情勢の下において、国民経済の安定的成長、物価の安定等に努めつつ、

生活関連社会資本の整備、社会保障の充実、公害の防止、過疎過密対策等き

めの細かい諸施策を積極的に推進し、公正で活力のある高福祉社会の実現を

図ることが、国及び地方公共団体に課せられている最大の政策課題である。

とりわけ、地方公共団体は、地域住民に直結する行政の担い手として、多様

化しつつある住民の要請を的確には握しながら、この課題に積極的に対処し

ていかなければならない。このためには、従来にもまして、裏付けとなる財

源の確保に留意しつつ経常的経費の節減と住民福祉向上のために必要な事業

を重点的に実施することによって住民の要請にこたえていくことが必要であ

る。

　

以下、昭和48年度決算を中心として地方財政の状況を述べるとともに、

地方財政のあり方を展望する。

-

１



第１

　

昭和48年度の地方財政

昭和48年度の地方財政を取り巻く環境

　

昭和48年度の地方財政を取り巻く環境を年度当初における経済見通しと

国の財政運営方針、地方財政計画の基本方針並びに年度中の経済情勢の推移

と国の財政及び地方財政の補正措置によってみると、次のとおりである。

（１）経済見通しと国の財政運営方針

　

｢昭和48年度の経済見通しと経済運営の基本的態度｣(48年１月閣議決定)

によれば、48年度の我が国経済は、前年度に引き続き拡大基調をたどるも

のとみられるが、最近における物価の動向にかんがみ、その安定を確保する

ため、一層の配慮を払う必要があり、一方、我が国の福祉水準の現状に照ら

し、経済成長の成果を活用しつつ、長期的視点から国民福祉の充実を図るこ

とが、当面する重要な国民的課題とされた。また、対外経済面においては、

最近の国際収支の状況にかんがみ、国際収支の均衡化を促進するため、引き

続き格段の努力を払っていくことが緊要であり、更に、国際協調の下に、国

際通貨・貿易体制の新しい秩序づくりに寄与していくことが重要な課題とさ

れた。

　

以上のような認識の下に、昭和48年度の経済運営に当たっては、経済社

会基本計画実施の初年度として、財政金融政策を中心とする適切かつ機動的

な政策運用により、我が国経済を息の長い安定した成長路線に定着させるよ

う努めるとともに、福祉志向型経済の実現をめざすことを基本とし、住宅・

生活環境施設を中心とする社会資本の整備、社会保障の充実、公害防止等環

境保全対策の強化、地価対策の推進、物価の安定、低生産性部門等の近代

化、公共料金の抑制的取扱い、国際収支の均衡化の促進、総合的な対外経済

政策の積極的推進、国民福祉と対外均衡を軸とする新しい経済構造の形成の

促進等の諸施策を重点的に講ずるものとされた。このような経済運営の下に
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おいてヽ昭和48年度の経済成長率は、実質10.7% (名目16.4%)程度となる

ものと見込まれた。

　

昭和48年度の国の財政運営に当たっては、この経済見通しと経済運営の

基本的態度にのっとり、我が国経済の国内均衡と対外均衡の調和、長期的視

野に立つ国民福祉の充実に努めることを基本とし、財源の重点的かつ効率的

な配分、費用負担の適正化及び公債政策の適切な活用を図ることにより、社

会資本の整備、社会保障の充実等国民福祉向上のための各般の施策を積極的

に推進し、併せて総合的な物価安定対策の充実を図るものとされた。このた

め財政規模は経済の安定的成長を保ちつつ、積極的に国民福祉向上の要請に

こたえ得る程度のものとすること、中小所得者等の税負担の軽減を重点に所

得税、住民税、相続税の減税を行うこと、財源の重点的かつ効率的な配分を

徹底しつつ生活環境施設整備に重点をおいた各種社会資本の整備、社会保障

の充実等の諸施策を推進すること、経済情勢の推移に機動的に対処するため

公庫等に係る政府保証又は借入れの限度の弾力的措置を講ずること等を方針

として、予算及び財政投融資計画を編成するものとされた。これにより、国

の一般会計予算の規模は、14兆2,840億円で、前年度当初予算(11兆4,676

億円)と比べて２兆8,164億円、24.6%の増加となり、財政投融資計画の規模

は６兆9,248億円で、前年度当初計画(5兆3,954億円)と比べて１兆5,294億

円、28.3%の増加となった。

　

なお、公債の発行額は２兆3,400億円(前年度当初発行予定額１兆9,500億

円)、政府保証債の発行額は4,500億円(前年度当初4,000億円)とされた。

（2）地方財政計画

　

昭和48年度の地方財政計画は、社会経済情勢の推移と地方財政の現状に

かんがみ、国と同一の基調により、財源の重点的配分と経費支出の効率化に

徹し、適切な行財政運営を行うことを基本とし、地方財源の確保に配慮を加

えつつ、長期的視野の下に、積極的に住民福祉の充実向上を図ることを目途

として、次の方針に基づいて策定された。
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第１にヽ個人の住民税をはじめとして総額1,718億円の大幅な地方税減税

を行い、住民負担の軽減合理化を図るとともに、特別土地保有税の創設及び

土地に対する固定資産税の課税の適正化を行うこととする。

　

第２にヽ地方税及び地方交付税の伸張の状況等を考慮しつつ、昭和47年

度において講じられた地方交付税の特例措置がなくなることによる影響を緩

和するため、交付税及び譲与税配付金特別会計において資金運用部資金から

950億円を借り入れ、地方公共団体に交付すべき地方交付税の財源に資する

こととする。また、沖繩県及び同県市町村に対して交付すべき地方交付税の

財源に資するため、臨時沖繩特別交付金388億円を国の一般会計から交付税

及び譲与税配付金特別会計に繰り入れることとする。

　

第３に、福祉優先、生活優先の基調に立脚して住みよい環境づくりを推進

するため、寝たきり老人対策、児童手当制度等の社会福祉対策、義務教育諸

学校教職員の定数及び処遇の改善、私学助成の拡充等の教育振興対策、人口

急増地域における義務教育施設等の公共施設の整備対策、過疎対策、公害対

策、広域市町村圏の振興対策等を重点に財源措置の充実を図ることとする。

　

更に、各種長期計画の改定に即応しつつ、地域の特性に応じた社会資本の

計画的整備を推進するため、所要の措置を講ずることとする。

　

第4｡に、地方公営企業の経営の健全化と経営基盤の強化を図るため、路面

交通事業についての新たな再建制度の発足、地方公営企業に対する貸付資金

の大幅な増額、企業会計に対する一般会計の負担の合理化等の措置を講ずる

こととする。

　　　　　　　　　　　　　　　　

プ

　　

、

　

第５に、地方財政の健全化と財政秩序の確立のため、昭和47年度に実施

した実態調査に基づき、国庫補助負担事業に係る地方公共団体の超過負担の

早期解消を図るための措置等を講ずることとする。

　

これらの方針に基づいて策定された地方財政計画の規模は、14兆5,510億

円で、47年度（11兆7,498億円）と比べて２兆8,012億円、23.8 %の増加と

なっている。

　

なお、48年度当初の地方債計画は、大都市の再開発、人､ロ急増地域にお

ける各種公共施設の整備等の都市対策の推進、生活環境施設整備の推進、過
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疎対策等地域整備の推進、地方公営企業の健全化の推進を重点として、総額

２兆2,530億円の規模で策定された。この額は、前年度当初計画（１兆7,278

億円）と比べると、5,252億円、30.4%の増加となっている。

（３）経済情勢の推移と財政運営の経過

　

ア

　

経済情勢の推移

　

47年１月以降着実な景気上昇過程をたどってきた我が国経済は、同年秋

から急速な拡大を続け、48年１月にはむしろ過熱の徴候を示し、47年以降

上昇を続けていた物価も、48年に入るとその騰勢は月を追って強まって

いった。

　

このような事態に対処して金融政策の面で、48年１月以来５次に

わたる預金準備率の引上げ、同年４月以来５次にわたる公定歩合の引上げ、

更に金融機関貸出に対する強力な窓口指導が実施され、財政政策の面でも48

年４月及び６月には公共事業の施行時期の調整措置が講じられ、８月には地

方財政、財政投融資を含む財政の執行の繰延べが閣議決定され、公共事業等

の８％(積雪寒冷地及び生活環境施設等に係る経費については、４％)が繰り

延べられることとされたのである。しかし、このような財政金融両面からの

強力な総需要抑制策も、その効果の浸透が遅れたこともあって、景気はなお

過熱状態を続け、また、物価の高騰も容易に衰えをみせなかった。加えて年

末に到来したいわゆる石油危機は、物価上昇の加速、生活関連物資等の不足

等我が国経済をかく乱し、事態は更に悪化した。

　

こうして、48年度の我が

国経済は、名目成長率21.7%、実質成長率6.1%となり、当初見通し(名目

垠4％、実質10.7%)に比べ、名目ではこれを上回ったものの、実質ではこれ

を大幅に下回る結果となった。

・イ

　

国の財政の補正措置

　

昭和48年度の国の補正予算は、地方財政に対する補正措置を含めて、同

年11月22日閣議決定された。補正予算の規模は、一般会計9,886億円で、

大型補正といわれた前年度補正予算(一般会計6,513億円)を上回るもので

あったが、その内容においては、公債増発を財源として公共投資を大幅に追

加した前年度とは基本的に性格を異にしたものであった。すなわち、総需要
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抑制を基調としてヽ歳入面においてはヽ租税及び印紙収入１兆5,080億円、

税外収入106億円が追加される一方ヽ5･800億円に上る公債の大幅な減額が

行われヽまたヽ歳出面においてはヽ人事院勧告に基づく国家公務員の給与改

定ヽ48年産米の政府買入価格の引上げ等に伴う食糧管理特別会計への繰入

れヽ物価上昇に伴う生活保護基準等の引上げ、学校、保育所等の建築単価の

是正ヽ国鉄運賃値上げの実施期日の修正による減収補てんとしての事業費助

成ヽ国税三税の増収に伴う地方交付税交付金の増額等特に緊要でやむを得な

い事項に限定されたものであった。

　

なお、財政投融資計画については、48年９月、10月及び12月の３回にわ

たって改定が行われ、中小企業金融の拡充及び日本国有鉄道に対する財源補

てんのため、総額5,740億円の増額措置がとられた。

　

ウ

　

地方財政の補正措置

　

地方財政においては、国の補正予算において国税三税が１兆3,250億円(所

得税5,550億円、法人税7,050億円、酒税650億円)追加されたことに伴い、

地方交付税が4,240億円増額された。このうち、地方交付税の再算定を通じ

て、給与改定に要する890億円、生活保護基準の引上げ、学校、保育所等の

建築単価是正等に要する232億円、土地開発基金の積立てに要する900億円

及び当初算定の際の調整減額分の復活に要する84億円、合計2,106億円が

普通交付税の増額に充てられ、188億円が特別交付税の増額に充てられるこ

ととなった。残りの1,996億円については、地方財政についても総需要抑制

の見地からその運営が行われるよう強く要請されたこと、石油問題を契機と

して経済環境が激変するおそれがあり明年度以降の地方財政は楽観を許さな

い状況にあること等にかんがみ、交付税及び譲与税配付金特別会計における

昭和48年度の借入れを取りやめるとともに昭和46、47年度の借入金の償還

に充てることとし、昭和49年度以降における借入金償還額の減額を図るこ

ととされた。

　

なお、地方公務員の給与改定については、人事院勧告の内容が48年４月

１日から俸給その他諸手当の改善により給与を15.89 %引き上げるというも

のであり、国家公務員に準じて地方公務員の給与改定を行う場合の一般財源
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所要額は4,800億円と見込まれ、既に措置されていた2,430億円を差し引く

と、新たな財源所要額は2,370億円(交付団体分1,830億円、不交付団体分

540億円)と見込まれたため、法人関係税の増収及び既定経費の節約によるほ

か、交付団体については、890億円が地方交付税の増額によって措置され

た。

　

また、石油危機を契機とする内外の深刻な経済情勢にかんがみて、11月

には、総需要抑制の見地から、庁舎、集会施設等工事を繰り延べても住民生

活に直接の影響が少ないと認められる事業等に係る起債の抑制及び枠外債の

抑制の措置が講じられた。

２

　

地方財政の概況

　

地方公共団体は、人口、産業構造、財政規模等においてそれぞれ異なって

いるが、等しく住民福祉向上のための行財政活動を営んでいる。これら地方

公共団体の数並びに個々の地方公共団体の財政の集合である地方財政の規

模、決算収支及び財政構造の状況は、次のとおりである。

（１）地方公共団体の数

　

昭和49年３月31日現在における地方公共団体(財産区及び地方開発事業

団を除く。)の数は、47都道府県、642市、2,632町村、23特別区、2,573一

部事務組合で、合計5,917団体であり、前年同期と比べて１市、５町村が減

少し、103一部事務組合が増加している。一部事務組合の増加が顕著である

が、これは交通通信手段の発達等による地域社会の広域化に対応して、特に

消防行政及び廃棄物処理等環境衛生行政の分野において事務の広域処理のた

めの一部事務組合が増加したものである。

　

昭和49年３月31日現在における都道府県及び市町村3,321団体(前年同

期3,327団体)を財政力指数段階ごとに分けてみると、全体の83.7 %(前年同

期83.6%)に当たる2,781団体(2,783団体)が財政力指数0.50未満の団体で
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あり、財政力指数1.00以上の団体は。全体の1.8 %(2.0 %)に当たる60団体

(65団体)に過ぎない。

　

これを団体種類別にみると、都道府県では。財政力指数0.50未満の団体

は全体の59.6 %(前年同期61.7 %)に当たる28団体(29団体)であり、財政

力指数1.00以上の団体は全体の8.5％(8.5％)に当たる４団体(４団体)と

なっている。また、市町村では。財政力指数0.50未満の団体は全体の84.1

％(84.0％)に当たる2,753団体(2,754団体)であり、財政力指数1.00以上の

団体は全体の1.7% (1.9%)に当たる56団体(61団体)となっている。

(２)決

　

算

　

規

　

模

　

昭和48年度の地方公共団体の普通会計決算額の単純合計額は、

　　　　

歳

　　

入

　　

i9兆1,393億円(前年度

　

15兆8,585億円)

　　　　

歳

　　

出

　　

18兆3,961億円(前年度

　

15兆3,861億円)

であり、前年度と比べると、歳入３兆2,808億円、20.7%、歳出３兆100億

円、19.6%それぞれ増加している。

　

この単純合計額から地方公共団体相互間の重複額9,222億円を控除した純

計決算額は、

　　　　

歳

　　

入

　　

18兆2,171億円(前年度

　

15兆907億円)

　　　　

歳

　　

出

　　

17兆4,739億円(前年度

　

14兆6,183億円)

であり、前年度と比べると、歳入３兆1,264億円、20.7%、歳出２兆8,556

億円、19.5%それぞれ増加している。

　

この増加率は、昭和47年度決算にお

ける対前年度増加率(歳入23.9%、歳出22.7%)を下回っており、また、昭和

48年度の地方財政計画の対前年度増加率23.8%及び名目経済成長率21.7%

のいずれをも下回っている。このように決算規模の伸びが低かったのはヽ一総

需要抑制策により、歳入におtヽてほ国庫支出金及び地方債の伸びが、歳出に

おいては普通建設事業費の伸びが大幅に鈍化したこと等によるもめである。

　

なお、決算規模の推移は、第１図にみられるとおり、I地方公共団体が年々

増大する行政需要に積極的に対処している'ことを反映して年々増大してきて

いる。
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ア実▽質。収支

　　　　　　　　

犬

　　　　　　　　

･･

　

犬

　

昭和48年度決算における歳入歳出差引額(形式収支)は、7,432億円(都道

府県3,586億円、市町村3,846億円)の黒字となっている。形式収支から明許

繰越等のために翌年度へ繰り越すべき財源4,909億円(都道府県3,093億円、

市町村1,816億円)を控除した実質収支は2,523億円(都道府県493億円、市

町村2,030億円)の黒字で、前年度の黒字額1,918億円(都道府県287億円、

市町村1,631億円)と比べ、605億円(都道府県206億円、市町村399億円)増

加している。犬

　

実質収支を団体種類別にみると、都道府県におけ:る黒字団体は45団体で、

干の黒字額は654億円であり、赤字団体は東京都及び大阪府の２団体で、そ

の赤字額は161億円となっていや。市町村心＼おける黒字団体は5,700団体
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第２図

　

実質収支の推移
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(3,154市町村、22特別

　

区、2,524一部事務組合)

　

で、そり黒字額は2,271

　

億円であ∇り、赤字両組

　

170団体ﾀﾞｻjjらこぶ

､
]＼＼J) 49→部事務組

　

合)で、その赤字額は241

　

億円とぺなっている。

　　

実質収支が赤字の団体

　

についてみると、前年度

　

･赤字であった172団体(2

　

都府、108市町村、62－

団体（２一部事務組合）が合併等により消滅し、79

部事務組合）のうち、２

団体（42市町村、37一部

事務組合)が赤字を解消して黒字団体となった。∇また、前年度黒字であった

5.648団体(45道府県、3,172市町村、23特別区、2,408一部事務組合)のう

ち、81団体(54市町村、１特別区、26一部事務組合)が赤字となった。

　

前年度に引き続いて赤字である団体は91団体(２都府、66市町村、23一

部事務組合)で、このうち赤字額が減少した団体は45団体(２都府、j81市町

村ご12二部事務組合)吻あり、赤字額が増加した団体は46団体(85市町村、

11一部事務組合)である。

第３図

　

決算規模(歳出)に対する

　　

実質収支の比率の推移

　

ト

　

なお、最近における実質収支及び赤

　　

字団体の赤字額め推移は第２図にみら

　

犬転るとおりであり、決算規模(歳出)池

ニ対する実質収支の比率の推移は第３図

　　

にみられるとおりである。
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は、605億円の黒字(前年度1,063億円の黒字)となっている。

　

これを団体種

類別にみると、都道府県は206億円の黒字(前年度442億円の黒字)で、市町

村は399億円の黒字(前年度621億円の黒字)である。

　

単年度収支に昭和48年度における基金への積立額(1,252億円)及び地方債

の繰上償還額(80億円)を黒字とみなし、基金とりくずし額(367億円)を赤字

とみなして調整した実質単年度収支は1,570億円の黒字(前年度1,612億円の

黒字)となっている。これを団体種類別にみると、都道府県は533億円の黒

字(前年度654億円の黒字)で、市町村は1,037億円の黒字(前年度959億円

の黒字)となっている。
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建

　

昭和48年度の実質収支が赤字である123団体(一部事務組合を除く。)のう

ち、12市町村が地方財政再建促進特別措置法に基づいて計画的な財政運営

により赤字解消を図っている。

　

財政再建団体数の推移は、第４図にみられるとおり、昭和29年度の赤字

　　　　　　　　　　　

第４図

　

財政再建団体数の推移
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団体のうち、財政再建団体となったものは588団体(18府県、570市町村)で

あったが、その後、財政再建は順調に進み、45年度末をもってすべての団

体が財政再建を完了している。一方、昭和30年度以降の赤字団体で、地方

財政再建促進特別措置法の規定に基づき財政再建を行う団体は、34年度、

35年度において大幅に増加したが、その後漸減し、48年度末においては12

団体となっている。
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歳

　　　

入

　

昭和48年度の歳入純計決算額は18兆2,171億円で、前年度(15兆907億

円)と比べると、３兆1,264億円、20.7%増加している。歳入決算額の構成比

は、地方税が35.6%で最も高く、国庫支出金(20.9 %)、地方交付税(17.2%)、

地方債(9.0％)がこれに次いでいる。

　

昭和43年度以降における歳入決算額構成比の推移をみると、次の表のと

おりである。

　　　　　　　　　　　　

歳入決算額の構成比の推移
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121,794 150,907 182,17

（注）国庫支出金には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成

　　

交付金を含む。

　

地方税は、昭和43年度以降経済の好況等による地方税収入の順調な伸び

を反映して、その構成比が37％台と高い水準で推移してきたが、昭和45年

後半以来の景気の後退の影響を受けて、46年度においては34.8%に低下し
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た。 47年度においては、景気の回復により、地方税収入の増加率は前年度

を上回ったが、国庫支出金及び地方債の増加が著しかったため、その構成比

は、前年度を1.6％下回る33.2%となった。

　

昭和48年度においては、景気

の上昇を反映して法人関係税を中心に地方税収入が大幅に増加したため、そ

の構成比は、前年度を2.4％上回る35.6%となっている。

　

地方交付税は、昭和43年度においては、その構成比が16.2%であり、その

後44年度から46年度までは17％台で推移してきた。 47年度においては国

庫支出金及び地方債の伸びが著しかったためその構成比は、16.9%となった

が、48年度においては、国税三税の順調な伸びを反映して。前年度を0.3％

上回る17.2%となっている。

　

国庫支出金は、昭和43年度から45年度までは、毎年度低下の傾向で推移

していたが、46年度及び47年度においては、その構成比を高めた。 48年度

においては、総需要抑制策により普通建設事業支出金の伸びが鈍化したため

構成比では前年度を1.5％下回る20.9%となっている。

　

地方債は、昭和43年度から45年度までは５％～６％台で推移していた

が、その後46年度9.2%、47年度10.8％と構成比は急激に高まってきてい

た。48年度においては、前述の抑制措置及び前年度のような地方財政措置

の一環としての地方債が発行されなかったこと等により地方債の伸びが著し

く鈍化したため、その構成比は前年度を1.8％下回る9.0％となっている。

　

以上のような結果、一般財源の構成比は、昭和43年度54.4 %、44年度

55.9%、45年度56.0％と逐年その比率を高めていたが、46年度は53.1%と

低下し47年度では更に51.2%に｡低下した。48年度においては、地方税の構

成比が高まり、国庫支出金及び地方債の構成比が低下したこともあり、その

構成比は前年度を2.6%上回る53.8%に上昇している。
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昭和48年度の歳出純計決算額は、17兆4,739億円で、前年度(14兆6,183

億円)と比べると２兆8,556億円、19.5 %増加している。

　

地方公共団体の経費は、その行政目的によって、議会・総務費、民生費、

衛生費、労働費、農林水産・商工費、土木費、警察・消防費、教育費に大別
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することができる。この目的別分類による構成比の推移は、次の表のとおり

である。

　　　　　　　　　　　　　

目･的別歳出構成比の状況
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地方公共団体の経費のうち、大きな比率を占めているのは教育費及び土木

費で、両者で全体の約２分の１となっており、農林水産'･商工費、議会・総

務費、民生費、衛生費がこﾆれに次いでいる。

　

教育費は、昭和43年度における構成比は25.0%であったが、その後土木

費。民生費等の伸びが大きかったこともあって。低下の傾向で推移し、45年

度以降土木費を下回る構成比を示してきた。 48年度においては、人件費の大

幅な伸び等により。歳出総額の伸びを上回る伸びを示したため、その構成比

は、前年度を1.0％上回る24.6%となり。昭和44年度以来再び歳出項目中

最も高い構成比となっている。

　

土木費は、地方公共団体が道路、橋りょう、住宅、街路等の整備充実を

図ってきたことを反映して46年度まで毎年度その構成比を高めてきており、

47年度においては、わずかに低下したが、依然として最も高い構成比を占め

ていた。 48年度においては、総需要抑制策により･普通建設事業費の伸びが

大幅に鈍化したため、その構成比は、前年度を1.8％下回る23.4%となり、

教育費の構成比を下回った。

　

民生費は、昭和44年度以I降毎年度徐々にその構成比を高めてきており｡
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特に48年度においては、前年度を1.2%上回る9.9%となっている。

　

これ

は、老人医療の無料化の平年度化、児童手当制度の拡充等社会福祉諸施策の

充実が図られたことによるほか、社会福祉施設建設費の伸びが大きかったた

めである。

　

衛生費は、し尿・ごみ処理対策及び公害防止対策経費の増嵩もあって、昭

和43年度以降その構成比を高めており、48年度においても、前年度を0.3％

上回る6.5％となっている。

　

これら以外では、議会・総務費及び警察・消防費がその構成比を高めてい

る反面、労働費は横ばいで、農林水産・商工費は、その比率が低下してい

る。

　

地方公共団体の経費を性質別に分類すると、義務的経費、投資的経費及び

その他の経費に大別されるが、その構成比の状況は、次の表及び第５図のと

おりである。
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第５図

　

歳出決算額に占める義務的

　　　　

経費と投資的経費の比率の

　　　　

推移

　

義務的経費

　　

投資的経費

　　　　　　　　　　　　　　　　

42.6

　　　　　　　　　

.一恥･｀“-4●.

　　　

36.4

　

叶一二ﾆらこ一二ここ唱･1

普通建設事業費人件費

　　　　　　

・

43

　

44

　

45

　

46

　

47

　

48（年度）

　

義務的経費は、人件費のほか、生

活保護費等の扶助費及び地方債の元

利償還のための公債費からなってい

る。投資的経費は、直接資本形成に

向けられる経費であり、道路、橋

りょう、小・中学校、公営住宅等Ｏ

建設に要する普通建設事業費、災害

復旧事業費及び失業対策事業費から

なっている。

　

義務的経費の歳出総額に占める比

率はヽ昭和43年度(44.2 %)以降46年度(40.5 %)まで年々低下する傾向に

あったがヽ47年度においては、扶助費及び公債費の比率が高くなったこと

によりヽ前年度を0.3％上回る40.8%となった。48年度においては。更に

上昇し。前年度を1.8％上回る42.6%となっている。このように義務的経費

の構成比が上昇したのは、義務的経費のうち最も大きな比率を占める人件費

が、43年度以降その比率が低下してきていたが、48年度においては、人事

院勧告の改善率が高率(15.39 %)であったこと及び民生・衛生、教育関係職

員が増加したこと等により、大幅に増加したこと並びに扶助費が老人医療の

無料化の平年度化等により、前年度に引き続き増加したことによるものであ

る。

　

投資的経費の比率は、昭和43年度においては36.2%であったが、その後

公共事業の拡充がなされたこともあって年々その比率は高ぐなり、47年度

においては39.4%となっていたが、48年度においては、総需要抑制策によ

り普通建設事業費の伸びが鈍化したこと及び48年考生来害が少なかったた

め災害復旧事業費が減少したことにより、その構成比は、前年度を8.0％下

回る36.4%となっている。

　

ウ

　

一般財源の充当状況

　

昭和48年度の一般財源は、９兆8,028億円で、前年度(７兆7,214億円)と

比べると２兆814億円、27.0%増加している。
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一般財源の各経費に対する充当状況についてみると、義務的経費に総額の

50.4%(前年度51.5 %)に当たる４兆9,430億円(３兆9,782億円)が充当され

ており、その内訳は、人件費４兆1,557億円(一般財源総額に占める比率

42.4%)、扶助費2,792億円(2.8％)、公債費5,080億円(5.2 %)となっている。

一方、投資的経費には22.1 %(前年度22.6 %)に当たる２兆1,710億円(１兆

7,444億円)が充当されているが、その内訳は、普通建設事業費２兆1,026億

円(一般財源総額に占める比率21.4 %)、災害復旧事業費143億円(0.1 %)、

失業対策事業費541億円(0.6 %)となっている。

　

一般財源の充当額構成比の推移をみると第６図にみられるとおり、人件費

等義務的経費への充当の比率は、昭和43年度以降45年度までは低下してきた

が、46年度において再びその比率を高め、47年度においても更に上昇して、

51.5％になったが、48年度においては、一般財源の伸びが著しかったため、前

年度を1.1%下回る50.4％となっている。また、普通建設事業費等投資的経費

への充当の比率は、昭和45年度までは、毎年度高まってきたが、46年度以降

低下を続け、48年度においては、前年度を0.5％下回る22.1%とな。ている。
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（5）人口急増市町村及び過疎市町村の財政状況

　

次に、一般財源増

加額の各経費に対す

る充当状況をみる

と、人件費等義務的

経費46.4%、投資的

経費20.5%、その他

の経費22.4 %等と

なっている。

地方財政の一般的な状況は、以上にみたとおりであるが、人口の加速度的
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な都市集中による過密・過疎現象の進展に伴い、市町村財政がいかなる影響

を受けているかといり観点から、更に、人口急増市町村及び過疎市町村の財

政状況をみると、次のとおりである。

　

上

　　　　　　

◇：

　　

(注)１

　

人口急増市町村とは、当該団体の昭和45年の国勢調査人口が、40年め国

　　　　　

勢調査人口と比べて10％以上増加している874市町村(８特別区を含む。)

　　　　　

を、過疎市町村とは、過疎地域対策緊急措置法に基づき過疎地域の市町村とし

　　　　　

て公示芦れている1,046市町村を、一般市町村とは、全国市町村(特別区、

　　　　　

一部事務組合を含む。)から、人口急増市町村及び過疎市町村を除いた市町村

　　　　　

をいうものである。

　　　　

２

　

文中及び図中の数値は、(注)１の要件に該当する市町村ごとに昭和48年度

　　　　　

の決算額及び公共施設の状況を集計したもりによっている。

　　　　　

ニ

　　　　　　

なお、人口１人当たりの額は、49年８月81日現在の住民基本台帳登載人

　　　　

ｐを用いて計算したも､のである。

　　　　

■■■

　　

ア

　

歳

　　　

。入

　　

。･

　　

人口急増市町村、＝･般市町村及び過疎市町村における歳入決算額の状況を

みると、人口急増市町村は２兆7,705億円(市町村の歳出総額に占める比率

31.3%)、一般市町村は５兆1,370億円(68.0％)、過疎市町村は9,546億円

(10.8％)となっている。

第７図

　

人口急増市町村等の歳入決算額の状況

　　　　

(人口１人当たり額及び構成比)
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これを人口１人当た

　

尚り額でみると、第７図

　

にみられるとおり、人

大口急増市町村は87,700

＜一円、一般市丿町村･は

74,000円、過疎市町村

　

は110,900円となﾚつて

　

いるここのようにご過

　

疎市町村が最も大きな

　

額となっているの降、

　

一般的に、行政執行に

　

要する経費は、人口が
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少ない市町村ほど割高となる実情を勘案して、これに対応した財源措置が講

じられているためである。

　

次に、歳入決算額の構成比をみると、地方税は、人口急増市町村が39.7%

と最も大きく、次いで一般市町村が29.1%で、過疎市町村は所得水準の差

を反映して、9.8%にとどまっている。一方、地方税とともに一般財源の大

きな柱である地方交付税については、人口急増市町村9.5%｡一般市町村

18.1%、過疎市町村38.6 %で、地方税とは逆に過疎市町村における比率が最

も大きくなっている。これは、地方交付税が地方公共団体間の税収入の不均

衡を是正する財政調整の機能を有するものであるからであり、この結果、地

方税及び地方交付税の合算額の歳入総額に占める構成比は、三者ほぼ近い比

率となっている。

　

国庫支出金については、人口急増市町村12.4%、一般市町村14.0％、過

疎市町村13.3％と、大きな差異はみられないが、地方債については、人口

急増市町村12.8%、一般市町村11.0％、過疎市町村12.9%と、人口急増市

町村及び過疎市町村の比率が一般市町村の比率を上回っている。これは、人

口急増市町村においては、大規模な宅地開発又は集団的な住宅建設に伴い必

要となる義務教育施設をはじめとする各種公共施設整備のための財源とし

て、多額の地方債を起こしていることによるものであり、過疎市町村におい

ては、過疎対策事業の財源として、過疎対策事業債が大きな割合を占めてい

ることによるものである。

　

イ

　

歳

　　　

出

　

人口急増市町村、一般市町村及び過疎市町村における歳出決算額の状況を

みると、人口急増市町村は２兆7,298億円（市町村の歳出総額に占める比率

32.2%-)、一般市町村４兆8,224億円(56.9 %)、過疎市町村は9,253億円

（10.9％）となっている。

　

これを人口１人当たり額でみると、人口急増市町

柚t 86,400円、一般市町村は69,500円、過疎市町村は107,500円となって

いる。

　

次に、歳出の目的別内訳をみると、第８図にみられるとおり、過密地域、

過疎地域の特殊事情を反映して、人口急増市町村、過疎市町村ともにそれ
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第８図

　

人口急増市町村等の目的別歳出決算
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ち､･人口＼急増市町

村においては、短

期間脳急激に増加

する人口に対応し

て緊急に必要とな

る義務教育施設、

廃棄物処理施設の

整備、良好な市街

地の形成のために

必要となる都市計画街路、公共下水道の整備等に対し多額の投資がなされて

いるために、教育費、土木費、衛生費の比率が高く、特に、教育費は22.5%と、

一般市町村の18.1％｡過疎市町村の16.4%を大幅脳上回っている。４方、

過疎市町村においては√当該地域が主として農山漁村であり、産業振興の重

点が農林水産業に置かれているため、農林水産業費の比率が16.2%と高く、

人口急増市町村の2.4%、一般市町村の6.4%を大幅に上回っ=ている。
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歳出の性質別内訳をみると。第９図にみられるとおり、三者とも普通建設

事業費の比率が最も高くなっている。

　

ウ

　

建設投資と公共施設の状況

　

人口急増市町村、一般市町村及び過疎市町村における普通建設事業費の決

算額の状況をみると、人口急増市町村は１兆262億円(市町村の普通建設事

業費総額に占める比率32.9 %)｡一般市町村は１兆7,399億円(55.8 %)、過

疎市町村は3,511億円(11.3 %)となっている。

　

これを人口１人当たり額でみると、人口急増市町村は32,500円、一般市

町村は25,100円、過疎市町村は40,800円となっている。その目的別内訳を

みると第10図にみられるとおり、人口急増地域、過疎地域の特殊事情を反映

した特色が明確に現れている。すなわち、人口急増市町村では、小・中学校

の9,700円(普通建設事業費総額に占める比率29.7 %)が最も大きい額となっ

ており、一般市町村の4,300円(17.2 %)、過疎市町村の5,400円(13.2 %)を大

幅に上回っているが、これは、児童生徒の急激な増加に対処するため、小・

中学校の新増築が優先的かつ集中的に行われていることによるものである。

第10図

　

人口急増市町村等の目的別普通建設事業
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に多額の投資が行われていることによるものである。
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‾方ヽ過疎市町村においてはヽ農林水産業費が12,300円(30.1％)と最も大

きくヽ人口急増市町村の1･100円(3.5％)、一般市町村の3,000円(11.9%)を

大幅に上回っているがヽこれはヽ農山漁村の産業を振興するために、農道、

林道ヽ水産業施設等の整備が重点的に行われていることによるものである。

またヽ道路橋りよう費の10,000円(24.6 %)も、人口急増市町村の4,000円

(12.4%)、一般市町村の4,100円(16.5%)と比べると、2.5倍を超える大きな

額となっているが、これは、他の地域と比べて著しく立ち遅れている道路橋

りょうの整備に大きなウェイトが置かれていることによるものである。

　

以上のように、人口急増市町村及び過疎市町村においては、当面の問題解

決のために優先的に整備を迫られている特定の事業に、重点的な投資が行わ

れているが、それにもかかわらず、これらの施設に係る施設水準は概して低

い状況にある。すなわち、人口急増市町村における小・中学校の整備状況を

みると、児童生徒１人当たり校舎面積は4.69㎡となっており、一般市町村

の6.18㎡、過疎市町村の9.51㎡と比べて著しく低くなっている。一方、

過疎市町村における市町村道の整備状況をみると、改良率が13.1%、舗装率

が8A%と極めて低く、人口急増市町村(改良率27.2%、舗装率29.3 %)及び

一般市町村(19.7 %、18.1 %)と比べて大幅に下回っている。

　　

第11図

　

人口急増市町村等の普通建設事業費
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が図られていることを反映して、その比率は、年々増加の傾向を示している。

一方、過疎市町村においては、地方債が32.4%と最も高い比率となってお

り、また、都道府県支出金が16.8％と人口急増市町村の5.2%、一般市町村

の7.9％と比べ相当高くなっているが、これは、過疎対策事業の財源とし

て、多額の地方債及び都道府県支出金が充当されていることによるものであ

る。

（６）一部事務組合による事務の広域的処理の状況

　

近年における交通通信手段の発達、特に｡モータリぜーシ。ンの進展によっ

て、住民の日常生活上の行動範囲が拡大し、市町村の区域を越えて住民の日

常社会生活圏が形成されつつある。このような地域社会の変化に対処し、住

民の要請にこたえ魅力ある豊かな地域社会を建設するために、市町村は日常

社会生活圏を一体とした広域的な事務処理を行う必要がある。

　

従来から市町村の広域的、効率的事務処理のため、一部事務組合、協議会

等が活用されてきたが、昭和44年度から広域市町村圏が設定され、47年度

をもって一応その設定が完了し、広域事務処理の体制が丿

ととなった。

　

一部事務組合は、広域市町村圏が設定されたこととも相まって、近年ます

ますその重要性が高まっている。最近における一部事務組合による市町村事

務の広域的処理状況を、一部事務組合数、市町村の一部事務組合への加入状

況、一部事務組合の歳出決算状況等によってみると次のとおりである。

　

(注)１

　

設置目的別組合数は、組合の取り扱う主たる事務によって区分している。

　　　

２

　

市町村決算額は、市町村純計決算額から、大都市及び特別区の決算額を控

　　　

除したものをいう。

　

ア

　

一部事務組合数

　

一部事務組合の設置目的別組合数の最近における推移は、第12図にみら

れるとおり、毎年増加してきており、昭和48年度末現在における一部事務

組合の総数は、2,573組合に達している。

　

これは43年度末(2,009組合)と比

べる｀と564組合の増加となっている。
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第12図
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これを設置目的別にみる

と、し尿・ごみ処理組合、伝

染病組合等衛生関係組合が

1,224組合で、全組合の47.6

％を占めて最も多く、広域消

防、水害予防等消防関係組合

365組合(全組合の14.2 %)、

退職手当組合等総務関係組合

256組合(9.9％)、農林水産関

係組合246組合(9.6％)、小・

中学校等教育関係組合223組

合(8.7％)がこれに次いでい

る。

　

昭和43年度末以降５年間

における一部事務組合数の増

琵

　

加状況をみると、組合総数々

3'1旦

　　

は564組合増加しているが、

この増加数のうち、消防関係組合の増加数は269組合で、その増加総数に占

める構成比は47.7%と最も高く、ごみ・し尿処理組合(42.2 %)がこれに次い

でいる。

　

また、昭和43年度と比べると。消防関係組合は3.80倍と大きな伸びを示

しており、このほかに、組合総数の伸び(1.28倍)を上回る伸びをみせている

のは、商工関係組合(1.80倍)、民生関係組合(1.48倍)、ごみ・し尿処理組合

(1.45倍)、総務関係組合(1.42倍)となっている。

　

イ

　

市町村の一部事務組合への加入状況

　

一部事務組合へ加入して事務を共同処理している地方公共団体の数は、昭

和48年度末現在において、延べ24,363団体となっており、前年度末におけ

る加入市町村(22,475団体)と比べると1,888団体、8.4%増加している。

　

加入団体数を加入先組合別に分けてみると、総務関係組合は8,705団体で。
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全加入団体の35.7％を占めており、衛生関係組合7,035団体(28.9 %)、消防

関係組合3,514団体(14.4 %)がこれに次いでいる。

　

市町村は、各種の組合に加入してその事務の一部を処理しているが、１市

町村当たりの組合による処理事務数は、48年度末現在で7.4事務となってお

り、前年度同期(6.9事務)より増加しており、市町村が一部事務組合を通じ

て処理する事務が増加していることを示している。

　

ウ

　

一部事務組合の歳出決算の状況

　

一部事務組合の歳出決算額は2,499億円で、市町村決算額(6兆5,847億円)

の3.8%を占めている。

　

歳出決算額を前年度(1,741億円)と比べると758億円、43.5%と、前年度

(481億円、38.1％)に引き続き、大幅に増加している。

　

これは、市町村決算

額の増加率(48年度26.2%、47年度20.5％)をしのぐ大きな伸びとなってお

り、一部事務組合によって処理される事務量の増大を示している。

　

歳出決算額の目的別構成比をみると、衛生費(32.5%)、総務費(24.0%)及

び消防費(25.6%)が高く、これらで全体の82.1％(前年度80.7％)を占め、教

育費(5.0％)、民生費(4.9％)、農林水産業費(1.1％)がこれに次いでいる。

　

ま

た、これらの最近における推移は次のとおりとなっており、消防費の比率の
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上昇が目立っている。

　

目的別歳出決算額の最近における推移と、これらが市町村決算額中の各目

的別歳出決算額に占める比率（以下「組合施行比率」という。）の推移は第13

図にみられるとおりである。この組合施行比率を歳出決算の総額についてみ

ると、昭和44年度まで2.3%で推移していたが、45年度以降は徐々にその

比率を高め、48年度は3.8%となっている。

　

第13図

　

一部事務組合の歳出決算額

　　　　　　

及び組合施行比率の推移
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）内の数値は、昭和43年度を100とした指数である。

　

目的別にみると、消防費の

組合施行比率は年々著しい上

昇を示し、47年度には清掃

費を上回った。

　

清掃費の組合施行比率は、

年々増加してきたが、48年

度においても引き続きその比

率を高め、その他のものはほ

ぼ横ばいとなっている。

　

次に、目的別歳出決算額を

43年度と比較すると、消防費

が20.64倍と著しい伸びを示

している。この他に、商工費

(9.58倍)、民生費(5.23倍)、

清掃費(5.65倍)は総額の仲

び(4.88倍)を上回っているが、土木費、農林水産業費等はこれを下回ってい

る。

　

なお、これらの事務の処理に要した経費の財源についてみると、歳入総額

は2,732億円となっており、前年度と比べ827億円、43.4%増加している。
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歳入決算額の内訳をみると、組合加入市町村からの分担金、負担金が1,724

億円、63.1%と大半を占めており、地方債440億円(16.1％)、国庫支出金99

億円(3.6％)、都道府県支出金89億円(3.3%)がこれに次いでいる。

３

　

住民負担の動向

　

昭和48年度における地方歳入の状況、国民の租税負担の状況、租税の配

分状況により、住民は経費をどのように負担しているかをみると、次のとお

りである。

(1)地方歳入の概況

　

昭和48年度の歳入決算額(18兆2,171億円)の構成比をみると、地方税は、

35.6%と前年度(33.2％)より2.4%その比率が高まっており、地方交付税は、

17.2%で前年度と比べると0.3％高くなっている。

　

このように、地方税及び

地

　　

方

　　

税
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(注)国庫支出金には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助

　　　

成交付金を含まない。

地方交付税が前年度よりその構成比を高めた反面。国庫支出金は、老人福祉

費負担金等社会保障関係の支出金が、前年度に引き続き大幅な伸びを示し

ているにもかかわらず。総需要抑制策により普通建設事業支出金の伸びが鈍

化したこと及び災害復旧事業支出金が滅少したことにより20.6%と、前年度

(22.2%)と比べると1.6%その比率が低くなっている。また、地方債も、前述
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め抑制措置及び前年度のような地方財政措置の一環としての地方債が発行さ

れなかったこと等に伴い、9.0％と前年度(10.8％)より1.8池その比率が低く

なっている。

　

この結果、一般財源の比率は53.8%となり前年度(51.2%)より、2.6%高く

なっている。

　

歳入総額の増加率は20.7%で、前年度(23.9%)を下回っている。また、こ

の増加率は、地方財政計画の増加率(23.8%)及び名目経済成長率(21.7%)の

いずれをも下回っている。

　

歳入の主な項目について増加の状況をみると、地方税は29.7%の伸びと

なり、前年度(18.1%)の伸びを大幅に上回っている。また、地方交付税循

22.7%の伸びとなっており、前年度(21.5%)の伸びを上回っている。一方、

国庫支出金は12.2%、地方債0.1％とそれぞれ前年度の伸び(31.4%、45.6%)

を大幅に下回っている。

（じ2）租 税

　

ア

　

租税負担の状況

　

一国及び地方公共団体の行政活動に要す名経費は、その大部分が租税によっ

て賄われている。昭和48年度において租税として徴収された額は、20兆

5,391億円で、前年度(15兆4,051億円)と比べると、５兆1,340億円、33.3％増

加している。

　

とれを国税と地方税に分けてみると、国税14兆478億円、地方税６兆

4,913億円で、前年度と比べると国税３兆6,472億円、35.1％、地方税１兆

4,868億円、29.7%それぞれ増加している。

　

国民所得に対する租税総額の割合である租税負担率の推移をみると、昭和

41年度以降、46年度に若干前年度を下回うたものの。漸増しており、48年

度においては22.4%と前年度(20.2%)を上回っている６このうち地方税の租

税負担率は7.1％で、前年度(6.5％)を0.6％上回っている。

　

国民の租税負担の軽重は。国によって､行政活動の内容、国民所得水準、個

人保有資産の水準等に差異があるため、租税負担率のみによっては判断でき
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ないが、昭和48年度における我が国及び主要な諸外国の租税負担率をみる

と、イギリス35.3％、西ドイツ31.5％、アメリカ28.6%、フラｙス28,0％と

なっているのに対し、我が国は22.4%とかなり低くなっている。

　

イ

　

租税の配分状況

　

昭和48年度における国と地方公共団体の租税の配分状況は、第14図にみ

られるとおりである。

　　　　　　　　　　

第14図

　

国税と地方税の状況

たばこ消費税

　　　　　

(1.6％)一

軽油引取税(1.0％

　

我が国の租税体系の特徴は、所得税、法人税、住民税、事業税、固定資産

税等の直接税を基幹とし、酒税、物品税、たばこ消費税等の間接税等でこれ

を補完していることにある。

　

租税総額に占める直接税と間接税等の比率の推移をみると、直接税は所得

税、住民税を中心として減税が行われているものの、年々その比率が高まっ

ており、昭和48年度では直接税75.3%、間接税等24.7%、（前年度直接税

71.5%、間接税等28.5%)となっている。

　

またヽ昭和48年度における地方税について、直接税と間接税等の比率を

みると、道府県民税、市町村民税、事業税、固定資産税等の直接税の比率は
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81‘9％(前年度79‘5％)となっておりヽたばこ消費税ヽ軽油引取税等の間接税

等は118.1％(20.5％)となうている。

　

租税総額に占める国税と地方税の比率はヽ国税68.4%、地方税31.6％であ

りヽ40年代においてはその比率においてほとんど変化がみられない。

　

この

租税総額の帰属をみるとヽ国ではヽ国税として徴収した額の２分の１以上を

地方交付税ヽ地方譲与税、国庫支出金等として地方公共団体に交付してお

りヽ一方ヽ地方公共団体は、国の直轄事業に対する負担金等を国に納付して

いる。このような関係を調整した昭和48年度の国と地方との間における租

税の実質的配分状況をみると、その比率は、､租税総額に占める国税と地方税

の比率とは逆に国34.8%、地方公共団体65.2%､(前年度国29.4%、地方公

共団体170,6％)となっているよ

　

ウゾ地方税の内容

　　　

い

　　

(ア)収入の状況

　

地方税の収入額は６兆4,913億円で前年度(５兆45億円)｡と比べると１

兆4,868億円、29.7%増加し、｡前年度の増加率(18.1 %)を大幅に上回ってい

る。

　

なお、徴収率は、都道府県95.9％、市町村9-7.2% (前年度それぞれ96.6%、

97.2%)となっている。

　

地方税総額に占応る道府県税と市町村税の比率の推移をみると、88年度

までは市町村税の占める比率が高く、39年度以降は道府県税の比率が高く

なっている。これは、一道府県税においては、事業税と道府県民税が、経済の

面度成長を反映し･(大き=く伸びたこと及び自動車の普及を反映し７自動車

税、軽油引取税が大きく伸びたこと等の事情があるのに対し、市町村税にお

い七は、市町村民税が順調な伸びを示しているものの、固定資産税の伸びが

低かったこともあって、道府県税ほど著しい伸びがみられなかったためであ

屡。昭和48年度においては、I道府県税54.0％、市町村税46.0%となってお

り、地方税総額に占める比率は依然としで道府県税の方か高く、･前年度(道

府県税53.1%、市町村税46.9･％)と比べると道府県税の比率が若干高まって

1いる。
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白地方税収入額のうち、大きな比率を占める住民税及び事業税の状況をみる

と、法人住民税及び法人事業税は、景気の上昇を反映して、それぞれ47.5

％、47.0%と前年度の増加率(それぞれ17.9%、16.1 %)及び地方税総額め増

加率(29.7%)を大幅に上回っており、地方税総額に占める比率は35.0％と

前年度(30.8％)と比べて大幅に高まった。

　

また、個人住民税及び個人事業税の増加率はそれぞれ21.4 %、0.0％(前

年度26.9%増、14.0%減)となっており、両者を合わせると20.3%の伸びとな

り、地方税総額の伸びを下回っているため、地方税総額に占める比率は22.6

％と前年度(24.4%)と比べ低下している。

　

なお、昭和48年度の個人住民税の課税最低限(夫婦、子供２人の給与所得

者の場合)は、47年度の80万５千円と比べて、６万１千円(7.6 %)引き上げ

られて86万６千円とされる等、住民負担の軽減が図られている。

　

ａ

　

道府県税の収入状況

　

道府県税の収入額は３兆5,069億円で、前年度(２兆6,571億円)と比べる
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と8,497億円、32.0%増加してい

る。

　

道府県税の税目別内訳は第15

図にみられるとおり、事業税が１

兆6,013億円で45.6%と最も高い

比率を占め、道府県民税7,760億円

(構成比22.1 %)、自動車税2,912

億円(8.3 %)、料理飲食等消費

税2,091億円(6.0％)、軽油引取税

2,023億円(5.8％)がこれに次いで

いる。

　

主な税目の増加率をみると、普

通税では道府県民税及び事業税の

うち法人分が景気の上昇を反映し

て、それぞれ47.4%、47.0%と
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前年度(それぞれ17.1%、16.1 %)を大幅に上回っている。これに対して個

人分は、道府県民税については、課税最低限の引上げ等により、24.0%と前

年度の増加率(25.2 %)を下回っており、事業税については、事業主控除の引

上げもあって、前年度と比べほとんど仲びていない。このほか、料理飲食等

消費税25.8% (前年度18.6 %)、不動産取得税37.1% (5.5%)等は前年度の伸

びを上回っているが、自動車税19.5% (20.3%)、道府県たばこ消費税8.5%

(10.9 %)等は前年度を下回っている。この結果、普通税全体では34.2%の伸

びで前年度(16.5 %)を大幅に上回っている。

　

また、目的税では、自動車取得税が9.6%と前年度(20.4 %)の伸びを下回

り、軽油引取税は14.5%と前年度(13.5％)を上回っている。

　

これらの結果、道府県税全体では前年度の増加率(16.4 %)を大幅に上回る

32.0%の伸びとなっている。

第16図

　

市町村税収入額の状況
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市町村税の収入状況

　

市町村税の収入額は２兆9,844億円で、前

年度(２兆3,473億円)と比べると6,371億

円、27.1%増加している。

　

市町村税の税目別内訳は第16図にみられ

るとおり、市町村民税が１兆3,613億円で

45.6%と最も高い比率を占め、固定資産税１

兆564億円(構成比35.4 %)がこれに次いで

おり、両税で市町村税総額の81.0 % (前年度

80.5%)を占めている。

　

主な税目の増加率をみると、市町村民税の

法人分は、道府県民税の法人分と同様、景気

の上昇を反映して、47.6%と前年度(18.4%)

を大幅に上回る伸びとなっている。また、市

町村民税の個人分は、課税最低限の引上げも

あって、その増加率は20.0％と前年度(27.9

％)を下回っている。

　

この結果。市町村民税

　

－32－

13,613

　　

1肘瓢

　　　　　

48年度収入額

　　　

8,275
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2,038
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全体では28.2%の伸びで前年度(24.9 %)を上回っている。一方、固定資産税

は土地に係る適正化措置が講じられたこともあって、増加率は27.7%と前年

度(19.1％)を大きく上回っている。

　

これらの結果、市町村税全体では前年度の増加率(20.2 %)を大幅に上回る

27.1%の伸びとなっている。

　　

(ｲ)法定外普通税

　

法定外普通税の収入額は38億円で、前年度(30億円)と比べると８億円、

28.4%増加している。

　

法定外普通税のうち、沖繩県が徴収した石油価格調整税のほかはいずれも

市町村における普通税であり、犬税は15団体が、商品切手発行税は15団体

が。林産物移輸出税は７団体が、広告税は７団体が､砂利採取税は６団体が、

文化観光施設税は２団体がそれぞれ課税している。

　　

(ｳ)超

　

過

　

課

　

税

　

超過課税に係る収入額は301億円で、前年度(234億円)と比べると67億

円、28.4%増加している。超過課税を実施しているのは市町村のみであり、

これを税目別にみると、市町村民税所得割では全市町村の0.2%に当たる７

団体(前年度0.8％に当たる25団体)、法人税割では42.6%に当たる1,395団

体(43.5%に当たる1,408団体)、固定資産税では16.1%に当たる529団体

(18.7%に当たる606団体)であり、年々滅少している。特に、市町村民税所

得割については昭和44年度から３か年計画として、超過課税の解消が進

められたこともあって、超過課税を実施している団体は43年度においては

1,016団体であったが、48年度においては７団体となっており、この５年度

間で大部分の団体が超過課税を解消している。

(３)租税以外の財政収入

　

ア

　

地方譲与税、地方交付税

　

国税として徴収された上、地方公共団体に国から譲与又は交付される地方

譲与税及び地方交付税の状況は次のとおりである。
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(ア)地方譲与税

　

地方譲与税にはヽ道路経費の財源として都道府県及び大都市に譲与される

地方道路譲与税及び石油ガス譲与税ヽ開港所在市町村に譲与される特別とん

譲与税ヽ道路経費の財源として市町村に譲与される自動車重量譲与税及び航

空機の騒音により生ずる障害の防止等に要する費用に充てるため空港所在市

町村等に譲与される航空機燃料譲与税がある。

　

地方譲与税の決算額は↓･797億円(地方道路譲与税1,199億円、石油ガス

譲与税132億円ヽ特別とん譲与税82億円、自動車重量譲与税364億円及び航

空機燃料譲与税20億円)となっており、自動車重量譲与税の平年度化及び航

空機燃料譲与税の創設があった前年度(30.3％増)に比べ、157億円。9.6%増

にとどまった。

　　

(イ)地方交付税

　

地方交付税は、すべての地方公共団体が自主的にその財産を管理し、事務

を処理し、及び行政を執行する権能を損なわずに、その財源の均衡化を図り、

地方行政の計画的な運営を保障することによって、地方自治の本旨の実現に

資するため国税三税(所得税、法人税及び酒税)り一定割合(昭和41年度以来

32.0％)の額を国が地方公共団体に交付する税である。

　

地方交付税の決算額は３兆1,318億円で、国税三税の順調な伸びを反映し

て、前年度(２兆5,530億円)と比べると5,789億円、22.7%(前年度21.5%)の

増となっている。

　

地方交付税の収入状況を団体種類別にみると、道府県は１兆5,685億円、

18.0％増(前年度１兆3,296億円、21.2%増)、市町村は１兆5,634億､円｡､27.8%

増(１兆2,234億円、21.8%増)となってお､り、その配分割合は道府県50.1%、

市町村49.9% (前年度52.1%ヽ47.9%)となっている。更に、市町村を団体種

類別にみると、大都市1,272億円、31.2%増(前年度970億円、63.1%増)、都

市6,160億円、30.6％増(4,718億円、21.1%増)、町村8,201億円、25.3%増

(6,546億円、17.8%増)となっている。

　

地方交付税の交付状況をみると。普通交付税の不交付団体はヽ都道府県で

は東京都。神奈川県、愛知県及び大阪府の４団体で前年度と変わらないが｀
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村

－35－

市町村では前年度(46団体)より１団体滅少し、46団体となっている。

　

歳入総額に占める地方税、地方交付税等の一般財源の比率は、第17図にみ

第17図

　

歳入総額に占める一般財源の比率の分布状況
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られるとおり｀財政力｀団体９規模にかかわらずヽ大きい差異はみられず、

地方交付税の財政調整の機能が働いていることを示している。

　

イ

　

国・県支出金

　　

(ア)国庫支出金'

　　　

ａ

　

収入の状況

　

国庫支出金はヽ国と地方公共団体の経費の負担区分に基づき、一国が地方公

共団体に対して支出する負担金、委託費、奨励的補助金等である。

　

国庫支出金の決算額はざ兆7,552億円で、前年度(３兆3,473億円)と比べ

ると4,078億円、12.2%増加している。

　　　　

ﾀﾞ｀

　

国庫支出金の内訳は、普通建設事業に係るものが、42.9%と最も高い比率

を占め、義務教育(構成比21.1%)。生活保護(9.5％)に係るものがこれに次

いでおり、これらで国庫支出金総額の73.5%を占めている。

　

国庫支出金の内訳を前年度と比べると、社会保障諸施策の充実等により老

人保護費負担金及び児童保護費負担金の増加率はそれぞれ192.3%、27.3%と

前年度(43.8%、34.3%)に引き続き大幅な伸びを示したが、国庫支出金の中

で最も比率の高い普通建設事業支出金の伸びは、総需要抑制策により4.0%

と前年度(3乱3％)に比べ大幅に鈍化した。また。生活保護費負担金の伸びは1

14.4 %(前年度25.2 %)、精神衛生費負担金の伸びは6.1%(27.3%)、結核医

療費負担金の伸びは6.0%減(27.0 %)となっており、大幅な伸びを示した前

年度の増加率を下回･つている。更に、災害復旧事業支出金は、48年発生災

害が少なかったため、14.8%減少し、前年度(111.2 %)を大幅に下回ってい

る。

　

これらの結果、国庫支出金総額の増加率は前年度(31.4%)を大幅に下回る

12.2%となっている。

　

国庫支出金の内訳を団体種類別にみると、都道府県では普通建設事業に係

るものが44.0%と最も高い比率を占め、義務教育に係るもの(構成比30.2%)

がこれに次いでいる。市町村では普通建設事業に係るものが40.4%と最も高

い比率を占め、生活保護に係るもの(21.9%)がこれに次いでいる。
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ｂ

　

超過負担の解消

　

国庫補助負担事業に係る地方公共団体の超過負担については、既に昭和

42･43年度に関係省庁が共同して調査を行い、この結果に基づき昭和43～

46年度間に計画的にその解消を図ってきたが、47年度においても、その後

の物価の上昇、施設水準の向上等により更に超過負担が生じていると見込ま

れる公立文教施設、高等学校産業教育施設、保育所、公営住宅、改良住宅及

び警察施設の６事業について超過負担の調査が行われた。その結果、これら

の事業に係る超過負担額については、昭和48 ・49 年度の２か年度で解消す

ることとされ、48年度においては、283億円(国費ベース)の解消措置が講じ

られ、地方公共団体の負担軽減が図られている。

　　

(イ)都道府県支出金

　

都道府県支出金の決算額は4,981億円で、前年度(4,239億円)と比べると

742億円、17.5％増となっており、前年度の増加率(42.2%)を大幅に下回って

いる。これは、社会保障諸施策の充実等により、老人保護費負担金及び児童

保護費負担金の増加率はそれぞれ144.2%、38.1％と前年度(それぞれ71.2%、

41.0%)に引き続き大幅な伸びを示しているものの、都道府県支出金の中で

最も比率の高い国庫財源を伴う普通建設事業支出金が、総需要抑制策により

15.1%と前年度の伸び(32.9％)を大幅に下回ったほか、災害復旧事業支出金

も48年発生災害が少なかったため、国庫財源を伴うものが6.3%、都道府県

費のみのものが21.2%それぞれ減少し、前年度の伸び(それぞれ143.0％、

37.7%)を大幅に下回っていること等によるものである。

　

都道府県支出金の内訳をみると、国庫補助を伴うもので都道府県予算を通

じて市町村に支出される間接補助金が55.0%を占め、都道府県の単独施策に

よるものが45.0%となっている。

　

また。対象事業別では、普通建設事業に対するものが都道府県支出金総額

の49.5%と最も高い比率を占め、災害復旧事業に対するもの(8.8％)がこれ

に次いでいる。

　

なおヽ都道府県の単独施策による支出金の決算額は2,242億円で、前年度

(1,903億円)と比べると339億円、17.8%増加しているが、前年度の伸び
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(34.4%)を大幅に下回っている。

　

ウ

　

地

　　

方

　　

債

　

地方債はヽ地方公共団体が建設事業等の財源を調達するため、債券発行又

は証書借入れの方法によって資金を借り入れるものである。地方債の発行に

９いてはヽ許可制度が採られており、赤字比率又は公債費比率が著しく高い

団体、地方税の徴収率の低い団体若しくは収益事業の収益金が著しく多額な

団体等については、地方債の発行を制限することによって財政の健全性を確

保することとしている。

　

地方債の決算額は１兆6,375億円で、前年度(１兆6,359億円)と比べて、

わずか16億円の増加(増加率0.1％)にとどまり、前年度(45.6％)の伸びを大

幅に下回っている。これは、年末に到来したいわゆる石油危機を契機とする

内外の深刻な経済情勢にかんがみて、地方債についても厳しい抑制措置が講

じられたこと及び前年度のような地方財政措置の一環としての地方債が発行

されなかったこと等によるものである。

　

エ

　

その他の収入

　　

(ア)分担金、負担金

　

分担金、負担金は、地方公共団体が行う事業により特に利益を受ける者か

ら、その受益の限度において法令等の根拠に基づいて地方公共団体が徴収す

るもの等であり、同級他団体からのもの、市町村からのもの(市町村から一

部事務組合への分賦金を含む。)及びその他からのものからなっている。

　

分担金、負担金の決算額は1,892億円で、前年度(1,688億円)と比べると

204億円、12.1%増加している。

　　

(イ)使用料、手数料

　

使用料は、地方公共団体の行政財産又は公の施設の利用者に対して、その

経費の全部又は一部を負担させるために徴収されるものであり、手数料は、

特定の者のためにする当該地方公共団体の事務に要する費用に充てるため徴

収されるものである。

　

使用料、手数料の決算額は3,182億円で、前年度(2,743億円)と比べると

440億円、16.0％増加している。
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使用料は2,283億円で、前年度(1,970億円)と比べると313億円、15.9％増

加している。その内訳をみると、公営住宅使用料(712億円)と授業料(380億

円)で使用料総額の47.8%を占めている。

　

授業料のうち、高等学校授業料は、生徒数が若干増加したこと等により、

8,2％増(前年度8.8％増)となっている。また、保育所使用料は施設の増加等

により、その増加率は29.1%と前年度(24.6 %)を上回っている。

　

手数料は899億円で、前年度(773億円)と比べると126億円、16.3%増加

している。その内訳をみると、戸籍手数料、自動車運転免許手数料等徴収の

根拠、金額等が国の法令に定められているもの410億円(前年度338億円)、

身分証明書、印鑑証明書の交付手数料、入学試験手数料等地方公共団体の条

例によるもの489億円(435億円)となっている。

　　

(ウ)繰

　　

入

　　

金

　

繰入金は、他会計から受け入れたもの及び年度間の財源を調整するために

積み立てている財政調整基金、地方債の元利償還費に充てるために積み立て

ている減債基金等の基金から受け入れたもの等である。

　

繰入金の決算額は1,491億円で、前年度(1,070億円)と比べると421億円、

39.3%増加している。

　

この内訳をみると、基金からの繰入金が1,103億円(前年度779億円)で最

も多く、次いで他会計からの繰入金328億円(248億円)、財産区からの繰入

金60億円(44億円)となっている。

　　

(エ)繰

　　

越

　　

金

　

繰越金の決算額は4,645億円で、前年度(2,754億円)と比べると1,891億円、

68.7%増加している。

　

このうち、前年度からの事業の繰越しに係るものは2,457億円で、前年度

(1･351億円)と比べると1,106億円、81.8％増加しており、純繰越金も2,188

偉円で、前年度(1,403億円)と比べると786億円、凪O％増加している。

　　

(オ)その他の収入

　

その他の収入の決算額は１兆8,551億円で、前年度(１兆5,230億円)と比

べると3･821億円、21.8%増加している。
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この内訳をみると、財産の売却、貸付等の財産収入3,187億円(前年度

3,042億円)、競馬、自転車競走、小型自動車競走、モーターボート競走及び

宝くじの各事業からの収入である収益事業収入2,858億円(2,118億円)、貸

付金元利収入8,200億円(6,614億円)、その他の収入4,305億円(3,456億円)

となっている。

４

　

地方財政の役割

　

国の財政と地方の財政の関係及び地方公共団体における主な行政部門別の

経費支出の状況により、地方財政はどのような役割を果たしているかをみる

と次のとおりである。

（１）国の財政と地方の財政

　

ア

　

財

　

政

　

規

　

模

　

昭和48年度における国(一般会計、交付税及び譲与税配付金特別会計及び

公共事業関係等の８特別会計の純計)と地方(普通会計)の純計歳出額は25兆

6,793億円で、前年度と比べると４兆6,390億円、22.0%増加している。

　

純計歳出額の主な内訳をみると、国土保全及び開発費は５兆7,378億円

(純計歳出額の22.3 %)で。前年度(５兆4,310億円)と比べると3,068億円、

5.6%増加しており、社会保障関係費は５兆603億円(19.7%)で、前年度

(３兆8,940億円)と比べると１兆1,663億円、30.0％増加している。また、

教育費は４兆8,711億円(19.0％)で、前年度(３兆9,244億円)と比べると

9,467億円、24.1%増加している。

　

社会保障関係費の伸びが大きいのは、福祉優先の財政運営を反映して施設

建設費、各種福祉費等の伸びが大きかったためであり、国土保全及び開発費

の伸びが小さいのは、総需要抑制策により普通建設事業費の伸びが小さかっ

たためである。

　

この純計歳出額を最終支出者としての国と地方に分けてみると、国は８兆

4,199億円(前年度６兆6,484億円)、地方は17兆2,594億円(14兆3,919億
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円)で。前年度と比べると国は１兆7,715億円、26.6%、地方は２兆8,675億

円、19.9%それぞれ増加している。この純計歳出額に占める比率は国32.8%

(前年度31.6%)、地方67.2% (68.4%)で近年における両者の比率はほぼ１対

２となっており、第18図にみられるとおり、外交、防衛等のように当然国

　　　　　

第18図
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純計歳出額の国民総支出に対する比率をみると、第19図にみられるとお

りヽ昭和43年度以降漸次高まってきているが、48年度においては、22.3%

と前年度(22.2%)とほぼ同率となっている。これは、昭和48年度の国民総

支出が、総需要抑制策による政府総固定資本形成の伸び(11.0％)の鈍化にも

かかわらず、民間総固定資本形成及び個人消費支出の伸び等により、21.7%

と純計歳出額の伸び(22.0%)に近い高い伸びを示したこと等によるもので

ある。

　

イ

　

政府の財貨サービス購入

　

政府の財貨サービス購入は、人件費、事務費等のように一般政府が民間か

ら財貨及びサービスを経常的に購入するための支出(経常購入)と、一般政府

の公共事業関係費、政府企業の設備投資等の有形固定資本形成及び政府企業

の在庫品増加のための支出(資本形成)からなっている。

　

昭和48年度における中央、地方を通じての財貨サービス購入額は20兆

9,313億円(経常購入10兆4,365億円、資本形成10兆4,948億円)で、前年度

(17兆9,203億円(経常購入８兆4,402億円、資本形成９兆4,801億円))と比

べると16.8% (経常購入23.7%、資本形成10.7％)増加しているが、国民総支

出の増加率(21.7 %)をかなり下回っている。また、この購入額が国民総支出

に占める比率をみると18.2%で、前年度(18.9 %)と比べるとやや低くなって

いる。

　

政府の資本形成から政府企業の在庫品増加を除いた政府総固定資本形成の

対前年度増加率を民間総固定資本形成のそれと比較してみると、第19図に

みられるとおり、両者はほぽ逆の動きを示しており、昭和48年度において

は、44年度以来４年度振りに政府総固定資本形成の対前年度増加率(11.0％)

が民間総固定資本形成のそれ(35.3 %)を下回った。この結果、政府総固定資

本形成が国民総支出に占める比率(9.1％)は、前年度の比率(10.0％)を下回っ

ている。

　

政府の財貨サービス購入を中央と地方に分けてみると、中央政府(三公社、

公庫、公団等を含む。)分は８兆8,110億円(経常購入40.1%、資本形成59.9%)

で。前年度(７兆9,385億円)と比べると11.0 % (経常購入19.9%、資本形成
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5｡7％)増加しすお､り、国民総支出に対する比率は7.6％(経常購入3.1％、資

本形成4.6%)となっている。

　

地方政府(公営企業、住宅供給公社を含む。)分は12兆1,203億円(経常購

入57.0%、資本形成43.0％)で、前年度(９兆9,818億円)と比べると21.4%

(経常購入25.6%、資本形成16.2%)増加しており、国民総支出に対する比率

は10.5％(経常購入6.0％、資本形成4.5％)となっている。

(２)行政目的別歳出の状況

　

昭和48年度歳出決算額(17兆4,739億円)の目的別構成比をみると、教育

費(24.6%)と土木費(23.4%)の両者で歳出総額の48.0％を占め、民生費(9.9

％)、総務費(9.2%)、農林水産業費(8.4％)、衛生費(6.5％)、商工費(4.0％)、

警察費(4.0％)、公債費(3.8％)がこれに次いでいる。歳出決算額の目的別構

成比の中で、昭和45年度以降最も高い比率を占めていた土木費が、48年度
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率が高く、また､都道府県では農林水産業費、市町村では民生費の比率がこれ

に次いでいる。市町村の歳出決算額の目的別構成比を団体種類別にみると、

大都市では、住宅、街路、公共下水道等の生活環境施設の整備を図るための

土木費の比率が極めて高く、教育費、民生費、衛生費、総務費がこれに次い

でいる。都市では、土木費の比率が最も高く、教育費、民生費、総務費、衛

生費がこれに次いでおり、町村では、教育費の比率が最も高く、土木費、総

務費、農林水産業費、民生費がこれに次いでいる。

　

目的別歳出決算額を前年度と比べると、増加額では教育費8,521億円(歳

出増加額に占める比率29.8%)、民生費4,617億円(16.2%)、土木費4,007億

円(14.0％)、総務費3,111億円(10.9%)、衛生費2,369億円(8.3%)、農林水

産業費1,568億円(5.5%)、商工費1,388億円(4.9％)、警察費1,364億円(4.8

％)の順になっているが、災害復旧費は、48年発生災害が少なかったことに

より、641億円減少している。増加率では、民生費(36.2%)、消防費(28.2

％)、衛生費(26,2％)、教育費(24.7%)、商工費(24.6%)、警察費(24.3%)、

総務費(24.0%)等が歳出総額の増加率(19.5%)を上回っており、公債費(14.7

％)、農林水産業費(12.0％)、土木費(10.9％)等は歳出総額の増加率を下回っ

ている。

　

目的別歳出決算額のうち主なものについてり昭和43年度以降の推移は、

第21図にみられるとおりで、民生費(3.45倍)が最も大きい伸びを示し、衛

生費(3.03倍)、消防費(2.96倍)、土木費(2.61倍)が歳出総額の伸び(2.60倍)

を上回っており、商工費(2.59倍)、教育費(2.56倍)、警察費(2.51倍)、農林

水産業費(2.46倍)等は歳出総額の伸びを下回っている。これを更に主な細目

に９いてみると、昭和48年１月から実施された老人医療費の無料化による

経費の増加等により、老人福祉費が10.50倍と最も大きく、次いで幼稚園費

(4.43倍)、児童福祉費(4.17倍)、社会教育費(3.76倍)、清掃費(3.62倍)、公

共下水道費(3.36倍)等住民生活の向上に直接関連する経費が大きく伸びてい

る。

　

次に目的別構成比のうち主なものについて昭和43年度以降の推移をみる

とヽ昭和46年度まで年々比率を高めていた土木費は、47年度からその比率

を低めており、48年度は教育費に次ぐ比率となっている。教育費の比率は。
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第21図

　

目的別歳出決算額の増加状況

昭和47年度まで漸減の傾向を示していたが、48年度は1.0％比串が高まり、

44年度以来４年度振りに土木費を上回って目的別構成比のうち最高の比率

となっている。民生費及び衛生費は毎年度比率を高めているが、特に民生費

は、昭和47年度以降その伸びが大きくなっており、48年度は9.9%と教育

費、土木費に次ぐ比率となっている。

　

経費の支出状況を行政の目的にしたがって土木建設(土木費)、教育と文化

(教育費)、産業の振興(農林水産業費、商工費)、民生の安定(民生費、労働

費)、保健・衛生と公害防止(衛生費)、警察と消防(警察費、消防費)に分け

てみると次のとおりである。
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最近の都市化。過疎化の進行、日常生活圏の拡大等生活環境の急激な変化

に伴い、通勤、通学等地域住民り生活に密接な関係をもつ道路をはじめ、住

宅、公共下水道等の各種公共施設の整備に対する要望昧ますます強く、地方

公共団体における土木行政の重要性は一段と高まっている。

　

昭和48年度り土木費の決算額は４兆913億円で、歳出総額の23.4% (都道

府県22.7%、市町村22.8%)を占め、前年度(３兆6,906億円)と比べると4,007

億円、10.9％増加している。

　

土木費の目的別内訳は第22図にみられるとおりで、道路橋りょうの新設、

改良等の道路橋りょう費(35.5 %)と街路の整備、区画整理等の都市計画費

(25.4%)の両者で、土木費総額の60.9%を占め、公営住宅の建設等の住宅費

(13.9％)、河川の改修、海岸の保全等の河川海岸費(12.1%)がこれに次いで

いる。
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土木費の目的別内訳
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開発基金９,積立てに要する経費が地方交付税の再算定において基準財政需要

額眼算入されたため、繰出金の対前年度増加率が203.3% (前年度51.0％減)

と大幅に伸びたことによるものである。これに対して、道路橋りょう費は、
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前年度における増加率(23.1%)を大幅に下回っているが、これは、総需要抑

制策により普通建設事業費の伸びが鈍化したためである。

　

また、土木費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では、道路橋

りょう費の比率が38.2%と最も高く、河川海岸費(19.2 %)、都市計画費

(17.9％)、住宅費(12.7％)がこれに次いでいる。市町村では、都市計画費

が34.5%と最も高く、道路橋りょう費(82.3％)、住宅費(15.2%)、土木管理

費(10.6％)がこれに次いでいる。

　

なお、河川改修、海岸保全に係る事業が主として都道府県で行われること

もあって、都道府県の河川海岸費が市町村の6.2倍となっており、逆に、街

路、公共下水道、区画整理等の事業は市町村で実施されることが多いため、

都市計画費は市町村が都道府県の1.7倍となっている。

　

土木費の性質別内訳は、第23図にみられるとおり、普通建設事業費が３

兆603億円で、土木費総額の74.8%と最も高い比率を占め、この普通建設事

業費の62.3 %が補助事業費と国直轄事業負担金で、単独事業費は37.7%と

なっている。

第23図

　

土木費の性質別内訳
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率(28.3%)を大幅に下回り。また、国直轄事業負担金が減少しているのは総

需要抑制策により公共事業が繰り延べられたことによるものである。これに

対して。単独事業費は、住宅、都市計画事業等生活環境施設の整備が重点的

に行われたこともあって、前年度の増加率(13.1％)を上回っている。

　

土木費の性質別内訳を団体種類別にみると、都道府県、市町村ともに普通

建設事業費がそれぞれ土木費総額の81.0%、68.1%と最も高い比率を占めて

いる。このうち補助事業費と国直轄事業負担金の合計額の普通建設事業費

に占める割合は、都道府県では73.1％、市町村では43.5%となっている。ま

た、この合計額を都道府県と市町村とで比べると、都道府県が市町村の2.3

倍となっており、国の補助事業が都道府県でより多く実施されていることを

示している。

　

土木費の性質別内訳のうち、普通建設事業費及び維持補修費について、目

第24図

　

土木費の普通建設事業費の推移
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市下水路費(37.3％)、河川海岸費(16.6 %)、道路橋り１う費(12.2%)等は前

年度の増加率を下回っている。

　

土木費における普通建設事業費の各目的別推移は、第24図此みられると

おりで、昭和43年度と比べると、住宅費2.61倍、道路橋りょう費2.55倍、

河川海岸費2.51倍、都市計画費2.38倍となっておりﾄ､し住宅費を除いｔ、八ヽ

ずれも歳出総額の伸び(2.60倍)を下回っている６

　　　　　　　　　　

………

　

最近の自動車交通量の増加等に伴って発生する交通事故等の防止を図､るた

め、地方公共団体は、交通安全施設の整備、踏切の改良、交通安全思想の普

及等幅広い施策を講じている。 これら道路交通安全対策に要する経費は、主

として土木費、警察費から支出され、その額は年々増加している。

　

昭和48年度の道路交通安全対策費として支出された経費(土木費以外の費

目に係るものを含む。)は1,846億円で、前年度(1,395億円)と比べると451

億円、32.3%増加している。

第25図

　

道路交通安全対策経費の状況

　

道路交通安全対策費の内訳

は．第25図にみられるとお

り、歩道、歩道橋、防護さ

く、信号機等の交通安全施設

の整備のための経費が1,296

億円(道路交通安全対策費総

額に占める比率70.2%)で最

も高い比率を占め、救急業務

施設整備費、交通安全運動経

費等499億円(22.6%),踏切

の立体交差等の改善整備費

132億万円(7.2%)の順にならで

いる。

　

イ

　

教育と文化

　

地方公共団体は、教育の振興と文化の向上を図るため、学校教育、社会教

育等の教育行政を行うており、これは、地方公共団体の基本的な行政分野の
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ひとつとなっている。最近における教育行政においては、児童生徒急増市町

村の小・中学校校舎の新増築及び高等学校施設の整備が急務とされ、また、

余暇時間の増大等により、スポーツ・レクリエージ。ン施設の整備、社会教

育の充実等に対する需要はますます増大する傾向を示しており、これら教育

条件を整備することは極めて重要になってきている。

　

教育行政を推進するために要する経費である教育費の決算額は４兆3,065

槍円で、歳出総額の24.6% (都道府県27.3%、市町村19.3％)を占め、前年度

(３兆4,544億円)と比べると8,521億円、24.7%増加している。

　

教育費の目的別内訳は、第26図にみられるとおりで、義務教育に係る経

費である小学校費(38.0％)と中学校費(20.9%)の両者で教育費総額の58.9％

を占め、高等学校費(17.1%)、学校給食費、体育施設費等の保健体育費(6.2％)、

青年・婦人教育費、文化施設維持運営に係る経費等の社会教育費(4.8％)が

これに次いでいる。これらを前年度と比べると、幼稚園費218億円、43.2%

が最も大きい増加率を示し、社会教育費489億円、31.3%、特殊学校費199

億円、31.2%、保健体育費574億円、27.3%がこれに次いでいる。

　

このほ

か、小学校費(23.2%)、中学校費(22.7%)とも前年度の増加率(小学校費

18.3％、中学校費17.4%)を上回っている。

第26図

　

教育費の目的別内訳

２

６

　

教育費における各

目的別経費のうち主

なものの推移をみる

と、昭和43年度と

比べて、幼稚園費が

4.43倍で最も大きい

伸びを示しており、

次いで社会教育費が

3.76倍、保健体育費

が3.26倍、特殊学

校費が3.08倍でそ

れぞれ教育費総額の伸び(2.33倍)を上回っている。このように幼稚園費、社
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会教育費及び保健体育費の伸びが大きいめは、幼児教育充実等のため公立幼

稚園の整備が推進されたごと及び幼稚園就園奨励費補助制度が拡充されたこ

と、青少年教育、成人教育の積極的推進のため公民館、図書館等の文化施設

の整備充実が重点的に行われたこと並びに学校給食の普及に伴う給食施設の

整備、国民総スポーツの施策を推進するための体育施設の整備が図られたこ

と等によ:るものである。

　

教育費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では､:小学校費の比

率(36.6%)が最も高く、高等学校費(24.9%)、中学校費(21.1%)がこれに次い

でいる。市町村では、小学校費の比率(39.5％)が最も高く、中学校費(20.1％)、

保健体育費(1ｔ6％)、社会教育費=(10.2％)がこれに次いでいる。≒

　

教育費の性質別内訳は第27図にみられるとおり｡、人件費は２兆6,889億円

で教育費総額の62.4%を占め。普通建設事業費は１兆589億円で24.6%を占

め、両者で教育費総額の87.0％を占めている。
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第27図

　

教育費の性質別内訳
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人件費を前年度と比べる丿と、5,196億円、24.0%増加し､=前年度ので増加率

(18,8％)を上回らている。これは;、48年８月の人事院勧告が高率であったこ

と及び｢学校教育の水準の維持向上めための義務教育諸学校の教育職員の人

材確保に関する特別措置法｣(いわゆる人材確保法)に基づき49年１月１日か

ら義務教育職員の給与が９％引き上げjられたこと等によるものである。
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普通建設事業費は前年度と比べ2,199億円、26,2%増加しており、前年度の

増加率(13.2％)を大幅に上回っている。これは、義務教育諸学校施設費国庫

負担法の改正が行われ、公立小学校の屋内運動場の新・増築に要する経費及

び児童生徒急増市町村が設置する小・中学校の校舎の新・増築に要する経費

についての国の負担割合が引き上げられたことにより小・中学校の整備が促

進されたこと並びに高等学校の整備が積極的に推進されたこと等によるもの

である。

　

また、教育費の性質別内訳を団体種類別にみると、都道府県では、義務教

育諸学校教職員及び都道府県立高等学校教職員の人件費を支弁しているた

め、人件費の比率(83.7%)が最も高く、市町村では、義務教育施設整備等の

普通建設事業費の比率(51.4%)が最も高い。

　

公立学校の児童生徒教の推移は、第28図にみられるとおりで、小学校

児童数は昭和34年度以降毎年度減少傾向を示し、44年度から増加に転じ、

48年度は減少したが、49年度には再び増加に転じている。

　

中学校生徒数

は38年度以降減少傾向を示し、48年度はやや増加したが、49年度には再

ノリ､j

,500

].000

０

第28図

　

公立学校児童生徒数の推移
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ぴ減少している。高等学校

生徒数は41年度以降毎年

度減少傾向が続いていた

が、49年度は増加に転じ

た。玄た、最近における公

立小・中学校の児童生徒数

の状況を都道府県別にみる

と、人口の都市への集中傾

向を反映して、東京都、大

阪府、愛知県及びその近隣

府県では、依然として増加

傾向を示している。その他

の道県についてみると、中学校生徒数については減少しているものの小学校

児童数は49‘年度17道県において増加に転じている。
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産業の振興

　　

(ア)農林水産行政

　

地方公共団体は、農林漁業Ｑ効率的な経営､と食糧り安定した供給を図る

ため、生産基盤の整備、消費流通対策の充実等の施策を実施しでいる6更に

最近においては、総合農政対策、農薬及び工場汚水等による農用地及び漁場

等の汚染対策、自然環境保全対策等の施策の推進も重要な課題となってい

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ニ

　

これらの諸施策の推進に要する経費であるご農林水産業費の決算額は、１兆

4,663億円で、歳出総額の8.4% (都道府県11.7％、市町村6.2％)を占め、前

年度(１兆3,095億円)と比べると1,568億円、12.0%増加している。

　

農林水産業費の目的別内訳は、第29図にみられるとおり、土地改良事業、

農用地開発事業等農業基盤整備の経費である農地費(38.8％)と、農業改良普

及事業、農業経営近代化施設整備事業等の経費である農業費(27.7%)の両者

で農林水産業費総額の66.0％を占め、林業費(17.3％)、水産業費(10.0％)、

畜産業費(6.6％)がこれに次いでいる。
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第29図

　

農林水産業費の目的別内訳
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‥これらを前年度と比べ

ると、畜産業費は192億

円、24.6%と前年度の増

加率(14.5%)を上回った

が､j水産業費(18.4％).

農業費(17.1％)、林業費

(7.5%)、農地費(7.2 %)

は、いずれも前年度の増

加率(水産業費23.5%、

農業費19.6%、林業費

27.5%、農地費27.2 %)を下回っている。これは、総需要抑制策により、普

通建設事業費の伸びが鈍化したためである。

　

農林水産業費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では農地費

(38.6%)の比率が最も高く、農業費(26.1%)がこれに次いでいる。これに対
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し市町村では。農業費(88.4％)の比率が最も高く、農地費(32.7%)がこれに

次いでいる。

　　　　　　　　　　

第30図

　

農林水産業費の性質別内訳
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第31図

　

農林水産業費の普通建設事業費の推移
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農林水産業費の性質別内訳

は、第30図にみられるとおり、

普通建設事業費は9,393億円

で、農林水産業費総額の64.1%

(うち補助事業費49.5%)と最も

高い比率を占め、人件費2,459

億円(工6.8％)、補助費等1,199

億円(8.2％)がこれに次いでい

る。

　

これらを前年度と比べると、

人件費及び物件費はそれぞれ

461億円(増加率28.1％)、119

億円(増加率20.7%)増加し、前

年度の増加率(人件費15.3％、
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通建設事業費は658億円(増加率7.5％)増1で、前年度の増加率(28.0％)を大

きく下回っている．

　

農林水産業費における普通建設事業費の各目的別推移は、第31図にみら

れるとおりで､‥昭和43年度と比べ、農地費2.81倍、畜産業費2.72倍、水産

業費2.64倍、林業費2.32倍、＼農業費2.04倍となっており、総額では2.57倍

となっている．また、農林水産業費の普通建設事業費総額に占める目的別の

比率をみると、農地費が54.4%と全体の２分の１聚超え、林業費(20.0％)、

農業費(11.5％)がこれに次いでいる．

　　

(イ)商

　

工

　

行

　

政

　

地方公共団体は、地域における商工業経営め近代化・合理化を図るため、

中小企業の指導育成、工業団地の建設、消費流通対策．自然公園・観光施設

の整備及び余暇対策等各種の施策を行っている．

　　　

ﾀﾞ゛

　

これらの施策の推進に要する経費である商工費の決算額は、7,038億円で

歳出総額の4.0％(都道府県5.2%、市町村2.4％)を占め、前年度(5,650億円)

と比べると1,388億円, 24.6%増加している．　．･．････．．．　　　　　　　　・．･･．･

　

商工費の性質別内訳は、第32図にみられるとおり、経営の安定化等のた

めの貸付金が4,877億円で商工費総額の69.3%と３分の２を超え、補助費等

588億円(7.6％)、人件費537億円(7.6％)、普通建設事業費536億円(7.6％)

がこれに次いでいる．
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第32図

　

商工費の性質別内訳
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このように資金の貸付事業が商工行政の中心となっているのは、地場産業

としての中小企業に対する経営運転資金．機械設備の近代化・高度化資金．

更に、経済環境の変動に対応するための資金等を低利で貸し付けることに

よって、中小企業の健全な育成を図ろうとしていることによるものである．

　

商工費の性質別内訳を前年度と比べると、48年中頃からひっ迫の度を強

めた原材料不足に伴う原材料価格の高騰及び金融引締め政策による資金繰り

悪化等を反映して、貸付金が1,026億円、26.6%と前年度の増加率(13.0％)

　　

第33図

　

商工費の貸付金貸付額

　　

を大幅に上回る伸びを示し、物件費46
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の推移
億円、25.3%、人件費103億円、23.8%

がこれに次いでいる。普通建設事業

費は74億円、15.9%と前年度の伸び

(22.7%)を下回っている。

　

商工費の性質別内訳を団体種類別に

みると、都道府県では貸付金が76.9%

と商工費の大部分を占め。補助費等

(6.9%)、人件費(6.0％)がこれに次ぎ、

市町村でも貸付金が46.5%と最も高

く、普通建設事業費(14.6%)、補助費

等(12.5%)がこれに次いでいる。

　

商工費のうち貸付金の推移をみると

第33図にみられるとおりで、毎年度大

きな伸びを示し、貸付金額を昭和43

43

　

44 45　46　47　48けり年度と比べると2.72倍となっている。

　

エ民生の安定

　　

（ア）社会福祉行政

　

最近における社会経済情勢の進展に伴い．社会福祉行政においては、老人

の生活の安定と健康保持、児童の健全な育成、心身障害者のための援護、生

活困窮者に対する社会保障、医療費の公費負担等各種の社会福祉対策の強化

が魯務となっている6
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地方公共団体においては、これらり諸問題に対処するため、保育所、老人

ホーム、心身障害者福祉施設等の建設や老人医療費の公費負担、生活保護の

実施等社会福祉向上のための努力が続けられている。

　　　　　　

■■■■

　

これらの社会福祉行政の推進に要する経費である民生費の決算額は、１兆

7,361億円で、歳出総額の９,9％(都道府県5.596。市町村15.4%)を占め、前年

度(１兆2,744億円)と比べると4,617.億円、鄙｡2％と大幅に増加している。

　

民生費の目的別内訳は、第34図にみられる:とおり。保育所の設置運営費

等の児童福祉費が民生費総額の34.3%と最も高い比率を占め√生活困窮者に

必要な援護を行うための生活保護費(28.1%)、心身障害者対策等に要する経

費である社会福祉費(18.8％)、老人ホームの設置運営費、老人医療費等り老

人福祉費(18.6％)がこれに次いでいる､。

第34図

　

民生費の目的別内訳
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これらを前年度と比

べると、老人福祉費が

1,399億円、76.6%と

大幅な伸びを示し、児

童福祉費1,698億円'、

39.9%、ニ社会福祉費

890億円、37.5%と、

いずれもj大きﾚい伸びを

=示している。これは、

老人医療四無料化の平

ﾚ年度化、児童手当制度

の拡充等により扶助費が大幅に増加したの此加えｔ、保育所等の施設建設事

業費の伸びが大きかったためである。

　

民生費における各目的別経費のうち主なものの推移をみると、老人の健康

管理、生活安定等老人福祉の拡充、要保護児童り健全な育成、し母子福祉り充

実、心身障害者の福祉増進等の経費が拡充されたことを反映してN･Λ老人福祉

費、児童福祉費、社会福祉費が43年度以来大きな伸びを示してい4)、これ

に対し、賃金水準の上昇等による被保護人員の減少傾向を反映して、生活保
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護費め民生費総額に占める比率は41年度以降毎年低下している。

　

民生費の目的別内訳を団体種類別にみると、まず、民生費総額において

は、福祉行政の窓口である市町村が。都道府県の約2.4倍となっている。

　

こ

れは保育所等の施設の設置及び運営、老人福祉対策の推進が主として市町村

によって行われていること及び都市区域における生活保護の事務を市が行う

ていることによるものである。次に、目的別にその構成比についてみると、

都道府県においては児童福祉費が29.5%と最も高く、社会福祉費(27.0％)、

生活保護費(26.3%)、老人福祉費(16.9%)がこれに次いでいる。市町村にお

いては児童福祉費が36.2%と最も高く、生活保護費(26.6 %)、老人福祉費

(20.5％)、社会福祉費(16.6％)がこれに次いでいる。

　

民生費の性質別内訳は第35図にみられるとおりで、被保護者に対する生

活扶助費。保育所及び老人ホーム等の入所措置者に対する措置費、医療費公

費負担に要する医療扶助費及び児童手当の支給に要する経費等である扶助費

が9,510億円で、民生費総額の54.8％と２分の１を超える比率を占め、施設

関係職員等の人件費3,498億円(20.1％)、普通建設事業費2,089億円(12.0%)

がこれに次いでいる。

　　　　　　　　　　　

第35図

　

民生費の性質別内訳
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これらを前年度と比べると、普通建設事業費が676億円、47.8%と最も大

きい伸びを示し、扶助費2,509億円、35.8%、補助費等166億円、34.4%、物
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第36図

　

民生費の普通建設事業費の推移

　

件費217億円、34.2%、万人件費878
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億円、33.2%,貸付金69億円、33.1

％とそれぞれ30％を超す伸びを示

している。これは保育所等社会福祉

施設の建設事業費の伸びが大きかっ

たこと及び老人医療費の公費負担制

度が平年度化したこと等によるもの

である･。

　

民生費の性質別内訳を団体種類別

にみると、都道府県では、扶助費が

43.4%を占め、補助費等(20.2%)、

人件費(13.5j％)･、ﾉ普通建設事業費

(12.9%)がこれに:次いでい:る。市町

村では、扶助費がM.1%と最も高い

比率を占め、人件費(21.1％)、普通

建設事業費(12.0％)がこれに次いで

いる．

　

民生費における普通建設事業費の各目的別推移は、第36図にみられると

おりで．昭和43年度と比べると、老人福祉費8.13倍、､児童福祉費4.38倍、

社会福祉費3.05倍となっており、総額では4.13倍となっｔいる．

　

更に、民生費における扶助費の各目的別推移は、第37図にみられるとお

りで、昭和43年度と比べると、老人福祉費琢24倍、社会福祉費7.37倍、

児童福祉費4.79倍と扶助費総額の伸び3.44倍を大きく上回っており、生活

保護費は2.19倍にとどまっている．

　

生活保護の被保護人員及び保護率は、第38図にみられるとおりで．雇用

情勢の好転、賃金水準の上昇等により昭和88年度以降減少傾向が続き、

47年度には沖繩県分が加わったこともあって５万６千人の増加となったが

48年度再び３万５千人の減少となっているぷﾚ
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第37図

　

民生費の扶助費の内訳
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第38図

　

生活保護の被保護人員及び保護率の推移
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扶助の内訳についてみ

ると、生活扶助及び教育

扶助の人員は、47年度

に沖繩県分が加おったた

め増加となったが、48年

度は再び減少した。住宅

扶助の人員は、38年度

以降減少が続いていた

が、47年度に増加に転

じ、48年度も増加してい

る。医療扶助人員は一貫

して増加傾向を示してい

る。

　

(イ)労働行政

　

地方公共団体は、職業

技能訓練の充実、労使関

係の安定、労働者の福祉

増進のための施設整備及

び失業対策等の諸施策を

推進し、労働者の福祉向

上に努めている。

　

これらの諸施策の推進

に要する経費である労働

費の決算額は、2,136億

円で、歳出総額の1.2%

(都道府県1.1%、市町村

1.2％)を占め、前年度

(1,787億円)と比べると

349億円、19.5%の伸び

を示している。
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労働費の目的別内訳は、第39図にみられるとおりで、失業対策費が労働

費総額の57.6%を占め、その他の42.4%は職業訓練、労働者金融対策、労働

者福祉対策等の労政費、労働委員会費等の経費であ･る○

第39図

　

労働費の目的別内訳
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これらを前年度と比べ

ると、失業対策費は173

億円、16.4%、その他は

176億円、24.1%増･加し

ている。

　

また、労働費の目的別

内訳を団体種類別にみる

と、都道府県では職業訓

練費及び労政費が60.8％、

失業対策費が36.5%と

なっているが、市町村で

は、失業対策費が80.0％と労働費総額の大部分を占めliている。

　

■■■

　

労働費の性質別内訳は、第40図にみられるとおり、土木関係、清掃関係

等の失業対策事業費が1,154億円で、労働費総額の54,0% (うち補助事業費

40.6%)を占め、労政及び職業訓練関係の人件費343億円(16.1％)がこれに次

いでいる。
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労働費の性質別内訳
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オ

　

保健・衛生と公害防止

　　　　　　　　　

＝

　

∧(ア)保健・衛生

　

地方公共団体は、住民の健康を確保増進し生活環境の向上を図るため、結

核、伝染病、成人病等に対する医療対策、精神衛生対策、食品衛生対策等の

諸施策を推進するとともに、し尿・ごみ処理施設の整備、更には公害対策の

推進等、住民に密着した諸施策を積極的に講じている。

　

これらの諸施策の推進に要する経費である衛生費の決算額は１兆1,425

億円で、歳出総額の6.5% (都道府県5.2%、市町村7.7％)を占め、前年度

(9,056億円)と比べると2,369億円、26.2%増加している。

　

衛生費の目的別内訳は、第41図にみられるとおり、公衆衛生費(44.3%)

及び清掃費(41.7%)の両者で衛生費総額の86.0％とその大部分を占め、保健

所費(7.5％)、結核対策費(6,4％)がこれに次いでいる。

第41図

　

衛生費の目的別内訳
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これらを前年度と

比べると、公衆衛生

費は1,184億円、30.5

％と大幅に増加して

おり、清掃費1,075

億円、29.1%、保健

所費143億円、19.9

％がこれに次いでい

る。一方、結核対策

費は、32億円、4.2％

の減少となっている。

　

公衆衛生費の伸びが大きかったのは、病院事業会計の経営悪化に対する普

通会計からの繰出金が大幅に増加したこと等によるものである。

　

また、清掃費の伸びが大きかったのは、消費生活水準の向上。産業活動の

拡大等に伴い排出されるごみ等廃棄物の増加に対し、これを衛生的に処理す

るため、昭和47年３月に「廃棄物処理施設整備計画」が策定され、積極的に

事業の推進が図られたこと等によるものである。

　　　　　　　　　　　　　　　

－68－

　　

945(5円

　

1い

:･:･:::66415円::

　

13.0
……………………

　　　　　　

3,865(rf円

　

－

　　

乱O心円

　

こ7

　　　　　

゛

　

59,0

　　　　　　　　　

1999円

　　　　　　　

F 3｡

　　　　　　　　　　　　

●●●●･●●●●●･

　　

3.

　

2,962に一円

　　

弓｡8211匹ｼ

　

・。，ﾝ。

　　

覗

　　　　　　　

簑回ﾀﾞ限⑤｡－

j'･匹.jｘ;:

　　　

几ｍソ七丿
゛

　　　　　　　　　

…煥律※固

　　

符賠

　　

証徴

う'･,[|'ほ
4,762iv円

　　

41

　　　　　

ゝ
尚尚ﾚjぐ

]ｽﾞ

1ｺﾞ]
44

⑤

舅



　

衛生費の目的別内訳を団体種類別にみると、都道府県では精神衛生、食品

衛生対策等に係る公衆衛生費の比率が57.8%と最も高く、清掃費(18.5%)、

保健所費(13.0％)がこれに次いでいる。市町村ではし尿・ごみの収集処理施

設の整備運営等に係る清掃費の比率が59.0％と最も高く、公衆衛生費(34.7

％)、結核対策費(3.2％)がこれに次いでいる。

　

衛生費の性質別内訳は、第42図にみられるとおり、保健所職員、清掃関

係職員等の人件費が3,485億円で衛生費総額の30.5％と最も高い比率を占

め、普通建設事業費2,386億円(20.9%)、物件費1,777億円(15.6%)、扶助

費1,378億円(12.1%)、補助費等1,212億円(10.6％)がこれに次いでいる。
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衛生費の性質別内訳
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これらを前年度と比べると、病院事業会計への繰出金め増加が著しかった

ため補助費等が381億円、45.8%と大幅な伸びを示している。

　

また、普通建設事業費は437億円、22.4%増加しており、うち補助事業費

が236億円、36.8％と伸びが著しい。

　

これらを団体種類別にみると、都道府県では人件費の比率が26.4%と最も

高く、扶助費(23.1％)がこれに次いでいる。市町村においても人件費が

32.6%と最も高く、普通建設事業費(26.9%)、物件費(18.8 %)がこれに次い

でいる。
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衛生費における普通建設事業費の推移は第43図にみられるとおりで、昭

和43年度と比べると4.3倍と大きな伸びを示している。
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な叔。普通建設事業費の大半は、し尿・ごみ処理施設等廃棄物処理施設の

建設のための経費である。

　　　　　　　　

第43図

　

衛生費の普通建設事業費の推移
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近年の経済社会の急激な発展に伴い、大気汚染、水質汚濁、騒音及び振

動、地盤沈下、悪臭等の公害問題が生じ、これに対する諸施策の強化が緊要

となってきている。

　

このため、地方公共団体は公害の監視、測定体制の強化、下水道等の社会

資本の整備等の積極的な公害防止対策を講じている。

　

昭和48年度において、公害対策基本法に基づく公害防止計画を策定して

いる地域は、第１次地域から第４次地域までの21地域となっている。

　

一方、昭和48年度においてこれら公害問題に対処するため、地方公共団

体が支出した経費(公営企業会計に係るものを含む。)は、9,537億円(都道府

県3･501億円、市町村6,036億円)となっている。

　

これを前年度8,113億円
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（都道府県2,998億円、市町村5,115億円）と比べると、1,424億円、17.5%増

加している。

　

公害対策経費の内訳は、第44図にみられるとおり、建設事業費が8,524

億円で、公害対策経費の89.9%と大半を占めている。次いで、人件費、監

視測定用の機械器具購入等の経常経費561億円（公害対策経費に占める比

率5.9％）、民間の企業等に対する助成金、貸付金が354億円（3.7％）となっ

ている。

　　　　　　　　　　　　

第44図

　

公害対策経費の状況
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次に建設事業費り内訳をみると、下水道整備事業費が5,700億円で公害対

策経費の59.8%と最も高い比率を占め七おり、公害対策の中心をなしてい

る。また、前年度(5,094億円)と比べると、606億円、11.9％増加している。

次いで、廃棄 1,533億円（公害対策経費に占める比

率16.1%)、教育施設等の公害防止事業費が470億円(4.9％)となっている。
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警察と消防

　　

(ア)警
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犯罪の予防、交通安全の確保その他地域社会の秩序と安全を維持し、国民

の生命財産を保護すること等が、警察行政の任務である。また、近年モータ

リセージ。ｙの進展等により発生する交通事故の防止のための交通安全行政

の充実強化が重要となっている。

　

警察費の決算額は6,981億円で、歳出総額の4.0％を占め、前年度(5,618

億円)と比べると1,364億円｡24.3%増加している。
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警察費の性質別内訳は。第45図にみられるとおり、警察官等の人件費が

5,559億円で、警察費総額の79.6と最も高い比率を占め、交通信号機の設置

等の普通建設事業費816億円(11.7％)、物件費500億円(7.2％)がこれに次い

でいる。

　　　　　　　　　　　

第45図

　

警察費の性質別内訳
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これらを前年度と比べると、普通建設事業費が166億円、25.6%と大きい

伸びを示し、人件費1,093億円、24.5%、物件費86億円、20.8%がこれに次

いでいる。

　

次に、警察職員数についてみると、国家公務員である警視正以上の階級に

ある地方警務官を除く都道府県警察職員は、昭和49年４月１日現在22万人

(前年度21万４千人)であり、そのうち警察官は18万９千人で、前年度(18

万４千人)と比べると５千人、2.9%増加している。また、警察事務職員は３

万人で、前年度と同数である。

　

なお、年々増加を続けてきた交通事故の人身に係る事故件数は、昭和44

年をピークとして昭和45年以降減少に転じ、昭和48年には58万７千件と

前年(65万９千件)と比べ７万３千件、11.0％減少している。

　

また、交通事故に係る業務上等過失致死傷害罪の発生件数も昭和45年(65

万８千件)をピークに昭和46年以降減少を続けており、昭和48年には53万

８千件と前年(59万５千件)と比べ５万６千件、9.5%減少している。
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近年、高層化、深層化していく建築物、日常生活における各種危険物品の

はん濫、石油コンビナート及び危険物貯蔵所の増加等に伴い火災等による災

害はヽ複雑多様化する傾向にある。このような事態に対処し地域住民の生命

財産を守るため、地方公共団体は、消防力の近代化、消防組織の常備化、広

域化等消防力の充実強化を図るとともに救急体制の整備を行ってきている。
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これらの諸施策の推進に要する経費である消防費の決算額は2,957億p?

で、歳出総額の1.7％(都道府県0.5％、市町村3.0％)を占め、前年度(2,306

億円)と比べると651億円、28.2%増加している。

　

消防費の性質別内訳は、第46図にみられるとおり。消防関係職員の人件

費が1,978億円で、消防費総額の66.9%と８分の２を占め。消防自動車、救

急自動車等の購入、消防庁舎の建設等の普通建設事業費566億円(19.1%)、

物件費283億円(9.6％)がこれに次いでいる。

　　　　　　　　　　　

第46図

　

消防費の性質別内訳
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火災発生件数は、昭和48年において７万３千件と前年(５万８千件)に比

べると１万５千件増加しており、総損害額は1,138億円、死傷者数は１万

1,700人で、前年(841億円、１万1,400人)と比べると総損害額は297億円、

35.3%、死傷者数は３百人、約３％増加している。

　

なお、消防行政の一環としての救急業務は、各種災害の増大等により、救

急搬送等の業務量は依然として増加しており、昭和48年冲の救急出場件数

は134万件(前年114万５千件)で、そのうち交通事故による出場件数は31万

８千件に達している。また、救急業務を実施している市町村の数も増加して

おり、昭和49年４月１日現在2,429団体で、前年度(2,126団体)と比べると

303団体、14.3%増加している。

　

救急業務が消防の業務として法制化された

昭和38年の実施市町村数を100とすれば、昭和49年は1,135と大幅な伸び'

を示しており、特に昭和46年以降の伸びは著しいものがある。

５

　

地方経費の構造

　

地方公共団体の経費を性質別に分類すると．投資的経費、義務的経費及び

その他の経費に大別されるが、これらの状況をみると．次のとおりである．
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(１)概

　　

況

　　　　

◇

　

昭和48年度歳出決算額(17兆4,739億円)の性質別構成比をみると、普通建

設事業費が最も大きな比率を示し、34.1%を占めているが、前年度(86.3％)

と比べると、2.2%低くなっている。人件費はこれまで毎年度低下の傾向を

示していたが、48年度においては、32.5%で、前年度(31.1％)と比べ･1.4％

　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　

●|I

　　

･･

高まっており財政硬直化の重大な要因となってきている。この両者で全体Ｏ

３分の２を占めているが、そのほかでは、扶助費(6.3 %)、物件費(6.2%)、

貸付金(5.4％)、補助費等(4.2％)がこれに次いでいる。

　

なお、前年度の比率を下回ったも＼のは、維持補修費、普通建設事業費、災

害復旧事業費及び公債費である。

　　　　　

第47図

　

性質別歳出決算額の構成比

　　　　　　　

団体種類別に義務

　

都道府県

　　　

43.0％

　　　　

｡'22.5≒

　　　

34.5"ふ

　　　　　

的経費と投資的経費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の構成比をみると、

　

犬糾府

　　　

36.8

　　　　

2E1

　　　　

37.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第47図にみられる

　

邨

　　

市

　　　　

39 7　　　　　23.　　　　37.0　　　　　　　とおりである。義務

　

町

　

廿

　　

31.0

　　　

25 5　　　　　43.5　　　　　的経費の歳出総額に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

占める比率は;、都道

　

純

　

計

　　　　

42.6

　　　　　

･21.0

　　　　

36.4 府県(43.0％)が市町

　　　　　　　

㎜|

　　

畷窟回

　　　

「¬

　　　　　　

村(37.8%)に比べて

　　　　　　

義務的祐費

　　

その庖

　

投責的粁叫

　　　　　

高くな=こてjい;6．こ

れは、都道府県が義務教育諸学校教職員及び警察職員の給与を支弁している

ためである。また、市町村のうち町村における義務的経費の比率が31.0％と

低いのは、都市と異なり、生活保護等の実施が都道府県によって行われてい

るからである。

　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｉ

　　　

。･：。

　　　　　　

・

　

性質別の歳出決算額の推移は、第48図にみられるとおりで、昭和43年度

と比べると、特に、繰出金が4.51倍と大きい伸びを示しており1、積立金(3.86

倍)、扶助費(3.03倍)、補助費等(2.75倍)、普通建設事業費(2.71倍)も歳出

総額の伸び(2.60倍)を上回っている。
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第48図

　

性質別歳出決算額の増加状況

（2）投資的･経費

　

最近における経済の発展と国民生活の現状からみて、社会資本の整備には

相対的な立ち遅れがみられ、地方公共団体は、これに対処するため、総合

的、計画的に公共投資を行うことを要請されている。

　

投資的経費は、道路・橋りょう、学校、公営住宅の建設等行政水準の向上

に直接寄与する経費であり、普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策

事業費からなっている。

　

投資的経費の決算額は、６兆3,679億円で、歳出総額の36.4％(都道府県

34.5%、市町村39.0％)を占め、前年度５兆7,586億円と比べると6,092億

円ヽ皿6％増加している。また、その構成比は、普通建設事業費93.6% (前

年度92.1%)、災害復旧事業費4.6％(6.2％)、失業対策事業費1.8％(1.7％)と

なっている。
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ア

　

普通建設事業費

　

昭和48年度の普通建設事業費の決算額は５兆9,573億円で、前年度(５兆

3,012億円)と比べると、総需要抑制策による公共事業等の執行の繰延べ措置

等により、6,561億円、12.4%の増加にとどまっている。

ト｡|

　

25

20
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５
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第49図

　

普通建設事業費の増加状況(対前年度

　　　　　

増加率の対比)

　

普通建設事業費の増

加状況は、第49図に

みられるとおりで、補

助事業費は6.8％と前

年度の増加率(29.5%)

を大幅に下回っている

のに対し、単独事業費

ぱ22.0%と前年度の増

加率（12.0％）を上回

り、地方公共団体が生

活関連社会資本の整備

を重点的に推進したこ

とを示している。。

　

第50図は、普通建

設事業費の増加状況

を、昭和43年度を100

とした指数で示したものであるが、過去５か年度間で。単独事業費は3.01倍

となり、その増加率は、補助事業費(2.52倍)を上回っている。

　

普通建設事業費は全体で2.71倍と、歳出決算額(2.60倍)及び国民総生産

(2.16倍)の伸びを上回っている。これは、地方公共団体が、生活環境施設の

整備を積極的に推進してきたことを示すものである。

　　

ダ

　

普通建設事業費の決算額を団体種類別にみると、都道府県は３兆1,517億

円、市町村は３兆1,172億円であり、歳出総額に占める比率は市町村(36.8%)

が都道府県(31.8％)に比べて高くなっている。また、普通建設事業費に占め

る補助事業費及び国直轄事業負担金の比率は、都道府県(68.4%)が市町村
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第50図

　

普通建設事業費の推移
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単独事業費
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45

　　　

46
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48(年度)

(44.7%)に比べて高くなっており、公共事業が都道府県を通じて、より多く

実施されていることを示している。

　

次に、普通建設事業費の増加率を団体種類別にみると、市町村は21.3％で

前年度(22.6%)をわずかに下回っているのに対し、都道府県は4.8%で前年

度(22.0%)を大幅に下回っている。

　　

(ア)普通建設事業費の目的別内訳

　

普通建設事業費の目的別内訳をみると、道路橋りょう費が１兆2,390億円、

20.8%と最も高い比率を占めており、街路整備及び区画整理等の都市計画費

7,298億円(12.3%)、農道及び農業基盤整備等の農地費5,115億円(8.6 %)、

河川海岸費4,621億円(7.8％)、小学校費4,374億円(7.3％)、住宅費4,203億

円(7.1％)がこれに次いでいる。

　

また、目的別に増加率をみると、地方公共

団体が各種福祉施設の整備を積極的に推進したことを反映して、児童福祉費

(49.9%)、老人福祉費(48.7 %)、社会福祉費(46.1 %)等の伸びが大きく、道

路橋りょう費(3.2%)、河川海岸費(0.9％減)、農地費(5.2%)等は、総需要

抑制策により、前年度の伸びを大きく下回っている。

　

普通建設事業費の各目的別の推移は、第51図にみられるとおり、昭和43

年度と比べると、総額で2.71倍となっており、このうち、民生費は4.13倍

と最も大きい伸びを示している。この内訳をみると老人ホームの建設等老人

福祉費が8.13倍、保育所の建設等児童福祉費が4.38倍となっている。また、

教育費は3.29倍となっているが、このうち社会教育費(4.97倍)及び小学校
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第51図

　

普通建設事業費の目的別増加状況

て1ｙtへ

　　

いトり数匝は、昭利43吊度ジ･各目的別
ｙ'´

　

社費をそれでわ.100ヒレ･:冊於て≒ちろ

ブ］ｸﾞ|
jｓJｽxぷへ

費(3.41倍)の伸びが大

きい。

　

なお、道路橋りょう

費は2.55倍、農林水産

業費は2.57倍の伸びに

とどまっている。

　

普通建設事業費の目

的別内訳を団体種類別

にみると、都道府県で

は、道路橋りょう費

(24.4%)、農地費(13.3

％)、河川海岸費(13.0

％)等の産業基盤整備

及び国土保全関係経費

の比率が高い。市町村

では、道路橋りJ;う費

(16.1%)、都市計画費(14.8 %)、小学校費(14.0 %)等地域生活に密接な関係

のある経費の比率が高く、このほか、最近では中学校費(6.8％)、清掃費

(4.5 %)｡児童福祉費(2.8 %)等環境衛生、教育、福祉関係経費の比率が高く

なっている。

　

地方公共団体が公共施設の整備を推進する上で、用地取得費は大きな財政

負担となっている。すなわち用地取得費の決算額は、都道府県5,072億円、

市町村6,657億円で、それぞれ普通建設事業費の16.1％(前年度16.6%)、21.4

％(21.1％)を占めており、また、団体種類別にその増加状況をみると、都道

府県は87億円、1.7%、市町村は1,231億円、22.7%の伸びとなっている。

　

用地取得費１兆1,729億円の財源内訳をみると、地方債の比率が43.0%と

最も高く。一般財源等27.7%、国庫支出金18.0％等となっている。

　　

(イ)補助事業費

　

国からの補助金又は負担金を受けて施行する補助事業費は。総需要抑制策に
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より。公共事業が繰り延べられたこﾆともあって、決算額は３兆2,101億円で、

前年度(３兆44億円)と比べて2,057億円、6.8%の微増となっている。

　

この増

加率は、前年度の増加率(29,5％)及び歳出総額の増加率(19.5%)を大幅に下

回っている。

　

これを団体種類別にみると、都道府県は45億円、0.2％滅少し、

前年度の増加率(29.1％)を大幅に下回っており、市町村の増加率も20.1%と前

年度(29.8%)を下回っている。

　

補助事業費の増加率を目的別にみると。道路橋りょう費2.3％減(前年度

30.1％増)、河川海岸費8.2％減(41.5％増)及び林業費3.0％滅(34.1％増)は、

いずれも滅少しているのに対し、小学校費28.7% (18.9%)、中学校費23.2

％(19.8％)及び高等学校費12.8% (8.6%)は、前年度の伸びを上回っている。

また、目的別に構成比をみると、道路橋りょう費(16.1％)、都市計画費(14.0

％)、農地費(12.8%)等の産業基盤整備に要する経費の比率が高いが、最近

では、生活基盤の整備に対する住民要求に対応し、環境衛生、教育・文化施

設に対する投資が増え、清掃費(2.3％)、小学校費(8.4％)、中学校費(3.5%)

等の比率が高まってきている。

　　

(ウ)単独事業費

　

地方公共団体が、国の補助を受けずに自主的に施行している単独事業費の一

決算額は、２兆5,374億円で、前年度(２兆790億円)と比べると4,584億円、

22.0%増加している。この増加率は、前年度の増加率(12.0%)を大きく上回

り、歳出総額に占める構成比も前年度14.2%から14.5%へと高まっている。

　

団体種類別に増加率をみると、都道府県では18.5％(前年度6.3％)、市町

村では23.9%(16.6%)といずれも前年度の増加率を上回っている。

　

単独事業費の増加率を目的別にみると、道路橋りょう費8.9％(前年度17.2

％)及び清掃費16.2% (35.1%)は、前年度の伸びを下回っているが、他の経

費は、いずれも前年度の伸びを上回っている。また、目的別に構成比をみる

とヽ道路橋りょう費(23.9%)の比率が最も高く、都市計画費(11.0％)、小学

校費(6.6%)の比率がこれに次いでいる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

補助事業費と単独事業費の構成比を目的別にその主なものについてみる

とヽ第52図にみられるとおり、補助事業費の占める比率が高いのは、農地費こ
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第52図

　

普通建設事業費の目的別の状況 及び河川海岸費であ
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これは、地方公共団体

が、し尿・ごみ処理施

設、生活関連市町村道

等の整備を地域住民の

要請にこたえて、重点

的に推進していること

によるものである。

　　

(エ)国直轄事業負担金

　

国が、土木その他の建設事業を直轄で施行する場合において、法令によ

り、地方公共団体がその経費の一部を負担する国直轄事業負担金の決算額

は、2,098億円で、前年度(2,178億円)と比べると80億円、3.7％減少してい

る。国直轄事業負担金を目的別にみると、道路橋りょう費(54.8%)、河川海

岸費(2ｔ4％)、港湾費(13.6％)の三者で全体の92.8%を占めている。

　

なお、国直轄事業負担金を団体種類別にみると、都道府県が全体の(93.0％)

とその大部分を占めており、市町村はわずか7.0％に過ぎない。

　　

(オ)普通建設事業費の充当財源

　

普通建設事業費に充当された財源の構成比の推移は、第53図にみられる

とおりであり、一般財源等の充当額は、前年度と比べて26.1%増加し、構成

比も35.1%から39.5%へと高まった。一方、地方債は厳しい抑制措置によ

り、前年度と比べて144億円、1.0％減少し、構成比も27.1%から23.9%へ

と低下している。

　

また、国庫支出金の構成比も28.4%から26.3%へと低下

し、国庫支出金と地方債の合計額の普通建設事業費の財源総額に占める比率

は50.2％となり、前年度(55.5％)と比べて大幅に低下している。
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第53図

　

普通建設事業費の財源構成比の推移
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イ

　

災害復旧事業費

　

災害復旧事業費は、昭和

48年発生災害が少なかった

ため、決算額は2,952億円

で、前年度(3,593億円）と

比べると641億円、17.8%

の減少となっている。

　

これを性質別にみると、

補助事業費の決算額は

2､742億円で、前年度(3,285億円)と比べると543億円、16.5%と大幅に減少

している。また、単独事業費(83億円、32.5%減)及び国直轄事業負担金(15

億円、28.7%減)も前年度を大幅に下回っている。

　

また、これを目的別にみると、道路、河川、海岸、港湾、漁港等の公共土

木施設災害の復旧事業費は2,102億円、農地、農業用施設等の農林水産施設

災害復旧事業費は721億円となっており、この両者で総額の95.6%を占めて

いる。

　

次に、災害復旧事業費に充当された財源についてみると、国庫支出金(71.6

％)及び地方債(19.9%)が大部分を占めており、一般財源等の占める比率は

5.4%に過ぎない。

　

昭和48年度末における年災別災害復旧事業の進捗状況を、補助事業及び

国直轄事業についてみると、昭和47年災害については、復旧所要額5,210億

円に対し4,242億円、81.4%が実施されており、48年災害については復旧所

要額962億円に対し300億円、31.2%が実施されている。

　

なお、46年災害については、48年度末までに復旧を完了している。

　

ウ

　

失業対策事業費

　

失業者に就職の機会を与えるために道路の補修や公園の清掃等の事業を行

う失業対策事業費の決算額は1,154億円で、前年度(981億円)と比べて173

億円、17.6%増加している。

　

これを性質別にみると、補助事業費が867億円で75.1%、単独事業費が

　　　　　　　　　　　　　　　

－77－

’

　

47.1

　　　　

47.1
44.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　

40.5

　　　　　　

3

’

　　　　　　　　　　　　　

35.1

| | ぶ

｜

１

ｉ



287億円で24.9%を占めている。また、財源についてみると、国庫支出金が

501億円で43.4%、一般財源等が605億円で52.5%を占めている。

（３）義務的経費

　

義務的経費は、その支出が義務付けられている経費で、人件費、扶助費及

び公債費からなっている。

　

義務的経費の決算額は７兆4,412億円で、前年度(５兆9,636億円)と比べ

て１兆4,776億円、24.8%増加し、43年度以降最も高い増加率を示してい

る。

　

義務的経費の内訳をみると、特に、この経費の約80％を占める人件費は、

人事院勧告が高率(↓5.39%)であったこと等により５兆6,822億円となって

おり、その増加率は25.0%と前年度(19.7％)を大幅に上回る極めて高い伸び

を示している。増加額では、前年度(7,468億円)を3,894億円上回る１兆

1,362億円に達している。

　

また、扶助費は、老人医療の無料化の平年度化、児童手当制度の拡充等に

よって１兆1,078億円となっており、前年度と比べると2,585億円、30.4%

増加し、増加率では前年度(42.6%)を下回ったものの、引き続き大幅に増加

している。

　

公債費は、6,512億円と、前年度(5,683億円)と比べると829億円、14.6%

増加している。

　

このように義務的経費の増加率(24.8%)が歳出総額の増加率(19.5％)を

5.3％も上回ったのは、公債費の増加率が前年度の増加率(31.2%)を大幅に下

回ったものの、人件費及び扶助費の増加率が極めて高かったことによるもの

である。この結果、歳出総額に占める義務的経費の割合(42.6%)は前年度

(40.8≒)と比べて1.8%高まり、財政硬直化の進行を顕著に示している。

　

ア

　

人

　　

件、

　

費

　

人件費は、一般職等の職員の給与、地方公務員共済組合負担金、退職金、

恩給、議員報酬等からなっている。

　

人件費の決算額は、５兆6,822億円で、前年度(４兆5,460億円)と比べる
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１１兆1,862億円、25.0%増加している･。

　

人件費の歳出総額に占める比率は、昭和45年度以降低下してきたが、48

年度においては32.5%と前年度(31.1％)と比べ1.4%高まり、再び45年度に

近い比率を示し、財政構造の硬直化をもたらす要因となってきている。

人件費の歳出総額に占める比率を団体種類別にみると、都道府県は36.6%

(前年度34.1%)で、義務教育諸学校教職員及び警察職員の給与を支弁してい

るため。市町村の24.3% (前年度23.8％)に比べてかなり高い比率を示してい

る。人件費の増加額が歳出総額の増加額に占める比率を団体種類別にみる

と、都道府県52.9%(前年度29.0％)、市町村26.2% (22.3%)といずれも前年度

と比べて高くなっている。このように、都道府県の比率が著しく高まったの

は、人件費の大幅な伸びに加えて総需要抑制策により普通建設事業費の増加

率が大幅に鈍化したこと等によるものである。

　

昭和36年度以降における人件費は、第54図にみられるとおりで、毎年度

増加している。その要因としては、地方公務員の給与改定が人事院勧告に基

づく国家公務員の給与改定に準じて毎年度実施されていること及び教育関係

の職員、社会福祉施設、清掃、消防等の住民サービス部門の職員、警察官等

が増加していること等が挙げられるが、最近においては、これらに加えて国
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の水準を上回る給与、国の支給範囲又は率を超える給与の支給等が人件費増

加の要因となってきている。

　　

(ア)人件費の内訳

　

人件費の内訳をみると、職員給が83.1%と最も高い比率を占め、地方公務

員共済組合負担金(6.8％)、退職金(4.8％)がこれに次いでいる。また、退職

金の増加率は、人事院勧告による給与改定の実施時期が４月１日となったこ

と等に伴い、48年３月末退職予定者の相当数が４月１日以降退職となったた

め、これらの者に係る退職手当額が48年度に持ち越され、更に48年度の給

与改定分が加算されたこともあって、39.7%と人件費中最も高い伸びを示し

ている。

　

人件費の内訳を団体種類別にみると、職員給の比率は都道府県84.2≪^ (前

年度84.8%)、市町村81.1％(80,6％)であり、退職金の比率も都道府県Ｍ％

(前年度4.6％)、市町村3.8％(3.8％)と都道府県が市町村を上回っている。議

員、委員等報酬手当及び特別職の給与は、都道府県0.9％(前年度1.0％)に比

べて市町村は7,5％(8.0％)と比率が高い。

　

人件費の財源についてみると、一般財源等が81.8％(前年度81.2%)と大部

分を占めており、国庫支出金が15.7% (16.2%)でこれに次いでいる。これを

更に団体種類別にみると、一般財源等の比率は、都道府県75.6% (前年度75.1

％)、市町村90.5％(90.1％)と市町村が都道府県より高いのに対し、国庫支出

金の比率は、都道府県が22.9% (前年度23.3%)と市町村の2.6％(2.5％)に比

べて高くなっている。

　

これは都道府県が支弁している義務教育諸学校教職

員の人件費について国庫負担制度が設けられていることによるものである。

　　

(イ)職

　

員

　

給

　

職員給総額は、４兆7,198億円で、前年度(３兆7,878億円)と比べると9,320

億円、24.6%増加している。職員給総額の構成比をみると、教育関係が48.6%

(前年度49.2%)で、圧倒的に高い比率を占めているが、年々その比率は低下

し、反面、民生関係6.7％(前年度6.3％)、衛生関係6.8％(6.5％)、消防関係

3.6％(3.4％)等の比率が高まっている。

　

職員給の部門別構成比を団体種類別にみると、都道府県では、職員給総

額３兆516億円のうち、教育関係63.2% (前年度63.5%)と警察関係15.3％

(15.2%)の両者で全体の78.5%を占めている。

　

市町村では、職員給総額１
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兆6,682億円のうち、総務企画関係(税務事務等を含む。)が27.8% (前年度

28.9%)と最も高い比率を占め、次いで、教育関係21.9% (前年度21.9%)、

民生関係15.0％(14.2％)、衛生関係11.7% (11.5%)等となっている。

　

また、昭和49年４月１日現在における地方公務員(全会計)の１人当た

り平均給料月額を主な職種別にみると、第55図のとおりであり、小・中学

校教育職、高等学校教育職がそれぞれ129,796円(対前年度増加率27.0％)、

127,325円(23,0％)と比較的高く、警察職104,372円(19.0％)、一般行政職

94,001円(18.8％)、消防職93,132円(26.6%)を上回っている。

　　　　　　

第55図

　

平均給料月額(全会計、団体種類別、職種別)
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なお、昭和49年４月１日現在の一般行政職について、学歴別、経験年数

別によるラスパイレス方式により求めた指数は、国家公務員を100とした場

合、都道府県111.3(前年同期110.1)、指定都市116.1(116.2)、市113.8(111.4)、

町村99.2(96.6)、全団体平均110.6 (108.7)となっており、前年同期と比べ全

団体平均で1.9上昇し、町村を除いていずれも国の水準を大きく上回ってい

る。このような高い給与水準は、人件費の増嵩の大きな要因であるので、地

方公共自体は、その適正化のために格段の努力を払う必要がある。

　

………(ウ)地方公務員の数

　

地方公共団体の普通会計で給与を支弁している職員数は、昭和49年４月
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１日現在250万１千人で、前年同期(240万１千人)と比べると10万１千人、

4.2%増加している。

　

これは、最近の社会情勢の変化に伴う行政需要の多様

化と高度化に対し、処住民生活に密着したサービスを提供するため、民生、

衛生関係職員(３万１千人増)、教育関係職員(３万５千人増)、消防関係職員

(８千人増)等が増加したことによるものである。例えば、民生、衛生関係職

員の主なものについて前年度と比べると、保育所関係１万３千人、14.9%

(昭和49年４月１日現在９万７千人)、社会福祉施設関係２千人、7.3 %( 3

万６千人)、し尿・ごみ処理等の清掃施設関係４千人、5.8% (7万９千人)と

それぞれ増加している。

　

最近における地方公共団体の職員数は、43年４月１日から48年４月１日ま

での５年間に32万２千人(沖繩関係分を除く。) 15.7%増加しており、増加数、

増加率とも年々増嵩の傾向を示している。職員数の増加は、人件費を膨脹さ

せ、財政硬直化の要因となるので、地方公共団体は、行政機構の簡素合理化、

職員の適正配置、新陳代謝の促進等を図って、極力これを抑制するよう努め

る必要がある。

　

職員数の構成は、第56図にみられるとおり、教育関係職員111万６千人

(44.6%)、一般行政関係職員106万８千人(42.7 %)、警察関係職員22万人

(8.8%)及び消防関係職員９万８千人(3.9％)で教育関係職員の比率が最も高

ｔ陥

第56図

　

地方公務員数の構成
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地方公務員数の構成を

団体種類別にみると、都

道府県職員には義務教育

諸学校教職員が含まれて

いる関係もあって、全体

の59.9 °/o(前年同期60.9

％)を占めている。その

うち教育関係職員は59.5

%(59.4%)と最も高く、

以下、一般行政関係職員

24.7% (24.9%)、警察関

係職員14.7% (14.6%)、
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消防関係職員1.1％(1.1％)となっている。市町村職員は、全体の40.1％(前

年同期39.1％)を占めており、そのうち一般行政関係職員69.4% (69.4%)、教

育関係職員22.4^(22.6%)、消防関係職員8.2% (8.0%)となっている。

　

なお、一般行政関係職員を行政部門別にみると、企画・総務部門25万６

千人(総職員数に占める比率10.2％)、民生部門21万１千人(8.5％)、土木部

門17万６千人(7.0％)、衛生部門16万１千人(6.4％)等となっている。

　

行政部門別職員の増加状況は、第57図にみられるとおり、民生、衛生、

消防等直接住民サービスを担当する職員が、他の部門に比べて高い伸びを示

している。

　　　　　　　　　

第5Z図地方公務員数の推移
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地方公務員のうち医師の不足については、例えば、地域住民の健康に極め

て重要な役割を果たしている保健所839か所(昭和49年４月現在)に勤務す

る常勤医師は1,315人(前年･同期1,343人)で１保健所当たり1.6人という充

足状況であり、医療施設、重度身体障害者援護施設、老人福祉施設等の充実
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を図ろうとする地方公共団体にとって医師の確保は切実な問題となってい

る。

　

イ

　

扶

　　

助

　　

費

　

扶助費は、社会保障制度の一環として生活困窮者、児童、老人、心身障害

者等を援助するための経費である。

　

扶助費の決算額は１兆1,078億円で、前年度(8,492億円)と比べると2,585

億円、30.4%増加している。

　

扶助費の目的別の構成比をみると、生活保護費4,515億円が総額の40.8%

を占め最も大きく、児童福祉費2,416億円(21.8％)、老人福祉費2,184億円

(19.7％)がこれに次いでいる。

　

その推移は、第58図にみられるとおり、生

活保護費はその増加率(15.1％)が扶助費の増加率(30.4％)を大きく下回った

ことにより、また、結核対策費は結核患者数が滅少したこと等により、とも
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第58図

　

扶助費の目的別構成比の推移
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費

実に伴って年々そ

の比率を高めてお

り、扶助費の増大

の要因となってい

る。特に、老人福祉

費は老人医療の無

料化の平年度化に

伴い増加率が92.8%と著しく高かったこともあって、その構成比は19.7%と

前年度(13.3％)と比べて大幅に高まっている。
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なお、扶助費の財源内訳をみると、国庫支出金の充当率は69.1%と前年度

(68,0％)を上回っており、一般財源等の充当率(28.2%、前年度29.1%)は低

くなっている。これは、老人医療費の公費負担について国庫負担制度が平年

度化されたこと等によるものである。

　

ウ

　

公

　　

債

　　

費

　

地方債の元利償還金及び一時借入金利子の支払いに要する経費である公債

費の決算額は6,512億円で、前年度(5,683億円)と比べると829億円、14.6%

第59図

　

公債費の推移
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円(50.2%、43.2%)、一時借入金利

子181億円(2.8％、2.2％)である。

　

公債費に充当された財源につい

てみると、一般財源等が5,679億

円で全体の87.2%を占めており、

前年度(4,827億円、84.9%)と比

べて、この比率は高まっている。

　

公債費に充当された一般財源等

の一般財源等総額に占める比率の

推移をみると、第59図にみられ

るように、公共災害復旧事業債の

うち250億円を繰上償還した昭

和43年度を除いて、この比率は

５％台で推移している。

　

また、団体種類別にみると、市

町村の比率が都道府県の比率を常

に上回っている。これは、市町村

においては、都道府県に比べて、
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住民生活に直接関係する投資が多く、歳出総額に占める投資的経費の比率が

高くなっているが、その充当財源に占める一般財源及び国庫支出金の割合が

相対的に低いため、地方債依存度が高くなっていることによるものである。

　

地方債償還額を事業別にみると一般単独事業債812億円が全体の26.5%を

占めて最も多く、一般公共事業債404億円(13.2％)、義務教育施設整備事業

債374億円(12.2%)｡災害復旧事業債301億円(9.8％)、公営住宅建設事業

債189億円(6.2％)、公共用地先行取得事業債182億円(5.9％)がこれに次い

でいる。

(４)その他の経費

　

ア

　

物

　　

件

　　

費

　

行政の執行に伴い事務的に必要とされる消耗品費、備品購入費等の経費で

ある物件費の決算額は、１兆867億円で、前年度(8,727億円)と比べると

2,140億円、24.5% (前年度19.0％)増加している。

　

物件費の内訳は。消耗品費、印刷製本費。光熱水費等の需用費4,045億円

(物件費総額に占める比率37.2%)、備品購入費1,353億円(12.4%)、旅費

1,243億円(11.4％)、通信運搬費、筆耕翻訳料等の役務費905億円(8.3%)、

賃金511億円(4.7％)、その他2,810億円(25,8％)となっている。

　

イ

　

維持補修費

　

公用又は公共用施設の効用を維持するための経費である維持補修費の決算

額は2,329億円で、前年度(1,995億円)と比べると334億円。16.7％(前年度

15.7%)増加している。これを目的別にみると、道路橋りょう関係1,160億円

(維持補修費総額に占める比率49.8%)が最も大きく、公営住宅関係187億

円(8,0％)、小学校関係153億円(6.5％)がこれに次いでおり･、これら土木

施設又は教育関係施設の維持管理に要した経費が全体の82.7%を占めてい

る。

　

ウ

　

補

　

助

　

費

　

等

　　　　　　　　

、

　

公益上必要がある場合において農林漁業団体等公共団体その他特定の者に

対し支出し、又は地方公営企業会計(法適用)に対して支出するための経費で

ある補助費等の決算額は7,277億円で、前年度(5,833億円)と比べると。
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1､444億円、24.8%(前年度23.1%)増加している。

　

これを目的別にみると、衛生費1,212億円(補助費等総額に占める比率16.Y

％)が最も大きく、農林水産業費1,199億円(16.5%)、教育費1,122億円(15.4

％)、総務費1,035億円(14.2%)、土木費926億円(12.7%)等がこれに次いで

いる。

　

このうち補助費等総額の伸びを上回ったものは。衛生費(45.8%)、教

育費(36.3％)及び民生費(34.4％)であり、総務費(15.8％)、土木費(13.2％)

及び農林水産業費(13.1%)等はこれを下回っている。

　

補助費等０うち、地方公営企業(法適用)に対する負担金及び補助金は1､912

億円で、前年度(1,386億円)と比べると、病院事業(263億円、増加率56.9%)

及び公共下水道事業(112億円、増加率22.5%)に対するものが大幅に増加し

たこともあって526億円、37.9%の伸びを示している。負担金及び補助金を

事業別にみると、病院事業に対するもの726億円(負担金及び補助金総額に

占める比率38.0％)及び公共下水道事業に対するもの607億円(31.8％)と両

者で総額の69.8%を占めており、交通事業に対するもの314億円(i6.4％)、

上水道事業に対するもの170億円(8.9％)がこれに次いでいる。

　

エ

　

繰

　　

出

　　

金

　

普通会計から地方公営企業法の適用を受けない地方公営企業会計、定額の

資金を運用するための基金及び財産区等へ繰り出すための経費である繰出金

の決算額は3,073億円で、前年度(2,030億円)と比べると1,044億円、51.4%

増加している。これを繰出先別にみると、地方公営企業会計(法非適用)に対

するもの1,351億円(繰出金総額に占める比率43.9%)が最も大きく、基金に

対するもの1,253億円(40.8％)、国民健康保険事業会計に対するもの341億

円(11.1％)がこれに次いでいる。

　

また、地方公営企業会計(法非適用)に対する繰出金の44.8% (605億円)は

建設費財源として、32.3% (437億円)は公債費財源としてそれぞれ繰り出さ

れ、国民健康保険事業会計に対する繰出金の43.0% (147億円)は赤字補てん

財源として繰･り出されている。

　

オ

　

積

　　

立

　　

金

　

年度間の財源の調整を図り、又は将来における公共施設の整備や災害に対
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処する等特定目的のための資金等を積み立てるための経費である積立金の決

算額は2,354億円で、前年度(1,694億円)と比べると660億円、39.0％増加し

ている。歳出決算による積立金に歳計剰余金処分による積立金(163億円)を

加え、この額から積立金とりくずし額(858億円)を控除した昭和48年度の

純積立額は1,658億円で、前年度(1,201億円)と比べると458億円、38.1%

増加している。

　

このうち、財政調整基金積立金についてみると、積立額は

1,247億円で、前年度(727億円)と比べ大幅に増加し、とりくずし額は363億

円で、前年度(238億円)と比べ若干の増加にとどまった。

　

この結果、純積立

額は883億円となり、前年度(489億円)と比べて大幅に増加している。

　

なお、昭和48年度における積立金のとりくずし額(858億円)の内訳を目

的別にみると、小・中学校、道路橋りｚう、都市計画事業等の建設事業に充

当されたもの639億円(積立金とりくずし額に占める割合74.4%)、財産取得

のために充当されたもの11億円(1.3%)、災害のために充当されたもの10億

円(1.1％)、公債費に充当されたもの４億円(0.4％)等となっている。

　

ヵ

　

投資及び出資金

　

地方公共団体が各種の債券等を所有し、財団法人に対して出えんし、又は地

方公営企業の建設投資の財源として支出する等のための経費である投資及び

出資金の決算額は、1,207億円で。前年度(1,011億円)と比べると196億円、

19.4%増加している。これを目的別にみると、公共下水道事業、住宅供給公

社等の土木関係に係るものが589億円(投資及び出資金総額に占める比率

48.8%)で最も大きく、病院事業、上水道事業等の衛生関係に係るもの286

億円(19.6%)、工業用水道事業、市場事業等の商工関係に係るもの88億円

(6.9％)がこれに次いでいる。

　

また、投資及び出資金のうち、地方公営企業

会計(法適用)に対するものは735億円で、前年度(636億円)と比べると99億

円、15.5%増加しており。前年度(23.8%)の伸びを下回っている。地方公営

企業会計に対する投資及び出資金の内訳をみると、公共下水道事業が43.7%

と最も高い比率を占め、病院事業(20.2%)、交通事業(18.8％)、上水道事業

(10.2%)がこれに次いでいる。

　

昭和48年度末における投資及び出資金の現在高は6,100億円で、前年度末
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(4,918億円)と比べると1,181億円、24.0%増加している。そのうち主なもの

は、観光・交通関係1,095億円(現在高総額に占める比率18.0％)、商工関係

537億円(8.8％)、開発関係481億円(7.9％)等である。

　

これに基金の運用に

よる投資及び出資金74億円を加えると、その現在高は6,174億円で、前年

度末(4,969億円)と比べると1,204億円、24.2%増加している。

　

キ

　

貸

　　

付

　　

金

　

貸付金の決算額は9,455億円で、前年度(7,564億円)と比べると1,891億円、

25.0%増加している。

　

これを目的別にみると、中小企業に対する経営資金、設備近代化資金等の

商工関係に係るもの4,877億円(貸付金総額に占める比率51.6%)及び住宅供

給公社への融資等の土木関係に係るもの2,083億円(22.0％)で貸付金総額の

73.6%を占めている。これらの目的別内訳を前年度と比べると、衛生費の増

加率は49.9%と前年度(30.4％)に引き続き大幅な伸びを示し、商工費につい

ても26.6%と前年度(13.0％)を大きく上回っている。地方公営企業会計(法

適用)に対する貸付金は732億円で、前年度(621億円)と比べると112億円、

18,0％増加したが、貸付金総額に占める比率は7.7％と前年度(8.2％)と比べ

若干低下した。

　

これを事業別にみると、交通事業に対するもの315億円(地

方公営企業会計(法適用)に対する貸付金総額に占める比率42.9%)及び病院

事業に対するもの231億円(31.6％)で地方公営企業会計(法適用)に対する貸

付金総額の74.5%を占めている。

　

事業別の対前年度増加率をみると、上水道事業に対するもの(74.2%)、病

院事業に対するもの(40.4％)の伸びが著しい。

　

昭和48年度末の貸付金の現在高は１兆2,087億円で、前年度(１兆230億

円)と比べると1,857億円、18.2%増加している。現在高のうち主なものは、

商工関係5,030億円(現在高総額に占める比率41.6%)、住宅関係1,787億円

(14.8%)、農林水産業関係695億円(5.8％)等である。これに基金の運用によ

る貸付金1,144億円を加えると、その現在高は１兆3,231億円で、前年度末

(1兆1,066億円)と比べると2,165億円、19.6%増加している。
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将来にわたる財政運営の状況

　

財政状況をみるには、単年度限りの歳入歳出決算ばかりでなく、地方債、

債務負担行為のように、将来にわたって財政負担となるものや、積立金のよ

うに、年度間の財源調整を図り、将来における弾力的な財政運営に資するた

め財源を留保するものについても総合的には握する必要があるが、これらの

状況をみると、次のとおりである。

（１）将来にわたる財政負担

　

ア

　

地方債現在高

　

昭和48年度においては、厳しい総需要抑制策の一環として地方債につい

ても抑制措置が講じられたこと等に伴い、地方債の発行額の伸びが前年度と

比べ大幅に鈍化したため、同年度末における地方債現在高は６兆8,280億円

となっており、前年度末(５兆3,728億円)と比べると、増加額１兆4,553億

円、増加率27.1%で、前年度(35.3％)の伸びを大幅に下回っている。

　

この地

方債現在高を昭和43年度と比べると3.13倍となっており、歳入総額2.62

倍、一般財源2.59倍のいずれをも上回る伸びを示している。

　

地方債現在高の増加額を目的別にみると、一般単独事業債2,891億円(増

加額総額に占める割合19.9%)、義務教育施設整備事業債2,110億円(14.5%)、

一般公共事業債1,993億円(13.7%)、公共用地先行取得事業債1,552億円(10.7

％)、公営住宅建設事業債1,435億円(9.9％)等が大きく、これらで増加額の

68.7%を占めている。また、増加率では、公共用地先行取得事業債(102.6%)

及び同和対策事業債(73.0％)が極めて高い伸びを示しているほか、産業廃棄

物処理事業債(70.5％)及び過疎対策事業債(59.6%)‘が前年度に引き続いて高

い伸びを示している。

　

次に、地方債現在高の目的別構成比をみると、文教施設、消防施設、漁

港、農林道、道路、庁舎等の整備に充当された一般単独事業債(20.0%)、'港

湾、河川、海岸、都市計画、各種災害関連事業等の事業に充当された一般公

共事業債(18.5%)、義務教育施設整備事業債(14.3%)及び公営住宅建設事業
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債(9.9%)で全体の62.7% (前年度64.0%)を占めており、災害復旧事業債4.7%

(5.5%)がされに次いでいる。

　　　　　　　　

犬

　

地方債現在高を借入先別にみると、政府資金が全体の47.3%で前年度
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第60図

　

地方債現在高の推移
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(50.4%)と比べ低下してい

るのに対し、市中銀行資金

33.1% (前年度30.4％)、そ

の他の金融機関4.0％(3.7

％)、市場公募債O｡8％(0.7

％)等の民間資金の割合が

高くなっている。その推移

は、第60図にみられると

おり、政府資金の割合が低

下しており、政府資金以外

の資金、特に市中銀行資金

の比率が増大してきてい

る。

　　

イ

　

債務負担行為

　

地方公共団体は、将来の

支出を約束するものとし

て、債務負担行為を行うこ

とができる。この債務負担

行為には、数か年度にわた

る建設工事及び土地の購入

等の場合のように、翌年度

以降の経費支出が本来予定

されているものと、債務保

証及び損失補償のように、

翌年度以降の経費支出が必

ずしも予定されていないも
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のとに分けられ、特に、前者の場合には。後年度の財政運営を拘束すること

となるので、その運用には慎重を期さなければならない。

　

昭和48年度末における債務負担行為に基づく翌年度以降の支出予定額は、

第61図にみられるとおり、３兆476億円に達し、前年度（２兆1,800億円）

　

第61図

　

債務負担行為に基づく翌年度

　　

と比べて8,676億円、39.8%の増

以降の支出予定額の推移

　　　　　　　　　

(445)

　　　　　　　　　

30､476
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加となっている。

　

これは、43年

度の4.45倍であり、同じく５か

年度間における地方債現在高

(3.13倍)、歳出総額(2.60倍)及び
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をも大幅に上回っている。

　

翌年度以降支出予定額を目的別

にみると、物件の購入等に係るも

のが２兆2,838億円で全体の74.9

％と大半を占めており、このう

ち、土地の購入に係るものは

9,361億円(支出予定額に占める比

率30.7％)、製造。工事の請負に

係るものは8,484億円(27.8%)、

建造物の購入に係るものは4,854

億円(15.9％)となっている。ま

た、債務保証又は損失補償に係る

ものは1,093億円(3.6％)で、その

他は6,545億円(21,5％)である。

その他の内容をみると、農林漁

業・商工業団体、社会福祉団体等

への利子補給に係るものが中心と

なっている。
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翌年度以降支出予定額の目的別構成比の推移は、第61図にみられるとお

り。物件の購入等に係るものが漸増しているのに対し、債務保証又は損失補

償に係るものが漸減している。

　

過去に設定した債務負担行為に基づく昭和48年度の支出額は5,747億円

であり、前年度(4,684億円)と比べて1,062億円、22.7%増加しており、歳出

総額の3.3% (前年度3.2％)を占めている。支出額を目的別にみると、物件の

購入に係るもの83.7％(前年度81.8％)と大半を占め、このうち、土地の購入

に係るものが23.6%、建造物の購入に係るものが5.6％となっている。また、

債務保証又は損失補償に係るものは2.6%であり、前年度(3.2％)と比べ、そ

の比率は低下している。

　

なお、48年度支出額の財源内訳をみると、一般財源等が44.1%と最も大き

く、国・県支出金26.6%、地方債20.4%、その他8.9％の順となっている。

この一般財源等の額(2,534億円)は、48年度の一般財源等総額の2.6%に当

たるものである。

（2）積

　　

立

　　

金

　

将来の財政需要に備え、財源をあらかじめ確保すること等によって、財政

の健全な運営を図るため、地方公共団体が積み立てる積立金の昭和48年度

末現在高は5,994億円で前年度(4,336億円)と比べ1,658億円、38.2%増加し

ている。このように積立金現在高が大幅な伸びを示しだのは、景気の急速な

上昇を反映して、地方税が大幅に増加した反面、総需要抑制策により歳出の

伸びが鈍化したこと等により生じた余裕財源を財政調整基金として積み立て

たことによるものである。
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積立金現在高の推移

　　　　　　　　　　　　　　　

(313)

　　　　　　　　　　　　　　　

5.994

　

積立金現在高の内訳は、年度間の

財源調整を行うために積み立ててい

る財政調整基金3,057億円(構成比

51.0％)、地方債の償還を計画的に

行うために積み立てている減債基金

92億円(1.5％)並びに災害救助法に

基づき災害により生じた経費の財源

に充てるための積立金及び学校建設

等の資金として積み立てている基金

等特定目的のための基金2,846億円

(47.5%)となっている。

　　

なお、積立金現在高の推移は、

第62図のとおりであり、昭和48年

度末現在高は、43年度末の3.13倍と

なっている。
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公共施設の現況

　

地方公共団体は，補助事業費，単独事業費等の投資的経費の充実によって

住民福祉の向上に直接つながる公共施設の整備に努めている。

　

第63図は，この投資的経費の目的別内訳を人口１人当たり額で示したも

のであるが，最も多額の投資がなされているのは道路橋りょう費で，１万

1,300円(前年度１万1,100円)となっている。次いで農林水産業費8,600円

(8,100円)，都市計画費6,700円(6,000円)，小・中学校費5,900円(4,800円)，

河川海岸費4,200円(4,300円)，住宅費3,800円(3,500円)の順となっており，

土木関係への投資が多くなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－94－

二

　　　　　

ﾂﾞ1

000-

　　　　　　　　　　　　　

ぐ227)

ﾐj

000

　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　

(160) :ﾖ2,220;::;:::;;;;;:;

000

　　　　

ぶ七

球|

　

::4

'

:

O(D

　　

言ﾚ白

000

　

j

　

言ﾐﾐｮ'‘'.･i;" ･ ::::

I

::::

　　　　　　　　

叶政調竹

　

基金

　

∩

1'049

　

1'35)

團

1,418

　

2,028

　

3.057



第63図

　

投資的経費の目的別の状況(人口１人当たり額)

　　　　　　　　

11.300に

　

これらの経費に

よって、道路、橋

りょう、農道．林

道、都市公園、住

宅、港湾、し尿及

びごみ処理施設、

老人ホーム等の社

会福祉施設等の整

備、充実が図られ

ているが、以下、

これらの公共施設

の水準がどのよう

なものになっているか4主要なものについてその現況をみることとする。

（１）道

　　　

路

　

昭和49年３月31日現在における地方道の延長は102万4,901 km (前年同

期101万9,692 km)である。　このうち，改良済延長は24万4,320 km (22万
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9､040km)、舗装済延長は23万9,997 km (20万5,031 km)である。また、普

通貨物自動車が通行できない路線等(以下｢交通不能道｣という。)の延長は

28万8,257 km (30万669 km)である。

　

総延長に占める比率は、改良済延長23.8% (前年同期22.5%)、舗装済延長

23.4% (20.1%)、交通不能道延長28.1% (29.5%)であり、前年同期と比べる

と改良率1.3％、舗装率3.3%、交通不能道比率1.4%の改善がそれぞれなさ

れている。次に、国道及び地方道の整備状況をみると、第64図にみられると

おりで、改良率は一般国道87.8%、都道府県道5d.l%、市町村道19.7%、ま

た、舗装率は一般国道92.7%、都道府県道61.1%、市町村道18.1％となって

おり、特に、市町村道の整備状況は低い水準にある。住民に密着した市町村
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外国の道路舗装率の状況
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道の整備の立ち遅れは、日常

生活及び生産活動に不便をき

たしており、機能に応じたそ

の整備の促進は市町村にとっ

て重要な課題である。

　

なお、諸外国の道路舗装率

は、第65図にみられるとお

りであり、諸外国と比べて、

我が国の道路整備の水準が低いことを示している。

　

ア都道府県道

　

都道府県道の延長は12万7,336 km (前年同期12万5,517 km)である。こ

のうち、改良済延長は６万7,600 km ( 6万4,142 km)、舗装済延長は７万

7,827km(7万2,314 km)である。　また、交通不能道延長は4,591 km (4,383

km)である。

　

総延長に占める比率は、第64図にみられるとおり、改良済延長53.1％(前

年同期51.1%)、舗装済延長61.1% (57.6%)、交通不能道延長3.6％(3.5％)で

あり、前年同期と比べると改良率は2.0%、舗装率は3.5%増加し改善がなさ

れている。
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市
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村

　

道

　

市町村道の延長は89万7,565 km (前年同期89万4,175 km)である。　この

うち、改良済延長は17万6,720 km (16万4,898 km)、舗装済延長は16万

2,170km (13万2,717 km)である。　また、交通不能道延長は28万3,666 km

(29万6,286 km)である。

　

総延長に占める比率は、第64図にみられるとおり、改良済延長19.7% (前

年同期18.4%)、舗装済延長18.1% (14.8%)、交通不能道延長31.6％(33.1％)

であり、前年同期と比べると改良率1.3％、舗装率3.3%、交通不能道比率

1.5%の改善がそれぞれなされている。

(２)橋

　

リ

　

よ

　

う

　

昭和49年３月31日現在における地方道の橋りょう数は54万1,642橋(前

年同期54万6,519橋)である。これを構造別にみると、鋼橋、コンクリート

橋及び石橋(以下｢永久橋｣という。)の数は41万6,803橋(40万8,877橋)、木

橋の数は12万1,289橋(13万3,805橋)、混合橋の数は3,550橋(3,837橋)と

なっている。

　

総橋りょう数に占める比率は、永久橋77.0% (前年同期748%)、木橋

22.4%(24.5%)、混合橋0.7％(0.7％)であり、前年同期と比べると、永久橋は

2.2%増加したのに対して、木橋は2.1％減少している。

　

次に、構造上の理由から、住民の利用を一部制限している橋りょう数は、

14万3,468橋(前年同期15万765橋)である。このうち、重量が制限されて

いる荷重制限橋は４万7,143橋(５万402橋)であり、残りの９万6,325橋

(10万363橋)が交通不能橋である。制限橋の総橋りょう数に占める比率は、

荷重制限橋8.7％(9.2％)、交通不能橋17.8% (18.4%)となっている。

　

ア

　

都道府県道の橋リよう

　

都道府県道の橋りょう数は10万1,722橋(前年同期10万1,496橋)であ

る。これを構造別にみると、永久橋の数は９万6,990橋(９万5,928橋)、木

橋の数は4,426橋(5,302橋)、混合橋の数は306橋(266橋)となっている。

　

総橋りょり数に占める比率は、永久橋95.3% (前年同期94.5%)、木橋4.4%
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(5.2％)、混合橋0.3％(0.3％)であり、前年同期と比べると、永久橋は0.8%

増加したのに対して、木橋は0.8％減少し、混合橋は同率となっている。

　

次に、構造上の理由から、住民の利用を一部制限している橋りょう数は

3,364橋(前年同期4,090橋)であり、このうち、荷重制限橋は2,257橋(2,957

橋)で、残りの1,107橋(1,133橋)が交通不能橋である。制限橋の総橋りょう

数に占める比率は、荷重制限橋2.2％(2.9％)、交通不能橋1.1%(1.1%)と

なっている。

　

イ

　

市町村道の橋りょう

　

市町村道の橋りょう数は43万9,920橋(前年同期44万5,023橋)である。こ

れを構造別にみると、永久橋の数は31万9,813橋(31万2,949橋)、木橋の数

はＵ万6,863橋(12万8,503橋)、混合橋の数は3,244橋(3,571橋)となってい

る。

　

総橋りょう数に占める比率は、永久橋72.7% (前年同期70.3％)、木橋26.6

%(28.9%)、混合橋0.7％(0.8％)であり、前年同期と比べると、永久橋は2.4

％増加したのに対して、木橋は2.3%減少している。

　

次に、構造上の理由から、住民の利用を一部制限している橋りょう数は14

万104橋(前年同期14万6,675橋)であり、このうち、荷重制限橋は４万4,886

１

第66図

　

橋りょう整備の状況
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橋(4万7,445橋)で、

残りの９万5,218橋

(９万9,230橋)が交

通不能橋である。制

限橋の総橋りょう数

に占める比率は、荷

重制限橋10.2% (10.7

％)、交通不能橋21.6

%(22.3%)となって

いる。

　

なお、都道府県

道、市町村道別の橋りょうの整備状況は、第66図にみられるとおりである。
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(3)公･営住宅等

　

昭和49年３月31日現在における公営住宅等の総戸数は153万1,887戸

(前年同期147万2,602戸)であり、前年同期と比べると５万9,285戸増加し

ている。

　

とれを住宅め種類別にみると、公営住宅法に基づいて建設される公営住宅

(以下｢公営住宅｣といり。)は140万6,047戸(前年同期135万2↓133戸)、住宅

地区改良法に基づいて建設される改良住宅(以下｢改良住宅｣という。)は７万

6,411戸(６万9,024戸)、地方公共団体が独自に建設する単独住宅(以下｢単独

住宅｣という。)は４万9,429戸(５万1,445戸)となっており、総戸数に占める

比串は、公営住宅91.8 % (91.8%)、改良住宅5.0％(4,7％)、単独住宅3.2％

(3.5％)となっている。

　

また、住宅の構造別にみると、非木造住宅は77.0％に当たる117万9,536

戸であり、残りの23.0％に当たる35万2,351戸は木造住宅となっている。

これを前年同期の非木造対木造の比率75.0対25.0と比べると、非木造が2.0

％その比率を高めている。

　

次に、前年同期に対する増減率をみると、公営住宅は4.0％、改良住宅は

10.7%増加したが、単独住宅は木造住宅の老朽化等により3.9％の減少と

なっている。
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公営住宅等の設置者別比率
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なお、公営住宅等の設置者別比率の状況は第67図にみられるとおりであ

る。

　

ア

　

都道府県営の住宅

　

都道府県営の公営住宅等は60万1,198戸(前年同期58万4,652戸)で、総

戸数の39.2%m.l%)を占めており、前年同期と比べると１万6,546戸増加

しているが、設置者別比率では0.5%低くなっている。

　

これを住宅り種類別にみると、公営住宅は56万:よ､701戸(前年同期:54万

5,646戸)、改良住宅は１万8,783戸(１万7,587戸)、単独住宅は２万714戸

(２万1,419戸)となっている。

　　　

ニ

　　　　　　　　　　

＼

　

次に、前年同期に対する増減率をみると、公営住宅は2.8％、改良住宅は

6.8%増加したが、単独住宅は3.3%減少している。

　　　　

∧

　

イ

　

市町村営の住宅

　

市町村営の公営住宅等は93万689戸(前年同期88万7,950戸)で、総戸数

の60.8% (60.3%)を占めており、前年同期と比べると４万2,739戸増加して

いる。

　

これを住宅の種類別にみると、公営住宅は84万4,346戸(前年同期80万

6,487戸)、改良住宅は５万7,628戸(５万1,437戸)、単独住宅は２万8,715戸

(３万26戸)となっている。

　

次に、前年同期に対する増減率をみると、公営住宅は4.7％、改良住宅は

12.0%増加したが、単独住宅は4.4％減少している。

　　　　

ニ
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入居競争率の状況
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昭和48年度中の公営住宅等の入居公

募戸数は14万4,740戸(前年度13万9,521

戸)で,｀これに対する応募件数は69万

9,710件(卵万7,967件)であり，その入居

競争率は4.8倍(4,6倍)となっている。

　

入居競争率り状況を設置者別にみる

と、第68図にみられるとおり．都道府

　

県営は6.4倍、市町村営は3.7倍となっ
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ているが、市町村営の中では、大都市における入居競争率が7.2倍と著しく

高くなっている。

（４）幼

　　

稚

　　

園

　

昭和49年５月１日現在における国公私立幼稚園の状況は、園数１万2,685

園(前年同期１万2,185園)、園児数223万３千人(212万９千人)である。

このうち、公立の幼稚園数は39.6％(39.1％)に当たる5,024園(4,766園)、

園児数は24.1% (23.8%)に当たる53万７千人(50万７千人)であり、前年同

期と比べると、園数では258園、園児数では３万人それぞれ増加している。

　

公立幼稚園を設置者別にみると、都道府県立は20園(前年同期20園)、そ

の園児数は２千人(２千人)であり、また、市町村立は5,004園(4,746園)、

その園児数は53万５千人(50万５千人)で、公立の幼稚園の大部分が市町村

立となっている。
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幼稚園数と園児数の設置者別比率
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なお、幼稚園の設置

者別比率は、第69図

にみられるとおりであ
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次に、国公私立にお

ける小学校第１学年児

童数186万人（前年同

期156万４千人）中に

占める幼稚園終了児童

数115万１千人(94万８千人)の割合(就園率)は61.9% (60.6%)であり、年々

上昇の傾向を示している。

(５)小

　　

学

　　

校

　

昭和49年５月１日現在における公立小学校の数は２万4,372校(前年同期

２万4,360校)であり，その校舎面積は5,645万m2(5,580万９千m2)である。

これを前年同期と比べると，学校数は12校，校舎面積は64万１千m2増加
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している。

　

次に、校舎を構造別にみると、非木造校舎面積は3,383万８千m2(前年同

期3,111万６千m2)、木造校舎面積は2,261万２千m2(2,469万３千m2)であ

り、校舎面積に占める比率は、第70図にみられるとおり、非木造校舎砥9

％(55.8％)、木造校舎40.1% (44.2%)となっている。この比率を前年同期と

比べると、非木造校舎比率が4.1%高まっている。

第70図

　

小学校施設の状況

　

なお、危険校舎面積は543万２千

m2(前年同期604万４千㎡)で、校

舎面積の9.6％(10.8％)を占めてい

る。

　

この比率を前年同期と比べる

と、危険校舎比率が1.2%低くなっ

ている。

　

屋内運動場を設置している学校数

は､全校の77.8% (前年同期76.1%)

に当たる１万8,965校(１万8,528

校)であり、前年同期と比べると437

校増加している。また、プールを設置している学校数は、全校の52.7 %

(48.2%)に当たる１万2,854校(１万1,738校)であり、前年同期と比べると

1,116校増加している。

(６)中

　　

学

　　

校

　

昭和49年５月１日現在における公立中学校の数は１万168校(前年同期１

万196校)であり、その校舎面積は、3,122万５千m2(3,065万３千㎡)であ

る。

　

これを前年同期と比べると学校数は28校減少しているが。校舎面積は

人口急増地域における生徒数が増加していること等により57万２千m2増

加している。

　

次に、校舎を構造別にみると、非木造校舎面積は1,902万１千㎡(前年同

期1,764万２千m2)、木造校舎面積は1,220万４千m2(1,301万１千m2)であ

り、校舎面積に占める比率は、第71図にみられるとおり、非木造校舎60.9
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第71図

　

中学校施設の状況 ％（57.6％）、木造校舎39.1% (42.4

％）となっている。この比率を前年

同期と比べると、非木造校舎比率が

3.3％高まっている。

　

なお、危険校舎面積は187万６千

m2（前年同期203万４千m2）で、校

舎面積の6.0％（6.6％）を占めてい

る。

　

この比率を前年同期と比べる

と、危険校舎比率が0.6％低くなっ

ている。

　

屋内運動場を設置している学校数は，全校の86.2% (前年同期84.9%)に当

たる8,760校(8,661校)であり，前年同期と比べると99校増加している。ま

た，プ,¬ルを設置している学校数は，全校の45.6% (42.1%)に当たる4,641校

(4,290校)であり，前年同期と比べると351校増加している。

(７)高

　

等

　

学

　

校

　

昭和49年５月ｉ日現在における公立高等学校の数は，3,666校(前年同期

3,626校)であり，その校舎面積は2,408万３千m2(2,312万２千㎡)である。

これを前年同期と比べると学校数は40校，校舎面積は96万１千㎡増加し

ている。

第72図

　

高等学校施設の状況

　

次に、校舎を構造別にみると。非

木造校舎面積は1,850万㎡(前年同

期1,732万３千㎡)、木造校舎面積

は558万３千m2(579万９千m2)で

あり、校舎面積に占める比率は、第

72図にみられるとおり、非木造校舎

76,8% (74.9%)、木造校舎23.2^(25.1

％)となっている。この比率を前年

同期と比べると、非木造校舎比率が

1.9％高まっている。
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なお、危険校舎面積は68万９千㎡(前年同期81万９千m2)で、校舎面積

の2.9％(3.5％)を占めている。この比率を前年同期と比べると、危険校舎比

率が0.6％低くなっている。

　

屋内運動場を設置している学校数は、全校の84.0 %(前年同期83.2 %)に

当たるお､081校(3,017校)であり、前年同期と比べると64校増加している。

また、プールを設置している学校数は、全校の43.6% (41.2%)に当たる1,597

校(1,495校)であり、前年同期と比べると102校増加している。

(８)保

　　

育

　　

所

　

昭和48年10月１日現在における公私営保育所(へき地保育所を除く。)の

数は１万6,411箇所(前年同期１万5,555箇所)であり、前年同期と比べると

856箇所増加している。公営保育所の数は1万､288箇所(9,667箇所)で、第73

図にみられるとおり、総箇所数の62,7 % (62.1 %)を占め、これらを前年

同期と比べると箇所数で621箇所、公営の占める割合で0.6%増加してい

る。

第73図

　

保育所の公営と私営の状況

　

次に、公私営保育所における専任

職員数と在所者数についてみると、

専任職員数は14万８千人(前年同期

13万２千人)に対し、在所者数は

142万６千人(130万３千人)で、前

年同期と比べると専任職員数は１万

６千人、12.1%、在所者数は12万８

千人、9.4%それぞれ増加している。

　

これらを公営の保育所についてみ

ると、専任職員数は８万７千人(前

年同期７万６千人)に対し、在所者数は87万７千人(79万４千人)となって

おり、前年同期と比べると専任職員数で１万１千人、14.1^、在所者数で、

８万3千人、10.4％それぞれ増加している。
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(９)老人ホーム

　

昭和48年10月１日現在における老人ホームについてみると、公私営老人

ホームの数は1,322箇所(前年同期1,208箇所)であり。前年同期と比べると

114箇所増加している。第74図にみられるとおり、公営の老人ホームの数

は676箇所(652箇所)で、総箇所数の51.1% (54.0%)を占めており、これら

を前年同期と比べると箇所数で24箇所増加しているが、公営の占める割合

第74図

　

老人ホームの状況

軽laとﾉ、ホーム

　　　　　

1.3≪b

は2.9％減少している。

　

次に公私営老人ホームにおける専任

職員数と在所者数についてみると、専

任職員数は２万３千人(前年同期１万

９千人)に対し、在所者数は９万８千

人(８万８千人)で、前年同期と比べる

と専任職員数は４千人、18.2%、在所

者数は１万人、10.7%それぞれ増加し

ている。

　

これらを公営の老人ホームについて

みると、専任職員数は９千人(前年同期

８千人)に対し、在所者数は４万６千人(４万３千人)で、前年同期と比べる

と専任職員数は１千人、12.3%、在所者数は３千人、5.7％それぞれ増加し

　

ている。

　

老人ホームを種類別にみると、次のとおりである。

　

ア

　

養護老人ホーム

　

養護老人ホームは、居宅で養護を受けることの困難な65歳以上の老人を

収容する老人ホームである。

　

公私営養護老人ホームの数は890箇所(前年同期870箇所)で、老人ホーム

総箇所数の67.8％(72.0％)を占めており、前年同期と比べると20箇所増加し

ている。また、公営の養護老人ホームの数は588箇所(583箇所)で、このう

ち市町村の経営によるものが563箇所(557箇所)であり、その大部分を占め

ている。これを前年同期と比べると５箇所、0.9%、うち市町村営の経営によ
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るものは６箇所、1.1％それぞれ増加している。

　

イ

　

特別養護老人ホーム

　

特別養護老人ホームは、身体上又は精神上著しい欠陥があるため常時の介

護を必要とし、かっ、居宅においてこれを受けることが困難な65歳以上の

老人を収容する老人ホームである。

　

公私営特別養護老人ホームの数は350箇所(前年同期272箇所)で、老人

ホーム総箇所数の26.5% (22.5%)を占めており、前年同期と比べると78箇

所増加している。また、公営の特別養護老人ホームの数は70箇所(53箇所)

であり。前年同期と比べると17箇所、32.1%増加している。

　

その他は社会

福祉法人の経営によるものである。

　

ウ

　

軽費老人ホーム

　

軽費老人ホームは、身寄りのない老人等を無料又は低額な料金で収容し、

給食その他日常生活上の便宜を与えるための老人ホームである。

　

公私営軽費老人ホームの数は82箇所(前年同期66箇所)で、老人ホーム総

箇所数の6.2％(5.5％)を占めており、前年同期と比べると16箇所増加して

いる。また、公営の軽費老人ホームの数は18箇所(16箇所)であり、その他

は社会福祉法人の経営によるものである。

（10）し尿及びごみ処理施設

　

市町村は、その区域内における一般廃棄物の処理について、一定の計画を

定め、その計画に従って、し尿及びごみ等の収集、処理業務を実施してい

る。

　

アし尿処理

　　

(ア)処理計画人口と処理人口

　

昭和49年３月31日現在の処理計画人口は１億877万人(前年同期１

億709万人)で、前年同期と比べると168万人、1.6%増加しており、総人

口(住民基本台帳登載人口)に対する比率は、第75図にみられるとおり、

99.3％(99.0％)となっている。
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第75図 し尿の処理計画人口等と衛生処理率の推移

　　　

箭竹倍率［ﾖ

　

ﾛ]衛生処理率

　　　

に山武基本台帳人口)

施率は68.2%(69.2%)となっている。

　　

(イ)収集職員等

　

この処理計画に

基づいて実際に収

集、処理業務が実

施された区域内の

処理人口は7,415

万人（前年同期

7,413万人）で、前

年同期とほとんど

変わらず、処理計

画人口に対する実

　

し尿の収集、処理業務に従事する職員数は３万1,225人(前年同期３万565

人)であり、前年同期と比べると660人、2.2%増加している。収集職員等の

うち75.9% (75.9%)に当たる２万3,715人(２万3,189人)は収集業務を行う職

員である。

　

次に、し尿を収集し、運搬するための車両は１万901台(前年同期１万795

台)であり、前年同期と比べると106台、1.0%増加している。

　

このうち、

ノ゛キューム車は１万533台(１万469台)、運搬車は368台(326台)となって

いる。

　　

(ウ)収集処理量

　

昭和48年度中の処理計画人口に係るし尿の総排出量は5,000万kl(前年度

4,900万kl)である。このうち、市町村の収集処理によるものの比率は60.8％

(62.2%)で、その収集処理量は3,100万ｋべ3,100万kl)となっており、これ

を前年度と比べると収集率は公共下水道の普及等により1.4％滅少し、収集

処理量は同量である。

　

また、市町村の収集処理によるものの内訳は、第76図にみられるとおり

でヽ施設処理45.3%(前年度45.9%)、下水道マンホール投入3.0％(3.1％)。
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第76図

　

し尿処理の状況

下水道マンホー

　

投入

　

3.0%

その他12.5% (13.2%)であり、自家

処理の内訳は下水道放流14.0% (12.5

％)、浄化そう11.7% (10.8%)、その

他13.5% (14.5%)である。

　

なお、施設処理、下水道放流及び

浄化そう処理による衛生処理率は

74.0% (前年度72.3%)となってお

り、残りの26.0% (27.7%)は海上投

棄、農村還元等の処理によっい

る。

　

イ

　

ご

　

み

　

処

　

理

　　

(ア)処理計画人口と処理人口

　

昭和49年３月31日現在における処理計画人口は１億887万人(前年同期

１億719万人)で、前年同期と比べると168万人、1.6％増加しており、総人口

(住民基本台帳登載人口)に対する比率は、第77図にみられるとおり、99.4%

(99.1%)となっている。

第77図

　

ごみの処理計画人口等と焼却処理等による

　　　　　

処理率の推移
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この処理計画に

基づいて実際に収

集、処理業務が実

施された区域内の

処理人口は9,937

万人（前年同期

9,516万人）で、前

年同期と比べると

421万人、4.4%増

加しており、処理

計画人口に対する実施率は91.3％(88.8％)となっている。

　　

(イ)収集職員等

　

ごみの収集、処理業務に従事する職員数は６万7,676人(前年同期６万
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2,429人)であり，前年同期と比べると5,247人，8.4％増加している。収集職

員等のうち79.9% (79.9%)に当たる５万4,050人(４万9,904人)は収集業務

を行う職員である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‥

　

次に，ごみを収集し，運搬するための車両は２万1,027台(前年同期１万

9,112台)であり，前年同期と比べると1,855台，9.7％増加している。このう

ち，特殊運搬車は１万2,568台(１万1,136台)，運搬車は8,459台(8,036台)

となっている。

　　

(ウナ収集処理量

　

昭和48年度中の処理計画人口に係るごみの総排出量は4,000万七(前年度

3,900万ｔ)である。このうち，市町村の収集処理によるものの比率は，82.4％

(81.4％)で，その収集処理量は3,300万t (3,200万ｔ)となっており，これを

第78図

　

ごみ処理の状況

その他

　

I.9%―

臨速堆肥化
処

　　

理

　　

0.2％

は埋立等０処理によっている。

　

８

　

地方公営事業の状況

（1）地方公営企業

前年度と比べると100万t、2.8%増加

している。

　

また、市町村の収集処理によるもの

の内訳は、第78図にみられるとおり

で、焼却処理43.5%、埋立処理36.8％、

高速堆肥化処理0.2%、その他1.9%と

なってい･る。

　

なお、焼却処理及び高速堆肥化処理

による処理率は43.7％(前年度37.1%)

となっており、残りの56.3% (62.9%)

ア

　

概

　　　

況

　

（ア）事業数及び経営規模

昭和48年度末において地方公営企業を経営している地方公共団体の数は、
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3､382団体(47都道府県、９指定都市、3,047市町村、279企業団等)であり、

地方公営企業の数は、6,926事業(法適用企業3,080事業、法非適用企業3,846

事業)で前年度末の6,792事業と比べると134事業、2.0％増加している。こ

　　

第79図

　

地方公営企業の事業数

　　

れを事業別にみると第79図にみられ

第80図 決算規模の状況

るとおり水道事業(簡易水道事業を含

む。)が最も多く3,501事業で全体の

50.6％を占め、以下病院事業703事業

(全体の10.2%)、観光施設事業629事

業(9.1％)｡宅地造成事業504事業(7.3

％)、公共下水道事業393事業(5.7％)、

と畜場事業362事業(5.2 %)の順と

なっている。

　

昭和48年度の決算規模は，４兆1,1

08億円で前年度の３兆4,341億円と比

べると6,767億円，19.7％増加してお

り48年度の普通会計歳出決算額の23･

5％に相当する規模となっている。こ

れを事業別にみると第80図にみられ

るとおり水道事業が１兆523億円で全

体の25.6%を占め，公共下水道事業7,2

56億円(全体の17.7％)，宅地造成事業

6,116億円(14.9％)，病院事業5,647億

円(13.7％)，交通事業4,912億円(11.9

％）、港湾整備事業2,532億円(6.2 %)がこれに次いでいる。

　

地方公営企業に従事する職員の数は、31万人（法適用企業28万４千人、法

非適用企業２万６千人）で前年度29万５千人（法適用企業27万４千人、法

非適用企業２万１千人）と比べると１万５千人増加している。また、この職

員数は、普通会計職員数（昭和49年４月１日現在の地方公務員給与実態調

査による。

　

ただし、教育、警察及び消防職員を除く。）の29.0% (前年度
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水
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10,523
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(25.6%)

　　

4,912

　　　

決算規模

　

（11.9％）

　

41,108億円

　　

病

　　

院(100.0%)

　　　

5,647

　　　　　　　

公共下水道
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7･256
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人赳
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第81図

　

職員数の状況

第82図

　

建設投資額の推移

44

　　

45

　

46

　　

47

29.0%)に相当している。なお、職員

数を事業別にみると第81図にみ､られ

るとおり、病院事業が12万５千人、水

道事業が７万２千人、交通事業が６万

１千人とこの３事業で全体の82,9%に

当たる25万７千人を占めている。

　

建設投資額は､第82図にみられると

おり、２兆49億円で前年度の１兆7,359

億円と比べると2,690億円、15.5%増

加している。これを事業別にみると、

水道事業5,526億円(全体の27.6%)、

公共下水道事業5,455億円(27.2 %-)。

　　　　

宅地造成事業3,900億円(19.5

　　　　

％)となっている。

　　　　　

(イ)公益事業中の地位

　　　　　

民営を含めた公益事業全擢

48（年度）

（注）（

　　

）内の数値は、昭和44年度を

　　　

100とした指数である。

111

において地方公営企業の占め

る地位を主な事業についてみ

ると、

　

ａ

　

水道事業では、給水人
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億4,500万人のうち24億5,100万人(24.9%)が公営

　

ｄ

　

病院事業では､病床数112万６千床のうち18万９千床(16.8％)が公営

　

ｅ

　

工業用水道事業では、年間総配水量46億9,000万㎡のうち45億5,000

　　

万m3(97.0％)が公営

となっている(昭和47年度の資料による。ただし、病院事業及び工業用水道

事業は48年度の資料による。)。

　

イ

　

経

　

営

　

状

　

況

　

昭和48年度の地方公営企業の経営状況は、給与改定に伴う人件費の増、

物件費、原材料費の高騰等原価の上昇が著しかったが、他方これに対応する

料金の適正化が遅れ、また、経営合理化が不徹底等のため、赤字事業数、赤

字額が更に大幅に増加した。

　　

(ア)法適用企業の経営状況

　　　

ａ

　

損

　

益

　

収

　

支

　

昭和48年度の法適用企業の損益収支は、単年度収支では、59.5% (前年度

66.6％)の事業が黒字、40.5％(前年度33.4%)の事業が赤字となっており、黒字

団体の純利益は、524億円(前年度459億円)、赤字団体の純損失は1,314億円

(1,048億円)となっている。事業別に純損失の額をみると、交通事業は、83.5

％に当たる66事業が純損失450億円(パス事業239億円、地下鉄事業166億

円、路面電車事業42億円)を生じ、次いで病院事業は、70.7%に当たる496

事業が436億円の純損失、水道事業は、27.7%に当たる461事業が289億円

の純損失を生じており、この３事業で地方公営企業純損失全体の89.4%を占

めている。

　

累積欠損金は、4,368億円で前年度(3,758億円)と比べ610億円、16.2%増

加しているがこれを事業別にみると、交通事業が2,400億円で前年度(2,410

億円)と比べ10億円、0.4％の減であるが、病院事業は、1,050億円で前年度

(694億円)と比べ356億円、51.3％の増、水道事業は、425億円で前年度(244

億円)と比べ181億円、74.2%の増となっている。このように、交通、病院、

水道の３事業で地方公営企業の累積欠損金全体(4,368億円)の88.7%を占め

ており、また、累積欠損金の対前年度増加額でみても、この３事業で527億
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円、86.4%を占めている。

　

不良債務は、2,870億円で前年度(3,405億円)と比べて535億円、15.7%の

減となっている。これは、交通事業以外の事業においては、いずれも増加し

たにもかかわらず、交通事業において国の特別施策及び財産処分による臨時

収入により減少したためである。

第83図

　

企業債元利償還金対料金

　　　　

収入比率の推移

117.2
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資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は，１兆8,059億円

で前年度(１兆5,124億円)と比べ

2,935億円, 19.4%増加している。

これに対する財源は，１兆6,895

億円(前年度１兆4,260億円)と

105.3地下鉄

　

なっており、この内訳は、企業債

　　　　　　　

等の外部資金が１兆4,935億円、
81.5
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44

　

45

　　

46

　　

47

　　

48(判

道
通
業

ス

院

損益勘定留保資金等の内部資金が

1,960億円で、財源不足額は、1,165

億円(864億円)となっている。

　

資本的支出のうち、建設改良

費は、水道施設、地下鉄、医療施

設等の整備拡充により前年度(１

兆2,073億円)と比べ2,097億円、

17.4％増加し、１兆4,170億円と

なっている。

　　　

ｃ

　

企業債元利償還金

　

企業債元利償還金は、4,188億円で前年度(3,705億円)と比べ483億円、

13.0％増加している。企業債元利償還金の料金収入に対する比率は第83図

にみられるとおり、全事業平均は、35.8％(前年度37.5%)となっており、こ

れを事業別にみると地下鉄事業(105.3％)、工業用水道事業(78.7%)、電気事

業(66.5％)、水道事業(40.5％)が高い比率を示している。

　　

(イ)経営悪化の要因

　

昭和48年度の地方公営企業の経営が更に悪化し、赤字事業数、赤字額が
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大幅に増加したのは、

　　

ａ

　

昭和48年度は給与改定による人件費の増、物件費、原材料費の高

　　　

騰等原価の上昇が著しかったが、これに対応する料金の適正化が遅れ

　　　

たこと。
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（注）期川外の職貝給与費については、それぞれの

　　

年rtへ割りふり修正を行った。

　

昭和48年度において料金改

定を実施した事業は、交通（バ

ス）事業で全体の34.0%に当た

る18事業、水道事業で20.6%

の344事業、ガス事業で5.5%

の４事業等であるが．最近の大

きな原価上昇と対比してみると

なお多くの団体において料金の

適正化が遅れ、あるいはその改

定幅が小さく、この結果．各事

業とも料金単価が供給原価をか

なり下回る水準になっている．

合理化がなお徹底されていない

こと。

　

料金収入に対する人件費の割

合は、第84図にみられるとおり

　　　

交通事業96.4%、病院事業70.6％、水道事業36.5％と高まってきている

　　　

が､この要因としては､給与水準が国家公務員又は民間の対応職種と比

　　　

べてもかなり高いものが多く、また、人員についても人員配置の適正

　　　

化、機械化等による合理化が十分でなく遅れたままのところが多い。

　　

ｃ

　

交通事業では企業環境の悪化による乗客数の減、効率の低下等の傾

　　　

向がかなり顕著になってきたこと。

等によるものである。
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(ウ)法非適用企業の経営状況

　

法非適用企業の事業数は､3,846事業で前年度(3,786事業)と比べ60事業増

加している。この経営状況は、収入総額8,580億円(前年度7,331億円)、支

出総額8,423億円(7,239億円)、差引157億円の黒字で、これを繰上充用、繰

越財源等により調整した実質収支をみると110億円の黒字となっている。収

益的収支比率(総費鼎品轟還金×100)は, 125‘9％で前年度(129'O％)

と比べ3.1%下回っている。これを事業別にみると、収益的収支比率が100％

を下回っているのは、有料道路事業80.1％(前年度73.5%)、市場事業82.8%

(85.6%)、公共下水道事業85.4% (85.8%)、と畜場事業92.9% (92.4%)であり、

その他の事業は収支均衡点を上回っている。

　

ウ

　

企業債の状況

　

企業債の発行額は、１兆3,952億円で前年度(１兆1,365億円)と比べ2,587

億円、22.8%増加している。これを事業別にみると、水道事業4,303億円(前

年度3,619億円)、公共下水道事業3,072億円(2,567億円)、交通事業2,246億

円(1,156億円)等となっている。

　

昭和48年度末における企業債の現債高は、５兆9,931億円で前年度(４兆

9,233億円)と比べ１兆698億円、21.7%増加している。

　

これを借入先別にみ

ると、政府資金が２兆7,933億円(全体の46.6%)、公営企業金融公庫資金

8,104億円(13.5％)、その他資金２兆3,894億円(39.9%)となっている。

　

エ

　

他会計繰入金の状況

　

他会計からの繰入金は、4,201億円で前年度(3,288億円)と比べ913億円、

27.8%増加し、繰入金総額の収益的収入に対する比率は、23.8% (前年度22.6

％)となっている。これを事業別にみると、公共下水道事業が1,687億円(繰

入金総額の40.1%、前年度1,341億円と比べて25.7%増)、病院事業が958億

円(繰入金総額の22.8%、前年度642億円と比べて49.2%増)、交通事業が

486億円(繰入金総額の11.6%、前年度391億円と比べて24.2%増)、水道事

業が441億円(繰入金総額の10.5％、前年度344億円と比べて28.2%増)と

なっている。
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オ

　

財政再建の状況

　

昭和41年の地方公営企業法の改正により財政再建を進めてきた企業の数

は、当初(昭和41､42年度)155事業(水道58､交通13､ガス8､病院76)であっ

たが､48年度当初においてなお残っている再建企業の数は、42事業(水道11、

交通10、ガス1､病院20)で、このうち水道11事業は､48年度末をもって全部

が再建を終った。また、交通10事業のうち２事業(東京都、鹿児島市)が48

年度末をもって終り、残り８事業(横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸

市、北九州市、山口市、青森市)が48年度から新たに｢地方公営交通事業の

経営の健全化の促進に関する法律｣に基づいて第２次再建に移行した。また、

病院20事業は、８事業を残して12事業が48年度末をもって再建を終了し

た。この結果、当初からの再建企業で49年度以降も継続して再建に努める

こととなったものは、病院８事業のみとなっている。

　

ヵ

　

事業別状況

　　

(ア)水道事業(上水道事業及び簡易水道事業)

　　　

ａ

　

事

　　

業

　　

数

　　　　

(ａ)上水道事業

　

昭和48年度末において地方公共団体が経営する上水道事業の数は、1,709

事業で、このうち、末端給水事業は、1,666事業(うち建設中54事業)、用水供

給事業は、43事業(うち建設中18事業)である。経営主体別にみると、末端

給水事業は、都道府県営７事業、指定都市営９事業、市営587事業、町村営

1,003事業、企業団営60事業であり、用水供給事業は、都道府県営20事業、

町村営１事業、企業団営22事業となっている。

　

上水道の布設状況を団体種類別にみると、市では642市のうち632市(98.4

％)、町村では2,632町村のうち1,134町村(43.1%)に布設されている。

　　　　

(b)簡易水道事業

　

昭和48年度末において地方公共団体が経営する簡易水道事業の数は｡

1,792事業(うち法適用32事業)である。これを経営主体別にみると、町村営

は1,578事業で全体の88.1%を占め、次いで市営199事業、一部事務組合営

13事業、都道府県及び指定都市営各１事業となっている。
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ｂ

　

利

　

用

　

状

　

況

　

水道事業の給水人口は、48年度末で9,015万人(上水道事業8,385万人、簡

易水道事業630万人)に達し、前年度8,689万人と比べると3.8％増加してい

る。また、公営水道が布設されている地方公共団体の48年度末の行政区域

内人口に対する普及率は、83.2%と前年度より1.2%高くなっている。

　

昭和48年度中の年間総給水量(有収水量)は、103億3,900万m3で前年度

(95億7,300万m3)と比べると8.0％増加している。また、給水人口１人１日

当たりの給水量は、3Ul(前年度3020となっている。

　　　

ｃ

　

建

　

設

　

投

　

資

　

都市における人口の急激な増加と生活水準の向上等に伴う水需要の増大に

対処するため水道施設の建設は急速に進められている。

　

昭和48年度の建設投資額は、5,526億円で前年度(4,351億円)と比べると

1,175億円、27.0%と大幅に増加している。

　

中でも広域化の要請に伴う県営

及び企業団営の用水供給事業の建設投資額は、1,182億円(前年度468億円)

で前年度と比べ152.6%増となっている。

　　　

ｄ

　

経営の広域化

　

近年、水資源の有効利用、施設利用の効率化等の要請を反映し、48年度

末における広域水道事業の数は、都道府県営27事業(末端給水事業７事業、

用水供給事業20事業)、企業団営82事業(末端給水事業60事業、用水供給

事業22事業)となっている。

　

配水能力は、末端給水事業が813万４千㎡/日で、前年度(745万６千m3/日)

と比べると67万８千m3/日、用水供給事業が482万１千m3/日で、前年度

(423万㎡/日)と比べると59万１千m3/日それぞれ増加している。

　　　

ｅ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

(ａ)損

　

益

　

収

　

支

　

上水道事業及び法適用の簡易水道事業のうち、純利益を生じた事業は、

1,205事業(全体の72.3%)、純損失を生じた事業は、461事業(全体の27.7%)

であり、総収益対総費用比率は、99.0％で100％を下回った。

　

累積欠損金は、前年度の244億円から425億円へ、不良債務は、前年度の

　　　　　　　　　　　　　　　

―117 ―



386億円から610億円へといずれも大幅に増加している。特に、累積欠損金

の46.1% (196億円)、不良債務の53.8% (328億円)が都及び指定都市分であ

り、一部の大都市の料金改定の遅れ等による経営悪化の傾向が顕著である。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

昭和48年度の資本的支出は、6,052億円(前年度4,894億円)であり、これ

に対する財源は、企業債等の外部調達資金5,000億円、損益勘定留保資金等

の内部資金550億円で、財源不足額は502億円となっている。

　

資本的支出のうち建設改良費は、5,224億円で、86.3%を占め、前年度

(4,106億円)と比べ27.2%増加し、建設改良のための企業債も3,894億円と

前年度(3,230億円)と比べ20.6％増加している。

　　　　

(ｃ)給水原価と料金

　

昭和48年度における給水量１ｍ３当りの原価(用水供給事業を除き、法適

用の簡易水道事業を含む。)の平均は、45円35銭で、前年度(40円51銭)と比

べ４円84銭、11.9％高くなっている。給水原価の内訳は、資本費17円１銭、

職員給与費14円53銭、その他の経費13円81銭となっている。

　

規模別に給水原価の傾向をみると、原価は前年度と比べ全般的に上昇して

いるが、給水人口１万５千人未満の事業では約６割の事業が上記の平均原価

を上回っている。また、同一規模の事業であっても給水原価にかなりの格差

がみられる。なお、48年度中に料金改定を実施した事業数は、344事業(前

年度215事業)となっている。

　　　　

(d)法非適用企業

　

法非適用の簡易水道事業の数は、1,760事業(うち建設中52事業)で、この

うち黒字の事業は、1,597事業(前年度1,595事業)と全体の93.5%を占めて

おり、赤字の事業は、111事業(前年度106事業)で全体の6.5%となってい

る。また、赤字比率(jlljEIﾚｘ 100)は、前年度の7.0％から7.8％へと

高まっている。

　　

(イ)工業用水道事業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

地方公共団体が経営する工業用水道事業の数は、85事業(うち建設中12
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事業)で前年度(81事業)と比べると４事業増加している。事業数を経営主体

別にみると、都道府県営39事業、指定都市営７事業、市営29事業、町営５

事業、企業団営５事業となっている。

　

施設の箇所数は、184箇所(前年度185箇所)、給水先事業所数は、3,861

箇所(前年度3,774箇所)、年間総配水量は、渇水による給水制限等もあって

前年度と同量の45億m3(前年度45億m3)となっている。また。施設利用率

(寸今王諦念訃１)の平均は69.7%となているが施設利用率が

30％に満たないものが14箇所ある。

　　

ｂ
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状

　

況

　　　

(ａ)損

　

益

　

収
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昭和48年度における工業用水道事業の経営状況は、総体的にみれば、総

収益対総費用比率は102.5% (前年度100,4％)と100％を超えているが、単年

度欠損金を生じた事業数は31事業(建設中を除く全事業の42.5%)、累積欠損

金のある事業数は39事業(53.4%)といずれも５割前後に及んでいる。また、

累積欠損金は138億円(前年度124億円)で営業収益に対する割合は44.9%

(46.7%)となっている。

　

純利益を生じた事業は、42事業(前年度41事業)、純損失を生じた事業は、

31事業(前年度32事業)となっており、純利益は32億円(前年度24億円)、

純損失は前年度と同額の23億円となっている。

　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は、801億円で前年度(655億円)と比べると146億円、22.4%

増加している。これに対する財源は、企業債、国庫補助金等外部調達資金692

億円、内部留保資金71億円、合計763億円で財源不足額は、38億円となっ

ている。

　　

(ウ)交

　

通

　

事

　

業

　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

昭和48年度において交通事業を経営する地方公共団体の数は、120団体

で、事業数は139事業となっている。職員数は60,586人、保有車両・船舶
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の数は、バス14,478両、路面電車668両、地下鉄1,388両、船舶158隻、モ

ノレール・簡易軌道等９両となっている。

　

年間輸送人員は39億人、一日平均約1,073万人に達しているが、このう

ち758万人(全体の70.6％)は、６大都市(東京都及び横浜、名古屋、京都、

大阪、神戸の５市)によって占められている。

　

１日平均輸送人員を事業別に

みると、パス650万人(全体の60.6％)、地下鉄352万人(32.8％)、路面電車

65万人(6.0％)、その他６万人(0.6％)となっている。

　

バス事業は、高速鉄道の整備が進んでいる大都市においては、これを補完

する交通機関として、その他の地域においては中心的な交通機関としての役

割を果しているが、昭和40年頃から路面交通の幅そうを反映して伸び悩み

傾向にあったものが48年度に至り減少傾向に転じ、年間輸送人員は、前年

度の24億6,200万人に対して、48年度23億7,300万人となっている。

　

また、最近の車の激増、路面交通の渋滞により、バスの表定速度は急速に

低下しており、このような企業環境の悪化に対して、その改善を図るため。

バス専用レーンの設定、都心部の全面駐車禁止、バス優先信号システムの設

置等の対策が、48年度から49年度にかけて強力に推進されてきている。

　

路面電車事業は、路面交通が混雑してきたことにより、効率が著しく低下

した上に、大都市では地下鉄の整備が進んだことによってその利用度は年々

急速に低くなってきている。このため、路面電車の撤去や路線の縮少が相次

いで進められた結果、41年度末に631Kinであった営業キロは48年度末に

は、132Kmと約79％減少し、輸送人員は42年度の12億1,900万人から48

年度には２億3,700万人と87.6%の減少となっている。

　

都市高速鉄道事業のうち、地下鉄事業は、大都市における基幹的交通機関

として急速な整備が図られてきたが、現在、東京都、名古屋市、大阪市、札

幌市及び横浜市の５都市で営業中であり、京都市及び神戸市の２都市で建設

が進められ、更にニュータウン鉄道事業は、千葉県で建設が進められてい

る。その営業キロは161Kmで、昭和35年度末の26Kmと比べ6.2倍となり、

輸送人員も、１日平均輸送人員352万人で、35年度の71万人と比べて５倍

と増大してきている。
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昭和48年度において営業中の法適用企業79事業のうち、黒字事業は13事

業で、残りの66事業(全体の83.5%)が赤字(単年度純損失)となっている。

また、累積欠損金のある事業数は、全体の86.1%、68事業(前年度69事業)

に及んでおり、これを赤字の額でみると純損失は450億円で前年度の552億

円を下回った。

　

これは47年度から48年度にかけて58事業(全体の70.7%)

が料金改定を実施したことが大きな要因となっている。累積欠損金は前年度

の2,410億円から2,400億円へ、不良債務は1,840億円から998億円へと減少

しているが、これはほとんど大部分が国の特別施策あるいは財産処分という

臨時収入によるものであり、実質的には累積欠損金及び不良債務ともに前年

度と比べて大幅に増加している。これを営業収益に対する割合でみると、単

年度純損失の比率は前年度の41.7%から27.0%に、累積欠損金比率は182.3%

から144.0%に、不良債務比率は139.1%から59.9%とそれぞれ低くなって

いる。

　

事業別にみると、パス事業は53事業中42事業(全体の79.2%、前年度45

事業)が純損失を生じており、その額は、239億円で、前年度の258億円と比

べて19億円の減となっているが、営業収益に対する純損失の割合は23.3%と

なっている。また、累積欠損金の額は、1,023億円で前年度の1,196億円と比

べて173億円の減、不良債務は、303億円で前年度の954億円と比べて651

億円の減となっている。路面電車を経営する８都市のうち単年度黒字は一般

会計からの繰り入れが行われた名古屋市のみで、他の７都市は全部赤字であ

り純損失の額は42億円、営業収益に対し56.0％となっている。また、累積欠

損金は東京都を除く７都市が有しておりその額は289億円、営業収益に対し

て385.0%であり、不良債務は78億円、営業収益に対し104.0％となってい

る。地下鉄事業は５団体(建設中の３団体を除く。)全部が純損失を生じ、そ

の額は166億円、営業収益に対し30.2％であり、前年度(251億円)と比べ85億

円の減となっている。また、累積欠損金は1,075億円で、前年度923億円と比

べて152億円、16.5％の増、不良債務は608億円で、前年度692億円と比べて
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84億円、12.1%の減となっている。
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資本的支出は、大都市における地下鉄建設の推進を反映して、2,509億円

(うち地下鉄事業1,595億円)と前年度(1,651億円)と比べると858億円増加

している。この内訳は、建設改良費1,340億円(うち地下鉄事業1,203億円)、

企業債償還金524億円(うち地下鉄事業348億円)、その他645億円である。

　

これに対する財源は、企業債を主とする外部資金2,295億円、内部資金82

億円併せて2,377億円(うち地下鉄事業1,595億円)で財源不足額は、132億円

(前年度222億円)となっている。

　　

(エ)電

　

気

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

地方公共団体が経営する電気事業の数は34事業、発電所数は既設のもの

171、建設中のもの17併せて188となっており、全部水力発電である。経営

主体別にみると、都道府県営31事業、168発電所、市営１事業、２発電所、

町村営２事業、１発電所(町営１事業は受電)となっており、一般供給１事業

及び一部特定供給２事業のほかは、すべて電力会社への卸売事業である。

　

既設の発電所(171発電所)の発電能力は、最大出力197 Mkｗ、年間発生電

力量は、61億ｋｗＨとなっている。民営を含む電気事業に占める割合は発電

所数7.9％、最大出力2.1％、発生電力量1.3%となっている。なお、水力だ

けの割合でみると発電所数11.2%、最大出力8.7％、発生電力量8,5％となっ

ている。
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電気事業の総収益対総費用比率は、107.1 %と黒字基調を維持しているも

のの、前年度の110.6％と比べ3,5％低下している。純利益は22億円(28事業)

で、前年度の28億円(33事業)と比べて６億円(５事業)減少し、純損失は２億

円(６事業)と前年度の１百万円(１事業)と比べて大幅に増加している。これ

は、渇水による発電量の減少に加えて、人件費、物件費等が増加したことに

よるものである。
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資本的支出は216億円で、これに対する財源は、企業債等の外部資金が

116億円、内部資金98億円、合計214億円で、財源不足額は２億円となっ

ている。

　　

(オ)ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

昭和48年度末において地方公共団体が経営するガス事業の数は73事業

で、経営主体別にみると県営２事業、市営38事業、町村営32事業、企業団

営１事業となっている。公営ガス事業の供給戸数は53万２千戸(前年度49

万１千戸)で、計画供給戸数67万４千戸に対する普及率は、78.9% (前年度

78.9%)となっている。

　

その供給量は、２億60百万ｍ３(１万kcal換算)で、

前年度(２億29百万m3)と比べて31百万m3、13.6％増加している。民営を

含むガス事業全体に占める地位をみると、事業数では29.2%となっている

が、需要家戸数では4.1%、販売量では4.0％となっている。
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ガス事業は、全事業73事業のうち29事業(全体の39.7%)が純利益３億円

を生じ、純損失を生じた事業数は44事業(60.3％)で、その額は９億円となっ

ている。総収益対総費用比率は96.5%と年度後半以降における原料の急激な

高騰、給与改定に伴う職員給与費の増嵩等により初めて収支均衡点を下回っ

た。累積欠損金は31事業(全体の42.5%)が有し、その額は13億円、不良

債務は22事業(30.1％)で、その額は21億円となっている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は86億円で、これに対する財源は、企業債等の外部資金が

52億円、内部資金が10億円、合計62億円で財源不足額は24億円となって

いる。

　　

(ヵ)病

　

院

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

昭和48年度において病院事業を経営する地方公共団体の数は704団体で
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あり、その病院数は942病院となっている。病院数を経営主体別にみると、

都道府県営214病院(47都道府県)、指定都市営30病院(９指定都市)、市営

266病院(236市)、町村営322病院(322町村)及び一部事務組合営110病院

(90組合)となっている。

　

一般病院について規模別にみると、都道府県営病院の35.1％、指定都市営

の40.7％、市営病院の39.9%が300床以上の大規模病院である。

　

また、

100床未満の小規模病院は一般病院の36.4%で、しかもそのうち69.8%に当

たる214病院は、患者が少ないこと等のため民間医療機関での診療が期待で

きない辺地等の不採算地区において医療の確保に努めている。

　

昭和48年度における病床数は18万９千床で、前年度(18万８千床)と

比べ0.8％の増加となっており、入院・外来延患者数は、１億25百万人で、

前年度(１億23百万人)と比べると1.4％増加している。

　

なお、病床利用

率(一年gとよ§UtlrLXloo)は、77.6% (前年度78.2 %)で外来入院比率

[岸萱叉]昌]§芸×100)は1375％(1353％)となっている。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

（ａ）損

　

益

　

収

　

支

　

昭和48年度の病院事業の経営状況は、同年度において人件費、物件費等

の上昇が著しかったこと、収入の大宗である社会保険診療報酬の改定が49

年２月から実施されたためその効果が２か月にとどまったこと等により更

に大幅に悪化した。純損失を生じた事業は、全体の70.7%に当たる496事業

に及び前年度の360事業（全体の51.1%)と比べ37.8％の増となっており、

その額は、前年度の199億円から436億円へと237億円増加した。また、累

積欠損金の額も前年度の694億円から1,050億円へと356億円、不良債務も

前年度の479億円から751億円へと272億円、いずれも大幅に増加してい

る。

　

純損失を生じた事業の比率を経営主体別にみると、都道府県営65.2%、指

定都市営66.7%、市営76.6%、町村営66.1%、組合営74.4%となっている。

また．医業収益対医業費用比率(IEjSI芸卦×100)は、83.0％で、これを
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病院の種別でみると、一般病院84,8％(前年度91.4％)、結核病院62.4%

(72.7%)、精神病院61.7％(70.2％)となっている。また、48年度末において

累積欠損金を有する事業数は、全体の71.8%に当たる504事業となってお

り、不良債務を有する事業数は、全体の57.5%に当たる405事業となってい

る。

　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は850億円(前年度641億円)で、その内訳は、建設改良費691

億円、企業債償還金92億円、その他66億円となっている。これに対する財

源は、企業債等の外部資金685億円、内部資金93億円で財源不足額は72億

円となっている。

　　　

(ｃ)他会計繰入金

　

他会計からの繰入金は958億円であり、このうち損益収支への繰り入れは

601億円で、総収益に対する比率は13.2％である。また、資本収支への繰り入

れは281億円で、資本的支出の33.1%、建設改良費の40.7%となっている。

　

なお、期間外収支への繰り入れは、76億円となっている。

　　

(キ)公共下水道事業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

昭和48年度末における公共下水道事業の数は393事業(法適用企業28事

業、法非適用企業365事業)となっており、これを経営主体別にみると、都

道府県営15事業、指定都市営９事業、市営316事業、町村営39事業、企業

団・一部事務組合営14事業となっている。

　

昭和48年度末における排水区域面積は、39万ｈａとなっている。現在排

水人口は2,549万人で前年度(2,443万人)と比べると106万人、4.3%増加し、

年間処理水量は96億m3で前年度(70億m3)と比べると26億㎡、37.9%増

加している。

　

公共下水道事業の建設投資額は、5,455億円で前年度(5,033億円)と比べる

と422億円、8.4％増加しており、この財源としての地方債は、2,993億円で

前年度(2,496億円)と比べ497億円、19.9％増加している。
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法適用企業の総収益は883億円で、その内訳は他会計繰入金443億円(総

収益の50.2％)、料金収入283億円(32.0%)、その他157億円で、総費用は

936億円となっている。純利益を生じた事業数は19事業で、その額は６億円

となっており、純損失を生じた事業数は９事業で、その額は60億円となっ

ている。

　　　　

(b)資

　

本

　

収

　

支

　

法適用企業の資本的支出は、2,712億円(前年度2,554億円)で、これに対

する財源は、企業債1,715億円(資本的支出に対して63.2%)、国庫(県)補助

金443億円(16.3％)、その他265億円(9.8％)、内部留保資金106億円、合計

2,529億円で、財源不足額は183億円(前年度67億円)となっている。

　　　　

(ｃ)法非適用事業の経営状況

　

法非適用の公共下水道事業の総収益は530億円で、その内訳は、他会計繰

入金338億円(収益的収入の63.8%)、料金収入109億円(20.6%)、その他83

億円で、総費用は539億円となっている。また、黒字を生じた事業数は333

事業(全体の91.2%)、赤字を生じた事業数は32事業(8.8％)となっている。

　

資本的収入は3,226億円で、このうち国庫(県)補助金は868億円(資本的

収入の26.9％)、他会計繰入金は526億円(16.3％)となっている。

　　

(ク)その他の地方公営企業

　　　

ａ

　

事

　　

業

　　

数

　

地方公共団体は以上の事業のほか各種の事業を経営しており、昭和48年

度末における事業数は2,002事業(法適用336事業、法非適用1,666事業)と

なっている。その内訳は、港湾整備事業179事業、市場事業138事業、と畜

場事業362事業、観光施設事業629事業、宅地造成事業504事業、有料道路

事業38事業、駐車場整備事業94事業、その他の事業58事業である。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

㈲港湾整備事業

　

法適用の港湾整備事業は、13事業が純利益31億円を、４事業が純損失2
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億円を生じており、法非適用の港湾整備事業は、135事業が黒字61億円を、

24事業が赤字25億円を生じている。

　　　

(b)市

　

場

　

事

　

業

　

法適用の市場事業は、５事業が純利益２億円を、７事業が純損失４億円を

生じており、法非適用の市場事業は、99事業が黒字５億円を、12事業が赤

字９億円を生じている。

　　　

(ｃ)と畜場事業

　

法適用のと畜場事業は、３事業が純利益31百万円を、３事業が純損失４

億円を生じており、法非適用のと畜場事業は、296事業が黒字３億円を、56

事業が赤字11億円を生じている。

　　　

(d)観光施設事業

　

法適用の観光施設事業は、130事業が純利益28億円を、37事業が純損失

３億円を生じており、法非適用の観光施設事業は、348事業が黒字11億円

を、99事業が赤字18億円を生じている。

　　　

(ｅ)宅地造成事業

　

法適用の宅地造成事業は、33事業が純利益86億円を、８事業が純損失５

億円を生じており、法非適用の宅地造成事業は、322事業が黒字263億円を、

76事業が赤字148億円を生じている。

　　　

(f)有料道路事業

　

法適用の有料道路事業は、３事業が純利益18百万円を、15事業が純損失

25億円を生じており、法非適用の有料道路事業は、17事業が黒字22百万円

を、３事業が赤字11億円を生じている。

　　　

(g)駐車場整備事業

　

法適用の駐車場整備事業は、２事業が純利益７百万円を、３事業が純損失

42百万円を生じており、法非適用の駐車場整備事業は、75事業が黒字２億

円を、９事業が赤字１億円を生じている。

　　　

(h)その他の事業

　

法適用の各種事業(採石、有線放送、林業、製材、畜産、自動車学校、骨

材製造等)は、40事業が純利益40億円を、17事業が純損失２億円を生じて
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いる。

（２）国民健康保険事業

　

昭和36年度に達成された国民皆保険の中で国民健康保険事業は。健康保

険等の被用者保険と並んで我が国の社会保険制度の中で大きな役割を果たし

ている。

　

国民健康保険事業の保険者は、市町村(特別区、一部事務組合を含む。)及

び同種の事業又は業務に従事する者で構成されている国民健康保険組合であ

る。被保険者は、原則として、被用者保険に加入していないすべての住民で

ある。保険者は、被保険者に対して、一定の療養の給付等を行い、国民健康

保険事業の中心である法定の医療給付に係る給付率は、すべての市町村につ

いて世帯主、世帯員とも７割であり、その財源は、原則として、保険税(料)及

び国庫補助金によって運営される建前となっている。市町村が保険者となっ

て実施している国民健康保険事業の概要は次のとおりである。

　

昭和49年３月31日現在の保険者は、3,288団体(９大都市、632都市、

2,621町村、23特別区、3一部事務組合)であり、このうち直営診療所を設置し

ている団体は749団体(都市127、町村622)である。これらを前年度と比べ

ると、保険者は１団体増加し、直営診療所設置団体は24団体減少している。

市町村合併の実施により年々減少していた保険者が前年度に引き続き増加し

たのは、前年度は事業を実施していなかった沖繩県の７村が、昭和48年４

月１日から事業を実施したことによるものである。

　

なお、鹿児島県の２村(三島村、十島村)は、離島であるため医師の確保が

困離であることにより、昭和48年度まで事業を実施していなかったが、昭

和49年４月１日から、医師の出張診療が行われることになったことにより

事業を実施している。

　

これによって、昭和49年度においては、全市町村が

国民健康保険事業を実施している。また、直営診療所設置団体は年々減少し

ているが、これは医師の確保難、交通事情等の環境条件の変化等によるもの

である。

　

昭和49年３月31日現在の被保険者数は、医療保険適用者総数１億942万
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７千人の37.9%に当たる4,144万５千人であり、世帯数は1,304万６千世帯

となっている。これらを前年度と比べると、被保険者数は、前年度(4,169万

３千人)より24万８千人減少しているが、世帯数は、前年度(1,292万３千世

帯)より12万３千世帯増加している。被保険者数が減少したのは、国民健康

保険から被用者保険への移動等によるものであり、世帯数が増加したのは、

いわゆる核家族化が進行していること等によるものである。

　

国民健康保険事業会計は、保険給付を取り扱う事業勘定と、保険者が設置

する直営診療施設を経理する直診勘定からなっているが、これらの状況は次

のとおりである。

　

ア

　

事

　

業

　

勘

　

定

　　

(ア)歳

　　　

入

　

事業勘定の歳入決算額は、１兆６億円で、前年度(8,324億円)と比べると

1,681億円、20.2% (前年度22.2%)増加している。

　

歳入の内訳をみると、国民健康保険税(料)は、3,088億円(歳入総額の30.9

％)で､前年度(2,577億円)と比べると511億円､19.8% (前年度16.4%)増加し

ており、国庫支出金は5,982億円(59.8％)で、前年度(4,845億円)と比べると

1,137億円、23.5％(前年度26.6%)増加し、国民健康保険税(料)と国庫支出金

の両者で歳入総額の90.7% ( 89.2%)を占めている。　国庫支出金のうち、療

養給付費負担金は4,980億円(歳入総額の49.8%)で、前年度(4,066億円)と

比べると914億円、22.5% (前年度27.9%)増加しており、財政調整交付金は

612億円(6.1%)で、前年度(498億円)と比べると114億円、22.8% (前年度

26.7%)増加している。前年度においては診療報酬の改定の平年度化によっ

て、療養給付費負担金及び財政調整交付金の増加率が大幅に上昇したのに対

し、48年度においては、診療報酬の改定が年度末に近い49年２月に行われ、

これによる影響は少なかったため、これらの増加率は前年度のそれを下回る

こととなった。しかしながら、老人医療の無料化の平年度化等による受診率

の上昇及び高額療養費支給制度の実施に伴う医療費の増嵩等により、これら

の国庫支出金の増加率は、歳入総額の増加率を上回ることとなった。また、

都道府県支出金(189億円)及び他会計繰入金(312億円)のうち、財源補てん的
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なものは、それぞれ183億円、270億円にも及んでおり、歳入総額の1.8%、

2.7％を占め、前年度(168億円、202億円)と比べるとそれぞれ15億円、9.0

％(前年度38.9%)、69億円、34.0% (前年度34.0%)増加している。

　　

(イ)歳

　　　

出

　

歳出決算額は9,650億円で、前年度(8,057億円)と比べると1,593億円、

19.8％(前年度24.8%)増加している。

　

歳出の内訳をみると、総務費は524億円で、歳出総額の5.4％を占め、前

年度(436億円)と比べると88億円、20.2％(前年度15.0%)増加している。総

務費のうち、一般管理費と賦課徴収費を合わせたいわゆる事務費は461億円

(歳出総額の4.8％)で、前年度(380億円)と比べると81億円、21.2% (前年度

15.7%)増加している。この事務費に対する国庫負担金の比率は63.2%で、前

年度(64.4%)と比べるとi.2%m少しており、この比率はここ数年度間漸減の

傾向を示している。次に、保険給付費は8,861億円(歳出総額の91.8%)で、

前年度(7,415億円)と比べると1,446億円、19.5% (前年度27.4%)増加してい

る。

　

保険給付費のうち、療養諸費は8,732億円で、前年度(7,292億円)と比

べると1,439億円、19.7% (前年度27.8%)増加している。療養諸費の増加率

が前年度の増加率を下回ったのは、前述したように、老人医療の無料化の平

年度化等に伴う受診率の上昇による医療費の増嵩はあったものの、診療報酬

の改定による影響が少なかったことによるものである。また、その他の給付

費は92億円で、前年度と同額となっている。

　　

(ウ)収

　　　

支

　

実質収支は353億円の黒字であるが、この実質収支額から財源補てん的な

都道府県支出金、他会計からの繰入金及び他会計への繰出金を調整した再差

引収支は95億円の赤字で、前年度(98億円の赤字)と比べると３億円赤字額

が減少している。

　

この再差引収支額によって全団体を黒字団体と赤字団体に分けてみると、

黒字団体数は2,535団体で、前年度(2,414団体)と比べると121団体(都市

15、町村106)増加しており、その黒字額は322億円で、前年度(254億円)と

比べると68億円増加している。一方、赤字団体数は753団体で、前年度(873
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団体)と比べると120団体(都市16、町村104)滅少しており、その赤字額は

417億円で、前年度(353億円)と比べると64億円赤字額が増加している。再

差引収支額による赤字額を団体種類別にみると、都市153億円、大都市132

億円、特別区110億円、町村22億円となっている。

　

このように、都市、大

都市及び特別区の収支が悪いのは医療機関が発達していることもあって受診

率が高く、医療費が増嵩すること等にもよるが、保険税(料)率がその医療給

付の水準に比較して低い点にも原因があ右。

　

イ

　

直

　

診

　

勘

　

定

　

直診勘定の歳入決算額は256億円で、前年度(215億円)と比べると41億円、

19.1％(前年度19.0％)増加している。このうち、診療収入は182億円(歳入総

額の71.2%)で、前年度(158億円)と比べると25億円、15.6% (前年度18.2%)

増加している。歳出決算額は266億円で、前年度(225億円)と比べると41億

円、18.3％(前年度16.0％)増加している。このうち、総務費(医師等に係る

人件費を含む。)は129億円(歳出総額の48.5%)で、前年度(109億円)と比べ

ると20億円、18.6% (前年度13.7%)増加している。次に、医業費は90億円

(33.9%)で、前年度(72億円)と比べると18億円、25.3% (前年度14.1％)増

加している。

　

なお、医業費の診療収入に占める比率は49.4% (前年度45.6%)である。

　

実質収支は12億円(前年度11億円)の赤字である。この実質収支額から、

他会計からの繰入金を控除し、他会計への繰出金を加えた再差引収支は49

億円の赤字であり、前年度(39億円)と比べると10億円赤字額が増加してい

る。実質収支の黒字団体は574団体で、前年度(598団体)と比べると24団

体(都市7、町村17)滅少しており、赤字団体は175団体で、前年度と同数で

ある。

(３)その他の事業

　

ア

　

収

　

益

　

事

　

業

　

収益事業(競馬、自転車競走、小型自動車競走、モーターボート競走及び

宝くじ事業をいう。)のうち、公営競技については畜産及び機械工業等関連産
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業の振興を、宝くじ事業については浮動購買力の吸収を図りつつ地方財政資

金を調達し、その健全化を図ることを目的として施行されるものである。

　

昭和48年度において収益事業を施行した地方公共団体の数は、延べ539

団体(前年度519団体)である。これを事業別にみると、自転車競走事業を施

行した団体が267団体(259団体)で最も多く、モーターボート競走事業138

団体(124団体)、競馬事業71団体(73団体)、宝くじ事業56団体(56団体)、

小型自動車競走事業７団体(７団体)がこれに次いでいる。また、これを施行

団体種類別にみると、都道府県では延べ77団体(78団体)が実施しており、

市町村では延べ462団体(441団体)が実施している。

　　

(ア)経

　

営

　

状

　

況

　

昭和48年度の決算額は、歳入２兆6,164億円、歳出２兆5,410億円となっ

ている。これを前年度と比べると、歳入6,071億円、30.0％、歳出5,800億

円、29.6%それぞれ増加している。

　

実質上の収支(歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源及び他会計

からの繰入金を控除し、他会計への繰出金を加えた額)は3,433億円の黒字

であり、前年度(2,592億円)と比べると841億円、32.4% (前年度16.2%)増加

している。

　　

(イ)収益金の使途状況

　

収益金の大部分は普通会計へ繰り入れられ(繰入額2,858億円、前年度の

34.9%増)、道路、小・中学校等の教育施設、社会福祉施設、農業基盤等の整

備事業等の財源として充当されている。繰入財源の一般財源に対する比率は

2.9%で、前年度(2.7 %)を若干上回っている。

　

収益金の使途状況を目的別にみると、土木費への充当額(922億円、繰入総

額の32.2%)が最も多く、教育費(827億円、28.9%)がこれに次いでおり、こ

の両者に繰入総額の61.1％が充当されている。このほか、民生費(231億円、

8.1％)、農林水産業費(136億円、4.8％)、衛生費(134億円、4.7％)、商工費

(40億円、1.4％)等の財源として活用されている。

　

なお、収益金のうち、公営企業に係る地方債の利子の軽減に資するための

資金として、公営企業金融公庫に納付された額は114億円(前年度83億円)
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となっている。

　

イ

　

共

　

済

　

事

　

業

　　

(ア)農業共済事業

　

昭和48年度において農業共済事業を実施した市町村は1,156団体で､前年

度(1,190団体)と比べると34団体減少している。

　

農業共済事業会計の決算額は、歳入263億円、歳出222億円で、前年度と

比べると、歳入は18億円、7.3％、歳出は13億円、6.3%それぞれ増加し

ている。

　

なお、実質上の収支は18億円(前年度19億円)の黒字となっている。

　　

(イ)交通災害共済事業(直営方式)

　

昭和48年度において直営方式により交通災害共済事業を実施した地方公

共団体は229団体(２県、169市町村、58一部事務組合)で、前年度と比べる

と、一部事務組合が２団体減少している。

　

また、加入者は2,335万人(前年

度1,972万人)となっている。

　

交通災害共済事業会計の決算額は、歳入121億円、歳出79億円で、前年

度と比べると歳入は13億８千万円、12.9%増加し、歳出は４億９千万円、

6.7%増加している。

　

なお、実質上の収支は、死亡事故による給付件数が減少したこともあっ

て、22億５千万円(前年度14億円)の黒字となっている。

　

ウ

　

そ

　　

の

　　

他

　　

(ア)公益質屋事業

　

昭和48年度において公益質屋事業を実施した市町村は89団体(前年度103

団体)で、前年度と比べると14団体減少している。

　

公益質屋事業会計の決算額は、歳入13億37百万円、歳出13億10百万円

で、前年度と比べると、歳入は同額となっており、歳出は21百万円、1.6%

増加している。

　

なお、実質上の収支は、３億30百万円の赤字となっている。

　　

(イ)公立大学附属病院事業

　

公立大学附属病院事業会計の決算額は、歳入333億円(前年度284億円)。
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歳出331億円(282億円)で、前年度と比べると、歳入49億円、17.3%、歳出

49億円、17.3%それぞれ増加している。

　

なお、実質収支(歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を控除し

た額)は、他会計からの繰入金が104億円(歳入総額の31.2％)と多額に上っ

ているにもかかわらず11億円(前年度11億円)の赤字となっている。
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第２

　

昭和49年度及び昭和50年度の

　　　

地方財政の見通し

昭和49年度の地方財政

　

年度当初における経済見通しと国の財政運営方針、地方財政計画の概要、

年度中の経済情勢の推移と国の財政及び地方財政の補正措置、地方公営事業

に関する財政運営並びに地方財政の運営の状況をみると、次のとおりであ

る。

(１)当初の経済見通しと国の財政運営方針

　

｢昭和49年度の経済見通しと経済運営の基本的態度｣(49年１月閣議決定)

によれば、昭和49年度の我が国経済においては特に年度当初に、石油の供

給削減の影響による供給面の制約から、物資需給、物価、雇用等の面において、

国民生活に少なからざる影響が及ぶことが懸念される。

　

このような認識の下に、昭和49年度の経済運営に当たっては、適切かつ

機動的な政策運用により、国民生活の安定と国民経済の円滑な運営を確保す

るために、物価の安定確保を最優先の政策課題とし、総需要の抑制、物資需

給の均衡確保、エネルギー消費の節減・合理化、長期的視点からの資源、エ

ネルギー、食糧の安定的供給の確保等を図るとともに、国民福祉向上のため

の諸施策を引き続き推進し、玄た、国際経済関係の調和的発展のため経済協

力等対外経済政策を講ずること等を重点的に行うものとされた。以上のよう

な経済運営の下において、昭和49年度の経済活動は、年度当初は停滞する

ものとみられるが、年度後半には回復、安定に向かい、経済成長率は実質

2.5%(名目12.9%)程度にとどまるものと見込まれた。

　

昭和49年度の国の財政運営に当たっては、このような経済見通しと経済

運営の基本的態度にのっとり、国民生活の安定と福祉の充実に配意しつつ、

抑制的なものとするとともに、今後の経済情勢の推移に対応し得るよう機動
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的、弾力的な運営を行うことを基本とし、このため、財政規模を厳に抑制し、

公債及び政府保証債の発行額を縮減するとともに、給与所得者を中心とする

税負担の軽減適正化を図るための大幅な減税を行い、公共料金は極力凍結す

ることとされた。また、歳出内容については、国民生活の安定に寄与する施

策の充実を図る一方、新幹線鉄道建設事業等巨額の経費を要する事業の繰延

べをはじめ、公共事業等を前年度当初予算と同額以下に抑制し、組織新設の

抑制、公務員の定員削減、既定経費の整理合理化等により、財源の重点的か

っ効率的な配分を行うとともに、経済情勢の推移に対処するため、予算及び

財政投融資計画の執行に当たり、その弾力的な運用を図り得るよう措置する

こととされた。これにより、国の一般会計予算の規模は、17兆994億円で、

前年度当初予算(14兆2,840億円)と比べて２兆8,154億円、19.7%の増加と

なっている。

　

なお、公債の発行額は２兆1,600億円(前年度当初発行予定額

２兆3,400億円)、政府保証債の発行額は4,000億円(4,500億円)となってい

る。

(２)地方財政計画

　

昭和49年度の地方財政計画は、物価上昇、石油問題等内外の経済情勢の

推移と地方財政の現状にかんがみ、地方財源の確保に配慮を加えつつ、国と

同一の基調により、総需要の抑制に資するため、公共投資をはじめとする歳

出を極力圧縮するとともに、財源の重点的配分と経費支出の効率化に努め、

地域住民の生活の安定と福祉の充実を図るための施策を推進することを基本

とし、併せて経済情勢の推移に応じて機動的、弾力的な運用を図り得るよう

措置するものとして、次の方針に基づいて策定された。

　

第１に、個人の住民税及び事業税、小規模住宅用地の固定資産税等につい

て3,663億円の大幅な減税を行い、住民負担の軽減合理化を図るとともに、

市町村民税法人税割の税率引上げ等により地方税源を拡充強化し、自動車取

得税の税率引上げをはじめとして地方道路財源の確保を図ることとする。

　

第２に、地方財政の状況等を考慮し、地方交付税について、昭和49年度

の特例として交付税及び譲与税配付金特別会計の借入金残高に相当する
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1､679億６千万円を減額し、後年度において調整するものとする。

　

第８に、総需要抑制の見地から地方債の発行額を極力圧縮するとともに、

地方債資金における政府資金の構成比率を高め、償還期限を延長する等地方

債の質的改善を図る。

　

第４に、総需要抑制の要請を踏まえつつ、住民生活の安定と住民福祉の充

実のための施策を重点的に推進することとし、地方交付税、地方債、国庫補

助負担金等の重点的な配分を図る。

　

第５に、地方公営企業の経営の健全化と経営基盤の強化を図るため、病院

事業に対し不良債務解消のため新たな助成措置を講ずるとともに交通事業の

経営の再建を引き続き推進する。また、地方公営企業に対する地方債につい

て、生活関連事業を中心に重点的な増額及び貸付条件の改善等を行うことと

する。

　

第６に、地方財政の健全化と財政秩序の確立を図るため、国庫補助負担制

度の改善、超過負担の解消及び住民の税外負担の解消等のための措置を講ず

ることとする。

　

第７に、今後の経済情勢の推移及び地方公務員の給与改定等の財政事情の

変化に対応し､｡地方財政の機動的、弾力的な運用を図るため、あらかじめ財

源を留保することとする。

　

これらの方針に基づいて策定された地方財政計画の規模は、17兆3,753億

円で、前年度(14兆5,510億円)と比べて２兆8,243億円増加し、その増加率

は19.4%となっている。

　

なお、49年度当初の地方債計画は、厳しい経済情勢に対処するための総

需要抑制の要請を踏まえながら、住民福祉の向上と住みよい地域社会の形成

を図るため、人口急増地域の学校施設整備、辺地及び過疎対策、同和対策、

下水道及び上水道並びに公立病院に係る地方債を重点として、総額２兆3,390

億円の規模で策定された。

　

この額は前年度当初計画(２兆2,530億円)と比べ

ると、860億円、3.8%の増加となっている。

― 137 ―



（３）経済情勢の推移と財政運営の経過

　

ア

　

経済情勢の推移

　

石油の供給削減の影響により、年度当初、物資需給、物価、雇用等の面に

おいて、国民生活に少なからざる影響が及ぶことが懸念された我が国経済

は、前年度から引き続きとられてきた総需要抑制策の効果が実体経済面に浸

透するにつれて、物資需給は緩和し、物価も鎮静化の方向に向っているが、

エネルギー価格、賃金の大幅引上げ等によるコスト上昇要因もあって、物

価の今後の動向にもなお警戒を要するものがあり、内外の経済動向を考慮す

ると、昭和49年度の経済成長率は、名目では18.7%程度となるものの、実

質ではマイナス1.7%程度になるものと見込まれる。

　

イ

　

国の財政の補正措置

　

国の財政においては、人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定、公共土

木施設等の災害復旧対策、49年産米の政府買入価格の引上げ等に伴う食糧

管理特別会計への繰入れ、公立文教施設等の建築単価の是正等、福祉年金等

の改善実施期日の繰上げ等、生活扶助基準等の引上げ、診療報酬等の改定に

伴う老人医療費等の増加、日本国有鉄道の財政基盤の強化等のための事業

費助成、地方交付税交付金の増額等のため、昭和49年12月、総額２兆987億

円の補正予算が編成されたが、歳入面においては、租税及び印紙収入１兆

6,120億円、税外収入2,176億円並びに地方交付税に係る前年度剰余金受入

2,691億円の合計２兆987億円が追加された。

　

この補正予算の規模は、大型

の補正とされた前年度補正予算(9,886億円）を更に上回る大型の補正である

が、内容においては、総需要の抑制を基調として、歳出に追加する経費は特

に緊要にしてやむを得ないものに限るものとされた。なお、財政投融資計画

については、現在まで住宅金融関連及び中小企業金融関連等４回（49年10

月、11月、12月及び50年１月）にわたって追加が行われ、その追加総額は、

１兆779億円となっている。

　　

ウ

　

地方財政の補正措置

　

地方財政においては、地方交付税が国の補正予算における所得税及び法人
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税の追加額の計上に伴う5,152億円に昭和48年度分の国税三税の自然増収

に伴う地方交付税の精算分2,691億円を加え合計7,843億円増額された。

　

こ

のうち、地方交付税の再算定を通じて、給与改定に要する5,590億円、公立

文教施設等の建築単価是正等に要する66億円、生活扶助基準等の引上げに

要する100億円、私学助成等に要する85億円、臨時土地対策のための1,530

億円及び当初算定の際の調整減額分の復活に要する93億円、合計7,464億

円が普通交付税の増額に充てられ、379億円が特別交付税の増額に充てられ

ることとなった。

　

なお、地方公務員の給与改定については、人事院勧告の内容が49年４月１

日から俸給その他諸手当の改善により給与を29.64%引き上げるという近年

例をみない高率なものであり、国家公務員に準じて地方公務員の給与改定を

行う場合の一般財源所要額は１兆2,365億円と見込まれ、既に措置されてい

た2,925億円を差し引くと、新たな財源所要額は9,440億円(交付団体分7,2

70億円、不交付団体分2,170億円)と見込まれ、前年度の要措置額(2,370億円)

の４倍に達した。このため、地方税におるけ法人関係税め増収及び既定経費

の節約を見込んだ上で、交付団体については5,590億円が地方交付税の増額

によって措置されることとなったものである。

(４)地方公営事業に関する財政運営

　

ア

　

地方公営企業

　

昭和49年度においては、経営悪化の著しい病院事業についてその健全化

を図るため当面の措置として、昭和48年度末における不良債務解消のため

のたな上げ債の発行(公立病院特例債569億円)及びこれに係る利子助成措置

(４億6,700万円)を講じるとともに、厚生省予算におい七不採算地区病院の

運営費についても新規に補助(２億4,100万円)することとしている。

　

また、交通事業については、昭和48年度から路面交通事業について講じ

られた経営健全化のための再建方策を引き続き推進するとととし、再建団体

24団体に対し交通事業再建債の兇行(48年度め発行残分々8億円)、交通事業

再建債の利子補給(55億円)及びバス車両購入補助(14億円)を措置してい心。
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また、地下鉄事業についても、引き続き建設費補助(運輸省所管164億円)、

特例債(312億円)、特例債孫利子補給(53億円)を計上している。

　

地方公営企業の建設投資の資金については、昭和49年度は総需要抑制の

要請にこたえながらも、住民へのサービスの安定した供給を確保するため、

生活関連等緊急性の高い事業に対する貸付枠を重点的に確保することとし、

地方債計画に公営企業関係分１兆3,100億円(前年度１兆1,790億円に対して

11.1％増)を計上している。また、ガス及び電気事業を新たに公営企業金融

公庫の特別利串対象事業(利率8.2％)とし、更に病院事業に対する政府資金

の償還期限を30年(従来25年)に、上水道及び下水道事業に対する公営企業

金融公庫資金の償還期限を28年(従来25年)に、有料道路事業に対する公庫

資金の償還期限を20年(従来15年)にそれぞれ延長する等大幅な改善を図っ

ている。

　

なお、公営企業金融公庫の貸付枠については、政府保証債の増額等により

地方債計画計上分2,059億円(前年度2,009億円)、地方道路公社貸付分116

億円(前年度112億円)、土地開発公社貸付分80億円(前年度70億円)合計

2,255億円(前年度2,191億円)を確保している。

　

このほか、地方公営企業の経営基盤の強化と経営の健全化を図るため、地

方財政計画に公営企業繰出金として前年度(2,609億円)の34.3%増の3,505

億円を計上するとともに、その一部については交付税において所要の財源措

置を講ずることとしている。

　

昭和49年度は、このような各種の国の措置が行われた反面、人件費にお

いて大幅な給与改定が実施され、これに加えて物件費、材料費等コストの上

昇が著しかったため、各企業においては、これに対応して料金改定等財源確

保の努力がかなり払われているが、なお多くの団体において料金の適正化が

遅れ、あるいは給与改定実施のそ及分について財源が十分確保されず、経営

合理化の不徹底等とも相まって経営状況は全般的に更に厳しい状況になるも

のと考えられる。したがって地方公共団体においても経営の改善合理化、企

業環境の改善、企業会計と一般会計との負担区分の適正な運用等を積極的に

進めるほか、特に料金の適正化を推進し、経営の健全化を図る必要がある。
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Iなお、以上のほか、49年春闘において、政府、春闘共闘委員会の間で国

の三公社五現業及び地方公営企業の労働基本権の問題について、可及的速や

かに結論を出すとの了解がなされたが、これに基づき49年５月、内閣に公

共企業体等関係閣僚協議会が設置され現在その検討が進められている。

　

イ

　

国民健康保険事業

　

昭和49年度においては、低所得被保険者の保険税(料)の負担の軽減を図

るため、減額対象基準のうち、基礎控除額が18万円(前年度16万円)に、世

帯主以外の被保険者１人に対し加算する額が11万円(前年度10万円)にそれ

ぞれ引き上げられた。また、市町村の国保財政の健全化を図る目的で臨時財

政調整交付金350億円(高額療養費補助分120億円、財政調整分230億円)、

診療報酬の改定(昭和49年10月１日から16.0％引上げ(ただし、昭和50年

１月１日からは、薬価基準が0.7％引き下げられたので、実質15.3%の引上

げ))に伴う市町村国保財政の特別対策として特別療養給付費補助金150億円

がそれぞれ措置された。

（５）地方財政運営の状況

　

昭和49年９月末日現在における地方公共団体の普通会計予算総額（都道府

県、市町村（特別区、一部事務組合を含む。）の普通会計予算の単純合計額）

　　　　　　　　　　

第85図

　

予

　

算

　

額

　

の

　

推

　

移

[Ｅ]

　　　　　　　　　　

白川
000 150､000 200.000

35,158 5,31
70ﾖ72 100

2,13!|21,332

39･835 4 ,013
82?148

32,191 .'5,203125,45

45.857

　

52,942

　

98
弓
99
38,028 9,3011ｊ7

56,960

　　

62,695

　

11j,S55 46,461　5.13 38,056

匹

75,131

　　　

71,176

　　

14j,707　57,218　42,549 46,540

そのf也の財汎t

　　　

‥舟比財心

　　

49

　

投亡的経費

　

人

　

じ

　

費そ７･他力ペ叫

　　

109.959

　　　　　

108,338

　　

218,297

　

78,638

　　

65.442

　　

74,217

一141 ―

94,749

　　　　

91,104

　　

48

　　

72,778

　　

54,483

　

58,592

200,000 150,000100,000 50､000　0　　0　　50,000 100,000 150､000 200.000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　

，j

　

；

　　

｜

　　　　　　　　　　

匝口答－鰯目



は、21兆8,297 ft円で、前年同期(18兆5,853億円)と比べると３兆2,444億

円、17.5%の増加となっている。

　

なお。各年度の予算規模(毎年度９月末日現在)の推移は、第85図､にみら

れるとおりであり、歳入歳出予算の主な内容は、次の表のとおりである。
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２

　

昭和50年度の地方財政

　

昭和50年度における経済見通しと国の財政運営方針、地方財政計画の基

本方針及び地方公営企業に関する財政運営をみると、次のとおりである。

（１）経済見通しと国の財政運営方針

　

｢昭和50年度の経済見通しと経済運営の基本的態度｣(50年１月閣議決定)

によれば、石油をはじめとする資源エネルギー面の国際的な制約の増大、国

内における立地、環境問題に加え、なお根強いコスト上昇要因を反映し予断

を許さない物価動向等我が国をめぐる内外の経済情勢は、極めて厳しいもの

があり、今後、我が国は、内外要因による潜在成長力の低下という現実に直

面し、従来のような高度成長は再び期待しえず、その経済運営の基本的態度

は、静かで控え目な成長を旨とする必要がある。

　

昭和50年度は、かかる路

線に円滑に乗せるためのいわゆる調整期間にあたり、インフレと不況が交錯

する世界経済にあって、まず物価の安定を図ることが経済政策の最重要の課

題である。

　

このような認識の下に、昭和50年度の経済運営においては、流動的な国

際経済情勢に配慮の上国際協調に留意しつつ、国民経済の健全な機能の回復

とこれによる国民生活の安定を図るために、物価、特に消費者物価の安定を

図る観点からの抑制的な総需要管理の実施、生活必需物資の安定的供給の確

保、競争条件の整備、低生産性部門の近代化、流通機構の合理化等の諸施策

を強力に推進するとともに、社会的公正確保の観点からの社会保障の充実、

住宅・下水道等生活関連施設の整備、環境保全・公害防止等の対策、地価対

策等を推進し、また、資源、エネルギー、食糧の安定的供給の確保等の諸施

策を充実すること等を重点的に行うものとされている。以上のような経済運

営の下において、昭和50年度の経済活動は、年度を通じ引き続きゆるやかな

回復基調をたどり、経済成長率は実質4.3% (名目15.9%)程度にとどまるも

のとみられる。
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昭和50年度の国の財政運営に当たっては、このような経済見通しと経済

運営の基本的態度にのっとり、引き続き抑制的な基調の下に、国民生活の安

定と福祉の充実に配意するとともに、経済情勢の推移に対応して機動的、弾

力的な運営を図ることとし、このため、一般会計予算及び財政投融資計画の

規模を極力抑制し、公債の発行額を縮少するとともに、経済情勢の変化に応

じて租税負担の適正合理化を図るため、所得税の負担調整、酒税の税率の調

整、たばこの小売価格の改定等を行い、公共料金は極力抑制することとされ

た。また、歳出内容については、国民福祉の向上及び国民生活の安定のため

の各般の施策を推進する一方、既定の長期計画について進度の調整を図るほ

か、公共事業系統経費を前年度当初予算と同額程度にとどめ、組織新設の抑

制、公務員の定員削減、既定経費の整理合理化等により、財源の重点的かつ

効率的な配分を行うとともに、経済情勢の推移に対処するため、予算及び財

政投融資計画の執行に当たり、その弾力的運用を図り得るよう措置すること

とされた。この方針に基づいて編成された国の一般会計予算は、21兆2,888

億円で、前年度当初予算(17兆994億円)と比べて４兆1,894億円、24.5%

の増加となっている。

　

なお、公債の発行額は２兆円(前年度当初発行予定額２兆1,600億円)、政

府保証債の発行額は4,000億円(前年度と同額)となっている。

（2）地方財政計画

　

昭和50年度の地方財政計画は、最近における厳しい社会経済情勢の推移

と地方財政の現状にかんがみ、国と同一の基調により引き続き抑制的な基調

の下に、社会的不公正の是正等地域住民の福祉向上に資するため、地方財源

の確保に配慮を加えつつ、財源の重点的配分と経費支出の効率化に徹し、節

度ある行財政運営を行うことを基本とし、併せて経済情勢の推移に応じて地

方財政の機動的、弾力的な運営を図り得るよう措置するものとし、次の方針

に基づいて策定された。

　

第１に、個人の住民税及び事業税、料理飲食等消費税、ガス税等について
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4､884億円の減税を行い、住民負担の軽減合理化を図るとともに、大都市地

域における都市環境の整備のための財源を確保するため事業所税を創設す

る。

　

第２に、地方財政の現状に対処するため、地方交付税の所要額を確保する。

　

第３に、総需要抑制の見地から地方債の増加を極力抑制するとともに、地

方債資金における政府資金を増額する。

　

第４に、抑制的基調の下において、地域住民の福祉充実のための施策を重

点的に推進することとし、各種社会福祉施策の充実、教育の振興、公吉対策

の推進、交通安全対策及び消防救急対策の充実、人口急増地域の整備の促進、

過疎地域対策の推進等を図るため、地方交付税、地方債、国庫補助負担金等

の重点的な配分を図る。

　

第５に、地方公営企業の経営の健全化を図るため、引き続き交通事業及び

病院事業の再建を推進するとともに、公営企業債についても、生活関連事業

を中心に重点的にその増額と資金の質の向上を図る。

　

第６に、地方財政の健全化の促進と財政秩序の確立を図るため、地方団体

の超過負担及び住民の税外負担の解消措置を講ずるとともに定員管理の合理

化を推進する。

　

第７に、地方公務員の給与改定等年度途中における事情の変化に弾力的に

対応できるようあらかじめ財源を留保するとともに、地方財政計画の内容が

実態に即したものとなるようその策定内容について是正措置を講ずることと

する。

　

これらの方針に基づいて策定された地方財政計画の規模は、21兆5,588億

円で、前年度（17兆3,753億円）と比べて４兆1,835億円、24.1%の増加と

なっている。

　

なお、50年度当初の地方債計画は、現下の経済情勢に対処するため、引

き続き抑制的基調に留意しつつ、住民生活に直接関連する諸施設及び教育施

設等の重点的な整備を図ることを基本方針として、枠外債の計画組入れ分

500億円を含め総額２兆8,500億円の規模で策定された。
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（３）地方公営企業に関する財政運営

　

地方公営企業については、地域住民の生活の安定と福祉の向上に資するた

め、引き続き人件費の合理化をはじめとする経営の改善合理化、料金の適正

化を図り、長期にわたって経営基盤の強化を図ることが必要である。

　

交通事業については、再建23団体に対する再建方策その他経営の健全化

対策を引き続き推進することとし、再建交通事業に対するパス車両購入費補

助金の補助単価の大幅な引上げ(380万円を650万円に)のほか、交通事業再

建債の利子補給(50億円)を措置し、また、地下鉄事業についても引き続き

新線建設費補助211億円(運輸省所管)、特例債(303億円)、特例債孫利子補

給(82億円)を計上することとしている。

　

病院事業については、経営悪化の現状にかんがみ昭和49年度から講じら

れた不良債務解消のための特別措置を引き続き推進することとし、公立病院

特例債の利子補給(９億円)を計上したほか、厚生省予算において不採算地区

病院及び救急病院の運営費に係る自治体病院特殊診療部門運営費補助金(５

億円ﾉの増額、へき地中核病院の整備費補助金(７億円)の新設等が図られて

いる。

　

水道事業についても経営の健全化を図るため、水源開発対策、広域化対策

及び料金格差是正のための高料金対策を進め、資本費負担の軽減を図ること

としている。

　

地方公営企業の建設投資のための資金については、昭和50年度は国の公

共投資の抑制的基調に留意しながらも住民生活に関連した緊急性の高い事業

を中心に重点的に貸付枠の確保を図ることとし、地方債計画に公営企業関係

分１兆5,602億円(前年度に比べて19.1%増)を計上することとしている。

　

また、簡易水道事業の起債充当率を一般簡易水道については75％から90

％に、離島簡易水道については80％から95％に引き上げることとしたほ

か、企業債貸付条件の改善を図るため、政府資金についてはガス事業の償還

期限を25年(従来20年)に公庫資金については都市高速鉄道事業の償還期限

を28年(従来25年)に、駐車場整備事業の償還期限を20年(従来15年)にそ
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れぞれ延長することとしている。

　

なお、公営企業金融公庫については、その原資である政府保証債(1,150億

円から、1,200億円に)及び共済組合引受け縁故債(1,248億円から1,600億円

に)の増額により地方公営企業等に対する貸付枠の大幅な拡大(地方債計画計

上額2,715億円(前年度2,059億円、31.9 %増))を図ったほか出資金の増額

(３億円)により公庫出資金総額は51億円となった。

　

このほか、前年度に引き続き公営企業会計と一般会計との負担区分の適正

な運用を図ることとし、地方財政計画に公営企業繰出金として4,098億円

(前年度に比べ593億円、16.9%の増)を計上することとしている。
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第３

　

最近の地方財政の傾向と課題

（ア）最近の地方財政は、昭和41年度後半以来の経済の順調な発展を背景と

　

して、地方税、地方交付税等一般財源の伸びに支えられ、ほぼ順調に推移

　

してきた。その間、昭和46年度の後半から47年度の当初にかけては、国

　

際通貨不安に伴う景気停滞の影響を受けて一般財源が伸び悩み、多額の財

　

源不足が見込まれるという異例の事態に直面したが、これに対処して特別

　

の財政措置が講じられたほか地方公共団体の自主的な努力も相まって、こ

　

の難局を切り抜けることができた。その後、昭和47年度に入ると、積極

　

的な景気浮揚策の浸透につれて景気は着実な上昇を続けたが、同年秋から

　

急速な拡大を示し、48年に入るとむしろ過熱の徴候を示すに至った。

　

ま

　

た、47年以降上昇を続けていた物価も、48年に入るとその騰勢は月を追っ

　

て強まっていった。このような事態に対処して、財政、金融両面から総需

　

要を極力抑制するための努力がなされ、地方公共団体においても、国と同

　

一の基調に立って公共投資関係事業の抑制を図ってきたのであるが、景気

　

はなお過熱を続け、物価の高騰も容易に衰えをみせず、加えて48年末に

　

到来した石油危機は、我が国経済をかく乱し、事態は更に悪化した。この

　

ような経済情勢の中で、昭和48年度の地方財政は、一般財源の大幅な仲

　

びに支えられて黒字基調を維持できたのであるが､49年に入って総需要抑

　

制策の効果がようやく浸透して、景気は徐々に鎮静化し、税収入については

　

従来のように大幅な伸びを期待できない反面、人件費を中心とする義務的

　

経費が今後更に増加することが予想され、加えて地方債現在高及び債務負

　

担行為が増加しつつあり、後年度の財政運営に大きな負担を残している。

　　

一方、我が国経済の高度成長は、所得水準の向上、消費生活の多様化等

　

国民生活の向上をもたらしたが、成長の過程を通じ、環境破壊、過疎過

　

密、物価の高騰等の諸問題を生じ、生活環境施設等の相対的な立ち遅れ

　

と相まって、数多くの歪みと不均衡が現れてきている。

　

このような社会一

　

情勢の下にあって、地方公共団体は、地域住民に直結する行政の担い手と
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して、多様化しつつある住民の行政に対する要請を的確には握しながら、こ

れらの諸問題に積極的に対処していかなければならない。そのためには、

従来にもまして地方財政の充実強化を図るとともに、合理的、効率的な行

財政運営を行い、財政硬直化を打開していく必要がある。以下、地方財政

が当面する主な課題について概観する。

　

１行財政の合理的、効率的な運営と財政硬直化の打開

　

立ち遅れている社会資本の整備、過密過疎対策、公害対策、都市対策等

地方公共団体が当面している課題の解決に当たっては、長期的な展望に

立って計画的、重点的に対処していくことが必要である。特に、限られた

財源で効果的な行財政運営を行うには、住民福祉向上のために必要不可欠

な事業を重点的に選択し、その効率的な執行になお一層の努力を払ってい

かなければならない。

　

近年、地方公共団体における人件費の増加は著しいものがある。その要

因としては、人事院勧告が年々高率になってきていること及び教育関係職

員、社会福祉施設、清掃、消防等の住民サービス部門の職員、警察官等の

増加が挙げられるが、これに加えて、地方税等一般財源の順調な伸びがもた

らした余裕財源を、国の水準を上回る給与や国の支給範囲又は率を超える

給与の財源に充当する等給与制度本来の趣旨にもとるような行財政運営が

人件費を更に増加させている面がみられる。このような人件費を中心とす

る義務的経費の増加は、財政構造の硬直化を招き、住民福祉の向上のため

の施策にブレーキをかけ、赤字財政への転落の要因となるので、今後、地方

公共団体は、定員増加の抑制及び給与水準の適正化のため格段の努力を傾

注するとともに、時代の進展に伴う行政態容の変化に応じて、常に既存の事

務、機構、既定経費等について検討を加え、不要不急の事務の整理、機構

の簡素合理化、補助費等の整理、物件費の節減等により、全般的な行政経

費の節約、合理化を図り、財政硬直化を打開していく必要がある。また、

国においても、地方公共団体の職員数の増加をもたらすような施策につい

ては、極力こﾆれを抑制するとともに、国庫補助負担金の交付申請手続、行

政事務等について見直しを行い、その簡素合理化を図る必要がある。
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２

　

資源配分の適正化と地方財源の充実強化

　

福祉優先の財政経済政策を積極的に展開し、公正で活力のある社会を実

現していくためには、公共部門と民間部門との間の適正な資源配分を確保

するとともに、国及び地方公共団体が一体となって、福祉向上のための諸

般の施策を強力に推進しなければならない。とりわけ、地方公共団体は住

民の日常生活に直結する行政の担い手として、その果たすべき役割は極め

て重要であり、地方公共団体がよくその責務を果たし、住民福祉の実を挙

げるためには地方財源の充実強化を図っていく必要がある。

　

その第１は、地方税源の充実の問題である。住民福祉の向上と住民生活

の安定を目指して、社会的不公正を是正し、住みよい地域づくりを推進し

ていくためには、住民の意向を生かし、地域の特性に即したきめの細かい

行政活動を進めていくことが必要である。このため、自主財源の根幹をな

す地方税源については、従来その充実のための措置が講じられてきたとこ

ろであるが、更に今後の行政需要の増嵩に対処し得るよう、その充実強化

について引き続き検討することが必要である。

　

第２は、地方交付税の安定確保の問題である。地方交付税は地方税とと

もに一般財源の大宗をなすものであり、多種、多様な財政構造を有する地

方公共団体が、住民福祉向上のために増大する財政需要に対処し、自主的

かつ安定的な財政運営を確保するための極めて重要な財源であるので、今

後とも、国及び地方財政の長期的動向を勘案しつつ、その総額の安定的確

保を図っていく必要がある。

　

第３は、国庫支出金の充実改善の問題である。生活関連社会資本の整備

及び社会福祉施策の充実は、国、地方公共団体を通じての緊急課題である

ことにかんがみ、これらの施設整備及び施策に対する国庫補助負担制度に

ついて改善を進め、その充実を図る必要がある。また、いわゆる地方公共団

体の超過負担は、国と地方の財政秩序を乱すこととなるので、従来からその

解消のための努力が続けられているが、今後とも、補助対象範囲、補助単

価等について超過負担を生じないようその適正化に努める必要がある。

　

第４は、地方債の計画的運用と良質な資金の確保の問題である。従来。
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社会資本の整備の立ち遅れを取り戻すため、地方債が積極的に活用されて

　

きたが、昭和48年度においては、総需要抑制策の下に国と同一の基調に

　

立って、その抑制的運用が図られてきたところである。今後は、経済情勢

　

を勘案しつつ、公債費及び地方債現在高の増嵩が財政の硬直化の要因とな

　

らないようその計画的な発行に努めるとともに、引き続き良質な地方債資

　

金の確保と貸付条件の改善に配慮する必要がある。

　　

なお、以上のような各般にわたる財源の充実強化と併せて、国と地方公

　

共団体間、地方公共団体相互間、地方公共団体と住民間の経費負担関係を

　

適正に維持して財政秩序の確立を図っていくことが、地方財政の健全性を

　

確保し、地方自治の発展を図るため必要不可欠である。

　

３地方財政の機動的、弾力的な運営

　　

最近における物価の動向は、48年度から引き続きとられてきた総需要抑

　

制策等の効果が実体経済面に浸透するに伴い、鎮静化の方向に向かってし

　

るが、なお根強いコスト上昇要因を内包し予断を許さないものがあり、こ

　

れに加えて石油をはじめとする資源エネルギー面の国際的な制約の増大、

　

国内における立地、環境問題等我が国の経済情勢は極めて厳しいものがあ

　

る。このような経済情勢の中で、地方公共団体は、それぞれの地域経済の

　

構造を踏まえて、経済情勢の推移、その地方財政に与える影響について充

　

分配意し、地域の実情に応じて機動的、弾力的な財政運営を行う必要があ

　

る。

印

　

地方公営企業は、水道、交通、病院をはじめ電気、ガス、市場等住民の

　

日常生活に直結したサービスの提供を行い、その事業規模は年々大幅に拡

　

張してきているが、その経営内容は、依然悪化の状況にある。このため交

　

通事業及び病院事業については、昭和48年度及び49年度からそれぞれ経

　

営再建のための財政援助措置が講じられたが、今後地方公営企業全般にわ

　

たり、更に次の諸点を中心に施策を推進する必要がある。

　　

第１は、経営の合理化の推進と料金の適正化である。

　　

地方公営企業の経営については、最近の著しいコストの上昇に対応し、

　

合理化を更に徹底的に進めることが必要である。特に人件費については。
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逐年コストに占める比重が増大してこるいとにかんがみ、人員配置の適正

化、機械化、省力化等による人員の縮減を思い切って進めるとともに、給与

水準が国家公務員や民間の対応職種に比べて、既に高い企業にあっては、

その水準の適正化を図るよう特段の努力が必要である。

　

また、料金については、最近のコストの著しい上昇に対応して、かなり

の数の地方公共団体においてその適正化が図られてきているが、全般的に

は、なお適正化が遅れているものが少なからずあり、このことが経営悪化

の重大な要因となってきているので、今後は原価の上昇に対応し、経営合

理化の努力と併せて、適時適切に料金改定を実施するよう格別の努力を払

う必要がある。

　

第２は、生活関連事業を中心とする建設投資の推進である。

　

地方公営企業のうち、上下水道、簡易水道、高速鉄道、市場、ガス、病

院事業等住民の生活に密着した事業については、今後も重点的にその建設

整備を推進する必要がある。特に水道事業については、今後の水需要の大

幅な増大に伴い都市用水の絶対量の不足が懸念されている現状にかんが

み、水資源の積極的な開発が強く要請される。また、都市交通については、

路面交通の渋滞に伴い、地下鉄の建設推進をはじめ、モノレール、新交通

システム等の新しい交通機関の推進が課題となってきているが、今後これ

ら交通機関の整備に当たっては地方公共団体が中心となり総合的、計画的

に推進していくことが必要である。

　

第３には、企業環境の悪化に対応して、地方公営企業がその本来の機能

を発揮することができるよう国その他の関係機関の協力体制の確立が必要

である。

　

バス等路面交通については、最近における交通渋滞により乗客数の滅、

効率の低下の傾向が著しく、このほか、都市高速鉄道建設費の高騰による

資本費負担の増大や過疎地域における不採算路線の増加等地方公営企業自

体では、解決困難な多くの問題が生じてきている。また、水道事業につい

ても、近年水源の遠隔化、公害の拡散による水源水質の汚染等企業環境に

変化がみられ、これらに対処するためには、既存の水利権との調整を進め
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つつ、長期的な観点に立った水資源の開発を推進することが必要となって

きている。更に病院事業については、病院の配置や規模の問題、社会保険診

療報酬の問題、医師看護婦の確保の問題等基本的な問題がある。これら問

題に対処するためには、ひとり当該地方公営企業のみならず、地方公共団

体及び国、その他関係機関等が一体となって総合的な対策を推進するとと

もに、負担区分についても更にその適正化を図る必要がある。
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180

　

176

　

212

　

227

　

251

　

256

　　

5

第５表

　

地域指定の状況（昭和49年３月31日現在）

　　　　　　

地

　　

域

　　

指

　　

定

　　

市

　　

町

　　

村

　　

数

≒驚円に昌之帥鸚一一囃心半年

市

　　

74

　　

34

　

151

　　

52

　

138

　　

54

　

179

　

105

　

125

　

458

　　

42
ここに

レ

バペにに二宣
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その１

　

単純合計額の状況

第６表

　

決

　

算

　　　

規

(単位百万円･％)

！

　　

区

　　　　　

分

　　

昭和48年度

1

昭和47年度

　　　

比

　　　　　　

較

__･＿_･

　　　　　　

！

　　　　

ｌｉｇｌ皺率端醤

|歳入総額（Ａ）十（Ｂ）1

　

19 139 281　15 858 535　3 280 746
1　20.ﾔ　て

｜

　

都道府県固!10 277 161　8 821 048　1 456 11り　狸.5　留.j

i

　

市町村（純計額）（Ｂ）

　　

8 862 120　　　7037 487　　1 824 633 1　25.9　酉.7

l

　

市町村（単純合計額）

　

9 033 362　　7 158 525 1 874 837 1 26.２１　２５ｊ

ｊ

　　

大

　　

都

　　

市

　　

1 524 275　　1 241 238 283 037
i
認丿　　佃.ｎ｜

　　

都

　　　　　

市

　　

4 367 301　　3 458 905　　908 396　　邱.j　　四.忿

　　　

中

　　

都

　　

市

　　

2 43s 993　　1 925 355　　510 638　　郭ｊｌ　２.θ

！

　　　

小

　

都

　

市

　　

1 931 308　　1 533 550 397 758

1　25.9
29､8

1
1

　　

町

　　　　　

村

　　

2 405 985　　1 897 266　　508 719　　討丿　　邱ｊ

｜

　

特

　

別

　

区

　

462 637　　　　370615　　　92 022　　収.∂　　留.S

.

　　

一部事務組合

　　

273 163　　190501　　82 662　　μ.4　　卯.θ
i

i歳出総額（ｃ卜(D)

　

18 396 078　15 386 117
1　3
009 96ﾂ　19.6　　23.1 !

1

　

都

　

道

　

府

　

県（ｃ）!

　

9 918 586　　8 617 835　　1 300 75い　払ﾊﾞ　21､8

l

　

市町村（純計額）（Ｄ）

　　

8 477 492　　6 768 282　　1 709 210 認.ｙ　μ.8

1

　

市町村（単純合計額）

　　

8 648 734 6 889 319　　1 759 415　　25.5　邸ｊ

’

　

大

　　

都

　　

市

　　

1 473 232　　1 206 885　　266 347　　麗.j　　μ.S

　　

都

　　　　　

市

　　

4 199 138　　3 345 321　　853 817　　認.り　18A

　　　

中

　　

都

　

市

　　

2 337 514　　1 863 848　　473 666　　怒.4　　がｊ

ｌ

　　　

小

　

都

　

市

　　

1 861 624　　1 481 473　　380 151　　訂.7　　認･リ

｜

　　

町

　　　　　

村

　　

2 306 999　　1 818 962 ’ 488 037　　　部.Ｓ　　４ｊ
」

　

特

　　

別

　　

区

　　

419 511　　　344 09り　　75 41］　肱∂　　訟ヤ

｜

　　

一部事務組合

　　

g49 8S4　　174 05り　　75 796　　μ.5　甜.j
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模

その２

　

の

　　　

状

純計額の状況

況

(単位 百万円・％）

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

|

昭和48年度

1

昭和47年度一一-

比

　　　　　　

較

　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１１（皺鯛謐肇

　

歳

　

入

　

総

　

額固19 139 281 15 858 5よ3 280 746　加.7　4.2

　

団

　

体

　

間

　

重

　

複

　

額（Ｂ）

　

922 195　767 8ﾊﾞ　154 362･　加j　30.6

　

摯警裔蒋jlW婁JI町村に対

　　

573 864　　485 54j 88 321　　j＆忿　　j＆δ

　

l堂碧団体からの分担金｀負

　　　

18 305　　15 4べ 2 852　瑠.5　　収丿

　

専聚なならの分担金｀負担金ヽ

　　

124 003　　1146ｿﾞ 9 370　　8.2　　鯉丿

　

特別区財政調整交・納付金

　　

102 411　　66 5521　　35 859　認.∂　　Ｍ

　

軽油引取税交付金

　　

19 461　　16 789　　2 672　び.∂･　邱丿

　

娯楽施設利用税交付金1

　　

11 105　　5 4001　　5 7J 105.6 5θj

1

　

自動車取得税交付金

　　

73 046　　63 4ﾊﾞ　　9 583 びｊ　　四.4

1歳

　

入

　

純

　

計

　

額

　

(A)-(B) 18 217 086 15 090 7021　3126 384　20.7　23.9

1歳

　　

出

　　　

総

　　　

額（Ｃ）∩8 396 078 15 386 116　3 009 962　四.6　　詔.j

　

団体

　

間

　

重

　

複

　

額［Ｄ

］

　

922 195　767 8ﾑ 154 362 忿∂〕　　30.6

　

忠翼訂這鬘する事業費等の補

　　

573 864　　485 541 88 321　　j＆忿　　j＆∂

　

同級他団体に対する負担金等

　　　

18 305　　154］ 2 852 召.5　　斟丿

　

悶催皆ﾁ謔総o

　

124 003　　114 633　　　9 370　　sＪ　　21.8

　

特別区財政調整交・納付金

　　

102 411　　66 552　　35 859　碧ｊ　　Ｍ

　

軽油引取税交付金

　　

19 461　　16 7J 2 672 jが.!?　　忿∂ｊ

　

娯楽施設利用税交付金

　　

1005

　　

5 400　　5 705　105.6　　５θｊ

　

自動車取得税交付金

　　

73 046　　63 463　　9 583　巧j　j∂.万

歳

　

出

　

純

　

計

　

額(C)-(D) 17 473 883 14 618 283　2 855 600　　19.5　　22.7

㈱

　

次表以下の各表における純計額とは、上記表中の｢歳入純計額倒－(Ｂ)｣又は｢歳

　

出純計額(Cト(Ｄ)｣をいう。
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第７表

　

純 計

　　

決

　

算

－

　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　　　　　　

地

　　　　　　　　　　　　　　

方

　　

区

　　　

分

　　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　

歳

　　　　　　

出

　　　　　　　　　

ａ ｌ ・11S警菜） 数　決　算　gl鸚降‾iドiこ

　

昭和34年度

　　

1 689 352　　10 &　　－　　1 623 883　　11.6　　－

　　　　

35

　　　　　

2 025 802　　　四.∂　　　－　　1 924 907　　　j∂.5　　　－

　　　　

36

　　　　　

2 511 550　　　財.θ　　j卯　　2 391 080　　　糾.名　　丿叩

　　　　

37

　　　　　

2 982 850　　　18.S　　j却　　2 887 366　　　即j　　j焉

　　　　

38

　　　　　

3 397 659　　　jj.ﾀ　　j巧　　3 308 833　　　μ.∂　　j辞

　　　　

39

　　　　　

3 910 921　　　15.1　　　j邱　　3 821 968　　　μj　　j印

　　　　

40

　　　　　

4 478 035　　　μ.5　　j7∂　　4 365 140　　　μJ　　j甜

　　　　

41

　　　　　

5 177 746　　　び.∂　　加∂　　5 026 177　　　μ丿　　幻θ

　　　　

42

　　　　　

5 926 311　　　μ.5　　認∂　　5 725 497　　　lSJ　　β即

　　　　

43

　　　　　

6 958 874　　　17.U　　忿77　　6 729 574　　　17.5　　留j

　　　　

44

　　　　　

8 305 229　　　即.j　　jむ　　8 033 912　　　jl?４　　叩∂

　　　　

45

　　　　　

10 103 998　　　幻.7　　4叩　　9 814 878　　　麗.忿　　μθ

　　　　

46

　　　　

12 179 449　　釦.5　　μ5　H 909 529　　釘j　　4紹

　　　　

47

　　　　

15 090 702　　留.∂　　印j　14 618 283　　邱.7　　にj

　　　　

48

　　　　

18 217 086　　釦.7　　7認　17 473 883　　jﾀ.5　　９j
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額 の 推

　　　

移

ﾉ隻旦回二竺

　　　　　

ｊ
/＝

　　　　

J-===

　　

=＝-rSW-･=aJ･-=･==-=　　-¬･-

　　　　　　　　　　

国

　　

（一

　　

般

　　

会

　　

計）

　　　　　　　

一一一一一一

　　　

歳

　　　　　　　　　

入

　　　　　　　　

歳

　　　　　　　　　

出

斗‾簾八11V菜）

　

数

　

決

　

算

　

（鸚洋才‾Ｔ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　　

1 597 213　　　　∂.9　　　　－　　　　1 495 040　　　　12j　　　　－

　　　

I 961 025　　　　叙ｊ　　　　－　　　　1 743 148　　　　16.6　　　　－

　　　

2 515 932　　　　認.j　　　　j卯　　　　2 063 468　　　　瑠.4　　　　却θ

　　　

2 947 623　　　　17.2　　　　む7　　　　2 556 617　　　　認.ﾀ　　　　jμ

　　　

3 231 214　　　　9.∂　　　　j留　　　　3 044 292　　　　却.7　　　　j詔

　　　

3 446 768　　　　∂.7　　　　む7　　　　3 310 969　　　　∂.∂　　　　勁θ

　　　

3 773 097　　　　　9.5　　　　150　　　　3 723 0】7　　　　nJi-　　　　召∂

　　　

4 552 146　　　　加.∂　　　　181　　　　4 459】96　　　　却丿　　　　鯉∂

　　　

5 299 446　　　　μ.4　　　　幻j　　　　5 113 035　　　　μ.7　　　　忿紹

　　　

6 059 873　　　　μj　　　　2紅　　　　5 937 082　　　　j＆7　　　　認S

　　　

7 109267　　　　び.J　　　　認j　　　　6 917 838　　　　μ.5　　　　お5

　　　

8 459 181　　　　却.θ　　　　認∂　　　　8 187 697　　　　瑠.4　　　　釣7

　　　

9 970 859　　　　び.ﾀ　　　　j部　　　　9 561 131　　　　16.8　　　　弱j

　　　

12 793 873　　　認.j　　　5卯　　　11 932 172　　　邱.S　　　57S

　　　

16761 978　　　釘.θ　　　∂卯　　　14 778 303　　　留.∂　　　7j∂

一一
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その１

　

黒字、赤字団体別の状況

一一一一一
｜

区

黒
赤

合

部
黒
赤

一

算第８表

　

決

－-r--==･--皿㎜-Ｗ〃=ふｰ･-i→-〃・

　

_¬”｀’ﾐｰ-=“r＝-ﾐ

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

48

　　　　　

年

二

万

珂

じ
回
プ竺

ｿﾞｯ毘］

　

府

　

県（Ａ）

　　　

47

　　

10 277 161　　　9 918 586　　　358 S75
字

　

団

　

体

　　　　

45

　　　

8 237 170　　　7 954 570　　　282 600
字

　

団

　

体

　　　　

2

　　　

2 039 991　　　1 964 016　　　　75 975

L純合計額）（Ｂ）

　　

5 870　　　9 033 362　　　8 648 734　　　　384 628
字

　

団

　

体

　　

5 700　　　7 565 417　　　7 200 667　　　364 750
宇

　

団

　

体

　　　

170

　　　

1 467 945　　　1 448 067　　　　19 878

都

　

市

　　　

ｲ
9｀

　

1 524 275　　　1 473 232　　　　51 043
字

　

団

　

体

　　　　

｀5

　　　

616 643　　　587 153　　　　29 490
字

　

団

　

体

　　　　

4

　　　

907 633　　　886 079　　　　21 554

別

　　

区

　　　　

/2ｙ

　　　

462 637　　　　419 511　　　　43 126
字

　

団

　

体

　　　

しa

　　　

442 229　　　399 536　　　　42 693
字

　

団

　

体

　　　　

1

　　　　

20 408　　　　19 975　　　　　433

　　　　

市

　　　　　

633

　　　

4 367 301　　　4 199 138　　　　168 163
字

　

団

　

体

　　

｀-584

　　　

3 902 640　　　3 734 750　　　167 890
字

　

団

　

体

　　　　

49

　　　

464 661　　　464 388　　　　　273

　

都

　　

市

　　　

142

　　　

2 435 993　　　2 337 514　　　　98 479

　

字団体

　　

128

　　

2 114 311　　2 018 272　　　96 039

　

字

　

団

　

体

　　　　

14

　　　

321 682　　　319 242　　　　2 440

　

都

　　

市

　　　

491

　　　

1 931 308　　　1 861 624　　　　69 684

　

字団体

　　

456

　　

1 788 329　　1 716 478　　　71 851

　

字

　

団

　

体

　　　　

35

　　　

142 979　　　145 146　　－　2 167

　　　　　　　　

／

　　　　

村

　　　

卜2 632　　　2 405 985　　　2 306 999　　　　98 986
字

　

団

　

体

　　

％‘器か

　　

2 337 530　　　2 237 425　　　100 105
字

　

団

　

体

　　　　

67

　　　　

68 456　　　　69 573　　・　丿17

鮮務組合

　　　

2 573　　　273 163　　　249 854　　　23 309
字

　

団

　

体

　　

2 524　　　266 375　　　241 802　　　　24 573
字

　

団

　

体

　　　　

49

　　　　

6 788　　　　8 052　　・　1 264

　

計（匈ぺ13）

　　

5 917　　19 310 523　　18 567 320　　　743 203

字

　

団

　

体

　　

5 745　　15 802 587　　15 155 237　　　647 350
字

　

団

　

体

　　　

172

　　　

3 507 936　　　3 412 083　　　　95 853

　　

--==-====J･--==W〒W=〃ミー－＝〃/

固
体
体

県
団
団

府
字
字

道
黒
赤

都

市町村(単純合計額)(Ｂ)

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

赤

　

宇

　

団

　

体

　

大

　　

都

　　

市

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　

特

　　

別

　　

区

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　

都

　　　　　　

市

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　

中

　　

都

　　

市

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　

小

　　

都

　　

市

　　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　

赤

　

字

　

団

　

体

　

団
団

　

字
字

　

黒
赤

町

－…－－－－－－－－－－－ ･ - － - - - -

一 一 一 一 一



支 の 状 況

(単位

　

百万円)

　　　　

度

　　　　　　

m 11 47　年　度　　　　比　　　　　　較

　

F町馴実ぞ‰白

団４(・)|類は佃

　

‰ﾘﾂﾞ

(。)－
♂

一一一一一一

　　　　　

309 275　　　49 300　　　　47　　　　　28 708　　　　　0　　　　20 592

　　　　　

217 195　　　65 405　　　　45　　　　　52 927　　　　　0　　　　　12 478

　　　　　　

92 080　　－　16 105　　　　　2　　　・24 219　　　　　0　　　　　804

　　　　　

181 630　　　202 998　　　5 773　　　　163 091　　　　97　　　　　39 907

　　　　　

137 675　　　227 075　　　5 603　　　　180 799　　　　97　　　　46 276

　　　　　　

43 954　　^ 24 076　　　　170　　。　17 708　　　　　0　　　ム　6 368

　　　　　　

47 393　　　　3 650　　　　　9　　　　　37H　　　　　O　　　・　　61

　　　　　　

19 425　　　10065　　　　　7　　　　　8 674　　ム　　2　　　　　1 391

　　　　　　

27 968　　4　6 414　　　　　2　　　△　4 963　　　　　2　　　－　1 451

　　　　　　

34 846　　　　8 280　　　　23　　　　　6 749　　　　　0　　　　　1 531

　　　　　　

34 333　　　　8 360　　　　23　　　　　6 749　　△　　1　　　　　1 611

　　　　　　　　

513

　　

4

　　

80

　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

1

　　　

△

　　

80

　　　　　　

73 278　　　94 885　　　　634　　　　　73 481　　△　　1　　　　　21 404

　　　　　　

59 298　　　108 592　　　　585　　　　　83 142　　4　　1　　　　　25 450

　　　　　　

13 981　　△　13 708　　　　49　　　△　9 661　　　　　0　　　－　4 047

　　　　　　

51 248　　　47 231　　　　142　　　　　35 874　　　　　0　　　　　11 357

　　　　　　

39 273　　　56 766　　　　124　　　　　42 671　　　　　4　　　　　14 095

　　　　　　

11 975　　△　9 535　　　　18　　　△　6 797　　△　　4　　　－　2 738

　　　　　　

22 030　　　47 654　　　　492　　　　　37 607　　△　　1　　　　　10 047

　　　　　　

20 025　　　51 826　　　　461　　　　　40 471　　△　　5　　　　　11 355

　　　　　　　

2 006　　△　4 173　　　　31　　　△　2 864　　　　　4　　　△　に309

　　　　　　

21 580　　　77 406　　　2 637　　　　　65 989　　－　5　　　　　11 417

　　　　　　

20 360　　　79 745　　　2 580　　　　　67 870　　△　15　　　　　11 875

　　　　　　　

1 220　　△　2 337　　　　57　　　乙　1 881　　　　10　　　△　　456

　　　　　　　

4 533　　　　18 776　　　2 470　　　　　13 161　　　　103　　　　　5 615

　　　　　　　

4 259　　　20 314　　　2 408　　　　　14 364　　　　1 16　　　　　5 950

　　　　　　　　

273

　

･･

　

1 537　　　　62　　　△　1 203　　6　13　　　－　　334

　　　　　

490 905

1　　252

298　　　5 820　　　　1 91 799　　　　97　　　　60 499

　　　　　

354 870　　　292 480　　　5 648　　　　233 726　　　　97　　　　　58 754

　　　　　

136 034　　△40 181　　　　172　　　4 41 927　　　　　0　　　　　1 746

　

～－-一一一一一一

　

－
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その２

　　　　　　　　　　

第８表

　

決

赤字団体及び赤字額の増減状況

算 収

‾‾‾

　　

謳廠雪盲4ご7

　

固のうち昭和48年度も

　

区

　　　

分

　　

の赤詣団体

　

消滅yに団体

　

赤字が増加した団体(Ｃ)

j

　

呵談喉

ﾚ

関聯鸚

l

　　　　　

(ａ)|支㈲

　

(ｃ)支(d)

　　

支(ｅ)支(f) (g)
一
代で苛嚇言言三千嘸臨胆咄

　

篇品回

　　

氷海

　

三

　　

三

　

吼麗

レ

討胆酒

　

小都市

　　

31 ^ 2 864　－　　－　　14 - 1 2731- 2246 -　974
Aべ乱滋へ心］五

,o

Lよぷ

一一一－－

　　　　　　　

一一一－

その１

　

収支額の推移

第９表

　

実 質 収

&¬皿■-ふふｰ.--|-･

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

←--〃←

　　　　　　　　　　　　　　

全

　　　

団

　　　

体

　　　　　　　

黒

　　

字

；

　　　　　　

‾総

　　

数

　　

都道府県

　　

市町村

　　　

総

　　　

数

　　

ｇ

　

り

劈ｉ半田

|ｒ排めｒl

は

な

讐り)/同匝４‾

　　

昭和37年度

　　

4 910i　53 550　46　37 388 4 864　16 162　4 427　卯J　69 475

　　　　

38

　　　　

5 006　38 61 1　　46　24 933 4 960　13 678　4 514　9∂J　65 871

　　　　

39

　　　　

5 1591　30 237　46　12 738 5 1 13　17 499　4 683　90.8　67 457

　　　　

40

　　　　

5 245　47 835　46　21 181 5 199　26 654　4 797　皿j　82 007

　　　　

41

　　　　

5 272　75 71 1　　46　37 571 5 226　38 140　4 865　∂乙j　106 260

　　　　

42

　　　　

S 309　88 1 17　46　38 468 5 263　49 649　4 938　∂＆θ　H4 776

　　　　

43

　　　　

5 366　109 844　46　42 856 5 320　66 988　5 054　4.　130 287

　　　　

44

　　　　

5 4281　133 517　46　44 854 5 382　88 663　5 2061　∂5j　149 771

　　　　

45

　　　　

5 547･　135 414　46　42 314 5 501　93 100　5 315　95.8　153 991

　　　　

46

　　　　

5 660　85 521　　46k 15 524 5614 101 045　5 445　96.Z　146 68011

　

47

　　　　　

5 820　191 799　47　28 708 5 773 163 091　5 648　97.0　233 726'

　　　　

48

　　　　

5 9171 252 298　47　49 300 5 870 202 998　5 7451 夕|1　292 480'
一一‥一一

　

-

　　　

一一一一一

その２

　

対前年度増減額の状況
-

　　　　　　　　　　　

軋

　　　　

団

　　

＿___4虻＿＿＿コ

　

．．

　

黒..-ﾄ

　

ｿ

』-』」都ＵＪＵ∠ＬＬ

ｙ

ＪＬ-』し

　　　　　　　

団体数|収支額|団体数|収支額l団体数|収支額団体数|収支額

　

昭和37年度

　　　

95 － 12 803 04　7 391　　95ム5 4121　　32　ム5 708

　　　

38

　　　　　

96

1

a

　

14 939　　　0 －　12455　　96 - 2 484　　87　ム3 604

　　　

39

　　　　　

153ム

　

8 374　　　0ム　12 195　　153　　3 821　　169　　1 586

　　　

40

　　　　　

86･

　

17 598　　　0　　8 443　　86　　9 155　H4　　14 550

　　　

41

　　　　　

27

　　

27 876　　　0　　16 390　　27　11 486　　68　24 253

　　　

42

　　　　　

37

　　

12 406　　　0　　　897　　37　11 509　　73　　8 516

　　　

43

　　　　　

57

　　

21 727　　　0　　4 388　　57　17 339　　H6　　15511

　　　

44

　　　　　

62

　　

23 673　　　0　　1 998　　62　21 675　　152　　19484

　　　

45

　　　　　

119

　　

1 897　　　0 4　2 540　　H9　　4 437　　109　　4 220

　　　

46

　　　　　

113 ･･ 49 893　　　0 a 57 838　　113　　7 945　　130　'^ 7311

　　　

４7

　　　　　

160

　

106２78　　　1　　４4232　　159　62 046　２03　87 0461
1

　　

48

　　　　

97

　

60 499　　0　20 592　　971　39 907|　97　58 754

― 186 -



支 の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

赤字である団体

　　　　　

慌驚謙羅続鄙聊碑&t
^

　　

赤字が滅少した団体（Ｄ）

　　　　

゛愉

　　　

皿
(p)

呪
）

　　

！

団叫靉防器銅欝蜃１ﾌﾞ芸談四回器翫団大詰皿

　　　

支（h）支（i）

　　

り）

　

（k）支（1）

　

叫

　

支（ｎ）（ｏ）支

　

㈲

　　

2 ^24219 ム16 105　　8 114　　－　　　－　　－　　　－　　　2△16 10S

　　

43 A 4 847 △2 736　　21H　　79ム　1 865　　81 4 3 4S9　　170　△24076

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　　

2 。　198　　　4 ム6 414

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　　

1・

　

80

　　　

1

　

－

　

80

　　

13 ･･ 2 934 4　1 598　　1 336　　17 A 1 195　　17 ム　1650　　49　A 13 708

　　

5･ヽ1 553 ･･　631　　　922　　　8 。　984　　　4 ･･　691　　14 －9 535

　　

8ム1 381・　967　　　414　　　9 －　211　　13 ・　959　　351 - 4 173

　　

18△I 368 A　865　　　503　　25△　301　　35△　783　　　6y。2 337

　　

12ム

　

545 －　273　　272　　37 ･･　369　26 －　748　491 " 1 537

　　

45 ・29 066 -18 841　10 225　　79 － 1865　　81 - 3 459　　172! -40 181

支 の 推 移

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　

団

　　　　　

体

　　　　　　　　　

赤

　　　

字

　　　

団

　　　

体

　

都道府県

　

ｉ市町村

　

し

ー盤

　　　

数‘都道府県

　

レ市町村

団皿戸額|団皿lｕ（讐町ｃ)/叫は（節水四団皿体皿

　

44 38 302　4 383　31 173　483　　ﾀ.8 - 15 925　　2 4　914　481 ム15011

　

42 30 012　4 472　35 859　492　　9.8＼ -^27 260　　4・5 079　488 △22 181

　

41 25 234　4 642　42 223　476　　ﾀ.口－37 220　　5 ･12 496　471・24 724

　

43

ﾘ

2 668　4 754　49 339　448　　s.5ム34 17W　　3･411 487　445 ・22 685

　

43 46 121　4 822　60 139　407　　7.7 ^ 30 549　　3ﾄ8 550　404 ^21 999

　

44 42 277　4 894　72 499 371　　7.0＼̂ 26 659　　2卜3 809 369 ^ 22 850

　

45 44 376 5 009 85 9H　312　5.Sト2044自　１△1 520　　3Hム18 923

　

45 46 551　5 161　103 220　222　　4痢・16 254　　1乙1 697　221 ･･14 557

　

45 44 469　5 270　109 522　232　　4.2' ・18 577J　　1・ 2 155　231 ・16 422

　

44 26 471　5 401　120 209　215　　＆S －611591　　2 a41 995　213 －19 164

　

45 52 9271 5 603　180 799　　1721　　j.∂△419271　　2△24 219　　170 △17 708

　

45 65 405　5700　227 075　172　　2.9＼ ^40 181]　　2 A16 105　　170 ム24 076

　　　　　　　　　　

－

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　

___

　　

字

　　　

団

　　　

体

　　　　　

赤

　　

字

　　

団

　　

体
--一一一一一---一一-一一

　　

-

　　

一一』ＵＯＬ暴二市町村‾〕［

　　

数し蕎ｊＬ趾耕＿市町村

団体数|収支額1団体数|収支額団体数!収支額l団体数|収支額

1

団体数|収支額

４

　

１ム

　

6 560　　33　　　852　　63 △　7 095　　　1 △　831　　62　△6 264

A

　

2△

　

8 290　　89　　4 686　　　9 ･･　11335　　　2!－ 4 165　　　7　4 7 170
゛

　

1 4　4 778　　170　　6 364 △　16 －　9 960　　　11ム7417・17　△2 543

　　

2

　　

7 434　　112　　7 116 ･･　28　　3 048 ･･　21　　1009 △　26　　2 039

　　

0

　　

13 453　　68　10 800 －　41　　3 623　　　0　　2 937 ･･　41　　　686

　　

1 4　3 844　　72　12 3601 △　36　　3 890 ･･　11　　4 741 ム　35　△　851

　　

1

　　

2 099　　1151　13 412 ･･　59　　6 216 ・　1　　2 289△　S8　　3 927

　　

0

　　

2 175　　152　17 309! ム　90　　4 189　　　01△　177 ･･　90　　4 366

　　

O ° 2 082|　109　　6 302　　10 －　2 323　　　0 A　458　　10　A　1 865

A

　

1 4 17 998!　131　106871 －　17 心42 582　　　1 ・39 840A　18　△2 742

　　

1

　　

26 456　202　60 59014　431　　19 232　　　0　17 776 －43　　1 456

　　

0

　　

12 4781　　97　46 276　　0　　046　　ol　8 114!　０，－6 3681
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第10表単 年

　　

度 収

　　　　　　　　　　　

ｌ

　　

ｓ

　

ｌ口48

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

ｉ

　

合

　　　　

計

　

｜

　

都道府（市IIお

　

単

　

年

　

度

　

収

　

支固

　　

（

　

2 266) (　　16) (　2 250)

　　　　　　　　　　　　　　

60 520　　　　20 591　　　　　39929

　

調整額（Ｃ卜（Ｄ卜(E) (B)　　　　96 465 32716　　　　63 749

　

基

　

金

　

積

　

立

　

額（Ｃ）

　　　

125 193　　　40 973 84220

　

繰

　

上

　

償

　

還

　

額（Ｄ）

　　　　　　

7 974　　　　　083　　　　　6791

　

基金とりくずし額（Ｅ）

　　　　　

36702 9 440　　　　2? 262

　

実質単年度収支國十（Ｂ）

　　　

レ諮汰

　

（

　

，よ

　

（ふ詣

一一
㈱（

　　

）内の数値は、単年度収支の赤字団体数及び実質単年度収支の赤字団体数

その１

　

総 括

第11表

　

繰 越 額

二

　

り:ニ:|:Ｔ::で:|:

。

:ｴ；

人

　　

件

　　

費

　　　　　

0

　　　

7 709　　　　－　　　207　　20 143
普通建設事業費

　　　

51 900　　709 9781　　63 760　　77 440　　10 159
澗列l

　　

jれ

　

ド

　　

］

　　

回

■

　　　　　　　

言十

　　　　

51 946　　766 9021　　66 256　　93 426;　　34 920[

その２

　

都

　

道

　

府

　

県

-

　

-

　

-

　　　　　

継

　

統

　

費
区

　

六

　　　　　

逓次繰越額

件
Ｌ
事
事
Ｆ
の

　

建
助
独
復

　

通
補
単
害

人
普

　
　

災
そ
合

･ = － J

－
・
－
・
－
－

　

一
1
7
9
2
2
5
コ

　
　

６
５
０

　
　

Ｈ
３
８

11617

一一一一一一一

繰越明許費

繰

　

越

　

額

１
‐
‐
’
6
8
0

０
０
8

7
0
5

7
0
6

　

２
３

　

４
３

『
ｊ
－
－

8
7
3

2
8
8

4
6
5

3
7
／
○

８
２

461 984

188－

事故繰越

繰越額

　

1

33

事

　　

業

繰越額

40 736

16 295

24 441

郷
一

1 3
5
3

　
　
　

支

　　

払

繰延額

一

　

17 511

　

9 561

９

　

４

　　

31

ゝ---〃〃-'--〃

|-一一一一一一

　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　

ｒ

　　　　　

ｊ

　　　　　

ｌ=¬-

--

　

-

　

一一一一一-一一一一

｜

ｉ

之

－



支 の 状

　　　

況

(単位

　

百万円)

‾‾‾‾陥‾‾盲二７４１

　　

ﾄ‾‾jに‾

　

ｓ

　　

ｊｎ‾コ

丁則都道府県|市

　

町

　

村〕合

　　　

計|都道府剛市lf

］

　

（

　

1 744) 1 (　　4）（　ロ4o）（　　522)
j (　　12) I (　　510) I

　　

ニ∩二

　

器レゴフ二二二｜

　　

73 324　　　26 739　　　46 585　　　51 869

1　　　14

234
1　　　37

635

i

　　

5 737　　　　1 290　　　　4 447　　　　2 237　　・　107

1　　　2

344

　

パレ６ご∧二∧ご

（

宍飛工

161228　　　65 365 1　　95 863

1　＾

4 243　　－　12058 78リ

等

合

である。

　

28

913

586

326

　

31
1013

計

の

未

　

収

　

入

特定財源

7
8
8
8
8
9

4
3

　

5
522

状 況

未収入特定財源内訳

国庫支出金
ｌ
ｌ
－
‐
1
1
1
1
1
1

　

9
7
5
2
2

　

5
1
1
0
3

　

6
7
5
2
3

　
　

４
４

　

９

　
　

５
５

　

２

　
　

２
２

284

地

　

方

　

債

4
5
9

8
1
6

1
1

502

　　

４

194

そ

　

の

(単位

　

百万円)

他

　

－
－
－
－
・
－
－
Ｉ
ｓ
―
I
7

　

8
8
8
2
6
5

一

〇
2
7
2
6
9

　

4
7
6
2
6
2

　

9
8
0
3

　

３

　

３
１
２

　
　

４

　

27 400

434 268

197 488

236 781

。
ぷ

‾‾‾･頁ii‾ｽﾞ‾4‾盲‾4‾iぷｊ‾‾‾‾ｊ示ぶでiij

--一一一一----一一--･－･--------一一

　

-

　

1

越すべき財

Ｈ皿剣jt大回こノし些ゼド___
…_

　　　

659

　　　　　

-

　　　　　

-;

　　　

24 564

　　

即
席

　　　

昌1

　　　　

無

　　　

謡治

　　

。⊇

　

1言1

　　

3昌

　

町ヨ

　　　

361

　　　

4 3祠　　　314　　2o 358

　　

198 218　　　75 728!　　　　9382　　309 275|

　　

--==-=■-･=→ｍ還-M-=-=･･-･==･･･-･･&a

　

㎜=-==･･=一J-=＝

　　

==

　　　　　　

未収入

　　

未収入特定財源内

合

　

ソ

　

｜

　

一一一一一一

＿_

　　　　　

゛烈竺ゼ庫皿剣jt言旦匡_

.

　　　

25 223　　　　　　6591　　　　　6591　　　　　－

　　　

514 081　　　251 837|　　　175 9551　　　67 354

　　　

昌回

　

飛昌

　

175石

　

??回

　　　

m2§

　　　

2幌回

　　　

21愕i

　　　　

詔回

_･

　　

592 603　　　283 3281　　　198 218[ 75 728

189 －

‥ - 一 一 一 一
= n － ¶ S = － ふ = ･ =

-

　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　

Ｉ

　 　 　 　 　 　

Ｉ

ｒ

　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

｜

｜

ｌ

｜

｜

－

:

l

｛

－

－

｜

－

■ ＝ = 皿 - - W = r r r ■



その３

　

市

　

町

　

村

--‥‥--一一-一一----･-------一一一一--一一-一一---一一--一
汗

_

二
水目片淵黙）

ｊ

㈲無

権無レレ

ニ

☆九五∧ﾐ

騨芦レレヨドレ:］］

ﾚ合

　　　　　

計

　　　

40 329　　304 918　　32 353　　　??636 1　　3 611

囲 ｢県営事業負担金｣は、単独事業費に含めた。

　　　　　　　　　　　

第12表

　

財

その１

　

種類別による推移(市町村)

政 再

<聯帽即函岨

全部適用団体

　　　

…

　　

536

　　

－

　　

536

　　

一

　　

一

　　

一

　

一

一部適用団体

　　　

…

　　　

34

　　

－

　　

34

　　

－

　　　

－

　　

一

　　

一

回且千乱に匹∩

㈱

　

府県については、昭和30年度末実質赤字団体数36、承認団体数20（当初承認団

　

体18、新承認団体２）であったが、昭和40年度末において全団体が再建完了した

　

ので省略した。

その３

　

準用団体等に対する融資あっせんの状況

一一

区

　　　　

分

　

|昭和37年度1

　　

38

　　

139

　　　

千丁丁ｺ

ね∴こ

　

二

　

川二∧ﾆﾄｿﾞ

ｰ-皿皿皿-i〃-----〃-J-←皿--一一～←-←一之〃~一一／
－190



ム

　　　

計

　　

2 836

399 157

212 779

186 378

　

12 475

　　

6 379

420 847

未

　

収

　

入

特定財源

227 133

152 676

　

74 457

　

11 445

　　　

640

239 217

建

その２

　

の

　　　

状

完了予定年度別

未収入特定財源内訳

国庫支出金
一一

　　　

-

　　

78 762

　　

78 560

　　　

2０2

　　

7 76４

　　　　

6

　　

86 532

況

地

　

方

　

債

　　　

－

Ｈ7 491

　

60 038

　

57 454

　　　

999

　　　

282

118 772

(単位

　

百万円)

そ

　

の

　

他

　　　

－

30 880

14 078

16 801

　

2 682

　　

352

33 913

　　　

一一一一一一一一
六ﾚﾚﾚﾚﾔ

ｷｵﾆ∧ﾆﾌﾟ☆（サ

ド
ル言∧王万）

村

　　　

計

　　　　　

2

　

3

　

4

　

－

　

－ 1　　　10

デフ;レレレソ

　　

2 836

172 024

　

60 1０4

Ill 921

　　

1030

　　

5 739

181 630

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一

42

　　

1
43

　　

1

44

　　

1

45

　　

1
46

　　

1

47

　　

1

48

　　

ﾚﾑ

）

｜

　

72

　　　　

68

　　　　

55

　　　　

50

　　　　

36

　　　　

25

　　　　

16

　　　　

11

6012

1　6

790　　5 909

1　　4

635　　3 292　　2 185

1　　1

552　　　　875

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

― 191-

一

一一一一一一一

　　

－－－

　

一一一一｜

=

-

１

！

｜

｜
－

１

一

一

－

ｌ

｜

－



第13表

　

歳

　　

入

　　

決

　　

算

㈱１｢その他｣は、都道府県分が特別区財政調整納付金、市町村分が特別区財政調･

　　

２

　

国有提供施設等所在市町村助成交付金は｢国庫支出金｣に含めた。

－192－

1

　　　　　　　

１

　　

１

　

１=1

　

48

　　　　

年

　　　

度

｜

　　　　　　　　　　　　　　

|=〃==ﾐﾐﾐ=-ﾐ←---←-→=~-=-==に~ﾐ~=ﾐﾐ､ミミ－a-----JIW-------四㎜四
ト

　

リ

・道府．

ﾄ

．

り

n Wi m

1

地

　　　

方

　　　

税

　

3 801 344　37.0 2 689 943 卯.4　6 491 286　邸.∂
l

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　

121 606　　j.　　　58 052　　θ.7　　179 658　1』|

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

1 568 470　巧.s　1 563 378　17.6　3 131 848　17S

I軽油引取税交付金

　　　　

－

　　

－

　　

19 461　θＪ　　　－　－

　

娯楽施設利用税交付金

　　　　　

一

　　

－

　　

1005

　　

θｊ

　　　　

一

　　

一

　

自動車取得税交付金

　　　　

－

　　

－

　　

73 046　　θ.∂　　　　－　　－

　　

小

　　

計（一般財源）

　　

5 491420　53.4　4 414 985　49.8　9 802 793　53.8

　

分

　

担

　

金、負

　

担

　

金

　　　

158 269　　j.5　　1 10 061　　jj　　189 170　ダ1.０

　

使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　　

150 169　　j.5　　168 050　　j.9　　318 218　j.7

j

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

2 590 073　諮J　1 172 397　lS^ 3 762 469　m.7

　

交通安全対策特別交付金

　　　

22 638 θ.忿　　15 591　　θJ　　38 229　θｊ

　

都道府県支出金

　　　

一

　

一

　

498 056　　＆∂　　　　－　　－

i
｜財

　　

産

　　

収

　　

人

　　　

102 652　　j.θ　　216 032　　刻　　318 684　　j.7

　

寄

　　　　

附

　　　　

金

　　　

16 409　　θJ　　86 571　　j.θ　　97 332　　M

　

繰

　　　

入

　　　

金

　　　

42 616　叫　　106 493　j.忿　149 109　θ.∂

　

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　

200 493　　忿.θ　　264 019　　j.θ　　464 512　　忿丿

　

諸

　　　

収

　　　

入

　　

828 479　∂.j　668 102　7.5　1 439 081　・ 7.ﾀ

　

地

　　　

方

　　　

債

　　

672 949　∂.5　1 040 348　11.7　1 637 489　∂.θ

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

994

　　

θ.θ

　　

101 417　　1.1　　　　－　　－
l

　　

歳

　

入

　

合

　

計

　　

10 277 161　100.0　8 862 120　100.0 18 217 086　100.0

＿
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額

　　

の

　　

状

　　

況
(単位

　

百万円・％)

-----------------……------……--

　　　

-

　

昭和47年度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　

一一

　　　　　　

１

　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

額

　

臨二

|

ﾆ

、

!バ犀菜

．

　　

5 004 482　詔J　　1 486 804　k7.e　渥.4　釦丿　四.7　勁.∂　即.忿　召j

　　

163 914　1.1　　　15 744　　θ.5　　9.7　∂.j　∂.∂　6.6＼ 11,3.1　釦j

　　

2 552 995　j＆9　　　578 853　瑠丿　圃丿　27.S　認.7　釘名　幻.S　釘.5

　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　

－

　　

－

　

15､9

　　

－

　　

一

　

26､2

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　

－

　　

－

　

１０５.8

　　

－

　　

一

　

５０､8

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　

－

　　

－

　

び.j

　　

－

　　

一

　

19.ふ

　　

－

　　

7721391

　

51.2

　　

2 081 402　66.6　27.4　26.3　27.0　17.7　21.8　19.5

　　

168 797　1.1　　　20 373　　θ.7　£4　却.7　j忿ｊ　お.j　j忿４　鯉.ぶ

　　

274 257　　j.∂　　　43 961　　j.4　び.&　μ.5　琵.θ　j＆2　瑠４　召j

　　

3 353 354　認.忿　　　409 115　召ｊ　　∂.4　27.5　j口Ｊ　認丿　渥.7　む.4

　　　

31 563　　θ.忿　　　　6666　　θ.忿　釘４　即.7　鯉.j　j舒j　j郎j　130.2

　　　　

－

　　

－

　　　　　　

－

　　

－

　　

－

　

びｊ

　　

－

　　

－

　

μ●忿

　　

－

　　

304 218　　忿.θ　　　　14466　　θ.5・む.∂　μ.j　　4.S　甜.２　４ｊ　巧j

　　　

58 843　θ.4　　　38 489　j.忿　巧.∂　朗.8　砧４-ﾀ.∂　釦丿　助.θ

　　

107 045　　θ.7　　　　42064　　j.∂　卵.j　巧.7　即.j・μ.θ　　∂.4・124

　　

275 377　　j.S　　　189 135　　∂.θ　が乙9　弱.7　68.7＼̂31.6　召.j ・ 5.4

　　

1 159 937　7.7　　　279 144　＆∂　却丿　認丿　勾.j　17.7　麗.∂　却.5

　　

1 635 919　却.&　　　　1570　θ.j・却.j　加.5　θｊ　∂＆j　jθ.θ　μ.∂

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－、56ぶ　５７ｊ

　　

－

　

16.8

　

7.5

　　

－

　

15 090 702 100.0　　3 126 384　100.0　16.5　25.9　20.7　23.1　25.7　23.9

整交付金である。
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第14表

　

歳 入

　　

決 算

　　

区

　　　　

分

　　　　

，り

≒

　

∩

ク

レ

ド

　

45

地

　　　　

方

　　　　

税

　　

906 475　2 149 522　2 580 128　3 090 179　3 750 668

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

45 449　　69 158　　79 586　　93 065　108 687

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

401 704　947 020　025 508　1 460 845　1 798 248

臨時地方財政交付金

　　　　

－

　　

11 998　　　－　　　－　　　－

　

べjヽ

　

・（一懇と貝ｵ・）

　　

1 353 628　3 1 77 698　3 785 222　4 644 089　5 657 603

使

　

用

　

料，手

　

数

　

料

　　

73 808　　159 264　　174 555　　189 298　209 088

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

580 757　1 406 535　1 617 701　1 825 164　2 092 937

繰

　　　

入

　　　

金

　　

20 932　　38 054　　47 765　　68 212　　106 988

繰

　　　　

越

　　　

金

　　

107 692　　163 883　212 532　235 928　271 622

地

　　　

方

　　　

債

　　

115 044　340 233　369 132　438 068　642 932

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

259 689　640 644　751 967　904 470　1 122 828

　　

1

　

入

　

合

　

計

　　

2 51 1 550　5 926 31 1　6 958 874 ，8 305 229 10 103 998

j
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囲

　

「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町

一一一一一一一一一-一一……-一一

　　　　　　　　

！

　　

決算額構成比

　　　　

増

　

区

　　　　　

分

　

1

　

36

　

1

　

42

　

43 44 I 45 46 47 48　36 42

一一一‥-一一一一一一

　

一一一一一一一一一一-一一一一

　　　　　　　　　　　　　　　

-

地

　　

方

　　

税

　

甜.j

　

3G.2＼ 37.11 37.2 S7.1 μ丿SS^＼ 35.6 SSM 50丿

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

jj

　　

j.忿

　

1.1

　

1.1

　

1.1

　

j.θ

　

1.1

　

j.θ

　

j.9

　

jj

地方交付税

　

16准　16.0＼ 16.2＼ 17.6びj 173 j∂j 17^ 18.7＼22.7

臨時地方財政交付金

　　

一

　　

０.２

　

－

　

－

　

一

　

一

　

－

　

－

　

－・臨6

　

小計(一般財源)

　　

53.9

　

53.6

　

54.4

　

55.9

　

56.0 53.1　51.2　53.8 54.0 70.3

　

使用料、手数料

　　

忿.∂

　

名.7

　

忿.5

　

忿Ｊ

　

む

　

i.9

　

M

　

j.7

　

1.S

　

j.∂
1
国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

留.j

　

ZS.7＼ 23.2＼ Z2M 20.7＼ 21.1　認４勿丿釘jj∂J

i繰

　　　

入

　　　

金

　　

θｊ

　　

θ.7

　

θ.7

　

θj

　

1.1

　

j.θ

　

θ.7

　

M

　

j.ﾀ

　

Ｍ

　

繰

　　　

越

　　

金

　　

4.j

　

忿ｊ

　

む

　

忿丿

　

忿.7

　

忿.4

　

i.s

　

忿ｊ

　

∂.9

　

4j

　

地

　　

方

　　

債

　

4.∂

　

5.7

　

5.ﾀ

　

5j

　

∂.4

　

り加j

　

9.0＼ 5.9" 8.ﾀ

1そ

　　　

の

　　　

他

　　

10.k

　

103 103　j∂j　11.1　11^　llM　11^ jθ.7 njo

ｉ

　

歳入合計

　

100.0 100°0 100.0 100°0 100.0 100‘0 100°0 100.0 100.0 100.0
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額 の 推 移
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　

算

　　　　

額

　　　　　　　　

指

　　　　

数

　　　　　　　　　　　　

○

_

　　

＿
ニドトり48

　　

j 36 4り（二万几（46卜）

　

4 235 746　5 004 482　6 491 286　加　　留7　認5　J訂　4μ　卯7　訂2　7狸

　

125 771　　163 914　　179 658　加∂　巧忿　丿乃　釦5　2即　277　jむ　J邸

　

2 101423! 2 552 995　3 131 848　却θ　2蹟　認θ　郎4　4詔　5留　留δ　7卯

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

¬

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

6 462 940　7 721 391‘　9 802 793　1 00　235　280　343　41 8　477　5Z0　724!

　

231 825　274 257　318 218　j卯　2jβ　口郭　酉∂　認∂　∂μ　j71?　詔j

　

2 566 047　3 384 917　3 800 698　加θ　2公　忿7ﾀ　訂4　涯θ　4剱　認J　&邱

　

122 186　107 045　　149 109　j卯　丿麗　忿怒　了昂　511　認4　511　7j2

　

291 107　275 377　464 512　j叱　μ乏　四7　忿却　２屁　忿7θ　巧∂　μj

　

□23 750　1 635 919　1 637 489　j卯　2郎　認丿　鉛丿　訂9　ﾀ7 1 k22＼1 i23

　

1 381 594'　1691 796　2 044 267　j∂6　　乳7　2卯　∂詔　詔2　醇忿　651　躇7

　　　　

1

　

12 179 449 15 090 702 18 217 086　100　236　277　331　402　485　601　725

　　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

--一一‥一一
村助成交付金を含めた。

(単位

　

％)

　

滅

　

額

　

構

　

成

　

比

　　　　

｜

　　　　　

増

　　　　

減

　　　　

率

　

43 44 45 46 47 I 48　36　｣42 43 44 45 46 47 48

　

訂,7 J7.ﾀ錨.7 23.U＼ 264 ^7.61 21.S＼ 21.5＼ 20.0却丿忿以丿忿丿圃丿四.7

　

1.0 1.0 0.ﾀθ.sjjθ.5部.7狸.s 1S.1＼ 16.9 16^ 15.7＼ 30.Sﾀ.∂

17.3＼ 2-4.ﾀ18.8＼ U.6＼ 15.5＼ 18.5＼ 29A 21^＼ 18.8＼ 2.9.8＼ 23.1＼ 16.9＼ 21丿麗.7

‘j●忿

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　　

－・7US皆滅

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

58.8

　

63.8

　

56.3

　

38.8

　

43.2

　

66.61

　

24.0

　

19.8

　

19.1

　

22.7

　

21.8

　

14.2

　

19.5

　

27.0

　

j.5

　

1.1

　

1.1

　

1.1

　

j.5

　

j.4

1

　　

∂ｊ

　

∂.7

　

∂.∂

　

＆4

　

却.5

　

加.ﾀ

　

瑠丿

　

釦.θ

　

20.5 15A＼ 1綿飴･8 28.1　13.3･　訂.7　11A　巧.j　j忿.∂　μ.7　麗.∂　jj.ﾀ　12,3

　

θ.ﾀ

　

j.5

　

忿.2

　

0.7＼'^ 0.5　jj　河.∂　1S.6　邱.5　砲.s　邱.8　lLtV 1Z4　釣.j

　

4.7

　

j.7

　

2.θ

　

0.9> 0.5　∂.θj　μ.7　四.θ　四.7　n.θ　15.1　7.2k ５４　昭.7

　

2j

　

5.j

　

in

　

23.2 17.6　θjl　却ｊ･ヽleA　＆5　召.7　砧.s　μ.s　15.6　θｊ

　

加丿払4比j

l

12.5＼ 10.6＼ 11.ぶ25.21 16A＼ 17.4 20丿糾.j　2S.(A 22S＼ 20.8、

予0 100.0 100｀O1 100.0! 100°0ﾘoo.oj 24°0 14.5 17.4 19.3 21.7 20.5 23.9 20ノ

　　

__
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その１

　

総 括

第15表

　

地 方 税

ｉ

　　

ｇ

　　　　　　　　

゛

　

ｌ

　

ｓｐ

こ

１

　

１

　

１

こ

り利支

　　

道

　　

府

　　

県

　　

税

　　　　　　　　

35 069　　　　　　　26 571

　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

税

　　　　　　　　

29 844 23 473

　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

64 913　　　　　　50 045

1

　　

（参考）

　

国

　　　　　　

税

　　　　　　　　

140 478　　　　　　　104 006

　　　　　　　　

一一一
㈹

　

国税は、租税（一般会計分、交付税及び譲与税配付金特別会計分並びに石炭

その２

　

道府県税

一一一一一一一一一一一一一一--一一一一一一一一

　　　

-

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

48

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　　

一一

　　

ｇ

　　　　

゛

　　

鯛S ゛|゛

(B) (B)/(A)XIOOド必

　

１

　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　　

3 342 205　　　3 200 156　　　お.7　　　釘ｊ

　

(1)法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　　

3 342 034　　　3 199 985　　　M.7　　　釘ｊ

　　

ア

　

道府県

　

民税

　　　

817 816　　　776 021　　　渇丿　　　認.j

　　　

(ア)個

　　

人

　　

分

　　　

539 928　　　508 025　　　舛ｊ　　　μ.5

　　　

(ｲ)法

　　

人

　　

分

　　　

277 888　　　267 996　　　邱4　　　7.∂

　　

イ

　

事

　　　

業

　　　

税

　　　

1 664 721　　　1 601 267　　　邱.忿　　　μ.δ

　　　

(ア)個

　　

人

　　

分

　　　　

64 765　　　　60 901　　　4.θ　　　　j.7

　　　

(ｲ)法

　　

人

　　

分

　　　

1 599 956　　1 540 366　　　郎.j　　　μ.9

　　

ウ

　

不動産取得税

　　　

161 826　　154 1H　　95S　　4.4

　　

エ

　

道府県たばこ消費税

　　　　

115 911　　　　1 15 9H　　　100.0　　　　jj

　　

オ

　

娯楽施設利用税

　　　

48 517　　　48 08!　　　叩j　　　j.4

　　

ヵ

　

料理飲食等消費税

　　　

221 728　　　209 145　　　糾ｊ　　　∂.θ

　　

キ

　

自

　　

動

　

車

　

税

　　　　

307 134　　　291 155　　　糾ｊ　　　　∂ｊ

　　

ク

　

鉱

　　　

区

　　　

税

　　　　　　

747

　　　　　

660

　　　

甜.4

　　　　

θ.θ

　　

ヶ

　

狩

　

猟

　

免

　

許

　

税

　　　　　

1 819　　　　1 819　　　100.0　　　　θ.j

　　

コ

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　　　

1 815　　　　1 815　　　jθθ.θ　　　　θｊ

　

(2)法定外普通税

　　　　

171

　　　　　　

171

　　　

100.0

　　　　

θ.θ

2

　

日

　　　　

的

　　　　

税

　　　

313 177　　　306 618　　　夙9　　　∂.7

　　

(1)自動車取得税

　　　

102 984　　102 932　　叩.9　　　幻

　　

(2)軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　

1

　　

208 786　　　202 279　　　卵.9　　　M

　　

(3)入

　　　

猟

　　

税

　　　　　

1 407　　　　1 407　　j卯刃 0.0

3

　

旧

　

法

　

に

　

よ

　

る

　

税

　　　　　

324

　　　　　

Ho

l

　　

4.θ

　　　

θ.∂

1

　　　

合｀

　　　　　　　

■

　　　　

3 655 706

1　　3

506 884　　　95.9 ， 100.0

㎜-----===---･＝＝-=====

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

.〃=~=ミミ〃一一一一一-一一一一一一一一

　　　　　　　　　　　

一一一一一一一
叫

　

収入額は、「第13表歳入決算額の状況」の地方税の決算額から東京都が徴収した

除し、特別区が徴収した道府県税相当額(昭和47年度５百万円、昭和48年度３百
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一

１

　

(１

｜

　

(２

２

３

一一



の

額

一
増 滅 額

状

　

8 498

　

6 371
14 868

36 472

況

決

　

算

　

額

　

構

　

成

　

比

昭和48年度

　

｜

　

昭和47年度

5乱０

邱.θ

100.0

　

－

認丿

昴.9

100.0

　

－

(単位

　

億円・％)

対前年度増減率

㎜■ J ･ ㎜ ㎜ ■ ㎜ ■ ㎜ J

　　　　　　　　　　　

一一‥一一一一ｌ

　

昭和48年度

　

１

　

昭和47年度

3２､0

27.1

29.7

３5ｊ

及び石油対策特別会計分)及び印紙収入のほか専売納付金を含む。

1６.ふ

２０ぶ

18.1

2ﾀ.忿

(単位

　

百万円・％)

‘‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾

　　

‾‾‾‾‾‾‾'‾‾‾‾‾'‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾･‾

　　　　　　　

'‾｀¨‾‾"‾¬

　　　　

昭

　

和

　

47

　　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　

一一一一一一一一一

　

り竹喘（撹

o

l‰攬乱作‰旧y

o

!廳‾

　

2 472 H6　2 385 162　　邱.5　　即.S　　814 994　　巧.∂　　助丿　　釦.5

　

2 472 009　2 385 055　　卵.5　　即.S　　814 930　　舒.ﾀ　　秘.忿　　7∂.4

　　

622 089　　591 539　　弱.j　　認.ぶ　　184 482　　鯉.7　　訂丿　　認.び

　　

436 162　　409 692　　紹.9　　μ4　　　98 333　　と.∂　　郷.θ　　釘.2

　　

185 927　　181 847　　97.8　　∂.∂　　86 149　　却.j　　茸.4　　びｊ

　

□36 677　1 108 630　　訂.5　　μ.7　　492 637　　認.θ　　μ.4　　μ.θ

　　

64 806　　　60 899　　糾.θ　　　2J　　　　　2　　　θ.θ　　　θ.θ　・μ.θ

　

1 071 871　　1 047 731　　訂.7　　即皿　　492 635　　認.θ　　銘.θ　　仔.7

　　

117 359　　H2 372　　認.S　　4.忿　　41 739　　4.ﾀ　　S7.1　　5j

　　

106 812　　106 812　　100.0　　　4.θ　　　9 099　　　1.1　　　＆5　　勿.ﾀ

　　

51 829　　　51 495　　即詠　　　j.ﾀ　．　3 414 －　0.5 -　∂.∂　　詔.7

　　

175 788　　166 195　　μ.5　　6.5　　42 950
！

ぶ.j　　25j　　j＆δ

　　

257 035　　243 709　　叫ｊ　　　∂.2　　　47 446　　　よ.∂　　却.ざ　　口θ.j

　　　

848

　　　　

731

　　

86.2

　　　

θ.θ

　

乙

　　

71－

　

θ.θ

　

・9.7

　

乙

　

7.7

　　　

1 719　　　1 719　　100.0　　　0.1　　　1001　　θ.θ　　　5j　" 0.3

　　　

1 853　　　1 853　　jθθ.θ　　　∂ｊ　乙　　38　- 0.0　・口ｊ　・S7.1

　　　

107

　　　　

107

　　

jθθ.θ

　　　

θ.θ

　　　　　

64

1　　θ.θ　　5∂ｊ　5

250.0

　　

278 976　　271 883　　97.5　　10.2　　　34 735 1　　4j　　12.S　　15.7

　　

94 017　　　93 915　　∂∂.ﾀ　　　，ﾀ.5　　　9017

1　　1.1　　　∂.び　　20.U

　　

183 607　　176 616 96.2　　∂.∂　　25 663
1　　j.θ　　μ.5　　13.5

　　　

1 352　　　1 352　　μ

　　　

120

　　　　

102

　　

85.0

　　　

θ.θ

　　　　　

8

1

　　

θ.θ

　　　

7.ﾀ

　

口ぶ.50.0

　

2 751212　2 657147　　96.6　　100.0　　849 737

1　100.0　　32.0　　16.41

市町村税相当額(昭和47年度214 126百万円、昭和48年度294 463百万円)を控

万円)を加算した額である。
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その３

　

市町村税

第15表

　

地 方 税

一一一･一一

　　　　　　

一一一一一

　　　　　　

一一
１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

48

　　　

年

　　

度

　　

１

｜

　　　　

区

　　　　　　

分

　　　

有子゛げに耶お謳

」

　

普

　　　

通

　　　

税i 2 888 518　2 806 075 1　　　97.1　　　糾ｊｌ

り1）法

　

定

　

普

　

通

　

税1 2 884 850 1 2 802 40川 ∂7j　　　　　93J9

　　

ア

　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　

1

　

1 414 192　1 361 26川　　　邱Ｊ　　　　狐∂

　　

帥個人均等割

　　

15 238　　14 493　　　邱ｊ　　　θｊ
ｌ

　　

げ）所

　

得

　

割

　　

921 394

1　883

300　　　弧ﾀ　　即.∂

　　

（ウ）法人均等割

　　　

4 871　　4 687　　　卵.忿　　　θｊ

　　

匈

　

法

　

人

　

税

　

割

　　

472 689　　458 782　　　　夙丿　　　　巧.4

　　

イ固定資産税

　

1 081 658

1

1 056 386　　　　　1?7.7　　　　涯41

　　

（ア）純固定資産税

　　

1 036 97り　1 oil 699　　　夙∂　　　甜ｙ

　　　　　

土

　　　　

地

　　

409 347　　398 804　　　　974　　　　jね

　　　　　

家

　　　　

屋

　　

369 406　　359 395　　　　∂7j　　　　瓜θ

　　　　　

償却資産

　　

258 218　253 500　　　認.忿　　　Ｍ
ｌ

　　　

ぐｲ）交付金・納付金

　　　

44 687　　44 687　　　j∂θ.θ　　　　Ｍ

｜

　

ウ軽自動車税

　　

31 090　　28 519　　　肱7　　　j.θ

　　

エ

　

市町村たばこ消費税

　　　

203 758　　203 758　　　　lOOM　　　　Ｍ
１

　

オ電気ガス税

　　

130 158　130 154　　j叩.θ　　　μ

l

　

ヵ鉱

　　

産

　　

税1

　

2 092　　2 063　　　認.∂　　　θｊ

　　

キ

　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　

290り

　　

2 811 96.9　　　　　θj
i

　　

ク

　

特別土地保有税

　

1

　　

19 001　　17 456　　　釘Ｊ　　　　邸

　

（2）法定外普通税l

　　

3 668　　　3 666 j IOOjO　　　　　θｊ
・2

　

日

　　　　

的

　　　　

税

　

l

　

182 782　　178 171　　　　夙5　　　　∂.θ

　　

（1）入

　　　

湯

　　　

税

　

｜

　　

4 585　　　4513 認.4　　　　　θｊ

；

　

（2）都

　

市

　

計

　

画

　

税

　

1

　

177 928　　173 398　　　　夙5　　　　5.∂

　　

（3）水

　

利

　

地

　

益

　

税

　

1

　　　

269

　　　　

260

　　　　

紙S

　　　　

θ.θ

　　

（4）共同施設税i

　　　

o1 O　　　　100.0　　　　　θ.θ

　　

（5）宅地開発税，

　　

－・

　　

－

　　　　

－

　　　　

－

３旧法によ

　

る税j

　　

3帽

　　

1『

　　

μｊ

　　　　　

θ.θ

　　　

合

　　　　　

計

　　　

1

　

3 071 625
1　2
984 403

1　　　　97.2　　　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

■

　

■j』･-･■㎜■（注）収入額は、「第13表 歳入決算額の状況｣の地方税の決算額から東京都特別区

京都が徴収した市町村税相当額(昭和47年度214 126百万円、昭和48年度294 463

その４

　

個人諸税の状況 (単位

　

％)

　

－

　　　　

●■警･-･-･･r=

　

＝

　

＝一一
｜

　　　　　　　　　　　

対前年度増波率

　　　

決算額構成比

　

｜

1
ﾉ゛

㈱１

　

個人所得は、経済企画庁調による。

　

２

　

所得税及び個人所得については、地方税との比較上１年前の計数である。

　

３

　

個人所得の決算額構成比は、分配国民所得に対する比率である。
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の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　

昭

　

和

　

47

　　

年

　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

リヤド眉悩乱銘和睦黙り謳

　

2 298 397　2 234 490 97.2　95.2 i　571 58s
；　即.7　　訂ぶ　　卯よ

　

2 295 509　2 231 609 97.2 !　巧.j　　570 800!　卯.δ　　諮.∂　　2o'J＼

　

1 102 537　1 062 157　　96.3　語.2　　299 10s　　i.7.0　　詔.2　　収j

　　

15 188　　　14 409　　糾.∂　　θ.∂　　　　84　　θ.j　　θ.∂　　　∂1

　

766 818　　733 762　　邱.7　　31.S　　149 538 1　留.5　　勿.4　　認4

　　

4 464　　　4319　　邱.7　　θ･り　　　368 1　　θｊ　　＆5　　　∂熹

　

316 067　　309 667　　河.θ　　む･郷　149 115 i　燧･4　　留.Ｌ　　瑠.1

　

848 328　　827 522　　97.5　巧.J　　228 864 1　巧.∂　　刀.7　　却.j

　

808 683　　788 077　　訂.41　認.∂　　223 622 !　巧.j　　認.4　　却1

　

256 797　　249 s63　　腔.引　加.∂　　149 24り　認.4　　卵.s　　四.j

　

315 815　　306 542　　ﾀ7.j　　瑠.j　　52 853 '　＆j　　m忿　　仔.が

　

236 270　　231 971

1　認.忿　　∂.ﾀ　　21

529　ね　　∂.j　　j肆

　　

39 446　　　39 446　　却θ.りJ　　j.7　　　　524ト　　θｊ　　詔.∂　　　11.6＼

　　

30 354　　　27 800　　釘.∂　　　j.忿　　　　719 1　　θ.j　　　2.∂　　　∂.力

　

187 497　　187 497　　jθθ.θ｜　　＆θ　　　16261　　　忿.∂　　　∂.7　　　10.8＼

　

122 120　　122 106　　jθθ.θ　　　J.忿　　　　8 048

1　　ムj　　　∂J　　　j忿j

　　

2 032　　　1 980　　97.L　　　θ.j　　　　　83　　　θ.θ　　　4.忿　，　jθj

　　

2 640　　　2 545 卵４　　θjj　　　266 ' 0.0　　　10£　　　5j

　　　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

17 456 1 忿.7　　皆増｜　　－

　　

2 888　　　2 881　　卯.S　　　θ.j　　　　785 1　　θ.j　　27.2 j　　おJ

　

H5 138　　111 926　　訂.2　　4.S　　66 245 i　却μ　　卯.２　　お.∂

　　

4 331　　　4 263　　侭.4　　　θ.2　　　　25叫　　θ.θ　　　5J　　　釦.∂

　

110 460　　107 329　　夕.忿　　4.∂　　　66 069 1　勁４　　訂.∂　　仔.5

　　　

347

　　　　

334

　　

郎.j

　　

θ.θ

　

A

　　

74 I - 0.θ　・麗.2　　却.∂

　　　　

0

　　　　　

0

　　

70.0

　　　

θ.θ

　　　　　

0 !　　θ.θ　　　θ.θ　- 100.θ，

　　　

一

　　　

一

　　

一

　　

一

　　　

／

　

一

　　

－

　　

一

　　

ロ53

　　　　

920

　　

7ﾀ.7

　　　

θ.θ

　

－

　　

763

　

－

　

θ.j

　

^ 82.ﾀ　鯉9びθ.θ

　

2 414 688　2 347 335　　97-2　　100.0　　637 068　　100.0　　27.1　　　20.2

が徴収した道府県税相当額(昭和47年度Ｓ百万円、昭和48年度３百万円)を控除し、束

百万円)を加算した額である。

　

その５

　

法人諸税の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

％)

　　　　　　　　　

対前年度増減率

　　　

決算額構成比

　

区

　　　　　

分

　　

|

昭和48年度|昭和47年度

　

昭和48年度丿昭和47年度

住民税法人分

　　　　

卵.5

　　　　

ぴ.9

　　　　

11^

　　　　

∂.ﾀ

事業税法人分

　　　　

卵.り

　　　　

妬丿

　　　　

留.7

　　　　

加.∂

法

　

人

　

税（国税）

　　　　　

5ムθ

　　　　　

17.0

　　　　　

S2.2

　　　　　

28.8

（参考）法人所得

　　　　　

認.2

　　　　

巧.4

　　　　

18.8

　　　　　　

μ.7

　　

在庫品評価

　　

（ｌｎ

　

）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一
㈱１

　

２
法人所得は、経済企画庁調による。
法人所得の決算額構成比は、分配国民所得に対する比率である。
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その１都道府県

第16表

　

法 定

　　　　

外

　

(単位

　

百万円)

区

　　　　　　

分

　

｜

　

石油価格調整税

　

｜

　

合

　　　　　　

計

昭

　

沖

　　

繩

　　

県

　　　　　　　　　　　

171

　　　　　　　　　　　

171E

果
合

　　

・4

　　　　　　　

171

　　　　　　　　　　　　　　　

171

昭和47年度叫）

　　　　　　　

107

　　　　　　　　

107

増

　　　　

滅

　

固一如

　　　　　　　　　　　

64

　　　　　　　　　　　　　　　

64

その１

　

所得割軽減額

第17表

　

給与所得者の住民税

　　　　　　　　

(単位円･％)

　　　　　　　　　

区

　

分

　　　

所得割の負担額

　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　

1

軽

　

滅額

|

軽滅率

給与の収入金額等

　　　　　

昭和47年度|昭和48年度

　　　　　　　

道府県民税

　　　　

2 948　　　　2 028　　　　920　　　　むj

　　

100万円

　

|

市町村民税

　　　　

2 948　　　　2 028　　　　920　　　　町丿

　　　　　　　　　

計

　　　　　　

5 896　　　　4 056　　　　1 840　　　　31.2

　　　　　　　

道府県民税

　　　

11 257　　　10 322　　　　935　　　　∂j

　　

150万円

　

|

市町村民税

　　　

17 014　　　12 644　　　　4 370　　　　25.７

　　　　　　　　　

計

　　　　　　

28 271　　　　22 966　　　　5 305　　　　18.8

　　　　　　　

道府県民税

　　　

20 223　　　19 288　　　　935　　　　4.∂

　　

２００万円

　

|

市町村民税

　　　

38 169　　　32 220　　　　5 949　　　　巧.∂

　　　　　　　　　

計

　　　　　　

58 392　　　51 508　　　　6 884　　　　1 1.8

－200－



普

　

通

その２市

税 の

　

状

　

況

町

　

村 (単位 百万円）

’

り節痢万万み兄な二

|

∴

;

。。

:

　

ズ

　

ニ

　

ズ

　

丿二乱

戸:¨:

　

7

　

二

　

7

　

jU

　

Z

　

ズ

文化観光施設税

　　　　　

2

　　　　

81

　　　　　

2 77　　　　0　　　　4

砂利採取税

　　　　

6

　　　

372

　　　　

6

　　　

338

　　　

0

　　　

34

　

合

　

計

　　　

52

　

3 666　　55 1　2 881 ･･ 3　7y

所得割の負担状況(夫婦、子２人)

その２

　

課税最低限の推移 (単位

　

円・％)

　　　　　　　　　

区

　

分

　　

所

　　

得

　　

税

　　

住

　　

民

　　

税

　

ｉﾊﾞWjjjT二

住民税

　　　

課税最低限|増滅率|指

　

数課税最低限|増滅率丿指

　

数

　

昭和40年度

　

昭和41年度

　　

474 036　μ.5　却θ　　370 856　加.5　j卯

　　　

41

　　　　　　

42

　　　　　

537 282　lS^　jμ　　381 377　　2J　j昭

　　　

42

　　　　　

43

　　　　

633 599　f.∂　j4　　467 682　麗.∂　j邱

　　　

43

　　　　　　

44

　　　　　

721 905　13S　巧2　　555 481　詔j　7卯

　　　

44

　　　　　　

45

　　　　

800 900　却.9　j印　　640 940　M.4　17S

　　　

45

　　　　　　

46

　　　　

880 328　ﾀj　j∂∂　　728 091　μ.∂　j邱

　　　

46

　　　　　　

47

　　　　

1 003 441　μ.θ　叙忿　　804 871　却.5　釘7

　　　

47

　　　　　　

48

　　　　

1 121 260　11訥　2S7　　865 766　　7.∂　忿＆9

　　　

48

　　　　　　

49

　　　　

1 507 000　潟４　み∂　　1 016 000　j74　忿74

201－



　　　　　　　　　　　　

第18表

　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　

超

その１

　

市町村民税個人均等割税率別市町村数

　

区

　　　　　　

分

　　　

大

　　

都

　　

♂

　

和

都

48

　

年

　

ぜ

.

　　　　　　　

，団体数｜構成比

1

団体数｜構成比

：゛ｊ≒未：

　　

こ

　

こ

　　

謡

　　

ふ

７∵ヅヅ;

　　

二

　　　

二

　　

6;

　

な

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　

10

　　　　

100.0

　　　　

634

　　　　

1??ﾀ」

㈱

　

特別区については、23区を１として大都市に計上している。なお、昭和47年

　

その２

　

市町村民税所得割税率別市町村数

轟
ﾚ

ﾎﾟ
呵診］ケ

づEﾐ

　　

］

　

］

　

ノ

不合均

　

‾

　

課計税

　　　　　　

W;

　　　

100.0ニ］

その３ 市町村民税法人均等割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

48

　　　　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

|

　

大

　

都

　

市

　

一Ｊ-

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体数|構成比

　

団体数

　

標準税率未

　

法第312条第１項第１号の法人等

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　

満

　　　　

｛法第312条第１項第２号の法人等

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

’標

　

税

　　

畑
：

　　

準

　

率χ法第312条第１項第２号の法人等

　　　　

８

　　　

釦.θ

　　　

421

　

標準税率を

　

法第312条第１項第１号の法人等

　　　　

２

　　　

W.0

　　　

211

　

超えるもの｛法第312条第１項第２号の法人等

　　　　

２

　　　

20.0

　　　

212

　

n一課叫談判廓雛疆雛蜂

　　

二

　　　

二

　　　

こ

　

゛

　

計

　

｛法第312条第１項第１号の法人等

　　　　

10

　　　

100.0

　　　

633

　

□

　

μ

　　　

法第312条第１項第２号の法人等

　　　　

10

　　　

100.0

　　　

633

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-･-一一一一
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過

　

課

　

税

　

等

　

の

　

状

　

況

(単位 ％）

　　

拓

　　

１

村

日

　　

現

　　

參

　　　　

BSfn47年４月１日

　　

比

　　　

較

石部聶
司

Ｈ４１構成比

　

団体［構成

]

１

　

（皺率

　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　

2 187　　　83.0　　2 761　　　∂4J　　2 692　　　8S.1　　　印　　　乙∂

　　

446

　　　

16.9

　　　

511

　　　

15.6

　　　

540

　　　

j∂.7。

　

忿∂，

　

54

　　　

1

　　　　

θJ

　　　　

6

　　　　

θ.ﾀ

　　　　

6

　　　　

θ.忿

　　　　

θ

　　　

θ.θ

　　

2 634　　　100.0　　3278　　　100.0　　3 238　　　100.0　　　40　　　1.2

４月１日現在の数値には沖繩県は含めていない。以下第18表において同じ。

(単位

　

％)

　

帚

　

月

　　

１

　

町

日

　　

現

　

在

村

　　　　　　　　　

計

　　　　　　

｜

構成比

|

団体数｜構

　

成

　

比

|

団体数｜構

　

成

　

比

　　　　

－

　　　　　　　

1

　　　　　　　

θ.θ

　　　　　　　

1

　　　　　　　

θ.θ

　　　

弱.口

　　　　　

2 631　　　　　　　∂∂.∂1　　　　3270　　　　　　　99､8

　　　　

θj

　　　　　　　

2

　　　　　　　

θj

　　　　　　　

4

　　　　　　　

θ.j

　　　　

θｊ

　　　　　

－

　　　　　

－

1

　　　　

2

　　　　　

θｊ

　　　　

∂.忿

　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

1

　　　　　　　

θ.θ

　　　　

一

　　　　

－

　　　　　

一一一

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　

100°0

　　　　　

2 634　　　　　　100‘O
I

3278　　　”　　　　100.0

(単位

　

％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　

年

　

４

　　

月

　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　　　　　　

昭和47年４月１日

＿二直_

　　

町

　　　　

村

　　　　　　　

計

　　　　

1

　

現在

構成比

|

団体数|構成比

|

団体数|構成比

　

団体数1構成比

　　　

一

　　　

一

　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

一

　　　

一

　　　

邸j

　　　

1 985　　　μ.4　　　2 414　　　μ.7　　　　2 370　　　　μＪ

　　　

弱.5

　　　

1 985　　　75.i　　　2 414　　　73.7　　　　2 388　　　　河.7

　　　

おj

　　　

649

　　　

邱.∂

　　　

862

　　　

邱j

　　　　　

868

　　　　

邱丿

　　　

認.5

　　　

649

　　　

糾.∂

　　　

863

　　　

部ｊ

　　　　　

８５０

　　　　

２６ｊ

　　　

0.2

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

１

　　　　

θ.∂

　　　　　

－

　　　　　

一

　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　　　

－

　　　

－

　　

100.0

　　　

2 634　　　100.0　　　3 277　　　100.0

1　　　3238　　　　100.0

　　

100.0

　　　

2 634　　　100.0　　　3 277　　　100.0

1　　　3238　　　　100.0

― 203



　　　　　　　　　　　　　

第18表市町村民税超過

その４

　

市町村民税法人税割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㎜■■■㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜■

　

■

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

46

　　

年

　　

４

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

都

　　　　　

市

　　　　　　　　　　　

目口本

　

（構瓦

）

団体数|構^ it

　

,標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　

－

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

－

　

,標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　　

９

　　　　

卯,θ

　　　　　

231

　　　　

屁.4

　

ぎぞ呼い;

　　

ニ

　

ツ

　

ニ

　

鸞

｜

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　

10

　　　　

100.0

　　　　　

634

　　　　

10Q.0

その５

　

固定資産税税率別市町村数

１

　　　　　　　　

｀

　　　　　　

昭

　

和

　

48

　

年

　　

４

　　

区

　　　　　　　

分

　　

|

　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

都

　　　　

市
ｌ

　　　　　　　　　

目丿木

　

（構成

）

日４

　

（構成&

　

標準税率未満

　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

標

　　

準

　　

税

　　

率

　　　　　

10

　　　

jθ叩

　　　　

491

　　　　

限4

　

標準税率を超えるもの

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　

142

　　　　　

麗.4

　

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　　

］

　　　　

Ｍ

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　

10

　　　　

100.0

　　　　　

634

　　　　

100.0

その１

　

都道府県

第19表

　

地 方

　

税

(単位

　

徴

％）

　

ゝ－

　　　

r71’n･SII･〃●゛

　　

区

　

り

　

現年課税分

　　

ﾄ

納繰越分

|

　

合

　　

計

　　　　　　　　

現年度分|過年度分

　　　　　　　　　　

_

　

昭和35年度

　　　　

∂7jl

　　　

卯.4

　　　　

肆j

　　　　　

94.2

　　　　

36

　　　　　　　　　

ﾀ7.2 i　　　　　92.6　　　　　　卯.8　　　　　　95.0

　　　　

37

　　　　　　　　　

97.3

　　　　　　

叩.5

　　　　　

54.ﾀ

　　　　　　

95.4

　　　　

38

　　　　　　　　　

∂7.ふ

1

　　　　　

92.2

　　　　　　

56.9

　　　　　　

95.6

　　　　

39

　　　　　　　　　　

97.2

　　　　　　　　　　　　

57.5

　　　　　　

95.8

　　　　

40

　　　　　　　　　　

96.8

　　　　　　　　　　　　

弘.7

　　　　　　

95.3

　　　　

41

　　　　　　　　　　

97.2

　　　　　　　　　　　　

邱j

　　　　　　

95.5

　　　　

42

　　　　

｜

　　　　　　

97.lt

　　　　　　　　　　　

5θj

　　　　　　　　

95.8

　　　　

43

　　　　

｜

　　　　

97.7

　　　　　　　　　

訂j

　　　　

96.2

　　　　

44

　　　　

1

　　　　　　

ﾀ7.4

　　　　　　　　　　　　

む.7

　　　　　　

96.1

　　　　

45

　　　　　　　　　　

97.5

　　　　　　　　　　　　

認j

　　　　　　

96.4

　　　　

46

　　　　　　　　　　

97.?"

　　　　　　　　　　　　

卯.4

　　　　　　

96.5

　　　　

47

　　　　　　　　　　

97.7

　　　　　　　

1

　　　　　

57j

　　　　　　　

96.6

1

　　

48

　　　　

｜

　

卵j

　　　　　　　　　　　　

59^

　　　　　　

95.9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｀“----●～

　

kl●叫 昭和 39年度から現年度分及び過年度分は合わせて現年課税分とされた。
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課

　

税

　

等

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

_

月

　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　

←

　

昭

　

和

　

47

　

年

　

几（

　

町

　　

村

　　　　　　

計

　　　　　

４月１日現在

　

｜

ｊ‾4（構成比

し

体（構成丿北

　

・休・|構ａ司・

　　

（増減率

　　

一

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　

1 641　　　銘.S　　1 881　　　574　　1 829　　　56.5　　　　認　　　２.8

　　

993

　　　

腔.7

　　

1 395　　　μ.∂　　1 408　　　μ.5　－　13　，　θ.∂

　　

－

　　　　

－

　　　　

2

　　　

θj

　　　　

1

　　　

θ.θ

　　　　

j

　　

100.0

　

2634

　　

100.0

　　

3 278　　100.0

1　　3

238　　100.0　　　　40　　　1.2

(単位

　

％)

月

　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　　　　　　

昭

　

和

　

47

　

年

　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　

較

　

ｉ

　　

町

　　

村

　　

｜

　　　

計

　　　　　

４月１日現在

　　　　　　　　　　

ｌ

団体数丿構成比1団体数|構成比

　

団体数

　

構成比

　

増

　

滅|増減率ｉ

　　

－

　

一

　

］

　

⊇

　

－

　

一

　

⊃

　

ソ

　

2 247　　　辞.j　　2 748　　　甜.∂　　2 630　　　む.2　　　j圃　　　4.5

　　

387

　　　

U.7

　　　

529

　　　

16.1

　　　

606

　　　

j＆7

　

，

　

77

　

- 12.7

　　

－

　　　　

－

　　　　

1

　　　　

θ.θ

　　　　

2

　　　

θｊ

　

ム

　　

j

　

，5θ.θ

　

2634

　　

100.0

　　

3 278　　100.0　　3238　　100.0　　　　40　　　1.2

収

その２

率

市

　

の

町

　

村

推

　　

移
(単位

　

％)

　

‥
j現年課税分

　　

）

納繰越分

　　

合

　　

計

　　　　　　　　

現年度分|過年度分

昭和35年度|

　　　　

邱.∂

　　　　

甜ji

　　　　

如.s l　　　　　91.7

　　　

36

　　　　　　　　　

腔.θ

　　　　　

86.7 I　　　　　叙μ　　　　　　93.1

　　　

37

　　　　

！

　　　　

侭丿

　　　　　

86.6

　　　　

卯.ﾀ

　　　　　　

93.8

　　　

38

　　　　

｜

　　　　

侭ｊ

　　　　　

8M
I　　　　卵.5　　　　　　94.5

　　　

39

　　　

1

　　　　　　

97.i

　　　　　　　　　　　　

詔.∂

　　　　　　　

94.9

　　　

40

　　　　　　　　　　　　

97.5

　　　　　

j

　　　　

詔.θ

　　　　　

95.1

1

　　　

41

　　　　

j

　　

ﾀﾌj

　　　　　　　　

i

　　　　

砲J

　　　　　　

95.5

　　　

42

　　　

: 紹j　　　　　　　l　　　　　41.0　　　　　　　96.0

　　　

43

　　　　　　　　　　　　

昭.2

　　　　　　　　　　　　

如.∂

　　　　　　　

96.3

　　　

44

　　　　　　　　　　　　

紹.忿

　　　　　　　　　　　　

紅.4

　　　　　　　

96.5

　　　

45

　　　　　　　　　　

!?＆召｜

　　　　

紹ｊ！　　　　　96.7

　　　

46

　　　

1

　　　　　　

昭.j

　　　　　　　

i

　　　　　

μJ

　　　　　　

97.0

j

　　　

47

　　　　　　　　　　

認.5

　　　　　　　　　　　　

μ.∂

　　　　　　

97.2

　　　

48

　　　　

l

　　

∂＆忿

　　　　　　　　

｜

　

茸.j

　　　　　　　

97°21

㈱

　

昭和39年度から現年度分及び過年度分は合わせて現年課税分とされた。
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㈱１

　

２

第20表

　

国

　

税

　

と

　

地

　

方

一
国税は、租税（一般会計分、交付税及び譲与税配付金特別会計分並びに石炭

国税における直接税、間接税等の区分は次のとおりである。

　

直接税……所得税、法人税、相続税、地租、営業収益税、資本利子税、法

　　　　　　

税、公債及び社債利子税、配当利子特別税、増加所得税、非戦

　

間接税等…直接税以外の諸税

３

　

地方税における直接税、間接税等の区分は次のとおりである。

　　　

直接税……道府県民税、事業税、特別所得税、自動車税、鉱区税、狩猟

　　　　　　　　

税、特別土地保有税、目的税(自動車取得税、軽油引取税、人

　　　　　　　　

漁業権税、軌道税、電話加人権税、電話税、雑種税(一部)、段

　　　　　　　　

車税、荷車税及び金庫税

　　　

間接税等…直接税以外の諸税

　　　　　　　　　　　　　　　

－206 －

　　　　　　　　　　　　

租

　　　

税

　　　

総

　　　

額

　　　　　　　　　　

国

　

ｇ

　　　

川

々

　　　

（ａ

　

接

　

剛回接．

j

ヱ

　

昭和10年度

　　　

18 100.0 10　弱.θ　　8　訪.θ　　12 100.0

　　　

15

　　　　　　

50 100.0　　34　認j　　　16　む.7　　42100.0

　　　

34

　　　　　

19833

　

100.0

　

11 527　邱.j　　8 307　む.9　13724 lOOM

　　　

35

　　　　　

25457

　

100.0

　

15 561　61.1　　9 896　田.∂　18015　j叩.

　　　

36

　　　　

31342 100.0　19 335　む.7　12 007　認j　22277 100.0

　　　

37

　　　　

34474 100.0　22 124　∂4J　12 350　お.S　23907× １００.0

　　　

38

　　　　　

39446 100.0　25 383　∂4j　14 063　巧.7　27317 100.θ

　　　

39

　　　　

45 588 100.0　29 318　糾j　16 270　涯.7　31592 j叩.

　　　

40

　　　　　　

48291 100.0　31 429　蒔.j　16 862　μ.ﾀ　32 797 却(λθ

　　　

41

　　　　　　　

54 316 100.0　35 476　65^　18 840　μ.7　36 630 100.0

　　　

42

　　　　

65 463 100.0　43 337　弱.忿　22 126　お.&　43968 100,0

　　　

43

　　　　

79 039 却θ.θ　52810　∂＆S　26 229　認.名　53238 100.0

　　　

44

　　　　　　

95 456 100.0　64 995　昭.j　30 461　jZ.ﾀ　64554 100.0

1

　　　

45

　　　　

115261 100.0　80 706　70.0　34 555　即.θ　77 754 100.0

1

　　　

46

　　　　

126 796 100.0　89 876　7θ,9　36 920　即j　84 439 j卯.θ

　　　

47

　　　　

154 051 100.0＼110 170　が.5　43 881　認.5 104006 100.0

！

48

　　　　　　

205 391 100.0＼154 744　河.J　50 647　糾.7 140 478 100.０



税

　

の

　

収

　

入

　

状

　

況
(単位

　

億円・％)

及び石油対策特別会計分)及び印紙収入のほか専売納付金を含む。

人資本税、鉱区税、鉱産税、外貨債特別税、取引所営業税、臨時利得税、

災者特別税、北支事件特別税、富裕税、再評価税、旧税及び還付税

利益配当

者税、狩猟免許税、市町村民税、固定資産税、自転車荷車税、軽自動車税、鉱産

湯税を除く｡)、国税付加税、特別地税、地租、家屋税、営業税、段別税、電柱税、

別割、戸数割、戸別割、家屋割、扇風機税、と畜税、犬税、使用人税、舟税、自転

－207－

　　　　　　　　　　

税

　　　　　　　　　　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

Ｔ‾iにi]間接税

ぐ

　　

ぉ

　　

la接

　

（間接税等

　　　　

４

　

巧.θ

　　　　

8

　

砧.θ

　　　　

6

1

　

100.0

　　　　

6

　

認.∂

　　　　

0

　　

7.j

　　　

27

　

似.9

　　　

15

　

錨.j

　　　　

8

　

j卯.θ

　　　　

7

　

認.θ

　　　　

1

　　

＆θ

　　

6818

　

卯.7

　　

6 906　印j　　6109　100.0　　4 709　77j 1 401　　22.9

　　

9 784 μj　　8 231　　砧.7　　7442　100.0　　6 778　77.e　　1 665　認.4

　

12 277　9.j　10 001　l*U?　　9 065　100.0 7 058 77j　　2 006　99 1

　

13 815　57j　10 092　H.2　　10 567　却θ.θ　　8 309　9.∂　　2 258　幻.4

　

15 826 57.9　　11 491　　h2l　　12129　100.0 9 557　　78.8＼　　2572　n.2

　

18 467　認.5　13 125　む.5　　13 996 μ　　3 1451 22.5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

19416

　

5ﾀ.名

　

13 381 初.∂　15494　μ　　34叫　Z2.5

　　

21 718　5ﾀ.j　14 912 初.7　17 686 μ9ﾊﾞ　99 9＼

　　

26 624　印.∂　17 344　卵.4　21495　100.0　16 713　77.∂ 4 782i ;22.2

　　

32 826　町.｜　20 412　j∂j　　25 801　却θ.θ　19 984， 77j　　5 817! 22.S

　　

41 174　∂＆∂1　23 380　S6£ 30 902　100.0　238ﾘ　77.1　　7 081 2忿.ﾀ

　　

51 344　∂∂.ぴ　26 410　34.0 37507　却θ゜θ1　29 39　78^　8 14Si 21.7

　　

56 559　67.0　27 880　認.θ　42 357 jθθ.θ1　333ぷ　９.7　9 040i　釘.j

　　

70 403　∂7.7　33 603　∂忿.j　　50 045　j卯j　39 767　7乱51　1o 2こ B0.5

　

101 609　72J　38 869 27.7　64 913　j卯万　53 135　81.9　11 778　認丿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一一一一一一一一



第21表

　

国民所得に対する

　　　　　　　　

日

　　　　

本

　　　

ア

　

メ

　

リニ

　

ｇ

　

り

国（瞬合

よ

岨雛合

乖

可聶i｀

一

　

昭和9～11年度

　　　

∂.5

　　

4.4

　　

12.9

　　

∂.∂

　

11^

　　

18.1

　　

召.j

　　

4.4

1

　　　　

16

　　　　　

む.∂

　　

忿.5

　　

16.2

　

μｊ

　　

＆忿

　　

20.5

　　

認ｊ

　　

∂.∂
1

　　　　

34

　　　　　　

j名.4

　　

5.5

　　

18.0

　

瑠.∂

　　

∂J

　　

27.0

　　

S7^

　　

S,6

　　　

35

　　　　　　　

瑠.∂

　　

5.∂

　　

19.2

　

j∂.ﾀ

　　

∂j

　　

27.8

　

邱.7

　　

3.7｜

　

36

　　　　　　　

μ.j

　　

5j

　　

19.9

　

瑠.∂

　　

∂.忿

　　

27.8

　　

27.5

　　

S.7

　　　

37

　　　　　　

μ.5

　　

∂.θ

　　

19.4

　

詔.7

　　

∂.4

　　

28.0

　　

認.7

　　

3.9

　　　

38

　　　　　　

μ.忿

　　

5.9

　　

19.1

　

召.9

　　

∂.5

　　

28.4

　　

忿7.

　　

4j

　　　

39

　　　　　　

μ.5

　　

∂.θ

　　

19.5

　

17£

　　

I?.∂

　　

27.0

　　

郭.∂

　　

4.j

　　　

40

　　　　　　　

12.6

　　

5.ﾀ

　　

18.5

　

17.5

　　

1?.∂

　　

27.1

　　

27.9

　　

4j

　　　

41

　　　　　　　

n.o

　　

5j

　　

17.8

　

17S

　　

∂.5

　　

27.0

　　

即.θ

　　

4.5

　　　

42

　　　　　　　

j忿j

　　

5.1?

　　

18-1

　

17.U

　　

∂.∂

　　

27.2

　　

S1.1

　　

4.∂

　　　

43

　　　　　　　

ISA

　　

∂.θ

　　

18.4

　

18.7

　

加j

　　

29.1

　　

甜.S

　　

4.∂
｜

44

　　　　　　　

瑠.θ

　　

∂.忿

　　

19.2

　

却.5

　

加j

　　

30.3

　　

渥,5

　　

4.7

　　　

45

　　　　　　　

瑠ｊ

　　

∂j

　　

19.5

　

j7.&

　

11^

　　

29.1

　　

j7.

　　　

4.7

　　　

46

　　　　　　　

j忿ｊ

　　

∂4

　　

19.2

　

μ.5

　

11£

　　

28.4

　　

j£θ

　　

4.s

l

　　　　

47

　　　　　　

瑠.∂

　　

∂.5

　　

20.2

　

17.L

　

j＆j

　　

29.7

　　

叩，

　　　

4j

i

　

48

　　　　　　　

巧.j

　　

7.j

　　

22.4

　

16.7

　

U.ﾀ

　　

28.6

　　

卯.7

　　

4.7

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1
叫

　

１

　

日本の国税は、租税(一般会計分、交付税及び譲与税配付金特別会計分並び

　　

２

　

大蔵省調による。
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租税負担率の外国との比較
(単位

　

％)

　

ス

　　　　

西

　

ド

　

イ

　

ツ

　　　　

フ

　

ラ

　　

ン

　

ス

　　

｜

　　

イ

　

タ

　　

リ

　

ア

　　

｜

Ｔ

尚

題卜㈱‾ヰ

ﾉ

回順髪容）（鴎順髪容ﾄき剽

　　

22.6

　

巧.s

　　

6.S

　　

22.1

　

琢.5

　　　

･‥
j

　　　

…

　　

…

　　　

…

　　　

…

　　

31.8

　

渥ｊ

　　

…

　　　

…

　　

…

　　　

･‥

　　　

…

　　

…

　　　

…

　　　

…

　　

31.4

　

邱j

　　

4.5

　　

30.6

　

舒j

　　　

3.8

　　

28.7

　

加.7

　　　

忿.∂

　　

23.5

　　

30.4

　

舒.θ

　　

4j

　　

29.0

　

糾J

　　　

j.7

　　

28.0

　

加.θ

　　　

忿.7

　　

22.7

　　

31.2

　

糾.∂

　　

-4J

　　

30.4

　

2i.5

　　　

ﾀ.s

　　

28.3

　

即丿

　　　

忿.9

　　　

22.3

　　

32.6

　

忿7.j

　　

4.θ

　　

31.1

　

糾.2

　　　

3.9＼

　

28.0

　

鯉.θ

　　　

忿.7

　　

23.6

　　

31.1

　

部j

　　

jぷ

　　

30.8

　

匹.5

!

　　

＆

J

　　

28.4

　

四.∂

　　　

忿.7

　　

22.4

　　

30.7

　

加j

　　

j

]

　　

30

]

　

巧

〕

　　　

4

〕

　　

29.5

　

釘.j

　　　

2.7

　　

23.8

　　

32.2

　

邱.θ

　　

j.7

　　

29.7

　

認･y

　　　

4

ﾒ

　　

29.6

　

釦.∂

　　　

忿.7

　　

23.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　

33.5

　

忿∂j

　　

J.7

　　　

29.8

　

25.2

　　　

4ぶ

　　

29.5

　

鯉.∂

　　　

忿.7

　　　

24.4

　　

35.7

　

邱.7

　　

j.7

　　

30.5

　

糾.∂

　　

4.θ

　　

29.0

　

2jぶ

　　

忿.∂

　　

24.6

　　

37.9

　

訂.7

　　

j.

1

　　

29.2

　

留.s

　　　

忿.ﾀ

　　

26.7

　

麗.θ

　　　

忿.∂

　　

24.6

　　

41.2

　

27.4

　　

4

1

　　

31.5

　

討j

　　　

2.∂

　　

29.0

　

釘.j

　　　

2.∂

　　

23.7

　　

42.4

　

邱.∂

　　

j.5

　　

29.1

　

舒.4

　　　

忿.7

　　

28.1

　

釘.j

　　　

£4

　　

23.5

　　

39.8

　

忿瓦ﾀ

　　

3.7＼

　

29

]

　

μ

]

　　　

2.71

　　

27.4

　

辺丿

　　　

忿4

　　

23-5

　　

37.6

　

27.0

　　

4.

1

　

3

ｿ

　

舒

ﾒ

　　

忿.

7

　　

28.0

　

20.3＼

　　

2.∂

　　

22.91

　　

35.3

　

腔ｊ

　　

ゲ

　

3ｿﾞﾔ

　

゛

　

28°0 19.8　　　j.5　　　211

に石炭及び石油対策特別会計分)及び印紙収入のほか専売納付金を含む。
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その１

　

交付の状況

第22表

　

地 方 譲 与

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

48

　　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　

し

ｌ府（市

　

回7

　

（

　

計

　

固

　

地方道路譲与税

　　　　

109 891　　　　10 040 119931

　

石油ガス譲与税

　　　　　

11 359　　　　1 7％　　　　13 155

　

特別とん譲与税

　　　　　　

171

　　　　　

8 050 8221

　

自動車重量譲与税

　　　　　　　

－

　　　　

36 391 36 391

　

航空機燃料譲与税

　　　　　　

185

　　　　　

1 775　　　　　1％o

　　

合

　　　　

計

　　　　　

121 606　　　　58 052　　　179 658

1

一一

その２

　

収入超過団体に対する譲与制限の状況

　　

区

　　　　　

分

　　　

臨

．

ま

（

二言プレ

収

　

入

　

超

　

過

　

団

　

体

　

東

　　　

京

　　　　

都

　

1

　　　　　

3 956　　　　　　3 091　　　　　　7 047

　

神

　　

奈

　　

川

　　

県

　

1

　　　　　

923

　　　　　　　

928

　　　　　　

1 851

　

・

　

･1

　

（

1 744　　　　　　1572 3 316　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　

大

　　　

阪

　　　

府

　　　　　

1 537　　　　　1 686　　　　　3 223

　

小

　　　　　

計

　　　　　　　

8 160　　　　　7 277　　　　　15 437

その他道府県及び大都市

　　　　　

51 963　　　　　　52 846　　　　　104 809　、

　

総

　　　　　　　

計

　　

1

　　　　

60 123　1　　　　60 123　　　　120 246
1，

㈱１

　

地方道路譲与税は、毎年４月１日現在における都道府県及び大都市の区域(大

　　

ぴ都道府県道の延長をあん分して譲与される。この揚合、地方道路譲与税の額の

　　

する。

　

２

　

収入超過団体は、前年度の基準財政収入額が基準財政需要額を超える団体で'

　　

よって算定した額の３分の２に相当する額を超える楊合は、当該３分の２に椙
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税 の 状 況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　

昭

　　

和

　　

47

　　　

4

　

度

　　

I

　

it

　　　

ｅ

都道府県｜市

　

町

　

村｜

　　

計（Ｂ）

　　

順順剔翫奏混

　　　

99 458　　　　　　9 233　　　　　108 691　　　　11 240　　　　　jθJ　I

　　　

11 095　　　　　　1 914　　　　　　13 009　　　　　146　　　　　　1.1　l

　　　　

157

　　　　　　

7 162　　　　　　7 319　　　　　902　　　　　12J　I

　　　　

－

　　　　　　

33 995　　　　　　33 995　　　　　2 396　　　　　　7.θ

　　　　

107

　　　　　　　

793

　　　　　　　

900

　　　　　

1060

　　　　

117』

　　

110 817　　　　　53 097　　　　　163 914　　　　15 744　　　　　9.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　

-

(単位

　

百万円)

控

　　

除

　　

額|再

　

譲

　

与

　

ﾔ論゛姦条姦卜方道路譲与税

　　　

（Ｂ）

　　　　　　

（Ｃ）

　　　　　　

（Ｄ）

　　　　

{A)-{B)刊Ｃ卜（Ｄ）

　　　　

6 262　　　　　　　　　－　|　　　　　　　－　J　　　　　　　　785

　　　　

1 397　　　　　－！　　　　－｜ 454

　　　　

2 254　　　　　　　　　－　｜　　　　　　　－　1　　　　　　　1062

　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　

1

　　　　

2 731　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－　1　　　　　　　　492

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　

12 644　　　　　　　　　－　　　　　　　　　－　1　　　　　　　2793

　　　　　　

－

　　　　　　　

12 644　1　　　　　△　315　； 117 138

　　　　

12 644　　　　　12 644　　　　・ 315

1　　　　　119

931

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一一一一
都市を包括する道府県においては当該大都市を除いた区域)内に存する一般国道及

2分の１の額を道路の延長で、他の２分の１の額を道路の面積でそれぞれあん分

あり、その控除額は、その超える額の10分の２に相当する額にの額があん分に

当する額)である。
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ぞの１

　

配分状況

第23表

　

地 方

　　

交 付

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

48

　　　　　

年

区

　　　　

分

　　

普通交付税

　　　

特別交付税

　　　　　　　　　

タ４

　

（構ａ

丿

々付

　

（構れt

都

　

道

　

府

　

県

　　　　

1 512261　　　むJ　　　　　56 209　　　∂Ｍ

市

　　　

町

　　　

村

　　　　

1 437 006　　　砧.7　　　　　126 372　　　印名

　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

H9 992　　　　μ　　　　　　7 194　　　S.9

　

都

　　　　　　

市

　　　　　

559 078　　　19.0　　　　　56 965　　　む.忿

　

町

　　　　　　

村

　　　　　

757 936　　　筋.7　　　　　62 213　　　斟丿

　

合

　　　　　

計

　　　　　

2 949 267　　　100.0　　　　　182 581　　　100.0

㈱

　

昭和48年４月２日以降昭和49年３月31日までに合併が行われた団体につ

　

区分されている。以下、第23表において同じ。

その２

　

算定基礎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

48

　　　

年

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　

当

　　　　

初

　　

｜

　

補

　　　　

正

国

　　　

税

　　　

三

　　　

税

　

固

　　　　　　

8 506 900　　　　　　1 325 000

　　

所

　　　　

得

　　　　

税

　　　　　　

4 241 900　　　　　　555 000

　　

法

　　　　

人

　　　　　

税

　　　　　　

3 538 400　　　　　　705 000

　　

酒

　　　　　　　　　　

税

　　　　　　

726 600　　　　　　　65 000

　　　　

凶

　

×

　

32.0%

　　　　　　　　　

2 722 208　　　　　　424 000

精

　　　　　

算

　　　　　

分

　　　　　　　

28 940　　　　　　　　　－

47

　

年

　

度

　

特

　

例

　

措

　

置

　

分

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　

－

48

　

年

　

度

　

特

　

例

　

措

　

置

　

分

　　　　　　　

30000

　　　　　　　　　

－

臨時沖繩特別交付金

　　　　　

38 800　　　　　　　　　－

　

小

　　　　　　

計（Ｂ）

　　　　

2 819 948 424 000

臨時地方特例交付金（Ｃ）

　　　　　　

一

　　　　　　　

―

借

　　　　　

入

　　　　　

金

　

叫

　　　　　　　

95 000　　　　・　　95 000

返

　　　　　

還

　　　　　

金

　

叫

　　　　

－

　　

7 500　　　　・　104 600

　

合

　

計㈲刊Ｃ）十剛十叫

　

吻

　　　　　　

2 907 448　　　　　　224 400
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税 の

-

-
交付額國

1 568 470

1 563 378

　

127 186

　

616 043

　

820 149

3 131 848

状

　　　

況

度
税
年
付
4
7
交

和
方
昭
地

構成比

1
-
-
I

O
i

＞
Ｓ

i
N

ｃ
^

O

Q
i

O
i

-
^

<
3
S

?
O
　
0

1
0

^

■
'
-
(
≪
!
　
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

交

　

付

　

額(Ｂ)

1 329 616

1 223 379

　　

96 973

　

471 837

　

654 569

2552995

構成比

52.1

卵.∂

　

jj

18､５

２５£

100.0

(単位

　

百万円・％)

　

比

一

増

　

減

収－(Ｂ)

額

(Ｃ)

238 854

339 999

　

30 213

144 206

165 580

578 853

　　

較

増

　

城

　

率

(C)/(B)×100

1８ｊ

27.S

81戈

δ

　

ｊ

　

７

Ｏ

ｌ
ｏ
　
２

Ｊ

　

忿

　

２

いては、普通交付税は合併前のそれぞれの市町村に、特別交付税は合併後の市町村に

(単位

　

百万円・％)

　

度

　　　　　　　　

昭

　

和

　

47

　　

年

　

度

　　　　　

比

　　　　　　　

較

　

最４回

　

ｉ

　　　

（１４（ｂ

）

漂湧訓‰恭混

一

　　　　　　

一

　　

9 831 900　　　　6 706 700　　　　6 911 700　　　2 920 200　　　　　42.3

　　

4 796 900　　　　3 401 400　　　　3 401 400　　　1 395 500　　　　　41.0

　　

4 243 400　　　　2 591 700　　　　2 796 700　　　1 446 700　　　　　51.7

　　　

791 600　　　　　713 600　　　　　713 600　　　　78 000　　　　　10､9

　　

3 146 208　　　　2 146 144　　　　2 211 744　　　934 464　　　　　4忿.j

　　　

28 940　　　　　　19 251　　　　　　19 251　　　　　9 689　　　　　5θＪ

　　　　　

－

　　　　　

30 000　　　　　30000　・　30000　　　　　皆減

　　　

30000

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　

30 000　　　　皆増

　　　

38 800　　　　　36 500　　　　　36 500　　　　2 300　　　　　∂.S

　　

3 243 948　　　2 231 895　　　2 297 495　　　946 453　　　　μＪ

　　　　　

－

　　　　

105000

　　　　

105000

　

。105000

　　　　

皆減

　　　　　

0

　　　　

160000

　　　　

153 500　－ 153 500　　　　皆減

　

゛

　

112 100　　　A　　　3 000　　　ム　　　3000　－　109100　　　　3 ６３６.7

　　

3 131 848　　　　2 493 895　　　　2 552 995　　　578 853　　　　　22.7

－213－

ｒ

　　　　　

ｌ

　　　　　　　

ｊ

　　　　　　　　

「

．

　　　　

｜

　　　　　　　

，

１

一

一

｜

－

！

一

一

一



その３

　

普通交付税算定状況

第28表

　

地 方

　　

交 付

　

区

　　　　　　　

分

　　

臨乙部ごこ

|
ミこ

　　　　　　　　

。
≒・ぐｌ灘難川難

。
／

　　　　　　

♂

　　　

ぶ混

　　

140a沿

　　

謡温

㈱１

　

市町村分については、一般算定団体と合併算定替団体とを単純に合算したも

　

２

　

特別区については、地方交付税法第21条(都等の特例)の規定に基づき東京

　　

して算入した。

その４

　

基準財政需要額及び基準財政収入額の状況

　　　　　　

昭

　　

和

　　

48

　　

年

　　

度

　　　　　　　

昭

　　

和

　　　　

一

　

区

　　　　

分

　　

善Ｙ装卜Ｔ（よくＰ回

付《ヤ呂卜浜

　

H州浜

／

　

♂

　

沼ﾇ昌

　

4混昌

　

＿

　

1;:4

　

5認這

その５

　

交付・不交付団体の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

48

　　　

√‾ｉ‾Ｔ

　　

区

　　　　　　　

分

　　

|

交

　　　

付

|

不

　

交

　

付

|

　　　

計

都

　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　

43

　　

W.5

　　　

4

　　

＆5

　　　

47

　

j皿θ

市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　

3 233　　認.∂　　　45　　j.4　　3 278　100.0

　　

大

　　　　

都

　　　　

市

　　　　

９

　　

卯.θ

　　　

1

　　

却.θ

　　　

10

　

100.0

　　

都

　　　　　　　　　

市

　　　

607

　　

邸.7

　　　

27

　　

4.j

　　

634

　

却邸

　　

町

　　　　　　　　　　

村

　　

2 617　　卯.4　　　17　　θ.∂　　2 634　100.0

　

合

　　　　　　　　　　

計

　　　

3276

　　

98.5

　　　

49

　　

1.5

　　

3 325　100.0

㈹１

　

都道府県の不交付団体は、東京都、神奈川県、愛知県及び大阪府である。

　

２

　

特別区は不交付団体として大都市に含めた(23区を１団体としている。)。
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税 の 状

基準財政収入額

1 465 007

1 539 877

　

410 465

　

862 904

　

266 508
3 004 884

1 112 934

　

473 246

　

307 92０

　

152 205

　　

13 120
1 586 180

計

況（つづき）

源
額

　

足

財
不

－
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年の平均の財政力指数が算出できないことにより、それぞれ別掲とし、総平均には含めていない。
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３ｏｏｏｏ人未満　　　　　０　０－５　０－４　０－３　０－２　０－１　　※

　

。ｏ
ｙ七謡§S

（

II－5

　

1－4

　

1－3

　

1－2

　

1－1

　　

※

　

55 000　～80 000 u　n－51u－4　n－3　u－２　　※　　　※

　

80000

　

～130 000

4　Ⅲ－5　IB-4　ffl-3　　※　　　※　　　※

130 000　～230000　　IV　IV-5　IV-4　IY-3　　※　　　※　　　※

230 000　～430 000　　v　v－5　V－4　　※　　　※　　　※　　　※
430 000人以上　　　　　VI　VI-5　　※　　　※　　　※　　　※　　　藍」

　　　

一一一
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人口１人当たり額の状況
円・％）(単位

一

　

般
-
P 1 A口

だ
口１区

　　

分

ｉ
・
‐
ｉ
ｌ
ｉ
ｌ
；

　
　
　

‐
’
ｌ
ｌ

　
　

1

7
2
8
8
3
2
2
5
2
7
0
1
1
9
3
6
4
8
3
5
0

　
　

１

　
　

０
8

5
8
5
6
4
8
1
9
3
1
7
０
5
1
8
3
0
5
7
9
9

　
　

６

　
　

4
6

0
5
2
4
5
9
7
9
2
3
0
1
8
5
7
4
1
7
0
4
2

　
　

９

　
　

３
８

4
7
2
0
3
6
2
5
7
4
5
4
9
9
４
7
5
6
2
7
4

6
4
5
5
5
5
5
４
４
5
5
6
5
4
5
6
5
5
5
6
5

４

　
　

／
Ｏ
　
Ｏ
＼

４

　
　

７
４

　
　

‐
‐
‐
－
－

　
　
　
　

－
‐
‐
‐
－
・
ｉ
１
１
‐
‐
－
－
‐
‐
―
・
ｉ
ｌ
‘
Ｉ
－
－

β
£
ｊ
″
ひ
Ｉ
θ
５
６
１
ｊ
Ｓ
７
４
５
ｊ
タ
タ
θ
Ｊ

　
　

７

　
　
　

Ｊ

　

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

　
　
　

・

　
　

一

／
タ
Ｑ
て
ざ
θ
７
７
７
タ
２
タ
タ
ー
θ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
Ｑ
″
θ

　
　

７

　
　
　

δ

２
口
２
ｊ
２
２
忿
２
ｊ
忿
Ｉ
ｊ
Ｊ
ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ
忿
Ｊ

　
　

ｌ

　
　
　

ｊ

■
<
Ｔ
―
'
U
J
l
＞
.
C
D
C
N
C
N
M
J
O
"
Ｔ
t
N
C
^
J
t
Ｊ
^
C
＾
)
C
O
＾
-
｡
Ｏ
^
Ｏ
^
^
C
＾
C
O

Ｃ
Ｏ

＼

I
f
i

2
3
6
5
1
4
6
4
9
4
6
9
1
1
4
0
9
8
6
3
3

　
　

7

　
　
　

3

4
5
7
9
2
5
9
9
9
5
6
2
9
3
7
6
7
8
5
8
6

　
　

5

　
　
　

7

3
2
2
2
3
3
2
2
2
3
3
4
3
3
3
4
3
3
3
4
3

　
　

1

　
　
　

3

－

　
　
　
　
　
　
　

ｌ

　
　

ｊ

≫
≪
?
Ｏ
^
*
ｒ
ｔ
０
１
０
＾
^

Ｃ
s
ｃ
3
t
-
H
e
v
3
-
*
ｃ
ｊ
ｅ
ｉ
０
ｉ
Ｃ
)
d
O
O
i
^
Ｃ
'
ｉ
　

l
O

Ｏ
ｎ
Ｏ
ｎ

　

一
一
一
１
１
ゆ
●
・
●
一
・
・
一
ａ
一
・
・
一
Ｉ
一
一

　
　
　

－

　
　
　

一
一

θ
ブ
‘
θ
Ｓ
δ
７
θ
ｊ
４
４
／
々
２
４
４
忿
ｊ
ｊ
ｊ
忿
タ
９
び

　
　

１

　
　

４
ｊ

忿
忿
Ｉ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
チ
よ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
７
‘
ｊ
ｊ
ｊ

　

ｊ

　
　

３

　
　

δ
ｊ

‐
‐
‐
‐
－
・

ヨ
昌

2 7

2 ０

2 2

‐
－
‐

5
8
7
5
6
3
8
9
1
1

19 993

212|
‐
ｌ
‐
‐
‐
‐
－
‐
‐
‐
‐
－
・
‐
－
－
－
’

　
　
　
　
　
　
　

－
－
―
－
・

2
8
1
8
0
2
9
4
7
4
2
8
2
0

　
　

3

　
　

5
8

8
9
1
1
4
9
5
4
3
7
8
0
0
0

　
　

9

　
　

9
0

1
4
8
3
3
6
6
8
0
8
8
4
1
Å
９

　
　

９

　
　
　

１
１

21

15
ノ
｀
ｒ
ｒ
ｔ
ｒ
．
ｔ
ｒ
。
ｔ
と
と
と
Ｃ
と
と
ｚ
。
１
Ａ
ｃ
ノ

　
　

ｃ
｀

　
　
　

1
1

5
6
6
8
8
4
5
9
4
5
4
6
5

　
　

7

　
　

6
2

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

　
　
　

り
乙

　
　

７
１

総

　

平

　

均

東

　

京

　

都
沖

　

繩

　

県
～
1
1
1
1

３かと異なるうえ相当額が含まれていることにより及び沖縄県については、昭和47年度の会ll･年度が他団体

整交付金として市町村及び特別区に交付する額を除いたものである。

　　　

イ

　

町

　　　

村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　

産業構造

　　

Ｕ次，Ⅲ次ｎ次，Ⅲ次I1次，Ⅲ次I1次，Ⅲ次u次ヽⅢ次｀∇べ五万]

･,回ﾆ

1

七戮∩戮剽談昌1,ｕ・

　

人

　

ロ

・

　

・

　

ｉ３

　　　　　

２

　　　

１

　

１

　

マ

3000人未満　　　　０　０－４　０－３　０－２　０－１　　衆

3d訳七ぬが

(

I I－， 1-3 1-2 I - 1　4
5500　～8 000　n　Ⅱ－4　n - 3　n - 2　n - 1　　※
8000

　

～13 000 ⅢⅢ－4　m－3　Ⅲ－2　Ⅲ－1　　※　｜
13000　～18 000

i
IV - 4　IV - 3　IV - 2　IV - 1　　※　｜

18000　～23 000　V　V－4　V－3　V－2　　※　　　※　｜
23000　～28 000　VI Ⅵ－4　VI - 3　VI - 2　　※　　　※
28000

　

～33 000　珊珊－4　Ⅶ－3　Ⅶ－2　　※　　※　｜
33000人以上　　　　鴇皿－４　　※　　　※　　　※　　　※

人口及び産業構造は昭和45年国勢調査による。

※印は該当の都市又は町村がない。
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１

２

晦

島
分
梨

　

崎
本
崎
形
知
島
森
賀
取
手
田
鴻
根

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

児

Ｄ

山
呼
長
熊
宮
山
高
徳
青
佐
鳥
岩
秋
鹿
島
呼

ｔ

Ｅ

248翔

655

579

189

422

628

460

907

443

627

930

194

138

435

078

996

896

610

334

382

737

　

－

353

ぺ７－

ｌ

　

晶

　　　

－

　　　　　　　

１．

　　

．

　　　　　

｜

　　　

’‾”””

/ - ¬
－

ｌ

－

｜

ｊ

｜

｜

Ｉ

１

；

ｉ

Ｌ

｜

ｌ

¶四県

県

県

県

県

県

り）

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県

県



(2) 都 市

第26表

　

昭和48年度一般財源

　　　　　　　　

(単位

　

円･％)

　

ｓ

　

（

Ｊ‾ぶ゛

j

゛1A ゛

j万７Ｊ『３７

　　　　　　　

当たり額

　

構成比

　

当たり額|構成比

　

当たり額
i
構成比

　

Ｉ

　

一

　

1

　　　　

10 973 扨.4　　30 372　　　訂.θ 42 659 52.0

　

I

　

－

　

2

　　　

16 087　　　Z1.9　　2.1 524　　　四.j　　38 746　　　屁.7

　

I

　

－

　

3

　　　

15 879　　　21.0　　21 277　　　認J　　38 204　　　卯.∂

　

I

　

－

　

4

　　　

22 936　　　涯.9　　13961　　　釦.θ　　38 103　　　励.7

　

I

　

－

　

5

　　　

19 538　　　郭.θ　　17 702　　　4j　　38 553　　　屁４

　

Ⅱ

　

－

　

2

　　　

16 090　　　4.4　　18 724　　　認.4　　35 751　　グ辰j

　

n

　

－

　

3， 15 854 麗.∂　　21 783　　　お.4　　38 811　　　　55.9

　

U

　

－

　

4

　　　

23 736　　　錨.j　　10 269　　　15.7 35 256　　　　5S.9

　

n

　

－

　

5

　　　　

21 846　　　jθ.j　　12 956　　　j＆θ　　36 037　　　50.0

i - 3　　14411　　　　j＆5　　　21 664　　　　S.7.7，　37 363　　　47j･

　

Ⅲ

　

－

　

4

　　　

23 193　　　瓦4　　9617　　　　μ.j　　34 035　　　　50.5

　

Ⅲ

　

－

　

5

　　　

24 677　　　S7^＼ 9 378　　　　μ.j　　35 062 銘ぷ

　

IV

　

－

　

4

　　　

22 952　　　おj　　6 973　　　扨.s　　31 089　　　詔.θ

・Ⅳ

　

－

　

5

　　　　

28 082　　　拡7　　　6 594　　　　ﾀ,∂　　35 672　　　払7

　　　　

「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

il

　

V

　

－

　

5

　　　　

27 645 ■3瓦j　　　6 073　　　・8.S＼ 34 765 卯ｊ.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ト
_
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の人口１人当たり額の状況（つづき）

　

（3）町

　

村 (単位

　

円・％)

　　　　　

｜

　

地

　

方

　

税

　　

地方交付税

　　

一般財源

　

ｉ

゛

　

ｉ

　

帽副ｈ

訃

舅馴ｈ

針

谷雷ね百」

I

　

－

　

1

　　　　

8 933　　　　7.∂　　57 962　　　卵.j　　68 959　　　認.5

I

　

一

　

2

　　　

10 293　　　＆θ 53 786 詔.θ　　66 388　　　む.∂|

I

　

－

　

3

　　　

13 133　　　n.∂ 44 309 39.1　　　59049　　　　5忿.忿

I

　

－

　

4

　　　

15 930　　　μ.j　　S0 531 硲.4　　67 769　　　卯.j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

U

　

－

　

1

　　　　

8 733　　　β.θ 42 482 4J.∂　　53 497　　　55.2

n

　

一

　

2

　　　　

10 342 jθ.S　　　40801　　　　如.∂　　52 787 52.5

11

　

－

　

3

　　　

12 585　　　j2.ﾀ 37 15S 38.1　　　51457 52.8

n

　

－

　

4

　　　

14 746　　　仔.5　　30 691　　　　4.4　　46 743 認.4

Ⅲ

　

－

　

1

　　　　

7 564 ＆∂　　　41316　　　卵.7　　50 406　　　57.θ

Ⅲ

　

－

　

2

　　　

9 807　　　11.S　　35 281　　　　卯.∂　　46 673 53.7

Ⅲ

　

－

　

3

　　　

14 815 17£　　　27689 33.S　　　43992 52.9

m

　

－

　

4

　　　　

18 451 20.8　　　22763 口5J　　　42535 47j

IV －　1　　　7 039　　勁.j　33 940　　詔.9　42 135　　卯.7

w － 2　　10107　　12.9　31 815　　卯ぶ　43 576　　弱.∂

w 一 3　　　　12 864　　　j＆θ　　23 6631　　　33^　　37 957　　　53.2

IV

　

－

　

4

　　　　

19 703　　　26.1　　17 988　　　2j.8　　38 882　　　51.5

V－

　

1

　　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　　

一

　　　

一

　　　

－

Ｖ

　

一

　

2

　　　　

10019

　　　　

μ.θ

　　

29 214 卯.ﾀ　　40 814　　　夕.j

V

　

－

　

3

　　　

13 567　　　却.s　　23 005　　　お.5　　37 968　　　邪宍

V

　

－

　

4

　　　　

22 214　　　29.7　　15 457　　　20.7　　39 39s　　　52.7

VI -　1　　　　－　　　⊃　　　一　　　一　　　一　　　－

VI -　2　　　　II 521　　　　17M　　26 027　　　卯.4　　39 293　　　卯ｊ

Ⅵ－3

　　

13 132　　瑠.7　22 874　　32.6 37 409 5J.j

w -　4　　18 565　　27j　　15 323　　認.4　35 6ロ　　Jび/|

Ⅶ‾

　

3

　　　

17 8181 25.9　　19 325　　　2＆j　　38 852 5びよ

1 -　4　　2o 441　　おj　12 427　　即.5　33 848　　J5.ヤ

~一一一

　　　　

一一一
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その１

　

国庫支出金の状況

区 分

費
費
費
費
費
費
費
費
費
金
費
他
金
他

育
護
護
療
生
護
い
い
い

　

業

　

給

　
　

計

教
保
保
医
衛
保
設
旧
策
託
事
の
補
の

務
活
童
核
神
人
建
推
対

　

設

　

政

　
　
　
　
　
　

通
害
業

　

建
そ

　
　
　

合

義
生
児
結
精
老
普
災
失
委

　
　

財
そ

第27表

　

国

　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

　

782 234

　

102 531

　　

44 681

　　

39 108

　　

48 647

　　

15 482

1 138 936

　

169 067

　　

17 968

　　

22 417

　　　

1 597

　　

20 820

　　　

3 989

　

204 954

2 590 014

和

劣
祀
一
沢
石
朋
心
沢
一
心

100.0

市

48
-
町

　

11 002

255 332

102 944

　

11 231

　　

80 54０

　

470 327

　　

43 597

　　

32 137

　　

21 330

　　　

1 790

　　

19 540

　　　

1 648

　

135 056

1 165 145

｜ 県

　　

支

一
年

　　　　

度

村

-

　

0.9

　

２１.9

　

8.8

　

j.θ

　　

－

　

6j

　

40ふ

　

j.7

　

忿.∂

　

1』

　

θj

　

j.7

　

θ.j

　

11.6

100.0

純 計

　

793 236

　

357 863

　

147 625

　　

50 339

　　

48 647

　　

96 022

1 609 262

　

212 664

　　

50 106

　　

43 747

　　　

3 386

　　

40 361

　　　

5 637

　

340 010

3 755159

叫

　

上記のほか、国有提供施設等所在市町村助成交付金が昭和48年度7310百万

　

その２

　

公共事業に係る国庫負担の引上額の状況

　　　

（単位百万円）

｜

　　　　　　　

後

　

進

　

地

　

域

　

特

　

例

　

制

　

度

　　　

‾¬

｜

　

区

　　　　

分

　　

昭和48年度）和､9年度（見込）|増滅ｉ‾

!

ﾚｰ

｜

　　　　

補

　

助

　

事

　

業

　　　　　

54 644　　　　　　56 656　　　　2 012
1

道

　

県

　

直

　

轄

　

事

　

業

　　　　　　

28 654　　　　　　　26 342　　　　・ 2 312

1

　　　　　

揖‘

　　　　　　　　　

83 298　　　　　　　82 998　3o（

-J-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

==-=-一一

　　　　　　　　　　

一一一

　　　　

‥
㈱

　

引上額は、事業年度による国庫負担の引上額である｡｀

その３

　

昭和48年度における新産業都市等に対する国の財政援助の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)
一一一一

　

一一一一一

　

一一一

　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　

市

　

町

　

村･１

　

ｇ

　　　

゛

　

し

i方債トＧｕ湊

し

汀jJ‾i‾

－
ｓＥエ９回ｍｌ

　　　

ｏ諮認
2712　　　　　　　10133

産炭ｔｌ回９・

　　　

（3駕

　　　　　

470

　　　　　　　

4004

尋問～”９”

　

（ヅ訟

　　　

703

　　　　　　　

13385

　　　　　　　　　　　　　　　　　

一
叫１

　

２

　

３

地方債欄の（

　

）書きは、かさ上げ分を内書きしたものである。

利子補給額は、昭和47年度発行分までに係るものである。

かさ上げ額は、昭和47年度事業に係る精算交付額である。
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出

　

金

　

の

　

状

　

況

額
一
価
″
沼
ぷ
汚
だ
治
む

1
0
0
　
0

ド
度
額

年4
7
計

　

654 557

　

312 7４5

　

115 938

　　

53 55２

　　

45 8２9

　　

32 855

1 547 381

　

2４9 648

　　

43 9４1

　　

４9 896

　　　

9 835

　　

40 061

　　　

４ 65２

　

236 352

3 347 346

δ
Ｊ
５
δ
４
θ
忿
５
ｊ
５
ｊ
２
ブ
‘
θ

　

ｌ

　
　

ａ
・

　
　

一
Ｓ
ｅ
・
一

　
　

●
１
Ｓ

タ
タ
Ｓ
ｙ
‘
ｊ
ｊ
δ
７
７
‘
ｊ
θ
ｙ
‘
θ
７

ｊ

　
　
　
　
　

４

100.0

円、昭和47年度6 009 百万円ある。

その４

　

都道府県支出金の状況

心

ム
｀

増

比

一
波

138 679

　

４5 118

　

31 687

　　

3213

　　

2 818

　

63 167

　

61 881

　

36 98４

　　

6 165

　　

6 1４9

　　

6 449

　　　

3００

　　　

985

103 658

407 813

ム

ム

乙

ム

　

額

-

　

８恥０

　

ｌｌＪ

　

７.８

　

θＪ

　

０.７

　

１５ｊ

　

１５£

　

∂ｊ

　

1.5

　

ム5

　

1.6

　

θ.j

　

0.２

　

名５ふ

100.0

(単位

　

百万円・％)

　

較
一
増減率

ぷ
言
冽
ぷ

　
　
　

｀

　
　
　
　

４

心
＆
1忿ｊ

６５､6

　

0.７

忿£

μ.9

12.2

昌
治
昌
治
銘
召
昌

31.4

(単位

　

百万円・％)
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第28表地 方 債

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

48

　　　

年

　　　　　　　　　　　

|

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

･f

　　

4

（発

　

行

　

目

　

的

　

別）

一般公共事業債

　　

177 921　　　　μ.∂　　　61 784　　　5.∂
一般単独事業債

　　

162 418　　認.5　　207 897　　19.6
公営住宅建設事業債

　　　

75 234　　　　lOA　　　　　87153 ∂.忿
義務教育施設整備事業債

　　　　　

－

　　　　

－

　　　

248 361　　　　忿jj
辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　

一

　　　　

－

　　　　

15 835　　　jj
産業廃棄物処理事業債

　　　

5 179 θ.7　　　　　　－　　　　一
災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　

債

　　　　

43 791　　　　∂j　　　　12410　　　IS
新産業都市等建設事業債

　　　

43 272　　　∂.θ　　　　　一　　　一
一般廃棄物処理事業債

　　　

13 735　　　j.∂ 75 996 7.S
厚生福祉施設整備事業債

　　　

14 331　　　j.θ　　　66 126　　　M
公共用地先行取得事業債

　　　

106 965 U.8　　　　　66424 ∂ｊ
市町村民税臨時滅税補てん債

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

一
退

　　

職

　　

手

　　

当

　　

債

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

41

　　　　

回

転

　　　　　

貸

　　　　　

債

　　　　　

1 873　　　　θ.j　　　　2 9S7　　　　θ.∂
過

　

疎

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

48 022 4.5
饗応;;算貸付、政府関係機関

　　　　

60 926　　　　&.4　　　　6 491　　　　θ.∂

同和対策事業債

　　　

246

　　　　　

θ.θ

　　　

38 793　　　＆7

都

　

道

　

府

　

県

　

貸

　

付

　

金

　　　　　

一

　　　　

一

　　　　

75 808 7.忿
そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　

16 340　　　　2.j　　　　43 986　　　　4J

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　

722 231　　100.0　　1 058 064　　100.0

（僣

　

入

　

先

　

別）

政

　　

府

　　

資

　　

金

　　　

169 0％　　　燧4　　　487 915　　　μｊ

　　

資

　

金

　

運

　

用

　

部

　　　

155 412　　　幻.5　　　279 312　　　忿μ

　　

簡

　

易

　

保

　

険

　

局

　　　

13 684　　　j.ﾀ　　　208 603　　　jﾀ.7
公営企業金融公庫

　　　

2 973　　　θ.4　　　8 243 M
市

　　

中

　　

銀

　　

行

　　　

388 623　　　5S£　　　331 020　　　むｊ
その他の金融機関

　　　

20 091 乙召　　　　73520　　　　6j
保

　　

険

　　

会

　　

社

　　　　

5 373　　　θ.7　　　　8 257　　　M
交

　　

付

　　

公

　　

債

　　　

49 283　　　∂.∂　　　17 716　　　j.7
共済組合（恩給組合を含む．）

　　　

9 793　　　j.4　　　　32 813 S.1
国の予算貸付、政府関係機関
貸付（公営企業金融公庫を除

　　　　

61 191　　　　＆5　　　　7 156　　　θ.7
く．）

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

15 808　　　名.忿　　　91 424　　　M

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　

722 231　　　100.0　　1 058 064　　100.0

㈱ １

２

｢市中銀行｣とは、都市銀行、地方銀行及び長期信用銀行をいう。

｢その他の金融機関｣とは、信託銀行、相互銀行、信用金庫、各種協同組合、
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発 行

　　　

状 況

(単位

　

百万円・％)

　　　

度

　　　　　

昭和47年度

　　　

比

　　　　　　　　

較

ニ4つ

m

　

ｔ

　

．

ﾄ

ｌ

　

・

　

・lｕ率順醤

　　

239 705　　μj　　487 443　　四.j　^ 247 738　ム甜jj　－卯ｊ　　μθ.j

　　

370 315　　町.7　　344 131　　釦.5　　26 184　　昭.4　　7.∂　　渥.∂

　　

162 387　　　ﾀJ　　155 435　　　ﾀ.j　　　6 952　　μｊ　　　４Ｊ　　舒.5

　　

248 361　　μ.∂　　178 733　　勁.7　　　69 628　　名μ.j　　卯.θ　　　θ.7

　　　

15 835　　　θj　　　10 547　　　θ.δ　　　5 288　　18.9　　卯丿　　加j

　　　

5 179　　　θj　　　3 814　　　θ.忿　　　1 365　　　4.ﾀ　　おｊ　　部.忿

　　

56 201 ＆j　　72 005　　4j　・ 15 804　ム56.A - 21丿　　俘j

　　

43 272　　　忿J　　　65 117　　　＆9　－ 21 845　ム77.∂。ｊ＆

　　

89 731　　　5.J　　　72 597　　　4J　　　17 134　　む.j　　詔.∂　　認.5

　　

80 457　　　4.7　　　57 281　　　j4　　　23 176　　甜.∂　　卯ｊ　　とJ

　　

173 389　　10.2　　51 955　　3.1　　121 434　i33.0　^SS.7 - 23.9

　　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　

一

　　

一

　　　　

41

　　　

θ.θ

　　　

3 345　　　θ.忿　△　3 304 - 11£　^ 98£　・65.5

　　　

4810

　　　

θ.j

　　　

4 471　　　θ.j　　　　339　　　j.忿　　　7.∂　　認7.j

　　

48 022　　　忿.S　　　38 144　　　忿J　　　9 878　　&£

　　

67 417 4.θ　　　44 148　　　忿.∂　　　23 269　　Sj.θ　　5乙7　　　5j

　　

39 039　　　忿.J　　　24 726　　　j.5　　　14313　　訂.θ　　57j　　　56.7

　　　　

一

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

60 326　　　j.5　　　62 549　　　＆7　△　2 223　ム　7.9。　＆∂　　59.5

　

1 704 487　　1 00.0　1 676 441　　100.0　　　28 046　　100.0　　　1.7　　43.7

　　

657 0H　　認.5　　745 143　　μ.4　・88 132 －jμｊ，μ.∂　　卯.∂

　　

434 724　　認j　　556 711　　お.名　^ 121 987・U3S.0 " 21.9 58』

　　

222 287　　1S.0　　188 432　　11.2　　　33 855　　j忿θ.7　　j＆θ　　S0.7

　　　

11 216　　　θ.7　　　8 439　　　θ.5　　　2 777　　　∂.∂　　OZ.t7　　19.1

　　

719 643　　μ.巳　　690 854　　μ.忿　　28 789　102.6　　4.忿　　屁.7

　　

93 611　　　5j　　　80 448　　　4j　　　l3 163　　郭.ﾀ　　16.1　　　∂J

　　

13 630　　　θj　　　12 108　　　θ.7　　　1 522　　　5.4　　j乙∂　　叩.7

　　

66 999　　　3.9　　　40 499　　　忿4　　　26 500　　糾.5　　654 -　5j

　　

42 606　　忿J　　34 626　　　忿.j　　　7 980　　認.5　　認.θ　　j∂J

　　

68 347　　　4.θ　　　45 105　　　忿.7　　　23 242　　∂忿.ﾀ　　訂.5　　　£5

　　

31 424　　　1£　　　19 219　　　ｺﾞJ　　　12 205　　4＆5　　6S.5　　29.0

　

1 704 487　　100.0　1 676 441　　100.0　　28 046　　100.0　　　1.7　　43.7

その他金銭の貸付を業とする者で、市中銀行以外の者をいう。
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第29表昭和48年度地

　

l‘

　　

り

l

希ｙいこ六藻

一

　

一

　

般

　

会

　

計

　

債

　

１

　

一

　

般公･共事業128 800 172 500 301 300　91 858 166 371 258 229

　

2公営住宅建設事業128 500 93 100 221 600　94 176 85 924 180 100

　

3災害復1日事業

　

63 300　　－　63 300　61 128　　－　61 128

　

4

　

義務教育施設整備事業

　

11000

　

12 700　123 800　109 245 97 358 206 603

　

5

　

産業廃棄物処理事業

　

1 000　1 000　2 000　　　－ 5 179 5 179

　

6一般単一独事業

　

56 800 26 500　83 300　68 608 211 918 280 526

　

7

　

辺地及び過疎対策事業

　

67000

　　　

－67 000　67 194　　－　67 194

　

8同和対策事業

　

27 000　　－　27 000　28 643 10 319　38 962

　

9

　

新産業都市等建設事業

　

14 000　14 100　28 100　31 222　18 263　49 485

　

10

　

公共用地先行取得事業

　　　

－42 000　42 000　　　－188 874　188 874

　

11

　

退

　

職

　

手

　

当

　

債

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

151

　　

151

　　　　　

計

　　　　　　

597 500 361 900 959 400　552 073 784 357 1 336 430

二

　

準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　

Ｉ港湾整備事業

　

18 800 11 200　30 000　17 057　9 532　26 589

　

2下

　

水

　

道

　

事

　

業196 100 65 300 261 400 209 354 87 975 297 329

　

3地域開発事業

　　

― 149 600 149 600　　－ 210 570 210 570

　

4

　

ぶ棄林整備ヽ草地開発

　　　

＿

　

10 300　10 300　　　－　9 983　　9 983

　　　　　

計

　　　　　　　

214 900 236 400　451 300　226 411 318 059　544 470

三

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　

ｌ

　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　

5 000　3 100　　8 100　　5 000　3 100　8 100

　

2上

　

水

　

道

　

事

　

業167 500 167 500 335 000　183 500 196 157 379 657

　

3工業用水道事業

　

14 700 29 300　44 000　13 586 28 837　42 423

　

4地

　

下

　

鉄

　

事

　

業

　

55 500 90 900 146 400　55 500 90 642 146 142

　

5一般交通事業

　

3 900　4 100　8 000　3 900　4 142　8 042

　

6有料道路事業

　　

－17 400　17 400　　－ 17 400　17 400

　

7

　

市場、ガス、観光等事業

　　

9 000　20 200　29 200　　8 906　37 679　46 585

　　　　　

計

　　　　　　

255 60０332 500 588 100　270 392 377 957 648 349
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方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況

都

０

　

９

　

８

４

　

１

　

４

５

31

２１２

12

68

５

　

２

　

１

　

９

　
　
　

６

　

１

　

１

道
広

　　

607

99 669

府
一
募

148 C

　

651

　

5

105

８

　

３

　
　
　

８

　
　

７

　

７

　

９

　

３

　
　

８

１

　

２

　
　
　

９

　
　
　
　

３

　

３

　
　
　
　

８

　
　
　

１

　
　
　

９
り

　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　

１

３

　

２

　

４

　
　
　

８

　

２

　　　

525

　

17 400

　　

4 1４3

162 312

県
一

　

計

188 111

　

84 5８2

　

48 26C

　　

5

111

　

４9

123

61０

　

93

139

　

3

257

　　

8

1４5

　

35

　

49

７

　

４

１

261 981

大

　　

都

　　

市

公

　

募

　

４

２０

２１

2 941

49

58 061

59

18

36

59

18 34

1591

44 81

19

４

135

27

27

57

３

　

１

　

０

　

２

　
　
　

０

　

７

３

　
　
　

６

　
　
　
　
　

１

　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

51

計

2２991

36 513

　　

218

66

19

７

185 31

３

　

５

　

７

　
　
　

８

　

２

51

１１７

5
2
２

％

　

３

　

11

167
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(単位

　

百万円)

都市・町村

資金|公募|計

471

541

12 6E

88 01

671

257

290

２

97

101

　　

1

1 551

６

１１１

４

52

86

5 1４1

33

151

250 1

２

　

２

　

６

　
　

２

２

　

４

　
　
　
　

７

80 44

　

277

　

23

107

471

９

　

２

　

０

　
　
　

９

５

　

１

　

４

　
　
　

４

　
　
　
　
　
　

１

　
　
　

１

3０

　

33 3８C

　　　

151

540 515

2 8４1

182

3 907

30 001

２１９

水田債

　

7 613

　　

－

(3 299)

6４829

58

１

20 283

　　

－
(3 299)

153 56J

３

１８

２２

71

51

5217

5 703

｜

　　　　　　　　　　　　

｜

－

＝

１

－

１

１

Ｓ

Ｆ

ト

レ

１

１

！

－

－

１

Ｓ

１

１

Ｓ

ｂ

｝

Ｓ



第29表昭和48二年度地

　　　　　　　　　

計

　　

画

　　

額

　　　　

許

　　

可

　　

額

　

“

　　　

゛

　

|

ｒり募Ｄ

Ｉ

Ｐり
'> ≫＼ fl-

　

四

1

特

住

別

宅

地j

　

:

　

16 200　　－　16 200　14 186　　　，¬　14 186

　

jぷ。:。:二

　

二二ゴコ二

　

に？j岩事:ニ

　

ヤ二二回ニ

　

ｏ゛;叩゛≒二

　

工然謡二心Ｅ二

五公営企業借換債

　　

－

　

3000

　

3000

　　

－

　　

－

　　

－

にぴ:で゛ｒ:ふで6にL

o

ごでに

･ヽ,謳頴Ｐ°ｏ“

　

Ｉ

　

吉霊企業高度化資金貸

　　　

＿

　　

＿

　　　

＿

　　

＿

　

52 837　52 837

　

2

　

表地区画整理組合貸付

　　　

＿

　　

＿

　　　

＿

　　

＿

　　

1 675　　1675

　

3母子福祉貸付金

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

600

　　　

600

　

4

　

篁費生活協同組合貸付

　　　

＿

　　

＿

　　　

＿

　　

＿

　　　

35

　　　

35

　

に詰旨３昌

　　

二

　　

二

　　

二

　　

ヅお

　

お

　

ば晶昌‰:

　

二

　

二

　

二

　

二ごご

　

９

　

盆害防止施設整備貸付

　　　

＿

　　

＿

　　　

＿

　　

＿

　　

285

　　　

285

　　　　

計

　　　　　　　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

125 7２1　125721

叫 １

　

特別区については都道府県分、一部事務組合又は地方開発事業団については

加入するものを除く。）にあっては大都市、その他のものにあっては都市・町

２

　

交付公債は公募債に含めている。

３

　

水田債は公募債である。ただし、義務教育施設整備事業の（

　

）書きは政府

４

　

地方債計画額は最終計画額である。
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方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況（つづき）

都

6

18

５

　

42

423

428

道 府
一
募

　

－

4 321

1 371

7 226

1291

762

762

２

　
　

１

５

５
６

　

２

り
り

9
9
8
6
2

－一

　

3
8

　

2
8
2

県
一

　

計

　

6

23

13

12

大

　　

都

　　

市

資ｔｌａ

　

募|

　

計

１１

　

558

1 185!

52

５
６
ｑ
り

２

99:

1290

５
３
４

　

８

２

　

１

　
　
　

１

1 4

3
1
4

慌
翻

２
２

　

1 9
1

　

4

195 373

０
４
－

５

36 69

506 31

　

59 041

　　

４ 205

569 55a

０
４
１

C
Ｏ

＼
Ｄ

　
　
　

２

640

(単位

　

百万円)

怒声゜町村
漬嘔募∩

４
８

　

14 801

445 201

13

459

７
２

３

２

　

４

５
５

５
２
－

156

13

７
２

Ｏ

　

Ｈ

－
8
4
8

8
8
8

1 0
｀

１
　
　

ｉ
一

　

8
9
6

　

6
4
0

－
1
3
6

6
9
4

1
5
｀
一

水田債

199

17

皿

216

都道府県が加入するものにあっては都道府県分、大都市が加入する4,の（都道府県が

村として区分した。

資金で内書きである。

－287－

゛

　　　

１

　　　　

１

　　　　

１

　　　　

ｌ

　　　　　　　　

ｊ

"

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　

ｒ

　　　

■

　　　　

｜

・

　　　

Ｉ

　　　　

ｌ

　　　　　

ｄ

　　　　

・

　　　　

｜

　

．＿＿＿

　　　　　　　　

｜

１

－

｜

－

－

Ｓ

！

；

１

！

１

｝

Ｓ

Ｆ

－

｜

ｌ

ｉ

ｒ

１

１

１

レ

１

１

１

Ｆ

１

●

－
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379

　　

一

　　

一

産業経済費

　

19 895　984 20 879　－　20 879 12 527　1 996

　

農林水産業費

　

16 897　　－　16 897　　－　16 897　5 543　1 797

　

商

　　

工
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2 998　　984　3 982　　－　3 982　6 984　　199

教

　　

育

　　

費

　

15 874　　－　15 874　－　15 874 42 673 9 836
1

　

学校教育費

　

14 327　　－　14 327　　－　14 327 36 412　9 286

　

社会教育費

　　

310

　　

― 310　　　－　　　310　2 048　　H5

　

そ

　　

の

　　

他

　　

1 237　　　－　1 237　　－　1 237　4213 435

社会保障関係費

　

24 831　　664　25 495　348　25 147 36 624 H 168

　

民

　

生

　

費

　

19 687　557 20 244　348 19 896 18 267 7 854

　

衛

　

生

　

費

　

2 528　　－　2 528　－　2 528 11 425 1 470

　

住

　　

宅

　　

費

　　

1 647　　－　1 647　　－　1 647　5 703　1 326

　

そ

　　

の

　　

他

　　

％9
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1 076　　－　1 076　1 229　518

恩

　　

給

　　

費

　　

4 838　　－　4 838　　－　4 838　　671　　－

公

　　　

債

　　　

費

　　

6 849　　　－　　6 849　　－　　6 849　6 565　　－

前年度繰上充用金

　　　

一

　　　

一

　　　

一

　　

一

　　　

－

　　

86

　　

－

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

477

　　　

－

　　

477

　　

－

　　

477

　　

－

　　

－

　　　

１

　　　　　　

147 783　55 067　202 850　47 529　155 321 174 739　71 122

㈱１

　

国の歳出総額は、一般会計と交付税及び譲与税配付金、国有林野事業(治山勘

　　

対策(石炭勘定のみ)及び厚生保険(児童手当勘定のみ)の９特別会計との純計決

　　

２｢国から地方に対する支出｣は、地方交付税(特別事業債償還交付金を含む。)、

　　

全対策特別交付金の合計額であり、地方の歳入決算額によっている。

　　

３｢地方から国に対する支出｣は、地方財政法第17条の２の規定による地方公共

　　

する交付公債の元利償還額の合計額)で、地方の歳出決算額によっている。
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方の目的別歳出の状況
(単位

　

億円・％)

定のみ)、特定土地改良工事、港湾整備、道路整備、治水、空港整備、石炭及び石油

算額である。
地方譲与税、国庫支出金(国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む｡)及び交通安

丿団休の負担金(地方の歳出決算額中、国直轄事業負担金に係る現金納付額及び国に対

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

― 243 －
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L
間
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税
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（控除）経常補助金
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び石油対策特別会計分)及び,印紙収入のほか専売納付金を含む。
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地方から国への負担額は、国直轄事業負担金に係る国への現金納付額及び国

　　

３

　

昭和41年度、42年度及び43年度の地方交付税には、臨時地方特例交付金

　　

４

　

国庫支出金には、国有提供施設等所在市町村助成交付金及び交通安全対策特
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及ぴ石油対策特別会計分)及ぴ印紙収入のほか専売納付金を含む。ﾚ

ｋ対する交付公債の元利償遠額の合計額であるご。

臨5億円)、臨時地方財政交付金(1204円)及ぴ特別事業債償還交付金を含む。

別交付金を含む。
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参考表（２）土地改良長期計画（昭和48･ヽr57年度）
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川Sが行い又は補助する事

　　　　

112 000　　4 354　　5 717　　6 084 い18

｜

　

農用地総合整備事業

　　　　

66 100　　2 158　　2 997　　3 395　　　　3 576
1

　

蒜ま岬｀排水゛

　　　　

22 400　　1 064　　1 305　　1 273 1 1581

1

　

h逞

11

蛋

事
菜

　　　

詣§

　　

昌

　　

な

　　

昌

　　　

昌

｣雫

　

資ｌ゛

　

養

　　　

昌§

　　

3ご

　　

ツ

　　

ヅ

　　　

3こ

!

ｉ

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

130 000　　4 729　　6 02り　　6497　　　　6 490

一一一

　

一一一一一

　　　　　　　

一一一一
㈱ｌ

　　

２

　　

３

　　

４

その１

　

性質別内訳

された。
５兆2000億円、後期５か年(昭和

９である。
は、47年度で打ち切り、48年度より新計
度投資実績は、旧計画に基づく投資実績

第60表

　

商 工 費

－---㎜ - --　　-←　　　　＿ -㎜－－¬

　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　

ｓ

　

ｌ口

　

48

　　　

年

　　

度

　　　　

｜

　　

区

　　　　　　

分

　　

ｉ都道府県

　

ｌ市回Iお）

　

ｌｌ

」

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

30 764　∂.θ　　22 923　114.　　53 687　M

　

物

　　　

件

　　　

費

　　　

13 471　j.∂　　9 328　μ　　22 798　jjl

　

補

　

助

　

費

　

等

1

　

35 715　∂.ﾀ　25 207　12.5　s3 835　7.∂･

　

普通建設事業費

　　

27 297　5.j　29 433　μ.∂　53 608　7.∂

　　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　

6 350　j.忿　　3 698　j.∂　　10 008　j.4

　　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

20 947　　μ　　25 410　12.6　　43 600　　□

　　

県営事業負担金

　　　　

－

　

－

　　　

325

　

θ.2

　　　

－

　

－

　

貸

　　

付

　　　

金1

　

395 543　7∂.ﾀ　93 415　μ.5　487 729　印.S

　

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　

114101

　

忿.忿

　　

20710

　

却.j

　　

32 120　μ

　　

・

　　　　　　　

計

　　

1

　　

514 2001　100.0 201 016　100.0J　　703777　100.0

=･-■||･㎞I←=¬㎜----&㎞』

　

その２

　

財源内訳

-=--=－=－==---==W----i’--’-’

　

〃¬〃¬-

　　　　

¶-.

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

48

　　　

年

　　

度

１

　　　

区

　　　　　　

分

　　　

ｓ・府（市

　

BT

　

お）

　

ｔ

　

l

］

Ｆ
Ｉ
Ｉ
「

使

　

用

　

料、手

　

数

　

料
分担金、負担金、寄附金
地

　　　　

方

　　　　

債
諸

　　　　

収

　　　　

入
その他特定財源
一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

合

　　　　　　　

計

－

0
４
1
6
4
5
0

4
2
8
5
5
4
0

２
1
5
5
7
9
2

3
1
9
0
6
2
4

　
　

5
9
2
3
1

　
　
　

２

　

１
m

201
一一一

5
2
6
8
8
3

忿
又
）
９
７

£
ｉ
ふ
＆

207

703

274

　

農林省調による。

　

この計画は、昭和48年５月１日閣議決定

　

前期５か年(昭和48～52年度)の投資額は
53～57年度)の投資額は７兆8 000億円であ
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参考表（３）第５次漁港整備５か年計画（昭和48～52年度）
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第62表道

　

路

　

橋

　

り

　

ょ

　　

ｇ

　　　

゛

ﾄ

道

ぎ

県|

≒Jj

l

j

［

い

　

人

　　　

件

　　　

費

　　

23 049 乙7　　45 517　　7J　　68 566　　4.7

　

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　

51 184　5.∂　　64 767　j叫　115 951　＆θ

　

普通建設事業費

　

769 419　即.4　500 742　卯j　1 239 027　∂以

　　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

438 490　訂.θ　　78 953　j乙∂　517‘366　巧.∂

　　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

222 821　　訂.ﾀ　　396407　似4　606 668　μｊ

　　

国直轄事業負担金

　　

108 108　n.6　　6 885　la　　114 993　7.9

　　

県営事業負担金

　　　

－

　

－

　　

18 498　乱θ　　　一　一

　

そ

　　　

の

　　　

他1

　

16 651　j.∂　14 207　2j　97 946　j.9

　　

一合

　　　　　　　

計

　　

｜

　

860 303　100.0　　625 233　100.0　1451490 100.0
I－--－-----------－----－

参考表（４）第

　

７

　

次道路整備

　　　　　　　　　　　

（単位億円）
一

　　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　

｜

　

投

　　

資

　　

額

　　　　　　

-

　　　

一一一-

　　　

一

　　　

般

　　　

道

　　　

路

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

93 400

　　　　　

道

　　　　

路

　　　　

事

　　　　

業

　　　　　　　　

67 770

　　　　　

街

　　　　　

路

　　　　　

事

　　　　　

業

　　　　　　　　　　

25 100

　　　　　

機

　　　　　

械

　　　　　

整

　　　　　

備

　　　　　　　　　　　

530

　　　

有

　　　

料

　　　

道

　　　

路

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　

49 600

　　　　　

日

　　

本

　　

道

　　

路

　　

公

　　

団

　　　　　　　　　

32 000

　　　　　

首

　

都

　

高

　

速

　

道

　

路

　

公

　

団

　　　　　　　　　　

4 600

　　　　　

阪

　

神

　

高

　

速

　

道

　

路

　

公

　

団

　　　　　　　　　　

3 400

　　　　　

有

　　

料

　　

道

　　

路

　　

助

　　

成

　　　　　　　　　　

6 600

　　　　　

本

　

州

　

四

　

国

　

連

　

絡

　

橋

　

公

　

団

　　　　　　　　　　

3 000

　　　

地

　　　

方

　　　

単

　　　

独

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　

47 000

　　　

予

　　　　　　　　　

備

　　　　　　　　　

費

　　　　　　　　　　

5 600

　　　　

合

　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

195 000

第63表

　

河 川

　　

海 岸

　

ｇ

　　

゛

ｌｓ．ぶ県‾T≒Jj）≒ｌ

人

　　　

件

　　　

費

　　　

6 889　j.∂　　4 238　∂j　　lロ27　M
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

6 714　1.6　　3 960　5.7　　10 674, 2.2
普通建設事業費

　

409 006　恥∂　59 782　邸.∂　462 0180　9＆5

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

300 016　即j　　12 007　17^　309 523　侃∂

　

単独一事業費

　

57 750 j4　45 791　9.∂　101316畝5

　

国直轄事業負担金’

　

51 239　11.9　　　　　2　　∂.θ　　　51 241　　jθ４

　

県営事業負担金

　　　

－

　

－

　　

I 984　忿.∂　　　－，－

　

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　

8 813 2.θ　　　1 873　　忿.7　　　10 213 ,2J

｜

　　

合

　　　　　　　　　

1汁

　　　

431 422　100.0　　　69 853　1 00.0　　494 094 1100.01
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う

昭

純

費

　　

の

度
額
年4
7
計

和

　　

54 917

　

103 345

1 201 089

　

529 474

　

557 315

　

114301

　　　　　

－

　　

22 805

1382156

５

　

か

　

年

状

　　

況

　
　
　

4

‐
ｌ
ｉ
ｌ
－
‐

如
訳
一
″
昭
‥
ｙ
元

　
　

ｎ
δ
ｊ
４

100.0

増

13 649

12 606

37 938

12 108

49 353

　　

692

　　　

－

　

5 1４1

69 334

比

一
派

△

額

-

19Ｊ
18j
5A.7
17､5
71』･、

　

1.0 ＼

　

－

　

7.4

100.0

計

　

画（昭和48～52年度）

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増

　

滅 率

柳
銘
一
い
一
心
″

忿
ｙ
‘

　
　
　

1

㈱１

　

建設省調による。

　

２

　

この計画は、昭和48年６月29日閣議決定された。

　

３

　

この計画の進捗状況は、次のとおりである。

　　

（1）昭和48年度事業費

　　　　

27 260億円

　　

（2）昭和49年度事業費見込額

　

27 179億円

費

昭

純

の

度
額
年4
7
計

和

　

7 948

　

9 152

466 076

336 997

　

73 113

　

55 967

　　　

－

　

4 759

487 935

状

　　　

況

^
　
O
i
　
I
f
t
　
■
≫
-
H
　
C
l
　
^

I

Ｑ
>
　
０

　

・
・
・
・
・
・
一

　

・

　

・

７
‘
ｊ
５
タ
＆
ブ
‘

　

ｊ

　

ｏ

　
　

Ｏ
ｌ
　
?
Ｏ
　
■
≫
≪
-
j
　
■
≫
-
i

^

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

ム
｛

増

　

3 179

　

1 522

　

3 996

27 474

28 203

　

4 726

　　　

－

　

5 454

　

6 159

比
一
派

△

言

― 279 ―

額

一

５１ｊ

μ.7

6辰9

U6.1

457.９

　

７６.７

　

－

88.6

100.0

22.5

　

5.0

―
‐
－
『
‐

21.9

1＆0

24J

30.1

17.2

３５ｊ

　

－

15j

23.1
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較

増
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率
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認
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″
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参考表（5）第４次

　

治

　

山一治

　

水

　

事’業

その１

　

第４次治水事業５か年計画 (単位

　

億円)

　　

一一一一一一一一一一

　　　　　

一一‥一一
｜

区

　　　　　　　

分

　　

ﾄｺﾞ

（

；jﾚ;ｺ

　　　　　　

ｰ--一

河

　

川

　

改

　

修

　

事

　

業

　　　　　

8 146

1　　　　9

754　　　　　17 900

ダ

　　　

ム

　　

事

　　

業

　　　　　

3 748　　　　　2 152　　　　　5 900

砂

　　　

防

　　　

事

　　　

業1

　　　　

1 280　　　　　4 820　　　　　6 100

建設機械整備等i

　　　　

100

　　　　　

－

　　　　　

100

　

小

　　　　　　　　

計

　

1

　　　

13 274　　　　16 726　　　　30 000

一一一一

　　　　　

-

災害関連事業、地方単独事業

　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

6000

予

　　　　　

備

　　　　　

費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4 500

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

40 500

一一一一一一一-

　

--一一一一‥一一一一一一一一一一一
㈱１

　

２

　

３
ｊ
Ｉ
ｊ
１
２
３

ぐ
ぐ
ぐ

建設省調による。

この計画は、昭和47年６月30日閣議決定された。

この計画の進捗状況は、次のとおりである。

　

昭和47年度事業費

　　　　　

5 022億円

　

昭和48年度事業費

　　　　　

5 020億円

　

昭和49年度事業費見込額

　　

4 959億円

第64表港 湾 費

皿ふ===--･=･･-=--=･-=--=-WWIW㎜皿　　　　----･皿㎜　　　　㎜

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

48

　

〉年

　

”度

　

区

　　　　

分

　

|

　

都

　

道

　

府

　

県｜市’町

　

村｜純

　

計

　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　　

2 693　　　I.S　　　4 170　　　5.∂　　　6863　　5.5

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

1 974　　　jJ　　　丿83　　　j.∂　　　3 157　　　j.5

普通建設事業費

　

125 396　　∂£θ　　60 618　　81.6　173 103　　甜.∂

　

補助事業費

　

87 171　59J.　33 248　μ.7　120 318　認丿

　

単独事業費

　

17 216　11.7　H 240　ua　24 183　皿7

　

国直轄事業負担金

　　

21 009　　μj　　　7 593　　jθJ　　28 602　　lSJi

　

県営事業負担金

　　　

－

　　　

－

　　

8 536 11^　　　　－　　　－

そ

　　　

の

　　　

他

　　

17 469　　11£　　　8 355　　11^　　i4 016　　払∂

　

合

　　　　

計

　　

147 532　100.0　　74 326　100.0　207 139　100.0
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５

　

か

　

その２

復
予
防
保
地
そ

区

年

　

計

　

画（昭和47～51年度）

第４次治山事業５か年計画
一一一一一一一一

分

　

1
---一丿万一

旧
防

造
整

林
林

災
安

す べ

　

り

　

防

　

の

山
山
成
備
止
他

国有林

6
9
8
3

7
7

　

２

　

５

７

小 計

　　　

9

　

255

1 200

資

　　

総

　　

額

民有林

2 527

　

97４

０
７
７

　

５

　

０

８

　

０
０

　
　

０

１

　

３
６

　
　

６

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

(単位

　

億円・千ha)
” -

　 　 　 　

１

事

　

業

　

量

計

3 303

1 053

　

208

　

360

　

616

　

260

5 800

　　　　　

164

　　　　　

75

(264laH) 23

　　　　　

237

　　　　　

27

　　　　　

－

(264kin)526

｢ぷ444｣ぷ⊆

、地方

ぷ

独事業

ﾚ‾"‾‾

　　　

ﾌﾞ‾‾･‾･‾‾‾2‾‾‾

　

200

i ‾‾‾‾‾‾〕

卜

　　

備

　　

虻

　　　

・

　　　　　

850

　　　　　　　　　

i

　

合

　　　　　　

計

　

i

　　　　

1

　　　　　　

6 850　　　　l

　　　　　　　　　　　　

－
㈱１

　

林野庁調による。（

　

）書きは防潮林である。

　

２

　

この計画は、昭和47年３月14日閣議決定された。

　

３

　

この計画の進捗状況は、次のとおりである。

　

（1）昭和48年度事業費

　　　　

897億円

　　　　

計画額5 800億円に対する進捗率は31.0%である。

　

（2）昭和49年度事業費見込額

　

921億円

の

昭

純

状

度
額
年4
7
計

和

　　

5 244

　　

2 647

160 111

111 340

　

15 350

　

33 420

　　　　

－

　

21

189

582

584

。
″
４
Ｊ
ぶ
ｊ

Ｓ
ｏ
　
Ｓ
　
°
°
1７.６

　

11j

100.0

況

△

増

　

1 619

　　

510

12 992

　

8 978

　

8 833

　

4818

　　

－

　

2 43４

17555

比
一
派

― 281 －

額

　

９ｊ

　

２ｊ

μ.θ

５１ｊ

５０ｊ

２７.4

　　

－

　

18j

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増

　

滅 率
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４
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０
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参考表（６）第４次港湾整備

　　　　　　　　　

（単位

　

億円）
一一一一一一一一一

　　

区

　　　　　

分

　　

ﾄ‥（区

　　　　　

分

　　

‘‥（

　

外国貿易港湾の整備1

　　　　

6 360 I調　　整　　項　　（　　　　16（

　

国内流通港湾の整備1

　　　　

39101小

　　　　　　

計

　

i

　　　　

15500 ，

　

諭域開発基盤港湾゜整1

　　　　

19㈹塁審関連゜地方単独事，

　　　　

2 400 i

　

産業関連港湾の整備

　　　　　

6（

　

合

　　　　　

計

　

i

　　　　

1790Cﾊﾟ

　

航路等の整備1

　　　　

680 1 港湾機能施設整備事剛　　　　2 100
1

　

公害防止事業の推進i

　　　　　

170 i予　　　備　　　費i　　　　1000 1
|

港湾調査゜実施等＝

　　　　　

140
l　再　　　　　計　1　　　21 000

1

その１

　

日的別内訳

第65表都 市

　　

計 画

一一’‥一三一一一而…Ｙて一一ドｉ一一一|

　

゜（

　　　

゛）道

　

府

　

県

　

）

　

BI

　

（Ｆうi‾ji‾‾

街

　　

路

　　

費

　

189 867
1　47j l　188

791　28.S
i
366 951　巧丿

爺苗二lご素謡芸

　

5昌ぺわ

　

1昌

い

　

温言に

　

ｌ

区画整理費

y

　

146 115 I　郭j　321 173 ， μぐ　455 04ﾘ　仙n

-e-

　　　　　

l汁

　　

402 855
1　100.0 1　667

744
1　100°0

1040 557
1　100°O

I

　　　　　　　　　　　　

一一一一

その２

　

性質別内訳

　

・

り

　

昭

　　　

和

　　　

48

　　　

年

　　　

度

　　　　　

ｉ

　　　　　　

都1道府県｜市

　

町

　

村ｉ純

　

計

　

額１

人

　　

件

　　

費

　　

8 273　　な　　36 705　　5.い　44 978　　4ン
維持補修費

　

2 425　　θ.∂　　3 967　　θ.∂　6 392　θ.∂
普通建設事業費

　

294 854　　73^　461 502　　卯j　729 773　　7θjl

　

補助事業費

　

195 325　μ.5　254 926　甜j　449 902　is.z
I

　

単独事業費

　

99 529　4,7　193 971　即.θ　279 871　忿り・

　

国直轄事業負担金

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－１

　

県営事業負担金

　　　

一

　　　

－

　　

12 606 j.･　一　言

そ

　　　

の

　　

他

|

　

97 303 μjl　165 570　　μj　25941j　μ引

　

合

　　　　　

計

　　

402 855　　100.0　667 744 1　100.0　1 040 557　　100.Cリ

－282－



５か年計画（昭和46～50年度）

㈱ １

　

運輸省調による。

２

　

この計画は、昭和47年３月17日閣議決定された。

３

　

この計画の進捗状況は、次のとおりである。

（1）昭和48年度事業費

　　　　

2 757億円

（2）昭和49年度事業費見込額

　

2 725億円

費

昭

純

の

度
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7
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和

　　　

366 547
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1
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906 166

1

--一一-一一一一一一一二_

昭

純

和

　

32 909
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参考表（７）第７次道路整備５か年計画中の街路事業

　　　　　　　　

（昭和48～52年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位億円）
一一一一一一一

　　　　　

一一一一一一一一…--一一

　　　　　　　　　

投

　　　

資

　　　

総

　　　

額

　　　　　

｜

　

区

　　　　　　

分

　　

道

　

路|橋りょ51舗

　

装|修繕等|

　

計

　

一

　

般

　

国

　

道

ﾚ’

丿64

　　　

66

1

　　

43

1

　　

－

I
I

1 273

　　　　　　

l

　　

i

　　　　　

！

　

主要地方道1

　

4 450
レ　２y　’3（　　24　5

059

　　　　　　

1

　　　

，1

　

その他の地方道i

　

16 298 1　　69ﾂ　　1 530 1　　136　　18 655

　

小

　　　　　

計

　

1

　

21 91へ　　l 033 1　　1 882
I　　　160

l

24 987

　

・

　

『丿白

一一H3
|

　　

合

　　　　　

計

　

1

　

21 912

1　　1

033　　1 882　　　160　　25 100
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㈱ １

　

建設省調による。

２

　

この計画は、昭和４８年６月29日閣議決定された。

３

　

この計画中街路事業の進捗状況は、次のとおりである。

（1）昭和48年度事業費

　　　　　

3 724億円

（2）昭和49年度事業費見込額

　　

3 632億円

一一一一一‥－－一一－

分

人
維
普

貸
そ

合 計

　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

　　

5 654

　

10 034

199 324

125 347

　

73 977

　　　　

－

61 772 ，

　　

9 084

285868

　

S.θ
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100.0
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市 町

　　

9 707
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治
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－
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｜
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参考表（８）

その１

　

事業

第３次下水道整備５か年計画（昭和46～50年度）

費

　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位億円）

　　

=J〃･-¶ゝ---=--- =　　　＝　=＝-I--=＝･-＝＝-==-=W--一警W-=･-==-===･-･･=-･･-==・･･==W--･==＝--r=･=--==･･

K

　　　　　

分

　

|事業費|

　

区

　　　　　

タ

　

|事・費

　

公

　

共

　

下

　

水

　

道

　　　

20 300　　都　市　下　水　路　　　　800

　　

一般公共事業

　　

11 575　特定公共下水道　　　300

　　

地方単独事業

　　　

8 725　　一般公共事業 255

　

流

　

域

　

下

　

水

　

道

　　　　

3 600 地方単独事業　　　45

　　

一般公共事業

　　　

3 240 予　　　　備　　　　費　　　　1000
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計
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㈱１

　

建設省調による。

２

　

この計画は、昭和46年８月27日閣議決定された。

３

　

この計画の進捗状況は、次のとおりである。

（1）昭和46年度事業費

　　　　　

3 738億円

（2）昭和47年度事業費

　　　　　

5 307 億円

（3）昭和48年度事業費

　　　　　

5 459 億円

（4）昭和49年度事業費見込額

　　

4 737 億円

その２

　

整備状況等
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参考表（９）犬第２期住宅建設5･か年
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５か年計画(昭和46ご
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゛
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計画(昭和46～50年度)

　

(単位千戸)

　

年度）

て舜厦皿戸

』し」漱画と
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103

　　　　　

308

　　　　　　

70

の

昭

純

　

227

　

－

1 131

1839

㈱ｌ

　

建設省調による。

　　

２

　

第２期住宅建設５か年計画は、昭和46年３月30日に閣議決

　　

定されたが、沖繩県に係る住宅建設計画(47～50年度)を追加す

　　

るため、昭和48年２月20日変更された。
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第68表消防施設等整備費

１

　

‾‾

　

‾‾岫‾‾れよｉ‾仁心八聶‾ｉ７盲応丿司

/(

　　

゛、・

　

（肖目口(数量ｙＨ

べ
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消防ポンプ自動車

　　

774

　　

472 810 781　　555 750　　　915　　652 554
]nJljM崇ｙ多

　

1ぶ

　

194 902　ぷ;　207ぶ　1ぷ　226ぷ

火四回俊器

　

さ

　

6さ

　

3?

　

昌

　

二

　　　

二

消防専用電話

　　

595
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猛火素゛ふ

　

叩
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で

　

18で

　

昌
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消
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力
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r
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二

　　　

二
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計
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㈱

　

消防庁調による。
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補助金による整備状況
(単位

　

千円)
一一一一一一

　　　　　

一一一一一一

　　

昭和45年度

　

｜昭和46年度

　

昭和47年度）和48年度

　

数量）助

も

数量）助

宍

・量）助司数量lｓｔｔ

　　

1 055　　859 780　　1070　　937 300　　1 291

1
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1　1

172

1

1 066 886

　　　

一

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

1 698　239 060　1 640　242 565　1 651　244 147　1 60丿 249 095

　　　

一

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

一

　　

一

　　　

－

　　　

－

　

－

　

－

　

－

　

ご

　

＿

　

づ

　

＿

　　　

841

　　

108 200　　1 125　　157 360　　1 256　　187 723　　2 019　　305 352

　　

1 078　　222 800　　1 529　　307 015　　1 591　　345 198　　2 091　　613 805

　　　

300

　　

102 110　　　446　　166 560　　　595　　218 970　　　679　　257 608

　　　　　　

1 531 950　　　　　　1 810 800　　　　　　2 152 452　　　　　2 492 746

　　　

54

　　

215 060　　　55　　247 710
1　　61　　329

660　　　H 1　　673 738

　　　

66

　　

99 970　　　54　　93 890　　　59　　127 568　　　50　　113 140

　　　

30

　　

19 480　　　29　　23 910　　　34　　33 603　　　35　　34 908

　　　

－

　　　　

－

　　　　

3

　　

82 000　　　　1　　30000　　　－　　　　－

　　　　

4

　　

40 000　　　　1　　　10 000　　　　4　　40000　　　　1　　　10000

　　　

21

　　

31500

　　　

16

　　

24 000　　　16　　25 800　　　23　　36 000

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　

4

　　

20000

　　　　

7

　　

14 000　　　　5　　10000　　　　4　　　8000　　　　61　　14 400

　　　　

6

　　

17 000　　　　8　　22 100　　　　9　　28 900　　　1 1　　35 700

　　　　　　

437 010　　　　　　513 610　　　　　　623 531　　　　　1　937 886

　　　　　　

1 968 960　　　　　　2 324 410　　　　　　2 775 983　　　　　　3 430 632

　　　

15　　11 500　　　12　　22 000　　　19　　26 800　　　40　　52 000

　

オ§

　

46 000
|に　48

103　LJ　46 389
ハ1　31

262

　　　　　　

2 026 460　　　　2 394 513　　　　2 849 172　　　　3 513 894

　　　　　　　　　

______･_

　　　　

＿

の 状

　　

況
(単位

　

百万円・人)

－aS.--j.一一--

　　　　　　

■㎜-JI--〃=･=--=一･〃¶-〃=一一一-

　

-==

　

-Ｊ〃==

　　　

-¬¶-==･=･==

　

総

　　　

損

　　　

害

　　　

額

　　　　　　

死

　　　

傷

　　　

者

　　　

数

　　

｜

－一一一一一一一一

1

一一一………一一一一一一一一一一一一一

　

金

　　　　

額

　　

ｌ

　

ｍ

　　

数

　

，

　

人

　　　　

員

　　

Ｕ旨

　

数

　

｜

　　　

43 021

1　　　　　加θ∩‾‾‾　　　95⊇ト‾‾‾'‾‾‾‾･⊇

　　　

四回
U

　　　　　　　

俎

　　　　　　　　

1;

劉

　　　　　　　

留

　　　

53 29ﾔ　　　　　　jμ　　　　　　　10 476　　　　　　j卯

　　　

四回

　　　　　　　

１

　　　　　　　　

ぷ昌

　　　　　　　

謐

　　　

83 38バ　　　　　　j助　　　　　　　H 320　　　　　　j招

　　　

乙訓

　　　　　　　

混

1

　　　　　　　　

1?ｍ

　　　　　　　

ぶ劉

　　　

H3 796

_竺八_‥___･∠ﾌﾟごし＿_＿でヨ
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第70表

　

警

　

察

　

費

　

の

　

状

　

況

１

　

性質別内訳 (単位

　

百万円・％)
-¬r.-------.-

　

-..---.-y--W〃¶㎜ka ._j･ka_-__--._→-〃----四･--r¶S-.S-■---yW¶-皿皿--li‾-←‾‾〃W--"W---W
ｿ

＿

ノ

すご:レ

人

　　

件

　　

費

　

555 861 79J[ 446 590 9.5　109 271　∂θｊｎＪ‾‾這

物

　　

件

　　

費

　

49 971　7J　41 357　74　8 614　り　勿.∂　忿jjl

警ｻﾞ唐机

:

　

ふ;

　

よこ

　

］

　　

嶮

一一一一一一一一一一一一一一一一一一

回とし財源内訳

＿

　　　　

＿_

　　

＿

　

（単位回円･１し

一一－－一一

　　　　

－

　　　　

一一

　　

－

　　　　　　　

昭和48年度

　　

昭和47年度

　　　

比

　　　　　　　　

較

　

‾

　

ｇ

　　

゛

　

に

お．

に

・．

ﾄ

・

　

（１・率|詣革

国庫支出金

　

20 551　乙∂　17 597　む 2 954 忿J　j∂ｊ　26.5
使用料、手数料

　　

19006　名.7　13 189　忿J　5817　4.j　4μ　μ.∂
諸

　　

収

　　

入

　　

2 154　θ.&　1 564　θ.S　　590　θ.4　S7.7 ・ISA
その他特定財源

　　

14 547　　な　12 758　　忿J　　1789　jj　μｊ　４.θ
一般財源等

　

641 872　91.9＼516 665　92.0＼125207　釘丿　糾j　18.5

　

合

　　

計

　　

698130 100.0 561 773 100.0 136357 100.0　24.3　19.4

第72表 警 察 職 員
一一一一一

　　　

－
！

ｇ

　

．

゛

ﾄ

に警に

ﾚ

．

≒

　

こ

|事

;

職

;

ｉ

｜

　

昭和36年

　

1

　　　　

280

　　　

129 482
1　　　19

833
1

　　　

40

　　　　　　

300

1

145 249　　　　　　　22 048

　　　　　

41

　　　　　　　　　　　

320

　　　　　　

150 320　　　　　　　22 571

　　　　　

42

　　　　　　　　　　　

340

　

1

　　　　　

156 094　1　　　　　23 0％　｜

　　　　　

43

　　　　　　　　　　　

360

　　　　　　

160 646　1　　　　　23 707　'

　　　　　

44

　　　　　　　　　　　

360

　　　　　　

166 459　　　　　　　24 069

　　　　　

45

　　　　　　　　　　　

370

　　　　　　

172 204　1　　　　　24 800

　　　　　

46

　　　　　　　　　　　

390

　　　　　　

176 573　1 26 982

1

　　　　　

47

　　　　　　　　　　　

410

　　　　　　

178 61 1　1　　　　　28 756　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

48

　　　　　　　　　　

438

　　　　　

183 871　1　　　　　30 175

1

　　　　　　

49

　　　　　　　　　　　

458

　　　　　　

189 280　1　　　　　30 284　！

”ミ‾""‾"

　

'¬"ﾐ=゜←'='“〃-゛-¶-¶1･-W?||

　

皿･

　

』-a--===iﾏ四w■-■=W-=¶¶¶㎜-=-〒¬¶－=----=i-㎜

　　　　　　　

■

　

■㎜㎜■㎜㎜■㎜㎜㎜㎜㎜■■■■

　

㎜㎜

　　

㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜-Ｗ●■-･■･-･Ｗ--¶･㎜-･-¬¶－･-'---

㈹１

　

地方警務官は警察庁調、その他は自治省調による。

　　

２

　

昭和36年は５月31日現在、昭和４０～49年は４月１日現在の職員数であ
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第71表

　

交通事故等発生の状況

　　　　　　　　　　　　

－

　

区

Ｏｎふｗ剽∩交通事故発生件数

　

ｉ

　　　　　　　　

…一一一一‥

　　

一一‥一一一一一一
‾八

琵

（

　

129 549

゛‾,｀‾‾‾‾‾　　　　493

693　1

　　　

40

　　　　　　　　　　　　　　

258 805　1　　　　　　　　　　567 286　1

　　　

41

　　　

1

　　　　　　　　　　　

296 804　　　　　　　　　　　　425 944

　　　

42

　　　

1

　　　　　　　　　　　

383 631　　　　　　　　　　　　521 481

1

　　　　

43

　　　　

1

　　　

508 281　　　　　　　　　　　　635 056 1

　　　

44

　　　

1

　　　　　　　　　　

594 790　　　　　　　　　　　720 880

1

　

45

　　　　

i

　　　　　　　　　　　

6s2 614　　　　　　　　　　　　718 080　j

｜

　　　　　

46

　　　　

1

　　　　　　　　　　　

631 215　　　　　　　　　　　　700 290　1
1

　　　

47

　　　　

1

　　　　

594 542　　　　　　　　　　　　　　659 283　11

　　　　　

48

　　　

1

　　　　　　　　　　　

538 192　1　　　　　　　　　　586 713
！

　　　　

＿|

　　

___･_

　　　

二

㈱１

　

警察庁調により、暦年である。

　

２「業務上等過失致死傷害罪発生件数」には、14歳未満の者の件数が除かれて

　　

いる。

　

３「交通事故件数」は、昭和40年までは、物損事故件数を含み、昭和41年以降

　　

は、人身に係る事故の件数のみである。

数

　　

の

　　

推

　　

移

　　　　　　　　　

（単位人）

　　　

-

　

-

職

　　　

員

　　　　　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　

｜

　　　

一一

|

-一一一一一一‥‥－

　　

計

　　　　　　

警

　　

察

　　

官

　

｜

　

事

　

務

　

職

　

員

　

｜

　　　　

計

　　　

一一

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

一一一一一一

　　　

149 315　　　　　129 762　　　　　　19 833　　　　　149 595

　　　

167 297　　　　　　145 549　　　　　　22 048　　　　　167 597

　　　

172 891　　　　　　ISO 640　　　　　　22 571　　　　　173 211

　　　

179 190　　　　　　156 434　　　　　　23 0％　　　　　179530

　　　

184 353　　　　　　161 006　　　　　　23 707　　　　　　184713

　　　

190 528　　　　　166 819　　　　　　24 069　　　　　190 888

　　　

197 004　　　　　　172 574　　　　　　24 800　　　　　197 374

　　　

203 555　　　　　　176 963　　　　　　26 982　　　　　203 945

　　　

207 367　　　　　　179 021　　　　　　28 756　　　　　207 777

　　　

21４046　　　　　　184 309　1　　　　　30 175　　　　　214 484　i

　　　

２19 564　　　　　　189 738　1　　　　　3o 284　　　　　　220 022　1

る。ただし、昭和47～49年の地方警務官数は５月１日現在の職員数である。
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その１

　

日的別内訳

第73表教 育 費

一

　　　

－

　　

－－

　

ｇ

　

川

百夏‾

こ昌÷スｊ

ア‾ｉ‾

小

　

学

　

校

　

費

　

993 654　　　S6.6　　646579　　　59.5　1634 548　　S8.0
中

　

学

　

校

　

費

　

572 528

1　むj l

329 072　加j　898 111　加j
U出囃白い目引Un

特殊学校費

　

8o 400　　j.E　3 632　　θJ　83 760　j.U
ゾベ‰⊇壮士と郷土

－一一

　　　

－

　　　

－－～

その２

　

性質別内訳

一一一-

　　　　

-

　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

48

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　

一一－･一一

　　　

一一一一

　　　　　　　　　　　　　

－一一一一

　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

人

　　

件

　　

費2 269 308　＆□　419 598　25.6 2 688 906　∂忿４
物

　　

件

　　

費

　　

98 391　　j.∂　250 279　　15^　348 670　　8a
維持補修費

　

7 714　　θJ　29 261　　1.S　36 975　θｊ
扶助費、補助費等

　　

83 746　　3J.　　74 384　　μ　　131 205　　S.θ
普通建設事業費

　

225 794　　8J　840 686　　5μ　1 058 929　　4.∂

　

補助事業費

　

58 520　　忿J　472 643　　認.ﾀ　531 033　lZJ

　

単独事業費

　

167 274　　∂J　367 687　叙.5　527 897　12J

　

県営事業負担金｜

　　　

－

　　　

－

　　　

356

　　

θ.θ

　　　

－

　　

－
そ

　　　

の

　　　

他・

　　

26 885　　　j.θ　　22 484　　　j4　　41 831　　　j.θ

　

合

　　　　

計

　

ﾚ

711 838　100.0　1 636 692　100.0
1
4 306 516　100.0

－㎜皿－〃

　　

皿-

　

---〃WWW･--かｰ¬y4←〃

　　　　　　　　

¥WW･W

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　

-一一一一一一

　　

一一一一

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

48

　　　

年

　　　

度

　　　　　

‾

　

区

　　　　　

分

　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金1

　

808 795　　即j　　151 757　　　ﾀJ　　960 552　　認丿

都道府県支出金

　　　

－

　　

－

　　

27 442　　j.7　　　－　　－

使用料、手数料

　　

32 100　　jj　　12 792　　θj　　44 892　　j.θ
諮器金、負担金、寄

　　　

1 694　　　θj　　18 760　　　lj　　18 007　　　θ４

地

　　

方

　　

債

　　

64 050　　忿4　344 715　　釘j　381 960　　M

その他特定財源

　　

50 704　　j.9　　77 463　　4.7　127 529　　j.θ

一般財源等1 754 495　昿7 1 003 763　訂j 2 773 576　∂μ

　

合

　　　　　

計

　　

2711838

　　

100.0

　

1 636 692　　100.0　4 306 516　　100.0
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の 状

度
額
年4
7
計

和昭
純

1 327 223

　

732 097

　

594 648

　

155 902

　

210 393

　　

43 386

　　

63 822

　　

50 405

　

276 543

3454420

昭

純

お４

釘.2

17£

　

4.5

　

∂ｊ

　

ｊＪ

　

乙８

　

ム5

　

＆θ

100.0

度
額
年4
7
計

和

2 169 322

　

282 657

　　

31 432

　　

98 104

　

838 998

　

422 726

　

416 272

　　　　　

－

　　

33 907

3 454 420

昭

純

鸞
芯
昌
治
ぶ
0
0
　
0

度
額
年4
7
計

和

　

786 050

　　　　

－

　　

40 516

　　

13 588

　

282 064

　　

98 613

2 233 589

3 454420

（
さ

　

一

　

２
ふ
忿
７
７

　

０

乙

　
　

£
ａ
＆
乙
４
　

　

０
　

忿

　
　
　
　
　
　
　
　
　

θ

　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

増

況

比
一
波

307 325

166 014

139 787

　

４8 ８6２

　

57 359

　　

5 887

　

19 938

　

21 798

　

85 127

852 096

増

比
一
波

519 58４

　

66 013

　　

5 5４3

　

33 101

２19 931

108 307

Ill 625

　　

7 924

852 096

増

比

一
波

174 502

　　　

－

　

４ 376

　

4419

　

99 896

　

28 916

539 987

852 096

－293－

　
　
　

Ｊ
４
ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ

　

ｊ

　
　

一
位
９
δ
５
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ひ
θ
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忿
θ

　

０
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ｊ
ｊ
ｊ

　
　
　
　
　

ｊ

　

1
0

旦
。
浴
ぶ
銘
品

1
0
0
　
0

Ｌ
で
ご
な
あ

1
0
0
　
0

(単位

　

百万円・％)

-

増

　

減

　

率

認J

2乙７

２３ｊ

９ｉ 　０

忿7j

18j

81£

μ.忿

３０.8

24.7

18j

j74

16J

Z5.3

２０ｊ

１３Ｊ

２９､９

３７ｊ

１０ｊ

17.8

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

減

　

率

忿恥０

留４

１７､6

3S.７

２６£

邸.6

弘6.８

　

一

部4

24.7

18j

18､8

15j

3S.1

j＆

忿忿Ｊ

　

瓦2

　

－

Ｓ６.1

17.8

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増

　

滅

　

率

ゼ
Ｊ
Ｅ
吃
一
心
一
ｙ

‥
一
】
に

ｊ

　
　

ｊ
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≪
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＞
.

０
０

４
θ
忿

＞
Ｓ
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-
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-
Ｈ
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第74表小 学 校

　　　　　　　　

｜

　　

’1=I

　

48

　　

て‾‾iy‾］|

　

区

　　　　　

分

　

一一一一一一一一一一．

　　　　　　

｜都道府県｜市

　

BT

　

村｜純

　

計

　

額

一一一一一一-一一一一

　

人

　　

件

　　

費

　　

976 783　　認j　　76 479　　皿S　1 053 262　　∂４

　

物

　　

件

　　

費

　　　

11 837　　12-　　97 802　　拡j　109 639　　∂.

　

維持補修費

　　　

一

　　

一

　

15 254 2.4　　　15 254 θ.1?

　

普通建設事業費

　　　

1 871　　θ,忿　437 319　　67.6　437 360　　26^

1

　

補助事業費

　　　

174

　　

∂.θ

　

270 818　　μ.S　270 911 j∂.

　　

単独事業費

　　　

1 697　　∂.忿　166 465　認.7　166 449　扨

　　

県営事業負担金

　　　　　

一

　　　

－

　　　　

36

　　　

θ,θ

　　　　

一

　　　

一

　

そ

　　　

の

　　

他

　　　　

3 163　　　θj　　19 725　　　3.1　　19 033　　　jJ

｜

　　

合

　　　　

計

　　　　

993 6541　　100.0　　646 579　　100.0　1 634 548　　100.0

-一一一一

第75表

　

中 学 校

ｌ

　　　　　

▽Ｙ和48√｀盲'｀‾‾

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一一一一

　　　　　　

|

　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　

１

　

純

　　

計

　　

額

　

人

　　

件

　　

費

　　

562 206!　　紹ぶ　　34 404! jθ｡5　　596609 ∂＆4'

　

Ｌ。l。晏

　　

ヅ

　　

ヨ

　

5に

　

7

　

6撰

　　

1，

　

普副雛μ芸

　

81§訟∩諧昌7詔昌

　

景轟素轟覆

　　

8ご

　

習

　

99 83§　眉　99こ　弼

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

2 074 θ4　　15 439　　　4.7　　14 899　　　jl

|

　

合

　　　

計

　　　

572 528　100.01　329 072　100.0　898 111　100.0

第76表

　

高 等 学

　　

校

　

ｇ

　　

゛

し

道

ぷ

（

≒

　

Ｊ

　

ド

）

≒

　

ｌ

人

　　

件

　　

費

　　

465 962　　昿∂　　39 284　　閲j　505 246　　田丿
物

　　

件

　　

費

　　　

44 873　　∂.∂　　3 812　　∂4　　48 685　　M
維持補修費

　　

4 857　　θ.7　　567　　j.θ　　5 424　　θ.7
普通建設事業費

　　

156 906　　留j　　14 593　　μ.∂　171 301　　認丿

　

補助事業費

　　

40 485　　∂.θ　　2 895　　卵　　43 380　　M

　

単独事業費

　　

116 421　　17:2　　11 559　皿5　127 921　　njt

　

県営事業負担金

　　　　　

一

　　　

一

　　　　

139

　　　

θ.忿

　　　　

－

　　　

－

そ

　　　

の

　　

他

　　　　

3 410　　　Oj　　　069　　　忿.θ　　　3 779　　　θｊ

　

合

　　　　

計

　　　　

676 008　　100.0　　59425　　100.0　　734435　，100.0
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費

　　

の

費

　　

の

費

　　

の

状

　　

況

状

　　

況

状 況

295

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

--

　　

純

　　　

計

　　　

額

　　

ﾄ

･

　

ｓ

　　

ｇ

　

）

　

ｓ率哺訟肇

　　　

413 157　　　　　∂9よ　　　92 089　　　　∂5j　　　　忿忿j　　　　j!?.7

　　　

38 375　　　　　　e'J　　　10 3io!　　　　　741 26.9　　　　17.8

　　　　

4 381　　　　　　　卵　　　1o岩　　　　0.7＼　　　詔.∂　　　び.∂

　　　

134 244　　　　認.∂1　　　37 057　　　　邱.5　　　　27.6　　　　糾

　　　

38 457　　　　　　6.51　　　　4923　　　　　J.5　　　　12.8　　　　　S.∂

　　　

95 787　　　　　16.1,　　　32 134　　　　認.θ　　　　お.5　　　　4.j

　　　　　

－

　　

－|

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　　　

4 491　　　　　　θ.7　－　　712－　　　0.5 -　　　15.9　　　　72.0

　　　

594648

　　　　

100.0

1

　　

139 787　　　　100.0　　　　23.5　　　　16.2
__二

　　　

１

一一一一一一一－･一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　

純

　　　

計

　　　

額

　　

）回

　　

ｌ

　　

ｇ

　

）・率｜訟肇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

489 174　　　　邸.∂　　107 435　　　　収.7　　　　麗.θ　　　　四.7

　　　

55 309　　　　　　7.∂　　　　9022　　　　　54　　　　狸丿　　　　加.5

　　　　

7 622　　　　　　j.θ　　　　1343　　　　　θ.S　　　　17.6　　　　10.7

　　　

167 829　　　　　忿忿.ﾀ　　　45 478　　　　β7.4　　　　忿7j　　　　10.1

　　　

92 110　　　　　12.6　　　21400　　　　12.9　　　　2SS　　　　19^

　　　

75 718　　　　　jθJ　　　24 079　　　　U.5　　　　訂ｊ　　　　　θｊ

　　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

12 163　　　　　　ム7　　　　2 736　　　　　j.∂　　　　22.5　　　　忿θ.ﾀ

　　　

732 097　　　　100.0　　166 014!　　100.0　　　　22.7　　　　17.4

___

　　　　

--

　　　

--

　　

純

　　　

計

　　　

額

　　

∧

l

　　

滅

　　

・

　

）

　

ｓ率嘔訟肇

一一

　　　

一一一一

　　　

862 138　　　　　∂＆θ　　　191 124　　　　　δ忿ｊ　　　　22,2　　　　20.5

　　　　

90 808　　　　　　∂.∂　　　　18 831　　　　　∂ｊ　　　　　W.7　　　　j忿.5

　　　　

13 257　　　　　　j.∂　　　　1 997　　　　　θ.∂　　　　15d　　　　j5.ﾀ

　　　

346 915　　　　　名∂j　　　90 445　　　　四丿　　　　忿∂ｊ　　　　　μ.∂

　　　

210 420　　　　　15.9　　　60 491　　　　　19.7　　　　忿＆7　　　　j＆ﾀ

　　　

136 495　　　　　jθj　　　29 954　　　　　ﾀ.7　　　　忿j.∂　　　　　＆β

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

14 105　　　　　　1.1　　　　4 928　　　　　j.∂　　　　j4.ﾀ　　　　j5.ﾀ

　　　

1 327 223　　　　100.0　　307 325　　　100.0　　　　23.2　　　　18.3

一一一一一一一一一一一一-･一一

　　　　　

－

　

-一一一一一一



その１

　

小

　

学

　

校

第77表

　

教

　

員

　

数

　

等

　

の

　　　　　　　　　　　　　　　

教

　　　　　　　

員

　　　　　　　

数

　

。

丿

本

　　　　　　

務

　

一二

　

√

　　　　　　　　　

ｊ

　

値國）

　　

√

数

　　

・）

　

ic

昭

　

和

　

32

　

年

　　　　　

348 304人　　　　却θ　　　　　　1 325人　　　　丿卯

　　　　

33

　　　　　　

360 617　　　　却4　　　　　1 752　　　　i0&

　　　　

34

　　　　　　　　

364 612　　　　　jθ5　　　　　　1 593　　　　　j忿θ

　　　　

35

　　　　　　　　

357 154　　　　　jθj　　　　　　1 453　　　　　jjθ

　　　　

36

　　　　　　　　

345 391　　　　　　∂ﾀ　　　　　　い

　　　　

37

　　　　　　　　

337 247　　　　　　ﾀ7　　　　　　1 321　　　　　jθθ

　　　　

38

　　　　　　　　

336 653　　　　　　∂7　　　　　　1740　　　　　jれl

　　　　

39

　　　　　　　　　

339 693　　　　　　9∂ 1 428　　　　　　jg’

　　　　

40

　　　　　　　　

341 406　　　　　　∂s　　　　　　1687　　　　　j認｜

　　　　

41

　　　　　　　　

343 624　　　　　　1?∂　　　　　　1730　　　　　jお

　　　　

42

　　　　　　　　

347 569　　　　　jθθ　　　　　　15H　l　　　　lU

　　　　

43

　　　　　　　　

352 057　　　　　j皿　　　　　　1 469 1　　　　Ill

　　　　

44

　　　　　　

357 065　　　　j昭　　　　　1 309　　　　　卯

　　　　

45

　　　　　　

363 761　　　　j叫　　　　　1 324　　　　j卯

　　　　

46

　　　　　　　　

370 815　　　　　jθ∂　　　　　　1193　　　　　1?θ

　　　　

47

　　　　　　　　

377 434　　　　　加s　　　　　　1 384

1　　　　扨4

　　　　

48

　　　　　　　　

388 581　1　　　　m　　　　　　1 448　　　　　j卯

　　　　

49

　　　　　　　　

399 891　　　　　115 1　　　　　1 701　1　　　　j口∂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一
㈱ 1

２

3

４

文部省調｢学校基本調査｣による。

指数は｢公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律

昭和48、49年の数値には、沖繩県分を含む。

以下第77表において同じ。

その２

　

中

　

学

　

校
－

　　

-

　　　

一一一一‥一一一一一一一一‥一一一一一一一一一一一一一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　

教

　　　　　　　

員

　　　　　　　

数

　　　　　　　　　　　　　　　　

㎜〃－㎜--〃-㎜－Ｊ

　　

区

　　　　

分

　　　　

本

　　　　　　

務

　　　　　　

兼

　　　　　　

務

　　　　　　　　　　　　

数

　　

値（Ａ）

　

）数

に

　

ｲa）ｌ

　

昭

　

和

　

32

　

年

　　　　　

187 734人　　　　加割　　　　2 996人　　　100

　　　　　　

33

　　　　　　　　

179 602　　　　　　邱　　　　　　2 897　　　　　∂7

　　　　　　

34

　　　　　　

180 897　　　　　卵　　　　　3 128　　　　扨4

　　　　　　

35

　　　　　　　　

197 589　　　　　jθ5　　　　　　3 891　　　　　1ISO

　　　　　　

36

　　　　　　　　

222 554　　　　　月∂　　　　　　3 802　　　　　lzr

　　　　　　

37

　　　　　　　　

236 744　　　　　j忿∂　　　　　　4173　　　　　j即

　　　　　　

38

　　　　　　　　

236 294　　　　　j2∂　　　　　　3 635　　　　　j幻

　　　　　　

39

　　　　　　　　

232 513　　　　　j忿4　　　　　　3 776　　　　　j部

　　　　　　

40

　　　　　　　　

229 048　　　　　j忿忿　　　　　　3094　　　　　j昭

　　　　　　

41

　　　　　　　　

225 410　　　　　j2θ　　　　　　3515　　　　　117

　　　　　　

42

　　　　　　　　

223 904　　　　　ｕ9　　　　　　3 935　　　　　jむ｜

　　　　　　

43

　　　　　　　　

222 479　　　　　む1?　　　　　　3 988　　　　　μj

　　　　　　

44

　　　　　　　

219 273　　　　　117 3 828 j認1

　　　　　　

45

　　　　　　　　

216 549　　　　　n5　　　　　　4 288　　　　　j剱

　　　　　　

46

　　　　　　　　

216 527　　　　　U5　　　　　　4 400　　　　　147

　　　　　　

47

　　　　　　　　

217 687　　　　　jj∂　　　　　　4 751　　　　　j卯

　　　　　　

48

　　　　　　　　

223 958　　　　　119　　　　　　5 145　　　　　j7忿｜

　　　　　　

49

　　　　　　　　

224 623　　　　　j名θ　　　　　　5 143　　　　　j7忿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

― 296 －



推

　

移（公立学校分）

児

数

　　

値（Ｂ）

13 398

13 279

12 ４96

11 717

10 962

10 377

　

9 935

　

9 678

　

9 485

　

9 353

　

9 283

　

9 302

　

9 391

　

9 ４91

　

9 593

　

9713

　

9 9８４

数

　　

ｉ

　

学

一一一
指

　

数

　

ｉ

　

数

1００

－
１
－

一
‐
－
Ｉ
Ｉ
―
―
Ｉ
Ｉ
‘
ｌ
ｉ
―
Ｉ

　

‐
‐
－
１
１
－
―
－
‐
－
‐
－
－
‐
『
ｉ
‐
：

　
　

‐
‐

４
碍
侭
皿
肘
町
7
7
阿
μ
μ
麗
四
阿
μ
阿
３
９

　

値

一
289

級

(Ｃ)

301 833

304 103

296 286

285 296

276 98２

275 395

276 333

275 553

275 543

276 ２6０

277 9S6

280 658

284 597

288 ４０5

292 0４2

297 325

304 728

指

数

数

θ
４
５
忿
９
δ
5
5
5
5
5
δ
７
Ｓ

Ｏ
Ｃ
５
０
Ｃ
ｉ
Ｃ
s
O
i
O
i
O
i
O
j
O
i
<
3
i
C
3
s
Ｏ
ｉ
Ｏ
s

l
-
Ｈ>
-
HT
-
Ｈ>
-
H

1００

1０1

1０Ｓ

1０5 X

(各年５月１日現在)

１学級当た

り教員数

　

固

　

一一一

　

(Ｃ)

1.19

1.２０

１.21

1£1

1認2

1.２２

１.2S

1｡匹

1､２５

１.２６

i.27

1£７

1｡２８ ･、

尚

1.H1

　

｜

Ｉ学級当た

り児童数

　　

(Ｂ)

　　

一一

　　

(Ｃ)

７
忿
ｊ
’
０
７
θ
ｊ
４
９
４
ｊ
θ
タ
Ｓ
７
ｊ

　

一
一
・
一
・
・
参
φ
・
一
・
・
串
φ
１

ｊ
忿
７
‘
タ
７
δ
５
４
Ｊ
ｊ
Ｊ
ｊ
２
忿
２
２

4
4
4
ｊ
Ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
Ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

(昭和33年法律第116号)｣の施行の前年(昭和32年)を100としたものである

数

生 徒

値（Ｂ）

5 504

5 004

4 969

5 657
6 6４3

7 031

6 691

6 232

5 740

5 356

5 082

4 860

4 685

4 537

4512

4 504

4 593

4 548

数

指

学

　　　

級

数

叩
皿
卸
昭
忿
怒
怒
認
４
卯
鯉
泥
海
泥
泥
泥
昭
肪

Y
H

1
≫
Ｈ
　
T
-
＾
　
≫
-
H
　
"
f
^
　
>
-
H
　
>
-
^

数

　

値（Ｃ）

-
119 688^

11２ 788

113 55４

126 510

144810

154 539

152 550

147 381

1４0 312

134 877
131 329

128 657

125 596

122 ８22

1２2 553

1２2 533

12４ 8４2

124 092

297 －

数

指

　

(各年５月１日現在)

　　　　　　

一
卜学級当たハ学級当赳

数

卯
μ
侭
㈲
釘
四
刀
留
び

ｊ

　
　

ｊ
！
ｊ
ｊ
７
‘
ｊ

113

とθ

107

105

10S
102

10忿

丿叫

丿叫

り教員数

　

固

　

-

　

(Ｃ)

1.57，

1.５９

１､59

j.邱

1.54

1.53

1J＞5

1.５８

１.６３

１.６７

１.７０

１.７３

１.７５

１､76

1.77

1ご78

1.79

1､81

り生徒数

　　

(Ｂ)

　　

-I

　　

(C)

C
>
-
＊
０
０
１
>
^
Ｏ
s
Ｋ
Ｏ
Ｏ
>
≫
T
｡
O
5
≪
v
ｔ
^
０
ｏ
Ｓ
＾
０
１
０
０
０
０
０
０
ｔ
-
一

ｉ
ｌ
＆
Ｌ
｀
£
£
＆
2
　
o
　
o
S
　
０
０
　
＾
;
　
７
　
t
o
　
t
o
　
t
o
　
t
o
　
C
o
一

4
4
4
4
4
4
4
4
4
j
j
j
j
j
j
J
j
j
’

ｉ

ｌ

｜

｜

｜

｜

ｉ

1

1

1

1

1

1

｜

ｉ

｜

｜

●

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

Ｉ

　 　 　 　 　

－

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　　　　　　　　　

㎜ｊ

　　　　　

・｜

←

－ミ

_

-

-

　 　

一 一

　

一 一

　 　

-

！

！

！

１

－

｜

1

1

1

1

1

1

」

「

1

1

1

1

1

｜

｜

！

｜

１

｜

！

｜

ｊ

｜

１

」

｜

｜

ｊ

｜

1

1

1

1

1

1

1

ｔ



ｉ
－
－
―
－
－

－
－
ｉ
－
１

その３

　

高等学校

区

区

2
3
4
5
6
7
8
9
０
1
２
3
４
5
6
7
8
9

3
3
3
3
3
3
3
3
４
４
4
4
４
４
４
4
４
4

－－－

分

」

分

|そ

合

　　

の

　　

計

1

一一一一一一一一一-一一

本

数

　　

値

-

　

94 S79>

　

96 650

　

98 904

　

100 875

　

1０2948

　

107 853

　

121 238

　

134 257

　

143 935

　

1４6 573

　

148 724

　

150 241

　

152 092

　

153 877

　

155 988

　

157 788

　

163 158

　

167 392

教

第77表

　

教

　

員

　

数

　

等

　

の

一
指

　

数

-
jθθ
jθ忿
ｇ
卯
卯
μ
鉛
靭
ｇ
ｇ
夕
政
直
認
蒔
夕
一
″
７
７

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
７
‘
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

員

ｉ
―
ｉ
―

兼

数

数

　　

値

-

　

10 883丿

　

11 258

　

Ｈ 748

　

U 886

　

11 306

　

10 9４7

　

12 1０0

　

12 991

　

13 934

　

14418

　

14 143

　

13 81４

　

1４636

　

1４４09

　

14 716

　

15 300

　

16 28４

　

17 261

第78表

-一一一一

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

9813

　

9 148

16 529

　

4 755

11 774

　　

-

　

8 284

認み

２０.９

８７.８

卵
一
一
一
石

０
　
０

丿
忿

　

ｊ
ｏ

和

一一
市

-

　

50

　

２4

社
-

48

　

町

-
４68

750

　

77 160

　

４０ 761

　

36 385

　　　　

1４

　

15 365

167 743

務
一
指 数

叩
昭
に
９
４
ほ
が
Ｊ
認
毘
郎
が
μ
毘
巧
μ
釦
卯

>
Ｎ
＞
Ｈ
^
*
Ｈ
'
≫
Ｎ
　
＞
Ｓ
＞
Ｎ
＊
-
H
'
≫
^
t
Ｎ
≫
-
≫
＊
H
Ｈ
'
≫
H
^
-
Ｈ
'
≫
-
Ｓ
＞
Ｓ

会

一一

　

年

-

村

　

゜

潔
俯
一
閃
一

生

　

徒

　

数

数

　　

値

-
2 186千丿

2 242
２ 299

指

2 301

2 236

2 324

2 683

3 10４

3 397

3 385

3 ２76

3 136

3 019

2 936

2 880

2 853

2 899

2 957

数

§
§
§
§
§
§
Ｉ
Ｓ
Ｓ

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
７
ｊ

1５5

15５
15０

　

教

　

度

純

　　

計

一
品｜

豺
卵
μ
渥
む
お
お

ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ

育

91 151

45 489

45 662

　　

－

19 434

額

昌
昌
一
9ｊ

　

ﾛｰ___･__.､iこL_-’.__’‾‥’●

　

－

　　

－

　　　　　　　　　　　　

第79表保

　　

健

　　

体

　　

育

一一‥－‥一一一一一一一一一一一一一一一

　

ｇ

　　

゛

し

;道

j

（

≒

　

J
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1 210
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総務企画関係
民生関係
衛生関係
労働関係
農林水産関係
商工関係
土木関係
警察関係
消防関係
教育関係
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べ

-

｜

～

－

－

｜

－
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－

｜

－

｜
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職

　

員

　

給

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

－-皿'-J'〃'¶"-'--'-'-'W---四W¶"'---

　　　

〃四--〒〃¬･--W"- -ゝ---一一一一------WW--- --

　　　

47

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　

較

　　　　　

ｉ

　　　　　　　　　

一一‥･-一一-一一---

　　　　

一一‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾

　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　

前年度増滅率

　

｜

　

市町村

1

　

純計額

　

増減額

　

|

都道市町緬肝

|

都道市町挺が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

府県

|

村

　

|

額

　

府県

|

村

　

|

額

　

374 070 28.9　502 029 jS.ぶ　115 715 j24 2O.G＼ 23丿23.0＼ 16J＼ 19JI 18£

　

184 349 μ.忍　237 247　∂.J　79 295　8.5＼ 25.5巧.7 334＼ 2k.7＼ 31J.＼ 29.6

　

148 898 U.5　247 418　∂j　71 465　7.7＼ 25£＼ 30.9＼ 28.9 2iぶμ４糾.5

　　

5 377　θ.4　　24 837　θ.7　　5 118　∂.5　却.∂　認.θ　勿.∂　四.∂　と.θ　ぴ.S

　　

59 941　4.∂　178 681　4.7　　41 187　44　麗.4　影４　留ｊ　13.0＼ 184　μ.7

　　

16 678 lJ　　39 701　j.θ　　9 463　ムθ　22.5　25.6　口Ｊ.∂　jl?.∂　2θ.θ　j∂゜ﾀ|

　

121 759　∂4　　184 085　4.ﾀ　　52 020　5.q＼ 27.6 28.6＼ 28J＼ 1口語４認Jj

　　　

－

　

－

　

379 272 勁.θ　87 906　ﾀJA 23.2　一留.巳び.S　－ 17､8

　

101 640　7.S　129 918　＆4　　41 721　4.5　26.0 33£＼ 32.1　2U.7＼ 28.0＼ 27^

　

283 588 21.9 1 864 632 卯.忍　428 062 i.5.9＼21.9＼ 28.7＼ 23.0＼ 20.2＼ 23丿加.7

　

1 296 301 1 00.0 3 787 820 100.0　931 952 1 00.0　22.5　28.7　24.6　19.5| 23.5J 20.8J

一一一一一一一

　　　　　　　

一一一

　　　　　　　　　　　　

一一

(単位 円・％）

48年４月１“現゛＿丿増

　

゛と|゛年度゛゛し

大都市）市）玉偏グ|都市加除炉）市卜村

　

84 837　　　79 090　　　66 269 18.7＼ 16J 18.8 20.1　1S.O＼ 11.9 lS.iμ.∂

　

¨で

　

1oで

　

8でご:ドピヅゼなﾂﾌﾋﾞﾂ

　

85 911　　73 978　　59 874 18.0＼ 16.ﾀ19S＼ 184が.S 10]lk.O＼ 15.7

　　

－

　　

－i

　　

①・

　

一一

卜

13.1

　　

ヤ

ー

--

　　　　　

-
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(単位

　

億円・％)

内

　　　　　　　　　　　　　　　　　

訳

　　　　　　　　

職

　

員

　

給
←･

　　　　　　　　　　　

－.==-=-〃--====J-=〃〃

　　　　　　　　　　　　　

内

　　　　　　　　

訳

　　　　

増

　

加

　

額

　　

固／（Ｂ）

ニヅプド％|ケ豹剔モ・４

　

(B)

　　　　　

600

　　　　　

110

　　　　　

159

　　　　　

331

　　　　

1 644　　　　語.θ

　　　　　

493

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

493

　　　　

1 597　　　　57.S

　　　　　

461

　　　　　

249

　　　　　

212

　　　　　

－

　　　　

1 482　　　　J＆4

　　　　　

749

　　　　　

200

　　　　　

549

　　　　　

－

　　　　

18％

　　　　

卯.j

　　　　　

873

　　　　　

49

　　　　　

824

　　　　　

－

　　　　

2 243　　　　砧.4

　　　　

1 431　　　　　183　　　　1 183　　　　　65　　　　3 066　　　　57.∂

　　　　

2 420　　　　　344　　　　1％1　　　　　115　　　　4413　　　　認.θ

　　　　

2 570　　　　　－　　　　2 220　　　　　350　　　　4 989　　　　44

　　　　

2 800　　　　　330　　　　2 350　　　　　120　　　　6 533　　　　4.θ

　　　　

4 800　　　　1 230　　　　3 320　　　　　250　　　　9 320　　　　叫.5

083億円、昭和45年度の地方交付税の増収1 961億円、昭和46年度の地方交付税の

交付税の増収3 320 億円には、当初措置額を含んでいる．



その１

　

総 括

第84表地 方

　　

公

　　

務

㈱１

　

自治省調｢地方公務員給与実態調査｣による。

　　

２

　

特殊学校の小・中学部に係る教員は、｢教員｣の｢その他｣に計上している。

その２

　

推

　　　

移

　

－

　　　　

W-

　　　　

〃
‾‾‾‾‾‾‾‾･“‾‾^‾‾ト必和36年s月31日現在|昭和47年4月1日現在1昭和48年4月

　

区

　　　

分

　

1職

　

員

　

数

　

|構成比1職員数|構成比|職員数

一

　

般

　

職

　

員

　　　　　

676

　　

卯｡∂

　　　　

959

1　私∂　　　1

016

　

れ11□

　　　

?l

　

詔

　　

湿nj

　　

混

　

労

　

働

　

部

　

門

　　　　　

18

　　　

j.θ

　　　　　　　

21

　　　　

θ｡9

　　　　　　

21

　

でも木。゛ａ

　　　

昌

　

召

　　

混

　

J:§

　　

混

゛必なVI員

　　

毘

　

治

　

1昌

　

治

　

1器

　

高等学校教員

　　　　

104

　　

∂.j

　　　　

169

　　　

7.4

　　　　　

174

　

学校給食職員

　　　　　

29

　　　

j.7

　　　　　

52

　　　

名j

　　　　　　

22

。゛察％

　

賃

　　　

ぷ

　　

;5

　　　

昌

　　

Sj

　　　

m

　

讐

　

鴛

　

嘉

　　

l

　

l

　　

lS3

　

;j

　　

l

消

　

防

　

職

　

員

　　　　　

39

　　　

2j

　　　　　　

81

　　　　

＆5

　　　　

90

1

1

　

合

　　　　　

計

　　　　　　

1706

　　

100.0

　　　　

2291

　　

100.0

　　　　

2401

　　　　　　　　　　　　　　

‾‾‘

　

’¨－”’

　　

･゛-lt4-●F●-●|,n哩紬（注）ｌ

　　　

２

昭和47年、48年及び49年４月１日現在の職員数は、自治省調｢地方公務
教育関係職員のうち昭和48年及び49年４月１日現在の学校給食職員数は

－308－

一一一

　

一一

　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

49

　

年

　

４

　

月

　

１

　

日

　

現

　

在

　　

区

　　　　

分

　　

1

　

都

　

道

　

府

　

県｜市

　

BT

　

村｜総

　　　

に

　

一

　

般

　

職

　

員

　　

370 584　　4.7　696 981　　印.4　1 067 565　拡7

　

企

　

画・総

　

務

　　　

60 040　　　4.θ　　195793　　19.5　　255 833　　皿忿

　

税

　　　　　

務

　　

28 659　　j.∂　　59 877　　＆θ　　88 536　　3S

　

民

　　　　　

生

　　

42 450　　忿j　　169 046　　j∂j　211 496　　＆5

　

衛

　　　　　

生

　　

56 295　　5.S　　104 584　　却.4　　160 879　　4

　

労

　　　　　

働

　　　

12 512 θj　　　8 351　　　θ.8　　20 863　　θ.∂

　

農

　

林

　

水

　

産

　　

81 675　　5.5　　47 482　　μ　129 157　　M

　

商

　　　　　

工

　　

13 638　　θ.9　　11 449　　1.1　　25 087　　j.θ

　

土

　　　　　

木

　　

75315

　　

5.θ

　

100 399　　扨.θ　175 714　　7.θ

　

教育関係職員

　

890 891‘　弱.5　225 077　舘.4　015 968　仙∂

　

教

　　　　　

員

　　

810 191　　局j　　39 085　　j.∂　849 276　j4.θ

　　

高

　

等

　

学

　

校

　　

166 909　　lia　　12 449　　1&　179 358　　7.忿

　　

義

　

務

　

教

　

育

　　

614 627　　仙θ　　　616　　θ.7　615 243　4.∂

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

28 655　　j.9　　26 020　　忿.∂　　54 675　　忿.忿

　

モ

　　

の

　　

他

　　

80 700　　5.4　185 992　　iS.5　266 692　皿7

　

警

　

察

　

職

　

員

　　

219 564　　μ.7　　　　－　　　－　219 564　　8Si

　

警

　　

察

　　

官

　　

189 280　　12£　　　　－　　　－　189 280　　M

　

そ

　　

の

　　

他

　　

3o 284　　乙θ　　　　－　　　－　　30 284　　jjl

　

消

　

防

　

職

　

員

　　

16 438　　la　　81 828　　∂J　　98 266　　3S＼

　

合

　　　　　

計

　　　

1 497 477　　100.0　1 003 886　　100.0　2 501 363　100.01

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
-



員

　　

数 の

　　

状 況
(単位

　

人・％)

(単位

　

千人・％)

１日現在

　

｜

　

昭和49年４月１日現在

　

｜

　　　　

指

　　　　　　　　　　

数

構成（ｌ員

　

（構成川
5 j!310 4E 1計題付|腎付

　　　

μ.j

　　　　　

1 068　　　μ.7　　　扨∂　　　　μ忿　　　　j5θ　　　　j認

　　　

7.1?

　　　　　　

211

　　　　

＆5

　　　

j叩

　　　　

丿卯

　　　　

忍麗

　　　　

μ8

　　　

＆j

　　　　　　

161

　　　　

＆4

　　　

j卯

　　　　

丿卯

　　　　

忿硲

　　　　

釘S

　　　

θ.9

　　　　　　　

21

　　　　

θ.S

　　　

j叩

　　　　

117

　　　　

117

　　　　

117

　　　

7.θ

　　　　　　

176

　　　　

7.θ

　　　

j叩

　　　　

μ∂

　　　　

j認

　　　　

丿侭

　　　

即.忿

　　　　　　

499

　　　

加.θ

　　　

昂θ

　　　　

j即

　　　　

7糾

　　　　

丿忿7

　　　

μ.θ

　　　　　

1H6

　　　

μ.∂

　　　

加θ

　　　

j4

　　　

j認

　　　　

jお

　　　

舒.j

　　　　　　

615

　　　

糾.δ

　　　

加θ

　　　　

105

　　　　

却∂

　　　　

j昭

　　　

7.j

　　　　　　

179

　　　　

7.忿

　　　

却θ

　　　　

j醇

　　　　

昂7

　　　　

びβ

　　　

θ.ﾀ

　　　　　　　

24

　　　　

j.θ

　　　

j卯

　　　　

丿即

　　　　

7∂

　　　　　

甜

　　

む.7

　　　　　　

298

　　　

と.9

　　　

加θ

　　　　

昂ぶ

　　　　

忿砧

　　　　

幻S

　　　

＆ﾀ

　　　　　　

219

　　　　

＆8

　　　

加θ

　　　　

j卯

　　　　

μ4

　　　　

μ7

　　　

7.7

　　　　　　

189

　　　　

7.δ

　　　

j卯

　　　　

丿鉛

　　　　

jμ

　　　　

μ7

　　　

jJ

　　　　　　　

30，

　　　

1.2

　　　

却∂

　　　　

μ5

　　　　

j卯

　　　　

丿卯

　　　

S.8

　　　　　　　

98

　　　　

＆∂

　　　

j叩

　　　　

忿卵

　　　　

留丿

　　　　

邱j

　　

100.0

　　　　　

2 5011　　　100.0　　　100　　　　134　　　　141　　　　147

員給与実態調査｣による。
給食セｙターの職員数で、他の学校給食職員数は｢その他｣に含まれている。
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一一一‥一一一一--一一一一一一

　　　

昭

　

和

　

48

　

年

　

４

　

月

　

１

　

日

　

現在

　　　　

｜

　

比

　　　　　　

較

　

¬

ｓ道府県｜市

　

回f

　

れ）

　　　

・）

　　　

（爽㈲l醤

　

364 392　μ.∂　　651 277　卯j　1 015 669　μ.j 51 896　訂丿　　瓦j　　ぶj

　

59 312　　4j　　187 197　加,θ　　246 509　加j　9 324　　∂ｊ　　ｊ.&　　ｊ.∂

　

28 637　　忿.θ　　58 208　∂.名　　86 845　j.∂　1 691　ム　　1.9　j.ｼﾞ

　

40 306　　忿.S　　149 124　μ.ﾀ　　189 430　7.ﾀ22 066　釘.∂　11.6　認j

　

55 204　　j.8　　97 172　加4　　152 376　　∂j　8 503　　＆4　　5.∂　　＆∂

　

12 310　　θJ　　　8 427　　θ.ﾀ　　20 737　　θ.9　　126　　θｊ　　θ.∂－　j4

　

80 912　　5.5　　46 182　　4.∂　　127094　　5.S　2 063　　忿.θ　　j.∂　　1.9

　

13 355　　θ.∂　　10 768　　IJL　　24 123　　j.θ　％4　　j.θ　　4.θ　　忿β

　

74 356　　5j　　94 199　加.θ　　168 555　　7.θ　7159　　7.j　　4.巳　　δj

　

868 776　印4　2H 770　麗.∂　1 080 546　μ.θ35 422　邱.j　3.3　＆5

　

792 608　4J　　35 432　j.8　828 040　斟.J 21 236　幻丿　瓦∂　4.θ

　

162 467　11.1　　11 819　　j.J　　174 286　　7.j　5 072　　5.θ　　忿j　　J.巳

　

603 557　μJ　　　　37　　θ.θ　　603 594　諮j 11 649　が.δ　　j.∂　　忿j

　

26 584　　1.8　　23 576　　忿.5　　50 160　　忿j　4515　　4.5　　∂.θ　留.j

　

76 168　　5J　　176 338　瑠j　　252 506　却.5 14 186　μｊ　　ざ.び　　忿.忿

　

214 046　μｊ　　　　－　　－　　214 046　　＆∂　5518　　5.5　　瓦∂　　&0

　

183 871　12.6　　　　－　　－　　183 871　　7.7　5 409　　54　　忿.ﾀ　　忿.∂

　

30 175　　2j　　　　－　　－　　30 175　　1.S　　109　　θ.j　　θ4　　4.9

　

15 485　　IJ.　　74 842　　＆θ　　90 327　　S£　7 939　　7.ﾀ　　＆S　11.8

1 462 699　1 00.0　　937 889　100.0　2 400 588　100.0 100775　100.01　　4.2　　4.8



第85表

　

物 件 費

｜

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

48

　　　

年

　　　

度
ヶ

　

り

，道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

純

　　

計

　

額

賃

　　　　　　

金

　　

12 787　　3£　　38 275　　M　　51 062　　4.7

旅

　　　　　　

費

　　

83 364　　叙.∂　　40961　　£S　124 325　　jμ

交

　　

際

　　

費

　　

I 215　　θJ　　10 908　　j,5　　12 123　　む

備品購入費

　

31 164　　Sj　104 124　μj　135 287　j4

需

　　

用

　　　

費

　

120 960 l　31.6　283 551　　如.S　404 511　　37^

役

　　

務

　　

費

　　

45 512　　jj.ﾀ　　44 988　　叫　　90 500　　M

そ

　　　

の

　　　

他

　　

87 35ﾖ　舘.s　181 496　　邸.s　268 855　　恥7

　

合

　　　　

計

　　

382 359
1　100.0　704

303　100.0　1 086 663　100.0

　　　

-

第86表

　

維 持

　　

補 修

　

ｇ

　　

゛

に

道

ぶ

（

≒

　

Ｊ

　

ド

）

≒

　

ｌ

土

　　

木

　　

費

　　

72 651　　7∂j　83 036　　卯.θ　155 687　　屁.S

　

道路橋りょう費

　　

51 184　　5A.1　64 767　　μ.∂　115951　　卯.S

　

河川海岸費

　　

6714

　　　

7.j

　　

3 960　　　忿.9　　10 674　　　4.∂

　

住

　　

宅

　　

費

　　

10 034　　10.6　　8 709　　　∂ｊ　18 743　　　Ｍ

　

そ

　　

の

　　

他

　　

4 719　　5.θ　　5 600　　　4.θ　10 319　　　4.4
教

　　　

育

　　　

費

　　　

7 714　　　O 0　　29 261　　　釘j　　36 975　　　瓦∂

　

小

　

学

　

校

　

費

　　　

－

　　　

－

　　

15 254 11.0　　15 254　　　＆5

　

中

　

学

　

校

　

費

　　　

－

　　　

－

　　

8 965　　　∂.5　　8 965　　　　j.8

　

高等学校費

　　

4 857　　5.j　　566　　θj　5 424　　口.S

　

そ

　　

の

　　

他

　　

2 857　　＆θ　　4 476　　　ss,　　7 332　　　む
総

　　

務

　　

費

　　

6 248　　M　　7 352　　　5.j　13 601　　　M
衛

　　

生

　　

費

　　

1 4H　　j.5　10 174　　　74　H 585　　　5.θ
，保

　

健

　

所

　

費

　　　

161

　　

θ.忿

　　　

79

　　　

θj

　　　

241

　　　

θｊ

　

清

　　

掃

　　

費

　　　

528

　　

θ.∂

　　

9211

　　　

∂.7

　　

9 739　　　4j

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

722

　　

θ.S

　　　

884

　　　

θ.δ

　　

1 605　　　θ.7

1

農林水産業費

　　

2 003　　む　　3 209　　忿.S　　5 212　　忿.S

　

農

　　

業

　　

費

　　　

205

　　

θ.忿

　　　

259

　　　

θj

　　　

464

　　　

M

　

農

　　

地

　　

費

　　　

495

　　

θ.5

　　

2 012　　　j.5　　2 508　　　1.1

　

林

　　

業

　　

費

　　　

406

　　

θ4

　　　

646

　　　

θj

　　

1 052　　　θｊ

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　

794

　　

θ.S

　　　

180

　　　

θj

　　　

973

　　　

叫

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　

103

　　

θj

　　　

112

　　　

θj

　　　

215

　　　

θｊ

消

　　

防

　　

費

　　　

533

　　

∂.∂

　　

1 467　　　lA　　2000　　　0.9
警

　　

察

　　

費

　　

3 044 jJ　　　　－　　　　－　　3 044　　　i.5
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

1 023　　　jj　　3 782　　　S.7　　4 804　　　な

　

合

　　　　

計

　　　

94 627　100.0　138 281　　100.0　232 908　　100.0
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昭

純

費

状

度
額
年4
7
計

和

　

41 460

100 029

　

10 516

117 557

326 265

　

75 895

200 987

872 709

昭

純

和

の

47

計

135 12０

103 345

　　

9 15２

　

14 532

　　

8 091

　

31 432

　

13 257

　　

7 622

　　

4 381

　　

6 172

　

11 441

　　

9 319

　　　

212

　　

7 995

　　

1 113

　　

4 552

　　　

383

　　

2 097

　　　

961

　　　

922

　　　

190

　　

1 557

　　

２ 502

　　

3 601

199 524

年
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ｔ
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４
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１

度

額

増

況

比

　

滅

　　

9 602

　

24 296

　　

1 607

　

17 73０

　

78 2４6

　

14 605

　

６７ ８６８

213 954

状

　　　

況

７
Ｓ
δ
Ｊ
ず
‘
又
ｙ
’
ひ
。
″
忿
ｊ
７
７
ｊ
θ
δ
Ｊ
名
ｊ
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ｊ
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ｏ
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Ｏ

弘
匹
一
か
７
ふ
ｍ
＆
ｊ
乙
ｊ
£
ふ
ａ
か
ら
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ａ
£
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0
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１

増

比

－･

　

滅

20 567

12 606

　

1 522

　

4211

　

2 228

　

5 5４3

　

1 997

　

1 343

　

1 043

　

1 160

　

2 16０

　

2 266
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1
1
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1
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4
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4
5
2

　

3

1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1
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ｓ
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鸞
之
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一
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c
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Ｓ０.5
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百万円・％)

　　　　

較

増

　

滅

　

率

15J

丿乙

16.6

忿9.θ

27.5

17.6

15j

17､6
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第87表扶 助 費

・

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

48

　　　　

年丿

　

度

ｌ

　

区

　　　　　

分

ｌ

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

１

　

純

　　

計

　

額

i民

　　

生

　　

費

　

236 702　　砿4　714 285　　9.j　950 988　　85.８

　

社会福祉費

　

14 487　　μ　　24 342　　jJ　38 829　　∂.5

　

老人福祉費

　

32 849　　1?.忿　185 588　糾.7　218 4j7　皿7

　

児童福祉費

　

58 855　16.5　182 795　μ.δ　241 649　釘丿

　

生活保護費

　

130 350　j＆∂　321 128　μj　451 478　4M

　

災害救助費

　　

162

　　

θ.θ

　　

433

　　

θj

　　

595

　　

θｊ

衛

　　

生

　　

費

　

118 186　　SS.1　　l9 594　　忿.∂　137 780　　瓜4

　

結核対策費

　

49 553　1S.9　14 015　　M　63 569　　5.7

　

モ

　　

の

　　

他

　　

68 633　　却.忿　　5 579　　θ.7　　74 211　　∂.7

教

　　

育

　　

費

　　

1 713　　θ.5　　17 286　　忿.j　　19 000　　1.７

　

小

　

学

　

校

　

費

　　　　

O

　　

θ.θ

　　

3 953　　θ.5　　3 953　　　θ.4

　

中

　

学

　

校

　

費

　　　　

O

　　

θ.θ

　　

5 430　　θ.7　　5 430　　θ.5

　

保健体育費

　　　

32

　　

θ,θ

　　

5 128　　θ.7　　5 160　　θ.5

　

そ

　　

の

　　

他

　　

1 681　　θj　　2 775　　叫　　4 457　　θ.4

そ

　　　

の

　　

他

　　　

－

　　　

－

　　　　

11

　　　　

θ.θ

　　　　　

11

　　　

θ.θ

　

合

　　　

計

　　

356 602　100.0　751 176　100.0　1 107 778　100.0

第88表補

昭

　　

和

　　

48

　　

年

　　

度

区

都道府県

分

負担金、寄附金

補

　

助

　

交

　

付

　

金

そ

　　　

の

　　　

他

　

合

　　　　　

計

りち公営企業（法適
用）に対するもの

27 656

606 032

1４9 925

783 613

　

89 249

市町村

59 209

187 5４9

173 39４

420 151

101 901

－312－

　　

合

単

　　　

純

86 865

793 581

　

323 319

1203 764

純

191 150

助

計

計

7２.7　７２＼

費

　

昭
一
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心
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一
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度
額
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7
計

和昭

純

7
9
4
7
6
S
J
忿
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ｕ
Ｊ
δ

気
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ａ
£
£
＆
ｊ
ａ
ａ
θ
ａ

250 921

　

16 127
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59 096

　　　

974

　　

４ ４37

　　

4219

　　

8 656

　

θ.θ

100.0

0
６
７
８
９
８
９

０

　

４
４
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に
心
ｙ
Ｊ
叫
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一
一
一
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θ.θ

100.0

700 067

　

２2 702

113 270

170 1４４

392 382

　　

1 569

133 343

　

６７７S8

　

65 555

　

15 800

　　

3 507

　　

4 783

　　

4 532

　　

2 978

　　　　

29

849 239

況状の等

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　

和

　

47

ふ

年

　

度

計

　　

増

　

減

　

額

　

1

増滅率

　

篇盃菜

市町村

単

゜

純|純

　

計

　

単

　

純|純

　

計|単純|純計

　

単純|純計

　

51 138　　70 695　　　　…　　　16 170　　　　…　２２ｊ　　…　25j　　･‥

144 073　620 373　　　　･‥　　173 208　　　　･･･　忿7j　　…　２５ｊ　　…

142 487　　259 510　　　　…　　63 809　　　　…　倉恥６　　…　２５Ｊ　　…

337 698　950 578　　583 318　　253 186　　144 403　26.6 1　24.8　25.3　23.1

77 539　　　　138 576　　　　　　　　52 574　　　　　　j7.ﾀ　　　　　i5.5
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その１

　

性質別内訳

第89表 普 通

　　

建

　　

設

　　

事

　

“

　　

゛

に

道

ぷ

（

≒

　

；

　

ド

）

≒

　

ｌ

補助事業費1 960 962　62^ 1 376 262　μJ 3 210 096　＆り

単独事業費

　

995 537　払∂ 1 661 298　　　認j　2 537 424　　4乙∂

国直轄事業負担金

　

195 195　　U 14 599 θJ　　209 795　　　j.5

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　

65 037　　な　　　一　　一

　

合

　　　　　

計

　　

3 151 694　　1 00.0　3 117 197　　100.0　5 957 314　　100.0

その２

　

財源内訳

　

“

　　

゛

|

都道

ぶ

（

≒

　

；

　

ド

）

≒

　

ｌ

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

1 104 5％　　邸.θ　459 646　　μ.7　1 564 270　　名Ｍ

蕗l金ヽ負担金ヽ寄

　

139 384　　44　　95 149　　む　　175 781　　M

財

　

産

　

収

　

入

　　

17 518　　θ.∂　　50 370　　M　　67 908　　lJ.

地

　　　

方

　　　

債

　

512 358　　j∂j　　977 250　　む4　1 420 824　　認ｊ

その他特定財源

　

183 468　　5j 436 021　　　μ.θ　　378054　　　∂ｊ

一般財源等1 194 370　37.9 1 098 761　おJ 2 350 477　卯丿

　

合

　　　　　

計

　　

3 151 694　　100.0　3 117 197　　100.0　5 957 314　　100.0

－314－
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その３

　

日的別内訳

第89表

　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

48

　　　　

年゛

　

度

　　　　

｜

’区｀

　　　　

分

　　

都道府県

　

|

市

　

町

　

村

　

|

純

：

　

計

　

額

　

土

　　

木

　　

費

　

1 824 976　　57.9　1 319 343　μj 3 060 308　5j4

　　

道路橋りょう費

　

769 419　　　44　　500 742 j∂j　1 239 027　　2θ.S

　　

河川海岸費

　

409 006　皿θ　59 782　　j.ﾀ　462 080　7j

　　

港

　　

湾

　　

費

　

125 396　　4.θ　　60 618　　j.ﾀ　173 103‘　幻

　　

都市計1画費

　

294 854　　叫　461 502　μj　729 773　j2J

　　

住

　　

宅

　　

費

　　

199 324　　∂J　226 959　　M　420 323　　7j

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

26 977　　θ.9　　9 740　　θJ　　36 002　　θ.∂

　

農林水産業’費

　

767 673　44　348 362　皿2　939 343　酋丿

　　

農

　　

業I

　　

費

　　

88 688　　忿j　　89 374　　瓦∂　107 772　　jj

　　

畜

　

産

　

業

　

費

　　

27 508　　θ.∂　　19 488　　θ.∂　　36 732　　θ.∂

　　

農

　　

地

　　

費

　

417 885　　13^　147 056　　4.7　511 452　　＆∂

　　

林

　　

業

　　

費

　

157 471　　5.θ　　57 272　　M　187 455　　ぬ

　　

水

　

産

　

業

　

費

　　

76 120　　4　　35 172　　な　　95 932　　M

　

教

　　

育

　　

費

　

225 794　　7j　840 686　　忿7.θ　1058 929　17J8

　　

小

　

学

　

校

　

費

　　

1 871　　∂j　437 319　　　μ.θ　　437360　　7j

　　

中

　

学

　

校

　

費

　　　

858

　　

θ.θ

　

213 323　　∂j　213 307　　3.6

　　

高等学校費

　

156 906　　5.θ　14 593　　θ.5　171 301　U

　　

社会教育費

　

16 529　　θj　77 160　　2.5　91 151　M

　　

そ

　　

の

　　

他

　　

49 630　　j.∂　　98 291　　J.忿　145 810　　4

　

総

　　

務

　　

費

　　

58 976　　i.9　150 078　　μ　198 230　　ss

　

衛

　　

生

　　

費

　　

72 432　　忿.S　176 129　　5.7　238 594　　4.θ

　

清

　　

掃

　　

費

　　

35 209　　む　140 420　　μ　172 842　　M

　

そ

　　

の

　　

他

　　

37 223　　jJ　　35 709　　1J[　　65 752　　lJ

　

民

　　

生

　　

費

　　

70 448　　忿.忿　157 271　　&.θ　208 942　　Jj

　

社会福祉費

　

29 973　　j.θ　38 539　　j.忿　61 717　j.θ

　

老人福祉費

　

13 076　　叫　30 747　　j.θ　41 298　θｊ

　

児童福祉費

　

27 194　　θ.!?　87 551　　瓦∂　105 299　M

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

205

　　

θ.θ

　　　

434

　　

θ.θ

　　　

628

　　

M

　

そ

　　　

の

　　　

他

　

131 395　　4.忿　125 328　　4.θ　252 968　　μ

　

合

　　　　　　

計

　

3 151 694　　100.0　3 117 197　　100.0　5 957 314　100.0
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業

　　

費 の

　　

状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　

較

　

昭和47年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　　

前年度増減率

　

ｙ√;ﾄ

　

‘

　

（違和之言に限

，
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264 242　　　　収.&　　　　　73 607　　　　G｡8　　　　27.9　　　j＆忿

　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　

1

　　　　　

515

　　　　　

θj

　　　　　　　

150

　　　　

θ.j

　　　　

四.j

　　　　

卯.7

　　　　

5 948　　　　j.5　　　　　　2 329　　　　忿j　　　　j∂.忿|　　　紹j

　　　　

8 520　　　　忿.j　　　　　　　890　　　　θ.S　　　　　mリ　　　釦.4

　　　　

4 862　　　　　1.2　　　　　　2270　　　　2.θ　　　　邱.7　　　　如.∂

　　　　

2 578　　　　　θ.∂　　　　　　226　　　　θ.口　　　　＆8　　　　認j

　　　　

5 070　　　　j.忿　　　　　　263　　　　θJ　　　　5.2　　・　θJ

　　　　

70必

　　　　

j.7

　　　　　　

1 894　　　　j｡7　　　　部.S　－　麗4

　　　　

1 725　　　　　θ4　　　　　　　　1　　　　　θ.θ　　　　θ.7　　　μ5.7

　　　　

68 935　　　琵.9　　　　16 272　　　μ.∂　　　留.∂　　　37.9

　　　　

2 558　　　　　θ.び　　　　　　2993　　　　忿.7　　　117.0　　　2SS.1

　　　

107 772　　　加4　　　　27 288　　　μｊ　　　舒,ﾀ　　　釦j

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l

　　　　

25 796　　　　　∂.j　　　　　　8335　　　　7.5　　　　銘.J　　　　毘.2

　　　　

10 188　　　　　乙5　　　　　　25981　　　　口.j　　　　認.51　　　　4.7

　　　

407 998

1　　100.0 1　　　111
828
1　　100.ﾘ　　　27.4　　　18.2

339



その１

　

性質別内訳

区 分

地方債元利償還金

元

　
　

利

金

子

一時借入金利子

合 計

－
じ

その２財源内訳
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区 分

一般公共事業債;

一般単独事業債i

公営住宅建設事業債:

義務教育施設整備事ｉ
業債

　　　　　　　

ｉ

辺地対策事業債

産業廃棄物処理事業
債

災害復旧事業債

第102表地
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債
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昭
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道

　

府
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－
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－

退職手

　

当
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貸
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㈱「交付公債」、「枠外債」は各項目に含まれている。
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その１

　

日的別内訳

第103表

　

地

　　

方

　　

債･

　　

現

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

48

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

１

　

合

　　

計

　　

額

一般公共事業債

　

946 254　　お.∂　318 102　　＆j　1 264 356　　j＆5
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その２

　

借入先別内訳

第108表地 方

　　

債 現

－

　　　　　

-

　　

-

　　　

一一一一一一一一

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

48

　　　　

年

　　　

度‾‾‾

　

区

　　　　　

分

　

1

　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

合

　　

計

　

額

政

　

府

　

資

　

金

　

ロ59 564　　認j　2 073 412 μ.θ　3232 976　　47J

　　

資金運用部

　

943 503　む.5　1 243 349　毘4 2 186 852　毘.θ

　　

簡易保険局

　

216 061　　7.忿　830 063　　21.6　1 046 124　貧.S

公営企業金融公庫

　　

5 207　　θ.忿　　51 101　　　jj　　56 308　　θｊ

国の予算貸付・政府
繁塁雲恩jlfi

ll
曾霞212 420　7j　28 603　θ7 241 023　＆

く．）

市

　

中

　　

銀

　

行

　

1 311 137　　μj　　951 108　　μ.∂　2 262 245　　おｊ

その他の金融機関

　　

72 665　　忿.4　　198 020　　5J　270 685　　4.θ

保

　

険

　

会

　

社

　　

15 840　　θ.5　　27619　　θ.7　　43 459　　θ.∂

交

　

付

　

公

　

債

　

119 907　　4.θ　　76 384　　忿.θ　196 291　　忿.∂

市場公募債

　

22 461　　θ.S　31 340　　θ.S　53 801　　θ.S
背馳（・“合

　

61 183　　瓦θ　128 626　　J.4　189 809　　忿.S

外

　　

国

　　

債

　　　

－

　　　

－

　　

1 772　　θ.θ　　□72　　θ.θ

そ

　　　

の

　　

他

　　

10 159　　θ.j　269 509　　7.θ　279 668　　μ

　

合

　　　　　

計

　　

2 990 544　　100.0　3 837 494　　100.0　6 828 038　　100.0

-

　　

-一一一一‥一一‥一一一一一一一一－一一一一一一一一一一一一一一一一一

その３

　

利率別内訳

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

１

　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

6.3％

　　　　

以

　　　　　

下

　　　　　　　　

494 361　　　　j∂j

6.5%

　　　　

以

　　　　　

下

　　　　　　　　

739 990　　　　4.7

7.3%

　　　　

以

　　　　　

下

　　　　　　　　

％8 S40　　　　324

7.4%

　　　　

以

　　　　　

下

　　　　　　　　

76 063　　　　口.5

7.6%

　　　　

以

　　　　　

下

　　　　　　　　

280 265　　　　叫

8,0％

　　　　

未

　　　　　

満

　　　　　　　　

52 658　　　　i.≪

8.0％

　　　　

以

　　　　　

上

　　　　　　　　

378 667　　　　12.7

　

合

　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

2 990 544　　　　100.0

　

-

　　　　　

－一一--－-一一一一一一一一
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在

　　

高 の

　　

状 況（つづき）

昭

合

和

2 710 365

1 854 279

　

856 085

　　

４6 855

182 765

1 633 705

　

198 150

　　

35 138

　

149 572

　　

37 551

　

163 01４

　　　

2 166

　

213 523

5 372 804

市
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計

年
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度
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378 181

3 837 494

増

比
一
派

522 6Ｈ

332 573

190 039

　　

9 453

５８ ２５８

　

628 540

　　

72 535

　　　

8 321
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(単位
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率

19j
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2忿Ｊ
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31j

43』

16み

18J

31j

27.1

Y
Ｓ

1
-
Ｈ

O
l

　

一

　

一

　

Ｉ

タ
２
２

２
ｊ
２

lＨＡ

μ

　

卵

２

　
　

５

乙

昴.1

28､8

n.0

31.1
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計
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その４

　

推

　　　

移

第103表

　

地

　　

方

　　

債

　　

現

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　

総

　　　　　　　　　　　　　

額

　　　　　　　

現４高）

　　

数１゛ｊ肇

|‥36

　

年度1

　　

738 668
1　　　j≒　　　5.い

，

　　

42

　　　

1

　　

1948 9よ　　　26U　　　15.6

　　　

43

　　　　　　

1

　　　

2 182 153 1　　　　　　忿蕗i　　　　　　12.0

　　　

48

　　　　　　　　　

6 828 038 i　　　　　卯4!　　　　　忿７ｊ！

㈱

　

昭和45年度以前の数値には、沖繩県分は含まれていない。

第104表債

　

務負

　

担行為額

区 分

物件の購入等に係るもの

　

土地、建造物に係るもの

　

そ

　　　　　　　

の

　　　　　　

他

債務保証又は損失補償に係る4,の

　

公社、協会等に係るもの

　

そ

　　　　　　　

の

　　　　　　

他

そ

　　　　　　　

の

　　　　　　　

他

　　

合

　　　　　　　　　　　

計

都

昭

一

　

道

1 228 779

　

697 979

　

530 800

　　

13 467

　　　

7 189

　　　

6 278

　

353 245

1 595 490

　　

和

府

　　

県

7７.０

μ.7

38ｊ

Ｍ

　

心

叫
忽

100.0

㈹「債務保証又は損失補償に係るもの」には、履行すべき額の確定したものを計上
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在

　　

高 の

　　

状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)
－

　　　　　　

--

　　　

交

　　　

付

　　　

公

　　　

債

　　　　　　

交

　

付

　

公

　

債

　

以

　

外

　

現

　

ｔ

　

高）数馮蟹肇現

　

ｔ

　

あ）数｜蟹肇

　　　　　

71 665　　　　jθθ　・　　5.j　　　　　667 003
!　　　1001　　　7.忿

　　　　　

104 95り　　　μ∂　　　μj　　　　1 844 021　　　認∂i　　15､6

　　　　　

114 650　　　j∂θ　　　　9.忿　　　　2 067 503　　　　おり1　　　j忿j

　　　　　

117 421
1　　召川　　忿.い

2 367 597　　　　（　μｊ

　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　

115019

　　　　

昂θ｜

　

－

　

忿･θ

　　　　

2 859 251　　　碧郷　　加ｊ，

　　　　　

134 691　　　　j甜l　　　17.1　　　　3 836 122　　　　57J
I　　　I

　　　　　

149 572　　　　忿卯1　　　む.θ　　　　5 223 232　　　　7甜丿　　　郎.忿！

　　　　　

196 291 1　　　2μi　　　S1.2　　　　6 631 747　　　　卯4i　　　27.0

　　　　　　　　　　　

一一

　

一一

　　　　　

一一

(翌年度以降支出予定額)の状況

市

48
-

　

町

1 055 028

　

723 525

　

331 503

　　

95 793

　　

52 805

　　

42 988

　

301 259

1 452 080
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村
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２２.8

　　

6.6
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忿OJ
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合

度
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1０9 26０
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４9 266

　

654 5０４

3 047 570
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計
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965 567
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49 ０65

　　

39 591

　

４65 900

2179 985

増
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率

如.５

茸.忿
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卵
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その１

　

収入、支出額

第105表昭和48年;･度資

-

　　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

嘔お鼎でぷ嘔祐鼎鑓

　　

！

　　

歳

　　　　　　　　　　　

入

　　

3 708 902　∂5J　　3 167 392　9S.6

　　　　　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　

1 556 108　お,&　　1 401 070　μ４

　　　　　

地方交付税及び地方譲与税

　　

1 366 820　お.4　　728 469　忿j.5

　

，

　

収

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　

375 579 ＆∂　　　544793　j∂ｊ

　

総

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　

22 107　・θ.5　　　94 032　　忿.∂
.

　　　　　

地方債（起債前借を含む．）

　　　

50 086　　j.忿 49 947 j.5
｜

　　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　　

6 290　　θj　　　　15 212 θ.4

　　　　　

そ

　　　　　

の

　　　　

他

　　　

331 913　　7.∂　　333 869　ﾀｊ

　　　

入爵蓉更塞貸付金回収金及び他会

　　　

225 289　　5.忿　　　27 980　　θ.S

　　　

|

一時借入金借入額

　　

412 644 ∂.5　　　186877 1　5j

　　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

4 346 835　100.0　　3 382 248　100.0

　

．

　　

歳

　　　　　　　　　　　　　

出

　　

2 931 151　83.7　　3 149 825　認.S

　

゛愕皿詔”金及び他会計借入

　　　

222 660　　∂.4　　　54 930　j.∂

　　　

出

|

一時借入金返済額

　　

346 435　!?.∂　　152 157　μ

　　

｜

　　

合

　　　

計

　　

3 500 246 100.0 1 3 356 911　100.0

一一一一

　　

-

　　

l

　

歳

　　　　　　

入

　　

2 071 553　4j　　1 685 356　95J

　　　　　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　

885 497　巧.ﾀ　　757 294　拡7

　　　　　

地方交付税及び地方譲与税

　　　

730 487 S9.6　　　380 676　忿jj

　　　

収

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　

280 076　　lU　　　396 650　麗４

　

都

　　　

地方債（起債前借を含む．）

　　　

37 294 j.5　　　　19636 lj.

　　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　　

2 510　　θ.j　　　　605 I 0,0

　

道

　　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

135 690 £5　　　130 496　　74

　　

入欝蓉更塞貸付金回収金及び他会

　　　

143 425　　5.S　　　　5 631　　θ.j

　

府

　

|

一時借入金借入額

　　

249 581　jθj　　　　80 603　4j

　　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

2 464 559　100.0　　1 771 590　100.0

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　

出

　　

1 648 271　卯.&　　1 691 101　95^
岬11翌監雛席付゛・９会゛借A

　　　

145 855　　7.j　　　　10331　　θ.∂
｜

　

｜出

|

一時借入金返済額

　　

246 242　j£ 74 729　4j

，

　

l

　　　　　

j

　　　　　　　

計

　　　　　

2 040 368　100.0 I 1 776 161　100.0

　　

1

　　

歳

　　　　　　　　　　　

入

　　

1 637 349　∂7.θ　　1 482 036　朗.θ

　　

l

　　　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　

670 611　巧j　　643 776　祗θ

　　

，

　　　

地方交付税及び地方譲与税

　　　

636 333　j＆∂　　　347 793　B1.6

　　

収

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　

95 503 5j　　　　148143 ∂.忿

　

市

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　

22 107　　jJ　　　94 032　　5j

　　

1

　　　

地方債（起債前借を含む.）

　　　

12 792 θ.7　　　　30311 u

　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　　

3 780　　∂.忿　　　14 607 θ.∂
｜

　　　　　

そ

　　　　　

の

　　　　

他

　　　

196 223 10.U　　　203 373 12.6
|町

　

入爵蓉更塞貸付金回収金及び他会

　　　

81 864　　4.j　　　22 349　j.4

　　　

|

一時借入金借入額

　　

163 063 ∂.7　　　106274　∂.∂

　　　　　　

・

　　　　　　　

副‘

　　　　　

1 882 276　1 00.0　　1 610 658　100.0

　　

｜

　　

歳

　　　　　　　　　　　

出

　　

1 282 880　∂M　　1 458 724　昶丿

　

村

　

支翌疆焉塞席付金及び他会計借入

　　　

76 805　　5J　　　44 599 ,ト2j

　　

出

|

一時借入金返済額

　　

100 193　Q 77 428 ね?

　　

｜

　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

1 459 878　100.0　　1 580 750+100.0

--…一一一一

　　　　　　　　　　　　

一

－350－



金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　

‰

1

球間|‰で間乍貳背１列合

　　

レ

　　　　　　

！

　　

4 527 212 i 巧J　　4 456 200　4.2　　2 986 305　95J.　　18 846 01レ８７.8

　　

1 756 182　3sa　　l 418 326　26.S　　　359 602　U.5　　　6 491 287・ 30j

　　

738 960　13S　　　457 655　　＆δ　　　19 601　　θ.∂　　　3 311 50レ巧.4

　　

1 203 122　麗.7　　1 232 026　幻ｊ　　　４４５ １８０　μj　　　3 800 699 1 17.7

　　

177 255 ， 5.5　　　150 571　　2.S　　　259 119　　＆S　　　703 085 !　jJ

　　

110 898　　忿j　　　327 157　　∂.2　　1 175 208　37A　　　1 713 297 ;　＆θ

　　　

18 145　　θJ　　　42 536　　θ.∂　　　32 821　　£θ　　　115003 1　0､5

　　

522 650　　1?.∂1　　827 929　j£∂　　　694 774　22j　　　2 71 1 135
!
12.fi

　　

173 343　　jJ

1　　195

100　　j.7　　　153 113　　4.ﾀ　　　774 82√　＆∂

　　

608 H7　とJ　　643 219　12.1　　　　　－　　－1　　1 850 855　＆∂

　　

5 308 672　100.0　　5 294 518　100.0　　3 139 418　100.0　　21 471 690 1100.0

　　

5 405 882　∂乙S　　4 014 963　80.2　　3 073 213　S7.5　　18 575 03レ８７.6

　　

142 884　乙5　　209 238　4.忿　　145 113　4j　　　774 82√　＆7

　　

277 967　　4j　　　779 260　巧.∂　　　295 036　　∂.4　　　1 850 855 1　S.7

　　

5 826 732　100.0　　5 003 461　100.0 i 3 513 362　100.0 I 21 200 712　100.0

　　

2 609 659
1
卯jl　2 511 374　甜JI　丿98 725　93.i　10076 668　88^

　　

1 088 424 1 S7.2
1　　832

454　鉛j　　　237 675　瑠j　　3 801 344　渥.5

　　

392 234 1 13A　　　184 145　　∂.4　　　　2 534　　θ.忿　　　1 690 076 i 1L9

　　

872 097　29.8　　　924 187　31.9　　　139 701　jθ.ﾀ’　2 612 71に２＆0

　　　

40 778　j.4　　121 041　4.忿1　　454 199　巧.仁　　672 949 J　5,∂

　　　

1051

　　

θ.θ

　　　

23 551　θ.S　　　12 764　1.0　　　40 48Cト　θ.4

　　

21S075

　　

7j

　　　

425 995　μ.7　　　351 852　刀.41　　1 259 108 I 11.1

　　

1H 836　　Jj　　　106 637　　J.7　　　84 703　　6.6 i　　452 23い　4.θ

　　

207 451 i 7.1　　275 621　9.5 I　　　－　－1　　813 25S　ｱ.忿

　　

2 928 946 1100.0　　2 893 632　100.0 ’ 1 283 428　100.0 1　11 342 155 . 100.0

　　

3 004 38帽昭.S　2 111 097　卯.ﾀ　1 466 3％　糾.θ　9 921 252　認.7

　　　

87 593 j 忿.7　　　129 894　　5.θ　　　78 559 5.θi　　452 23≒　4.θ

　　

110 570
1 j.5　　367

097　μj　　　14 617 0.ﾀ，　　813 255　7.J

　

3 202 55ﾘ100.0　　2 608 088　100.0

1　1

559 572　100.0 1　11 186 740 j00.0

-

　　　　　　

-

　　

1 917 553
1
80.6　　1 944 826

1
む.θ　　1 787 580

1
ﾀ6.3 i　　8 769 343 ' sδ.び

　　

667 758 ，鉛.j　　　585 872
1 μ.4

1　　121

927　　∂.6 1　　2 689 943　部.∂

　　

346 726 I U.6　　273 510リj.訓　　17 067 り･馴　1 621 430 16､0

　　

331 025
!
jj.ﾀ　　　307 839 i 12.8　　　305 479　16.5 1　　1 187 988　11.7

　　

177 255 ’ 7.4　　　150 571　　∂.j
l　　259

09　U.0　　　703 085　　∂.ﾀ

　　　

70 120
1　忿J　　　206

116　　＆∂　　　721 009　j＆s

l　　1

040 348　jθJ

　　　

17 094 1　θ.7　　　18 985　θ.∂　　　20 057　1.1 l　　　74 523　θ.7

　　

307 575　12.9　　401 934　16.7　　342 922　瑠.5　　1 452 027　μJ

　　　

61 507　　名.∂　　　88 463　　j.7　　　68 410　　j.7　　　322 592 1　OmZ

　　

400 666　j∂.S　　367 598　お.j　　　　－　　－　　1 037 600 1 却J

　

2 379 726　100.0　　2 400 886　100.0　　1 855 990　100.0 , 10 129 535 ･ 100.0

　

2 401 494　釘.5　　1 903 866　即.5　　1 606 817　82.% !　　8 653 77986.4

　　　

55 291 i 2.1
l　　79

344　3.3
！　　66

55ド　＆4

1　　322
59ノ 3S

　　

167 39ﾖ　∂.4　　412 16りぴ.忿　　280 419
i
lkJt　　1 03r 600 1･10ま

　

2 624 181
1
100.0

1　2

395 313 り00.0　　1 953 790 100.0　　10 013 972 100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　

‥一一一一一一一一

　

一一一一一
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その２

　

各四半期別構成比

第105表

　

昭

　

和

　

48年

　

度

　

資

＝==－－====-←皿--→･皿
｜

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

嘔お鼎言馴瓢糾鼎閤

一一一一一一一ｉ

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　

却,7

　　　　　　　

皿∂

　　　　　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　　　　　　

糾.θ

　　　　　　　

鯉.∂
r

　　　　　

地方交付税及び地方譲与税

　　　　　　　

μ.j

　　　　　　　

忿乙θｌ

　　

収

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　　　　　　

ﾀ.9

　　　　　　　

μ.j
，総

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　　　　　

3J.

　　　　　　　　

j＆4

　　　　　

地方債（起債前借を含む.）

　　　　　　　

忿丿

　　　　　　　

幻

　　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　　　　　　

5j

　　　　　　　

μ.2

　　　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　

丿忿.忿

　　　　　　　

丿名ｊ

　　

｜入爵禧哭塞貸付金回収金及び他会

　　　　　　　　

29.1

　　　　　　　　

J.∂

　　　

|

一時借入金借入額

　　　　　　

麗Ｊ

　　　　　　

加丿

　　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

20.2

　　　　　　　

15.8

　　　

歳

　　　　　　　　　　　　

出

　　　　　　　　

μ.∂

　　　　　　　

17.0
.括

　

支肇翌器|□

　　　　　　　　

忿∂.7

　　　　　　　　

7.j
｜

　　

出

|

一時借入金返済額

　　　　　　　

j∂.7

　　　　　　　

＆忿

，

　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　

16.5

　　　　　　　

15.8

　　

｜

　　

歳

　　　　　　　　　　　

入

　　　　　　　

即.∂

　　　　　　　

址7

　　　　　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　　　　　　

留j

　　　　　　　

jり

ｌ

　　　　　

地方交付税及び地方譲与税

　　　　　　　

μ.2

　　　　　　　

認.5

1

　　

1

収

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　　　　　　

10.7

　　　　　　　

巧.忿
’都，

　　

地方債（起債前借を含む.）

　　　　　　　

5.5

　　　　　　　

乙9

　　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　　　　　　

δ.口

　　　　　　　

1.5

　

m
l　モ　　・　　ll　　　　jθj　　　　　　　　　　10.i

　　

卜部K±

　　　

31.7

　　　　　　　　

j.口

　

府

　

|

一時借入金僣入額

　　　　　　

ｊθ.7

　　　　　　　　　　

ﾀ.9

　　

｜

　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

21.7

　　　　　　　　

15.6

　　

1

　　

歳

　　　　　　　　　　　　　

出

　　　　　　　　

16.6

　　　　　　　　

17.0

　

県

|支翌疆講お

　　

出

|

一時借入金返済額

　　　　　　　

卯.j

　　　　　　　

∂.忿

　　

１

　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

18.2

　　　　　　　　

15.9

　　　

歳

　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　

18.7

　　　　　　　

16.9

　　　　　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　　　　　　

μ.ﾀ

　　　　　　　

留.9

　　　　　

地方交付税及び地方譲与税

　　　　　　　

卯.忿

　　　　　　　

釘丿

　　

収

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　　　　　　

乱θ

　　　　　　　

j＆5

　

市

　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

　　　　　　　　

j.7

　　　　　　　

μ４

　　　　　

地方債（起債前借を含む）

　　　　　　　

j.口

　　　　　　　

j.9

　　　　　

公営事業会計からの繰入孔

　　　　　　　　

5j

　　　　　　　

19.6

　　　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　

μＪ

　　　　　　　

μｊ

　

町

　

人雲蔵哭塞貸付金回収金及び他会

　　　　　　　　

忿瓦4

　　　　　　　　

∂.ﾀ

　　　

|

一時借入金借入額

　　　　　　

15.7

　　　　　　

jθｊ

　　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

18.6

　　　　　　　　

15.9

　　　

歳

　　　　　　　　　　　　　

出

　　　　　　　　

μj

　　　　　　　　

j∂ｊ

　

村

　

支翌翌Iχ塞箭付金及び他会計借入

　　　　　　　　

忿＆∂

　　　　　　　　

1S£

　　

出

|

一時借入金返済額

　　　　　　　

∂,7

　　　　　　

7j

　　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

14.6

　　　　　　　　

15.8

　　　　　

_‥･__‥_＿_＿__._．
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金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位 ％）

--

　　　　　

-･---一一----------------一一-------------一

　

第３・四半期

　

第４・四半期

　

出納整理期

　

．乙ゝ.

　　　　

I

　

（48年lo月～12月）

|

（49年１月～３月）

|

（49年４月～５月）

1

　

°

　　　　　

計

　　　　　　　　　

2U.0

　　　　　　　　

忿jJ
l　　　　　　　15Ji　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　

２７ｊ

　　　　　　　　

辺J

　　　　　　　　　

5.5

1

　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

2忿j

　　　　　　　　

ISJ^

　　　　　　　　　

θ.∂J

　　　　　　

jθθ.θ

　　　　　　　　　

J・7

1　　　　　　認.4　　　　　　11.7　　　　　　μ厄θ

　　　　　　　　　

貼.忿

　　　　　　　　

幻.4

　　　　　　　　

錨j

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

∂.5

　　　　　　　　

却.7

　　　　　　　　

卵.び

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

j＆s

　　　　　　　　

37.0

　　　　　　　　

朗.5

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

19J

　　　　　　　　

釦.Ｅ

　　　　　　　

認.∂

|

　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

麗詠

　　　　　　

25.2 I　　　　　　四.8　　　　　μ厄θ

　　　　　　　　　

j2.9

　　　　　　　　

OA 7　　　　　　　　－l　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　

24.7

　　　　　　　

24.7

　　　　　　　

14.6 1　　　　　　100.0

　　　　　　　　　

29.1

1

　　　　　　　

21.0

　　　　　　　

16.5

　　　　　　　　

jθθ.θ

　　　　　　　　　

j＆4

　　　　　　　　

27.0

　　　　　　　　

認.7

　　　　　　　　

却θ.θ

　　　　　　　　　

15j

1

　　　　　　　

42j

l　　　　　　　j5.ﾀ　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　

27.5 1　　　　　　23.6 1　　　　　　16.6　　　　　　100.0

　　　　　　　　　

25.9

　　　　　　　　

n.9

　　　　　　　

と.9

　　　　　　　　

jθθ.θ

　　　　　　　　　

28.6

　　　　　　　　

21.9 ・　　　　　　　　δＪ　　　　　　　　瓦

　　　　　　　　　

2S.2

　　　　　　　　

10.9

　　　　　　　　　

θj

l

　　　　　　　

瓦

　　　　　　　　　

33.U

　　　　　　　　

JJ｡4

　　　　　　　　　

5.S

　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

∂j

　　　　　　　　

j＆θ

　　　　　　　　

67.5

　　　　　　　　

μ

　　　　　　　　　　

忿.∂

　　　　　　　　

58.2

　　　　　　　　

31.5

　　　　　　　　

100.び

　　　　　　　　　

17.1

　　　　　　　　

3S.8

　　　　　　　　

27.9

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

尋.7

　　　　　　　　

留.び

　　　　　　　　

召.7

　　　　　　　　

却θ.θ

　　　　　　　　　

２５ｊx　　　　　　　33｡∂　　　　　　　　　一　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　

25.8

　　　　　　　　

25.5

　　　　　　　　

11.3

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

釦丿

　　　　　　　　

釘Ｊ

　　　　　　　　

μ.S

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

四.4

　　　　　　　　

認.7

　　　　　　　　

174

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

1S.6

　　　　　　　　

i5.1

　　　　　　　　　

jj

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

28.6

　　　　　　　　

23.3

　　　　　　　　

13.9

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

忿.い

　　　　　　　

麗.2

　　　　　　　　

即.4

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

邱.s

　　　　　　　　

21.8

　　　　　　　　　

4.5

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

釘.4

　　　　　　　　

j∂.£?

　　　　　　　　　

1.1

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

刀.∂

　　　　　　　　

巧.∂

　　　　　　　　

認.7

　　　　　　　　

j卯.θ

　　　　　　　　　

認.忿

　　　　　　　　

21.U

　　　　　　　　

錨.ﾀ

　　　　　　　　

加θ.θ

　　　　　　　　　　

∂.7

　　　　　　　　

19^

　　　　　　　　

∂ﾀ.J

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

忿２.∂

　　　　　　　　

2瓦5

　　　　　　　　

2∂j

　　　　　　　　

jθひ.θ

　　　　　　　　　

幻J

　　　　　　　　

27.7

　　　　　　　　

S3.6

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

却j

　　　　　　　　

27X

　　　　　　　　

固.2

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

Ｓ＆６×　　　　　　35.4

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

23.5

　　　　　　　　

23.7

　　　　　　　　

18.3

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

27.8

　　　　　　　　

2忿.θ

　　　　　　　　

j＆び

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

17a

　　　　　　　　

24.δ

　　　　　　　　

20.6

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　

j∂j

　　　　　　　　

39.7

　　　　　　　　

口7,θ

　　　　　　　　

100.θ1

　　　　　　　　　

26.2

　　　　　　　　

23.9

　　　　　　　　

19.5

　　　　　　　　

100.0
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第106表゛社 会・福

　

祉

J-㎜-=-==＝-=一l=四--===＝=Ｊ皿=〃･----皿--→
｜

区

　　　　　　　　

分

　　　

に

所

:

ﾚ回・（

;

９

⊇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＿

　

剣

l保

　　　

護

　　　

施

　　　

設1

　　　　　

161

　　　　　

8 318 1 395
1

　

救

　　　

護

　　　

施

　　　

設

　　　　　　　

57

　　　　　

3 707　　　　　　834

1

　

更

　　　

生

　　　

施

　　　

設

　　　　　　　

7

　　　　　　

318

　　　　　　

64

1

　

医

　

療

　

保

　

護

　

施

　

設

　　　　　　

2

　　　　

311

　　　　　　　

211
1

　

授

　　

産

　　

施

　　

設i

　　　　

672 560　　　　　　256
1

　

宿

　

所

　

提

　

供

　

施

　

設

　　　　　　　

28

　　　　　

1 422　　　　　　　　30

1老

　　

人

　　

福

　　

祉

　　

施

　　

設

　　　　　　　

924

　　　　

45 603　　　　　10459
1

　

養

　

護

　

老

　

人

　

ホ

　

ー

　

ム

　　　　　　

588

　　　　

38 966　　　　7 304

1

　

特別養護老人ホーム

　　　　　

70

　　　　　　

5 421　　　　　1 931

1

　

軽

　

費

　

老

　

人

　

ホ

　

ー

　

ム

　　　　　　　

18

　　　　　

1 216　　　　　210

　

老人福祉センター1

　　　　

248

　　　　

…

　　　

1014

1身体障害者更生援護施設i

　　　　

139

　　　　

3 101　　　　1 527
1

　

肢体不自由者更生施設

　　　　　

47

　　　　

1 369　　　　643

1

　

失

　

明

　

者

　

更

　

生

　

施

　

設

　　　　　　　

2

　　　　　　

78

　　　　　　　　

19
1

　

ろ

　

う

　

あ者更生施設

　　　　　

2

　　　　

27

　　　　

151

　

内部障害者更生施設

　　　　　

17

　　　　

3卵

　　　　

175

1身体障害者療護施設

　　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

！

　

重度身体障害者更生援護施設

　　　　　　

12

　　　　　

668

　　　　　　

353
1

　

身体障害者授産施設

　　　　　

17

　　　　

485

　　　　

167

1

　

重度身体障害者授産施設

　　　　　　

3

　　　　　

135

　　　　　

29

1

　

身体障害者福祉工場

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

｜

　

補装具製作施設

　　　　

15

　　　　

…

　　　　　　

49

1

　

点

　　

字

　　

図

　　

書

　　

館

　　　　　　　

24

　　　　　　

…

　　　　　　

77

1

　

点

　

字

　

出

　

版

　

施

　

設

　　　　　　　

－

　　　　　　

…

　　　　　　

－
1
婦

　　

人

　　

保

　　

護

　　

施

　　

設

　　　　　　　

31

　　　　　　　

244

　　　　　　

83

1児

　

童

　

福

　

祉

　

施

　　

設

　　　　　

15 884　　　　910 304　　　　107　７８９
！

　

助

　　　

産

　　　

施

　　　

設

　　　　　

635

　　　　　　　

…

　　　　　

2 396
！

　

乳

　　　　　

児

　　　　　

院

　　　　　　

26

　　　　　

569

　　　　　

522
1

　

母

　　　　　

子

　　　　　

寮

　　　　　　

322

　　　　

9 568　　　　　763

　

保

　　　　　

育

　　　　　

所

　　　　

10 288　　　876 656　　　87 271

　

養

　　　

護

　　　

施

　　　

設

　　　　　　　

61

　　　　　

3 414　　　　　1 336

　

精

　

神

　

薄

　

弱

　

児

　

施

　

設

　　　　　　

101

　　　　　

7 318　　　　　3 652

　

精神薄弱児通園施設I

　　　　

100

　　　　　

3 130　　　　　1 203

　

盲

　　

児

　　

施

　　

設

1

　　　　

15

　　　　

581

　　　　

2691

― 354



施

　

設

　

の

　

状

　

況（公営分）

箇

都

　　　

道

　　　

府

所数

　

利用者数

Ｉ

　

Ｉ

―

　

―

５
３

　

１

２

１８

Ｉ

　

Ｉ

　

５

　

県

専任職員数

１

１

３１

ｊ
ｌ
‐
―
－
－
－
－
－
‘
ｉ
ｌ
‐
‐
―
‐
‐

６
４

　

・

　

９

　

１

　

６

　

１

　

０

　

８

　

１

－

　

―

　

‥

　

２

　

5
8
3
5

　

４

　

８

２

　

０

　
　

３

　

１

　

８
５

　

０
６
５

1０

２

‐
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０
３
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１
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５
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一
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一

　

７
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２

　

９

　

１

　

7
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3
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１

　

４

　

２

　
　

２

　

７
６
３

　

２
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(昭和48年10月１日現在：単位

　

人)

市 町

箇所数彿用者数

１

88

１

　　　

14，

　　

317'

10 266'

　　　

381

―
！
ｒ
～

３

　

０

４

　

８

７

　

２

２

　

１

０
５

　

４

４
３

892

87４

２

　

２
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村

専任職員数
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一

５
５

　

１
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１

／
Ｏ

　

Ｉ

φ

７

　

２

１

　

／
ｏ

‐
‐
－
ｊ

２

　

５

　
　

２

－
｜
ｒ
Ｉ

一

　

７

97 611,

　

1 974
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‐
－
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‐
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‐
‐
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会

　　

福

　　

祉第106表社

一一
-

　

｜

計
分区

専任職員数箇所数

　

｜利用者数

　

181

2 890

　

243

　

397

　

111

３８１

‐
－
こ

6
5
4
5

7
6
Ｓ
Ｏ

3
5
2
9

1

　

４

　
　

１

２

１

２

1 603･
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３
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５
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設
設
設
設
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設
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館
園
設
設
設
設
一

　
　

施
施
施
施

　
　
　
　

施
施
施

　

タ

施
施
己
園
児
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”
：
護
正
産
施
ン
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自
由
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４
ニ
仏
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ｊ
通
害
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迦
援
更
授
祉
セ
ホ

児
一
Ｊ
四
障
丿
護
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者
者
者

　

祉
養

１
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‐
－
‐
―
‐
Ｅ
；
‐
ｉ
ｌ
ｌ
一

一
4
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7
4
1
2
3
8
1
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157

　　

1

設
設
設
設
ム
設
館
館
ム
家
｛

施

施

祉

　

う

会

施

－

供

施

　

祉
一

療

　

福
ホ

の

ホ
診
保
健
人
憩

童
弱
弱
弱
福
福
休
心
扶
産
提
｀
Ｊ

ろ
虚
肢
肢
重
情
教
児
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薄
薄
薄

神

t
.
;
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t
ｓ
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ｊ
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~
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!
＊
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神
神
子
子
子
他
活

　

曾
ｇ

　
　

料

保
老
地

　
　

人

き
料

精
精

母
母

の

生
授
宿
盲
無
隣
へ
有
老

精

母

そ

身体障害者福祉センタ

厚生省調｢社会福祉施設調査報告｣による。

｢利用者数｣は、昭和48年10月１日現在の在所者数で、在所者数が不明の施設

｢保育所｣には、へき地保育所及び季節保育所を含んでいない。

1

2

3

㈱
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施

　

設

　

の

　

状1況（公営分）（つづき）

IP・戸千‾二匹匹‾ス‾’‾’‾

Ｊブ（や目ｕ）倒ｕ

計

い√‾和禾回者（聶辿j

l

　　　　　

16

　　　　　

851

　　　

360

　　

‾‾コ‾‾‾‾‾‾コ¬‾‾‾‾二

　　　　　

4

　　　　　

237

　　　　　

135

　　　　　　

3

　　　　　

109

　　　　　

46

　　　　　

34

　　　　

3 662　　　　2 792　　　　　　3　　　　　156　　　　　98

　　　　　

二

　　　　　

二

　　　　

⊇

　　　　　

こと

　　　　

Ｔ

　　　　

ヅ

　　　　　

3

　　　　　

83

　　　　　

59

　　　　　　

3

　　　　　

70

　　　　　

52

　　　　　

50

　　　　

2 625　　　　1 276　　　　　　4　　　　　220　　　　　1001

　　　　　

7

　　　　　　

り

　　　　　

104

　　　　

1 543　　　　　¨１　　　　４４叫

　　　　　

2

　　　　　　

…

　　　　　　

4

　　　　

2 636　　　　　･‥　　　　　250

　　　　　

36

　　　　

3 560　　　　1 541　　　　　26　　　　　9961　　　　　3641

　　　　　

31
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；
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－

　

－
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47
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1
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－

　　　　　

28

　　　　

2 3571　　　　　79
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…

　　　　　

－
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をＯとした単純合計である。
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第107表児童福祉施設の

　　　　　　　　　　　　　

ａ

　　　　

匹

　

区

　　　　　　　

分

　

丿

昭

　

和

　

36

　

（

　　

・鯛

　　

‾ｊ‾‾Ｆ

助

　　

産

　　

施

　　

設

　　　　　

1229
1　　　　　2

909　　　　　　3296
11

　

芸

　

［

　　

ぷ副

　　

丿毘

　　

謡禦

Ｕ晶ＵＡ馴

　　

匹

　　

昌

　　

ぼ

金扇‰゛Jリ1

　　　

1

白

　　　

1器

　　　

1昌

は晶討W認諾

　　　

２プ

　　　

で

　　　

で

重症心身障害児施設

　　　　　　

－

　　　　　　　

50

　　　　　　　　　

370
P”勺賢皺｀劃

　　

。

ﾖ

　　

詣

　　　

詣

）

　

モ％（ｔ９ﾊﾞ

　　　

4?漂1

　　　

65m

　　　

69ぽ

㈱
２

３

厚生省調｢社会福祉施設調査報告｣による。

昭和45年までは設置主体別、昭和46年からは経営主体別による。

各年12月31日現在であるが、昭和47年及び48年については、同年10

　

月１日現在である。

　　　　

第108表保健衛生施設等の状況
その１

　

施設の状況

　

区

　　　　　　

分

　　

1!S年il≪年度144年度ﾄ5年度146年度147年度148年度

‰姦ぱ吉飛心に昌トパかぶ‰詣ﾄ詣ﾄぷ

公営診療所病床数(床)j

　

6 965　6 621　6 293　6 412 6 081　　6477　6 084

㈱１

　

２

保健所数は厚生省調により、その他は自治省調｢公共施設状況調｣による。

保健所数は４月１日現在、その他は３月末日現在である。

その２

　

保健衛生水準の状況

ｉ

　

区

　　　

分

　

眉剔43年144年145利46年卜年148年

｜平

　

丿含

　　　　　　

男（歳）

　　

66.0

　　

∂1?.j

　　

69.2

　

印J

　

70.2

　

70.5

　

70.7
l

　　　

U

　

寿

　

命｛女（歳）

　　

7θｊ

　　

μ.S

　　

μ.7

　

μ.7

　

阿.∂

　

河.9

　

76.0
!出

　

生

　

率（人口千人対比）

　

j∂.ﾀ

　　

j∂.∂

　　

瑠.5

　

瑠.7

　

19.2

　

即Ｊ

　

四.4

｜死

　

亡

　

率（人口千人対比）

　　

7.4

　　

∂.∂

　　

∂.&

　　

∂.∂

　　

∂.∂

　　

∂.5

　　

M

j

　

結

　

核

　

死

　

亡

　

率

　　

θｊθ

　　

θj7

　　

0.16

　

0.16

　

θjj

　

θｊ君

　

θ.Ｕ

！

　

乳児死亡率（出生千人対比）

　

認.∂

　　

巧.j

　　

μ.忿

　

瑠.j

　

j忿４

　

ｍ７ツｊｊ

ｌ

㈱

　

厚生省調による。
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収容定員の推移(公営分)
(単位

　

人)

　　　　　　　　　　

定

　　　　　　　　　　　　　

員

　

44年1

　　　

45年1

　　　

46年1

　　　

47年1

　　　

48年

　　

4 022　　　　　　4 372　　　　　　4 425
1　　　　　4

691　　　　　　4 714

　　

1 210　　　　　　1 190　　　　　　838　　　　　　813　　　　　　818
705 190　　　　　752 710　　　　　792 433　　　　858 212　　　　933 698

　　

5 617　　　　　　5 262　　　　　　4 425　　　　　　4 657　　　　　　4 533

　　

9 220　　　　　　9 534　　　　　　7 984

1　　　　　8

534　　　　　　8 503

　　

3 105　　　　　　3 330　　　　　　3 315　　　　　　3 751　　　　　　4 271

　　

1 245　　　　　　1 231　　　　　　　774　　　　　　829　　　　　　784

　　

1 798　　　　　　1 730　　　　　　1 353　　　　　　1 350　　　　　　1 323

　　　

654

　　　　　　

600

　　　　　　

420

　　　　　　

461

　　　　　　　

420

　　

5 699　　　　　　5 864　　　　　　4 355　　　　　　4 655　　　　　　4 745

　　　

440 ，　　　　　　530　　　　　　690　　　　　　690　　　　　　1 040

　　　

450

　　　　　　

490

　　　　　　

440

　　　　　　

480

　　　　　　

440

　　　

250

　　　　　　

300

　　　　　　

250

　　　　　　

300

　　　　　　

300

　　

5 294　　　　　　5 113　　　　　　4 786　　　　　　5 056　　　　　　5 062
744 194　　　　792 256　　　　826 488　　　　894 479　　　　970 65ド

　　

8 175　　　　　7 541　　　　　　63371　　　　　6 209　　　　　　5 738

第109表

　

し尿及びごみ収集処理の状況

その１

　

し尿処理 その２

(昭和49年３月31現在)

ごみ処理

ｌ

　

ｇ

　　　　

タ

　　

ｌり

　　

区

　　　　　　　

分

　　

!数値１

処理

　

計画人口(千人)110877yl処理計画人

　

口(千人)1108 867
^ a A p(=fA)］昌り俤　ｔ　人　口(八)じ回，

年間総収集量(千kZ)(Ｂ)1

　

30 659
1 年間総排出量(千t)(A):　39 801

年間鯉舛理量(千k･)1

　

30 65り年間総収集量(千t )(B)!　32 779

自

紫示し憚賜づ

，

　

し尿浄化そう(千kO(F)

　

S915

　　

自

　

家処理量(千t)i

　

7019

ｻﾂﾞﾚ犬回誹

よ

|処理施設能力(千kZ/日)1

　　

147 ！処理施設能力(千1/日)|　　67

　

処理施設(千kz/日)1

　　

8言

　

焼却処理(千t/日)，

　　

66 '

　

海洋投棄船(千kZ/日)

　　　

60:

　

高速堆肥化処理(千t/日い

　　　

１

収

　

集

　

率(B)/(A)×100(％)

　　　

(ＯＪｇ

　

収

　

集

　

率(B)/(A)×100(％)1

　　

∂２４

衛1?y7u1

(Ｅ)ｙＦ)×100(％ﾊﾟ74
りEjjj2琵‰(pへ100(％ﾔ仙リ

㈱

　

自治省調｢公共施設状況調｣による。
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その１

　

道路の現況

第110表道 路

　　

橋 り

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　　　　

道

　　　　

府

　　　　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

主要地方道｜

　

一般都道府県道

　

実

　　　　　

延

　　　　　

長(1≪)(A)

　　　　　　

37 906 89 429

　

(Ａ)のりち舗装済延長(km)(Ｂ)

　　　　　

28 810 49 018

　

凶のうち改良済延長(kin)(C)

　　　　　

26 606　　　　　40 994

　

固のうち自動車交通不能道延長(km)(D)

　　　　　　　　

588

　　　　　　　　　

4 002

　

舗

　　

装

　　

率

　

㈲/固×100(％)

　　　　　　　

76.0

　　　　　　　

４ｊ

　　　　　

゛

　　

前年同期(％)

　　　　　　

7忿.θ

　　　　　　

夕.4

　

改

　　

良

　　

率(C)/(A)×100(％)

　　　　　　　

加.2

　　　　　　　

μ.∂

　　　　　

゛

　　

前年同期(％)

　　　　　　

67.9

　　　　　　　　　

μｊ

　

自動車交通不能道比率(D)/(A)×100(％)

　　　　　　　

j.∂

　　　　　　　　

4.5

　　　　　

゛

　　　

前年同期(％)

　　　　　　　

j.5

　　　　　　　

4j

　

㈱

　

自治省調｢公共施設状況調｣による．

その２

　

橋りょうの現況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

道

　　

｜

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　

橋

　　　　　

数

　

丿

　

延

　　

長（ｍ）

｜

全

　　

橋

　　

り

　　

ょ

　　

う

　

國

　　　　　

101 722　　　　　1 569 097

　　

永

　　　

久

　　　

橋（Ｂ）

　　　

96 990　　　1 488 197

　　

混

　　　　

合

　　　　

橋

　　　　　　　　　

306

　　　　　　

17 405

　　

木

　　　　　　　　　　　　

橋

　　　　　　　　　　

4 426　　　　　　　63 495
荷

　　

重

　　

制

　　

限

　　

橋（Ｃ）

　　　　　　

2 257 43 449
交

　　

通

　　

不

　　

能

　　

橋（Ｄ）

　　　　　　　

1 107　　　　　　　　11797
永久橋の比率（Ｂ）/國ｘl00（％）

　　　　　　

巧.S

　　　　　　　

叫ｊ

　　　　

゛

　　

前年同期（％）

　　　　　　

匈ｊ

　　　　　　

!?j.∂
荷重制限橋の比率(C)/(A)×100（％）

　　　　　　　　

2.忿

　　　　　　　　

忿ｊ

　　　　

゛

　　

前年同期（％）

　　　　　　

２.ﾀ

　　　　　　　

＆5
交通不能橋の比率（Ｄ）/（Ａ）ｘl00（％）

　　　　　　　

1.1

　　　　　　　　

θｊ

　　　　

゛

　　　

前年同期（％）

　　　　　　　

1.1

　　　　　　　

θｊ

㈹

　

自治省調「公共施設状況調」による。

その３

　

主要11か国の道路整備及び自動車保有の状況

　　　　　　　　　　　

道路延長

　

舗装延長

　

舗装率

　

人口当たり道路延長

　

区

　　　　　

分

　　

(km) (km) (%)レロ（ｆ人））/ｆ入

日

　　　　　　　

本

　　

1 037 763　226 189　　　忿jj　104 665　　　∂.∂
ア

　　

メ

　　

リ

　　

カ

　　

6 093 957　2 796 091　　　μ.ﾀ　　203 235　　　釦.θ
フ

　　

ラ

　　

ン

　　

ス

　　

790 000　653 000　　　甜.7　　49 779　　　15.9
オーストラリア

　　

884 713　193 116　　盈j.∂　　12 756　　卯.4
カ

　　　

ナ

　　　

ダ

　　

838 425　192 333　　　麗.ﾀ　　21 568　　　卵.9
イ

　　　

ン/

　　　

ド

　　

1 194 981　234 075　　　即.∂　547 950　　　忿.2
ブ

　　

ラ

　　

ジ

　　

ル

　　

1 285 519　　69 360　　　以　　93 204　　　1S.8
西

　　

ド

　　

イ

　　

ツ

　　

447 000　357 000　　　洵J　　60 651　　　7.4
イ

　　

ギ

　　

リ

　　

ス

　　

362 585　　361 600　　　卯.7　　55 349　　　∂.∂
イ

　　

タ

　　

リ

　　

ア

　　

286 500　　273 000　　　95.$　　53 770　　　M
ベ

　　

ル

　　

ギ

　　

ー

　　　

92 780　　76 100　　　甜.θ　　9 651　　　M

㈱

　

建設省編「道路統計年報1975年版」による．

860



よ

う

の

　　

現 況

(昭和49年３月31日現在)

県

　　　

計

道

　　　　　

|

　

市

　

町

　

村

　

道

　

|

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

127 336　　　　　　　　　　897 565　　　　　　　　　　1 024 901

　　　　　　　　　　　

77 827　　　　　　　　　　162 170　　　　　　　　　　　239 997

　　　　　　　　　　　

67 600　　　　　　　　　　176 720　　　　　　　　　　　244 320

　　　　　　　　　　　　

4 591　　　　　　　　　　283 666　　　　　　　　　　　288 257

　　　　　　　　　　　　　

む.j

　　　　　　　　　　　

j＆j

　　　　　　　　　　　　

留.4

　　　　　　　　　　　　　

57.6

　　　　　　　　　　　

μ.S

　　　　　　　　　　　　

釦j

　　　　　　　　　　　　　

53.1

　　　　　　　　　　　

19.7

　　　　　　　　　　　　

23.8

　　　　　　　　　　　　　

訂.j

　　　　　　　　　　　

18.i.　Ｎ　　　　　　　　　　　２２ｊ

　　　　　　　　　　　　　

ｊ.∂

　　　　　　　　　　　

jム∂

　　　　　　　　　　　　

２＆j

　　　　　　　　　　　　　

J.5

　　　　　　　　　　　

33.1

　　　　　　　　　　　　

29.5

(昭和49年３月31日現在)

　　

市

　　　

町

　　　

村

　　　

道

　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　

計

橋

　　　　　

数

　

｜

　

延

　　

長（ｍ）

　　

橋

　　　　　

数

　

｜

　

延

　　

長（ｍ）

　　　　　　

439 920　　　　　3 427 125　　　　　　　541 642　　　　　　4 996 222

　　　　　　

319 813　　　　　2 386 842　　　　　　　416 803　　　　　　3 875 039

　　　　　　　

3 244　　　　　　　47 381　　　　　　　　3 550　　　　　　　64 786

　　　　　　

116 863　　　　　　992 902　　　　　　　121 289　　　　　　1 056 397

　　　　　　

44 886　　　　　　379 941　　　　　　　47 143　　　　　　　423 390

　　　　　　

95 218　　　　　623 762　　　　　　96 325　　　　　　635 559

　　　　　　　　

狸.7

　　　　　　　　

印.∂

　　　　　　　　

77.θ

　　　　　　　　

77.e

　　　　　　　　

70.3

　　　　　　　　

66.8

　　　　　　　　

74j

　　　　　　　　　

乃j

　　　　　　　　

jθＪ

　　　　　　　　

Ｕｊ‘

　　　　　　　　

S.7

　　　　　　　　　

S.5

　　　　　　　　

10.7

　　　　　　　　

jj.ﾀ

　　　　　　　　　

ﾀ.忿

　　　　　　　　　

9j

　　　　　　　　

21.6

　　　　　　　　

j＆2

　　　　　　　　

17^

　　　　　　　　

12.7

　　　　　　　　

忿忿j

　　　　　　　　

j＆∂

　　　　　　　　

j＆4

　　　　　　　　

13J

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

面積当たり道路延長

　　　　　　

バス・ト

　　　

ー

　　　　

１台当たり人口

‰

)
積|●/．

ﾚ

1晶?i≒ご

ﾚ

轟

)

レ

ロ(ｆ柏･人/ｆ台ヽ

　

372 154　　　乙7∂∂　　12 964　　10151　　　　23 115　　104 665　　　　4.5
9 363 123　　　0.651　　101 579　　23 578　　　　125 157　　203 235　　　　j.∂

　

547 026　　　lMk　　13 920　　　2 000　　　　15 920　　49 779　　　　3.1
7 686 848　　　θ･.115　　　4538　　　1 089　　　　　5 627　　12 756　　　　口.J

9 976 139　　　θ.θS4　　　7407　　　2 060　　　　　9 467　　21 568　　　　2j
3 280 483　　　0.361　　　　698　　　　522　　　　　1 220　　547 950　　　449.1
8 511 965　　　0.151　　　3 253　　　　814　　　　　4 067　　93 204　　　22.9

　

248 577　　　1.798　　17 250　　　1 450　　　　18 700　　60 651　　　　Jj

　

244 046　　　1486　　13 586　　　1 885　　　　15 471　　55 349　　　　3.6

　

301 225　　　0.951　　13 600　　　1 080　　　　14 680　　53 770　　　　J.7

　

30 513　　　j.叫j　　　2 360　　　　243　　　　　2 603　　　9 651　　　　＆7
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第111表公営住宅等の管理状況

　

．･

　　　　　　　　　　　

(昭和49年３月31日現在)

　

区

　　　

タ

　

サｌ汽源卜

　

゛（諧ト

　

（胃
’

第一種公営住宅
1

　　　

352 695　　　384 479　　　　7⊇‾‾ﾆj‾

　

；

　

。
:

　

二

　

二

　

二

第二種公営住宅

　　　

209 006　　　459 867　　　　668 873

　

；

　

。:

　

二1

　　

二二

　　

驚ご

改

　　

良

　　

住

　　

宅

　　　　

18 783　　　　　57 628　　　　　　76 4H

　

；

　

木

　

:

|

　

二

　　

二

　　

二

単

木

独

　

建

　

設

　

住

　

jE

　

2驚

　　

二

　　

二

　

１

　

木

　

渋

　

ぶご

　　

ぷｺﾞ

　　

ぷお

茫

　

：

　

Ｗ

　

に

　　　

謡ご

　　　　

ご二

　　　　

1二

競

　　

争

　　

率(B)/(A)

　　　　　　

∂｡4

　　　　　　　

j.7

　　　　　　　　

4j

　　　　　　　　　　　　　

一一

㈱

　

自治省調｢公共施設状況調｣による。

　　　　　　

第112表

　

消

　

防

　

施設

　

の

　

状

　

況

その１

　

消防本部・署等の設置状況

　　　　

昭和49年４月昭和48年４月

　　

比

　　　　　　　

較

　

ｇ

　

。ｌ

ﾌﾞ
]
1sFI

ﾔ

順
ｻﾞ

jに奏1ﾁﾞあ瓢で]

司

防

　

署

　　　　

1230　　　　055　　　　　75J

　　

出

　

張

　

所

　　　　

2407　　　　2120　　　　287　　　　19.51

づ回ト

ユ

トとトレE

一一

　　

－
㈹

　

消防庁調による。ただし、昭和49年４月１現在数は、概数である。
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その２

　

消防施設の状況

　　　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　

ﾄ紳緋対撫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｉ

　

ｉ

　　　　　　　

ｊ

消

　

防

　

ポ

　

ン

　

プ

　

自

　

動

　

車（台）

　

180ぺ

　

17 518　　49ﾉ 忿.s

水そう付消防ポンプ自動車び

］

　

23

ご

　

2207

　

1

/

　

＆θ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

,I

　　　　　　　　

！
三輪消防ポンプ自動車（゛）

　　

1聯

　　

83

　　

り

　

5以

はしご付消防ポンプ自動車（句

　　

620i

　　

513

　

107 20.ﾀ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｉ

　　　　　　　　

ｌ

手

　

引

　

動

　

カ

　

ポ

　

ン

　

プ（句

　

13よ

　

1 777・400卜詔.5

小

　

型

　

動

　

カ

　

ポ

　　

ン

　　

プ（勺

　　

58

ﾂﾞ

　

57 527　6051 1.1

化

　

学

　

消

　

防

　

自

　

動

　

車（句

　　　

595

　　

583

　　

12

　　

2.j

消

　　　　　　　

防

　　　　　　　

艇（勺

　　　

48

1

　　

46

　　　

2抑

無

　　　

線

　　　

指

　　　

揮

　　　

車（勺

　　　

901

　　

793

　　

108

　

お.∂

救

　　　

急

　　　

自

　　　

動

　　　

車（駒

　　

2 672　2 218　　454　釦.5

小型動カポ

　

ン

　

プ積載車（勺

　

□859

　

10 370　1 489　　j44

そ

　

の

　

他

　

の

　

消

　

防

　

自

　

動

　

車（勺

　　　

130

　　

1 250　　　61　　　4j

消

　　　　　　　

火

　　　　　　　

栓（基）

　

626 862　597 541　29 321 4.ﾀ

防

　

火

　

水

　

そ

　　

う

　

・井

　　

戸（句

　

228 987 222 284　6 703　　j.θ

消

　

防

　　　　　　　

固

　　

定

　　

局（局）

　　

207

　　

1 798 319j　17.7

　　　　

用

　

無

　

線｛移

　　

動

　　

局（句

　　

20 020　16 604 3416　　jθ.∂

　

火

　

災

　

報

　

知

　　

條

　

信

　　

用（基）

　　

148

　　

282 ・ 134ト茸.5

　　

‘

　　　　　

機発

　

信

　

用（゛）

　

4 020　11 299 ・ 7 279し収４

　

望

　　　　　　　　　　　　　　　　　

楼（勺

i

　　

l 027　　ロo7 －　8oﾚ　7J

　

消防機関電話（火災専用，消防用を含む.）（句

　　

26 024　26 72･g－　700ﾚ　．∂

-－一一

　　　　　　　　　　　　　

一一一一一一一一

叫１

　

消防庁調による。ただし、昭和49年４月１日現在設置数は、概数である。

　

２

　

消防団保有のものを含む。
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その１

　

義

　

務

　

教

　

育

第113表

　

教

　

育

　

施

　

設

　　　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

｜

　

小

　　　　

学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

49.5.1現在I 48.5. 1現在

学

　　　　　　

校

　　　　　　

数

　

國

　

（校）

　　　

24 372 24 360

学

　　　　　　

級

　　　　　　

数(B) (級）　　304 766　　　297 338

校

　　　　

舎

　　　　

面

　　　　

積（Ｃ）（千が）

　　　

56 450 55 809

　　

木

　　　　　　　　　　　　　　

造

　　

（千㎡）

　　　　

22 612 24 693

　　

非

　　　　　

木

　　　　　

造

　

剛（千が）

　　　

33 838 31 116

屋

　　

内

　

運

　

動

　

場

　

面

　

積

　

叫）（千が）

　　　　

9 523 9 080

危

　　

険

　　

校

　　

舎

　　

面

　　

積(F) (千が）　　　　5 432　　　　　6 044

校

　　

舎

　　

不

　　

足

　　

面

　　

積

　　

（千が）

　　　　

7 093　　　　　3 486

児

　　　

童

　　　

生

　　　

徒

　　　

数（Ｇ）（千人）

　　　　

9 984　　　　　9713

教

　　　　　　　

員

　　　　　　　

数

　

佃（千人）

　　　　　

400

　　　　　　　

388

非木造校舎比率(D)/(C)×100

　　　

（％）

　　　

59.9

　　　　

邸丿

危

　

険

　

校

　

舎

　

比

　

率（Ｆり/（Ｃ）×100

　　　

（％）

　　　　　

S.∂

　　　　　

10.8

児童生徒１人当たり校舎面積(C)/{G)

　　　

（が）

　　　　　

5.7

　　　　　　

5.7

児童生徒１人当たり屋内運動揚面積

　

(E)/{G)(が）

　　　　

0.95

　　　　　

0.93

　

1校当たり児童生徒数(G)/(A)

　　

（人）

　　　　

410

　　　　　

399

　

1学級当たり児童生徒数(G)/{B)

　

（人）

　　　　

32.8

　　　　　

32.7

教員１人当たり児童生徒数(G)/(H)

　　

（人）

l

　　　

25.0

　　　　　

25.0

_

　　　　　　　　

土地取得面積

　

（千が）

　　　

7 695　　　　　8 580

P48”:実“

|

・物新増築面積

　

（千が）

　　　

2 546　　　　2 709

(48. 5.2～49. 5.1） 建物改築面積　（千が）　　　958　　　　1 091

㈱１

　　

２

　　

３

　　

４

自治省調｢公共施設状況調｣による。ただし、昭和48年度実施面積は文部省調

建物新増築面積及び建物改築面積は屋内運動場、寄宿舎分を含む。

｢昭和48年度実施面積｣欄の｢土地取得面積｣の数値は、沖繩県分を含んでい

その２において同じ。
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の

　

状

　

況（公立学校分）

　　　　　

校

　　　　　　　　　　

中

　　　　　　　

学

　　　　　　　

校

差

　　　　　

引

　　

49. 5， 1現在　1　48， 5. 1現在　｜　差　　　　引

　　　　　　　　　　　　

12

　　　　　　　

10 168　　　　　　　10 196　　　　・　　　28

　　　　　　　　　　

7 428　　　　　　124 095　　　　　　124 803　　　　･･　　　708

　　　　　　　　　　　

641

　　　　　　　

31 225　　　　　　　30 653　　　　　　　　572

　　　　　

△

　　

2 081　　　　　　　12 204　　　　　　　13011　　　　△　　　807

　　　　　　　　　　

2 722　　　　　　　19 021　　　　　　　17 642　　　　　　　　1 379

　　　　　　　　　　　

443

　　　　　　　

6 570　　　　　　　6 389　　　　　　　　181

　　　　　

a

　　　

612

　　　　　　　

1 876　　　　　　　2 034　　　　ム　　　158

　　　　　　　　　　

3 607　　　　　　　3 191　　　　　　　　1 931　　　　　　　　1 260

　　　　　　　　　　　

271

　　　　　　　

4 548　　　　　　　4 593　　　　ム　　　45

　　　　　　　　　　　　

12

　　　　　　　　

225

　　　　　　　　

224

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　

4.j

　　　　　　　　

60.9

　　　　　　　　

57.6

　　　　　　　　

ｊＪ

　　　　　

△

　　　

j.忿

　　　　　　　　

∂.∂

　　　　　　　　

∂.∂

　　　　

－

　　　

θ.∂

　　　　　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

6.9

　　　　　　　　

6.7

　　　　　　　　　

0.2

　　　　　　　　　　

0.02

　　　　　　　　

1.44

　　　　　　　　

1.39

　　　　　　　　

0.05

　　　　　　　　　　　　

H

　　　　　　　　

447

　　　　　　　　

450

　　　　

4

　　　　

3

　　　　　　　　　　　

0.1

　　　　　　　　

36.6

　　　　　　　　

36.8

　　　　

－

　　　

0.2

　　　　　　　　　　　　　

0

　　　　　　　　

20.2

　　　　　　　　

20.5

　　　　

ム

　　　

0.3

　　　　　

･･

　　　

885

　　　　　　　

4 904　　　　　　　5 214　　　　－　　　310

　　　　　

4

　　　

163

　　　　　　　

1 326　　　　　　　1 446　1　　　－　　　120

　　　　　

ム

　　　

133

　　　　　　　　

368

　　　　　　　　

372

　　　　

ム

　　　　

４

による。

ない。
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第113表

　

教育施設の状況(公立学校分)(つづき)

その２

　

高等学校

｜

　　　

ば

　　　　　　　

分

　　　

ト5.1現在卜.l現在l差?|

l学

　　　　

校

　　　　

数固

　

（校）｡

　

3 666　　　3626　　　　40
尹
木

　

舎

　　　　

面

　　　　

温（馴頴2昌詔卜諧

j♂内ａＪ。・Ｌれ頴

　

11

　

1驚

　

回

｜危

　　

険

　　

校

　　

舎

　　

面

　　

積（Ｅ）（千が）

　　　　

689

　　　　

819

　

△

　

130
1‰

　　　

S

　　　

Iげ浮石

　

昌

　

裟

　

?;
ｌ

　

定

　　　　　　　

時

　　　　　　　

制

　　

（千人）

　　　

253

　　　

273， 20

1．゛

　　

jj）

　　

Ｌ八拐

　

ぷ

　

ぷ

　

2

iｕkｘＶ晋Ｕ諾諾

　　

圖

　　

・

　

7j:Ｌ諮

ｉ替べふ叉?脳琥記諸団涼

　　

圖

　

ぶ

　

ご

　

o麗

ﾛｊ浅口ぺXn淡

　

溺

　

昌

　

１-ｲ

昭和48年度実施面

　

土地取得面積

　

（千が) I 3 382　　4 996　4 1 6141

積

　　　　　　　

｛
建物新増築面積

　

（千が）

　　　

926

　　

039・

　

213
（48ふ２~49.5. 1)建物改築面積　（千が）　　　1871　　　3591　＾　172

その３

　

幼

　

稚

　

園

　　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　

49.5. 1現在48. 5.1現在|差　　引

幼

　　　

稚

　　　

園

　　　

数

　

固

　

（園）

　　　

5 024 1　　4 766　　　258
園

　　

舎

　　

面

　　

積（Ｂ）（千が）

　　　

2 092　　　1 899　　　193

　

木

　　　　　　　　　　

造

　　

（千が）

　　　

1 056
1　　　1

067　，　　Ｈ

　

非

　　　　

木

　　　　

造（Ｃ）（千が）

　　　

1 036 ！ 832　　　　204
危

　

険

　

園

　

舎

　

面

　

積

　

剛（千㎡）

　　　　

139

　　　　

156

　

・

　　

17
園

　　　　　

児

　　　　　

数（Ｅ）（千人）

　　　　　

537

　　　　　

507

　　　　

30
教

　　

員

　　

数（本務のみ）剛

　

千人）

　　　　　

21

　　　　　

19

　　　　　

2
修

　　　

了

　　　

者

　　　

数（Ｇ）
1
千人）

　　　

丿51

　　　　

948

　　　　

203
小学校第１学年児童数

　

叫（千人）

　　　

1 860　　　1 564　　　　296
非木造園舎比率(C)/(B)×100

　

（％）

　　　

卯.5

　　　

訪Ｊ

　　　

瓦7
危険園舎比率(D)/{B)X100

　

（％）

　　　

∂.∂

　　　

＆忿

　

・

　

j.∂

園児１人当たり園舎面積(B)/(E) (が　　　　　3.9　　　　3.7　　　　0.2
就

　　　

園

　　　

率(G)/(H)×100

　

（％j

　　　　

弘9

　　　

飢∂

　　　

μ

１園当たり園児数(E)/W

　

（人）

　　　

106.9

　　　

106.4

　　　　

0.5
教員１人当たり園児数(E)/(P)

　

（人）

　　　　

25.6

　　　　

26.7

　　

ム

　　

1.1

㈱１

　

文部省調による。

　

２

　

修了者数、小学校第１学年児童数及び就園率は国立、公立及び私立全体の率

　　

である。
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第114表

　

各国における初等・中等学校の教員１人当たり

　　　　

生徒数の状況（公立学校分）

国

　　　

名

　

｜

　　　

年

　　

「初等学校1中等学校

ｎ

　　　

χ

　　　

－

　　　

琵|

　　　

づ

㈱１

　

文部省調による。

　

２

　

日本の｢初等学校｣は小学校、｢中等学校｣は中学校と高等学校の合計である。

第115表 社会教育施設等の状況（公立分）

　　　　　　

合

　　　

計

　　　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村
ｇ

　　

゛貫聶門劈尹

丿

嘉到門野゛月ぷぼ‾↑専歌尹

図

　

書

　

館

　　　

905

　　

6 767　　　73　　1 912　　　83り　　4 85s

博

　

物

　　

館

　　　

206

　　　

1 687　　　42　　　500　　　164　　087

数仇討H
185　　16 138 7ﾔ　1 174　11 113

1

14 964

体育施設

　

28H

　　

3 067　　211　　68パ　259ﾊﾟ　2 380 ，

　

屋内体育館

　　

l 046　　2 147　　　64　　　426　　　982
1　　021

　

陸上競技場

　　　

554

　　　

394

　　　

56

　　　

160

　　　

498
1　　234

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

野

　

球

　

場

　　

1 211　　　　526　　　　％　　　　101　　　01ヰ　　　425
_

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

I

　　　　　

I

㈱１

　

自治省調｢公共施設状況調｣による。

　

２

　

箇所数は昭和49年３月31日現在、専任職員数は昭和49年４月１日現在で

　　

ある。
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その１

　

事業数調

第116表

　

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

区

　　　　

分

　

|

法適

;

企業

7

法非

謡

企業

F

合

≒

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　

1709　　　　　　― 1 709

ｼﾞj吊E

　

E

　

で

　

ミ

バ

　　　　　　　　　　　　　

ス

　　　　　　　　　

53

　　　　　　　

－ 53

路

　　

面

　　

電

　　

車

　　　　　　　

８

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

８

＞＞Ｆ

　

Ｉ

　

］

　

ｌ

上記以外の軌道･地方鉄道

　　　　　　

－

　　　　　　　

１

　　　　　　　　

１

釦

：

Ｅ

　

ｊ

　

］Ｅ

ドゐE

　

IE

　

:

ﾋﾞ

　

jE

犬ft

　　

3 080　　　　　3 846　　　　　　6926

その２

　

法適用事業数の推移

　　

年

　　　　　　　　

度

　　　

|

　

昭和41年度

　

|

　　　

42

　　　　

1

　

43

法

　

適

　

用

　

事

　

業

　

数

　

1

　　　

1 384　　1　　　1731　　1 2716
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業

　

の

　

事

　

業

　

数

(各年３月31日現在)
-

　　　

昭

　　　

和

　　　

47

　　　　

年

　　　

度

　　　　　

増

　　　　　　　　

滅

‾iJ‾j6‾圭乗19Hul

　

心

　　

．

　

に

適11圭利9ih。

　　　　　

1648

　　　　　　　

－

　　　　　　

1648

　　　　　　　

61

　　　　　　　

－

　　　　　　

30

　　　　　　

1758　　　　　　1788　　　　　　　　2　　　　　　　　2

　　　　　　

81

　　　　　　　

－

　　　　　　　

81

　　　　　　　　

3

　　　　　　　

－

　　　　　　

81

　　　　　　　

61

　　　　　　　

142

　　　　　　　

－

　　　　

ム

　　

６

　　　　　　

５３

　　　　　　　

－

　　　　　　　

５３

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

８

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

８

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

７

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

７

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

(各年３月31日現在)

　

４４

　　　

1

　　　

４5

　　　

1

　　　

46

　　　

1

　　　

４7

　　　

1

　　　

４8

2 804　　1　　　2 863　　1　　　2 922　　1　　　3 006　　1　　　3 08０

－369－



第117表大地

　

方

　

公

　

営

｜

　　

区

　　　　　　　

分

　　

｜

　

損益勘定所属職員

　　

｜

　　

資本勘定所属職員

　

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　

61 012　　　　　　　　　　7 595

1

1簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

2 968 1 168

1工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

2 549 912
！交

　　　

通

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

58 203　　　　　　　　　　2 383

1電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

2 803　　　　　　　　　　　235

・ガ

　　　

ス

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

□57

　　　　　　　　　　　　　　

71
j病

　　　

院

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　

125 1oﾚ 12

1公

　

共

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

13 681　　　　　　　　　　8 945

　

そ

　　

の

　　

他

　

事

　

業

　　　　　　　　

14 795　　　　　　　　71661
1

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　

282 813
1　　　　　　　　27

487

㈱ 昭和49年３月31日現在の職員数で、法非適用企業を含む。

第118表

　

地

　

方

　

公

　

営

　

事

　

業

几

　　　

＜プ貢48≒ンノノズ

　

∵∴≒：二☆二二ドニ

　

法

　

非

　

適

　

用

　

企

　

業

　　

918 698　　　871 650　　　　47048　　　785 362

収

　　　

益

　　　

事

　　　

業

　

2 616 384　2 540 981　　　75 403　2 009 290

国民健康保険事業

　

1 026 179 991 624　　　　34554　　　853 951

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　

1 337　　　　1 310　　　　　26　　　1 337

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　

59 124　　　54 681　　　　4 443　　　24 542

交通災害共済事業

　　

!2 108　　7 872　　4 236　　10 730

ﾌﾞﾚ”1属¨;≒二八二

　

二心:

㈹

　

地方公営企業の額の算出については、次による。

　

１

　

法適用企業では、現金の支出を伴わない費用を控除した。

　

２

　

法非適用企業では、収入は前年度からの繰越金を含め、支出は積立金及び
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企

　

業

　

の

　

職

　

員

　

数

(単位

　

人)

　　

合

　　　　

計

　　

！

　

前年度末職員

　

１

　　

増

　　　　

誠

一

　　　　　　　　　　

68 607　　　　　　　　　　65 286　　　　　　　　　　　3 321

　　　　　　　　　　

3 076　　　　　　　　　　　3 0４4　　　　　　　　　　　　32

　　　　　　　　　　

3 461　　　　　　　　　　　3 427　　　　　　　　　　　　3４

　　　　　　　　　　

60 586　　　　　　　　　　60 397　　　　　　　　　　　　189

　　　　　　　　　　

3 038　　　　　　　　　　　2 756　　　　　　　　　　　　282

　　　　　　　　　　

1 828　　　　　　　　　　　1 801　　　　　　　　　　　　27

　　　　　　　　　

1２5117　　　　　　　　　　119 128　　　　　　　　　　　5 989

　　　　　　　　　　

２2626　　　　　　　　　　19 851　　　　　　　　　　　2 775

　　　　　　　　　　

21 961　　　　　　　　　　　19406　　　　　　　　　　　2 555

　　　　　　　　　

310 300　　　　　　　　　295 096　　　　　　　　　　15 204

決

　　

算

　　

の

　　

状

　　

況

(単位

　

百万円)

　　

47

　　　

年

　

度（Ｂ）

　　　　　

増

　　　　　

滅

　

(A)- (B)

=t

　　

出）

　　

51

ﾚ

　　

入|支

　　

川・

　　

51

　　　

3 434 115　　　　ム87 712　　　　　672 042　　　　676 648　　　－　4 606

　　　

2 683 914　　　　A 122 873　　　　　538 706　　　　555 199　　　･･　16 493

　　　　

750 201　　　　　35 161　　　　　133 336　　　　　121 449　　　　　11 887

　　　

1 960 947　　　　　48 343　　　　　607 094　　　　580 034　　　　　27 060

　　　　

828 178　　　　　25 773　　　　　172 228　　　　　163 446　　　　　　8 781

　　　　　

1 289　　　　　　　48　　　　　　　　0　　　　　　　22　　　　△　　22

　　　　　

20 888　　　　　　3 654　　　　　34 582　　　　　33 793　　　　　　789

　　　　　

7 380　　　　　　3 350

1　　　　　1

378　　　　　　492　　　　　　886

　　　　　

28 216　　　　　　　139　　　　　　4 902　　　　　　4 867　　　　　　　35

　　　

6 281 013　　　－　6 405　　　　1 492 226　　　　1 459 303　　　　　32 924

前年度繰上充用金を含めた。
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その１ 収益及び費用の状況

第119表昭和48年度法適

　

区

　　　　　　

分

　　

|水道事業ぼ轟剔ｕi事（ｕ●業

総

　　　

収

　　　

益

　　　

458 333　　　37 233　　215 065　　　29 379

　

(営

　

業

　

収

　

益)

　　　　

387 614　　　30 671　　　166 682　　　27 783

　　

料

　

金

　

収

　

入

　　　

366 184　　　29 683　　158 329　　　27 525

　

ll他会計補助金

　　　　

12 378　　　2 589　　　26 759　　　　　5

　　

国庫(県)補助金

　　　　　　

114

　　　　　　　

30

　　　

15610

　　　　　　

1

総

　　　

費

　　　

用

　　　

463 029　　　36 308　　258 787　　　27 428

　　

職員給与費

　　　

132 892　　6 066　　152 600　　6 924

　

言Ｆ

　　

支

　

払

　

利

　

息

　　　

103 806　　　12 370　　　47 632　　　10 086

当年度純損益

　

‘4 696 925　　4 43 722　　　　1 951

　

当年度純利益

　　　

24 177　　　3 231　　　1 299　　2 174

　

当年度純損失

　　　

28 873　　　2 307　　45 021　　　223

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　

42 5H　　　13 775　　240 001　　　　312

累積欠損金比率

　　　　

lljO

　　　

μ.∂

　　　

lhujo

　　　

1.1

不

　　

良

　　

債

　　

務

　　　　

60 999　　　5 108　　　99 807　　　1 031

不

　

良

　

債

　

務

　

比

　

率

　　　　　

μ.7

　　　　

16.7

　　　　

卯.9

　　　　　

j.7

総収益対総費用比率

　　　　　

叩.θ

　　　

却忿丿

　　　　

辞.j

　　　

加7j

赤字事業数比率

　　　　

忿7.7

　　　

4忿丿

　　　

甜.5

　　　

17.6

㈱１

　

水道事業には簡易水道事業を含む。

　

２

　

営業収益には受託工事収益は含まない。

　

３

　

不良債務は再建債を加算しないものである。

その２

　

費用の性質別構成及び対営業収益比率の状況

　　　

水道事業

　

工業用水道事業

　

交通事業

　

電気事業

　　

が

　

白蝋PIH紳円揖紳到頭神囃||‾Ｊ

繁晏給132 892 訂J 4J 6 066 17.1＼19£＼＼52600 59.0＼91.6＼6 924 諮.j 4j 3 446

鈴饗償62 314 μ.7＼16.1 7 214 20J 2S.5 22 343　8.6＼lSJt 6 721 4j4.2 1 890

jl払利103 806 UJA 2e^l2 370 4.ﾀ如J 47 632 18.U 2S.ei0 086 j∂.8S6J 1 261

その他126 181 四Jg.5 9 832 27.7＼S2.1 35 876 μ.θえj 3 674 lSJt 1ﾀ16554

　

計

　

425 193100.0109.7135 482 100.0115.7258451100.0155.1 27 405100.0 98.613151

㈱

　

対営業収益比は受託工事収益を除いた営業収益を基礎とした。
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用企業決算の状況

(単位 百万円・％）

ガス事業|病院事業|盆共事下§alその他事業|

　　　

計

　　　　　

15 205　　　　454 993　　　　　88 268　　　　　195 120　　　　1 493 595

　　　　　

12 796　　　　395 079　　　　　40 381　　　　　173 956　　　　1 234 962

　　　　　

口505

　　　　

378 285　　　　　28 255　　　　　171 196　　　　1 170 963

　　　　　　　　

49

　　　　　

16 481　　　　　42 632　　　　　　2 604　　　　　103 498

　　　　　　　　

－

　　　　　　

707

　　　　　　　

8

　　　　　　　

223

　　　　　　

16 693

　　　　　

15 763　　　　496 714　　　　93 647　　　　　180 923　　　　1 572 599

　　　　　　

3 446　　　　265 771　　　　　16 082　　　　　　14 002　　　　　597 782

　　　　　　

1 890　　　　　16 927　　　　　16 364　　　　　　5 646　　　　　139 418

　　　　　　

1 261　　　　　16 112　　　　　37 695　　　　　　12 557　　　　　241 520

　　　

4

　　

558

　　　

△41 721　　　△　5 379　　　　　　14 197　　　　4 79 004

　　　　　　　

295

　　　　　

1 927　　　　　　597　　　　　　18 753　　　　　　52 453

　　　　　　　

853

　　　　　

43 648　　　　　5 976　　　　　　4 556　　　　　131 457

　　　　　　

1 294　　　　104 961　　　　　20 317　　　　　　13 675　　　　　436 847

　　　　　　　

jθj

　　　　　　

26.6

　　　　　　

5θj

　　　　　　　

7.ﾀ

　　　　　　　

354

　　　　　　

2 142　　　　　75 132　　　　　10 334　　　　　　32 398　　　　　286 951

　　　　　　　

j＆7

　　　　　　

19.0

　　　　　　

25.6

　　　　　　　

j＆∂

　　　　　　　

名J.忿

　　　　　　　

96.5

　　　　　　

皿.∂

　　　　　　

∂4j

　　　　　　

107.S

　　　　　　　

95.0

　　　　　　　

∂θj

　　　　　　

70.7

　　　　　　

S2.1

　　　　　　　

忿ﾀ.j

　　　　　　　

i.0.5

(単位

　

百万円・％)

ス事業

　　

病院事業

　

公共下水道事業

　

その他事業

　　

合

　　　

計

坏‾誹(帽卜贈H白囃ト叶川ﾐ

|

26.21 26.9265 771 53.5＼67J 16 082 17.9 39.8 14 002　＆忿　8.0 597 782 即詠μ.4

μ４μ.8 16 927　J.4　4J 16 364 18.Z＼W.5　5 646　3.3　J.2　139 418　ﾀJ llJ

　

∂.∂

　

9.9＼16 112　3.2＼ L.mi 695 Ul^＼ 9S^ 12 557　7.4　7.2 241 520 15.9＼19.6

i9.8＼51S＼＼91 904 39.ﾀ卯.019 80]22.0＼ A9.2＼＼Z7520 81.1＼79.2　537 348 35£＼A3.5

100.0102.8496 714100‘0125°7j89 949100.0 222.8 169 725 1 oo°o197.6jl516 068100.0122.8
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その３

　

資本的収支の状況
第119表昭和48年度法･適用

　　　

区

　　　　　　　

分

　　　

け道ｎは轟到ｕ事業lｕ事業

　

資

　

本

　

的

　

収

　

入額A

　

524 643　　　73 677　　256 796　　　12 493

　

企

　　　　

業

　　　　

債

　　

417 558　　44 298　　223 992　　　8 741

　

（姦ち建設改良のための企業）

　　

389 398　　　40 505　　106 929　　　8 721

　

他

　

会

　

計

　

出

　

資

　

金

　　　

9 322　　　2 076　　13 949　　　　－

　

他

　

会

　

計

　

借

　

入

　

金

　　　

7 828　　　2 212　　　3 343　　　　536

　

他

　

会

　

計

　

補

　

助

　

金

　　　

1 539 ，　　748　　　　178　　　　－

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

88 395　　24 34引　　15 334　　　3 216

　

穀‰炉４４門t

　

50 163　　　6 640　　　2 H6　　　1 497

　

純

　　　　

計（Ａ－Ｂ）C

　　

474 480　　67 037　　254 679　　1o 996

　

資

　

本

　

的

　

支

　

出

　

額

　

D

　　

605 226　　80 127　　250 920　　21 639

　

建

　

設

　　

改

　

良

　

費

　　

522 395　　61 831　　134 007　　10 917

　

（う

　

ち職員給与費）

　　

16 973　　1 850 5 6U　　　　　525

　

企

　

業

　

債

　

償

　

還

　

金

　　

76 819　　15 478　　52 428　　　8 431

　

（品器゛゜゛ニ″）“）

　

48 542　　　H 528　　　25 011　　　8 405

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　

6 012　　　2 818　　　64 485　　　2 291

　

竿t穣収入が資本的支出に不蛋

　　

131 767　　　13 416　　　17 504　　　10 643

　

補

　

て

　

ん

　

財

　

源

　

F

　　

81 586　　　9 640　　　4 332　　1o 398

　

補てん財源不足額（Ｅ－Ｆ）G

　　　

50 181 3 776　　　13 172　　　　245

1補てん財源不足率普×100

　　

∂J

　　

4.7

　　

５Ｊ

　　

la

㈱「資本的収入が資本的支出に不足する額」の算出は、資本的収入のうち「翌年

　

集計したものである。

その４

　

資産、負債及び資本に関する調

　　

区

　　　　　　　

分

　　　

lｕ事業は轟到ｕinlｕｎ

資

　　　

産

　　　

総

　　　

額

　

2 922 793　　499 876　　897 433　　221 490

　

固

　　　

定

　　　

資

　　　

産

　

2 683 909　　470 432　　804 624　　202 382

　

土

　　　

地

　　　

造

　　　

成

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　

流

　　

動

　　

資

　　

産

　　

235 584　　29 300　　87 954　　19 105

　

繰

　　

延

　　

勘

　　

定

　　　

3 300　　　　144　　　4 854　　　　3
負

　　　　　　　　　　　

債

　　

236 832　　41 045　　313 375　　17 939

　

固

　　

定

　　

負

　　

債

　　

31 664　　19 503　　136 420　　　9 143

　

流

　　

動

　　

負

　　

債

　　

205 169　　21 542　　176 955　　　8 7％
資

　　　　　　　　　　　

本

　

2 685 960　　458 830　　584 058　　203 551

　

自

　　

己

　

資

　

本

　

金

　　

358 682　　33 537　　90 047　　38 046

　

皆

　

入

　

資

　

本

　

金

　

1％4 401　　287 151　　705 790　　160 329

　

資

　

本

　

剰

　

余

　

金

　　

357 156　　147 738　　25 402　　　1 043

　

利

　　

益

　　

剰

　　

余

　　

金

　　　

5 721　－　95％　・237 182　　　4 133
自己資本構成比率

　　　

糾.7

　　　

μｊ－

　

1S.6

　　

19£
固定資産対長期資本比率

　　　

侭丿

　　　

紹J

　　　

111.7

　　　

邸丿
流

　　　

動

　　　

比

　　　

率

　　　

1U£

　　　

ｌ吼θ

　　　

μ.7

　　　

鯉7J
企業債償還額対減価償却額比率

　　　　

77j

　　　

159^

　　　

111^

　　　

j諮.θ
鬘塞琵余に対する企業債元利償

　　　　

4θＪ

　　　　

９.7

　　　　

4θｊ

　　　　

66.5

不

　　　

良

　　　

債

　　　

務

　　

60 999　　　5 108　　99 807　　　1 031
不

　

良

　

債

　

務

　

比

　

率

　　　

瓦.7

　　　

16.7

　　　

卯.9

　　　　

＆7

㈱ 不良債務は、再建債を加算しないものである。
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企業決算の状況（つづぎ）
(単位 百万円・％）

ガス事業

　

１

　

病院事業

　

１

　

雫
水道事JU§

　

｜

　

その他事業

　

｜

　　　

計

　　　

5050
1　　　73

30ｲ　　　271 32ﾊﾞ　　　388 868 j 1 606 152

　　　

3 598
1　　　　41

315 1　　　　171 457　　　　　173 743 1　　　1 084 701 1

　　　

3 598
1　　　　41

298 1　　　　163 569

1　　　　169

460　　　　923 479

　　　　

‥レ’･”‥’･’１ ｒ爪息靫｜｀’I‘¨≒　H　　　　i

　　　　

5050
1　　　73

30ｲ　　　271 323
1　　　388

86い 1 606 152

　　　　

3 598
1　　　　41

315 :　　　　171 457　　　　　173 743 1　　　1 084 701

　　　　

3 598
1　　　　41

298
1　　　　163

569

1　　　　169

460　　　　923 479

　　　　　

46 1　　　　18 263 1　　　　33 981　　　　　　2 795

1　　　　80

432

　　　　　

152 1　　　　6 142 1　　　　　79り　　　　9241 [　　　　30 252

　　　　　　

17 1　　　　　86ｙ　　　　2 36（　　　　　679 1 6 391

　　　　

123リ

　　　　

6718 1　　　　62 72リ　　　202 410 l 404 376

　　　　　

242

　　　　　　

5 226 1　　　　41 425 1　　　　40 710 1　　　　148 020

　　　　

480

ﾔ

　　　

68 070　　　229 898　　　348 159 1 1 458 133

　　　　

8617 j　　　　84％判　　　　271 186

1　　　　483

255　　　　1 805 932

　　　　

7 359 i　　　　69 100 l　　　245 015　　　　366 390 1 417 022

　　　　　

167 ・　　　　　　46　　　　　　8 690　　　　　　9 224 1　　　　43 086

　　　　　

892 1　　　　　9 247 1　　　　21 002　　　　　82 5001　　　　266 797

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

884 ，　　　　8 856 1　　　　　14487　　　　　80 994 ・　　　　198708

　　　　　

366
1　　　　　6

615
1　　　　　5

169
1　　　　34

356
1　　　　122

113

1

　　　　

3 818
1　　　　17

690
1　　　　41

348
1　　　　136

241
1　　　　372

427

　　　　

1 404 1 10 492　　　　　23 080 ・　　　　115 021
1　　　　255

953

1

　　　　

2414

　　　　　

7 198　　　　　18 268 1　　　　21 220 1　　　　116474

　　　　　

28.0

　　　　　　

∂.4

　　　　　　

∂.7

　　　　　　

3.1

　　　　　　

∂4

　　　　　　　

l

　　　　　　

i
-
度に繰越される支出の財源充当額｣を控除した額が資本的支出に不足する額のみを

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円・％)

　

ガス事業

　

１

　

病院事業

　

｜

　

雫
水道事］

a

　

l

　

その他事業

　

丿

　　　

計

　　　

｜

-

　　　　

33 289　　　　　484 093　　　　1 355 086　　　　2 066 085　　　　8 480 145

　　　　

29 013　　　　　377 349　　　　1 240 156　　　　　343 089　　　　6 150 952

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　

1 S12 166　　　　1 S12 166

　　　　　

3 953　　　　　106 189　　　　　113 971　　　　　207 904　　　　803 961

　　　　　　

323

　　　　　　　

556
1　　　　　　960　　　　　　2

926　　　　　13 066

　　　　　

5 847　　　　　174 784　　　　　108 551　　　　1 085 363　　　　1 983 738

　　　　　　

796

　　　　　

14 264　　　　　　2 366　　　　　567 966　　　　782 123

　　　　　

5 051　　　　　160 520　　　　　106 186　　　　　517 397　　　　1 201 615

　　　　

27 442　　　　　309 309　　　　1 246 535　　　　　980 722　　　　6 496 407

　　　　　

5 154　　　　　165 559　　　　　284 240　　　　　133 499　　　　1 108 765

　　　　

19 527　　　　　214 241　　　　　687 905　　　　　769 624　　　　4 808 967

　　　　　

3 294 1　　　　27 088　　　　　293 427　　　　　40 532　　　　895 680

　　　

△

　　

532

　　　　

ム97 579　　　　A　19 036　　　　　37 066　　　　△317 005

　　　　　

2.

U

　　　　

19.6

　　　　

仙忿

　　　　

jθJ

　　　　　　

j∂.ﾀ

　　　　　

102.7

　　　　

116.6

　　　　　

卯.j

　　　　　

麗.2

　　　　　

糾.5

　　　　　

7＆ﾀ｜

　　　　　　　

66.2

　　　　　　

jひ7.ﾀ

　　　　　　　

如.2

　　　　　　

邸丿

　　　　　

郭.S

　　　　　　

銘.j

　　　　　　

認.5

　　　　

lJf3^.6

　　　　　

μ乙5

　　　　　

j乙θ

　　　　　　　

５.巳

　　　　　　

丿甜.4

　　　　　　

認.7

　　　　　　

巧,S

　　　　　

2 142　　　　　75 132　　　　　10 334　　　　　32 398　　　　286 951

　　　　　

16.7

　　　　　　

19.0

　　　　　　

25.6

　　　　　　

j＆∂

　　　　　　

23,2

375 ―



第120表法

　

適用

　

企業
の

　

　 　 　

-=W¶=--==-W-==－J-･r¶－=㎜-=

　

S----〃-=-=W----==-¶警

　　　　　

WW-警===aa===----♂･-

　　　　　

=･-=--

　　

区

　　　　　　

分

　　

｜

　

昭和43年度

　

｜

　　　　

44

　　　

純

　　　

利

　　　

益

　　

(1 099) 16 141　　（川44) 22 429

　

杢

　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　

(309)

　

5 703　　　( 299)　　3 421

　

道

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　

13 892　　　　　　　　　13 847

　

難

字事業数の割合

　　　　　　　

認.θ

　　　　　　　

澱.5

　

業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　

∂．∂

　　　　　　　

6.2 I

　　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　

（

　

33）丿31

　　　

（

　

37）

　

1 266

　

工道

　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　

（

　

34）

　

2 062　　　（　32）　2 368

　

業事

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　

7 320　　　　　　　　9 383

　

用

　

|

赤字事業数．の割合

　　　　　　　　

50.7

　　　　　　　　　　

4＆4

　

水業

　

累積欠損金比率

　　　　　　

5j.名

　　　　　　

ｇ利

　　　

昶

　　　

利

　　　

益

　　

（

　

29）

　　

765

　　　　　

（

　

28）

　

439
1

　

含

　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　

（

　

53) 18 782　　　（　53) 23 377

1

　

通

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　

112 099　　　　　　　133 041

　

事

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

混.δ

　　　　　　　　　　

醇.4

　

業

　

累積欠損金比率

　　　　　　

112.2

　　　　　　

丿認.4

1

　　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　

（

　

35）

　

2 700 （　35) 2 21べ

　

電

　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　

（

　

4）

　　

54

　　　

（

　

4）

　　

8り

　

気

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　

344

　　　　　　　　　

304 1

　

事

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

扨丿

　　　　　　　

扨jl

　

業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　

j,4

　　　　　　　

j.舛

　

，純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　　

61）

　　

490

　　　　　

（

　

65）

　

550

　

が

　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　

a

　

lo） 81　　　　　（　7）　　6引｜

　

ス

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　　

440

　　　　　　　　　

424 ，
ﾘ゛

|

字事業数の割合

　　　　　　　

13^

　　　　　　　

ﾀ.71

　

業

　

累積欠損金比率

　　　　　　

∂.忿

　　　　　　

5^ j

　　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　

( 362)　3 340　　　( 266)　2 108
1

　

病

　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　

( 370)　7 445　　　( 460) 13 503 i

　

院

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　

15 347　　　　　　　　25 049 1

　

事

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

5θｊ

　　　　　　　　

6S^

　

業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　

＆忿

　　　　　　

11.8

/ゝ

　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　

（

　

17）

　　

185

　　　　　

（

　

2o）

　

67

白

ぶ道

　

純

　　　　　

損

　　　　　

失

　　　

（

　　

7）

　　

1 928 （　5）　1 68S I
共事

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　　

8 019　　　　　　　　　9 094

雛

字事業数の割合

　　　　　　　

ｇ.忿

　　　　　　　

ｇ.，｜

水業累積欠損金比率

　　　　　　　

訪丿

　　　　　　　

砲･リ

　　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　　

153)

　

6019

　　　　　

( 183)　8 101 1
そ事

　

純

　　　　　

損

　　　　　

失

　　　　

S

　

66）

　　

935

　　　　

（

　

69）

　

1 302

1

の

　　

累

　　

積

　　

欠

　　

損

　　

金

　　　　　　　　　

4 001　　　　　　　　　4 594

　　

|

字事業数の割合

　　　　　　　

27.0

　　　　　　　

27.-4

他業累積欠損金比率

　　　　　　　　

8S

　　　　　　　　

7.1?｜

　　　

純

　　　　

利

　　　　

益

　　　

(l 789) 30 771　　　(1 794) 37 790

　　　

純

　　　　

損

　　　　

失

　　　

( 853) 36 990　　　( 929) 45 802

　

計

　

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　　　　

161 462　　　　　　　　195 81U

　　

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

紹ｊ

　　　　　　　　

SSJ.

　　　

累積欠損金比率

　　　　　　

Z7.6

　　　　　　

28.0

㈱
（

)書は、事業数を示す。 ただし、建設中の事業は含まない。
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事業別決算の推移
(単位

　

百万円・％)

　　　　　

45

　　　　

1

　　　　　

46

　　　　

1

　　　　

47

　　　　

1

　　　　

48

　　

（1 183) 21 410　　　（1 140) 14 318 (1 231)　19 776 (l 205) 24 177

　　

( 297)　　2 695 ( 408)　　9 097　　　( 387)　18 108 ( 461) 28 873

　　　　　　　

12 500　　　　　　　16 923　　　　　　24 394　　　　　　42 511

　　　　　　　　

却丿

　　　　　　　　　

邱.4

　　　　　　　　

留丿

　　　　　　　　

忿乙7

　　　　　　　　

4.∂

　　　　　　　　　

5.ﾀ

　　　　　　　　

7.j

　　　　　　　　

と.θ

　　

（

　

39）

　

1 868　　　　（　36）　2 091　　　（　41）　2 396　　　（　42）　3 231　1

　　

（

　

31）

　

1 689　　　　（　35）　1 467　　　（　32）　2 272 （　31）　2 307

　　　　　　　

10 782　　　　　　H 850　　　　　12 368　　　　　13 775

　　　　　　　　

如Ｊ

　　　　　　　　

卯ｊ

　　　　　　　

μ．∂

　　　　　　　

μＪ

　　　　　　　　

屁.忿

　　　　　　　　

卯ｊ

　　　　　　　

μ.7

　　　　　　　

μ.ﾀ

　　

（

　

25）

　　

688

　　　　

（

　

17）

　　

426

　　　

（

　

16）

　

1 663　　　（　13）　1 299

　　

（

　

S4) 34 895　　（　61）　42 001　　　（　63) 55 162　（　66）　45 021

　　　　　　

160 721　　　　　　　192 889　　　　　　241 009　　　　　　240001

　　　　　　　　

66.７×　　　　　　　７８ｊ x　　　　　　７９.７ ×　　　　　　８３ｊ

　　　　　　　

μ2.∂

　　　　　　　　

167 a　　　　　　　圃忿Ｊ　　　　　　　μ4.θ

　　

（

　

36）

　

2 507 （　33) 2 728　（　33）　2 797 （　28）　2 174

　　

（

　

1）

　　

4

　　

（

　

2）

　　

202

　　　

（

　

1）

　　

1

　

（

　

6）

　　

223

　　　　　　　　

129

　　　　　　　　　

213

　　　　　　　　

136

　　　　　　　　

312

　　　　　　　　

口.7

　　　　　　　　　

5.7

　　　　　　　　

忿.∂

　　　　　　　　

17.6

　　　　　　　　

θｊ

　　　　　　　　　

θｊ

　　　　　　　　

θ.5

　　　　　　　　

1.1

　　

（

　

64）

　　

594

　　　　

（

　

55）

　　

511

　　　

（

　

51）

　　

546

　　　

（

　

29）

　　

295

　　

（

　

8）

　

10S

　　

（

　

16）

　

185

　

（

　

21）

　　

256

　　　

（

　

44）

　　

853

　　　　　　　　

510

　　　　　　　　　

649

　　　　　　　　

807

　　　　　　　

1 294

　　　　　　　　

む.j

　　　　　　　　　

忿瓦5

　　　　　　　　

2ﾀ.忿

　　　　　　　　

∂θ.J

　　　　　　　　

5.7

　　　　　　　　　

＆∂

　　　　　　　　

7.ざ

　　　　　　　　

10.1

　　

( 278)　　2 827 ( 216)　2 309　( 345)　　4 786　　　（　206) I 927

　　

( 438) 14 066　　( 489)　21 614　　( 360) 19 937　（　496) 43 648

　　　　　　

36 178　　　　　　53 553　　　　　　69 405　　　　　104 961

　　　　　　　　

む.忿

　　　　　　　　　

印.4

　　　　　　　　

むj

　　　　　　　　

7θぷ

　　　　　　　　

μ.4

　　　　　　　　　

却.θ

　　　　　　　　

勿.θ

　　　　　　　　

訪.∂

　　

（

　

19）

　　

573

　　　　

（

　

19）

　

139

　

（

　

22）

　　

401

　　　

（

　

19）

　　

597

　　

（

　

7）

　

2 010　　　　（　9）2 134　（　7）　3 709 （　9）　5 976

　　　　　　　

9 887　　　　　　　　U 694　　　　　　　14 963　　　　　　　20 317

　　　　　　　　

邱.∂

　　　　　　　　　

銘丿

　　　　　　　　

糾丿

　　　　　　　　

認丿

　　　　　　　　

認.7

　　　　　　　　

邱ｊ

　　　　　　　

μふ

　　　　　　　

5θＪ

　　

（216）

　　

9 605 （205）　10 046　　　( 206　13 507　（　229) 18 753

　　

（

　

87）

　

2 026 （　94）　4 744　　　（憐5 387 （　94) 4 556

　　　　　　　

5 575　　　　　　　　8218　　　　　12 745　　　　　　　13 675

　　　　　　　

認.7

　　　　　　　　　

お.4

　　　　　　　　

j＆５

　　　　　　　　

即.j

　　　　　　　　

4.7

　　　　　　　　　

7j

　　　　　　　　

却.θ

　　　　　　　　

7.∂

　　

(1 860) 40 072　　(1721)　32 568 (1 945)　45 872 (1771) 52 453
＝

　

( 923) 57 490　　(1 114)　81 444　　　( 975) 104 831　　0 207) 131 457

　　　　　　

236 282　　　　　　295 989　　　　　375 827　　　　　436 847

　　　　　　　

S2S

　　　　　　　　　

即ｊ，

　　　　　　

お４

　　　　　　　　

如ぶ

　　　　　　　

認.7

　　　　　　　　　

詔.5

　　　　　　　　

郎丿

　　　　　　　　

巧.4
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第121表昭和48年一度法非

　　

区

　　　　　　　

分

　　

ヤ１卜ａ事郎aV素ＩＰ９|市ｕ業

総

　　　

収

　　　

益

　

A
1　15

720　｀2 878　52 968　55 373　，12 261

　

(営

　　

業

　　

収

　　

益)

　　　

12 650　　　2 010　　17 378　　51 574 8 324

　

う{料

　　

金

　　

収

　　

入

　　

10 652　　　1 987 10 941　　32 888　　6 650

　

ち他会計繰入金

　　

2 477　　　505　33 839　　2 376　　2 979

　

総

　　　

費

　　　

用

　

B

　　

13 466　　2 569　53 858　21 622　11 410

　

り

　

職

　

員

　

給

　

与

　

費

　　

4 131　　　1 568　　13 038　　1 701　　3 042

　

ぺ

払

　　

利

　　

息

　　

2 716　　　121　　19 556　　9 202 3 786

　

収

　

支

　

差

　

引(Ａ－Ｂ)C

　　　

2 254　　　309 ・　889　　33 752 851

　

資

　

本

　

的

　

収

　

入

　

D

　　

30 564　　　789　322 564　46 257　34 281

　

り

　

地

　　　

方

　　　

債

　　

12 722　　　564　135 762　　32 857　　24 747

　　

1

他会計借入金

　　　

51

　　　　　

31

　　　

419

　　　

949

　　　　

4

　

ち

　

国庫(県)補助金

　　

7 616　　　651 86 838　　　458　　5 021

　

資

　

木

　

的

　

支

　

出

　

E

　　

31 816 1 141　　319611　　77 245　　35 124

　

う

　

建

　

設

　

改

　

良

　

費

　　

30 203　　　　783　300 436　　46 286　　30 243

　　

|

地方債償還金

　　

1 387　　139　8 167　19 592　3 393

　

ち他会計繰出金

　　

49

　　

218

1

233

　　

9 426　　　143

　

収支差引(Ｄ－Ｅ)Ｆ

　

－1 252 ・　3531　2 953 ， 30 987 ， 843

　

収支再差引(Ｃ十Ｆ)G

　　

1 002　A 44　　2 064　　2 764　　　　7

　

形

　

式

　

収

　

支Ｈ

　　

２２８９－　1J　5 325　11 578 ，　263

　

翌年度へ繰越すべき財源

　

I

　　　　

893

　　　　　　

3

　　

8 018　　7 927　　　190

　

実

　

質

　

収

　

支(Ｈ－I)

　　

1 396 '^　　162・2 693　　3 651 －　　453

　　

黒

　　　　　　　　　

字

　　　

2 256　　　　41　　2 967　　6 100　　　464

　　

赤

　　　　　　　　　

字

　　　

860

　　　

203

　　

5 660　　2 450　　　917

　

赤

　

字

　

事

　

業

　

数

　

割

　

合

　　　　

∂.5

　　　

即.∂

　　　

∂.∂

　　　

μ.j

　　　

10J8

　

収

　

益

　

的

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　

105^

　　

106,3]

　　

舒４

　　

ｊ４４

　　

∂Ｍ

　

赤

　　

字

　　　

比

　　　

率

　　　

7.∂

　　　

10.1

　　

μ４

　　　

瓦∂

　　

lU

■㎜-===

　　

==----〃－

　　　　　　　

a-¶〃W-一遍四㎜-
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適用企業決算の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

__

ぶ゛彙IPリ1Pリ〕げ彗IP゛彗|

　　

お

　　　　

6 339　　16 812　　　104 358　　　　3 913　　　　3 423i 274 047

　　　　

4 231　　　　15 066　　　100 8821　　　　3 164　　　　3 2581　　　　218537

　　　　

4 151　　　　13430i　　　95 4691　　　　3 149　　　　3 235　　　　182 555

　　　　

1 878　　　　1 276　　　　1 324　　　　　587　　　　　141　　　　47 388

　　　　

6 021　　　　14563i　　　18 340　　　　2 984　　　　2 346!　　　　147179

　　　　

2 78４　　　　４6０4　　　　　855　　　　　23０　　　　　3111　　　　32 263

　　　　

820

　　　　

1 080　　　　12２6４　　　　1979　　　　　821'　　　　5２ 3４8

　　　　

318

　　　　

２249　　　86 018　　　　　92９　　　　1 078　　　　126 868

５

　

５

　

４

　

０

　

７

　

７

　

６

　

２

　

ｅ
ｎ

s
Ｄ

C
O

Ｏ
^
　
９
　
７
　
７
　
ｊ
　
Ｊ
　
ｊ

５

　

３

　

８

　

１

　

２

　

７
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その１

　

収支の状況

　

（１）事業勘定

第!22表

　

国

　

民

　

健康保険

--

　

一一一

　

一一

　　

一一一

　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

48

　　　　　

年

　　　　

度

　　　　　

|

一一一一

　

-
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ヤ
９．1実野り几Ｌ瓢参入ズ丿懇懇゛|

　　　　　

｜

　　

ヤＡ）

4

゛゛ ゛゛ヽ・|゛雌ぐＡ）－（13）－
＿＿

　　　　　

・

　　

i

　　　　

助額（Ｂ）|

　

（Ｃ）

　　　

叫

　

（Ｃ）十（功

　

｜

全市町村j

　

3 288　35 287　18 336!　27 041　　　　590　4　9500i

　

黒字団体1

　

2 535　37 9321　　878|　　5 3051　　4471　32 1回
’赤字団体1

　　

753ト

　

26『

　　

174581 21736　　　　143　△41696

大

　

都

　

刮

　　

9二

　

2 142 1365,　　9 702
＋13

209

　

ぶし①ニレス

　

ニ|

　　

∧二

八

　

632 。 125001　　3 018!　　12665　　　3301 ， 2 854

　

黒字団体1

　　

403'

　

15 678　　440!　　3 0071 226　　12 457

　

赤字団体i

　　

229じ

　

31ﾂﾞ

　　

2 578　　9 658　　　1031 - 15311

町

　　　　

村1
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黒字団体
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赤字団体
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－
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ヤ
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－
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算
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その2

　

(1)

歳入歳出内訳

事業勘定(歳入)

第122表

　

国

　

民

　

健

　

康保険

区

　　　　　　　　　

分

　

1

昭和48年度

1

昭和47年度

|

増

　

減

　

額

1

状よ

レレ
レ］

　

療養給付費負担金

　　

497 9％ﾚ　406 560　　　91 436

　

迂回ﾚﾚ1

　

ヅ

都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金

1

　　　

18 881 17 953 1　935

ごニレ∧

　

そ

　

の

　

他・も

　

ふ

　　　

ぺ

〕

I

　　

3 724　　　　　　460

于几:ﾆﾄﾌﾞ①三

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計

　　　　

1 000 559 1　　　832432　　　　168127
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事

　

業

　

決

　

算

　

の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

決算額構成比

　

ｉ

　

増減額構成比

　

１

　

増

　　　

減

　　　

率

　　

ｉ

ｏや度卜年度卜，や・ﾄ７４１ドレド‾（二元√√

　　　　　　　　　　

一

　　　

-

　　

釦.∂

　　　

お.θ
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忿.∂
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乱６｜
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その2

　

(1)

歳入歳出内訳(つづき)

事業勘定(歳出)

第122表

　

国

　

民健康保険

|

二

　　　　　　　

分

　　

l

　

昭和48年度

　

|

　

昭和47年度

　

|

　

増

　

滅

　

額

　

総

　　　　　　

務

　　　　　　

費

　　　　

52 434　　　　43 609　　　　　8 825

　　

一

　　

般

　　

管

　　

理

　　

費

　　　　

34 446　　　　26 250　　　　　6 1％

　　

賦

　　

課

　　

徴

　　

収

　　

費

　　　　　

11 673　　　　　9 792　　　　　1 881

1

連

　

合

　

会

　

負

　

担

　

金

　　　　

ロ39

　　　　　

992

　　　　　

147
1

｜

　

その他

　

の

　

総務費

　　　

5 176　　　4 575 601

　

保

　　

険

　　

給

　　

付

　　

費

　　　

886 141　　　741 500　　　144 641

　

療

　　　

養

　　　

諸

　　　

費

　　　

873 151　　　779 242　　　143 909

　

そ

　

の

　

他

　

の

　

給

　

付

　

費

　　　　

9 168　　　　　9218　ム50

1

　

診療報酬審査支払手数料

　　　　

3 822　　　　3 039 783

　

保

　　

険
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設

　　

費

　　　　

12 947　　　　10 777　　　　2 170
1繰

　　　　　　

出

　　　　　　

金
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596

　　　　　　

129

　

財源補てん的なもの
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97

　

そ

　

の

　

他

　

の

　　

も

　　

の

　　　　　　

135
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32

1

基

　　

金

　　

積

　　

立

　　

金

　　　　　

1 836　　　　　1 799　　　　　　37

　

公

　　　　　　

債

　　　　　　

費
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205

　　　　　　

137

　

元

　

利

　

償
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金１

　　　　

３

　　　　　

６－

　　　　　　

３
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一時借入金利子
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前
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金
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そ

　

の

　

他

　

の

　　

支

　　

出
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1

　　

m

　　

・

　　

1汁
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1

(２)直診勘定(歳入)

　　

区

　　　　　　　　

分

　　

|

　

昭和48年度

　

1

昭和47年度

|

　

増
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｜

診

　　　

療

　　　

収

　　　

入
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支

　　

出

　　

金

　　　　　

814
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付
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そ

　　　　　

の

　　　　　

他
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都

　

道

　

府

　

県

　

支

　

出

　

金
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17

他

　

会

　

計

　

繰

　

入

　

金

　　　　

3 781　　　　2 815　　　　　966

　

普通会計からのもの

　　　　

3215

　　　

2 334 881

　

事業勘定からのもの

　　　　

549

　　　　　　　

449

　　　　　　

100

　

その他の会計からのもの

　　　　　

17

　　　　　

32

　

ム

　　　　　

15

基

　　

金

　　

繰

　　

入

　　

金
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46

　　　　　　

91

繰

　　　　　　

越

　　　　　　

金
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地
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債
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の

　

他

　

の

　　

収

　　

入
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ム
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歳

　　

人

　　

合

　　

計

　　　　　

25 635　　　　21 519　　　　4 116
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事

　

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況(つづき)

(単位

　

百万円・％)

　

決算額構成比

　

1!

　

増減額構成比

　

i「

　

増

　　　

減

　　　

率

　　

｜

--一一一一一

　　　　　　　　　　

ﾄ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一一一ご
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年度ﾄ7年度ﾄ8年度ﾄﾌ年度

j

48 年度147年度i
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1　　　　5.41　　　　5.5　　　　J.∂1　　　　勿.忿l　　　　1S.0

　　　

∂.∂

　　　　

＆5i

　　　

S.9
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j.忿

　　　　　　

Ｕ（

　　　　

ム引

　　　　

θ.ﾀ・
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18.3 ＼

　　　

θｊ

　　　　

θ.Ｌ

　　　

θ.j

l

　　　

θ.バ

　　　

μ･（

　　　

15M I

　　　

θ.5

　　　　

θ引

　　　

叫

　　　　

θ.J！　　　13.1　　　　∂.削

　　　

釘.∂

　　　

Ｍ.∂・

　　　

卵.れ

　　　

卵ｙ

　　　

19.5

　　　　

刀.ド

　　　

卵.5

　　　

卵引

　　　

卵訓

　　　

卵.軋

　　　

四.71

　　　

釘.が

　　　

j.θ

　　　

ムド・

　

θ.叫

　　　

心に

　　　

θｙ

　　　

4.Ｅ

　　　

叫

　　　

叫ｌ

　　　

り.51

　　　

心（

　　　

匹則

　　　

狸.（

　　　

IX

　　　

1.S

　　　

j.丿

　　　

θ･馴

　　　

釦.ロ

　　　

瑠副

　　　

θ.j

　　

θ.が

　　

θｊ－

　

θjl

　　

釘.（乙

　

糾.ヰ

　　　

θｊ

　　　

θ.パ

　　　

θｊに

　　

θji

　　　

19.7ト

　　

認.（

　　　

θ.θ

　　　　

∂Ｊ！

　　　

0.0 ! -　　0.0 i　　　おｊ　．　　瑠.り

　　　

θ.忿

　　　

∂ｙ

　　　

θ.θし

　　

θJi

　　　

むに

　　

仏刹

　　　

θ.θ

　　　　

θ･引

　　　　

0.1

　　　　

θ.叫

　　　　

卵.斟

　　　　

征列

　　　

θ.θ

　　　　

θ.Ｅ人

　　　

θ.θト

　　

0.0 ! -　　ｍθし　　57.1 ＼

　　　

θ.θ

　　　　

θ.み

　　　

θｊ

　　　　

θ.丿

　　　

加.釧

　　　

56.7

　　　

θｊ

　　　　

θ川

　　　

乙○

　　　

り･（

　　　

弱恥

　　　

jﾀ.51

　　　

心

　　　　

θJI

　　　　

θｊド

　　　

4‘≒

　　　　

7°∂ド

　　　

76.バ

　　　

100.0

　　　

100.0 1　　　100.0 1　　　100.01　　　　洙8 1　　　　24.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

(単位

　

百万円・％)

-

　　

一一一一

　　

一一一一一一

　　

一一一一一一一一

　

決算額構成･比

　

｜

　

増減額構成比

　

i，

　

増

　　　

減

　　　

率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＿_＿

≪

48年度ﾄ7年度ﾄ8年度ト7年度148年度1 47 年度

　　　

71S

　　　　

３.j

　　　　

57.8

　　　　

7O.≪

　　　　

15.6

　　　　

瑠Ｊ

　　　

＆忿

　　　　

名.∂

　　　　

4.5

　　　　

∂.ﾀ|

　　　

四４・

　　　

卯.9

　　　

ム7

　　　　　

ム7

　　　　　

ム∂

　　　　　

j.5

　　　　　　

召ｙ

　　　

j＆θ

　　　

j.5

　　　　

j.忿

　　　　

邸

　　　　

以|

　　　

郭ｙ

　　　

認4.8

　　　

θ.∂

　　　　　

θ.∂

　　　　　

θ.4

　　　　　

lJ

　　　　　　

12.2‘

　　　

郭.j

　　　

μｊ

　　　　

μ丿

　　　　

留.5

　　　　　

5j

　　　　　

舛.j

　　　　　　

乙7

　　　

12.5

　　　　

扨丿

　　　　

釘.4

　　　　　

∂.j

　　　　　

腔ｊ

　　　　　

お.4

　　　

忿丿

　　　　　

忿丿

　　　　　

忿４－

　　　

j.5

　　　　　

麗.j・

　　　

121､０

　　　

θｊ

　　　　　

θｊ－

　　　

θ.4

　　　　　

θＪ－

　　　

郭j

l

　　　　

甜.&

　　　

θ.5

　　　　　

θＪ

　　　　　

忿Ｊ

　

－

　　　

jj

　　　　

197.8 ^　　　U7.1

　　　

4.5

　　　　　

4.j

　　　　　

∂.8

　　　　　

Ud

　　　　

お.51

　　　　

瓦.s

　　　

O 0　　　　3.3　　　　ぶ.j　　　　ﾀ.斟　　　19.2　　　　卸･U

　　　

j.ﾀ

　　

忿.4‘

　

θ.∂

　　

2.5い

　　

4ﾔ

　　

20.6

♂

　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0
1　　　19.1　　　19°O

I

_･_

　　　

＿__‥____＿＿こ＿･＿_＿ゴ_＿_____.､＿＿し＿__＿.＿＿.コ
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その2

　

(2)

　　　　　　　　　

第122表

　

国

　

民健康保険
歳入歳出内訳(つづき)
直診勘定(歳出)

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　

1

　

昭和48年度

　

丿

　

昭和47年度

　　

増

　

滅

　

額

一一一--
総

　　　　　

務

　　　　　

費

　　　　

12927　　　　10 903　　　　　2 024
11

　

l

　

l

　

・

　

1

　　

セ

　　

で

　　

宍

｜

　

普通会計に対するもの

　　　　　

38

　　　　　

19 19
1

　

事業勘定に対するもの

　　　　　

8

　　　　　

19

　　

‘Ｈ
）ぐ）蟹会Y”1ヤ1

　　　

ゴ

　　　

ｊ

　

＾

　

ｊ

よ亀洛該貢１

　

言

　

Ｉ

　　

Ｅ

ド．゜♂

　

≒ｉ♂

　　

26ぷ

　　

22氾

　

≒沿

その３

　

国民健康保険、健康保険の被保険者数等の状況

１

　

ｇ

　　　　　

゛にま４↑辰こ
1

7≒゛√

型畠Ｗｄｎ二三ぎ卜ご

,鰻容易:菜醤狸嬰JSI訓

　　

詣レ

　　

裟

　　　

図り
㈱１

　

２

　

３

'官事價沃寮者分1

　　

13 783　1　　7 994

｢国民健康保険｣は、市町村及び国民健康保険組合分である。

｢受診率｣は、療養給付費のりち、診療費に係る被保険者数｢受診率｣は、療養給付費のりち、診療費に係る被保険者数(被扶養者数) 100

｢1人当だり医療給付費｣とは、療養の給付(家族の療養の給付)に療養費(家

その４

　

総所得金額等の段階別国民健康保険税(料)額等の状況

|

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

世

　

世

帯

　　

（構

　

成

帯

　

比

　

16

　

万

　

円

　

以

　

下

　

の

　

も

　

の

　

i

　　　　　　

2 341千世帯l　　　　　　　　17SI^

　

16万円を超え

　

20万円以下のもの｜

　　　　　　

602

　　　　　　　　　　　　　　

4.∂

　

２０万円を超え

　

30万円以下のもの1

　　　　　

1 115　　　1　　　　＆5
・

　

30万円を超え

　

40万円以下のもの’

　　　　

1 227　‘　　　　　　　　μ1

　

40万円を超え

　

50万円以下のもの|

　　　　　

1 264　　　　　　　　　　　!?.71

　

50万円を超え

　

70万円以下のもの1

　　　　　

1 999　　1　　　　　　　μj
1

　

70万円を超え

　

100万円以下のものi

　　　　　

1 845　　　j　　　　　　　　μ.j
コ00万円を超え

　

150万円以下のもの｜

　　　　　

I 313　　　j　　　　　　　却ｊ
）o万円を超えるもの

　

i

　　　　

1 340　　　1　　釧

j

　　　　　　　　　

l

　　　　　　　　　

i

　　　　　　

13 046 1　　　　　　　　100.0 1

㈱１｢世帯数｣は、昭和48年現年度分市町村民税の課税の基礎とな､つた総所得金

　　

２｢保険税(料)｣は、昭和48年現年度分の保険税(料)(減額の規定に基づく国民

　　

いては、昭和49年３月31日現在における加入市町村において月割を行う前
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事

　

業

　

決

　

算，の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

決算額構成比

　

’増滅額構成比

　

ｌ

　

増

　　　

減

　　　

率

　　

i

　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　

一一
48年度ﾄﾌ年度

　

48

　

年度ﾄ7年度!48年度1 47　年　度｜

　　

狐５

　　　

μ.4

　　　

卵･釧

　　　

拡帽

　　　

召･り

　　　

j＆7

　　

努

　　

忿

　　

啜・

　

胚

　

茄

　　

詣

　　　

θ.忿

　　　　　

θ.2

　　　　　

θｊ

　

．

　　

∂ｊ！

　　　　

j乙忿

　　

－

　　

＆∂

　　　

θ.j

　　　　　

θ.j

　　　　　

θｊ

　

，

　　

θ.J’

　　

釦θ.θ1

　

－

　

４.5

　　　

θ.θ

　　　　　

θ.j

　　

，

　　

θ.j

　　　　　

θ.2

　

－

　

57.9

　　　　　

卵Ｊ

　　　

θ.θ

　　　　

θ.θ

　

乙

　　

θｊ

　　　　

－

　

・100.0

　　　　

－

　　　

?::

　　

y:l

　　

に§

　　

劉

　

訃

　　

慰

　　　

ム忿

　　　　　

j.忿

　　　　　

j4

　　　　　

1.0

　　　　

麗J

　　　　　

12.9

　　　

θ.ﾀ

　　　　

θ.j

　　　　

θｊ

　　

・

　

0.5!　　　＆∂|　　ム　認Ｊ

　　　

＆4

　　　　

9.7

　　　　

j.4

　　　　

7.2 ＼　　　2.∂　　　　114

　　　

θ.4

　　　　　

j.∂

　

･･

　　

δ.7

　　　　　

∂.∂

　　

・

　

74J l　　　　j錨.51

　　

100.0

　　　

100.0

　　

100.0 !　　100.0
1　　　18.3

J　　　　16.0

　　

受

　　　　

診

　　　　

率

　　　　

１人当たり医療給付費

　　

｜

　　　　　　　　　　

一一

　　　　　　　　　　

一
昭和48年度|昭和36年度丿増

　　　

減

　

昭和48年度!昭和36年度|増

　　　

減｜

519.1

627.2
580.8
527.2
601.3

257.9件i

　　　

261

　　　　　

｜
472.6 j　　　154.6

353.6 1　　　227.2

S23.4 !　　　　3.8

601.6 I　，　　０.3

29 797

44 632

15 576

31 ４40

15 ４36

3311

8 39８

1 942

7 074

3 1０5

36 23４

人当たりの受診件数である。

族療養費)を加えた額を、年間平均被保険者又は被扶養者数で除した額をいう。

保 険

金

　

10110

　　

4 674

　

11 923

　

17 ４４2

　

22 278

　

４5 563

　

57 353

　

57 752

　

89 157

316 253

（

税

一一

構

(料)
一
成 比

忿
５
７
５
θ
４
ｊ
タ
ｊ
ｏ

　

一
ｅ
一
孝
一
１
●
・
●
ゆ

G
v
3
1
-
^
s
<
:
l
V
O
＾
^
■
＜
＾
ｏ
ｏ
^
0
0
0

　
　
　
　
　
　

W
　
■
P
-
H
　
＞
Ｈ
　
(
＾
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

１世帯当たり保険税(料)

　

4318

　

7 756

10 629

1４218

17 625

22 791

31 084
４3 998

66 533
24 241

額等の段階にそれぞれ該当する世帯数である。

健康保険税(料)の減額の適用を受けた者については当該減額後の額、月割課税分にっ

の年税額)である。
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その１

　

収支の状況

第123表収 益

　　

事 業

一一一一

　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　　

昭

　　　　　　

和

　　

J=

　　　

48

　　　　　

年

　

ｇ

　　

ｿ

l as゛
卜営勺゛劈叫゛ヰｱ元戸繋黎゛

　

都道府県1

　　

471 437 623　　　416 512　　　21 110　　　　7 108

　

黒字団体

　　　

47
1　437

623　　416512　　21 110　　　7 108

　

赤字団体

　　　

－１

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　

市

　　

町

　　

村

　　　

153

　　

2 178 761　　2 124 468　　　54 293　　　5 684

　

黒字団体

　　

151

　

2 157 222　2 102 021　　55 200　　　5 301

　

赤字団体

　　　

2

　　

21 539　　22 447　・　907　　　383

　

大

　　

都

　　

市

　　　　

8

　　　

191 282　　188 277　　　3 005　　　　269

　

黒字団体

　　　

8 ・　　191 282　， 188 277　　　3 005　　　269

　

赤字団体

　　　

－｜

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　

都

　　　　

市

　　　　

90

　　

1 183 756　　1 141 890　　　41 866　　　1 838

　

黒字団体

　　　

90

　

1 183 756　1 141 890　　41 866　　　1 838

　

赤字団体

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　

町

　　　　

村

　　　　

3

　　　

22 606　　　23 344　・　737 304

　

黒字団体

　　　

2

　　　

7 554　　7 540 14　　　　　－

　

赤字団体

　　　

1

　　

15 052　　15 804　－　751　　　304

1

　

一部事務組合

　　　　

52

　　

781 117　　770 958　　　10 159　　　3 274

　

黒字団体

　　　

51

　　

774 630　　　764 315　　　10 315 3 195
1

　

赤字団体

　　　

1

　　　

6 487　　6 643　－　156　　　791
・

　　　　　

・

　　　　

200

　　

2 616 384　　2 540 980　　　75 403　　　12 792

　

黒字団体

　　　

198

　　

2 594 845　　2 518 533　　　76 310　　　12 409
1

　

赤字団体1

　　　

2

　　

21 539　　22 44U －　907　　　383

1

←---ふ皿一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一-

　　　　　　　　　　　　

〃

その２ 歳入歳出内訳

　　

一一一一一一一一一

　　

一
二ニ‾

　　　

タ

　

｜

　

競

　

馬

　

事

　

業

　　

ｉ自転車競走事業

　

１

-

　　

入

　　　　

楊

　　　　

料

　　　　　　　　　　

1 551　　　　　　　　　213バ

　　

車馬券等売上金

　　　　　　

567 368　　　　　　915 501
1

　

歳

　

繰

　　　　

入

　　　　

金両

　　　　　　　　　

1 439　　　　　　　　　　　560 1

:

　　　

普通会計からの分

　　　　　　　　　

6S6

　　　　　　　　　

170 1

i

　　　

その他の会計からの分

　　　　　　　　　　　

783

　　　　　　　　　　

390 、

｜

　　

繰

　　　

越

　　　

金

　　　　　　　　

13 900　　　　　　　　18 210
入

|

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　　　　　

4 368　　　　　　　　　13 961
1

　　

歳

　　

入

　　

合

　　

計(Ｂ)

　　　　　　

588 626　　　　　　　950 369

1

l

　　

開

　　　

催

　　　

費

　　　　　　　　

494 694　　　　　　　764 539

1歳

　

交

　　　　

付

　　　　

金

　　　　　　　　　　

7 921 33 826
1

'

　

繰

　　　

出

　　　

金(Ｃ)

　　　　　　　

44 718　　　　　　　　110 987 1
1

　　　　

普通会計への分

　　　　　　　

40 289　　　　　　102 45り

｜

　　　

その他の会計への分

　　　　　　　　　

4 429 8 535

！出

|

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　　　　　

19 413　　　　　　　　　14 13り
ｉ

　　

歳

　　

出

　　

合

　　

計(Ｄ)

　　　　　　　

566 946　　　　　　　　923 483

　　

歳入歳出差引(Ｂ)－(Ｄ)叫)

　　　　　　　

21 680　　　　　　　　26 886

1

収

　

翌年度へ繰越すべき財源(Ｆ)

　　　　　　　　

7519

　　　　　　　　　

1 806 ・

　　

繰

　　　　

入

　　　　

金両

　　　　　　　　　

1 439　　　　　　　　　　56引

　

|

繰

　　　

出

　　　

金(Ｃ)

　　　　　　

44 718　　　　　　　110 987
1

支再差引{E)-(P)一両刊Ｃ)

　　　　　　　　　

57 440　　　　　　　　135 506

施

　　

行

　　

団

　　

体

　　

数

　　　　　　　　　　　

71

　　　　　　　　　　

267

1

　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　　　　　　　

17

　　　　　　　　　　　

1

U

｜

　

{
市

　　

町

　　

村

　　　　　　　

54

　　　　　　

25列

　　　　　　　　　

－

　　　

〃-●

　　

●-･●●a●.●.-l.･.4　ﾐ、　－la八Et　吋1-"JTJ｡.､-lｆ
㈱

　

施行団体数は、１の団体が２以上の事業を実施している場合は、それぞれの事
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決

　　

算 の

　　

状 況

(単位

　

百万円)

　　　　　　

度

　　　　　　

！

　

昭和47年度

　　

比

　

較

　

増

　

滅

　

｜

りﾖ゛嵩勺丿聶Uﾚ

(I)
再Pl

　

ｖ

（

到馬馴l

　　　

171

　　

48 576　　62 407　　　　47　　56 424 1 0　　　　5 983

　　　

171

1　　48

576　　62 407

1　　　47　　56

424

1　　　　　0　　　　5

983

　　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　

3 475　　235 733　　280 868 1　　　154　　202 776
1　｡　　1　　　78

092

1

　　

3 454　　234 558　　281 0041　　　152　　203 287 1　　｡　　1　　　　77 717

　　　

21

　　　

1 175　･･　136　　　　　2　511 1 0　　　　　375

　　　

--

　　

26 989　　29 726

1　　　　9　　21

967　　･･　　1　　　　7 759

1

　　　

--

　　

26 989　　29 726　　　　　9　　21 967

1　　・　　1　　　　7

7s9

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

う

　　　

741

　　

137 615　　176 904

1　　　　91　　129

5001　　－　　1　　　　47 404 1

　　　

741

　　

137 615　　176 904　　　　90　　129 515 1　　　　　0　　　47 389 i

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

1

　

△

　

151

　　　　

1

　　　　

151

　　　

－･

　　　

1 640　　　　599　　　　　3　－　　84 1　　　　　0　　　　　683

　　　

－

　　

720

　　

73

ﾔ

　　　

2

　　

4ぶ

　　　

o

　　　

322

1

　　　

－
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業

　

決

　

算
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状

　

況

(単位

　

百万円)
-

　

年

　　　　　　

度

　　　　　　

1昭和47年度

　

｜比較増減
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）
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Ｈ
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レ
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その１

　

収支の状況

第126表交通災害共済事業

　　　　　

｜

　　　　　

昭

　　　　　　　

和

　　　　　　　

48

g

　

ｻ

ぴヤヤガサ陪吋副

都道府県

　　

2

　　

785

　　

394

　　

391

　　

261

　　　

9

　

黒字団体

　　　

1

　　

609

　　

228

　　

381

　　　

180

　　　

9

　

赤字団体

　　　

1

　　

176

　　

166

　　　

1o

l　　81　　　－

市

　　

町

　　

村

　　

227

　

11 324　　7 479　　3 845　　　1 356　　　358

　

黒字団体

　　

179

　

8 848　　5 452　　3 397　　661　　221

　

赤字団体

　　

48

　

2 475
1　2
027　　448

1　　694　　137

大

　

都

　

市

　　　

5

　　

1 257　　　870　　　386　　　445　　　61

　

黒字団体

　　　

3

　　

5％

　　

314

　　

281

　　　

167

　　　

30

　

赤字団体

　　　

2

　　

661

　　

556

　　

105

　　

278

　　　

31

都

　　　　

市

　　　

152

　　

4 544　　2 562　　1 983　　　625　　　282

　

黒字団体

　　

H3

　

3 630　　1 830　　1 800　　403　　177

　

赤字団体

　　

39

　　

914

　　

732

　　　

182
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町

　　　　

村
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2
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３

　　　

９

　　　　　

９

　

･‘Ｏ

　　　　

－

　　　　　

１

一部事務組合
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黒字団体
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赤字団体

　　　

4
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194

　　　

一

合

　　　　　

計
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赤字団体
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(直営方式)決算の状況

(単位

　

百万円)

　　

年

　　　　　

度

　　　　　　

昭和47年度
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＿
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＿
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－

　　　

－

　　　

－

　　　　　

192

　　　　

1

　　　　

79

　　　　

0

　　　

113

i

　　

－

　　　

－

　　　

－
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－

　　　

－
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2
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その２

　

歳入歳出内訳

第126表交通災害共済事業
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--
l

　　　　　　　　　　

・

　

1ﾛ48

　　　　

年

｜

　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

市

１

　　　　　　　　

゛

　

(

“゛

に

　

・ト‾聶-

１

　

共済掛金収入

　　　

7 682　　4％　　7 186　　892

1

　　

分担金及び負担金

　　　　

344 1　　　－　　　344　　　－
|歳

　

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　　

3 299 !　　　　252　　　3 047　　　　276

1

　　　

繰

　　　

入

　　　

金
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そ
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歳
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358

　　　　　

61
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収
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一
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一
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(直営方式)決算の状況(つづき)
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昭和47年度

決

　

算
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額

一

村

-
｜

　

一

算

町

　　

村
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決

　　

町

都

　　

市

θ
忿
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４
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５
び
タ
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O
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C
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O
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･
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＞
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-
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一

　

釦.∂
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－

△

２

　

５
６
４

　
　

５

　
　

０
９

　
　

４

　

８
６

　

１

　

８
７

　
　

１
３

８

　

８

　

５
Ｓ

　
　

１

　
　

８
７

　
　

２

　

９
９
３

　

８
０

　

一

　

５
９

４

　
　

９

　
　
　
　
　
　
　
　

３

　
　

２

　
　
　
　
　
　

２

　

７

　
　

１
４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

△
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333
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３
９

　
　

２

　
　

９
０

　

７
２

　

０
５

４

　

４

　
　

５

　
　

０
３

　
　

１

　

９

　

１

　

１

３
５

　
　

３

　
　

２
７

　
　

０

　

４

　

４

　

１

２

　
　
　
　
　
　
　
　

０

　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１
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４
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-

６
８

　
　

５

８

　

１

　
　

１

８
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･ -
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－

－

－
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1

　

－

　

－
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２

　
　

５
４

　
　

２
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９
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-
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第127表公立大学附属病

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

昭

　　　

和

　　

48

　　

年

　　

度

　　

決

　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

大

　　　

都

　　

市

　　　

収

　

益

　

的

　

収

　

入

　　　　　　　　　

19 393 10 110

　　　　

医

　　

業

　　

収

　　

入

　　　　　　　　　

13 223　　　　　　　　7 063

　

歳

　　

医

　

業

　

外

　

収

　

入

　　　　　　　　　

6 170 3 047

　　　　　

うち他会計繰入金

　　　　　　　　　

5 920 2817

　　　

資

　

本

　

的

　

収

　

入

　　　　　　　　

2 762 992

　　　　

地

　　　

方

　　　

債

　　　　　　　　　

1 679　　　　　　　　　282

　　　　

他会計借入金

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

25

　

入

　

他会計繰入金

　　　　　　　

951

　　　　　　　　　　　　　

668

　　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　

133

　　　　　　　　　　

17

　　　

歳

　　

入

　　

合

　　

計同

　　　　　　　　

22155

　　　　　　　　

11 103

　　　

収

　

益

　

的

　

支

　

出

　　　　　　　　

19 254　　　　　　　　10012

　　　　

医

　　　

業

　　　

費

　　　　　　　　

18 066　　　　　　　　9 624

　

歳

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　

1 188　　　　　　　　　　389

　　　　　

うち支払利息

　　　　　　　　

409

　　　　　　　　　　　　　

326

　　　

資

　

本

　

的

　

支

　

出

　　　　　　　　　　　

2 740　　　　　　　　　　　　1076

　　　

建

　

設

　

改

　

良

　

費

　　　　　　　　

2 227　　　　　　　　　　　　　442

　

出

　

地方債償還金

　　　　　　　

509

　　　　　　　

635

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　　

４

　　　　　　　　　　

－

　　　

歳

　　

出

　　

合

　　

計(Ｂ)

　　　　　　　

21995

　　　　　　　　

11089

　　　

収

　

支

　

差

　

引同一(B)(C)

　　　　　　　　

160

　　　　　　　　　

14

　

収

　

積

　　　　

立

　　　　

金剛

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一

　　

繰

　　　　

越

　　　　

金朗

　　　　　　　　　

185

　　　　　　　　　　

－

　　

前年度繰上充用金(Ｆ)

　　　　　　　

－

　　　　　　　

1 253

　　

形式収支(Ｃ)一朗刊Ｅ卜(F)(G)

　　　　　　　　　

346

　　　　　　　

4

　　

1 239

　

支

|

翌年度へ繰越すべき財源側

　　　　　　　　　

156

　　　　　　　　　　　

14

　　

実

　

質

　

収

　

支(Ｇ)一如

　　　　　　　　　

189

　

1

　　　　

－

　　

1253

一一

　　　　

一一一

－400－



院事業決算の状況

(単位

　

百万円・％)

-

　　　　　　　

一一一

　　

一一一一--

　　　

算

　　

額

　　　

昭和47年度

　

丿

　　

比

　　　　　　　　

較‾¬

二

八

決

　

゛

　

゛

レ

　　　　　　　

29 503　　　　　　　　25 812　1　　　　　　3 691　　　　　　　　75.j

　　　　　　　

20 286　　　　　　　18 925　1 に　　　　　　　　　　27.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

」

　　　　　　　

9217

　　　　　　　　

6 887　1　　　　　　2 330　　　　　　　　U7.5

　　　　　　　

8 737　　　　　　　　6 507　1　　　　　　2 230　　　　　　　　昴.5

　　　　　　　

3 754　　　　　　　　2 544　1 1 210　｜　　　　　　邱.7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

F

　　　　　　　　

1 961　　　　　　　　　876　1　　　　　　1 085　　　　　　　　22.1

　　　　　　　　　

25

　　　　　　　　　　

25

　

i

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1 619　　　　　　　　　1 532　1　　　　　　　87　1　　　　　　　1.8

　　　　　　　　

150

　　　　　　　　　

111

　

1

　　　　　　　

39

　

1
θj

　　　　　　　

33 258　　　　　　　　28 356　1　　　　　　4 902　1　　　　　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

｜

　　　　　　　

29 266　　　　　　　　25 451 j　　　　　　　3815　　　　　　　　　認.4

　　　　　　　

27 690　　　　　　　　23 887　1　　　　　　3 803　　　　　　　　7＆j

　　　　　　　　

1 577　　　　　　　　　1 564　　　　　　　　　131　　　　　　　θJ

　　　　　　　　

735

　　　　　　　　　

747

　　　　

･ヽ

　　　

12

　

1

　　　

－

　　　

θ.忿

　　　　　　　

3 816　　　　　　　　2 765　　　　　　　1 051　　　　　　　　21.6

　　　　　　　

2 669　　　　　　　　　1 805
1　　　　　　　　864　　　　　　　　17.7

　　　　　　　

1 144　　　　　　　　　957　　　　　　　　187　　　　　　　　J.8

　　　　　　　　　　

4

　　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

θ.θ

　　　　　　　

33 084　　　　　　　　28 216　　　　　　　4 868　　　　　　　100.0

　　　　　　　　

174

　　　　　　　　　

139

　　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　　　　

185

　　　　　　　　　　

55

　　　　　　　　

130

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1 253　　　　　　　　　1 255　1　　　ム　　　　2　　　　　　　　　－

　　　　

－

　　　

893

　　　　　

ム

　　

1 061　　　　　　　　168　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

170

　　　　　　　　　　

22

　　　　　　　　

148

　　　　　　　　　

－

　　　　

－

　　

1064

　　　　　

－

　　

1083

　　　　　　　　　

19

　　　　　　　　　

－

－401－



第128表

　

企

　

業

　

債

　

等，の

　

状

　

況

　　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円)

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

48

　

年

　

度

　

償

　

還

　

額･

　

昭和48年度１

　　

ｇ

　　　　

゛

ム

　

ｔ）

　

（

　

ｔ

　

ｌ

末!ｕ高

ｉ地方公営企業

　　

1

　

269 18ﾉ　269 49ﾊﾟ　538 681

1　5

993 103
！

　　　　　　　　

:

　　　

l

　　　　　　

l

1

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　　　

198 7o勺　220 141　　418 849 1　4 862 239

’

　

水

　　

道

　

事

　　

業・

　　

48 542 1　　99 707　　148 249　1 934 8011

　　　　　

J

　　　　　

I

｜

　　

工業用水道事業1

　　

11 528 j　　1 1 843　　　23 371　　　277 880

1

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業j

　　

25 01り　　38 452　　63 46ﾊﾞ　828 556
，

　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　

i

　　　　　　

’

　　　　　

｜
I

　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　

；
！

　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　

8 405 9 903
1　　　18

308　　　159 835

1

　　　　　　　　　　　　　　　

｜｜

　

が

　

ｚ

　

事

　

業

!

　　

884 ， 1 069　　　　1 953　　　19013
°

　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　　　　

i
1

　　　　　　　　　　　　

i

　　　　　　

，I
j

　

病

　

院

　

事

　

業ｉ

　　

８８呵

　　

10 923 19 779　　　205 152

1

　　　　　　　　　　

！

　　　　

j

1

　　

公共下水道事業

　　

14 48り 37 344 51 831 1 687 736

1

　　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

　　　

80 99ｲ　　10 901　　　91 89り　　749 265

1

　

法

　

非

　

適

　

用

　

企

　

業

　

1

　　

70 47ﾘ　　49 356　　　H9 83り　1 130 864

　　　　　　　　　　　　

i

　　　　　

i

　　　　　

l

　　　　　

i
i

　

簡易水道事業，

　

138蛸

　　

2 622 4 009 1 54 276
1

　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　　　　

j
l

　　

交

　　

通

　

事

　　

業1

　　　

13ﾊﾟ

　　　

112

　　　

251

　　　

2 204

1

　　

公共下水道事業

　　

8 167 1　　18 959　　27 126　　478 693

1

　　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

1

　　

6o 783

1　　27

663　　88 446　　595 691

1

　　　　　　　　　　　　　　　

I
|国民健康保険事業1

　　　

184

1

140　　　　　　324　　　　3070

　　　　　　　　　　　　

l

　　　　　　

i
|公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　　　

O

　　　　　　

0

　　　　　　

1

　　　　　　

11

1

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

J

　　　　　

ぐ

　　　　

ｏ

　　　　　

ｌ

　　　　　

一

!公立大学附属病院事業1

　　

04り

　　　

729

　　　

1 873　　11 969

i

　

合

　　　　　　　

計

　

i

　

2 70 514 1　270:366　　540 880　6 008 143

㈱

　

借換債は除く。

－402－



―
ｌ
ｉ
‐
Ｊ
Ｌ

区

上

　

水

　

道
工業用水

９事に
業

　　　

地
電
が
港
病
市
と
観
有
駐

湾

|撰

気
ス

整

院
場

公共下

　

小

貸

　

付

託
付

受
貸

第129表

　

公営企業金融公庫の貸付状況

分

累

　

計

　

額(b)

ｊ

　

合

　　　

計(ａ)十(ｃ)(ｅ)

ト綬付累計額㈲＋(d)

地方道路公社(f)

土地開発公社(ｇ)

　

総合計(ｅ)十(f)十(ｇ)

内

１

　

２

８

　

１

1 968

5 1０0

3 297

1 435

5 024

　　

－

　

716

6 557

２

　

５
７

　

４
６

　

２

　

２

９

　

４
３

　

８
７

　

５

　

１

７
０

　

４
０

　

４
９

　

５

７
／
○

　

１

　

３

　
　

２

　

５

１

　
　
　
　
　
　
　

２

　

７

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

７

　

８

183

５

　

5

　

8

　

6

198

171

881

052

　

一

-

ｌ
ｉ
―
－
―
－
－
－
ｉ
－
－
ｉ
－
‐
＝
－
－
－
・
－
－
－
‐
ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
－

　

４
４
２

　
　

７
８
２

　
　

９

　
　
　
　

７
０
５
３
６

　
　
　
　

４
０
７
６

　

６
６
６

　

８
６
７

　

一

　

９
５
１

　

一

　

４

　

一

　

】

　

５
２

　

８
０
７

　

一

　

一

　

3
1
3
8
一
８
３
９

　

４
６
-

C
N
　
　
8
　
　
1
　
　
　
　
5
4
7
0
／
｛
｝
　
　
　
６
７
２
５
　
５
８
２

　

３
０

　
　
　
　

３

　
　

２

　
　
　
　
　
　
　

６

　
　

８
３

　
　
　
　
　
　
　

０
７
２

　

２
３
３

　

１

　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

>
／
i

t
^

L
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

C
Ｏ

381

　
　
　
　

―
―
・
ｉ
ｌ
‐
’
ｉ
‐
‐
｜
＝
ｌ
ｌ
‐
Ｌ
ｌ
ｌ
－

　
　

－
‐
ｊ
ｊ
』
‐
’
…
…
‐
ｊ
ｌ
ｊ
‐
－
ｊ
‐
‐
－
‐
‐
‐
‐
－
－
・
‐
－
－
－
‐
－
－
‐
ｉ
ｌ
・
‐
１
ｊ
‐
ｌ
‐
‐
‐
－
－

　
　
　
　

９
４
０

　

一

　

８
２

　

一

　

６

　

一

　

1

　
　

5
2
8

　
　

6
6
9
7
6
6
1
7
0
4
6

　

0

　
　
　

0
0
6
0

　
　
　
　

2
4
0

　
　

2
3

　
　

0

　
　

0

　

一

　

６
７
５

　

一

　

7
7
3
5
4
6
3
9
1
5
5

　

0

　

一

　

一

〇
〇
６
２

　
　
　
　

２
５

　

１

　
　

２
３

　
　

５

　
　

４

　
　

３
７
８

　
　

６
４
９

　

２
９
２
１
３
３
６
２

　

０

　
　
　

０
２

　

７
６

　
　
　
　

－

　

－

　

５

　
　

１

　
　
　
　

４

　
　
　
　
　

１
５

　
　
　
　

２

　
　

１

　

０
３

　

１

　

１
９
１
３

　

５

　
　
　

５

　

－

　

－

　

４

り
1
1
1
1
心
１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２
９
４

　
　
　

９
５

　
　
　
　
　
　

９

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

５

　
　
　
　
　
　
　

５

町

　

村

訳

(単位

　

百万円)

貸

　

付

累計額

　
　
　
　
　

１ ８

‐
－
１
‐
‐
‐
‐
』
‐
Ｌ

　

一

　

５１

　

２１

　
　
　

２

　

０

　
　
　
　
　

１ ６

８１

337

―
‐
‐
―
－
・

2
1
3
3
4

9
7
6
1
□
0

2
6
9
2
c
ｙ
ｉ

３

　

３
０
９

　
　
　

Ｃ
Ｏ

T
―

Ill 550

－
－
＝
＝
‐

一
一
一

　

一

　

5
8

20 542

1
8
9
0

　

1

19

　

2 346

85 031

1 092

1 092
―
－7
9
6

2
7
０

　
　

１

3
9
2
2

1
7
9
9

0
3
3
3

4

　

４
４

1 136

1 136

5

1 6
3
2
5

1
－
‐

一

　

一

　

一

　

一

１３

□56

㈱１

　

公営交通事業再建債及び公営企業借換債については、貸付対象事業の区分に

　

応じて各事業に含めて計上し、その合計額を更に再掲したものである。

　

２

　

貸付累計額は、昭和49年３月31日現在のものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－403－

｜

｜

！

Ｊ

！

｜

｜

｜
ｉ

ｌ

謳

り

ゴ

　

,!

づ

ゾ

ニ

ゾ

⊃

ヅ

％O!

76ﾘ

‾|

二|

プ

13 040;　12 17?

　

140i

　　

402

　

≠

　

－

　

－

　　

－

　

一

　　

一

　

副

　　

5

　

431

　　

585

　

ニ

　

ー

　

55!

　　

3M

　

プ

　

ー

　

317

　　　

－

　

/

　

－

　

イ

　

ー

1 053　　2 182

　

2241

　　

1 960

　

－･

　　

761

　

半

　

－

道

　

事

　

業

水道事業

　

般

　

交

　

通

　　

下

　　

鉄

　　

事

　　

業

　　

事

　　

業

　

備

　

事

　

業

　　

事

　　

業

　　

事

　　

業

場

　

事

　

業

　

設

　

事

　

業

　

路

　

事

　

業

整備事業

　　　　　

海

　　　　　

陸

　　　　　

通

　　　　　

地

街地再開発

水道事業

　　　　

計(ａ)

公営交通事業再
建債
公営企業借換債
公営企業再建債

　　　

計

公有林整備事業

草地開発事業
|

小

　　　　

計(ｃ)

貸付累計額(d)

1万

街地再開

１

　　　　

１

　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－皿Ｊ■●■心＿ - ゝ ● l a ＿ J ● 1 ・

｜

　　　

，

　　　　

I

　　　

，

　

.j－｡＿J。－,_i

」

｜

｜

｜

｜

｜

｜

｜

ｌ

｜

！

－
！

－

｜

ｉ

ｌ

｜

｜

１

１

１

｜

｜

｜

１

！



財

％）

第130表地
その１

　

歳

　

入
億円・

一－

　

較

Ｐ

ゴ
ゴ
ご
お
ご
り
門

16

15

88ｊ

大
石
Ｉ
七
十
二
十
二

＝
」－

・‘
ご

１
　
　
Ｊ
Ｊ
】

芯
四
祐
一
万

　

Ｊ
Ｊ
Ｊ

　

万
一
Ｊ
Ｊ

　

カ

　

。

　

四

　

四
Ｊ
Ｊ
Ｊ
ニ

５

５

３

１

　

ε
３

　

１

　

７
８

　

Ｃ

　

４

　

２

　

４

　

５

　

９

７
５

　

１

　

０
９
３

　

２

　

６

　

８
７

　

４

　

８

４

　

０

　

４

　

８

　

１

　

１

　
　
　

３

　
　

０
６

　

１

５

　

１

　

４

　

１

　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　

９
９

　

７

５
５

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２
３

ｊＪ
ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ
４
ｊ
ぶ
ｊ

　

Ｊ

μ
甜
ｊ
７
‘
θ
θ
θ
θ
θ
四
館

　

５

７

　

４
３

　

５

　

０
０
４

　

３
８

　

４

　

２

　

６

５

　

４

　

１

　

５
６

　

２

　

２

　

６

　

８

　

４

　

７

　

４

９

　

６
３
１

　

２

　

１

　
　

６

　
　

１

　

３

　

１

１

　

６

　

５

　

２

　

１

　
　
　
　
　
　
　

４

　

５

　

９

７
６

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

３

　

４

θ.j

Ｈ４□

20 081

17 ６６９

１

　

心
心
一
一
一
い
‘
。
叱
ご
一
。
万
一

　

。

　

に
一

税
税
税
税

方
通
的

地

　

方

　

譲

　

与

普
目

地方道路譲与税

石油ガス譲与税

航空機燃料譲与税
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０
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０
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１

地

とん譲与税

交

　

付

　

税

支

　

出

　

金

別
方
庫

特

　

地
国

災害復旧事業費補助
負担金

ｉ

　

失業対策事業費負担金

丿

　

国有提供施設等所在市
，町村助成交付金

施設等所在市町村調整
交付金

交通安全対策特別交付
金

電源開発促進対策交付
金

特定防衛施設周辺整備
調整交付金

　

地

　　　　

方

　　　　

債

ｉ

　

使用料及び手数料

　

雑

　　　　

収

　　　　

入

　　

歳

　

入

　

合

　

計
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一一一
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滅

　

額

昭和48年度

計

　

画

　

額

昭和49年度

計

　

画
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分区

　

Q●∂;

11.9

加ぷ
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政

その２

　

歳

　

計

出

画

(単位

　

億円・％)

　　　　　　　　　　

昭和49年度

　　

ｎ４度!
……

M: m. I

　　

区

　　　　　　

分

　　　

計

　

画

　

額

　　

計

　

画

　

・）紳鸚剪｜

　

給与関係経費

　

50 266　認.ﾀ　40 679 28.0＼　9 587 23.6 15£!

　

給

　　　

与

　　　

費

　

49 413　認.4　40 030 忿7.5　　　9383 留.4　15.6

　

恩

　　　

給

　　　

費

　　　

853

　

θ.5

　　

649

　

θj

　　　

204

　

J以

　

払71

　

一般行政経費

　

38 728 認J　31 221　　幻.5　　　7507 μ.θ　邱丿

　

讐ｒJ9”9

　

19 899　11.5　15 857 jθj　　　4042　25.5　口8JI

　

閃閃肪゛9

　

18 829　jθｊ　　15364　10.6　　3 465　2乙∂
ん

　

公

　　　

債

　　　

費

　　

7 821　μ　6 091　μ　　1 730　認.4　むよ

　

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　

3 092　　j.&　　2 368　　j.∂　　　724　30.6＼　16､8I

　

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

63 617　お.∂　59 636　仙θ　　3 981　∂.7　四.∂j

l

　

“゛゛業負担金

　　

2 218　1.3　2 181　j.5　　　37　j.7　22.0

　

公

　

共

　

事

　

業

　

費

　

33 140　j!?.j　31 948　麗.θ　　口92　j.7　J5ぷ

　　

普通建設事業費

　

30 988　17£　28 882　四.S　　2 106　7≒　32.6

　　

災害復旧事業費

　　

2 152 £　　3 066 乙

　

失業対策事業費

　　

873

　　

θJ

　　　

757

　　

θ.5

　　　

116

　

15^ 却.y

｜

　

一

　

般

　

事

　

業

　

費

　　

H 658　　＆7　10 790 7.4　　　868　　＆θ　留.4

1

　　

普通建設事業費

　

H 516 δ.∂　10477　　7J 1 039･　∂.ﾀ　22.7

　　

災害復旧事業費‘

　　

142

　

θ.j

　　

313

　

θ

1

・171
ﾄ５乱6×　55J

j

　

特

　

別

　

事

　

業

　

費

　　

15 728　　∂.j　13 960　　乱δ 1 768　12.7] 2S.7

　　

長期計画事業費

　　

9 230　　5j　　8 486　　5.S　　　744 S.S　認･ﾀﾞ

　　

饗密過疎等対策事業

　　

4915

　　

忿J

　　

3 891　　忿.7　　1 024　2J　2.2.6

　　

繕詣ｏ゛゛

　

1 583　　θ.∂　　1583　　ムj　　　　　，|θ.θ　翁丿

　

土地開発基金等

　　

２７００　１､6　　¬　‾　　27001皆増　二

　

土地開発基金

　

1 400　０.8　　－　－　　1 400･　皆増i　　一I

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　

財政調整資金

　　

1300

　

θ.7

　　

－

　

－

　　

ロ00皆増I

　

一

　

公営企業繰出金

　

3 505　2.θ 2 609 j.8　　　　896　4;　必よ

　

収益勘定繰出金

　　

1 813　j.θ　1 237　θ.∂　　576　If6.6＼　如丿

　

資本勘定出資金

　　

1 692　j.θ 1 372　θ.ﾀ　　　320　2＆3×　３０ｊ

　

地方交付税の不交付団体

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　

?雄品均水準を超え

　　

4 024　2j　2 906　忿.θ　　丿18　J＆1　μｊ･

　

歳

　

出

　

合

　

計

　

173 753 100.0 145 510 100.01　28 243 19.41 23.8

_

　　　　　

＿__＿＿_＿＿
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その１

　

道府県税

第131表

　

地 方

　　

税 収

(単位 百万円・％）

ｊ

　　

区

　　　　　　

分

　　

1

　

昭和49年度

　

|

　

昭和48年度

　　　

比

　　　　　

較

　　　　　　　　

ｉ

　

見

　

込

　

額

　　

見

　

込

　

額

　

ﾚ

ｆべ４

　

普

　　

通

　　

税

　

ﾄ

475 227 卯･ﾅ694 246 卯.5 780 981　91^ 29.0

　

道

　

府

　

県

　

民

　

税’

　

886 186 留.忿　664147　認J　222 039　郭丿　甜.4

　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　

3 612　θjl　3 499　θ.j　　113　θ.θ　J.忿

｜

　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　

899

　

θ･り

　　

822

　

θ.θ

　　　

77

　

M

　

ﾀ.4

　　

所

　　

得

　　

割i 600
1］15.7 AAS 469 巧.θ　154645　j∂.2　4.7

1

　

法

　

人

　

税

　

割

　

281 561　7M 214 357　7.2　67 204　7.9＼ 31.lt

1事

　　

業

　　

税

　

1 652 051　isA＼ 259 939 4忿J 392 112 Jf6.1＼31.1

　

個

　

人

　

事

　

業

　

税

　　

45 685　j.忿 53 465 i.8-　7780，　θｊ，μ.∂

　

法人事業税1 606 366 μ11 206 474 如.5 399 892 It7.1＼SS.1

　

不動産取得税

1

　

190 372　　瓦θ　152950　　5.j　　37422「　４４　４」

　

道府県たばこ消費税

　　

124 8931　＆jl 114 884 $.9　10 009　　j.忿　　＆7

　

娯楽施設利用税

　　

56 359　ム5　72 139　忿.仏15 780ム　1屈4 21j

　

料理飲食等消費税

　　

224 577　5.9　160 856　5.4　63 721 7.5　39.6

　

自

　

動

　

車

　

税

　

336 499　8.8＼ 263 944　∂.∂ 72 555 ＆5　27.5

　

鉱

　　

区

　　

税

　　　

635

　

θ.∂

1

　

744

　

∂.伽

　

1o9・θ.叫μ.7

　

狩猟免許税

　　

□35

　

θ.θ

　

2 059　θ.か　324・0.0k 15.7

　

固定資産税（特例分）

　　　

1 803　　θ.θ　　2454 θｊム　　651ム　θ'.ik26.5

　

法定外普通税

　　　

H7

　

θ.θ

　　

130^

　

θ.伽

　

13- 0.0k瓜θ

　

目

　　

的

　　

税

　

350 611　9.2＼ 281 766　ﾀ.5 688］ ＆j　4.4

j

　

自動車取得税

　　

168 H8　4.4　91 955　　3.1　76 163･　　∂.θ　S忿ｊ

|軽油引取税

　

181 146　4.7 188 252　∂.か7 106しθ.外Ｍ

　

入

　　

猟

　　

税

　　

1 347　θ.θ　1 559　θ.ル　21よ0.0＼'^ 13.6|

　　

合

　　　　　　

計

　　　

3 825 838　100.0 2 976 012　100.01 849 8261　100.0　28.6

－‾--¬－－－←W･
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入

　　

見

　　

込

　　

状

　　

況

その２

　

市町村税
(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　

昭和49年度

　　

昭和48年度

　　

比

　　　　　

較

　

区

　　　　　　

分

　　　　

見

　

込

　

額

　

|

　

見

　

込

　

額

　　

増

　

減

　

額

　

|増減率

普

　　

通

　　

税

　

3 189 135　私心411 542　おう777 593　夕丿　認.忿

　

市町村民税

　

1 609 112　茸ｽﾞ107 655 詔ji 501 457　62.8＼ U5,3

　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　

i3 704　θ.j　13 289 θJI　　415　　θ.j　　3.1

　

法人均等割

　　

4 175　り　38ｻﾞ　゜j　350　　θ.θ　　乱2

　

所

　　

得

　　

割ト032 370　S0.6＼ 742 17li 認.J 290 199　邱.j　卯丿

　

法

　

人

　

税

　

割l

　

558 863 尨j 348 3701　ガズ210 493　邱.4　卯.4

固定資産税|ロ63 473　＆μへ46 486 郭ｊ≒16 987 Z7M 22.9

　

純固定資産税

ﾚ

113 142　認.θﾄ92 463‘ 巧ｊ]10 679　助･4　詔丿

　

土

　　　　

「459 468 尨呵345 695　i5.-4i日3 773　μ.口　認.∂

　

・

　　　

11379 083 が.忿｣320 381　12.5　58 702　　7.j　18.S

　

償

　

却

　

資

　

産i

　

274 591　町ﾄ36 387　∂.j　38 204　幼　卵.巳

　

タ

　

Ｈ

　

る

10 863 θ.j!　8 877　　θj　　1 986　　θＪ　麗.4

　

納

　　

付

　　

金

1

　

39 468　i.a!　35 146　j.ﾖ　4 322　θ.5　尨.j

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　

1

　

29 178　θ] 29 946　　j.忿・　768 4 θ｡1＼- 2.6

市町村たばこ消費税

　

｜

　

219 472

ニ201

883　7よ17 589　2.巳ﾄs.7

電

　　　

気

　　　

税

　　

103 470　む　１　　　　１　　　　　　１

　　　　　　　　　　　　　

＼
117 145　　4.り－2 456

， θ.jい忿.j

が

　　

犬

　

町

　

11 219　　゛i　　　・

鉱

　　

産

　　

税

　　

1 414　∂.θ･　22％　θ.j・　882 ^ 0.1＼̂3柚

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　

2 123 θぷ　　2468　　θｊ－　345 ^ 0.0・μ.θ

特別土地保有税・

　

46 406　j.4　:ロ81　o.o＼　45 225　5.i＼s 82肩

肘頴゛門び旧法

　

|

3 268　　θｊ‘2 482 θy　　786　　θ〕S1.7

日

　　　

的

　　　

税

　

I

　

180 751　M　159 559　に･ 21 192　　口.7　13^

入

　　

湯

　　

税

　　

4 578　θj　4 537　辿:　　41　a,ﾚ０､9

都市計画税

1

175 895　SS＼ 154 672　∂.θ21 223　2.7 13.7

劇l毒益税及び共同施

　　　　

278

　　

ヅ

　　

350

　　

°.心

　　

72 A °.゜ﾄ2門

　

合

　　　　　　

計

　　　

3 369 886　100.02 571 101リ00.0　798 785　100.0　31.1
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その１

　

算定基礎

第132表地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

|

当

昭

初

7

補

49

正

T

最

1

終

国

　

所

　　　　

得

　　　　

税

　　　

4 759 000　　　783 000　　　5 542 000

竺

|

法

　　　　　

人

　　　　　

税

　　　

4 928 000　　　827 000　　　5 755 000

11

　

酒

　　　　　　　　　　

税

　　　

885 000　　　　　－　　　885 000

　　　　　

計

　　　　　　　

CA）

　　

10 572 000　　　1610000　　12 182 000

　　

法

　

定

　

繰

　

入

　

率(%)(B)

　　　　　　

32.0

　　　　　　

32.0

　　　　　　　

32.0

　　　　　　　　　　　

固×（Ｂ）

　　

3 383 040　　　515 200　　　3 898 240

　　

精

　　　　

算

　　　　

分

　　　　

167 207　　　269 090　　　436 297

地

　

48年度特例措置分

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

方49年度特例措置分

　

－

　

167 960　　　　一　，　167 960

交

　　　　　　

計

　　　　

（Ｃ）

　　

3 382 287　　　784 290　　　4 166 577

付臨時地方特例交付金叫

　　　　　

‾

　　　　　

‾

　　　　　

－

税

　

臨時沖縄特別交付金㈲

　　　　

32 100　　　　　－　　　　32 100

　　

借

　　　　

入

　　　　

金

　

㈲

　　　　　　

－

　　　　　　

一

　　　　　　

‐

　　

返

　　　　

還

　　　　

金

　

㈲

　　　　　　

10

　　　　　　

－ 10

　　　

合計（Ｃ）十叫十叫十CF）十圓

　　　

3 414 397　　　784 290　　　4 198 687

－408－



税

　　

の

　　

状

　　

況

(単位

　

百万円・％)

　　

昭

　　

和

　　

48

　　

年

　　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

当

　　　

初｜最(b)終

|

増
(ａ)一(b)(c)額｜増(c)/(b)>く100率

　　　　

4 241 900　　　　　4 796 900　　　　　　　745 100　　　　　　　　15j

　　　　

3 538 400　　　　　4 243 400　　　　　　1 511 600　　　　　　　　S5.6

　　　　　

726 600　　　　　　791 600　　　　　　　93 400　　　　　　　　11£

　　　　

8 506 900　　　　　9 831 900　　　　　　2 350 100　　　　　　　　銘ｊ

　　　　　　　

32.0

　　　　　　　　

32.0

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　

2 722 208　　　　　3 146 208　　　　　　　752 032　　　　　　　　2s:s

　　　　　　

28 940　　　　　　　28 940　　　　　　　407 357　　　　　　　j ms

　　　　　　

30 000　　　　　　　30 000　　　　。　　30 000　　　　　　皆　　滅

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　

，

　

167 960　　　　　皆　　減

　　　　

2 781 148　　　　　3 205 148　　　　　　　961 429　　　　　　　　jθ｡θ

　　　　　　　　

一

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

38 800　　　　　　　38 800　　　　　ム　　6 700　　　　･･　　　17M

　　　　　　

95 000

　　　

A

　　

7 500　　　　－　112 100　　　　　　　112 110　　　　，　　１００､0

　　　　

2 907448　　　　　3 131 848　　　　　　1066839　　　　　　　　34.1

－409－



その２

　

普通交付税算定状況

第132表

　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　　　　　　　　　

基

　　

準

　　

財

　　

政

　　

需

　　

要

　　

額

　

１

　

基

　　

準

　

区

　　　　　

分

　

財源不足団体|財源超過団体|

　　　

計

　　　

|財源不足団体

　

道

　　

府

　　

県

　　　

4 010 664　　　1 251 147　　　5 261 811　　　1 913 161

・市

　

回I

　

H

　

－。（ヅ混

　

造詣

　

2 130 742

1

　　

大

　

都

　

市

　　　

717 661　　　（で訟（惣恕　　539 093

　　

都

　　　　　

市

　　　

1 918 620　　　　166 725　　　2 085 344　　　1 203 158

　　

町

　　　　

村

　　

1 352 882　　　　14 344　　1 367 226　　　388 490

　

合

　　　　　　

計

　　　

7 999 826　　　　（溜鸚　溜昌　4043 903

㈱１

　

木表の額は再算定後の数値である。

　　

２

　

市町村分については、一般算定団体と合併算定替団体とを単純に合算したも

　　

３

　

東京都特別区については、単独では財源不足となるが、地方交付税法第21

　　　

財源超過団体､として算入し、（

　　

）内書きとした。

その３

　

交付状況

１

　　　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

49

　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　

|

普通交付税）別交付（

　　

ｔ

　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　

2 097 502　　　　73 137　　　　　2 170 639

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　　

1 858 421　　　　169 627　　　　　2 028 048

　　

大

　　

都

　　

市

　　　　

178 567　　　　　8 871　　　　　　187 438

　　

；

　

く

　

二

　

二

　

工

合

　　　　　　　　　　

計

　　　　

3 955 923　　　　　242 764　　　　　4 198 687

― 410 －



税 の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

財

　

政

　

収

　

入

　

額

　　　　　　　　　　　　　

｜

　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　　　　　　　　

|

財源超過額

|

財源不足額‘
財源超過団体|

　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　

1交

　

付

　

額|構

　

成

　

比

　　

1 374 677　　　3 287 839　　　123 530　　2 097 502　　2 097 s02　　　　5＆θ

　　

(408 641)　(408 641)　0 52 223)

　　　

632 058　　　2 762 800　　　-^9 874　　1 858 421　　1 858 421　　　　　茸.θ

　　

(408 641)　(408 641)　G 52 223)

　　　

408 641　　　　947 735　　－ 52 223　　　178 567　　　178 567　　　　　4.5

　　　

202 693　　　1 405 851　　　　35 ％8　　　715 462　　　715 462　　　　圃.j

　　　

20 724　　　409 215　　　6 381　　964 391　　　964 391　　　　邱.4

　　

(408 641)　　（408 641）（y 52 223)

　　

2 006 736　　　6 050 639　　　113 656　　3 955 923　　3 955 923　　　　100.0

のである。

条(都等の特例)の規定に基づき、東京都分と合算した場合財源超過となるので

(単位

　

百万円・％)

　　

昭

　　　

和

　　　

48

　　　　

年

　　　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　

較

普通交付税1特別交付税1

　　

計

　　　

増

　

滅

　

額1増

　

滅

　

率

　　

1 512 261　　　　　56 209　　　　1 568 470　　　　602 169　　　　　　j＆4

　　

1437 006　　　　　126 372　　　　1 563 378　　　　464 670　　　　　　29､7

　　　

H9 992　　　　　　7 194　　　　　127 186　　　　　60 252 、　　　　　訂.4

　　　

559 078　　　　56 965　　　　616 043　　　　175 222　　　　　認.4

　　　

757 936　　　　62 213　　　　820 149　　　　229 195　　　　　27.9

　　

2 949 267　　　　182 581　　　3 131 848　　　1 066 839

1　　　　　34.1

― 411 －



第183表

　

地 方

　　　　　　　　　　　　　

昭和49年度当初計画

　　　

昭和

　

“

　　　

゛

に

・（ａｎ・）．

ｌ

ｆ６）‾

一

　

般

　

会

　

計

　

債

　　　　

8 679　　　5 963　　　2 716　　9 474

　　

一般公共事業

　　　

1067

1

　　　

525

　　

542

　　

3013

　　

公営住宅建設事業

　　　

2719

　　　

1 577　　0421　　2 216

　　

災害復旧事業

　　　

382

　　　　　

382

　　　　　

― 620

　　

義務教育施設整備事業

　　　　

1 550　　　1 447　　　　1031 1150

　　

産業廃棄物処理事業

　　　　　

20

　　　　　

1010

　　　　

20

　　

一般単独事業

　　　

930

　　　

627

　　

303

1

　　

814

　　

辺地及び過疎対策事業

　　　　　

810

　　　　　

810

　　　　　

－670

　　

同和対策事業

　　　

390

　　　　　

390

　　　　　

― 270

　　

新産業都市等建設事業

　　　　　

299

　　　　

149

　　　　

150

　　　

281

　　

公共用地先行取得事業

　　　　　

512

　　　　　　　

46

　　　　

466

　　　　

420

　　　　　　　　　　　　　　

(120)

　　　

（一）

　　

(120)

　　

（103）
準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　　　

4 204　　　1 864　　　2 340　　　4410

　　

港湾整備事業

　　　

350

　　　

219

　　

131! 300

　　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　

2 125　　　1 645　　　480!　　2 614

　　

地域開発事業

　　　

1 729　　　－　　I 729! 1 496

　　

貨拿輦整備事業゜草地開

　　　　

(120)

　　　

（－）

　　

（120）
|

　　　

(103)

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　　　

7 282　　　3 702　　　3 58o;　　5 881

　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　　

100

　　　　　　　

62

　　　　　

38! 81

　　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　

4 500　　　2 651　　　1 8491　　3 350

　　

工業用水道事業

　　　　

450

　　　

150

　　　

300 440

　　

都市高速鉄道事業

　　　　

1 650　　　　　　668　　　　982　　　1 464

　　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　　

100

　　　　　　

49

　　　　　　

51

　　　　　

80

　　

有

　

料

　

道

　

路

　

事

　

業

　　　　　

135

　　　　　

－

　　　　

135

　　　　

174

　　

その他公営企業

　　　　

347

　　　　　

122 22S　　　　　292

特

　

別

　

地

　

方

　

債

　　　　

2 469　　　2 469　　　　」 1り49

　　

住

　　

宅

　　

事

　　

業

　　　　　

200

　　　　

200

　　　　

一

　　　

162

　　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　　

520

　　　　　　

520

1

　　　　　

‐400

　　

厚生福祉施設整備事業

　　　　　

710

　　　　

710

　　　　

― 570

　　

一般廃棄物処理事業

　　　　

806

　　　　

806

　　　　

－620

　　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　

190

　　　　　

190

　　　　

― 157

　　

と畜場整備事業

　　　　

43

　　　　　　　

43

　　　　　

－

　　　　　

40

　　

再

　　　　

掲

　　　　

分

　　　

《1 351))　　《1 351))　　　《－》　　D 594》

　　　　　　　　　　　　　　

(120)

　　　

（－）

　　

(120)

　　

（103）

公
合
営

　

企

　

業

　

借

　

換

　

裴

　　

22ヅ

　　

13 9??　8 61　21 1

公営交通事業再建債

　　　　

79

1

　　　　

－79

　　　　

695
特

　　

別

　　

転

　　

貸

　　

債

　　　　　

102

　　　　　

102

　　　　

－91
公

　

立

　

病

　

院

　

特

　

例

　

債

　　　　　

545

　　　　　

－

　　　　

545

　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　

(120)

　　

（一）

1

　

（120）

　

（103）

　

総

　　　　　　　

計

　　　

23 390　　14 100　　9 290　　22 530

㈱１

　

公有林整備事業・草地開発事業の（

　　

）書きは、公営企業金融公庫が農林漁

　　

２

　

特別地方債(Ｏt(　　l書きは、一般会計債の同和対策事業、産業廃棄物処理事

　　

金資金及び国民年金資金分である。

－412－



債 計 画

(単位

　

億円)

　

48年度当初計画

　　

比較増滅

　　　

昭和48年度最終計画

回f資（公

い

回一回

に

（ａｎｔ）l

　　　　　　

5 855　　　　3 619　　ム　　795　　　　9 594　　　　5 975　　　　3 619

　　　　　　

1 288　　　　1 725　･･　1 946　　　　3 013　　　　1 288　　　　1 725

　　　　　　

1 285　　　　　931　　　　　503　　　　2 216　　　　1 285　　　　　931

　　　　　　　

620

　　　　　

－

　

･･

　　

238

　　　　　

633

　　　　　

633

　　　　　

－

　　　　　　

1 023　　　　　127　　　　　400　　　　1 238　　　　1 111　　　　　127

　　　　　　　　

10

　　　　　

10

　　　　　　

0

　　　　　　

20

　　　　　

10

　　　　　　

10

　　　　　　　

549

　　　　　

265

　　　　　

116

　　　　　

833

　　　　　

568

　　　　　

265

　　　　　　　

670

　　　　　

－

　　　　　

140

　　　　　

670

　　　　　

670

　　　　　

－

　　　　　　　

270

　　　　　

－

　　　　　

120

　　　　　

270

　　　　　

270

　　　　　

－

　　　　　　　

140

　　　　　

141

　　　　　　

18

　　　　　

281

　　　　　

140

　　　　　

141

　　　　　　　　

－

　　　　　

420

　　　　　

92

　　　　　

420

　　　　　

－

　　　　　

420

　　　　　　　

（－）

　　　

(103)

　　　

(17)

　　　

(103)

　　　

（－）

　　　

(103)

　　　　　　

2 149　　　　2 261　　－　　206　　　　4 410　　　　2 149　　　　2 261

　　　　　　　

188

　　　　　

112

　　　　　

50

　　　　　

300

　　　　　

188

　　　　　

112

　　　　　　

1 961　　　　　653　　－　489　　　　2 614　　　　1 961　　　　　653

　　　　　　　　

－

　　　　

1 496　　　　　233　　　　1 496　　　　　－　　　　1 496

　　　　　　　

（－）

　　　

(103)

　　　

（17）

　　　

（103）

　　　

（－）

　　　

(103)

　　　　　　

2 556　　　　3 325　　　　1 401　　　　5 881　　　　2 556　　　　3 325

　　　　　　　　

50

　　　　　

31

　　　　　　

19

　　　　　　

81

　　　　　

50

　　　　　

31

　　　　　　

1 675　　　　1 675　　　　1150　　　　3 350　　　　I 675　　　　1 675

　　　　　　　

147

　　　　　

293

　　　　　

10

　　　　　

440

　　　　　

147

　　　　　

293

　　　　　　　

555

　　　　　

909

　　　　　

186

　　　　

1 464　　　　　555　　　　　909

　　　　　　　　

39

　　　　　

41

　　　　　

20

　　　　　　

80

　　　　　

39

　　　　　

41

　　　　　　　　

－

　　　　　

174

　　

ム

　　

39

　　　　　

174

　　　　　

－

　　　　　

174

　　　　　　　　

90

　　　　　

202

　　　　　

55

　　　　　

292

　　　　　

90

　　　　　

202

　　　　　　

1 949　　　　　－　　　　　520　　　　2 000　　　　2 000　　　　　－

　　　　　　　

162

　　　　　

－

　　　　　

38

　　　　　

162

　　　　　

162

　　　　　

－

　　　　　　　

400

　　　　　

－

　　　　　

120

　　　　　

400

　　　　　

400

　　　　　

－

　　　　　　　

570

　　　　　

－

　　　　　

140

　　　　　

621

　　　　　

621

　　　　　　

－

　　　　　　　

620

　　　　　

－

　　　　　

186

　　　　　

620

　　　　　

620

　　　　　

－

　　　　　　　

157

　　　　　

－

　　　　　

33

　　　　　

157

　　　　　

157

　　　　　

－

　　　　　　　　

40

　　　　　

一

　　　　　　

3

　　　　　　

40

　　　　　

40

　　　　　

--

　　　　

D 594》　　　《－）り　　　{(-243))　　《1 594》　　《1 594))　　　《－）り

　　　　　　　

（－）

　　

（103）

　　　

(17)

　　

(103)

　　　

（－）

　　

(103)

　　　　　

12 509　　　　9 205　　　　　920　　　　21 885　　　12 680　　　　9 205

　　　　　　　　

－

　　　　　

30

　　　　　　

0

　　　　　　

30

　　　　　

－

　　　　　

30

　　　　　　　　

－

　　　　　

695

　　

ム

　　

616

　　　　　

695

　　　　　

－

　　　　　

695

　　　　　　　　

91

　　　　　

－

　　　　　

II

　　　　　　

91

　　　　　

91

　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

545

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

（－）

　　　

(103)

　　　

(17)

　　　

（103）

　　　

（－）

　　　

（103）

　　　　　

12 600　　　　9 930　　　　　860　　　　22 701　　　　12771　　　　9 930

業金融公庫から委託を受けて融資するものであり、外書きである。

業、準公営企業債の下水道事業及び公営企業債の上水道事業に含まれている厚生年

― 413 ―



その１

　

歳

-

入

分

税
税
税

　

与
付

方
譲
交

　

方
方

地
地
地

娯楽施設利用税交付金

軽油引取税交付金

自動車取得税交付金

　

小

　　　　　　　

計

金
債
他

出支
方
の

庫国
地
そ

　

合

一
倒

計

第134表

　

予

　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

　

4 245 891

　　

124 307

　

1 647 667

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　

6 017 865

　

3 072 224

　　

782 545

　

1 730 358

1 1 602 992

36j

　

1.1

μＪ

　

－

　

－

　

51､９

　

２６ｊ

　　

６Ｊ

　

Ｕ.9

100.0

和

　

市

　　

町

-

　

3 048 751

　　

70 006

　

1 585 334

　　

12 500

　　

17 805

　　

81 491

4 815 887

1 486 438

1 170 039

2 754 335

10 226 699

49

村

-

２９､8

　

0.7

15.5

■
≫
≪
Ｈ

ｃ
≫

C
o

o

　
c
i

ｒ
ｆ

み７ｊ

１４ｊ

Ｕ４

２６Ｊ

１００.0

年

算

合

　　

計

　

7 294 6４2

　　

194313

　

3 233 001

　　　

12 500

　　　

17 805

　　　

81 491

10 833 752

　

4 558 662

　

1 952 584

　

4 484 693

21 829 691

１

２

｢国庫支出金｣には、国有提供施設等所在市町村助成交付金及び交通安全

この数値は、各年度の９月末現在のものである(その２において同じ。)。

その２

　

歳出(性質別)

　

区

　　　　　　

分

人

　

物

　

維

　

扶

　

補

普

災

失

そ

持

件

　

件

補 修

費

費

費

通

害

業

合

　

助

　　　　

費

助

　　

費

　　

等

建設事業費

復旧事業費

対策事業費

　

の

　　　　

他

計

　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

　

４ 130 601

　　

459 ０8４

　　

103 705

　　

476 252

　　

964 517

　

3 694 938

　　

240 736

　　　

４3 407

　

1 489 752

11 602 992

S5』

　

4.０

　

０.9

　

4j

　

∂Ｊ

　

３１』

　

忿ｊ

　

０４

　

１２』

100.0

－414

和
一
市

-

町

　　

村

　

2 413 631

　　

922 439

　　

159 777

　　

939 293

　　

664 864

　

3 665 436

　　

130 897

　　　

88 373

　

1 241 989

10 226 699

2３.ｆｉ

　

ﾀ.θ

　

1』

　

乱忿

　

６ｊ

３５』

Ｍ

　

Ｊ

　

12､1

100.0

年
一
合

　　

計

　

6 544 232

　

1 381 523

　　

263 482

　

1 ４15 545

　

1 629 381

　

7 360 374

　　

371 633

　　

131 780

　

2 731 741

21829 691

．

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

ｊ

｜

－

－

－

－

－

｜

－

－

－
」

－

－

一

一

－
！

１



度

の

額

-

認.4

　

0.9

Ｍ
Ｍ
Ｍ
叫
一
一
一
心
に
一
一
一

　

０
　
０

状 況

度
額

年４
８
計

和昭
合

　

6 ０10 094

　　

172 876

　

2 838 731

　　　　

7 943

　　　

18 767

　　　

61 998

　

9 110 409

　

4017 511

　

1 888 2０9

　

3 569 205

18 585 334

対策特別交付金を含む。

度

゛

こ
。

　

一
一
一
。

　

一
一
一
四
万
ぐ
｛
一

1
0
0
　

0

度
額

年４
８
計

和昭
合

　

5 448 306

　

1 088 5０7

　　

227 258

　

1 112 160

　

1 309 634

　

6 785 952

　　

382 573

　　

1０9 159

　

2 121 785

18 585 334

。
″
ｊ
Ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ

認
θ
μ
θ
θ
θ
卯
着
却
却

100.0

に
一

　

一
一
一

　

一
一
一

　

一
に

　

Ｊ

　

に

<
1

j

　

″
ひ

　

４

Ｓ
＾

<
ｉ

>
-
-
l

　
　
　
　
　
　
　

ｊ

100.0

－415－

　

比

一
増

　　

減

1 284 5４8

　　

21 437

　

39４ 270

　　　

４ 557

　　　　

962

　　

19 493

1 723 343

　

5４1 151

　　

64 375

　

915 488

3 244 357

増

比
一
波

1 095 926

　

293 016

　　

36 22４

　

3０3 385

　

319 7４7

　

574 422

　　

10 940

　　

22 621

　

609 956

3 244 357

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

額

-

39､6

　

θ.7

12.２

増減率

　
　
　

<
I

j
θ
ａ
ひ

　

ｓ

　

一

　

●

Ｃ
)

Ｃ
>

O

　
　
　

△

　

53.1

　

16J

　　

乙θ

　

2＆忿

100.0

忿.4

124

1＆９

５７.4

　

瓦丿

訂.4

18､9

j＆5

　

J.4

2が.δ

17.5

鉦､0

10.7

234

∂jj

14.8

17.S

O

i
n

C
J

認
即
認

2h.7

27.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

較

額

　

，増減副

aａｊi

θ

　

ｊ

　

４

　

タ

　

7

0
1

1
-
Ｈ

O
i

C
i

i
ｓ
.

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

T
-
Ｈ

Ａ
－四

　

四

△

i
-
H
'
３
s
Ｏ
ｌ
Ｏ
?
|
-
-
*
l
C
i
O
i
K
.

忽
匹
ｍ
乙
牡
乱
２
　
忽

　

18.8

100.0

28.7

17.5

2８ｊ

２２.5

16.0

39.８

ＳＯ､6

2＆０

O

-
＊

０
０

０
１

C
＾
J

Ｏ
ｌ

ｊ

　

ｊ

　

７
‘

27.0

｜

　　　　　　　　　　　　

Ｆ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〃

Ｉ

‾”’・

　

｜

｜
－

ｊ

－

｜

｜

｜

｜

－

－

｜

ｉ

－

－

－

１

－

１

－

－



第135表

　

昭

　

和

　

49

　

年

　

度

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

ぺ゛

（政

こ

・ | ．

゛

募

一一

　

般

　

会

　

計

　

債

　　

867 900　　596 300　　271 600

　

1

　

一

　

般

　

公

　

共

　

事

　

業

　　　

106 700　　　52 500　　　54 200

　

2公営住宅建設事業

　　　

271 900　　157 700　　114 200

　

3災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　　　

38 200　　38 200　　　　－

　

4義務教育施設整備事業

　　　

155 000　　　144 700 10300

　

5産業廃棄物処理事業

　　　　

2 000　　　　1 000 1000

　

6一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　

93 000　　62 700　　30 300

　

7辺地及び過疎対策事業

　　　

81000

　　　

81000

　　　　　

－

　

8同

　

和

　

対

　

策

　

事

　

業

　　　

39 000　　　39 000　　　　　－

　

9新産業都市等建設事業

　　　

29 900　　14 900　　15 000

　

10公共用地先行取得事業

　　　

51 200　　　　4 600 46 600

二

　

準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　　

420 400　　186 400　　234 000

　

1

　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　

35 000　　　21 900　　　13 100

　

2

　

下

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　

212 500　　164 500　　　48 000

　

3地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　

172 900　　　　－　　172 900

三

　

公

　　

営

　　

企

　　

業

　　

債

　　　

728 200　　370 200　　358 000

　

1

　

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　

10 000　　　6 200　　　3 800

　

2上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　

450 000　　265 100　　184 900

　

3工業用

　

水道事業

　　　

45 000　　15 000　　30 000

　

4都市高速鉄道事業

　　　

165 000　　66 800　　98 200

　

5

　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　

10 000　　　　4 900　　　5 100

　

6

　

有

　

料

　

道

　

路

　

事

　

業

　　　　

13 500　　　　　－　　　13 500

　

7

　

市場、ガス、駐車場、観光事業

　　　　

34 700　　　12 200　　　22 500

四

　

待

　　

別

　　

地

　　

方

　　

債

　　　　

246 900　　246 900　　　　　－

　

1

　

住

　　　

宅

　　　

事

　　　

業

　　　　

20 000　　　20 000　　　　－

　

2病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　

52 000　　52 000　　　　－

　

3厚生福祉施設整備事業

　　　

71000

　　　

71000

　　　　　

一一

　

4一般廃棄物処理事業

　　　

80600

　　　

80 600　　　　　－

　

5簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　

19 000　　　19 000　　　　　－

　

6

　

と

　

畜

　

楊

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　

4 300　　　4 300　　　　－

　　

合

　　　　　　　　　　　　　

計

　　　

2 263 400　　1 399 800　　　863 600

五

　

公

　

営

　

企

　

業

　

借

　

換

　

債

　　　　　

3 000　　　　　－　　　　3 000

六公営交通事業再建債

　　　

7 900　　　　　一一　　　　7 900

七

　

特

　　

別

　　

転

　　

貸

　　

債

　　　　

10 200　　　10 200　　　　　一

八

　

公

　

立

　

病

　

院

　

特

　

例

　

債

　　　　

54 500　　　　　― 54 500

　　

総

　　　　　　　　　　　　　

計

　　　

2 339 000　　1 41 0 000　　　929 000

㈱ 水田債に係る許可予定額は含んでいない。
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地

　

方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　　　　　　

許

　　　　　　　　

可

　　　　　　　

額(50. 1.31現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

総

　　　　　

額

　

１

　

政

　

府

　

資

　

金

　

｜

　

公

　　　　　

募

　

１

　

交

　

付

　

公

　

債

　　　　　　　

656 503　　　　　　391 116　　　　　　258 263　　　　　　　　　7 124

　　　　　　　　

94 486　　　　　　　44 386　　　　　　　50 100　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

167 583　　　　　　105 502　　　　　　　62 081　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

25 000　　　　　　　25 000　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

74 427　　　　　　　74 427　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　　

148 602　　　　　　　52 514　　　　　　　96 088　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

80 640　　　　　　　80 640　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

8 647　　　　　　　8 647　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

57 118　　　　　　　　　－　　　　　　　49 994　　　　　　　　7 124

　　　　　　　

384 688　　　　　　162 152　　　　　　221 492　　　　　　　　　1 044

　　　　　　　　

29 300　　　　　　　18 689　　　　　　　10 61 1　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

199 407　　　　　　143 463　　　　　　　55 944　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

155 981　　　　　　　　　－　　　　　　154 937　　　　　　　　　1 044

　　　　　　　

664 396　　　　　　326 222　　　　　　338 174　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　

7 560　　　　　　　4 700　　　　　　　2 860　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

432 757　　　　　　252 968　　　　　　179 789　　　　　　　　　　－･

　　　　　　　　

21 571　　　　　　　7 166　　　　　　　14 405　　　　　　　　　　－

　　　　　　　

144 957　　　　　　　48 300　　　　　　　96 657　　　　　　　　　　--

｜

　　　　　　　　　

9 198　　　　　　　4 500　　　　　　　4 698　　　　　　　　　-- j

　　　　　　　　

10 575　　　　　　　　　－　　　　　　　10 575　　　　　　　　　　－
；

　　　　　　　　

37 778　　　　　　　8 588　　　　　　　29 190　　　　　　　　　　--
｜

　　　　　　　

198 377　　　　　　196 739　　　　　　　1 638　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

16 459　　　　　　　16 459　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

48 398　　　　　　　48 398　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

60 577　　　　　　　60 570　　　　　　　　　7　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

51 019　　　　　　　49 687　　　　　　　1 332　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

18 284　　　　　　　18 284　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　

3 640　　　　　　　3 341　　　　　　　　299　　　　　　　　　　－

　　　　　　

1 903 964 1 076 229 819 567
8 168

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

7 820　　　　　　　　　－　　　　　　　7 820　　　　　　　　　　－｀

　　　　　　　　　

8 840　　　　　　　8 840　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　‾

　　　　　　　　

56 892　　　　　　　　　－　　　　　　　56 892　　　　　　　　　　－

　　　　　　

1 977 516　　　　　1 085 069　　　　　　884 279
8168

－417－



その１

　

歳

第136表

　

地 方 財

T_　”.ノよ

　

S4

　　　　

ノゝ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

億円・％）

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　

|

昭和50年度

1

昭和49年度
|
増

　

滅

　

額
|
増

　

滅

　

率

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　

88 850　　71 957　　16 893　　詔.5

　　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　

82 811 66 644　　16 167　　　糾丿

　　

目

　　　　　

的

　　　　　

税

　　　

6 039　　　5 313　　　　726　　　1S.7

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　

2 322　　　2 155　　　　167　　　　7.7

　　

地

　

方

　

道

　

路

　

譲

　

与

　

税

　　　

1 430　　　1 260　　　170　　　18j

　　

石

　

油

　

ガ

　

ス

　

譲

　

与

　

税

　　　　

120

　　　　

120

　　　　

0

　　　　

θ.θ

　　

航空機燃料譲与税

　　　

33

　　　

24

　　　

9

　　

訊5

　　

自動車重量譲与税

　　　

627

　　

663・

　

36・

　

54

　　

特

　

別

　

と

　

ん

　

譲

　

与

　

税

　　　　

n2

　　　　

88

　　　　

24

　　　

27j

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　

44 296　　34 144　　10 152　　　叙.7

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　

55 367　　45 372　　9 995　　　訟θ

　　

雲務教育職員給与費国庫負担

　　　

12 825　　　9 146　　　3 679　　　4θ.忿

　　

その他普通補助負担金等

　　

18 689　　14 433　　　4 256 on c

　　　　

生活保護費負担金

　　　

5 336　　4 422 914　　　　名θ.7

　　　　

児童保護費負担金

　　　

2 453　　010　　　743　　　　μ.5

　　　　

老人保護費負担金

　　　

771

　　　

535

　　　

236

　　

4j

　　　　

老人医療費負担金

　　　

1 417　　I 037 380　　　　26.6

　　　　

精神衛生費負担金

　　　

849

　　　

667

　　　

182

　　

27j

　　　　

その他の補助負担金等

　　　

7 863　　6 062　　　1 801　　　四.7

　　

公共事業費補助負担金

　　

22 266　　20 605　　1 661　　　む

　　　　

蓄通建設事業費補助負担

　　　

20 062　　18 926　　　1 136　　　　∂.θ

　　　　

釜害復旧事業費補助負担

　　　

2 204　　　1 679　　　　525　　　su

　　

失業対策事業費負担金

　　　

701

　　　　　

586

　　　　

115

　　　

jl?.∂

　　

蛋要青雲施設等所在市町村助

　　　　

86

　　　　

71

　　　　

15

　　　

鯉丿

　　

施設等所在市町村調整交付金

　　　　

32

　　　　　

27

　　

・

　　

5

　　　

iS.5

　　

交通安全対策特別交付金

　　　　

496

　　　

408

　　　　

88

　　　

S1.6

　　

電源開発促進対策交付金

　　　　

242

　　　　

91

　　　　

151 165.9

　　

符雲防衛施設周辺整備調整交

　　　　

30

　　　　　

5

　　　　

25

　　　

500.θ

地

　　　　　　

方

　　　　　　

債

　　　

12 748　　10 290　　　2 458　　　留丿

使

　

用

　

料

　

及

　

び

　

手

　

数

　

料

　　　

2 376　　　1 973　　　　403　　　釦丿

雑

　　　　　　

収

　　　　　　

入

　　　

9 629　　　7 862　　　1 767　　　認.5

　

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　　　

21 5 588　1 73 753　　41 835　　　24.1

-418-



政

その２

　

歳

計

出

画

(単位

　

億円・％)

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　

1

昭和50年度
|
昭和49年度

|
増

　

滅

　

額

l

増

　

滅

　

率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(51304) (23 509)　（帖.8）

給

　

与

　

関

　

係

　

経

　

費

　　

74 813　　50 266　　24 547　　　μＪ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（50 451) (23 223)　a6.o)

　　

給

　　　　

与

　　　　

費

　　

73 674　　49 413　　24 261　　　卵.j

　　　　

義務教育関係職員

　　

26 784　　18 861 7 923　　　μ.θ

　　　　

こ

顕
熟
こ

兪丿

　

二

　

翼

　

二

　

二

　　

恩

　　　　

給

　　　　

費

　　　

丿39

　　　

853

　　　

286

　　　

お.5

　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　

（37 690)　(10 729)　(28.5)

一

　

般

　

打

　

政

　

経

　

費

　　

48 419　　38 728　　9 691　　　舒.θ

　　

国庫補助負担金等を伴うもの

　　　

２４４１０

（ヅ沁（5ご（型丿

　　　　

生

　

活

　

保

　

護

　

費

　　　

6 682　　5 538　　044　　　加.7

　　　　

児

　

童

　

保

　

護

　

費

　　　

3 131　　　2 182 949　　　μ.5

　　　　

老

　

人

　

保

　

護

　

費

　　　　

973

　　　

675

　　　

298

　　　

μｊ

　　　　

老

　

人

　

医

　

療

　

費

　　　

2 132　　　1 561　　　571　　　錨丿

　　　　

精

　

神

　

衛

　

生

　

費

　　　

1 081　　　　850　　　231　　　27.2

　　　　

その他の一般行政経費

　　　

10411

　　　

9 093　　　1 318　　　μ.5

　　

胃庫補助負担金を伴わないも

　　　

24 009　　18 829　　　5 180　　　27J

公

　　　　　

債

　　　　　

費

　　　

9 664　　7 821　　　1 843　　　詔ぶ

維

　　

持

　　

補

　　

修

　　

費

　　　

3 866　　3 092　　　774　　　匹θ

投

　　

資

　　

的

　　

経

　　

費

　　

70 778　　63 617　　7 161　　　11,3

　　

直轄事業負担金

　　

2 156　　2 218 － 62　ム　　　2.∂

　　

公

　　

共

　　

事

　

業

　

費

　　

36 212　　33 140　　3 072　　　ﾀｊ

　　　　

普通建設事業費

　　

33 383　3o 988

1　2

395　　　7.7

　　　　

災害復旧事業費

　　

2 829　　2 152　　677　　訂丿

　　

失業対策事業費

　　

1 043　　873　　170　　19j

　　

一

　

般

　

事

　　

業

　　

費

　　

14 029　　11 658　　2 371　　　即丿

　　　　

普通建設事業費

　　

13 757　　11 516　　2 241　　jﾀ.5

　　　　

災害復旧事業費

　　　

272

　　

142

　　

130

　　

91j

　　

特

　

別

　　

事

　

業

　

費

　　

17 338　　15 728　　1 610　　　10j

　　　　

長期計画事業費

　　

9 632　　9 230　　402　　　μ

　　　　

過密過疎等対策事業費

　　　

6 123　　4915　　　1 208　　　21tS

　　　　

豪芸市町村圏振興整備事

　　　

1 583　　　1 583　　　　　0　　　　0､0I

臨

　

時

　

土

　

地

　

対

　

策

　

費

　

等

　　　

1050

　　

2 700・　1650ム　61j

　　

臨時土地対策費

　　

1050

　　　

－

1

　

1050

　

皆

　

増

　　

土

　

地

　

開

　

発

　

基

　

金

　　　　　

－

　　　

1 400　・　1 400　皆　　減

　　

財

　

政

　

調

　

整

　

資

　

金

　　　　　

－

　　　

1 300　・1300　皆　　減

公

　

営

　

企

　

業

　

繰

　

出

　

金

　　　

4 098　　　3 505　　　　593　　　卵丿

　　

収

　

益

　

勘

　

定

　

繰

　

出

　

金

　　　

2 385　　　1 813　　　　572　　　31.5

　　

資

　

本

　

勘

　

定

　

出

　

資

　

金

　　　　

1 713　　　1 692　　　　21　　　　jj

顕鸚鸚昆詣ぼo

　

2 900　　　4 024 ･･　1 124 －　　27.9

　

歳

　　

出

　　

合

　　

計

　　　

21 5 588　1 73 753　　41 835　　　24.1

　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　

’‥’‘－－－U971 y帰巨大仰ヽ、Hr^~T≪人み一温丿
㈱

　

昭和49年度の（

　

）内の数値は、昭和50年度において補助職員等に係る給与費

　

を一般行政経費から給与関係経費へ組み替えたことに対応して、組替えを行った

　

場合の数値である。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－419－



第137表地 方

　　

税 収

－

　

税

　　　　　　　　　

目

　　　

卜

子:

lm

づ

(B)

固

　

道

　　

府

　　

県

　　

税

　

(I)

1

ドド

　

]とし]

　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　　

281 561　　　345 005　　　340 995

　

]∠ﾝｊ

　

ｌ

　　

：

　　

１

　

５娯楽施設利用税

　　　

56 359　　　59 283　　　S8 396

　

]ﾌTごレドドj

　

H

　

固定資産税(特例)

　　　　

1 803　　　　3 726　　　　3 722

　

普

　

通

　

税

　

計

　　　　　　

3 475 227　　　4482 779　　　4384 288

＞ブ

レンド1

(Ⅲ)道

　

府

　

県

　

税

　

計

　　　　

3 825 838　　　4 878 042　　　4774 402

叫

(I)

で

普

市

町

町

元

　

で

税

税

　　

1 609 11２　　　2504 137　　　2419865

－420－



入

　　

見

和

　　　　　

50

税制改正による
増減収額

４

ム

心

・・

心

心

心

A

157 387

５

　　

－

　　

－

30 475

　　

－

　　

－

-

　　

-

　　

-

198 246

I 846

　

234

　　

－

　　

2 080

200 326

283 196

込

　　

状

年

況

る収

1 109 870

　　　

3 980

　　　　

951

　

763 855

　

341 084

2 062 6４2

　　

61 977

2000 665

　

196 245

　

133 894

　　

58 396

　

２75 311

　

343 ４０9

　　　　

638

　　　

1 742

　　　　

173

　　　

3 7２２

4 186 0４２

　

174 778

　

2Ｈ 914

　　　

1 342

　

388 034

4 574 076

2 136 669

度
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地

　

方

　

税

　

収

　

入

　　　　　　　　　　　　　　　

一一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和49年度

　　　

税

　　　　　　　　

目

　　　　

゛JJ゛゛繋註が）散註伊

＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

固

　　　　　　　　　　　　　

（Ｂ）

　　　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　

13 704　　　　15913 15 224

　　　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　

4 175 4 853　　　　　　4700

　　　　

1

所

　　　　

得

　　　　

割

　　　

1 032 370　　　1 693 035　　　1 622 441

　　　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　　　

558 863　　　790 336　　　777 500

　　　

2

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　

1 163 473　　　1 506 602　　　1 458 234

　　　　

土

　　　　　　　　

地

　　　　

459 468　　　647 474　　　623 757

　　　　

｛

家

　　　　　　　　　　

屋

　　　　

379 083　　　　463 666　　　　448 495

　　　　

償

　　

却

　　

資

　　

産

　　　　

274 591　　　　338 130　　　328 650

　　　　

純固定資産税小計

　　

ロ13 142　　1 449 270　　1 400 902

　　　　

交

　　　

付

　　　

金

　　　　

10 863　　　　12 669　　　　12 663

　　　　

｛

納

　　　　

付

　　　　

金

　　　　　

39 468　　　　44 669　　　　44 669

　　　　

交納付金小計

　　　

50 331　　　57 332　　　57 332

　　　

3

　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　　

29 178　　　　30 025　　　　29 126

　　　

4市町村たばこ消費税

　　　

219 472　　　235 290　　　235 290

　　　

5

　

電

　　　

気

　　　　

税

　　　

1103 470　　　　129 649　　　129 649

　　　

6

　

ガ

　　　　

ス

　　　　

税

　　　　

11 219　　　　12 145　　　　12 145

　　　

7

　

鉱

　　　

産

　　　　

税

　　　　　

1 414　　　　2 134　　　　2 062

　　　

8

　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　　　

2 123　　　　3 343　　　　3 209

　　　

9特別土地保有税

　　　

46 406　　　90 421　　　85 951

　　

10

　

市町村法定外普通税

　　　　

3 268　　　　4 331　　　　4 316

　　　　

普

　

通

　

税

　

計
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税
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業
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税

　　　　　　

－

　　　　　　

一
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３

　

都

　

市

　

計

　

画

　

税
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4水利地益税等
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日

　

的

　

税

　

計

　　　　　　

180 751　　　197 640　　　191 781

　

（m）市

　　

町

　　

村

　　

税

　　

計

　　　

3 369 886　　　4 715 717　　　4 571 628

地

　　

方

　　

税
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計

　　　

道

　　

府

　　

県

　　

税
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町

　　

村

　　

税
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合

　　　　　　　　　　

計
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地

　

方
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付
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昭
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国
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13 777 000　　10572000　　1 6100］
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お器
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沼お

≒ぐ多乙
o
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二ご

　　

ごご

　

悶悶雛に
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二

臨時沖繩特別交付金（Ｃ）
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昔

　　　

焚
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ご
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（訓紗゛（・）

　　　

4 429 552　　　　3414 397　　　　784 290
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（ｒ留鸚帥ｓl）

　

（ｎｎ泗１

　

一般公共事業

　

1060

　

1067-

　

7

　　

臨海土地造成事

　

公営住宅建設事業

　

2 960　2719　241　　業 885　828　　57

　

災害復旧事業

　

561

　

382

　

179

　　

内陸工業用地等

　

n::::::1
964 I 550 41・揖‰バンド;

　

業

　　　　　　　　　

20

　　

20

　　　

0 都市開発事業　430　365　　65

　

一般単独事業

　

1 330　930　400　　　住宅用地造成事

　

更禦:7:
;;バレDl賤ｒ・二二ご

　

詣“市等建設

　

284

　　

299，

　

15

　　　　

計 践回搬儡

　

拿ja用地先行取得

　

480

　

512ﾑ32公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　

計

　　　　　

10 184　8679　1505　電　気　事　業　　130　　100　　30

　　　　　　　　　　　

上水道事業5 410 4 500　910
準公営企業債

　　　　　　　　　

工業用水道事業

　

480

　

450

　　

30
，港湾整備事業

　

390

　　

350

　　

40

　

都市高速鉄道事業

　

□50

　

I 650　100

　

下水道事業3 450 2 125 1 325　一般交通事業　12S　100　25

㈱１

　

公有林整備事業及び草地開発事業の（

　

）書きは、公営企業金融公庫が農林漁

　

２

　

特別地方債の産業廃棄物処理事業、同和対策事業、下水道事業及び上水道事

　　

水道事業及び公営企業債り上水道事業に含まれている厚生年金資金及び国民年

　　

３

　

計画組入れ分は、一般単独事業の共済組合資金に係るものであり、従来計画

　　　　　　　　　　　　　　　　

― 424 ―



の

　

算 定

　　

基 礎
(単位 百万円・％）

　　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　

増

　　　

滅

　　　

率

‾

|

対前年度当初|対前年度最終

|

対前年度当初|対前年度最終

　

最

　

終（ｃ）（ａ）－（b）（d）

　

(a)-(c) (e)　(d)/(b)　　　(e)/(c)

　　　

12 182 000　　　　3 205 000　　　　1 595 000　　　　　　30^　　　　　　j＆

　　　

5 542 000　　　　1 846 000　　　　1 063 000　　　　　　j＆s　　　　　　jﾀ.2

　　　

5 755 000　　　　1 213 000　　　　386 000　　　　　　U.6　　　　　　　∂.7
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債 計 画
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８

　　　

８

　　　

０
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181

　　

計
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昌
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・
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栄集福祉施設整備
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200疑心腿Ｍ

　

ど

　

回丿?

　

社会福祉施設等

　　

700
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190特別転貸債 122　　102　　20

　

じ仕にざ最210

　

200 1O公立病院特ツ（14こ（1訂『諭

　

』§

廃棄物処理事lo

］

806

　

244計

乙

i組入ズ分27悶233聖４惣

　

ｈｔ・事業

　

刀,ﾚ･。，ｌ

　　　

お2昌2昌廬

業金融公庫から委託を受けて融資するものであって、外書きである。

業の再掲額は、一般会計債の産業廃棄物処理事業、同和対策事業、準公営企業債の下

金資金分である。

外で措置していたものを計画の枠内に組入れたものである。
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その１

　

国民総生産等

第140表主要経済指標及び
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国
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政府財貨サービス購入
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5j

　　

4.θ

　　

5j

　　

5^ 7.6 6.1

.卸売物ち
畳
指名

　　

Ｍ

　

θ.忿

　　

θ.7

　　

忿.4

　　

£

　　

S.6W 0.?

ｰ-

― 426 ―



地方財政計画等の推移
(単位

　

億円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

--

43

　　

1

　　

44

　　

1

　　

45

　　

1

　　

46

　　

1

　　

47

　　

1

　　　

48

　　　

｜

　　　　　　　　　

｜

　　

｜

532 882　　622 599　　730 461　　815 770　　947 265 i　　目52 631

428 487　　　498 159　　　591 410　　　658 982　　　764 452

1　　　916

948

92 917　　　103 648　　　122 169　　　147 981
1　　179

203　　　　209 313

46 738　　　55 498　　　68 771

1　　　84

479
1　　　99

818　　　　121 203

133 886‘　　170 338　　　193 230

1　　201

237
1
237 618　　　　321 445
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S7.9

　　　

jθθ.θ
l
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l
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106.1 i　　　110^　　　　j留.ﾀ
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1
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ﾂﾞ

　　

j叩.θ

l
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jθθ.θ

　　　　

二

日本銀行調、その他は経済企画庁調による。
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指
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42 43 44 45 46 47 48

j∂j

　

21.7

　

j卯

　

Ｕ∂

　

j認

　

丿邱

　

j77

　

加S

　

忿μ

　

認5

　

J四

　

おり

　

4釦

16亦　19.9

　

j卯

　

がJ

　

j27

　

jμ

　

j7∂

　

2昭

　

2μ

　

認7

　

j四

　

ぶ円

　

心弱

釘.j

　

祁.8

　

j卯

　

と∂

　

お4

　

μ4

　

j77

　

忿促

　

忿認

　

邸∂

　

322

　

おり

　

弱5

瑠Ｊ

　

幻.4

　

j叩

　

丿圃

　

jお

　

j認

　

丿μ

　

加2

　

μθ

　

忿認

　

丿邸

　

μ2

　

5邸

詔.j

　

舒Ｊ

　

却θ

　

j却

　

jj∂

　

jμ

　

圃4

　

麗∂

　

認∂

　

j訪

　

了如

　

如j

　

5μ

丿乙忿

　

認4

　

j卯

　

117

　

却7

　

瑠5

　

jな

　

釘5

　

275

　

おθ

　

319

　

j卵

　

49

　

7J

　

17.6

　

却θ

　

j卵

　

丿加

　

丿錨

　

丿醇

　

丿辞

　

忿j∂

　

２卵

　

邸4

　

27j

　

j鯉

　

4.5

　

11.7

　

j卯

　

却4

　

Ill

　

jj∂

　

j辺

　

丿忿

　

召4

　

μ5

　

153

　

j卯

　

j7∂

　

θj

　

15.9

　

j卯|

　

加θ

　

j碍

　

丿昭

　

加5

　

j卯

　

丿卵

　

112

　

Ill

　

112

　

j釦

― 427



　　　　　　　　　　　

第140表主要経済指標及び

その２

　

予算及び地方財政計画(当初)

　

区

　　　　　

分

　

|昭和38年度|

　　

39

　　　

1

40

　　　

｜

41

　　

1

42

国の一般会計

　

2 850 008　3 255 438　3 658 080　4 314 270　4 950 910

財政投融資計画

　

丿09 700　1 340 200　1 620 600　2 027 300　2 388 400

地方財政計画

　

2 633 593　3 138 127　3 612 149　4 134 800　4 771 400

　　

給

　

与

　

費

　　

956 845　1 095 339　1 277 289　1 435 400　1 616 600

　

うE

　　

914 302　　1 133 900　　1 296 300　1 545 400　1 790 000

　

ち

　

44普通建設事

　　

784 641　　1001300　　1 ISO 584　1 369 400　1 617 700

　　　　　　　　　　

（1500）

　

（1700）

　

（2 100) (2 600) (3 500）
地方債計画

　

315 0０0　398 4０0　484 9０0　670 700　660 900

㈱（

　　

）書きは、公営企業金融公庫が農林漁業金融公庫から委託を受けて地方公

　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　　　

滅

　

区

　　　　　

分

　

ﾚ

こぷ‾ﾚ39

　

1

　

4o

　

l

　

41

　

1

　

42

　

1

　

43

　

1

　

44

　

1

　

45

国の一般会計

　

17Jt

　

μＪ

　

ｊ２４

　

17S

　

μ.s

　

17£

　

153

　

皿θ

財政投融資計画

　

麗.∂

　

加丿

　

加.9

　

諮j

　

17.8

　

jj.θ

　

μ.θ

　

j∂ｊ

地方財政計画

　

巧j

　

19.2

　

巧.忿

　

μ.5

　

15J^

　

17S

　

18£

　

麗丿

　　

給

　　

与

　　

費

　

17a

　

μJ

　

16.6

　

j忿4

　

12.6

　

巧.4

　

154-

　

μｊ
う|

投資的経費

　

15.1

　

4.θ

　

μｊ

　

却.口

　

μ.∂

　

と.∂

　

麗丿

　

認.1?

ち

　

墓姦普通建設事

　　

留丿

　

腔.∂

　

μ.∂

　

却.θ

　

j∂j

　

j£θ

　

認.4

　

諮.∂

地方債計画

　

2O.e 26.5 Z1.7　甜ｊ・ i.5　忿,5　貧.9 15.7
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地方財政計画等の推移(､つづき)
(単位

　

百万円・％)

　　　

43

　　

1

　　

44

　　

1

　　

45

　　

1

　　

46

　　

1

　　　

47

　　　

1

　　　

48

　

5 818 598　　6 739 574　　7 949 764　　9 414 315　　11 467 681　　14 284 073

　

2 699 000　　3 077 000　　3 579 900　　4 280 400　　5 635 000　　　6 924 800

　

5 605 100　　6 639 700　　8 123 300　　9 717 200　　H 749　800　　14 551 000

　

1 865 000　　2 153 100　　2 473 400　　2 935 400　　3 462 700　　　4 003 000

　

2000600

　　

2 453 000　　3 040 300　　3 661 300　　4 602 100　　　5 963 600

　

1 812 500　　2 272 600　　2 854 200　　3 478 600　　4 336 800
5 544 600

　　　

（4 000）　(4 400)　（4 600）　（4 900）　（８ ０００）　（１０ ３００）

　　　

677 300　　　785 200　　　908 200　　1 086 000　　1 727 800　　　2 253 000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
共団体に融資する公有林整備事業債及び草地開発事業債であって外書きである。

　　

率

　　

｜

　　　　

指

　　　　　　　　　　　　

数

46 47　48　38 39 40 41　42 43 44 45 46 47 48

詔.4

　

釘丿

　

封.∂

　

加θ

　

jμ

　

j鉛

　

丿夕

　

丿μ

　

忿叫

　

忿卯

　

忿９

　

おり

　

如忿

　

5皿

四.∂

　

31.6

　

舘.9

　

印θ

　

j辺

　

μ∂

　

認了

　

幻5

　

μ丿

　

刀7

　

J認

　

認∂

　

5昭

　

∂封

印.∂

　

勿.9

　

認丿

　

加θ

　

j印

　

M7

　

巧7

　

印丿

　

幻了

　

邱忿

　

了卵

　

丿卯

　

4郭

　

5認

j＆7

　

18.0

　

巧.∂

　

印θ

　

jμ

　

jお

　

巧θ

　

j印

　

丿巧

　

忿諮

　

忿認

　

jθ7

　

J即

　

μ∂

勿.4

　

諮.7

　

四.∂

　

加θ

　

jμ

　

μ忿

　

丿印

　

丿邱

　

忿却

　

忿昭

　

了認

　

卯θ

　

ざ昭

　

砧忿

2i.9

　

μ.7 27.9　印θ　j認　μ7　j乃　名叱　留丿　四θ　J叫　4μ　邱j　7θ7

印.∂

　

5∂ｊ

　

卯.4

　

印θ

　

j部

　

丿μ

　

213

　

釘θ

　

釘5

　

忿卯

　

認∂

　

ｊμ

　

5細

　

7巧
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その３

　

決算額(総括)

第140表主要経済指標及び

ｉ
区

　　　　　　　　

分

　　

斟S

39　　｜40　　｜41　　｜42

国の一般会計歳入

　

3 231 214 3 446 768 3 773 097 4 552 146 5 299 446

　

国

　　　　　　　

税

　

2 731 724 3 159 246 3 279 652 3 663 006 4 396 804

　　

う

　

ち

　

法

　

人

　

税

　

862 914　975 389　927 120 1 031 698 1 307 ％6

国の一般会計歳出

　

3 044 292 3 310 ％9 3 723 017 4 459 196 5 113 035

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

入

　

3 397 659に910 921 4 478 036 5 177 746 5 926 3H

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

出

　

3 308 833 3 821 968 4 365 140 5 026 177 5 725 497

　

地

　　　

方

　　　

税

　

1 212 860 1 399 598 1 549 421 1 768 587 2 149 522

　

一

　　

般

　

財

　

源

　

1 829 205 2 109 212 2 342 670 2 651 572 3 177 698

　

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　

1 494 538 1 732 327 2 001 146 2 256 147 2 575 041

　　

人

　　

件

　　

費

　

1 196 932 1 394 003 1 602 453 1 788 730 2 030 312

　

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

1 159 894 1 343 724 1 532 915 1 803 6291 2 026 549

　　

普通建設事業費

　

969 995 1 149 499 1 318 987 1 566 137 1 784 456

国と地方の歳出純計

　

4％2 845 5 575 782 6 301 206 7 439 024 8 544 846

　

り

　　

ち

　　

租

　

税

　

3 944 584 4 558 844 4 829 073 5 431 5う6 546 326

　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　

滅

　　　　　　　　

率

　

区

　　　　

分

　

1

　

38

　

1

　

39

　

1

　

4o

　

j

　

41

　

1

　

42

　

1

　

43

　

1

　

44

　

1

　

45

　

1

　

46

国の一般会計歳入

　　

∂.∂

　

∂.7

　

夕.5

　

加,∂

　

貧,4

　

μj

　

17.3

　

jﾀ.θ

　

ぴｊ

　

国

　　　　　　

税

　

μ.j

　

巧.7

　　

33

　

11.7

　

加.θ

　

幻丿

　

釘丿

　

加ｊ

　　

∂.∂

　　

うち法人税

　

10.6

　

13.0W

　

4.∂

　

11^

　

部丿

　

釘.7

　

部j

　

2r.8-

　

叫

国の一般会計歳出

　

19J

　

∂j

　

jj.４

　

19J

　

μ.7

　

jむ

　

i6.5

　

18.6

　

j∂ｊ

普通会計歳入

　

lS^

　

巧.j

　

μ.5

　

15.6

　

μ.5

　

17A

　

19^

　

釘.7

　

加.5

普通会計歳出

　

μ.∂

　

ｇ.5

　

μ.忿

　

1S.1

　

おj

　

17S

　

19A

　

邱.2

　

叙丿

　

地

　　

方

　　

税

　

μｊ

　

巧.4

　

10.7

　

μｊ

　

忿j.5

　

加.θ

　

jl?.∂

　

鯉.4

　

12.9

　

一

　

般

　

財

　

源

　

貧丿

　

巧.S

　

11.1

　

lSS

　

却ｊ

　

19.1

　

舘.7

　

釘,&

　

μ.41

　

義務的経費

　

釘.θ

　

i5.9

　

巧J

　

12.7

　

μj

　

15J

　

1L7

　

却.7

　

j∂.忿

　　

人

　　

件

　　

費

　

加.j

　

μ.5

　

9.θ

　

11.6

　

13.5

　

1S.7

　

j∂J

　

19.6

　

iS.5

　

投資的経費

　

＆∂

　

巧Ｊ

　

μj

　

17.7

　

j＆4

　

加ｊ

　

19^

　

認.∂

　

加.∂

　　

普通建設事業費

　

11^

　

j∂ｊ

　

μ.7

　

瑠.7

　

9.ﾀ

　

留.θ

　

忿jj

　

97.7

　

27.7

国と地方の歳出純計

　

μ.5

　

j忿丿

　

μ.θ

　

j∂ｊ

　

μj

　

16.6

　

俘.∂

　

加.∂

　

ｇ.5

　

う

　

ち

　

租

　

税

　

μｊ

　

巧.∂

　　

5.∂

　

12.5

　

加.5

　

加.7

　

加.∂

　

加.7

　

10.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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地方財政計画等の推移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

43

　　

1

　　

44

　　

1

　　

45

　　

1

　　

46

　　　

1

　　

47

　　　

！

　　　

48

6 059 873　　7 109 267　　8 459 181　　9 970 859　　12 793 873　　16 761 978

5 323 848　　6 455 384　　7 775 386　　8 443 932　　10 400 568　　14 047 883

1 591 884　　2 008 713　　2 567 168　　2 556 453　　2 992 223　　　4 517 969

5 937 082　　6 917 838　　8 187 697　　9 561 131　　11 93２172　　1４ 778 303

6 95８87４　　8 305 229　　10 103 998　　12 179４４9　　15090 702　　18 217０86

6 7２9574　　８ 033 912　　9 814８78　　11 909 529　　14 618 283　　17 ４73 883

２580 1２8　　3 090 179　　3 750 668　　4 235 746　　5 004 482　　　6４91 286

3 785 222　　４ 64４089　　S 657 603　　6 462 940　　7 721 391　　　9 802 793

2 973 338　　3 ４1０082　　4 0８3196　　4 827 97２　　5 963 599　　　7 4４1198

２308 101　　2 681 035　　3 ２05 486　　3 799 196　　4 546 023　　　5 682 199

2４3４083　　2 904 690　　3 649 178　　４ 625 943　　5 758 637　　　6 367 877

2 19４570　　2 662 45２　　3 398 753　　４ 338 819　　5 301 232　　　5 957 31４

9 960 591　　11 836 825　　14 315 436　　17 111 854　　21 040 313　　25 679 339

7 903 976　　9 545 563　　11 526 053　　12 679 678　　15 405 050　　20 539 169

　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　

数

　　　　

l

4り48

ﾄ

り39トoいい．いい川川（川剽

怒.j

　

町.θ

　

却θ

　

却7

　

117

　

jμ

　

j剛

　

丿昭

　

怒θ

　

忿配

　

丿卯

　

了卵

　

むタ

留丿

　

巧丿

　

加θ

　

と∂

　

j加

　

詔４

　

161

　

195

　

留δ

　

怒5

　

j卯

　

認j

　

5μ

ぴ.θ

　

訂.θ

　

j卯

　

113

　

却7

　

j釦

　

丿屁

　

丿舛

　

怒了

　

四7

　

忿卵

　

翁7

　

5科

料ｊ

　

怒.∂

　

却θ

　

ｊ卯

　

丿認

　

丿卵

　

丿蒔

　

丿河

　

麗7

　

口印

　

Jμ

　

卯忿

　

詔5

詔.∂

　

即.7

　

却θ

　

万了

　

圃巳

　

丿認

　

jμ

　

忿蒔

　

忿μ

　

四7

　

j認

　

4μ

　

ｇ∂

認.7

　

却.5

　

加θ

　

j仔

　

丿認

　

152

　

j惣

　

忿昭

　

忿μ

　

四7

　

おり

　

糾忿

　

よ怒

認.j

　

邱.7

　

却θ

　

と5

　

j怒

　

μ∂

　

j77

　

幻了

　

口邱

　

了叩

　

了細

　

μj

　

5訂

四丿

　

訂.θ

　

加θ

　

j巧

　

丿怒

　

μ5

　

j双

　

加7

　

舒4

　

ぷ卯

　

了認

　

4麗

　

錨∂

怒.5

　

μj

　

j叩

　

丿祁

　

燧4

　

j訂

　

j7忿

　

丿叩

　

忿怒

　

思辨

　

丿留l

　

j卯

　

4認

jﾀ.7

　

25.0

　

j∂θ

　

ｎ∂

　　

jμ

　

μ∂

　

j河

　

丿昭

　

2μ

　

忿認

　

Jj7‘

　

銘θ

　

4路

μ.5

　

加.∂

　

却θ

　

j仔

　

丿渥

　

丿邸

　

丿阿

　

釘θ

　

怒θ

　

町5

　

J卯

　

4部

　

刄∂

麗j

　

j忿.4

　

加θ

　

j却

　

丿錨

　

ｊむ

　

圃4

　

認∂

　

2μ

　

おり

　

μ7

　

局7

　

訂4

留.θ

　

認.θ

　

加θ

　

む忿

　

μ7

　

μθ

　

び忿

　

邱丿

　

留∂

　

認S

　

舛5

　

4μ

　

む７

21S

　

認ｊ

　

ｊ卯

　

丿狸l

　

j麗

　

丿認

　

丿邸

　

釦θ

　

μ忿

　

四忿

　

丿釘

　

了皿

　

銘j
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第140表

　

主要経済指標及び

その４

　

決算額(都道府県分、市町村分)

　

区

　　　　　　

分

　　

降・139

　　

｜

40

　　

｜
41

　　

1

42

　

歳

　　　　　　

入2 148 699 2 434 674 2 766 069 3 184 017 3 638 526

都

　

一

　

般

　

財

　

源1 079 267 1 237 407 1 374 662 1 552 094 1 885 230

　　　

地

　

方

　

税

　

660 443 767 371　848 397　986 763 1 219 928道

　　　

うち法人事業税

　

277 091　304 425　304 568 357 274　458 778

府歳

　　　　　　

出2 095 868 2 386 781 2 708 952 3 102 273 3 532 819

県

　

義務的経費

　

998 914 1 147 728 1 304 028 1 455 581 1 643 951

　　　

人

　　

件

　　

費

　

836 966　969 233 1 107 191 1 228 534 1 389 445
分

|

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

730 150　827 034　935 622 1 096 725 1 240 580

　　　

普通建設事業費

　

608 694　704 970　803 686　943 673 1 082 439

　

歳

　　　　　　

入1 376 697 1 618611 1 883 449 2 209 471 2 532 405

市

　

一

　

般

　

財

　

源

　

752 563 873 363 972 246 006 356 1 301 409

　　　

地

　　

方

　　

税

　

552 417　632 227　701 024　781 824　929 594
町歳

　　　　　　

出1 340 701 1 577 552 1 827 671 2 139 646 2 437 300

村

　

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　

495 720　584 599　699 767　804 139　935 870

　　　

人

　　

件

　　

費

　

359 966　424 770　495 262　560 196　640 867
分

|

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

498 814　594 999　687 792　817 535　916 128

　　　

普通建設事業費

　

４16 347　50８ 925　589 352　712 681　803 940

　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〃

　　　　　　　　　　　　　

増
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地方財政計画等の推移（つづき）
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昭和48年度地方財政計画策定方針

　

現下の社会経済情勢の推移と地方財政の現状にかんがみ、昭和48年度の地方財政

については、国と同一の基調により、財源の重点的配分と経費支出の効率化に徹し、

適切な行財政運営を行なうことを基本とし、地方財源の確保に配慮を加えつつ、長期

的視野の下に、積極的に住民福祉の充実向上を図るものとする。このため住民負担の

軽減合理化を推進するとともに、計画的に社会福祉の充実、社会資本の整備等地方行

政水準の着実な向上を図り、あわせて地方公営企業の経営の健全化を積極的に促進す

ることを目途として、次の方針に基づき地方財政計画を策定する。

１

　

個人の住民税および事業税、電気ガス税等について住民負担の軽減合理化を図

　

る。

'２

　

土地に対する固定資産税の課税の適正化を図るとともに、特別土地保有税を創設

　

する。

　

３

　

地方税および地方交付税の伸長の状況等を考慮しつつ、昭和47年度において講

　

じられた地方交付税の特例措置がなくなることによる影響を緩和するため、交付税

　

及び譲与税配付金特別会計において資金運用部資金から950億円を借り入れる。

４

　

沖繩県および同県市町村に対して交付すべき地方交付税の財源に資するため、臨

　

時沖繩特別交付金388億円を国の一般会計から交付税及び譲与税配付金特別会計に。

　

繰り入れる。

　

５

　

福祉優先の基調に｡立脚し、社会福祉施策等を充実するとともに、住みよい生活環

　

境を整備するため、国庫補助負担制度の拡充ならびに地方交付税および地方債によ

　

る財源措置の充実を図る。

　

(1)老人福祉対策、児童福祉対策の拡充等社会福祉の一層の充実を図る。

　

(2)義務教育諸学校の教職員の定数および処遇の改善、私学助成の拡充等教育振興

　　

対策をさらに推進する。

　

(3)地域住民の生活環境の改善と安全を図るため、公害対策を積極的に推進すると

　　

ともに、交通安全対策および消防救急対策について人員および施設の充実整備を

　　

図る。

　

(4)人口急増地域における公共施設等の整備を推進するため、児童生徒急増市町村

　　

における義務教育施設に対する国庫負担率を引上げる等国庫補助負担制度の充実

　　

改善を図るとともに、各種生活関連施設の整備を促進するための財源措置を請ず

　　

る。

　

(5)過疎地域における公共施設等の整備を推進するため、過疎および辺地対策事業

　　

債を大幅に増額するとともに、集落の移転整備、へき地医療の確保等の過疎地域
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対策を促進するための財源措置を講ずる。

　

(6)行政の広域化のすう勢に対処し、広域市町村圏の振興を図る。

６

　

各種長期計画の改定に即応しつつ、地域の特性に応じて、社会資本の計画的な整

　

備を推進する。

　

(1)地方道、上下水道、廃棄物処理施設、厚生福祉施設等の生活関連社会資本を総

　　

合的、計画的に整備するとともに、漁港の整備、土地改良等について、長期計画

　　

の改定に即応して、事業の円滑な実施を確保するための所要の措置を講ずる。

　

(2)公共用地の先行取得の拡充等公有地の拡大を促進する。

「7

　

地方公営企業の経営の健全化を積極的に推進し、経営基盤の安定を図る。

　

(1)公営交通事業の経営悪化に対処するため、地下鉄事業に対する助成措置を大幅

　　

に拡充するとともに、路面交通事業について新たな再建制度を発足させる等経営

　　

の健全化を推進する。

　

･(2)地方公営企業に対する地方債を大幅に拡充するとともに、公営企業金融公庫の

　　

貸付資金の増額、貸付条件の改善、地方道路公社および土地開発公社に対する融

　　

資の充実等公庫業務の拡充を図る。

　

(3)公営企業会計に対する一般会計の負担の合理化を図る。

８

　

地方財政の健全化を促進するとともに、財政秩序の確立を図る。

　

(1)国庫補助負担事業にZ･ヽかる地方団体の超過負担を早期に解消するため所要の措

　　

置を講ずるとともに、住民の税外負担の解消を図る。

　

(2)定員管理の合理化をすすめるとともに、既定経費を節減する。

　

(3)地方公務員の給与改定など年度途中における事情の変化に弾力的に対応するた

　　

め、あらかじめ財源を留保する。

昭和49年度地方財政計画策定方針

　

最近における物価上昇、石油問題等内外の経済情勢の推移と地方財政の現状にかん

がみ、昭和49年度の地方財政については、地方財源の確保に配慮を加えつつ、国と

同一の基調により、総需要の抑制に資するため、公共投資をはじめとする歳出を極力

圧縮するとともに、財源の重点的配分と経費支出の効率化に努め、地域住民の生活の

安定と福祉の充実を図るための施策を推進することを基本とし、あわせて経済情勢の

推移に応じて地方財政の機動的、弾力的な運用を図り得るよう措置するものとし、次

の方針に基づき地方財政計画を策定する。

１

　

個人の住民税及び事業税、小規模住宅用地の固定資産税等について住民負担の軽

　

減合理化を図る。

２

　

市町村民税法人税割の税率の引上げ等により地方税源を拡充強化するとともに。
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自動車取得税の税率の引上げ並びに地方道路譲与税及び自動車重量譲与税の増強に

　

より地方道路財源の確保を図る。

３

　

地方財政の状況等を考慮し、地方交付税について、昭和49年度の特例として交

　

付税及び譲与税配付金特別会計の借入金残高に相当する1,679億6,000万円を減額

　

し、後年度において調整する。

４

　

沖繩県及び同県市町村に対して交付すべき地方交付税の財源に資するため、臨時

　

沖繩特別交付金321億円を国の一般会計から交付税及び譲与税配付金特別会計に繰

　

り入れる。

５

　

国有提供施設等所在市町村助成交付金及び施設等所在市町村調整交付金を増額す

　

る。

６

　

総需要抑制の見地から地方債の発行額を極力圧縮するとともに。地方債資金にお

　

ける政府資金の構成比率を高め、償還期限を延長する等地方債の質的改善を図る。

７

　

総需要抑制の要請をふまえつつ、住民生活の安定と住民福祉の充実のための施策

　

を重点的に推進することとし。地方交付税、地方債、国庫補助負担金等の重点的な

　

配分を図る。

　

（1）生活保護、児童福祉。老人福祉対策等社会福祉施策の一層の充実を図る。

　

（2）義務教育諸学校等の教職員の定数及び処遇の改善、私学助成の拡充等教育振興

　　

対策を推進する。

　

（3）消防及び救急対策の強化、大震火災対策の充実をすすめるとともに。公害対策

　　

及び交通安全対策を積極的に推進し。地域住民の生活環境の改善と安全の確保を

　　

図る。

　

（4）上下水道、廃棄物処理施設。教育施設、社会福祉施設。住宅等住民福祉の充実

　　

を図る見地から緊急度の高い事業の円滑な実施に資するため所要の財政措置を講

　　

ずる。

　

（5）人口急増地域における公共施設等の整備を図るため、教育施設、消防施設等Ｏ

　　

整備に対する財政措置を拡充する。

　

（6）過疎地域対策を推進するため、過疎及び辺地対策事業債の増額等を図るととも

　　

に、集落の移転整備、へき地の医療及び交通の確保等に必要な財政措置を拡充す

　　

る。

　

（7）公共用地の先行取得及び公有地の拡大に資するため、土地開発基金の増額等の

　　

措置を講ずる。

　

（8）消費者行政の推進等住民生活の安定を図るための施策を推進する。

８

　

地方公営企業の経営の健全化を推進し、経営基盤の強化を図る。

　

（1）病院事業の経営の現状にかんがみ、不良債務解消のため新たな助成措置を講

　　

じ、経営の健全化を図るとともに。交通事業の経営の再建を引き続き推進する。
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（2）地方公営企業に対する地方債について生活関連事業を中心に重点的な増額を行

　　

うとともに、政府資金及び公営企業金融公庫資金の貸付条件の改善を図る。

９

　

地方財政の健全化及び財政秩序の確立を図るとともに、地方財政の機動的、弾力

　

的な運用を図るための措置を講ずる。

　

（1）国庫補助負担事業にかかる地方団体の超過負担を解消するため引き続き所要の

　　

措置を講ずるとともに、住民の税外負担の解消を図る。

昭和50年度地方財政計画策定方針

　

最近における厳しい社会経済情勢の推移と地方財政の現状にかんがみ、昭和50年

度の地方財政については、国と同一の基調により、引き続き抑制的な基調を堅持する

方針の下に、社会的不公正の是正等地域住民の福祉向上に資するため、地方財源の確

保に配慮を加えつつ、財源の重点的配分と経費支出の効率化に徹し、節度ある行財政

運営を行うことを基本とし、あわせて経済情勢の推移に応じて地方財政の機動的、弾

力的な運営を図り得るよう措置するものとし、次の方針に基づき地方財政計画を策定

する。

１

　

個人の住民税及び事業税、料理飲食等消費税、ガス税等について住民負担の軽減

　

合理化を図る。

２

　

大都市地域における都市環境の整備のための財源を確保するため市町村の目的税

　

として、これらの地域の事務所事業所に対して課する事業所税を創設する。

３

　

地方財政の現状に対処するため、地方交付税の所要額を確保する。

４

　

沖縄県及び同県市町村に対して交付すべき地方交付税の財源を確保するため、引

　

き続き臨時沖繩特別交付金を国の一般会計から交付税及び譲与税配付金特別会計に

　

繰り入れる。

５

　

国有提供施設等所在市町村助成交付金及び施設等所在市町村調整交付金を増額す

　

る。

６

　

総需要抑制の見地から、地方債の増加を極力抑制するとともに、地方債資金にお

　

ける政府資金を増額する。

７

　

抑制的基調の下において、地域住民の福祉充実のための施策を重点的に推進する

　

ため、地方交付税、地方債、国庫補助負担金等の重点的な配分を図る。

　

（1）社会的公正の確保に配意しつつ、生活保護、児童福祉、老人福祉、障害者福祉

　

等社会福祉施策の一層の充実を図る。

（2）義務教育諸学校等の教職員の定数及び処遇の改善、私学助成の拡充等教育振興

　

対策を推進する。

（3）地域住民の生活環境の改善と安全を図るため、公害対策を積極的に推進すると

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－437－



　　

ともに、交通安全対策及び消防救急対策の充実を図る。

　

（4）上下水道、廃棄物処理施設、教育施設、社会福祉施設、住宅等地域住民の福祉

　　

向上のために緊急度の高い事業の円滑な実施を図るため所要の財政措置を講ず

　　

る。

　

（5）人口急増地域における公共施設等の整備を推進するため、児童生徒急増市町村

　　

における義務教育施設整備のための国庫補助負担金を改善するとともに、大規模

　　

住宅団地に係る関連公共・公益的施設の立替施行制度の拡充を図る。

　

（6）過疎地域対策を推進するため、過疎及び辺地対策事業債を増額するとともに、

　　

へき地の交通及び医療の確保等に必要な財政措置を拡充する。

　

（7）公共用地の円滑な取得を図るため、昭和50年度に限り臨時土地対策費を算入

　　

する。

８

　

地方公営企業の経営の健全化を図るため、引き続き交通事業及び病院事業の再建

　

を推進するとともに、公営企業債についても、生活関連事業を中心に重点的にその

　

増額と資金の質の向上を図る。

９

　

地方財政の健全化を促進するとともに、財政秩序の確立を図る。

　

（1）国庫補助負担事業に係る地方団体の超過負担を解消するため所要の措置を講ず

　　

るとともに、住民の税外負担の解消を図る。

　

（2）定員管理の合理化を推進するとともに、既定経費を節減する。

　

（3）地方公務員の給与改定等年度途中における事情の変化に弾力的に対応するた

　　

め、あらかじめ財源を留保する。

　

（4）地方財政計画を実態に即して策定するため、その算定内容について是正措置を

　　

講ずる。
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昭和48年度予算編成方針

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

48. 1. 6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

閣議決定

　

昭和48年度の財政運営に当たっては、わが国経済の国内均衡と対外均衡の調和を

図りつつ、長期的視野のもとに国民福祉の充実に努めることが必要である。

　

このた

めヽ財源の重点的かっ効率的な配分、費用分担の適正化及び公債政策の適切な活用を

図り、もって社会資本の整備、社会保障の充実等国民福祉向上のための各般の施策を

積極的に推進する。また、これら０施策の推進に当たっては、物価の動向に十分配意

し、特に地価対策の推進、低生産性部門の生産性向上、輸入政策の活用等総合的な物

価安定対策の充実を図る。

　

昭和48年度の予算及び財政投融資計画は、以上の基本方針のもとに、｢昭和48年

度の経済見通しと経済運営の基本的態度｣にのっとり、下記により編成する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記

　

１

　

財

　

政

　

規

　

模

　　

一般会計予算及び財政投融資計画は、経済の安定的成長を保ちつつ、積極的に国

　

民福祉向上の要請にこたえる規模のものとする。

　　

また、公債発行額は２兆8,400億円とし、政府保証債の発行額は4,500億円とす

　

る。

２

　

税

　

制

　

改

　

正

　　

中小所得者等の税負担の軽減を重点に所得税、住民税、相続税の減税を行なうと

　

ともに、社会経済情勢の変化に即応して、物品税の軽減合理化、産業関連の租税特

　

別措置の改廃、有価証券取引税の税率引上げ等を実施し、国税、地方税を通じて初

　

年度4,600億円程度の減税を行なう。

３

　

財源の重点的かつ効率的な配分

　

(1)財源の重点的かつ効率的な配分を徹底しつつ、道路整備、漁港整備、土地改良

　　

の各事業につき長期計画を策定するとともに、生活環境施設整備に重点をおいた

　　

各種社会資本の整備を進め、国土の総合開発を計画的かっ着実に実施するほか、

　　

年金制度の拡充等社会保障の充実を図り、物価対策、地価対策、公害防止及び交

　　

通安全対策、中小企業及び農林漁業の近代化、文教科学技術の振興、海外経済協

　　

力の強化、資源対策、雇用対策、防衛力の計画的整備、法秩序の維持等の諸施策

　　

を着実に推進する。

　

(2)国土の総合開発を推進するため、国土総合開発庁(仮称)を設置することとする

　　

が、各省庁の部局、特別会計及び特殊法人の新設は真に止むを得ないものを除き

　　

厳にこれを抑制するとともに、既定計画に基づき公務員の定員削減を行ない、新
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しい行政需要についてもその振替えによって対処する。

　

（3）補助金等既定経費の整理合理化を行なう。

４

　

予算及び財政投融資計画の弾力的運用

　　

経済情勢の推移に機動的に対処するため、引き続き公庫等に係る政府保証又は借

　

入れの限度の弾力的措置を講ずる。

５

　

地

　

方

　

財

　

政

　　

地方財政においても、国と同一の基調により、財源の重点的かつ効率的な配分を

　

行なうこととし、その適切な運営を図る。

昭和49年度予算編成方針

48. 12. 21
閣議決定

　

今日の我が国経済は、物価の上昇に加えて、石油を初めとする資源問題等による供

給力の制約という極めて困難な事態に直面している。この局面を打開し、経済の正常

化を速やかに達成することが、当面の最大の課題であり、このためには、政府吐、総

力を挙げて総需要の抑制を図る必要がある。

　

昭和49年度０予算及び財政投融資計画は、このような考え方の下に、｢昭和49年

度の経済見通しと経済運営の基本的態度｣にのっとり、国民生活の安定と福祉の充実

に配意しつつ、厳に抑制的なものとするとともに、今後の経済情勢の推移に対応し得

るよう機動的、弾力的な運営を行うことを基本として、下記により編成する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記

　

１

　

財

　

政

　

規

　

模

　　

一般会計予算及び財政投融資計画の規模は、厳に抑制する。

　　

また、公債及び政府保証債の発行額をそれぞれ前年度当初発行予定額より1,800

　

億円及び500億円縮減し、公債の発行額は２兆1,600億円、政府保証債の発行額は

　

4,000億円とする。

　

２

　

税

　

制

　

改

　

正

　　

給与所得者を中心とする税負担の軽減適正化を図るため、所得税にういて給与所

　

得控除等の引上げにより課税最低限(夫婦子供二人の給与所得者)を初年度150万円

　

(平年度170万円)に大幅に引上げるとともに税率を緩和する等により初年度約１兆

　

4,800億円の減税を行う一方、法人税、印紙税及び自動車関係諸税の税率の引上げ、

　

租税特別措置の整理合理化等を行う。

　

３

　

公共投資等の抑制

　

(1)公共事業系統経費については、原則として前年度当初予算額と同額以下とす

　　

る。なお、官庁営繕系統経費については新規の着工を極力繰延べる等これを大幅
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に削減する。

（2）既定の長期計画について、進度の調整を図るほか、長期計画の改定は行わな

　　

tｙ，

　

（3）新幹線鉄道建設事業、本州四国連絡橋建設事業、新規高速道路建設事業等巨額

　　

の経費を要する事業については、極力これを繰延べる。

（4）財政投融資対象事業についても、これらに準じて措置する。

４

　

公共料金の凍結

　

物価の抑制に資するため、公共料金を極力凍結することとし、国有鉄道運賃、米

　

の政府売渡価格の改定時期をそれぞれ６ヵ月延期する。

５

　

財源の重点的かつ効率的な配分

　

（1）社会保障等国民福祉の向上に直結する施策及び物価の抑制、食糧の安定的供給

　　

の確保等国民生活の安定に寄与する施策の充実を図る。

　

（2）各省庁の部局及び特殊法人の新設は、真にやむを得ないものを除き、厳にこれ

　　

を抑制するとともに、既定計画に基づき公務員の定員削減を行い、新しい行政需

　　

要についてもその振替によって対処する。

　

（3）補助金等既定経費の整理合理化を行うとともに旅費、庁費等の行政経費につい

　　

て節約を実施する。

６

　

予算及び財政投融資計画の弾力的運用

　　

現下の経済情勢に顧み、その推移に対処するため、予算及び財政投融資計画の執

　

行に当り、その弾力的運用を図り得るよう措置する。

７地’方財政

　　

地方財政においても、国と同一の基調により、公共投資を初めとする歳出を極力

抑制するとともに、財源の重点的かつ効率的な配分を行うこととし、その適切な運

営を図る。

　　

なお、民間設備投資及び民間建築についても、上記の方針に対応し、極力繰延

べ、抑制の措置をとることを要請する。

昭和50年度予算編成方針

49. 12. 28

閣議決定

　

昭和50年度の予算及び財政投融資計画は、「昭和50年度の経済見通しと経済運営

の基本的態度」にのっとり、引続き抑制的な基調を堅持する方針の下に、国民生活の

安定と福祉の充実に配意するとともに、経済情勢の推移に対応して機動的√弾力的な

運営を図ることとし、下記により編成する。
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記

１

　

財

　

政

　

規

　

模

　　

一般会計予算及び財政投融資計画の規模については、極力抑制を図る。

２

　

公

　

債

　

発

　

行

　　

公債の発行額を前年度当初発行予定額より1,600億円減額し、２兆円とする。

　

また、政府保証債の発行額は4,000億円とする。

３税制改正等

　　

経済情勢の変化に応じて租税負担の適正合理化を図るため、所得税について所要

　

の負担調整を行い、相続税、入場税等について減税を実施するとともに、酒税の税

　

率の調整及びたばこの小売価格の改定を行う。また、利子・配当課税の特例を初め

　

とする租税特別措置について所要の改善措置を講ずる。

４

　

公共投資の抑制

　

（1）公共事業系統経費については、その予算額を前年度当初予算と同額程度にとど

　　

めるとともに、特に緊要な事業に重点的な配分を行う。

　

（2）既定の長期計画については、進度の調整を図る。新幹線鉄道建設事業、本州四

　　

国連絡橋建設事業、高速道路建設事業等の大規模事業についても、同様とする。

　　　

なお、昭和50年度を初年度とする新規計画の策定は行わない。

　

（3）財政投融資対象事業についても、上記に準じて措置する。

５

　

公共料金の抑制

　　

公共料金については、経済情勢等に顧み、物価の安定に資するため、極力これを

　

抑制する。

６

　

財源の重点的かっ効率的な配分

　

（1）社会的公正の確保に配意しつつ、社会保障の充実等国民福祉の向上及び国民生

　　

活の安定のための各般の施策を推進する。

　

（2）各省庁の部局及び特殊法人の新設は、厳にこれを抑制する。国家公務員の既定

　　

定員については、昭和50年度以降３年間に３％を目途として計画的削減を行り

　　

とともに、新しい行政需要についても極力振替によって対処することとし、新規

　　

増員を厳に抑制する。

　

（3）補助金等既定経費の整理合理化を行うとともに、官庁営繕系統経費の抑制を図

　　

り、旅費。庁費等の行政経費について節減を行う。

７

　

予算及び財政投融資計画の弾力的運用

　　

経済情勢の推移に対処するため、予算及び財政投融資計画の執行に当り、その弾

　

力的運用を図り得るよう措置する。
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８

　

地

　

方

　

財

　

政

　　

地方財政においても、国と同一の基調により、公共投資を初めとする歳出を極力

　

抑制するとともに、財源の重点的かつ効率的な配分を行い、また、定員及び給与に

　

ついての適切な管理等を行うことにより、節度ある財政運営を図るよう要請する。
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昭和48年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

m mぷ≒

１

　

昭和47年度の経済情勢

　

(1)わが国経済は、景気後退下の通貨調整という試練をのりこえ｡47年初来着実

　　

な景気上昇過程をたどっている。

　　　

財政金融面からの積極的な景気対策の効果もあって、金融緩和基調を背景とし

　　

て、個人消費支出の上昇、民間住宅投資の急速な回復等がみられ、当面、従来の

　　

ような輸出や民間設備投資の急増は予想されないが、総需要は引き続き拡大基調

　　

で推移するものと見込まれる。また、産業活動も拡大を続けており、鉱工業生産

　　

は前年度比10.0％程度の伸びになるものと見込まれる。

　

(2)物価面では、消費者物価は季節商品が落ち着いていることなどもあって、比較

　　

的安定した推移を示しており、前年度比5.3%以内０上昇にとどまるものと見込

　　

まれる。他方、卸売物価は需要の回復に市況対策の影響等も加わって、47年初

　　

来堅調に推移し、とくに夏以降は木材価格の高騰や一部商品の海外市況高の影響

　　

等もあって、かなりの上昇が続いており、前年度比2.2％程度の上昇になるもの

　　

と見込まれる。

　

(3)国際収支については、通貨調整の効果、景気の回復等によって、輸出は前年度

　　

に比べ増勢は鈍化しているが、世界貿易の拡大、海外インフレーシ。ンの進行等

　　

によって、依然強含みに推移しており、また輸入は、とくに夏以降急速な増加を

　　

示している。この結果、貿易収支は89億5,000万ドル、経常収支は62億ドル程

　　

度の黒字と、なおかなりの水準にあるが、基礎的収支は長期資本の大幅な流出超

　　

が見込まれ、24億ドル程度の黒字と。前年度に比べかなり改善される見通しで

　　

ある。

　

(4)以上のような経済情勢の下で、47年度の国民総生産は94兆3,000億円程度と

　　

なり、47年度の実質の成長率は前年度比10.3％(名目15.7 %)程度となる見込み

　　

である。

２

　

昭和48年度の経済運営の基本的態度

　　

昭和48年度のわが国経済は、前年度に引き続き拡大基調をたどるものとみられ

　

るが、最近における物価の動向にかんがみ、その安定を確保するため、一層の配慮

　

を払う必要が高まっている。一方、わが国の福祉水準の現状にてらし、経済成長の

　

成果を活用しつつ、長期的視点から国民福祉の充実を図ることが、当面する重要な

　

国民的課題となっている。また、対外経済面においては、最近の国際収支の状況に

　

かんがみ、国際収支の均衡化を促進するため、引き続き格段の努力を払っていくこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

― 444 ―



とが緊要となっており、さらに国際協調の下に、国際通貨・貿易体制の新しい秩序

づくりに積極的に寄与していくことが重要な課題となっている。

　

以上のような認識の下に、昭和48年度の経済運営にあたっては、今回策定され

る新しい長期経済計画実施の初年度として。財政金融政策を中心とする適切かつ機

動的な政策運用により、わが国経済を息の長い安定した成長路線に定着させるよう

努めるとともに、福祉志向型経済の実現をめざし、次の諸施策を重点的に講ずるも

のとする。

　

第一に、国民福祉の向上を図るため、住宅・生活環境施設を中心とする社会資本

　

の整備、各種年金の充実、社会福祉施設の整備の促進等の社会保障の充実、公害防

　

止等環境保全対策の強化、地価対策の推進等の諸施策を強力に実施するものとす

　

る。また、環境保全と調和ある上地利用に配慮しつつ、福祉社会建設の地盤となる

　

国土の総合開発を進めることとする。

　　

第二に、物価の安定を図るため、総需要の適正化と供給の円滑化に努めつつ、輸

　

入政策の積極的活用、生鮮食料品の安定的供給の確保、低生産性部門および流通機

　

構の近代化、競争条件の整備等の諸施策を強力に実施することとする。また、公共

　

料金については極力抑制的に取り扱うものとする。

　　

第三に、国際収支の均衡化を促進するとともに、国際経済関係の調和的発展を図

　

るため、国内体制の整備に努めつつ輸入の自由化、関税の引下げ等による輸入の拡

　

大、輸出の適正化、資本の自由化および海外投資の促進、量質両面にわたる経済協

　

力の拡充等総合的な対外経済政策を積極的に推進するとともに、あわせて各国と協

　

調しつつ、国際通貨・貿易体制の健全な発展に努めるものとする。

　　

第四に、上記諸施策の実効をあげ、国民福祉と対外均衡を軸とする新しい経済構

　

造の形成を促進するため、産業構造の知識集約化、農林漁業・中小企業の構造改

　

善、社会資本・公害防止関連産業の育成、新技術開発、人的能力の向上、週休二日

　

制・定年延長０推進、重要資源の開発等の諸施策を充実するものとする。

３

　

昭和48年度の経済見通し

　

(1)上記のような経済運営の下におトて、48年度の国民総生産は109兆8,000億円

　　

程度になり、その成長率は前年度比実質10.7 % (名目16.4%)程度となるものと

　　

見込まれる。この場合において、国内経済の主要項目の見通しは、おおむね以下

　　

０ようなものとなろう。

　　

1)国内需要の面では、個人消費支出は着実な所得の上昇を背景に、伸び率は前

　　　

年度よりさらに高まり、前年度比15.2%程度となるものと見込まれる。

　　　　

民間住宅投資は、前年度の急速な回復のあとを受けて、伸び率は若干鈍化す

　　　

るものの、なお前年度比21.4%増程度と高い伸びが見込まれる。

　　　　

また、民間設備投資は、非製造業関係企業や中小企業を中心に堅調な仲びが
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続くことが予想されるので、全体としては前年度比14.0%程度の伸びが見込

　　

まれる。

　　　

民間在庫投資は、前年度に引き続き回復過程をたどり、３兆7,000億円程度

　　

の規模になるものと見込まれる。

　　　

財政面では、国内均衡と対外均衡の調和を図りつつ、国民福祉の充実に努め

　　

ることを基本として所要の施策を進めることとしており、政府の財貨サービス

　　

購入は前年度比16.6％程度の増加になるものと見込まれる。

　

2）このような需要の動向に伴い、鉱工業生産は、前年度に引き続き着実な上昇

　　

を続け、年度としての伸びは12.0%程度になるものと見込まれる。

　

3）物価面については、卸売物価は前年度にみられた一部市況商品価格の騰勢に

　　

落着きが期待され、前年度比2.0%程度の上昇になるものと見込まれる。また

　　

消費者物価については、景気の上昇や前年度の卸売物価の動向等を考慮する

　　

と、その騰勢は前年度に比べ根強いものと見込まれるが、諸般の物価対策を強

　　

力に推進することにより、前年度比5.5%程度の上昇にとどめるよう努めるも

　　

のとする。

（2）国際収支面では、輸出は世界貿易の拡大が予想されるものの、通貨調整効果の

　

一層の浸透、輸出の適正化措置の推進等の政策努力により333億ドル、前年度比

　

14.8%程度の伸びにとどまろう。他方、輸入は本年度、国内景気の上昇、製品輸

　

人拡大等のほか各般の輸入促進措置の効果によって、252億ドル、前年度比25.7%

　

増程度と大幅な伸びを示すものと見込まれる。

　　

この結果、貿易収支の黒字幅は。前年度の水準を下回り｡81億ドル程度にな

　

るものと見込まれる。

　　

また、貿易外収支、移転収支については、それぞれ27億5,000万ドル。４億

　

ドル程度の赤字となるものと予想される結果、経常収支の黒字幅は49億5,000万

　

ドル程度にとどまるものと見込まれる。

　　

他方、長期資本収支については、経済協力の拡充、海外投資の増加等から40億

　

ドル程度の赤字となるものと予想され、基礎的収支は９億5,000万ドル程度の黒

　

字となるものと見込まれる。
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昭和49年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和49年１月19日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

閣

　

議

　

決

　

定

１

　

昭和48年度の経済情勢

　　

昭和48年度の経済は、需給のひっ迫基調の下で根強い物価の騰勢を続けてきた

　

が、石油問題の発生により厳しい事態を迎えている。

　

(1)国内経済は、年度の前半には個人消費支出や民間設備投資等を中心にかなりの

　　

拡大を示してきたが、総需要抑制策の効果や石油問題による先行き見通し難等も

　　

あって、後半には経済成長は鈍化するものとみられる。また、産業活動も石油の

　　

供給削減の影響を受け、鉱工業生産は前年度比9.1%程度の増加になるものと見

　　

込まれる。

　

(2)物価は、海外価格の高騰と国内需給のひっ迫を背景に、根強い騰勢が続いてお

　　

り、石油問題の発生もあって前年度に比べ卸売物価は20.2%程度、消費者物価

　　

は14.0%程度の上昇はさけられないものとみられる。

　

(3)国際収支については、輸出はかなりの伸びを示しているが、輸入は。輸入価格

　　

の異常な上昇もあって輸出を上回る大幅な増加を示しており、貿易収支の黒字は

　　

30億ドル程度と前年度に比べ大幅に縮小するものと見込まれる。また経常収支は

　　

９億ドル程度の赤字となり、長期資本の著しい流出を反映して、基礎的収支は87

　　

億ドル程度の赤字になるものと見込まれる。

　

(4)以上のような経済情勢の下で、昭和48年度の国民総生産は116兆4,500億円

　　

程度となり、実質の成長率は前年度比6.4 %(名目21.9%)程度となる見込みであ

　　

る。

２

　

昭和49年度の経済運営の基本的態度

　　

昭和49年度のわが国経済においてはとくに年度当初に、石油の供給削減の影響

　

による供給面の制約から、物資需給、物価、雇用等の面において、国民生活に少な

　

がらざる影響が及ぶことが懸念される。

　　

このような認識の下に、昭和49年度の経済運営にあたっては、適切かつ機動的

　

な政策運用により、国民生活の安定と国民経済の円滑な運営を確保するため、次の

　

諸施策を重点的に講ずるものとする。

　　

第一に、最近における物価の動向にかんがみ、その安定を確保することが最優先

　

の政策課題である。このため総需要の抑制に特段の配慮を払うものとする。また、

　

投機的行為の防止、必需物資の輸入の促進、生鮮食料品の安定的供給の確保、流通

　

機構の合理化、競争条件の整備等の諸施策を引き続き強力に実施するものとする。

　　

公共料金については、これを厳に抑制するものとする。
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第二に、石油をはじめとする物資需給の均衡を図りとくに生活必需物資を優先的

に確保することとし、さらにエネルギー消費の節減。合理化を一層推進するものと

する。

　

物価の安定、物資需給の均衡を確保するため「国民生活安定緊急措置法ム「石油

需給適正化法丿等の適切な運用を図るものとする。

　

第三に、社会保障の充実、勤労者に対する施策の充実、環境保全対策の推進、地

価対策の強化等国民福祉向上のための諸施策を引き続き推進するものとする。

　

第四に、長期的視点から、資源・エネルギーの安定供給の確保、省資源・省エネ

　

ルギー化の促進、原子力及び新エネルギーの研究開発の推進、農業生産の近代化と

　

食料の安定的供給の確保等の諸施策を充実するものとする。

　　

また、国際経済関係の調和的発展を図るため経済協力等対外経済政策を推進する

　

とともに、各国と協調しつつ、国際通貨貿易体制の健全な発展に努めるものとする。

３

　

昭和49年度の経済見通し

　

（1）上記のような経済運営の下において、昭和49年度の国民総生産は131兆

　　

5,000億円程度になり、その成長率は前年度比実質2.5％（名目12.9 %)程度にと

　　

どまるものと見込まれる。経済活動は、年度当初石油削減の影響によって停滞す

　　

るものとみられるが、年度の後半には回復、安定に向うものと見込まれる。

　　

1）個人消費支出は引き続き堅調に推移し、前年度比17.0%程度の増加となる

　　　

ものと見込まれる。

　　　　

民間投資は住宅投資が前年度比15.4%程度増加するものの、設備投資の伸

　　　

び率は大幅に鈍化し、前年度比10.3%程度の増加に、また在庫投資も１兆

　　　

6,000億円程度にとどまるものと見込まれる。

　　　　

財政面では、総需要抑制の観点から公共事業等の圧縮をはかる一方、社会保

　　　

障関連支出に特段の配慮を払って国民福祉の充実に努めることとしており、政

　　　

府の財貨サービス購入は前年比14.9%程度の増加になるものと見込まれる。

　　　　

鉱工業生産は次第に回復するが、年度としての伸びは1.0％程度にとどまる

　　　

ものと見込まれる。

　　

2）物価については、総需要抑制策の効果の浸透、海外価格の騰勢の鈍化が期待

　　　

されるが、石油の供給削減等を背景に需給はひっ迫気味に推移することが予想

　　　

されるので、諸般の物価対策を強力に推進することにより、卸売物価の年度中

　　　

上昇率は4.8％程度、年度平均上昇率は14.6%程度。消費者物価の年度中上昇

　　　

率は5.2%程度、年度平均上昇率は9.6％程度の上昇にとどめるよう努めるも

　　　

のとする。

　

（2）国際収支については、世界貿易の伸びの鈍化、国内における供給面の制約等に

　　

よって、輸出は471億ドル、前年度比23.0 %程度の増加にとどまるものとみら
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れる。他方。輸入も国内経済活動の鈍化によって437億ド゛ヽ，前年度比降8％

程度の増加と前年度に比べ伸び率は大幅に低下するものと見込ま･れる。

　

この結果。貿易収支の黒字は34億ドル程度，経常収支の赤字は４億5,000万

ドル程度になるものと見込まれる。

　

また長期資本収支の赤字も44億ドル程度に

縮小するものと予想され，基礎的収支の赤字は48億5,000万ドル程度と前年度

に比べかなり減少するものと見込まれる。
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昭和50年度の経済見通しと経済運営の基本的態度

昭和50年１月24日
閣

　

議

　

決

　

定

１

　

昭和49年度の経済情勢

　

(1)我が国経済は、とくに昭和48年末の石油危機以降、物価の高騰、物資需給り

　　

ひっ迫を経験してきたが、前年度から引き続きとられてきた総需要抑制策等の効

　　

果が実体経済面に浸透するに伴い、物資需給は緩和し､･物価も鎮静化の方向に向

　　

かっている。

　　　

しかし、一次産品の国際市況にはやや騰勢の鈍化もみられるものの、エネル

　　

ギー価格・賃金の大幅引上げ等によるコスト上昇圧力もあうて、物価の今後の動

　　

向には、なお警戒を要するものがあり、本年度は前年度に比べ、卸売物価は

　　

24.6% (年度中上昇率9.2％)程度、消費者物価は22.0% (年度中上昇率15.0%)程

　　

度の上昇になるものと見込まれる。

　

(2)国内経済動向をみると、石油危機の影響もあって昭和48年度第４・四半期にお

　　

いて国内最終需要が大幅な落込みを示したが、その後も個人消費・民間設備投資

　　

等を中心に停滞を続けている。

　　　

今後は、消費需要や公害防止関係、基礎資材関係を中心とする投資等が増加

　　

し、経済は漸次回復に向かうものとみられる。

　　　

他方、産業活動は、以上のような需要の動きを反映し七、鉱工業生産は、前年

　　

度に比しマイナス4.8％程度になるものと見込まれる。また雇用面でも、就業者

　　

数は前年度水準をわずかに下回るものとみられる。

　

(3)国際収支については、輸入価格の大幅上昇にもかかわらず。輸出が好調であ

　　

り、貿易収支は39億ドル程度の黒字、経常収支は25億ドル程度の赤字と、前年

　　

度に比べ若干の改善となるものとみられるほか、長期資本収支の赤字が大幅に縮

　　

小することもあって基礎的収支は55億ドル程度の赤字にとどまるものと見込ま

　　

れる。

　

(4)以上のような経済情勢のもとで、昭和49年度の国民総生産は186兆8,000億円

　　

程度、名目の成長率は18.7%程度となるが、実質の成長率はマイナ久1.１％程度

　　

となる見込みである。

２

　

昭和50年度の経済運営の基本的態度

　　

石油をはじめとする資源エネルギー面の国際的な制約の増大、国内における立地、

　

環境問題に加え、なお根強いコスト上昇要因を反映し予断を許さない物価動向等我

　

が国をめぐる内外の経済情勢は、極めて厳しいものがあり、今後、我が国は、内外

　

要因による潜在成長力の低下という現実に直面し、従来のような高度成長は再び如
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待しえず、その経済運営の基本的態度は、静かで控え目な成長を旨とする必要があ

る。

　

昭和50年度は、かかる路線に円滑に乗せるためのいわゆる調整期間にあたり、

インフレと不況が交錯する世界経済にあって、まず物価の安定を図ることが経済政

策の最重要の課題である。

　

このような認識の下に昭和50年度の経済運営においては、流動的な国際経済情

勢に配慮の上国際協調に留意しつつ、国民経済の健全な機能の回復とこれによる国

民生活の安定を図るため、次の重点施策を適切かつ機動的に実施するものとする。

　

第１に、物価の安定を図ることが民生安定の基礎であるが、特に消費者物価の上

昇率を遅くとも、昭和50年度末までに、前年同月比で、１桁にすることを目標と

する。このような観点から引き続き財政金融政策を中心に抑制的な総需要管理を実

施するものとする。この場合、将来基礎資材等の供給力不足を来たし、また中小企

業に対し不当なしわよせが生ずることのないよう、含め細かい配慮を加えるととも

に、雇用面においても失業問題の発生を回避し、雇用対策の強化を図ることとす

る。更に今後の物価動向は、賃金上昇率いかんによる面も大きいので、強力な物価

対策を講じつつ、労使双方が昭和50年における賃金決定につき国民経済的視野か

ら節度ある態度を保持するよう期待する。

　

公共料金等は、これを厳に抑制するものとする。

　

また、生鮮食料品等生活必需物資の安定的供給の確保等を強力に推し進めるとと

もに、長期的な物価安定に資するため、独禁法の改正等競争条件の整備、農林漁業

等の低生産性部門の近代化、流通機構の合理化等の諸施策を強力に推進するものと

する。

　

第２に国民福祉の向上の基礎を確立するため、まず物価の安定を確保することと

するが、更に社会的公正確保の観点から、社会保障の充実その他各般の施策の推進

を図るとともに、広く勤労者・消費者に対する施策を充実し、公共事業費を制抑す

る中で、特に住宅・下水道等生活環境施設の整備につとめ、更に環境保全・公害防

止等の対策、地価対策等を推進するものとする。

　

第３に資源エネルギー問題の解決は、全国民的規模での協力が必要であるが、こ

のため、まず、資源エネルギー特に石油・電力の節約の国民運動を強力に展開し、

また我が国産業の省資源・省エネルギー型構造への転換の促進、資源・エネルギー

の安定供給の確保及び備蓄の増強に努めるとともに、原子力及び新エネルギーの研

究開発の推進等の諸施策を充実するものとする。

　

また。世界的な食糧事情にかんがみ、生産基盤の整備等の諸施策を充実し、食糧

の安定供給の確保に努めるものとする。
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３

　

昭和50年度の経済見通し

　

(1)上記のような経済運営の下において、昭和50年度の国民総生産は158兆5,000

　　

億円程度になり、名目の成長率は前年度比15.9%程度、実質の成長率は4.8％程

　　

度となるものと見込まれる。この場合において、国内経済の見通しは。おおむね

　　

以下のとおりであり、経済活動は年度を通じ引き続きゆるやかな回復基調をたど

　　

るものとみられる。

　　

1)物価については、諸般の物価対策を強力に推進することにより、前年度に比

　　　

べ卸売物価は7.9 %(年度中上昇率7.7%)程度、消費者物価は11.8 %(年度中

　　　

上昇率9.9％)程度の上昇になるものと見込まれる。

　　

2)個人消費支出は、消費者物価の安定とともに着実な上昇が期待され、前年度

　　　

比1SA%程度の増加となるものと見込まれる。

　　　　

民間投資は住宅投資が前年度の落ち込みからの回復により19.6%程度の増

　　　

加に、設備投資も公害防止関係や基礎資材関係を中心に14.0%程度の増加に、

　　　

在庫投資も２兆5,000億円程度になるものと見込まれる。

　　　　

財政面では公共事業等の抑制を図る一方、社会的公正の確保に配意しつつ、

　　　

社会保障の充実等国民福祉の向上及び国民生活の安定のための各般の施策を推

　　　

進することとしており、政府の財貨・サービス購入は前年度比14.4%程度の

　　　

増加になるものと見込まれる。

　　　　

また、鉱工業生産は、このような需要の動向に伴い、年度としての伸びは

　　　

5.4％程度になるものと見込まれる。

　

これに対応して、雇用面でも就業者数は

　　　

前年度比0.4%程度増加するものと見込まれる。

　

(2)国際収支については、輸出は670億ドル、前年度比15.5%程度の増加になる

　　

ものとみられる。他方輸入は、輸入価格の安定が期待されるが国内経済活動の回

　　

復もあって618億ドル、前年度比14.2%程度の増加となるものと見込まれる。

　　　

この結果、貿易収支の黒字は52億ドル程度となり。経常収支は17億ドル程度

　　

の赤字と前年度に比べ若干の改善になるものと見込まれる。

　　　

また、長期資本収支の赤字は22億ドル程度となるものと予想されるので、基

　　

礎的収支の赤字は39億ドル程度になるものと見込まれる。
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地方行財政制度の改正(昭和49年公布分)

地方行財政に関連する主要な法律の制足、改正状況の概要は、次のとおりである。

一

　

自治省関係

　　

奄美群島振興特別措置法及び小笠原諸島復興特別措置法の改正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(昭和49年法律第９号)

１

　

奄美群島振興特別措置法関係

　

(1)題名を奄美群島振興開発特別措置法に改めた。

　

(2)奄美群島振興計画を奄美群島振興開発計画に改め，その内容について所要の規

　　

定の整備を行うとともに，計画期間を昭和49年度を初年度として５箇年とした。

　

(3)振興開発計画に基づく事業に要する経費について，国の負担又は補助の割合の

　　

特例を改めた。

　

(4)奄美群島振興審議会を奄美群島振興開発審議会と改称した。

　

(5)奄美群島振興信用基金を奄美群島振興開発基金と改称し。その業務内容の一部

　　

を改めた。

　

(6)この法律の有効期限を昭和54年３月31日までとした。

２

　

小笠原諸島復興特別措置法関係

　

(1)小笠原諸島復興計画の計画期間を５箇年から10箇年に延長した。

　

(2)この法律の有効期限を昭和54年３月31日までとした。

　　

地方税法の改正(昭和49年法律第19号)

１

　

個人の道府県民税及び市町村民税

　

(1)個人の道府県民税及び市町村民税の所得控除を次のとおり改めた。

　　

ア

　

基礎控除額160,000円を180,000円に引き上げた。

　　

イ

　

配偶者控除額150,000円を180,000円に引き上げた。

　　

ウ

　

扶養控除額120,000円を140,000円に引き上げた。

　　

エ

　

寡婦控除，障害者控除，老年者控除及び勤労学生控除の額について，それぞ

　　　

れ120,000円を130,000円に引き上げるとともに，特別障害者控除額140,000円

　　　

を160,000円に引き上げた。

　　

オ

　

老人扶養控除及び配偶者のいない世帯の１人目の扶養親族に係る控除額

　　

140,000円を160,000円に引き上げた。

(2)障害者，未成年者。老年者又は寡婦についての非課税の範囲について，年所得

　

430,000円までを500,000円までとした。

(3)白色申告者の専従者控除限度額170,000円を200,000円に引き上げた。
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（4）認定中小企業者について、昭和48年又は昭和49年において生じた純損失のう

　

ち還付を受けた所得税額の計算の基礎となった純損失についての繰越控除期間を

　

８年から５年に延長した。

（5）昭和49年度から昭和54年度までの間に限り、前年分の所得税につきみなし法

　

人課税を選択した者に対する道府県民税及び市町村民税の所得割は、次のア及び

　

イの金額を合計した金額とすることとした。

　

ア

　

事業主報酬控除後のみなし法人所得に対して課する法人税割に相当する金額

　

イ

　

事業主報酬を給与とみなした給与所得並びにみなし法人所得から当該所得に

　　

係る法人税及び法人税割に相当する金額を控除した後の残額であるみなし配当

　　

について他の所得と総合して課税した所得割に相当する金額

（6）昭和44年１月１日以後に取得した土地等で事業所得又は雑所得の基因となる

　　

ものの譲渡等による所得については、当分の間、他の所得と分離し、当該事業所

　　

得又は雑所得の金額の道府県民税にあっては100分の４に相当する金額、市町村

　　

民税にあっては100分の８に相当する金額と総合課税を行った場合に算出される

　　

当該事業所得又は雑所得に係る道府県民税額又は市町村民税額の100分の110に

　　

相当する金額とのいずれか多い金額に相当する道府県民税及び市町村民税を課す

　　

ることとした。

　

（7）特定市街化区域農地等を宅地の用に供するために譲渡した場合における長期譲

　

渡所得に係る道府県民税及び市町村民税については、次に掲げる譲渡の時期の区

　

分に応じ次に定める税率を適用することとした。

　　　

譲渡の時期

　　　　　

道府県民税

　　　　　

市町村民税

　　　

昭和48年中

　　　　

100分の1.3

　　　　

100分の2.7

　　　

昭和49、50年中

　　　

100分の1.6

　　　　　

100分c3.4

（8）農業生産法人に農地等を現物出資した場合の譲渡所得に係る道府県民税及び市

　

町村民税については、その者が当該農業生産法人の構成員でなくなった日から２

　

月を経過する日まで、その納期限を延長する等の措置を講じた。

２

　

法人の道府県民税及び市町村民税

（1）市町村民税源の充実に資するため、道府県民税法人税割の標準税率100分の

　　

5.6を100分の5.2に、制限税率100分の6.6を100分の62に、市町村民税法人

　　

税割の標準税率100分の9,1を100分の12.1に、制限税率100分の10.7を100分

　　

の14.5にそれぞれ改めた。

（2）認定中小企業者等について、昭和48年１月14日を含む事業年度開始の日から

　　

２年以内に終了する事業年度において生じた欠損金に係る法人税額の還付金につ

　　

いての繰越控除期間を５年から７年に延長した。
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３

　

事

　　

業

　　

税

（1）事業主控除額800,000円を1,500,000円に引き上げた。

（2）白色申告書の専従者控除の控除限度額170,000円を200,000円に引き上げた。

（3）認定中小企業者について、昭和48年又は昭和49年において生じた純損失のう

　

ち、還付を受けた所得税額の計算の基礎となった不動産所得及び事業所得に係る

　

純損失についての繰越控除期間を３年から５年に延長した。

（4）生命保険事業の課税標準である収入金額の算定について、各事業年度の収入保

　

険料に個人保険にあっては100分の24、貯蓄保険にあっては100分の7、団体保

　

険にあっては100分の16、団体年金保険にあっては100分の５を乗じて得た金

　

額に改めた。

（5）損害保険事業の課税標準である収入金額を算定する場合に収入保険料に乗ずべ

　

き率について、船舶保険にあっては100分の20を100分の25に、運送保険及び

　

積荷保険にあっては100分の25を100分の45に改める等合理化を図った。

（6）中小法人に対する軽減税率の適用所得の範囲を次のように拡大した。

　　

税率の区分

ア

　

普通法人

　　

100分の６

改

　

正

　

後

所得年3,500,000円
以下の金額

　　　　　　　

最初の１年間は所得

　　　　　　　

(la000,000円以下の)

100分の９

　　

所得年3,500,000円

　　　　　　　

を超え7,000,000円

　　　　　　　

以下の金額

イ

　

特別法人

　　

100分の６

　

最初の１年間は所得

　

年3,000,000円を超え
|

金
品000'000円以下の

j

所得年3,500,000円
以下の金額

(認談Ｗ阿)

改

　

正

　

前

所得年1,500,000円

以下の金額

所得年1,500,000円
を超え3,000,000円
以下の金額

所得年1,500,000円
以下の金額

４

　

不動産取得税

　

（1）次に掲げる不動産の取得については、非課税とした。

　

ア

　

商工会議所及び日本商工会議所並びに商工会及び商工会連合会が直接その本

　　　

来の事業の用に供する不動産

　　

イ

　

新都市基盤整備事業の施行に伴う換地
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(2)次０とおり課税標準０特例措置の適用期限を延長した。

　　

ア

　

農業委員会のあっせんによる一定の農地の交換分合によって取得する土地の

　　

課税標準の特例措置の適用期限を昭和51年３月31日まで延長した。

　　

イ

　

日本自動車ターミナル株式会社が直接その本来の事業の用に供する家屋の課

　　

税標準の特例措置の適用期限を昭和51年３月31日まで延長した。

　

(3)心身障害者を多数雇用する事業所の事業主が雇用促進事業団から資金の貸付け

　　

を受けて事業所の施設を取得した場合においては、その取得が昭和52年８月31

　　

日までに行われた場合に限り、その施設の取得に対して課する不動産取得税の金

　　

額から貸付けを受けた額の３分の１に相当する額に税率を乗じて得た額を減額す

　　

ることとした。

５

　

料理飲食等消費税

　　

旅館における宿泊及びこれに伴う飲食の基礎控除額i,oeo円を1,500円に引き上

　

げた。

６

　

自動車税及び軽自動車税

　

所有権留保自動車等に係る自動車税及び軽自動車税について、買主の住所等が不

　

明である場合等を除き、その自動車の買主から徴収するようにしなければならない

　

ものとした。

７固定資産税

(1)宅地等に係る固定資産税について、小規模住宅用地の税負担を軽減するととも

　　

に、個人が所有する非住宅用地の税負担を緩和することとし、次の措置を講じた。

　　

ア

　

200平方メートル以下の住宅用地(200平方メートルを超えるものについて

　　　

は、その上に存する住居一戸につき200平方メートルまでの住宅用地。以下

　　　

｢小規模住宅用地｣という。)については、課税標準をその価格の４分の１の額と

　　　

する。

　　

イ

　

小規模住宅用地に係る昭和49年度及び昭和50年度の固定資産税の額は、そ

　　　

の価格の４分の１の額が昭和48年度の課税標準となるべき額を超えるときは、

　　　

昭和48年度の課税標準となるべき額によって算定した税額とする。

　　

ウ

　

個人の所有する非住宅用地に係る昭和49年度及び昭和50年度の固定資産税

　　

の額は、現行制度による課税標準となるべき額が前年度の課税標準となるべ

　　

き額の1.5倍を超えるときは、前年度の課税標準となるべき額の1.5倍の額に

　　

よって算定した税額とする。

　

ただし、その前年度の課税標準となるべき額O

　　

1.5倍の額の価格に対する割合が、昭和49年度にあっては100分の30、昭和

　　

50年度にあっては100分の60未満であるものについては、当該各年度におけ

　　

る課税標準となるべき額をそれぞれの価格の100分の30の額又は100分の60

　　

の額とする。
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(2)次に掲げる固定資産については。非課税とした。

　

ア

　

海洋汚染防止法の規定により備え付けられたオイルフ。ンス

　

イ

　

自然公園法の規定により指定を受けた国立公園又は国定公園の特別保護地区

　　

等の区域内の特定の土地

　

ウ

　

医療法の公的医療機関の開設者又は特定の医療法人が設置する看護婦その他

　　

の医療関係者の養成所において直接教育の用に供する固定資産

　

工

　

農業機械化研究所が直接農業機械化促進法に規定する業務の用に供する固定

　　

資産

　

オ

　

法人である労働組合、国家公務員法又は地方公務員法に基づく法人である国

　　

家公務員又は地方公務員の団体が所有し、かつ。使用する事務所

　

カ

　

機械類信用保険法に規定するリース契約に係る公害を防止するために設置さ

　　

れる施設又は設備(昭和49年度から昭和51年度までの３年度間に限る。)

(3)次のとおり課税標準の特例を設けた。

　

ア

　

流通の合理化、良質な住宅の供給その他国民生活の安定向上に直接寄与する

　　

機械その他の設備のうち租税特別措置法の規定により特別償却を認められるも

　　

のの課税標準は、取得後３年度間に限り、その価格の２分の１の額とする。

　

イ

　

資源の有効利用の促進に資する廃棄物再生処理用の機械その他の設備の課税

　　

標準は、取得後３年度間に限り、その価格の２分の１の額とする。

　

ウ

　

農業協同組合、中小企業等協同組合等が取得した共同利用に供する機械及び

　　

装置の課税標準は、取得後３年度間に限り、その価格の２分の１の額とする。

　

エ

　

水資源開発公団が所有するダムの用に供する固定資産のうち水道又は工業用

　　

水道の用に供する部分については固定資産税を課するものとし、家屋及び償却

　　

資産の課税標準は、その価格の２分の１(取得後５年度間は４分の１)の額とす

　　

る。

　

オ

　

昭和48年１月２日から昭和50年３月31日までの間に取得した原油備蓄施

　　

設の課税標準は、取得後３年度間に限り、その価格の３分の２の額とする。

(4)次のとおり課税標準の特例措置の適用期間又は適用期限を延長した。

　

ア

　

新たに製造された車両に係る課税標準の特例措置の適用期間を５年度間(現

　　

行８年度間)に延長する。

　

イ

　

日本自動車ターミナル株式会社の事業の用に供する家屋及び償却資産に係る

　　

課税標準の特例措置の期限を延長し、昭和51年１月１日までの間に取得され

　　

たものについて適用する。

　

ウ

　

電子計算機に係る課税標準の特例措置の期限を延長し。昭和51年３月81日

　　

までの間に取得されたものについて適用する。

(5)次のとおり課税標準の特例を廃止した。
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ア

　

発電所の用に供する家屋及び償却資産に係る課税標準の特例措置を廃止す

　　　

る。ただし、昭和49年１月１日までの間に建設されたものの課税標準は、新

　　　

設後５年度間はその価格の３分の１を３分の２の額に、その後の５年度間はそ

　　　

の価格０３分の２を６分の５の額とする。

　　

イ

　

企業合理化促進法の規定の適用を受ける機械設備等に係る課税標準の特例措

　　　

置を廃止する。ただし、昭和48年４月１日から昭和51年３月31日までの間

　　　

に取得されたものの課税標準は、その価格の２分の１の額を３分の２の額とす

　　　

る。

　

(6)大規模の償却資産に係る固定資産税の市町村の課税限度額を引き上げるため、

　　

次の措置を講じた。

　　

ア

　

市町村の人口段階に応ずる課税定額を人口5,000人未満の町村にあっては

　　　

３億円を５億円に引き上げ、人口段階区分に応じ順次増額し、人口20万人以

　　　

上の市にあっては25億円を40億円とする。

　　

イ

　

資産価額に対する課税最低限度保障額を大規模の償却資産の価額10分の３

　　　

を10分の４の額とする。

　　

ウ

　

基準財政需要額に乗ずべき財源保障率100分の150を100分の160に引き上

　　　

げるとともに、これに伴い新設大規模償却資産に係る財源保障率を第一次新設

　　　

大規模償却資産にあっては100分の200を100分の220、第二次新設大規模償

　　　

却資産にあっては100分の180を100分の200及び第三次新設大規模償却資産

　　　

にあっては100分の160を100分の180に引き上げる。

８

　

電気税及びガス税

　

(1)電気ガス税を電気税及びガス税に分離した。

　

(2)ガス税の税率100分の６を100分の５に引き下げた。

　

(3)電気税の免税点1,000円を1,200円に、ガス税の免税点2,100円を2,700円に引

　　

き上げた。

　

(4)電気税について、非課税期間の満了するエチレン・プロピレン・ターポリマー

　　

ゴム及び合成グリセリン(過さく酸法によるものに限るものとし、その製造工程

　　

において副生されるさく酸を含む。)を非課税品目に加えた。

　

(5)電気税及びガス税について、児童福祉法に規定する保育所においてその入所者

　　

の保育のために直接使用する電気及びガスを非課税とした。

(6)昭和49年６月１日から昭和50年５月81日までの間、綿ねん糸及びピスコー

　　

ス繊維、銅アｙモニア繊維。さく酸繊維又はビニロン等の合成繊維のねん糸の製

　　

造の用に供する電気に対して課する電気税の税率100分の６を100分の２と、毛

　　

ねん糸の製造の用に供する電気に対して課する電気税の税率100分の６を100分

　　

の４とした。
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９

　

自動車取得税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　

自動車の取得が昭和49年４月１日から昭和51年３月81日までの間に行われる

　

場合に限り、次のとおり特例措置を講ずることとした。

　

(1)軽自動車以外の自家用の自動車に係る税率100分の３を100分の５に引き上げ

　　

る。

　

(2)免税点150,000円を800,000円に引き上げる。

10

　

国民健康保険税

　　

国民健康保険税の課税限度額80,000円を120,000円に引き上げた。

11

　

沖繩国際海洋博覧会の開催に伴う特例

　　

沖繩国際海洋博覧会の開催に伴う特例措置として、参加国の代表等、参加国又は

　

博覧会協会に対しては、道府県民税及び市町村民税を課さないこととするほか、博

　

覧会の用に供する施設に対する不動産取得税を非課税とする等の措置を講じた。

12

　

国有資産等所在市町村交付金及び納付金

　

(1)水道又は工業用水道の用に供するダムの用に供する固定資産について市町村交

　　

付金の対象とし、家屋及び償却資産の交付金算定標準額は、その価格の２分の１

　　

(取得後５年度間は４分の１)の額とした。

　

(2)日本国有鉄道が車両工場及び車両基地に設置した廃液処理施設等を市町村納付

　　

金の対象としないも０とした。

　

(3)日本国有鉄道が取得した車両の運行に伴い発生する騒音を防止するための遮音

　　

壁に係る納付金算定標準額は、取得後10年度間に限り、その価格の３分の１の

　　

額とした。

　　

国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の改正(昭和49年法律第26号)

　

１

　

最近における公務員の給与０改定等に伴い、投票所経費、開票所経費等の積算単

　

価である超過勤務手当、人夫賃。投票管理者、開票管理者、立会人等の費用弁償の

　

額を実情に即するよう引き上げ、これら０経費に係る基準額を改定した。

　

２

　

最近における物価の変動に伴い。選挙公報発行費、ポスター掲示場費等の積算単

　

価である用紙代、その他の額を実情に即するよう引き上げ。これらの経費に係る基

　

準額を改定した。

　　

地方交付税法の改正(昭和49年法律第46号)

１

　

基準財政需要額の算定方法の改正

　

(1)児童福祉、老人福祉対策等社会福祉施策の充実。社会福祉施設の整備その他社

　　

会福祉水準の向上に要する経費の財源を措置した。

　

(2)教職員定数の増加、教員給与の改善。教育施設の整備、私学助成の拡充等教育

　　

水準の向上に要する経費の増額を図った。

　

(3)市町村道、清掃施設等住民の生活に直結する公共施設の計画的な整備に要する

　　　　　　　　　　　　　　　　　

― 462 ―



　　

経費の財源を増強した。

　

（4）過密地域、過疎地域に係る財政需要の基準財政需要額への算入の強化を図ると

　　

ともに、公害対策、交通安全対策、消防救急対策及び消費者行政に要する経費を

　　

充実した。

　

（5）広域市町村圏内における基幹生活道路の整備を引き続き推進するための措置を

　　

講じた。

　

（6）公有地の拡大等に資するため、昭和49年度に限り、「土地開発基金費」を設け

　　

た。

　

（7）社会経済情勢の変動に対処し、弾力的な財政運営ができるようにするため、昭

　　

和49年度に限り、「財政調整資金費」を設けた。

　

（8）費目の統廃合等基準財政需要額の算定方法の簡素化を図った。

　

（9）その他各種の制度の改正等により増加する経費を基準財政需要額に算入するた

　　

め、関係費目の単位費用を改定した。

２

　

地方交付税の総額の特例等

　

（1）地方財政の状況にかんがみ、昭和49年度分の地方交付税の総額は、改正前Ｏ

　　

法定額から1,679億6,000万円を減額した額とした。

　

（2）（1）により減額した1,679億6,000万円については、昭和52年度に124億円、昭

　　

和53年度に470億円、昭和54年度に536億円、昭和55年度に549億6,000万

　　

円をそれぞれ当該各年度分の地方交付税の法定額に加算するものとした。

３

　

その他

　

（1）特別事業債償還交付金及び市町村民税臨時減税補てん債元利補給金制度を廃止

　　

した。

　

（2）人口急増地域における消防施設の整備を促進するため、昭和49年度から昭和

　　

53年度までの間、これらの施設に係る国庫補助率を引き上げた。

　　

地方公務員災害補償法の改正（昭和49年法律第52号）

１

　

障害補償の改善

　　

障害補償年金及び障害補償一時金の額を障害の等級に応じてそれぞれ次のとおり

　

引き上げた。

（別

　

表

　

関

　

係）

!犬
ヽ～づ障害ｏ等級|

　　

支

　

給

　

額（かっｌ内は改正前）

　　

｜

ｌ

　　　　　　　　

第

　

１

　

級丿平均給与額の313日分

　　　　　　　

(280日分）ｊ

　　　　　　　　

第

　

２

　

級

　

平均給与額の277日分

　　　　　　

(248日分）l

1

障害補償年金

　

第

　

３

　

級|平均給与額の245日分

　　　　　　　

(219日分戸

１

　　　　　　　　

ｉ第

　

４

　

級ｉ平均給与額o 213 日分　　　　　　　(191日分卜
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犬|障害の等級|

　　

支

　

給

　

額（かっ二内は琳正前）十

　　　　　　　　　

第

　

５

　

級

　

平均給与額の184日分

　　　　　　　

(165日分）

　　　　　　　　　

第

　

６

　

級

　

平均給与額の156日分

　　　　　　　

(140日分）

　　　　　　　　　

第

　

７

　

級

　

平均給与額の131日分

　　　　　　　

(117日分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

|第

　

８

　

級

　

平均給与額の503日分

　　　　　　　

(450日分）

　　　　　　　　　

第

　

９

　

級

　

平均給与額の391日分

　　　　　　　

(350日分）

　

障害補償‾時金

　

第

　

10

　

級

　

平均給与額の302日分

　　　　　　　

(270日分）

　　　　　　　　　

第

　

11

　

級

　

平均給与額の223 H分　　　　　　　（200日分）

　　　　　　　　　

第

　

12

　

級

　

平均給与額の156日分

　　　　　　

(140日分）

　　　　　　　　　

第

　

13

　

級|平均給与額の101日分

　　　　　　　

（90日分）

　　　　　　　　　

第14級ｌ平均給与額の56日分

　　　　　　　

（50日分）

２

　

遺族補償の改善

（1）遺族補償年金の額を遺族の人数の区分に応じてそれぞれ次のとおり引き上げ

　　

た。

　　

遺

　

族

　

の

　

人

　

数

　　

１

　

支給額（ヵヽつこ内･ｉ改正前）

１人

　

吋）（ロ）及び回以外の場合

　　　　　

平均給与額の年額の35％

　

（30％）

　　　

回

　

50歳以上55歳未満の妻であ

　

坪均給与額の年額の40％

　

（35％）

　　　　

る場合

　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

㈲

　

55歳以上又は自治省令で定ｌ平均給与額の年額の45％

　

（40％）

　　　　

める廃疾の状態にある妻である！

　　　　

場合

　　　　　　　　　　　　　

１

２人

　　　　　　　　　　　　　　　　　

丿平均給与額の年額の50％

　

（45％）

3人

　　　　　　　　　　　　　　　　　

|平均給与額の年額の56％

　

（50％）

4人

　　　　　　　　　　　　　　　　　

|平均給与額の年額の62％

　

（55％）

5人以上

　　　　　　　　　　　　　　　

|平均給与額の年額の67％

　

（60％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　

(2)遺族補償年金の受給権者の請求に基づき支給される前払一時金の額は平均給与

　　

額の1,000日分に相当する額を超えない範囲内で自治省令で定める区分に応ずる

　　

額とし(改正前は400日分)、またこの制度の存続期間を10年間延長する等の改

　　

善措置を講じた。

　　

消防法の改正(昭和49年法律第64号)

１

　

防火管理に関する事項

　　

消防長又は消防署長は、防火管理者の行うべき防火管理上必要な業務が法令の規

　

定又は消防計画に従って行われていないと認める場合には、防火対象物の管理につ
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いて権原を有する者に対し。当該業務が法令の規定又は消防計画に従って行われる

　

よう必要な措置を講ずべきことを命ずることができることとした。

２

　

危険物の規制に関する事項

　

(1)危険物施設の許可行政庁

　　

ア

　

二以上の市町村０区域にわたって設置される移送取扱所の許可のうち、二以

　　　

上の都道府県にわたるものについての許可は自治大臣の権限に属するものと

　　　

しヽその他のものについての許可は都道府県知事の権限に属するものとした。

　　

イ

　

移送取扱所の許可に関して、関係地方公共団体の長は、意見を申し出ること

　　　

ができることとした。

　

摺

　

緊急時の措置

　　

ア

　

市町村長等は災害防止等のため緊急の必要があると認めるときは、危険物施

　　　

設の使用を停止すべきことを命じ、又は制限することができることとした。

　　

イ

　

危険物施設において危険物の流出その他の事項が発生して危険な状態となっ

　　　

たとき所有者等に応急の措置を講ずることを義務付けるとともに、消防署等へ

　　　

の通報を義務付けた。

　

個

　

市町村長の要請等

　　

ア

　

関係市町村長は、都道府県知事又は自治大臣の許可に係る移送取扱所につい

　　　

て災害の発生の危険を認めたときは、都道府県知事又は自治大臣に対し、必要

　　　

な措置を講ずぺきことを要請できることとした。

　　

イ

　

一定規模以上の移送取扱所の所有者等は。危険物の流出その他の事故に備

　　　

え、応急措置に関して関係市町村長と協議しておかなければならないこととし

　　　

た。

　

(4)保安定期検査

　　　

一定規模以上の移送取扱所の所有者等は、定期的に市町村長等の行り保安検査

　　

を受けなけれぱならないこととした。

３

　

消防用設備等に関する事項

　

(1)特定防火対象物についての特例

　　

ア

　

百貨店、地下街、複合用途防火対象物、旅館、病院その他特定の防火対象物

　　　

(以下｢特定防火対象物｣という。)については、既存のものであっても、第17条

　　　

の消防用設備等の技術上の基準に従って消防用設備等を設置し、維持しなけれ

　　　

ばならないこととした。

　　

イ

　

第17条第１項の防火対象物の用途が特定防火対象物の用途に変更された後

　　　

の当該特定防火対象物については、第17条の消防用設備等の技術上の基準に

　　　

従って消防用設備等を設置し、維持しなければならないこととした。
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(2)消防用設備等の検査

　　　

第17条第１項の防火対象物のうち特定のものの所有者等は、消防用設備等を

　　

設置したときは、その旨を消防長又は消防署長に届け出て、検査を受けなけれぼ

　　

ならないこととした。

　　

地方自治法の改正(昭和49年法律第71号)

1(1)地方公共団体の処理する事務の例示中に公害の防止その他の環境の整備保全を

　　

加えた。

　

(2)都道府県の処理する広域的な事務の例示中に上水道事業、下水道事業及び産業

　　

廃棄物の処理を加えた。

2(1)特別区の区長は、当該特別区の選挙人が投票により選挙することとした。

　

(2)特別区は、法律又はこれに基づく政令により都が処理することとされているも

　　

のを除き、その公共事務並びに法律又はこれに基づく政令により市及び特別区に

　　

属する事務のほか、その他の行政事務で国に属しないものを処理することとし

　　

た。

　

(3)特別区の存する区域においては、市又は市長が処理する事務のうち次に掲げる

　　

ものは、都又は都知事が処理することとした。

　　

ア

　

廃棄物に関する事務

　　

イ

　

下水道の設置、維持その他の管理に関する事務

　　

ウ

　

消防に関する事務

　　

エ

　

その他法律又は政令により都又は都知事に属する事務

　

(4)都が都と特別区及び特別区相互の間の財政調整上必要な措置を講ずる場合に、

　　

は、都と特別区及び特別区相互の間の財源の均衡化を図り、特別区の行政の自主

　　

的かつ計画的な運営を確保するようにしなければならないこととした。

　

(5)配属職員制度を廃止した。

3(1)市町村の事務又は市町村長その他の執行機関の権限に属する事務に関し、相互

　　

に関連するものを共同処理するための市町村の一部事務組合について、次のよう

　　

な規定を設けた。

　　

ア

　

当該組合において共同処理しようとする事務は、すべての市町村を通じて同、

　　　

一種類のものでなくても、差し支えないものとする。

　　

イ

　

当該組合の規約には、その議会の議決すべき事件のうち当該組合を組織する

　　　

市町村の一部に係るもの等の議決の方法について特別の規定を設けることがで･

　　　

きるものとする。

　　

ウ

　

当該組合には。規約で定めるところにより、管理者に代えて理事をもって組

　　　

織する理事会を置くことができるものとし、理事は、当該組合を組織する市町

　　　

村の長又は当該市町村の長が当該市町村の議会の同意を得て当該市町村の職員
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のうちから指名する者をもって充てるものとする。

　

(2)一部事務組合の管理者は、当該一部事務組合の議会の議決事件のうち政令で定

　　

める重要なものについて当該議会の議決を求めようとするときは、あらかじめ、

　　

これを当該一部事務組合を組織する地方公共団体の長に通知しなければならない

　　

こととし、当該議決結果についても同様とすることとした。

4(1)知識経験を有する者のうちから選任される監査委員の任期を４年とすることと

　　

した。

　

(2)行政財産である土地について、その用途又は目的を妨げない限度において、

　　

国、他の地方公共団体等にこれを貸し付け、又はこれに地上権を設定できること

　　

とした。

　

(3)地方自治法の規定による異議の申出等を代理人によってすることができること

　　

とした。

　　

公職選挙法の改正(昭和49年法律第72号)

１

　

郵便による不在者投票制度の創設

　　

身体に重度の障害を有する者(身体障害者福祉法第４条にいう身体障害者又は戦

　

傷病者特別援護法第２条第１項にいう戦傷病者で、政令で定める程度の身体の障害

　

を有するものをいう。)の投票については、政令で定めるところにより、その者の現

　

在する場所において投票用紙に投票の記載をし、これを郵送する方法により行わせ

　

ることができることとした。

万2

　

選挙公報の配布の特例

　　

選挙公報を選挙人の各世帯に配布することが困難と認められる特別の事情がある

　

ときは、その配布に代えて、市町村の選挙管理委員会は、都道府県の選挙管理委員

　

会の承認を得て、新聞折込みその他これに準ずる方法による配布をすることができ

　

ることとし、この場合において、市町村の選挙管理委員会は。選挙人が選挙公報を

　

容易に入手することができるような補完措置を講ずるよう努めなければならないこ

　

ととした。

ヽ3

　

実費弁償及び報酬の額の基準の改定

　　

選挙運動に従事する者(事務員を含む。)及び労務者に対して支給することができ

　

る実費弁償の額の基準並びに労務者及び事務員に対して支給することができる報酬

　

の額の基準を次のように改めた。

　

Ｕ)実費弁償の額の基準

　　

ア

　

選挙運動に従事する者(事務員を含む。)

　　　

(ア)宿泊料(食事料二食分を含む。)一夜につき2,000円を4,000円とすること。

　　　

吋)弁当料一食につき200円を300円とすることとし、１日につき600円を

　　　　

900円とする。
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イ

　

労

　　

務

　　

者

　　　　

宿泊料(食事料は含まない｡)一夜につき1,600円を3,400円とする。

　　

ウ

　

船

　　　

賃

　　　　

運賃等の等級の区分を廃止する。

　

(2)報酬の基本日額の基準

　　　

1,000円以内を2,000円以内とする。

４

　

郵便による不在者投票については、選挙人が投票の記載等を行う場所を投票所と

　

みなして、投票関渉罪及びそのせん動罪の規定を適用することとした。

　

参議院議員の通常選挙に関する臨時特例法(昭和49年法律第73号)

１

　

この法律の施行の日以後初めて行われる参議院議員の通常選挙について、公職選

　

挙法第40条第１項に規定する投票時間を１時間延長し、投票所を午後７時に閉じ

　

ることとした。

２

　

前項の措置に伴い、国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律に規定する

　

執行経費のうち、投票所、開票所等に係る経費について必要な加算を行うこととし

　

た。

　　

昭和42年度以後における地方公務員等共済組合法の年金の額の改定等に関する

　　

法律等の改正(昭和49年法律第95号)

１

　

地方公務員共済組合制度の改正に関する事項

　

(1)恩給制度の改正に伴う事項

　　

ア

　

地方公務員共済組合が支給する退職年金等の年額については、恩給の増額改

　　　

定措置に準じ、

　　　

(ｱ)昭和47年度以前の退職に係るものについて15.3パーセｙ卜増額するもの

　　　　

とし、印

　

昭和44年度以前の退職に係るものについて、退職時期の区分に

　　　　

より恩給水準と公務員給与水準との格差を是正する措置を講じた。

　　

イ

　

恩給の最低保障額の引上げに伴い、退職年金、廃疾年金及び遺族年金の最低

　　　

保障額を引き上げた。

　　

ウ

　

増加恩給の額が増額されたことに伴い、公務による廃疾年金及び遺族年金の

　　　

最低保障額を引き上げた。

　　

エ

　

その他恩給制度の改正に伴い、教育職員の勤続加給の改善等所要の措置を課

　　　

じた。

　

(2)その他の事項

　　

ア

　

長期給付の給付額の算定の基準となるべき給料について、給付事由が生じた

　　　

日の属する月以前の組合員であった期間１年間(現行３年間)における掛金の標

　　　

準となった給料により算定するように改めた。

　　

イ

　

退職年金及び減額退職年金の年金額の算定に当たっては、現行の算定方式に
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より算定した額が通算退職年金の額の算定方式に準ずる算定方式により算定し

　　　

た金額に満たないときは、当該金額によるものとする。

　　

ウ

　

廃疾年金及び遺族年金についても、前記イと同様の措置を講じた。

　　

エ

　

遺族年金について、扶養加算制度を設けた。

　　

オ

　

組合員で、その資格喪失後、短期給付を受けることができる任意継続組合員

　　　

となる旨の申出をした者は、１年間に限り、継続して短期給付を受けることが

　　　

できるものとする。

　　

ヵ

　

短期給付の規定を適用しない組合についても、福祉事業に要する費用に充て

　　　

るための掛金及び負担金を徴することができるようにするものとする。

２

　

そ

　　

の

　　

他

　　

地方団体関係団体職員共済組合が支給する年金の算定方法について、地方公務員

　

共済組合が支給する年金の算定方法の改正に準じ、改正措置を講じた。

　　

昭和49年度分の地方交付税の特例に関する法律(昭和49年法律第110号)

１

　

昭和49年度分の普通交付税及び特別交付税の総額の特例を設けた。

２

　

給与改定等に要する経費の財源を地方団体に付与するため、昭和49年度分の普

　

通交付税の額の算定に用いる単位費用の特例を設けるとともに、臨時土地対策費を

　

基準財政需要額に算入した。

　　

地方公共団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法律(昭和49

　　

年法律第111号)

１

　

選挙の期日に関する事項

　

(1)昭和50年３月１日から同年５月31日までの間に任期が満了することとなる地

　　

方公共団体の議会の議員又は長の任期満了による選挙の期日は、当該選挙を同年

　　

２月28日以前に行う場合を除き、都道府県及び指定都市の議会の議員及び長の

　

選挙にあっては昭和50年４月13日、指定都市以外の市及び町村の議会の議員及

　

び長並びに特別区の議会の議員の選挙にあっては同月27日とした。

　

(2) (1)に掲げる地方公共団体の議会の議員又は長について、任期満了による選挙以

　

外の選挙を行うべき事由が生じた場合において、公職選挙法の規定により当該選

　

挙を行うべき期間が昭和50年４月１日以後にかかり。かつ、当該期間が２の(1)

　

から(5)までに掲げる日の前日までに始まるときは、当該選挙を同年２月28日以

　

前に行う場合を除き、当該選挙の期日は、それぞれ(1)に掲げる期日とした。

(3) (1)に掲げる地方公共団体の議会の議員又は長以外の地方公共団体の議会の議員

　

又は長について、選挙を行うべき事由が生じた場合において、公職選挙法の規定

　

により当該選挙を行うべき期間が昭和50年４月１日以後にかかり、かつ、当該

　

期間が２の(1)から(5)までに掲げる日の前10日までに始まるときは、当該選挙を同
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年２月28日以前に行う場合を除き、当該選挙の期日は、それぞれ(1)に掲げる期

　　

日とした。

　

２

　

選挙期日の告示に関する事項

　　

１により行われる選挙の期日を告示する日をそれぞれ次のとおりとした。

　

(1)都道府県知事の選拳にあっては、昭和50年３月19日

　

(2)指定都市の長の選挙にあっては、昭和50年３月24日

　

(3)都道府県の議会の議員及び指定都市の議会の議員の選挙にあっては、昭和50

　　

年４月１日

　

(4)指定都市以外の市の議会の議員及び長並びに特別区の議会の議員の選挙にあっ

　　

ては、昭和50年４月17日

　

(5)町村の議会の議員及び長の選挙にあっては。昭和50年４月20日

　

３

　

同時選挙に関する事項

　

(1)地方公共団体の議会の議員及び長の選挙については、都道府県及び市町村の選

　　

挙ごとにそれぞれ公職選拳法第119条第１項の規定による同時選挙とした。

　

(2)指定都市の選挙と当該指定都市の区域を包括する都道府県の選挙は、公職選挙

　　

法第119条第２項の規定による同時選挙とした。

　

４

　

重複立候補の禁止に関する事項

　　

１により昭和50年４月13日に行われる選挙の公職の候補者となった者は、当該

　

選挙区(選挙区がないときは、当該選挙が行われる区域)の全部又は一部を含む区域

　

において１により同月27日に行われる選挙における公職の候補者となることがで

　

きないこととした。

　

５

　

後援団体に関する寄附等の禁止に関する事項

　　

１の(1)により行われる選挙についての後援団体に関する寄附等の禁止の期間は。

　

それぞれの選挙の期日前90日に当たる日から当該選挙の期日までの間とした。

　

６

　

１により行われる選挙の手続きその他その執行に関し、特に必要があるときは、

　

政令で特別の定めをすることができることとした。

　　

地方税法の改正(昭和49年法律第114号)

　

電気料金及びガス料金の改定に伴い、電気税及びガス税について。そり負担の軽減

合理化を図るため、次のとおり改正した。

　

１

　

電気税の税率を100分の５(改正前100分の６)に、ガス税の税率を100分の４

　

(改正前100分の５)に引き下げた。

２

　

電気税の免税点を2,000円(改正前1,200円)に、ガス税の免税点を4,000円(改正

　

前2,700円)に引き上げるとともに、共同住宅等に係る電気税及びガス税の免税点

　

につき特例措置を講じた。
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二総理府関係

　　

一般職の職員の給与に関する法律の改正(昭和49年法律第32号)

１

　

医療職俸給表目の全俸給月額を改定した。

２

　

昭和49年度に限り、職員に支給する期末手当の額を0.3月分増額することとし、

　

この法律の施行の日に在職する職員に支給することとした。

　　

沖繩振興開発特別措置法の改正(昭和49年法律第36号)

　

流域下水道の設置又は改築に要する費用に係る国の補助の割合の引上げに伴い、沖

繩振興開発計画に掲げる流域下水道の設置又は改築に要する費用に係る国の補助の割

合についてもその引き上げられた割合によることとした。

　　

大気汚染防止法の改正(昭和49年法律第65号)

１

　

都道府県知事は、工場又は事業場が集合している地域であって、現行の規制方式

　

によっては環境基準の確保が困難であると認められる地域としていおう酸化物その

　

他の政令で定めるばい煙(以下｢指定ばい煙｣という。)ごとに政令で定める地域(以下

　

｢指定地域｣という。)にあっては、一定規模以上の工場又は事業場(以下｢特定工場等｣

　

という。)において発生する当該指定ぱい煙について、指定ばい煙総量削減計画に基

　

づき、総理府令で定めなけれぱならないこととした。

２

　

総量規制基準は、特定工場等につき、当該特定工場等に設置されているすべての

　

ばい煙発生施設において発生し、排出口から大気中に排出される当該指定ぱい煙の

　

合計量について定める許容限度とすることとした。

３

　

都道府県知事は、総量規制基準を定めようとするときは、あらかじめ、指定ばい

　

煙総量削減計画を作成しなければならないこととした。

４

　

指定ばい煙総量削減計画は、当該指定地域における事業活動その他の人の活動に

　

伴って発生し、大気中に排出される当該指定ばい煙の総量を環境基準に照らし算定

　

される総量に削減させることを目途として、政令で定めるところにより、当該指定

　

地域におけるすべての特定工場等に設置されているばい煙発生施設において発生

　

し、排出口から大気中に排出される当該指定ばい煙の総量の削減目標量、計画の達

　

成期間等について定めることとした。

５

　

都道府県知事は、特定工場等から総量規制基準に適合しない指定ばい煙が継続し

　

て排出されるおそれがある場合にあっては、当該特定工場等の設置者に対し、当該

　

特定工場等における指定ばい煙の処理の方法の改善、使用燃料の変更その他必要な

　

措置を採るべきことを命ずることができることとした。

６

　

都道府県知事４、いおう酸化物に係る指定地域における特定工場等以外の工場又

　

は事業場において都道府県知事が定める燃料使用基準に適合しない燃料の使用がな

　

されていると認めるときは、当該工場又は事業場の設置者に対し、燃料使用基準に
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従うべきことを勧告し、その勧告に従わない場合は燃料使用基準に従うべきことを

　

命ずることができることとした。

７

　

５又は６の命令に違反した者についての罰則を設けることとした。

　　

工業再配置・産炭地域振興公団法の改正(昭和49年法律第69号)

１

　

題

　　　　　

名

　　

題名を｢地域振興整備公団法｣に改めた。

２

　

日

　　　　　

的

　　

地域振興整備公団は、大都市からの人口及び産業の地方への分散と地域の開発発

　

展を図るため、地域社会の中心となる都市の開発整備及び特定の地域の無合的ふつ

　

計画的な開発整備に必要な業務並びに工業の再配置の促進に必要な業務を行い並び

　

に石炭鉱業の不況により特に疲弊の著しい産炭地域における鉱工業等の計画的な発

　

展を図るため、当該地域における鉱工業等の振興に必要な業務を行うことにより、

　

全国的な人口及び産業の適正な配置と地域住民の福祉の向上に寄与することを目的

　

とした。

３

　

業

　　　　　

務

　

(1)公団の業務の範囲に新たに次の業務を加えた。

　　

ア

　

人口及び産業が過度に集中している大都市及びその周辺地域以外の地域にお

　　　

いて、地域社会の経済、文化等の中心としてふさわしい都市の開発整備のため

　　　

必要な業務で次に掲げるものを行う。

　　　

Cﾌつ

　

健全な市街地を形成するために必要な宅地の造成、管理及び譲渡

　　　

Cｲ)公団が造成する宅地に係る利便施設の整備、管理及び譲渡

　　　

(ウ)公団が行う宅地の造成と併せて整備されるべき道路、公園、下水道その他

　　　　

の公共の用に供する施設の整備、管理及び譲渡

　　　　　　　　　　　

'

　　　

国

　

都市計画法に規定する市街地開発事業及び流通業務市街地の整備に関する

　　　　

法律に規定する流通業務団地造成事業の施行

　　

イ

　

アのほか、総合的かっ計画的に実施すべき地域開発整備事業の施行に係る業

　　　

務で政令で定めるものを行う。

　　

ウ

　

委託を受けて、宅地の造成、管理及び譲渡、当該宅地に係る利便施設及び当

　　　

該宅地の造成と併せて整備されるべき公共施設､の整備、管理及び譲渡、調査並

　　

びに技術的援助を行う。

　　

エ

　

公団が造成する宅地に係る利便施設の整備若しくは管理又は当該宅地に係る

　　　

環境の維持若しくは改善に関する業務を行う事業に投資(融資を含む。)をする。

(2) (1)のイの政令の立案に当たっては、関係地方公共団体の長の意見をきくことと

　　

した。
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(3)、公団は、(1)のア及びイの業務については、地方公共団体の要請をまって行うこ

　　

ととした。

４

　

事業実施基本計画

　

(1)公団は、３の(1)のア及びイに掲げた業務等を行おうとするときは、事業実施基

　　

本計画を作成し、関係地方公共団体の長に協議するとともに、内閣総理大臣及び

　　

主務大臣の認可を受けなけれぱならないこととした。

　

(2)地方都市開発整備に係る事業実施基本計画は、内閣総理大臣が定める地方にお

　　

ける都市の整備に関する基本方針に基づいて作成しなければならないこととし

　　

た。

　

(3)内閣総理大臣及び主務大臣が(1)の事業実施基本計画の認可をしようとするとき

　　

並びに内閣総理大臣が前項の基本方針を定めようとするときは、関係行政機関の

　　

長に協議しなければならないこととした。

　　

一般職の職員の給与に関する法律等の改正(昭和49年法律第74号)

１

　

一般職の職員の給与に関する法律関係

　

(1)昭和49年度に限り、全俸給表の全俸給月額を10％増額した。

　

(2)昭和49年度に限り、非常勤の委員、顧問等に支給する手当の支給限度額を

　　

10％増額した。

２

　

特別職の職員の給与に関する法律関係

　

(1)昭和49年度に限り、別表の俸給月額を10％増額した。

　

(2)昭和49年度に限り、非常勤の委員等に支給する手当の支給限度額を10％増額

　　

した。

　　

公害紛争処理法の改正(昭和49年法律第84号)

１

　

あ

　

っ

　

せ

　

ん

　

(1)和解の仲介をあっせんに改め、都道府県公害審査会(審査会を置かない都道府

　　

県にあっては、都道府県知事とし、以下｢審査会等｣という。)のみならず、公害等

　　

調整委員会(以下｢中央委員会｣という。)においても、あっせんを行うことができ

　　

るものとした。

(2)被害の程度が著しく、その範囲が広い公害に係る民事上の紛争が生じ、これを

　　

放置するときは多数の被害者の困窮等社会的に重大な影響があると認められると

　　

きは、中央委員会はその議決に基づき、審査会は都道府県知事の要請があった場

　　

合にその議決に基づき、あっせんを行うことができるものとした。

f3)中央委員会又は審査会は、前項のあっせんに係る紛争について、あっせんに

　　

よっては紛争を解決することが困難であり、かつ、相当と認めるときは、当事者

　

・の意見を聴いた上、その議決に基づき、当該紛争に関する調停を行うことができ

　　

るものとした。
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２

　

調停、仲裁、裁定制度の整備

　

(1)仮

　

の

　

措

　

置

　　　

調停委員会、仲裁委員会又は裁定委員会は、仮の措置として、当事者に対し、

　　

調停等のために必要と認める措置を採るべきことを勧告することができるも7のと

　　

した。

　

(2)、調停案の公表

　　　

調停委員会は、受諾を勧告した調停案を公表することができるものとした。

　

(3)中央委員会から審査会等への事件の引継ぎ

　　　

中央委員会は、調停に係る事件について当事者の同意を得、かつ、関係都道府県

　　

の審査会等と協議して、当該事件を審査会等に引き継ぐことができるものとした。

　

(4)義務履行の勧告

　　　

中央委員会又は審査会等は、当事者に対し、中央委員会又は当該審査会若しく

　　

は関係連合審査会の行った調停、仲裁又は責任裁定で定められた義務の履行に関

　　

し、必要な勧告をすることができるものとした。

３

　

公害に関する苦情の処理

　　

公害苦情相談員の職務を明確にするとともに、中央委員会又は都道府県知事は、

　

それぞれ地方公共団体の長又は市町村長に対し、公害に関する苦情の処理状況につ

　

いて報告を求めることができるものとした。

　　

国土利用計画法(昭和49年法律第92号)

１

　

日

　　　　　

的

　　

この法律は、国土利用計画の策定に関し必要な事項について定めるとともに、土

　

地利用基本計画の作成、土地取引の規制に関する措置その他土地利用を調整するた

　

めの措置を講ずることにより、総合的かつ計画的な国土の利用を図ることを目的と

　

した。

２

　

基

　

本

　

理

　

念

　　

国土の利用は、公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を図りつつ、健康で文化

　

的か生活環境の確保と国土の均衡ある発展を図ることを基本理念として行うものと

　

した。

３

　

国土利用計画

　

(1)国土利用計画は、国土の利用に関する全国計画、都道府県計画及び市町村計画

　

とするものとした。

　

(2)内閣総理大臣は、国土利用計画審議会の意見を聴き、都道府県知事の意向を反

　　

映させ。閣議の決定を経て、全国計画を定めることとした。

　

(3)都道府県は、国土利用計画地方審議会の意見を聴き。市町村長の意向を反映さ

　　

せ、議会の議決を経て、都道府県計画を定めることができるものとした。
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(4)市町村は、住民の意向を反映させ、議会の議決を経て、市町村計画を定めるこ

　　

とができるものとした。

４

　

土地利用基本計画及び土地利用の規制

　

(1)都道府県知事は、都市地域、農業地域等の地域区分及び土地利用の調整等に関

　　

する事項を内容とする土地利用基本計画を定めるものとした。

　

(2)国及び地方公共団体は、土地利用基本計画に即して適正かつ合理的な土地利用

　　

が図られるよう、この法律に定めるもののほか、別に法律で定めるところによ

　　

り、土地利用の規制に関する措置その他の措置を講ずるものとした。

５

　

土地取引の規制

　

(1)土地取引の許可制

　　

ア

　

都道府県知事は、土地の投機的取引が行われ、及び地価が急激に上昇する等

　　　

の要件に該当する地域を土地利用審査会の確認を受けて、期間を定めて。規制

　　　

区域として指定するものとした。

　　

イ

　

内閣総理大臣は、国の立場から特に必要があると認めるときは、規制区域の

　　　

指定等を指示し、従わないときは、自ら措置をとることができるものとした。

　　

ウ

　

規制区域内での土地取引は、都道府県知事の許可制とし、都道府県知事は、

　　　

その土地取引の予定対価が近傍類似の取引価格等を考慮して政令で定めるとこ

　　　

ろにより算定した指定時の相当な価額に照らし適正を欠くと認めるとき、又は、

　　　

当該土地の利用目的が土地利用上適切でないと認めるときは、不許可とするも

　　　

のとし、不許可になった者には、買取請求及び不服申立を認めるものとした。

　

(2)土地取引の届出制

　　　

規制区域以外の区域での一定規模以上の土地取引について都道府県知事に届出

　　

させるものとし、都道府県知事は、その土地取引の予定対価が近傍類似の取引価

　　

格等を考慮して政令で定めるところにより算定した相当な価額に照らし著しく適

　　

正を欠く場合、又は、当該土地の利用目的が土地利用上適切でない場合で周辺地

　　

域の適正かつ合理的な土地利用上著しく支障があると認めるときは、取引の中止

　　

等を勧告し、これに従わない場合には、公表することができるものとした。

６

　

遊休土地に関する措置

　

(1)都道府県知事は、５の(1)のウの許可又は５の(2)の届出に係る土地が、当該土地

　　

の取得後３年を経過しても住宅用又は事業用に供していない場合等一定の要件に

　　

該当すると認めるときは、その土地の所有者等に対し、遊休土地である旨の通知

　　

をしてその土地の利用計画を届け出させるものとし、その土地の有効かつ適切な

　　

利用の促進のための助言、勧告を行うことができるものとした。

(2)都道府県知事は、(1)の勧告に従わないときは、地方公共団体等に当該土地の買

　

取りのための協議を行わせるものとし、その協議が成立しない場合において、公
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共施設等の整備のため必要と認めるときは、都市計画の決定等の措置を講ずるこ

　　

とにより。その土地の有効かつ適切な利用が図られるようにしなければならない

　　

ものとした。

　

(3)昭和44年11月１日以降この法律の施行前までに取得された一定の要件に該当

　　

する土地についても、この法律の施行後21年間に限り、(1)及び(2)と同様の措置を

　　

とることができるものとした。

７

　

そ

　　

の

　　

他

　

(1)総理府に国土利用計画審議会を、都道府県に国土利用計画地方審議会及び土地

　　

利用審査会を置くものとした。

　

(2)所要の罰則を設けた。

　　

恩給法等の改正(昭和49年法律第93号)

１

　

恩給年額の23.8%増額

　

(1)恩給年額を昭和48年度における公務員給与の改善率により15.3%引き上げ

　　

た。

　

(2) (1)の措置によるほか、恩給水準と公務員給与水準との格差14.7%を２年計画

　　

で補填するため、恩給年額をさらに7.85%引き上げた。

２

　

普通恩給等の最低保障制度の改善、老齢者等の恩給の算出率の特例、旧軍人に対

　

する一時恩給等の支給要件の緩和、普通恩給と併給される傷病年金等の減額率の緩

　

和i扶養加給の増額及び教育関係職員の勤統加給の改善等が行われた。

　　

恩給法等の一部を改正する法律等の改正(昭和49年法律第100号)

　

１恩給法関係

　　

昭和'49年の恩給法等の一部を改正する法律による恩給の改善措置の実施時期を

すべて１ヶ月繰り上げることとした。

２

　

恩給額の改定措置に伴う国家公務員共済組合連合会、地方公務員共済組合等が支

　

給する給付等の改善措置の実施時期を１ヶ月繰り上げる等の改正が行われた。

　　

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律(昭和49年法律第101号)

　

本法は、自衛隊等の行為又は防衛施設の設置若しくは運用により生ずる障害の防止

等のため防衛施設周辺地域の生活環境等の整備について必要な措置を講ずるととも

に。自衛隊の特定の行為により生ずる揖失を補償することにより、関係住民の生活の

安定及び福祉の向上に寄与することを目的とするもので、その主な内容は次のとおり

である。

１

　

自衛隊等の特定の行為により生ずる障害を防止し。又は軽減するため、特定の公

　

共施設等について必要な工事又は学校。病院等の防音工事を行う地方公共団体その

　

他の者に対し、その費用の全部又は一部を国が補助するものとする。
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２

　

特定の飛行場の周辺につき、防衛施設庁長官は。自衛隊等の航空機による音響に

　

起因する障害の度合等に基づいて外側から第１種、第２種及び第３種の区域を指定

　

し、国は、第１種区域に所在する住宅について防音工事の助成を行い、第２種区域

　

内から外に移転を希望する者に対して移転の補助等を行うとともに移転先地におけ

　

る公共施設の整備について助成措置を行い、さらに第３種区域内に所在する土地に

　

ついて緑地帯その他の緩衝地帯として整備するよう所要の措置を採るものとする。

３

　

第２種区域内で買い入れた土地を広場等の用に供する地方公共団体に対し、国

　

は、当該土地を無償で使用させることができるものとする。

４

　

防衛施設の設置又は運用により、その周辺の住民の生活又は事業活動が阻害され

　

ると認められる場合において、地方公共団体が、その緩和に資するため、生活環境

　

施設又は事業経営の安定に寄与する施設の整備について必要な措置を採るときは、

　

その費用の一部を国が補助することができるものとする。

５

　

内閣総理大臣は、防衛施設の設置又は運用により周辺地域に及ぼす影響等を考慮

　

して、特定の防衛施設及び関係都市町村を関係行政機関の長と協議のうえ、特定防

　

衛施設及び特定防衛施設関連市町村として指定することができるものとし、国は、

　

当該特定防衛施設関連市町村に対し、公共用の施設の整備を行うための費用に充て

　

るため、特定防衛施設周辺整備調整交付金を交付することができるも０とする。

６

　

１の障害防止工事、４の民生安定施設の整備等を行う地方公共団体その他の者に

　

対し、国は、資金の融通又はあっせん、普通財産の譲渡等の援助に努めるものとす

　

る。

７

　

関係行政機関は、防衛施設の周辺における生活環境及び産業基盤の整備に努める

　

ものとする。

　　

一般職の職員の給与に関する法律の改正(昭和49年法律第105号)

１

　

俸給表の改定

　　

全俸給表の全俸給月額を改定した。

２

　

諸手当の改定

　

(1)初任給調整手当について、医療職俸給表日の適用を受ける職員に支給する支給

　　

月額の限度額を13万円に引き上げるとともに、医療職俸給表白以外の俸給表の

　　

適用を受ける職員のうち、医学又は歯学に関する専門的知識を必要とする官職を

　　

占める職員に対し。月額２万5,000円を限度として初任給調整手当を支給するこ

　　

ととした。

　

(2)扶養手当について、配偶者に係る支給月額を5,000円、配偶者以外の扶養親族

　　

に係る支給月額を２人までについてはそれぞれ1,500円(職員に配偶者がない場

　　

合にあっては、そのうち１人については3,500円)に引き上げた。
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(8)住居手当についで、月額1'万円以下の家賃を支払っている職員についての支給

　

月額を家賃の月額から4,000円を控除した額、月額１万円を超える家賃を支払っ

　

ている職員についての支給月額を家賃の月額から１万円を控除した額の２分の１

　

(その控除した額の２分の１が2,000円を超えるときは2,000円)を6,000円に加

　

算した額とするとともに、自宅等に居住している世帯主である職員に対し、住居

　

手当として月額1,000円(その住宅が新築又は購入されたものにあっては、当該

　

新築又は購入された日から５年を経過するまでの間は2,500円)を支給すること

　

とした。

(4)通勤手当について、交通機関等利用者に係る全額支給の限度額を月額8,000円

　

に引き上げるとともに、全額支給の限度額を超える部分の２分の１加算の限度額

　

を1,000円とし、また。自転車等使用者に係る支給月額を、自転車等の使用距離

　

が片道10キロメートル未満の場合は月額1,300円、その他は月額2,300円(調整手

　

当非支給地所在官署に勤務する職員で通勤が不便である者については、自転車等

　

の使用距離が片道10キロメートル以上15キロメートル未満の場合は月額2,500

　

円、自転車等の使用距離が片道15キロメートル以上の場合は月額3,600円)に引

　

き上げた。

　　

なお、交通機関等と自転車等を併用して通勤する職員に支給する通勤手当につ

　

いても、その支給月額を改定した。

(5)宿日直手当について、勤務１回についての支給限度額を、通常の宿日直勤務に

　

あっては1,300円(管理・監督等の業務を主として行う宿日直勤務にあっては

　

2,600円)、土曜日等の退庁時から引き続いて行われる宿直勤務にあっては1,950

　

円(管理・監督等の業務を主として行う宿直勤務にあっては3,900円)に引き上げ

　

るとともに、常直的な宿日直勤務についての支給月額の限度額を9,000円に引き

　

上げた。

(6)期末手当について、その支給割合を、６月に支給する場合にあっては100分の

　

140、12月に支給する場合にあっては100分の210に引き上げた。

(7)非常勤の委員、顧問、参与等に支給する手当について、支給限度額を日額１万

　

5,500円に引き上げた。

　

三大蔵省関係

　　

会社臨時特別税法(昭和49年法律第11号)

　

本法は、最近における物価の高騰その他の我が国経済の異常な事態にかんがみ、臨

時の措置として、次のとおり会社利益の一部にりいて会社臨時特別税を課することと

したもので、その主な内容は次のとおりである。

１

　

納税義務者は、株式会社その他の会社及び相互会社並びに外国会社とする。
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２

　

課税標準は、各事業年度の所得に対する算出法人税額のうち、所得年５億円又は

　

払込資本金の年20％に相当する金額のいずれか高い金額を超える部分に対応する

　

金額とする。

３

　

税率は、10％とする。ただし、法人税率の引上げ前の旧税率(36.75 %等)が適用

　

される昭和49年４月30日以前に終了する事業年度分については、10.8%とする。

４

　

この特別税は、法人税の場合と同様に、事業年度終了後２か月以内に申告し、納

　

付することとする。ただし、納付について延納を認めないこととする。

　　

所得税法及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予に関する法律の改正

　　

(昭和49年法律第15号)

１

　

所得税法関係

　

(1)所得税負担の軽減を図るため、基礎控除。配偶者控除、扶養控除、障害者控

　　

除。特別障害者控除、老年者控除、寡婦控除、勤労学生控除、老人扶養控除、給

　　

与所得控除、専従者控除及び退職所得の特別控除を引き上げるとともに、所得税

　　

の累進構造を緩和するため、税率の適用所得階級区分を改めた。

　

(2)配偶者控除の適用要件である配偶者の給与所得等の限度額を引き上げる等所得

　　

税制の整備合理化を図った。

２

　

災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律関係

　　

災害被害者の負担を軽減するため、所得税を軽減又は免除する場合の所得区分を

　

引き上げた。

　　

法人税法の改正(昭和49年法律第16号)

１

　

法人の税負担水準の現況にかんがみ、基本税率を40％に引き上げた。

２

　

中小企業の現状にかんがみ、中小企業に対する軽減税率の適用所得の範囲300万

　

円を700万円(最初の１年間は600万円)に引き上げた。

３

　

１及び２の改正は、昭和49年５月１日以後終了する事業年度から適用する。

４

　

中小企業の内部留保の充実に資するため、同族会社の留保所得課税についての定

　

額控除額500万円を1,000万円に引き上げた。

５

　

中間申告により納付すべき税額が10万円(現行５万円)以下の場合は、その申告

　

及び納付を要しないこととする。

　　

租税特別措置法の改正(昭和49年法律第17号)

１

　

法人税法の改正により法人税の基本税率35％を40％に引き上げることに伴い、

　

次の改正を行うこととし昭和49年５月１日以後終了する事業年度から適用するこ

　

ととした。

　

(1)改正前の基本税率35％に1.75%を加算することとしている特別措置は、適用

　　

期限の到来とともに廃止する。
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(2)配当等に充てた所得に対する法人税率を30％(最初の1年間は28％。･･改正前

　　

26％)に引き上げる。

　

２

　

揮発油税、地方道路税及び自動車重量税の税率を暫定的に引き上げた。

　

３

　

交際費の損金不算入制度について、損金算入限度額のうち資本金基準を期末の資

　

本等の金額の1,000分の2jを1,000分の1屏引き下げた。

　

4(1)別枠国債の非課税限度額100万円を300万円に、勤労者財産形成貯蓄の非課税

　　

限度額100万円を500万円にそれぞれ引き上げた。

　

(2)確定申告を要しない配当所得の限度額を、一銘柄年５万円を10万円に引き上

　　

げた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　

(3)住宅貯蓄控除制度について、控除額の引上げ等の措置を講じた。

　

(4)住宅取得控除制度について、控除額の引上げ等の措置を講じた。

　

５

　

廃棄物再生利用設備について、初年度３分の１の特別償却制度を創設する等公害

　

対策のための措置を講じた。

　

６

　

技術の振興、資源の開発による試験研究費の額が増加した場合の税額控除制度に

　

ついて、50％の税額控除の適用基準である試験研究費の増加率年12％を15％に引

　

き上げるとともに、適用期限を２年延長した。

　

７

　

農業生産法人が農地保有合理化のために農地等を譲渡する場合について、250万

　

円の特別控除の特例を設ける等農林漁業振興のための措置を講じた、

　

8(1) 2,000万円の特別控除の適用対象に、市街地開発事業等予定区域内の土地等が

　　

その事業等のために買取られる場合を加えた。

　

(2) 500万円の特別控除の適用対象に次の場合を加えるとともに、同特別控除の適

　　

用対象のうち民間住宅地造成事業のために土地等が買い取られる場合について、

　　

その適用期限を１年延長した。

　　

ア

　

住宅の建設又は宅地の造成を目的とする事業の用に供する､ため、土地等が地

　　　

方公共団体に買い取られる場合

　　

イ

　

都道府県知事は届出等に係る土地の買取りを希望する地方公共団体等のうち

　　　

から買取りの協議に基づき、土地等が地方公共団体等に買い取られる場合

　　

ウ

　

農業協同組合の行う宅地供給事業で一定の要件を満たすもののために農地等

　　　

が買い取られる場合

　

(3)事業用資産の買換えの特例の適用対象に、飛行場周辺の特定の区域内の土地等

　　

を譲渡した者が一定の地域内で代替資産を取得する場合を加えることとした。

　　

電源開発促進税法(昭和49年法律第79号)

　

原子力発電施設、火力発電施設、水力発電施設等の建設を促進する等のための財政

上の措置に要する費用に充てるため。新たに一般電気事業者の販売電気に対して電源

開発促進税を課することとし、次により電源開発促進税法を制定することとした。
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１

　

次に掲げる電気(以下｢販売電気｣という｡)を課税物件とする。

　

(1)一般電気業者が需要に応じ供給した電気(他の一般電気事業者に供給した一

　　

般電気事業用電気及び振替供給の電気を除く｡)

　

(2)一般電気事業者が自ら使用した電気(発電のために直接使用したものを除く｡)

２

　

一般電気事業者を納税義務者とする。

３

　

販売電気の電力量を課税標準とする。

４

　

販売電気の税率は1,000キロワット時につき85円とする。

５

　

毎月、その月中において料金の支払を受ける権利が確定した販売電気の電力量、

一般電気業者が自ら使用した電気の電力量、これらの合計電力量、これに対する電

源開発促進税額等を翌月末日までに申告し、その税額を納付する。

　

四

　

文部省関係

　　

学校敦育の水準の維持向上のための義務教育諸学校の教育職員の人材確保に関す

　　

る特別措置法(昭和49年法律第２号)

　

学校教育が次代を担う青少年の人間形成の基本をなすものであることにかんがみ、

すぐれた人材を確保し、学校教育の水準の維持向上に資するため。義務教育諸学校

の教育職員の給与について必要な優遇措置を講ずるための特別の措置について定め

た。

　　

学校教育法の改正(昭和49年法律第70号)

１

　

小学校、中学校、高等学校及び幼稚園には、教頭を置かなければならないことと

　

し、特別の事情のあるときは、小学校、中学校及び幼稚園には、これを置かないこ

　

とができることとした。

２

　

小学校、中学校及び高等学校の教頭は、校長を助け、校務を整理し、及び必要に

　

応じ児童生徒の教育をつかさどるとともに、校長に事故があるときはその職務を代

　

理し、校長が欠けたときはその職務を行うこととし、幼稚園の教頭も、これに準ず

　

ることとした。

３

　

小学校、中学校、高等学校及び幼稚園には、特別の事情のあるときは、教諭に代

　

えて助教諭又は講師を置くことができることとするとともに、講師の職務を規定し

　

た。

４

　

小学校及び中学校には、特別の事情のあるときは、養護教諭に代えて養護助教諭

　

を置くことができることとするとともに、その職務を規定した。

５

　

高等学校に。全日制の課程、定時制の課程又は通信制の課程のうち２以上の課程

　

を置くときは、それぞれの課程に関する校務を分担して整理する教頭を置かなけれ

　

ばならないこととした。
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６

　

高等学校には、実習助手を置くことができることとするとともに、その職務を規

　

定した。

７

　

１から４までの規定及び６の規定は、盲、聾､･養護学校に準用することとした。

８

　

盲、聾、養護学校には、特別の事情のあしる･ときを除き、寄宿舎を設けなけれぱな

　

らないこととした。

９

　

寄宿舎を設ける盲、聾、養護学校に寮母を置かなければならないこととするとと

　

もに、その職務を規定した。

　　

公立義務教育諸学校の学級編制及び敦職員定数の標準に関する法律等の改正（昭

　　

和49年法律第90号）

１

　

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の一部改正

　

（1）公立の小学校及び中学校の学級編制の標準の改善を行う。

　　

ア

　

小学校の３個学年複式学級を解消する。

　　

イ

　

小学校及び中学校の２個学年複式学級の１学級の児童又は生徒の数の標準を

　　　

それぞれ改善するとともに、小学校の第１学年の児童を含む２個学年複式学級

　　　

の１学級の児童の数の標準を新たに定める。

　　

ウ

　

特殊学級の１学級の児童又は生徒の数の標準を改善する。

　

（2）公立の小学校及び中学校の教職員定数の標準の改善を行う。

　　

ア

　

教諭等の数について、中学校における免許外教科担当教員を解消するために

　　　

小規模中学校について教員の数を加算するほか、寄宿舎を置く小学校又は中学

　　　

校について加算する教員の数を改善する。

　　

イ

　

養護教諭等の数及び事務職員の数について、その配置基準を改善する。

　　

ウ

　

公立の小学校及び中学校に置くべき学校栄養職員の定数の標準を新たに定め

　　　

る。

　

（3）公立の特殊教育諸学校の小学部及び中学部の教職員定数の標準の改善を行う。

　　

ア

　

教諭等の数について、中学部における免許外教科担当教員を解消するために

　　　

中学校の改善と同様の改善を行うとともに、寄宿舎を置く特殊教育諸学校につ

　　　

いて加算する教員の数を改善する。

　　

イ

　

特殊教育諸学校において養護訓練を担当する教員の数を改善する。

　　

ウ

　

寮母の数について、その最低保障数を引き上げる。

　　

エ

　

公立の特殊教育諸学校に置くべき学校栄養職員の定数の標準を新たに定め

　　　

る。

２

　

公立高等学校の設置、適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律の一部改正

　

（1）公立高等学校の教職員定数の標準の改善を行う。

　　

ア

　

生徒の数が収容定員に満たない定時制の課程及び小規模な全日制の課程の教

　　　

員の定数の充実を図るため、これらの課程の教員の定数は、その算定の基礎と

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－482－



　　　

なる生徒の数を補正増した数を用いて算定することとする。

　　

イ

　

通信制の課程の職員の定数を改善する。

　　

ウ

　

養護教諭等の数について、その配置基準の改善を行う。

　　

エ

　

通信制の課程の事務職員について、その配置基準の改善を行う。

　　

オ

　

教職員が長期にわたる研修を受けていること等の事情がある場合には、政令

　　　

で定めるところにより教職員の数の加配が行えるよう規定の整備を図る。

　

(2)公立の特殊教育諸学校の高等部の学級編制及び教職員定数の標準の改善を行

　　

う。

　　

ア

　

学級編制の基準について、重複障害学級の学級編制の標準を新たに定め、小

　　　

学部及び中学部と同様５人とする。

　　

イ

　

教諭等の数について、養護訓練を担当する教員の数を改善するとともに、寄

　　　

宿舎を置く特殊教育諸学校について新たに教員の数を加配することとする。

　　

ウ

　

寮母の数について、その配置基準を改善する。

　　

エ

　

教職員が長期にわたる研修を受けていること等の事情がある場合には、(1)の

　　　

オに準じて措置することとする。

　　

国立及び公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の改正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(昭和49年法律第112号)

　

国立及び公立の幼稚園並びに盲学校、聾学校及び養護学校の幼稚部の教育職員につ

いて、教職調整額制度を適用することとした。

　

五厚生省関係

　　

戦傷病者戦没者遺族等援護法等の改正(昭和49年法律第51号)

１

　　

障害年金、障害一時金及び扶養親族加給の額並びに遺族年金及び遺族給与金の額

　

の引上げ等の措置を講じた。

２

　

未帰還者留守家族等援護法関係

　　

未帰還者の留守家族に支給する留守家族手当の月額を、遺族年金の増額に準じて

　

引き上げる等の措置を講じた。

３

　

戦傷病者特別援護法関係

　　

戦傷病者の範囲を拡大する等の措置を講じた。

４

　

戦没者等の妻に対する特別給付金支給法関係

　

(1)昭和48年遺族援護法の改正(日華事変間の本邦等における軍属等の勤務関連傷

　　

病による死亡)により遺族年金又は遺族給与金を受ける権利を有するに至った戦

　　

没者等の妻に特別給付金を支給することとした。

(2)満州事変以後日華事変前に公務上の傷病にかかり。これにより死亡した軍人の
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妻であったことにより公務扶助料又は遺族年金を受ける権利を有する者に特別給

　　

付金を支給することとした。

　　

‘

　

・

　　　　

卜'

５

　

戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法関係

　　

昭和48年遺族援護法の改正(｀日華事変間の本邦等における軍属等の勤務関連傷病

　

による障害)による障害年金等を受けている戦傷病者等の妻に特別給付金を支給す

　

ることとした。

６

　

戦没者の父母等に対する特別給付金支給法関係

　

(1)昭和48年遺族援護法の改正(日華事変間の本邦等における軍属等の勤務関連傷

　　

病による死亡)により遺族年金又は遺族給与金を受ける権利を有するに至った戦

　　

没者の父母又は祖父母に特別給付金を支給することとした。

　

(2)満州事変以後日華事変前に公務上の傷病にかかり，これにより死亡した軍人Ｏ

　　

父母又は祖父母であったことにより公務扶助料又は遺族年金を受ける権利を有す

　　

る者に特別給付金を支給することとした。

　　

国民年金法等の改正(昭和49年法律第63号)

１

　

国民年金法関係

　

(1)福祉年金額の引上げ

　　

ア

　

老齢福祉年金の額60,000円(月額5,000円)を90,000円(月額7,500円)に引き

　　　

上げた。

　　

イ

　

障害福祉年金の額を１級障害にづいて90,000円(月額7,500円)を135,600円

　　　

(月額11,300円)に，２級障害について60,000円(月額5,000円)を90,000円(月

　　　

額7,500円)に引き上げた。

　　

ウ

　

母子福祉年金及び準母子福祉年金の額78,000円(月額6,500円)を117,600円

　　　

(月額9,800円)に引き上げた。

　

(2)母子福祉年金及び準母子福祉年金の支給要件等の緩和

　　　

母子福祉年金及び準母子福祉年金の支給の対象となる子等の障害の程度を１級

　　

から２級まで拡げた。

　

(3)福祉年金等の支払の特例

　　　

各福祉年金及び老齢特別給付金について，昭和49年度における特例措置とし

　　

て，昭和49年９月の支払期において当月分までを支払うこととした。

　

(4)保険料の額の改定

　　　

保険料り額は，昭和50年１月分から１月につき, 1,100円とした。

　　　

１

　　　　　　　　　　　

１

　

Ｉｌｒ

　　　　

―÷

　

ゝ１
２

　

厚生年金保険法等の一部を改正する法律関係･

　

(1)老齢特別給付金の額48,000円(月額4,000円)を66,000円･(月額5,500円)に引き

上げた。
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(2)厚生年金保険、船員保険及び国民年金の年金額のスライドの実施時期を、昭和

　　

49年度における特別措置として。厚生年金保険及び船員保険にあっては３か月

　　

繰り上げて８月とし、国民年金にあっては４か月繰り上げ、９月とした。

　

(3)厚生年金基金の加入員に係る厚生年金保険の保険料率を1,000分の２引き下げ

　　

た。

３

　

年金福祉事業団法関係

　　

年金福祉事業団の業務の範囲に、厚生年金保険、船員保険及び国民年金の受給権者

　

に対し年金の給付の受給権を担保として小口の資金の貸付けを行うことを加えた。

　　

原子爆弾被爆者の医療等に関する法律及び原子爆弾被爆者に対する特別措置に関

　　

する法律の改正(昭和49年法律第86号)

　

すべての被爆者に一般疾病医療費の支給を行うことができるようにするとともに、

特別手当の支給の対象となる者の範囲の拡大、健康管理手当の支給に係る年齢制限の

緩和並びに特別手当及び健康管理手当の額の引上げを行うことにより被爆者の福祉の

向上を図った。

　　

結核予防法等の改正(昭和49年法律第88号)

　

結核予防法による定期の健康診断及び予防接種を結核患者の発生状況等に即応して

適切に実施することができるようにするとともに、結核予防法等による医療に関する

給付に係る診療報酬の審査及び支払に関する事務を国民健康保険団体連合会等に委託

することができるようにした。

　　

児童手当法の改正(昭和49年法律第89号)

　

１

　

児童手当法に関する事項

　　

児童手当の額を、児童１人につき月額3,000円から4,000円に引き上げた。

　

２

　

児童扶養手当法に関する事項

　

(1)手当額の引上げ

　　　

児童扶養手当の額を。児童１人の場合月額6,500円から9,800円に引き上げた。

　

(2)対象児童の要件の緩和

　　　

義務教育終了後20歳に達するまでの児童であって、その者の廃疾の程度が国

　　

民年金法別表２級に相当する程度のものを新たに児童扶養手当の支給対象児童と

　　

した。

３

　

特別児童扶養手当法に関する事項

　

(1)手当額の引上げ

　　　

特別児童扶養手当の額を、児童１人につき月額6,500円から11,300円に引き上

　　

げた。

　

(2)特別福祉手当の支給

　　　

重度の精神薄弱及び重度の身体障害が重複している者を監護する父母等に対し
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て、新たに特別福祉手当として3,000円を支給することとした。

六農林省関係

　　

森林法及び森林組合合併助成法の改正(昭和49年法律第39号)

１森林法関係

　

(1)森林計画制度を改善した。

　

(2)民有林における開発行為について許可制を導入した。

　

(3)伐採の届出制を改善強化した。

　

(4)森林施業計画制度を改善した。

　

(5)森林組合制度を改善した。

２

　

森林組合合併助成法関係

　　

合併しようとする森林組合が、合併及び事業経営計画をたて、その計画が適当で

　

あるかどうかにつき都道府県知事の認定を求めることができる期限を、昭和53年

　

３月31日までとした。

　　

農用地開発公団法(昭和49年法律第43号)

１

　

農用地開発公団は、開発して農用地とすることが適当な未懇地等が相当の範囲に

　

わたって存在する地域において。農畜産物の濃密生産団地の建設に必要な農用地の

　

開発、農業用施設の整備等の業務を総合的かっ計画的に行うことにより、農畜産物

　

の安定的供給と農業経営の合理化に資することを目的とした。

2(1)公団は、次の業務を行うこととした。

　　

ア

　

農畜産物の濃密生産団地を建設するため、次の事業を行う。

　　　

Cア)農用地の造成(農用地間における地目変換の事業を含む。)及びこれと併せ

　　　　

て行う農業用施設の用に供される土地の造成又は改良

　　　

吋)土地改良施設の新設若しくは改良又は農用地の改良若しくは保全のだめに

　　　　

必要な区画整理、客土若しくは暗きょ排水等であって(ｱ)の事業と併せて行う

　　　　

もの

　　　

(ウ)農業用施設の新設又は改良であって、(ア)の事業と併せて行うもの

　　

イ

　

アの帥又は吋)の事業と併せて当該事業の実施に係る農用地に関する権利等の

　　　

交換分合を行う。

　　

ウ

　

アの業務を行うことにより新設され、又は改良された農業用施設についての

　　　

災害復旧事業(当該業務が完了するまでの間に行うものに限る。)を行り。

　　

エ

　

アの業務を行うことにより新設され、又は改良された農業用施設の譲渡を行

　　　

う。

　　

オ

　

アの業務を併せて農機具。家畜その他農林省令で定める物の売渡しを行う。

　　

カ

　

前各号の業務に附帯する業務を行う。
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(2)公団は、前項の業務のほか、委託に基づき、農林大臣の認可を受けて(1)のアの

　　

ぐア)若しくは吋)の工事又は(1)のウの工事と密接な関連を有する工事を行うことがで

　　

きることとした。

3(1)農林大臣は、都道府県から、区域を特定して公団が２の(1)の業務を行うべき旨

　　

の申出があった場合において、一定の要件を備えているものと認めるときは、事

　　

業実施方針を定め、これを公団に指示するとともに、その概要を公表しなければ

　　

ならないものとすること。これを変更しようとするときも、同様とすることとし

　　

た。

　

(2)ア

　

公団は。２の(1)のアの業務を行おうとするときは、(1)の事業実施方針に基づ

　　　

いて事業実施計画を作成し、関係都道府県知事に協議するとともに、農林大臣

　　　

の認可を受けなければならないこととした。

　　

イ

　

公団は、アの事業実施計画を作成しようとする場合には、２の(1)のアの(ア)の

　　　

事業の実施に係る区域内にある土地についての事業参加資格者の全員の同意及

　　　

び２の(1)のアの吋)の事業の実施に係る区域内にある土地についての事業参加資

　　　

格者の３分の２以上の同意を得なければならないこととした。

　　

ウ

　

事業実施計画の変更は、関係都道府県知事との協議及び農林大臣の認可のほ

　　　

か、あらかじめ２の(1)のアの(ア)及び印の事業についての事業参加資格者の３分

　　　

の２以上の同意を得なければならないこととした。

　

(3)公団の行う換地計画、交換分合計画及び災害復旧事業実施計画についての手続

　　

規定を設けることとした。

　

(4)公団は、２の(1)のエ及びオの業務の開始の際、業務方法書を作成し、農林大臣

　　

の認可を受けなければならないこととした。

４

　

公団は、２の(1)のアの例及び吋)の事業。２の(1)のイの業務並びに２の(1)のウの業

　

務(土地改良施設に係るものに限る。)に要する費用の一部を都道府県に負担させる

　

ことができるものとし、都道府県は当該事業又は業務の実施に係る区域内にある土

　

地についての事業参加資格者等から当該負担金の全部又は一部を徴収することがで

　

きることとした。

５

　

事業年度、利益及び損失の処理、余裕金の運用その他公団の財務及び会計に関す

　

る規定を設けた。

６

　

公団は、農林大臣が監督するものとし、農林大臣はその業務に関し監督上必要な

　

命令をすること等ができることとした。

７

　

農地開発機械公団は、公団の成立の時において解散するものとし、この一切０権

　

利及び業務は、その時において公団が承継することとした。

８

　

公団は、当分の間、農林大臣の認可を受けて、農地開発機械公団の業務を行うこ

　

と等ができることとした。
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漁業災害補償法の改正(昭和49年法律第47号)

1(1)区画漁業等に属する漁業に係る漁獲共済については、一定の要件を満たす場合

　　

において、当該漁業を営む者が共済金の配分の方法等を定める規約を設定したと

　　

きは。その者の属する組合員たる漁業協同組合等は、漁業共済組合に共済契約の

　　

締結の申込みをしなけれぱならないものとした。

　

(2)総トン数10トｙ未満の漁船により行う漁業及びその他の漁業で政令で定める

　　

ものに属する漁業に係る漁獲共済については。一定の要件を満たす場合には、こ

　　

れらの漁業を営む者は、漁業共済組合に共済契約締結の申込みをしなければなら

　　

ないものとした。

　

(3)漁獲共済の共済限度額の算定方法を改善するとともに、政令で定める特定の漁

　　

獲共済において一定の要件に該当する特約がある共済契約については当該共済契

　　

約の特約に従い共済金を支払うものとする等てん補方式を改善した。

2(1)養殖共済については、養殖水産動植物のみ又は養殖水産動植物及び養殖施設を

　　

一体として共済目的とすることができることとした。

　

(2)異常な赤潮による損害については、一定の水域において営む一定の養殖業に係

　　

る養殖共済の共済契約においててん補する旨の特約がある場合に、漁業共済組合

　　

は、てん補する責めを負りものとした。

3(1)国は、毎会計年度予算の範囲内において、政令で定めるところにより、異常な

　　

赤潮に係る特約がある養殖共済の共済契約を締結している者に対し、当該共済契

　　

約に基づき支払うべき共済掛金のうち純共済掛金に相当する部分で当該特約に係

　　

るものの一部を補助するものとした。

　

(2)一定の水域を地先水面とする地域を区域とする地方公共団体は、当該水域にお

　　

いて営む一定の養殖業に係る養殖共済の共済契約で異常な赤潮に係る特約がある

　　

ものを締結している者に対し、当該共済契約に基づき支払うべき共済掛金のうち

　　

純共済掛金に相当する部分で当該特約に係るもの(d)による補助に係る部分を除

　　

く。)について財政上の援助に努めるものとした。

4(1)漁業共済組合は、当分の間。中小漁業者の営む養殖業における経営事情その他

　　

の事情の推移に即応する漁業災害補償の制度の確立に資するため、農林大臣の認

　　

可を受けて、漁業共済事業として試験的に政令で定める特定の養殖業につき特定

　　

養殖共済を行うことができることとした。

　

(2)特定養殖共済は、被共済者又はその構成員の営む特定の養殖業の共済責任期間

　　

中の養殖に係る生産金額又は構成員を通ずる生産金額の合計額が共済限度額に達

　　

しない場合の被共済者又はその構成員の損失について、被共済者に対し共済金を

　　

交付する事業とした。

　

(3)漁業共済組合連合会は、農林大臣の認可を受けて、漁業再共済事業として(1)の
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認可を受けた漁業共済組合が特定養殖共済によって被共済者に対して負う共済責

　　

任を再共済する事業を行うことができることとした。

　

(4)政府は。漁業共済保険事業として漁業共済組合連合会が特定養殖共済に係る漁

　　

業再共済事業によって(1)の認可を受けた漁業共済組合に対して負う再共済責任を

　　

保険する事業を行うことができることとした。

　

(5)国は、毎会計年度予算の範囲内において、政令で定めるところにより、特定養

　　

殖共済の共済契約を締結している者に対し、当該共済契約に基づき支払うべき共

　　

済掛金のうち純共済掛金に相当する部分の一部を補助するものとした。

　　

漁業近代化資金助成法及び中小漁業融資保証法の改正(昭和49年法律第48号)

１

　

漁業近代化資金助成法関係

　

(1)漁業近代化資金の資金種類及び貸付対象者の範囲を拡大するとともに、貸付け

　　

の最高限度額を引き上げた。

　

(2)都道府県が漁業近代化資金に係る債務の保証の業務を行う漁業信用基金協会に

　　

対する出資を、当該保証に係る債務の弁済に充てるための基金とすることを条件

　　

として行うのに要する経費の一部を、新たに政府が助成することができることと

　　

した。

２

　

中小漁業融資保証法関係

　

(1)漁業信用基金協会(以下｢協会｣という。)の会員資格を拡大した。

　

(2)ア

　

協会の保証対象資金に、中小漁業者等の生活に必要な資金を加えた。

　　

イ

　

手形の割引に係る債務について、協会が保証できることとした。

　　

ウ

　

水産加工業者等に対する保証業務を、協会の任意の業務から協会の本来の業

　　　

務とした。

　

(3)協会の、会員からの出資金、準備金及び借入金等の管理方法を規定した。

　

(4)ア

　

保証保険の対象資金は、漁業近代化資金及び漁業近代化資金以外の資金で

　　　

あって中小漁業者等の事業又は生活に必要なもののうち漁業又は水産加工業の

　　　

経営の改善に資するものとして主務大臣が指定するものとした。

　　

イ

　

手形の割引に係る協会の保証について。保険に付すことができることとし

　　　

た。

　　

ウ

　

保証保険に係る保険価額は、借入期間が政令で定める期間以上である借入金

　　　

については、借入金元本のほか遅延利息以外の利息を含めた額とすることとし

　　　

た。

　　

エ

　

次に掲げる資金については。保証保険に係るてん補率を１割引き上げた。

　　　

Cア)公害防止に必要な資金で主務大臣が指定するもの

　　　

印

　

主務大臣が指定する災害に係る事業の再建に必要な資金で主務大臣が指定

　　　　

するもの
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オ

　

保険契約の方式を、選択保険方式から包括保険方式及び選択保険方式に改め

　　　

た。

　

(5)中央漁業信用基金を法人とし、その設立のための手続き、組織及び業務につい

　　

て規定した。

　　

沿岸漁場整備開発法(昭和49年法律第49号)

　

本法は、沿岸漁場整備開発事業を総合的かつ計画的に推進するための措置を講ずる

とともに、水産動物の育成を図り沿岸漁場としての生産力を増進するための事業を推

進することにより、沿岸漁業の基盤たる沿岸漁場の整備及び開発を図り、もって沿岸

漁業の安定的な発展と水産物の供給の増大に寄与することを目的とするもので、その

主な内容は次のとおりである。

　

１

　

沿岸漁場整備開発計画

　

(1)計画の決定

　　　

農林大臣は、沿岸漁場整備開発事業の総合的かつ計画的な実施に資するため、

　　

沿岸漁業等振興審議会の意見を聴いて、沿岸漁場整備開発計画の案を作成し、閣

　　

議の決定を求めなければならないものとした。

　

(2)計画の内容

　　　

沿岸漁場整備開発計画においては、計画期間に係る沿岸漁場整備開発事業の実

　　

施の目標及び事業量を定めるものとした。

　

(3)国の措置

　　　

国は、沿岸漁場整備開発計画の達成を図るため、その実施につき、必要な措置

　　

を講じなけれぱならないものとした。

２

　

特定水産動物育成事業

　

(1)特定水産動物育成基本方針

　　　

都道府県は。その区域に属する水面における沿岸漁場としての生産力の増進に

　　

資するため、海区漁業調整委員会の意見を聴いて、増殖を推進することが適当な

　　

一定の水産動物(以下｢特定水産物｣という。)の育成に関し基本方針を定めること

　　

ができるものとした。

　

(2)特定水産動物育成事業

　　

ア

　

漁業協同組合又は漁業協同組合連合会(以下｢漁業協同組合等｣という｡)は、

　　　

育成水面(特定水産動物を育成する事業を効率的に実施するために必要とされ

　　　

る水面をいう。以下同じ｡)の区域において育成水面利用規則で定めるところに

　　　

より特定水産動物を育成する事業(以下｢特定水産動物育成事業｣という。)を行

　　　

おうとするときは、都道府県知事の認可を受けなければならないものとした。

　　

イ

　

漁業協同組合等は、(1)の認可を受けようとするときは、育成水面の区域及び

　　　

当該育成水面に係る育成水面利用規則を定め、これを申請書に添えて。都道府
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県知事に提出しなければならないものとした。

　　

ウ

　

都道府県知事は、(1)の認可の申請があったときは、海区漁業調整委員会の意

　　　

見を聴くとともに、当該認可の申請が、特定水産動物基本方針の内容に適合す

　　　

るものであること等一定の基準に適合するものと認めるときは、認可をしなけ

　　　

ればならないものとした。

　　

エ

　

漁業協同組合等は。育成水面の区域及び育成水面利用規則を定めようとする

　　　

ときは、あらかじめ当該漁業を営む組合員の３分の２以上の書面による同意を

　　　

得なければならないこと等所要の手続きを定めるものとした。

　

(3)国及び都道府県の援助

　　　

国及び都道府県は、特定水産動物育成事業の実施に関し必要な助言、指導その

　　

他の援助を行うように努めなけれぱならないものとした。

３

　

栽培漁業の振興

　　

国及び都道府県は、沿岸漁場整備開発事業及び特定水産動物育成事業の実施を水

　

産動植物の種苗０生産施設の整備運営と併せて推進することにより、栽培漁業の振

　

興に努めなければならないものとした。

　　

農業者年金基金法の改正(昭和49年法律第60号)

１

　

経営移譲年金の額を保険料納付済期間１月にっき800円(65歳以後80円)から

　

1,760円(65歳以後176円)に引き上げた。

２

　

農業者老齢年金の額を保険料納付済期間１月につき200円から440円に引き上げ

　

た。

３

　

財政再計算期に従来どおり国民の生活水準等の変動に応じて年金給付の額の改定

　

の措置を講ずるほか、その自動的改定措置(いわゆるスライド制)を導入することと

　

し、消費者物価指数が一年度又は継続する二年度以上の期間に100分の５を超えて

　

変動した場合は、その変動した比率を基準として、政令で定めるところにより、年

　

金給付の額を改定することとした。

4(1)昭和50年１月以後の月分の保険料の額は、１月につき1,650円とするととも

　　

に、昭和51年１月以後においては、法律で定めるところにより、この額に所要

　　

の改定が加えられることとした。

　

(2)国庫は、被保険者期間が20年未満で支給される経過的な経営移譲年金の額の

　　

うち加算部分の給付費用については、新たにその４分の１に相当する額を、この

　

額に相当する費用以外の経営移譲年金の給付費用については、従来どおりその３

　

分の１に相当する額を給付時に負担することとしたほか。当分の間、毎年度、納

　

付された保険料の総額の７分の３に相当する額を農業者年金基金に補助すること

　

とした。
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七

　

通商産業省関係

　　

伝統的工芸品産業の振興に関する法律（昭和49年法律第57号）

　

本法は、一定の地域で主として伝統的な技術等を用いて製造される伝統的工芸品が、

民衆の生活の中ではぐくまれ受け継がれ、将来も存在し続ける基盤があることにかん

がみ、伝統的工芸品産業の振興を図り、もって国民の生活に豊かさと潤いを与えると

ともに、地域経済０発展に寄与し、国民経済の健全な発展に資することを目的とする

もので、その主な内容は次のとおりである。

　

１

　

伝統的工芸品の指定

　　

通商産業大臣は、伝統的工芸品産業審議会の意見をきいて、主として日常生活の

　

用に供され、その製造過程の主要部分が手工業的であり、伝統的技術又は技法によ

　

り、伝統的に使用されてきた原材料を主として用い、一定の地域において少なくな

　

い数の者によって製造される工芸品を、伝統的工芸品として指定することとした。

　

２

　

振興計画の作成・認定

　　

伝統的工芸品の製造事業者を構成員とする事業協同組合等は、伝統的工芸品産業

　

に関する振興計画を作成し、これを都道府県知事（伝統的工芸品の製造地域の全部

　

が指定都市の区域に属する場合は指定都市の長｡）を経由して通商産業大臣に提出

　

し、その振興計画が適当である旨の認定を受けることができることとした。

　

３

　

振興計画の内容

　　

伝統的工芸品産業に関する振興計画には、従事者の後継者の確保及び育成、従事

　

者の研修、技術又は技法の継承及び改善、原材料の確保及び研究、需要の開拓、作

　

業場その他作業環境の改善、原材料の共同購入、製品の共同販売及び事業の共同

　

化、品質の表示、従事者の福利厚生等伝統的工芸品産業の振興を図るために必要な

　

事項について定めることとした。

　

４

　

認定振興計画の実施に要する経費の補助等

　　

国及び地方公共団体は、認定を受けた振興計画に基づく事業を実施する事業協同

　

組合等に対し、その事業を実施するため必要な経費の一部を補助することができる

　

ほか、必要な資金の確保又はその融通のあっせんに努め、税制上必要な措置を講ず

　

ることとした。

　

５

　

伝統的工芸品産業審議会

　　

通商産業省の附属機関として、委員25人以内で組織する伝統的工芸品産業審議

　

会を置き、委員は、伝統的工芸品産業に関し学識経験のある者のうちから通商産業

　

大臣が任命するものとし、審議会は、この法律によりその権限に属させられた事項

　

を調査審議するほか、通商産業大臣の諮問に応じ、伝統的工芸品産業に関する重要

　

事項を調査審議することとした。
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６

　

伝統的工芸品産業振興協会

　　

事業協同組合等は。伝統的工芸品産業の振興に資することを目的とする伝統的工

　

芸品産業振興協会と称する全国を通じて１個の民法第34条の規定による法人を設

　

立することができることとした。

　　

発電用施設周辺地域整備法(昭和49年法律第78号)

　

本法は、電気の安定供給の確保が国民生活と経済活動にとってきわめて重要である

ことにかんがみ、発電用施設の周辺の地域における公共用の施設の整備を促進するこ

とにより、地域住民の福祉の向上を図り、もって発電用施設の設置の円滑化に資する

ことを目的とするもので、その主な内容は次のとおりである。

１

　

発電用施設の範囲

　　

この法律において｢発電用施設｣とは。原子力発電施設、火力発電施設又は水力発

　

電施設で一般電気事業者等が設置する一定規模以上のもの及び原子力発電に使用さ

　

れる核燃料物質の再処理施設等の原子力発電と密接な関連を有する施設をいうもの

　

とする。

２地点の指定

　　

主務大臣は、発電用施設の設置が予定されている地点のうち、次の各号に該当す

　

るものを指定し、公示することとした。

　

(1)その地点における発電用施設の設置に関する計画が確実であること。

　

(2)その地点が、工業再配置促進法に規定する移転促進地域その他工業集精度０高

　　

い地域に属さないこと。

　

(3)その地点の周辺の地域において住民の福祉の向上に必要な公共用の施設を整備

　　

することが発電用施設の設置の円滑化に資するため必要であると認められるこ

　　

と。

８

　

整

　

備

　

計

　

画

　

(1)都道府県知事は、指定された地点の周辺地域(その地点が属する市町村及びこ

　　

れに隣接する市町村の区域とする。ただし、水力発電施設の設置が予定されてい

　　

る地点については、その地点が属する市町村の区域に限る。)について、道路、港

　　

湾、公民館、診療所等の公共用施設の整備に関する計画を作成し、これを主務大

　　

臣に提出し、その承認を申請することができるものとする。ただし、特に必要が

　　

あると認められるときは、周辺地域外についても整備計画を作成することができ

　　

ることとした。

　

(2)整備計画は、公共用施設の整備に関する事業(水源地域対策特別措置法に基づ

　　

く整備事業を除く。)の概要及び経費の概算について定めることとした。

　

(3)整備計画は、他の法律の規定による地域の振興等の計画との調和及び地域の環

　　

境の保全について適切な配慮が払われたものでなければならないこととした。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－493－



４

　

発電用施設を設置する者の協力

　　

発電用施設を設置する者は、整備計画に基づく事業が円滑に実施されるように協

　

力しなければならないこととした。

５

　

交付金の交付

　　

国は、予算の範囲内において、政令で定めるところにより、地方公共団体に対し、

　

整備計画に基づく事業に係る経費に充てるため、交付金を交付することができるこ

　

ととした。

６

　

国

　

の

　

援

　

助

　　

国は、整備計画を達成するため必要があるときは、普通財産を譲渡できることと

　

するとともに、必要な財政上及び金融上の援助を与えることとした。

７

　

経

　

過

　

措

　

置

　　

主務大臣は、この法律の施行の際現に発電用施設の設置の工事が行われている地

点のうち、その周辺の地域について公共用施設を整備することが特に必要であると

認められるものを指定し、これを受けて都道府県知事が整備計画を作成し、公共用

施設整備を行うことができることとした。

八建設省関係

　

都市計画法及び建築基準法の改正(昭和49年法律第67号)

１

　

都市計画法関係

(1)開発許可の対象区域の拡大

　　

市街化区域及び市街化調整区域に関する都市計画が定められていない都市計画

　　

区域についても、一定規模以上の開発行為について環境の保全。災害の防止、利

　　

便の確保等の見地からする開発許可の制度を設けた。

(2)開発許可基準の追加

　　

法第33条の許可基準に次の基準を加えた。

　　

ア

　

政令で定める規模以上の開発行為にあっては、開発区域及び周辺の地域の環

　　

境を保全するため、開発区域における植物の生育の確保上必要な樹木の保存、

　　

表土の保全等の措置が講ぜられるように設計が定められていること。

　　

イ

　

政令で定める規模以上の開発行為にあっては、開発区域及び周辺の地域の環

　　

境を保全するため、騒音等による環境の悪化の防止上必要な緑地帯その他の緩

　　

衝帯が配置されるように設計が定められていること。

(3)開発行為の範囲の拡大

　　

ア

　

コンクリートプラントその他周辺の地域の環境の悪化をもたらすおそれがあ

　　　

る工作物で政令で定めるもの(以下｢第一種特定工作物｣という。)及びゴルフ

　　　

コースその他大規模な工作物で政令で定めるもの(以下｢第二種特定工作物｣と
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いう。)の建設を主たる目的とする土地の区画形質の変更を開発行為に含めるこ

　　

ととした。

　

イ

　

第二種特定工作物に係る開発行為については、法第34条(市街化調整区域に

　　

おける開発行為の許可基準)の規定は適用しないこととした。

(4)市街化調整区域内における建築等の制限に係る適用除外事項の追加

　　

市街化区域に隣接し。又は近接している50戸以上の集落等一定の要件に該当

　

する地域内に存する土地であり、かつ、市街化調整区域に関する都市計画が決定

　

された際において、すでに宅地であった土地でその旨の都道府県知事の確認を受

　

けた土地において行う建築物の新築等は、都道府県知事の許可を要しかいことと

　

した。

(5)市街地開発事業等予定区域の創設等

　

ア

　

市街地開発事業等予定区域の創設

　　

帥

　

新住宅市街地開発事業、工業団地造成事業、新都市基盤整備事業、一団地

　　　

の住宅施設、一団地の官公庁施設又は流通業務団地の予定区域を市街地開発

　　　

事業等予定区域(以下｢予定区域｣という。)として都市計画の一に加えた。

　　

吋)予定区域については、種類、名称、区域、施行予定者その他政令で定める

　　　

事項を都市計画に定めることとした。

　　

(ウ)予定区域内において、土地の形質の変更及び建築物の建築その他工作物の

　　　

建設を行おうとする者は、都道府県知事の許可を受けなけれぱならないこと

　　　

とした。

　　

岡

　

予定区域内の土地建物等の有償譲渡について、先買権の制度を設けた。

　　

哨

　

予定区域内の土地の所有者は、施行予定者に対し、時価により買取りを請

　　　

求することができることとした。

　　

肺)予定区域に関する都市計画が定められた日から３年以内にぐﾌつに掲げる市街

　　　

地開発事業又は都市施設に関する都市計画を定めなければならないものと

　　　

し、区域及び施行予定者は予定区域に関する都市計画で定められた区域及び

　　　

施行予定者を定めた。

　

イ

　

そ

　

の

　

他

　　

(ア)新住宅市街地開発事業、工業団地造成事業、新都市基盤整備事業、一団地

　　　

の住宅施設、一団地の官公庁施設又は流通業務団地に関する都市計画には、

　　　

アの伽)により定める場合のほか、施行予定者を定めることができることとし

　　　

た。

　　

吋)アの㈹又は前項の規定により施行予定者が定められている市街地開発事業

　　　

又は都市施設に関する都市計画については。通常の都市計画制限の規定を適

　　　

用せず、アの(ウ)から固までの規定を準用するものとした。
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(ウ)前項の都市計画において施行予定者として定められた者は、当該都市計画が

　　　

定められた日から２年以内に都市計画事業の認可を申請しなけれぱならないこ

　　　

ととした。

２

　

建築基準法関係

　

(1)工業専用地域内の建ぺい率の強化

　　　

工業専用地域内の建築物の建築面積の敷地面積に対する割合について、10分の

　　

3、10分の4、10分の５又は10分の６のうち当該地域に関する都市計画におい

　　

て定められたものを超えてはならないこととした。

　

(2)特定の工作物についての用途規制

　　　

製造施設、貯蔵施設、遊戯施設等政令で定める工作物について、用途規制を行

　　

うこととし、このため建築主事の確認を行うこととした。

　　

生産緑地法(昭和49年法律第68号)

１

　

第一種生産緑地地区に関する都市計画

　

(1)市街化区域内にある農地等(現に農業の用に供されている農地若しくは採草放

　　

牧地、現に林業の用に供されている森林又は現に漁業の用に｡供されている池沼等

　　

をいう。以下同じ。)で、次に掲げる条件に該当する一団のものの区域について

　　

は、都市計画に第一種生産緑地地区を定めることができることとした。

　　

ア

　

公害又は災害の防止等良好な生活環境の確保に相当の効用があり、かつ、公

　　　

共施設等(公園、緑地、学校、病院等公共の用に供する施設又は公益性が高い

　　　

と認められる施設で政令で定めるものをいう。以下同じ。)の敷地の用に供する

　　　

土地として適しているものであること。

　　

イ

　

おおむね１ヘクタール(森林若しくは果樹、茶等の永年作物に係る農地又は

　　　

都市公園に隣接している農地等(当該都市公園の面積と当該農地等の面積との

　　　

合計がおおむね１ヘクタール以上のものに限る。)にあっては、おおむね0.2ヘ

　　　

タタール)以上の規模の区域であること。

　　

ウ

　

用排水その他の状況を勘案して農林漁業の継統が可能な条件を備えていると

　　　

認められるものであること。

(2)第一種生産緑地地区に関する都市計画は、市町村が、土地所有者そIの他一定範

　　

囲の土地に係る権利者等の同意を得た上で、都道府県知事の承認を得て定めるこ

　　

ととした。

(3)第一種生産緑地地区に関する都市計画を定めるに当たっては、当該都市計画に

　　

係る農地等及びその周辺の地域における幹線街路、下水道等の主要な都市施設の

　　

整備に支障を及ぼさないようにし、かつ、当該都市計画区域内の土地利用の動

　　

向、人口及び産業の将来の見通し等を勘案して、･合理的な土地利用に支障を及ぼ

　　

さないようにしなけれぱならないこととした。
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２

　

第二種生産緑地地区に関する都市計画

　

(1)市街化区域内における土地区画整理事業の施行区域のうち当該土地区画整理事

　　

業が完了し、若しくは仮換地として指定された土地の区域又は開発行為が行われ

　　

た土地の区域内にある農地等で、次に掲げる条件に該当する一団のものの区域に

　　

ついては、当該土地区画整理事業の施行区域又は開発行為が行われた土地の区域

　　

の面積のおおむね30パーセｙトを超えない範囲内において、都市計画に第二種

　　

生産緑地地区を定めることができることとした。

　　

ア

　

１の(1)のア及びウに掲げる条件

　　

イ

　

おおむね0.2ヘクタール以上の規模の区域であること。

　

(2)第二種生産緑地地区に関する都市計画の決定手続きは、第一種生産緑地地区に

　　

関する都市計画の場合と同様とすることとした。

　

(3)第二種生産緑地地区に関する都市計画は10年で失効するものとする。ただし、

　　

１回に限り、10年の期間延長をすることができるものとし、この場合、土地所

　　

有者等の同意は要しないこととした。

３

　

生産緑地地区内における行為の制限

　

(1)第一種生産緑地地区又は第二種生産緑地地区(以下｢生産緑地地区｣と総称す

　　

る。)内においては、次に掲げる行為は、次項の規定により市町村長の許可を受け

　　

た場合を除き、してはならないこととした。ただし、公共施設等の設置又は管理

　　

に係る行為、生産緑地地区に関する都市計画が定められた際すでに着手していた

　　

行為又は非常災害のため必要な応急措置として行う行為についてはこの限りでな

　　

いこととした。

　　

ア

　

建築物その他の工作物の新築、改築又は増築

　　

イ

　

宅地の造成、土石の採取その他の土地の形質の変更

　　

ウ

　

水面の埋立て又は干拓

　

(2)市町村長は、当該生産緑地において農林漁業を営むために、必要となる農林水

　　

産物の生産、集荷施設又は農林漁業の生産資材の貯蔵、保管施設(生産物の処理

　　

又は貯蔵に必要な共同利用施設を含む。)の設置又は管理に係る前項各号に掲げる

　　

行為で、生活環境の悪化をもたらすおそれがないものに限り、許可できることと

　　

した。

　

(3)通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるものについては、前

　　

２項の規定は適用しないこととした。

４

　

原状回復命令等

　　

市町村は、３の(1)の規定に違反した者等に対して、相当の期限を定めて、当該生

　

産緑地の保全に対する障害を排除するため必要な限度において、その原状回復を命

　

じ、又は原状回復が著しく困難である場合に、これに代わるべき必要な措置をとる
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べき旨を命ずることができることとした。

５

　

生産緑地の買取り等

　

(1)生産緑地の所有者は、当該生産緑地に係る生産緑地地区に関する都市計画が定

　　

められた後、第一種生産緑地地区に係る場合にあっては10年、第二種生産緑地

　　

地区に係る場合にあっては５年を経過したとき。又は当該生産緑地に係る農林漁

　　

業の主たる従事者が死亡し、若しくは疾病等により農林漁業に従事することが不

　　

可能な障害を有するに至ったときは、市町村長に対し、市町村長(又は市町村長

　　

が別に定める地方公共団体等)が当該土地を時価で買い取るべき旨を申し出るこ

　　

とができるものとし、市町村長等は、特別の事情がない限り。時価で買い取るも

　　

のとすることとした。

　

(2)前項の買取り価額については、市町村長と土地所有者が協議して定めるものと

　　

し、協議が成立しないときは収用委員会の裁決を申請することとした。

　

(3)市町村長は、(1)の規定による買取りをしないときは、第一種生産緑地地区に係

　　

る生産緑地について、他の農林漁業希望者に当該生産緑地を取得させるように

　　

あっせんに努めなければならないこととした。

　

(4)第一種生産緑地地区に係る生産緑地で一定期間内に当該あっせんが整わなかっ

　　

たもの又は第二種生産緑地地区に係る生産緑地で市町村長等が買い取らなかった

　　

ものについては、３の(1)の規定は。適用しないこととした。

　

(5)生産緑地の所有者は、(1)の申出ができない場合であっても、疾病等により農林

　　

漁業に従事することが困難である等の特別の事情があるときは、市町村長に対

　　

し、当該生産緑地の買取りを申し出ることができるものとし、市町村長は、やむ

　　

を得ないと認めるときは、これを買い取ること等に努めなけれぱならないことと

　　

した。

　

(6)生産緑地地区内の土地の有償譲渡については、公有地の拡大の推進に関する法

　　

律による先買い制度を適用することとした。

６

　

そ

　　

の

　　

他

　

(1)3の(1)、4の規定に違反した者等について所要の罰則を設けた。

　

(2)生産緑地地区内の農地については、地方税法の改正により固定資産税等の宅地

　　

並み課税を適用除外することとした。

九運輸省関係

　

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律の改正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(昭和49年法律第８号)

１

　

特定飛行場の設置者は、航空機の騒音により生ずる障害が著しいと認めて運輸大

臣が指定する特定飛行場の周辺の区域(以下｢第一種区域｣という。)内に所在ずる住
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宅の所有者等が騒音防止工事を行うときは、その工事に関し助成の措置をとるもの

　

とした。

２

　

特定飛行場の設置者は、移転補償等の対象区域(以下｢第二種区域｣という。)のう

　

ち、新たに航空機の騒音による障害が発生することを防止し、あわせてその周辺に

　

おける生活環境の改善に資する必要があると認めて運輸大臣が指定する区域(以下

　

｢第三種区域｣という。)内にある移転補償等により買い入れた土地が緑地帯その他の

　

緩衝地帯として整備されるよう必要な措置をとるものとするとともに、第三種区域

　

内にあるその他の土地についても、できる限り、緑地帯その他の緩衝地帯として整

　

備されるような適当な措置をとるものとした。

3(1)空港整備法に規定する第一種空港又は第二種空港であり、その周辺地域につい

　　

て第一種区域が指定されている特定飛行場で当該第一種区域が市街化されてお

　　

り、又は市街化すると予想されるため、その区域について、新たに航空機の騒音

　　

による障害が発生することの防止等を図り、あわせて生活環境の改善に資するた

　　

めの計画的な整備を促進する必要があると認められるものを周辺整備空港として

　　

政令で指定し、都道府県知事が、あらかじめ関係市町村長の意見をきき、かつ、

　　

関係行政機関の長及び当該空港の設置者と協議し(当該空港の設置者が運輸大臣

　　

でない場合は、協議のうえ運輸大臣の承認を受けて)、次の事項について空港周

　　

辺整備計画を策定しなけれぱならないものとした。

　　

ア

　

第一種区域内の土地についての緑地帯その他の緩衝地帯とするための整備及

　　　

ぴ航空機の騒音によりその機能が害されるおそれの少ない施設の用に供するた

　　　

めの整備に関する事項、これらの整備を行うための土地の取得に関する事項並

　　　

びに整備された土地の管理又は処分に関する事項

　　

イ

　

第一種区域内から住居を移転する者の住宅等の用に供する土地の取得及び造

　　　

成等に関する事項

　　

ウ

　

実施主体に関する事項

　

(2)空港周辺整備計画は、公害防止計画。都市計画その他の環境保全又は地域の振

　　

興若しくは整備に関する国又は地方公共団体の計画に適合したものでなけれぼな

　　

らないものとした。

４

　

空港周辺整備機構(以下｢機構｣という。)は、周辺整備空港の周辺地域において空

　

港周辺整備計画を実施する等により当該地域における航空機の騒音により生ずる障

　

害の防止及び軽減を図り、あわせて生活環境の改善に資することを目的とし、運輸

　

大臣の認可を受けて設立されるものとし、資本金、役員、評議員会、業務、財務及

　

び会計、監督等機構に関する所要の規定を設けた。

5(1)地方公共団体は、特定飛行場以外の公共用飛行場についても、当該飛行場に係

　　

る航空輸送需要の動向、その周辺における市街化の進展等の状況にかんがみ、当該

　　　　　　　　　　　　　　　　　

― 499 ―



　

周辺地域において航空機の騒音により生ずる障害が著しくなると予想される場合

　

においては、当該周辺地域についてその振興又は整備に関する施策の策定及び実

　

施にあたっては、できる限り。航空機の騒音により生ずる障害の防止について配

　

慮するものとし。国は、地方公共団体がその措置を講ずるときは、その措置のた

　

め必要な資金の確保その他の援助に努めるものとした。

（2）空港整備特別会計法を改正し、機構に対して無利子貸付けができることとする

　

ほか、地方税法、租税特別措置法、所得税法、法人税法、印紙税法、登録免許税

　

法、新東京国際空港公団法及び運輸省設置法について所要の改正を行うものとし

　

た。

十労働省関係

　　

労働者災害補償保険法等の改正(昭和49年法律第115号)

　　

労働者災害補償保険法及び船員保険法の一部を改正し、障害者に対する給付及び

　

遺族に対する給付を改善するとともに、障害補償一時金等の額を改定した。

　　

雇用保険法(昭和49年法律第116号)

１

　

総

　　　

則

　

(1)目

　　　

的

　　　

雇用保険は、労働者が失業した場合に必要な給付を行うことにより、労働者の

　　

生活の安定を図るとともに、求職活動を容易にする等その就職を促進し、併せ

　　

て、労働者の職業の安定に資するため。雇用構造の改善、労働者の能力の開発及

　　

び向上その他労働者の福祉の増進を図ることを目的とすることとした。

　

(2)管

　　　

掌

　　　

雇用保険は、政府が管掌し。その事務の一部は、政令で定めるとろにより、都

　　

道府県知事に行わせることができることとした。

　

(3)雇用保険の事業内容

　　　

雇用保険は、(1)の目的を達成するため、失業給付を行うほか、雇用改善事業、

　　

能力開発事業及び雇用福祉事業を行うこととした。

２

　

雇用保険においては、労働者が雇用される事業を適用事業とするものとした。

３

　

失

　

業

　

給

　

付

　　

失業給付は、求職者給付及び就職促進給付とすることとした。

４

　

一般被保険者の求職者給付

　

(1)種

　　　

類

　　　

一般被保険者０求職者給付は、基本手当、技能習得手当、寄宿手当及び傷病手

　　

当とすることとした。
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(2)基本手当は、被保険者が失業した場合において、離職の日以前１年間(傷病等

　　

の期間がある場合には最長４年間)に、被保険者期間が６箇月以上であったとき

　　

に、支給することとした。

(3)基本手当の日額等

　　

ア

　

基本手当の日額は、労働大臣が定める基本手当日額表における賃金等級に応

　　　

じて定められた金額とするものとした。

　　

イ

　

賃金日額は、原則として、離職の日前１年間における最後の６箇月の被保険

　　　

者期間に支払われた賃金の総額を180で除して得た額とするものとした。た

　　　

だし、1,800円を最低限度額とし、7,500円を最高限度額とすることとした。

　

(4)支給の期間

　　　

基本手当を支給する期間は、原則として離職の日の翌日から起算して１年(当

　　

該１年の期間内に妊娠、出産、育児その他労働省令で定める理由により引き続き

　　

30日以上職業に就くことができない受給資格者の申し出のあった場合には、当

　　

該理由により職業に就くことができない日数を加算するものとし、その期間が４

　　

年を超えるときは、４年とする。)の期間とするものとすることとした。

　

(5)待

　　　

期

　　　

基本手当は、公共職業安定所への求職申込み日以後の失業の日数が通算して７

　　

日に満たない期間は、支給しないこととした。

　

(6)基本手当の所定給付日数は、受給資格者の離職時の年齢等に応じて定めた。

　

(7)技能習得手当及び寄宿手当

　　

ア

　

技能習得手当は、受給資格者が公共職業安定所長の指示した公共職業訓練等

　　　

を受ける場合に、その公共職業訓練等を受ける期間について支給することとし

　　　

た。

　　

イ

　

寄宿手当は、受給資格者が、公共職業安定所長の指示した公共職業訓練等を

　　　

受けるため、同居の扶養親族と別居して寄宿する場合にその寄宿する期間につ

　　　

いて支給することとした。

　

(8)傷

　

病

　

手

　

当

　　　

傷病手当は、受給資格者が、離職後公共職業安定所に出頭し、求職の申込みを

　　

した後において、疾病又は負傷のために職業に就くことができない場合に、基本

　　

手当の所定給付日数を限度として基本手当相当額を支給することとした。

５

　

短期雇用特例被保険者の求職者給付

　

(1)短期雇用特例被保険者

　　　

被保険者(日雇労働被保険者を除く。)であって、季節的に雇用されるもの又は

　　

短期の雇用(同一事業主に引き続き被保険者として雇用される期間が１年未満で

　　

ある雇用をいう。)に就くことを常態とするもの(以下｢短期雇用特例被保険者｣と
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いう。)に係る求職者給付は(2)の特例一時金とすることとした。

　

(2)特例一時金

　　

短期雇用特例被保険者が失業した場合に支給する特例一時金は、50日分とする

　　

こととした。

６

　

日雇労働被保険者の求職者給付

　

(1)日雇労働被保険者

　　　

被保険者である日雇労働者であって、次のいずれかに該当するものであるもＯ

　　

又は任意加入の認可を受けたもの(以下｢日雇労働被保険者｣という。)に係る求職

　　

者給付は(2)によることとした。

　　

ア

　

公共職業安定所の近隣の市町村等０区域(以下｢適用区域｣という。)に居住し

　　　

適用事業に雇用される者

　　

イ

　

適用区域外の地域に居住し、適用区域内にある適用事業に雇用される者

　　

ウ

　

適用区域外の地域に居住し、適用区域外の地域にある適用事業であって。労

　　　

働大臣が指定したものに雇用される者

　

(2)日雇労働求職者給付金

　　

ア

　

支

　

給

　

要

　

件

　　　　

日雇労働被保険者に係る求職者給付(以下｢日雇労働求職者給付金｣という。)

　　　

は、失業の日の属する月の前２月間に。印紙保険料が通算して28日分以上納

　　　

付されているときに、その失業の日について、支給することとした。

　　

イ

　

給付の日額

　　　

日雇労働求職者給付金の日額は、印紙保険料０納付日数に応じて定めた。

７就職促進給付

　

(1)就職促進給付の種類

　　　

就職促進給付は、常用就職支度金、移転費及び広域求職活動費とすることとし

　　

た。

　

(2)常用就職支度金

　　　

身体障害者その他の就職が困難な者として政令で定める受給資格者が安定した

　　

職業に就いた場合において、必要があると認められるときに、基本手当の日額

　　

(日雇受給資格者については、日雇労働求職者給付金の日額)の30日分を限度とし

　　

て常用就職支度金を支給することとした。

　　　

ただし、前３年間に常用就職支度金を受給したことのある者については支給し

　　

ないこととした。

　

(3)移

　　

転

　　

費

　　　

受給資格者が公共職業安定所の紹介した職業に就くため、又は公共職業安定所

　　

長の指示した公共職業訓練等を受けるため、その住所又は居所を変更する場合に

　　　　　　　　　　　　　　　　

－502－



　　

おいて、必要があると認められるときに、移転費を支給することとした。

　

(4)広域求職活動費

　　　

受給資格者が公共職業安定所の紹介により、広範囲の地域にわたる求職活動を

　　

する場合において、必要があると認められるときに、広域求職活動費を支給する

　　

こととした。

８

　

雇用改善事業、能力開発事業及び雇用福祉事業

　

(1)雇用改善事業

　　　

政府は、被保険者及び被保険者であった者(以下｢被保険者等｣という。)に関し、

　

雇用状態の是正、失業の予防その他雇用構造の改善を図るため、雇用改善事業と

　

して、次の事業を行うことができることとした。

　

ア

　

年齢別の雇用の改善

　　　　

事業主に対して、定年の引上げの促進、高年齢者の雇入れの促進その他年齢

　　　

別の雇用構造の改善を図るために必要な助成及び援助を行うこと。

　　

イ

　

地域的な雇用の改善

　　　　

事業主に対して、雇用機会を増大させる必要がある地域への事業所の移転に

　　　

よる雇用機会の増大、季節的に失業する者が多数居住する地域における通年雇

　　　

用の促進その他地域的な雇用構造の改善を図るために必要な助成及び援助を行

　　　

うこと。

　　

ウ

　

産業間の雇用の不均衡の改善

　　　

事業主に対して、産業構造の変化等に伴い特定の産業から一時に多数発生し

　　　

た離職者の雇入れの促進その他産業間の雇用構造の改善を図るために必要な助

　　　

成及び援助を行うこと。

　　

エ

　

経済変動に伴う雇用調整措置

　　　

事業主に対して、景気の変動、国際経済事情の急激な変化その他の経済上の

　　

理由により事業活動の縮小を余儀なくされた場合における失業を予防するため

　　

に必要な助成及び援助を行うこと。

(2)能力開発事業

　　

政府は、被保険者等に関し、職業生活の全期間を通じて、これらの者の能力を

　

開発し、及び向上させることを促進するため、能力開発事業として、次の事業を

　

行うことができることとした。

　

ア

　

事業主等の行う職業訓練の振興

　　　

職業訓練を行う事業主、職業訓練団体等及び職業訓練の推進のための活動を

　　

行う者に対して、助成及び援助を行い、又は当該助成及び援助を行う都道府県

　　

に対する補助を行うこと。

　

イ

　

被保険者等に対する公共職業訓練の充実
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公共職業訓練施設の設置運営を行うこと及び公共職業訓練施設を設置運営す

　　　

る都道府県に対する補助を行うこと。

　　

ウ

　

被保険者等の再就職促進のための講習等の実施

　　　

求職者又は退職予定者に対する職業講習及び職場適応訓練の実施を行うこ

　　　

と。

　

エ

　

有給教育訓練休暇制度の援助

　　　

職業人としての資質の向上その他職業に関する教育訓練を受ける労働者に有

　　

給休暇を与える事業主に対して必要な助成及び援助を行うこと。

　　

オ

　

訓練等の受講の奨励

　　　　

口及びハの訓練等の受講者に対して当該訓練等の受講の奨励０ために必要な

　　

交付金を支給し、及び有給で労働者に公共職業訓練を受けさせる事業主に対す

　　

る助成を行うこと。

　　

ヵ

　

技能評価の実施及び援助

　　　

技能検定の実施に要する経費を負担すること及び技能検定を行う団体に対し

　　　

て技能検定を促進するために必要な助成を行うこと。

　　

キ

　

その他労働者の能力の開発及び向上のための必要な事業であって労働省令で

　　　

定めるものを行うこと。

　

（3）雇用福祉事業

　　　

政府は、被保険者等に関し、職業生活上の環境の整備改善、就職の援助その他

　　

これらの者の福祉の増進を図るため、雇用福祉事業として、次の事業を行うこと

　　

ができることとした。

　　

ア

　

移転して就職する被保険者等のための宿舎の設置運営を行うこと。

　　

イ

　

労働者の就職。雇入れ、配置等について相談その他の援助を行うこと及び当

　　　

該援助のための施設の設置運営を行うこと。

　　

ウ

　

教養、文化、体育又はレクリエーションの施設その他り福祉施設の設置運営

　　　

を行うこと。

　　

エ

　

求職者の就職のため、必要な資金の貸付け、身元保証その他必要な援助を行

　　　

うこと。

　　

オ

　

職業に関する調査、研究及び資料の整備を行うこと。

　　

ヵ

　

その他被保険者等の福祉の増進を図るために必要な事業であって労働省令で

　　　

定めるものを行うこと。

９費用の負担

　

（1）国庫の負担

　　

ア

　

原

　　　

則

　　　　

国庫は。次の区分によって、求職者給付に要する費用の一部を負担すること
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とした。

　　　

（ｱ）日雇労働求職者給付金以外の求職者給付については、当該求職者給付に要

　　　　

する費用の４分の１

　　　

吋）日雇労働求職者給付金については、当該日雇労働求職者給付金に要する費

　　　　

用の８分の１

　　

イ

　

財政が赤字又は黒字に転じた場合の特例

　　　

帥

　

日雇労働被保険者以外の被保険者に係る求職者給付については、国庫は、

　　　　

毎会計年度において、支給した当該求職者給付の総額の４分の３に相当する

　　　　

額が、徴収した保険料のうち当該給付に充てるべき部分の額を超える場合に

　　　　

は、当該超過額に応じ、当該会計年度において支給した当該求職者給付の総

　　　　

額の３分の１に相当する額に達する額までを負担することとした。

　　　

吋）日雇労働求職者給付金については、国庫は、毎会計年度において、徴収し

　　　　

た日雇労働被保険者に係る保険料のうち当該給付に充てるべき部分の額が、

　　　　

支給した日雇労働求職者給付金の総額の３分の２に相当する額を超える場合

　　　　

には、当該超過額に応じ、国庫負担率を減じて当該会計年度において支給し

　　　　

た当該日雇労働求職者給付金の総額の４分の１に相当する額に達する額まで

　　　　

を負担することとした。

　　　

（ウ）広域延長給付の措置が決定された場合には、アにかかわらず、国庫は、広

　　　　

域延長給付を受ける者に係る求職者給付の支給に要する費用の３分の１を負

　　　　

担することとした。

　　　

匈

　

国庫は、毎年度、予算の範囲内において、雇用保険事業０事務の執行に要

　　　　

する経費を負担することとした。

　

（2）保

　　

険

　　

料

　　

ア

　

雇用保険事業に要する費用に充てるため政府が徴収する保険料については、

　　　

徴収法の定めるところによることとした。

　　

イ

　

徴収した保険料のうち、1,000分の10の率に相当する額は、失業給付に要す

　　　

る費用に充てるものとし、1,000分の８の率に相当する額は、雇用改善事業、

　　　

能力開発事業及び雇用福祉事業に要する費用に充てることとした。

10

　

そ

　　

の

　　

他

　　

以上に定めるほか、不服申立て及び訴訟、諮問機関、不利益取扱いの禁止、時効、

　

報告その他の雑則、罰則等所要の規定を設けた。

　　

日雇労働者健康保険法の改正（昭和49年法律第118号）

　

賃金日額の等級の新設、医療給付の改善、一部負担金の改定、現金給付の改善、保

険料日額の改善等を行った。
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